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平成7年度国立環境研究所年朝の発刊に当たって   

21世紀の環境政策の基本となる環境基本法を受けて，平成6年12月に策定された環境基  

本計画において，環境保全を図るための調査研究の推進の必要性が指摘されています。ま  

た，平成7年11月成立した科学技術基本法では，科学技術の振興に関する基本的方針を規  

定するとともに，研究開発の推進のため，各施策を総合的かつ計画的に推進することをう  

たっており，平成8年7月にはこれに基づき科学技術基本計画が策定されました。   

このような昨今の研究開発をめぐる社会情勢のもとで，地球環境問題を始めとした環境  

問題解決のための環境研究への期待は大きく，着実な推進が求められています。   

国立環境研究所は，平成2年度に国立公害研究所から国立環境研究所へと全面的な組織  

改革を行い，プロジェクト研究を実施する総合研究部門とシ叫ズ創出等の研究を行う基盤  

研究部門，さらに，環境情報センター，地球環境研究センター及び環境研修センターを擁  

した組織体制とし，未解決の環境汚染に関する研究を引き続き実施するとともに，地球環  

境問題や自然環境保全等の研究に本格的に取り組むことを目指してきました。平成7年度  

には組織改革から5年が経過するところとなり，評議委員会の‾Fに研究括勤評価専門委員  

会の設置を依税し，この5年間の研究活動について外部評価をお願いしました。この評価  

報告書の提言を踏まえ，21世紀に向けた研究活動の一層の充実に努めなければならないと  

考えております。   

平成7年度は，研究面において，特別研究，地球環境研究総合推進費による研究等のプ  

ロジェクト研究を中心に着実に研究を展開するとともに，有害化学物質や地球環境モニタ  

リング等に関する研究及び業務を行う研究本館mが竣工し，環境研究推進のための基盤整  

備を一層進めた年でもあります。   

この年報は．平成7年度の国立環境研究所の研究活動の概要をお示しするためのもので  

す。これまで別途刊行してまいりました「国立環境研究所特別研究年報」，「国立環境研究  

所地球環境研究年報」の内容もこの年報に整理統合して一冊にまとめました。   

本研究所が良い成果をあげるためには，多くの方々のご理解とご支援が不可欠セありま  

す。この年報についての率直なご意見をお寄せ下さり，ご指導とご鞭撞を賜ることができ  

れば幸いであります。  

平成8年8月  

国立環境研究所   

所 長 鈴 木 継 美   
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施設の整備状況一覧  
12 国立環境研究所施設配置図  



況  1／概   

が提言されている。①研究課題の戦略的選定と重点化，  

②環境研究の総合化，③活力ある研究環境の創出，④国  

際的リーダーシップの発揮，⑤研究成果の社会的還元。  

（2）組織∴走貞   

平成2年度に機構改革を実施し，研究部門として，社  

会ニーズに対応したプロジェクト研究を行う総合研究部  

門（地球環境研究グループ及び地域環境研究グループ）  

とシーズ創出や総合研究部門の支援のための研究を行う  

基盤研究部門（6部）を設置した。また同時に，環境情  

報センター，地球環境研究センター及び環境研修センター  

の3センターを設置し，幅広い活動を行っている。   

また，定員については，平成7年酎こおいて研究部門  

で2名の増員を図り，平成7年度末で273名となってい  

る。（平成6年度末：ゴ74名，定員削減：3名）  

（3）予 算   

年度当初，研究所の運営に必要な経費として7，433百  

万円，施設の整備等に必要な経費として215百万円が計  

上されたほか，国立機関公害防止等試験研究費として  

32百万円．海洋開発及び地球科学技術調査研究推進費  

（科学技術庁）として33百万円，国立機関原子力試験研  

究費（科学技術庁）として59百万円が計上された。   

さらに年度途中の移し替え経費として．地球環境研究  

総合推進費1，036百万円，科学技術振興調整費（科学技  

術庁）503百万円が計上されたほか，補正予算として，  

研究所の運営に必要な経費1，014百万円が計上された。  

（4）施 設   

国立公害研究所発足以来，施設について順次拡充に努  

めている。   

平成7年度には，研究本館Ⅲ（RC－4F 延床面積  

4，077rげ）が竣工したほか，老朽化対策としてエネルギー  

センターの熱交換器更新等を行った。  

（5）研究活動   

地球環境研究グループ及び地域環境研究グループが中  

心となって，社会ニーズに対応したプロジュクト研究を  

実施している。また，主として基盤研究部門において，  

新しい研究手法の開発等研究所の基盤となる科学・技術  

的知見の蓄積を因っている。さらに．科学技術全般から  

みて褒要と考えられる共通基盤的研究についても環境分  

国立環境研究所は，昭和49年3月15日に国立公害研  

究所として筑波研究学園都市に設立された。本研究所の  

特色は，研究者の専門分野が物理学，化学，生物学，工  

学、医学，薬学さ．らに人文・社会科学分野と幅広い構成  

となっていること，大学の研究者や地方公共団体公害研  

究棟関の研究者等所外の専門家の参加も得て，研究を学  

際的に実施していること及び第一級の環境研究を実施す  

るために必要な大型実験施設を駆使し，野外の実験調査  

研究と併せ，研究をプロジェクト化して総合的に実施し  

ていることにある。   

創立以来，組織の充実，施設の整備を進めつつ，研究  

体別の強化に努め，多くの研究成果を蓄積してきたとこ  

ろであるが，①人間の健康保護や自然生態系保全のため  

の目的指向型研究の充実，②環境研究の中核的機関とし  

ての役割の発揮，③環境データ等の蓄積と提供のための  

研究・業務の充実，④国際的な貢献度の向上と国際研究  

交流の推進，⑤大型実験施設及びフィールド施設の活用  

という役割を果たすため，①総合研究部門の創設等研究  

体別の充実，②複合的な研究機構への発展，③国際研究  

交流の促進，①研究員流動性の確保方策の整胤⑤研究  

運営の改善を基本的方向として組織・運営を進めていく  

こととし，平成2年7月，大幅な組織改編を行い，名称  

を「国立環境研究所」と改め，研究業務活動の充実に努  

めてきた。平成7年度には組織改編後5年が経過すると  

ころとなり，国立環境研究所評議委員会のもとに専門委  

貞の参加を得て研究活動評価専門委員会を設置し，今後  

の研究活動について提言をうけた。  

．国立環境研究所の平成7年度における主な活動概況は  

次のとおりである。  

（1）研究活動評価   

研究活動評価専門委月会（委員長：吉良竜夫）は，平  

成7年6月から4回にわたり，5年間の研究活動実績，  

現状の課題等について審議し，絵枯的な研究活動評価を  

行うとともに，その評価を踏まえた今後の研究推進の方  

向性に重点をおいて意見をとりまとめた。この専門委貞  

会報告は，評議委員会（委員長：近藤次郎）より研究所  

の研究活動に関する提言として，研究所長に示された。   

今後の研究推進の基本的な方向性として，次の5項目  

一1－   



⑨人工衛星ADEOSに搭載予定マ）センサーILAS，RIS  

の開発研究を引き続き英施した。  

（6）環境情報センター   

環境情報センターは，環境の保全に関する国内及び国  

外の資料の収集．整理及び掟棋並びに電子計算機及びそ  

の関連システムの運用を行っている。   

平成7年度においては，自然環境保全総合データベー  

ス及び環境情報源情報データベースの整備充実，科学技  

術分野の主袈な雑誌の日次情報検索システム及び地方環  

境試験研究機開との問のパソコン通信システムの運用，  

スーパーコンピュータシステム及び周立環境研究所所内  

ネットワークの道川・管理，各種研究報告蓄の刊行等を  

実施したほか，新たに国民等への環境に関する適切な情  

報の提供を目的とした，通信ネットワークによる環境情  

報の提供・交流システムである環境情報社供システム  

（ⅢCネット）及びインターネット上における研究情報  

の提供システム（WⅥ∩＼／サーバによる国立環境研究所  

ホームページ）の道川を開始した。  

（7）地球環境研究センタh   

地球環境研究センターは，地球環境の保全に閲し，国  

際的な協力のもと学際的，省際的な地球環境研究の総合  

化を回るとともに，データベース等の研究支援体制を充  

実させ，hまた，地球環境の長期的モニタリングを行う等，  

地球環境研究の抑進に幅広く貢献していくことを目的と  

して活動している。   

平成7年度においては，地球環境研究者交流会議の開  

催，総合化研究の推進，スーパーコンピュータシステム  

の利札 UNEP（国連環境計画）／GRID（地球資源情  

報データベース）の協力センター（GRIDつくば）とし  

てのデータ提供等の業務，落石岬一地球環項モニタリン  

グステーションでの観潮の開軌 定期船舶を利用した北  

太平洋域大気海洋間ガス交換収支モニタリングの試験観  

測等を始めとする地球環境モニタリング事業を実施した。  

（8）環境研修センター   

環境研修センターは．環境庁所管行政に関する職員等  

の喜成及び訓練を行っている。平成7年庶は，行政関係  

研修18コース，分析関係研修6コース，海外協力研修1  

コース等を実施した。   

野と関連の深いものについて，他省庁や大学等の研究機  

閲との連携のもとに積極的に参画Lている。   

①プロジェクト研究として，地球環境研究総合推進費  

及び特別研究費による研究を実施した。   

地球環境研究総合推進費による研究としては，オゾン  

層の破壊，地球温暖化の現象解明・影響・対策，酸性雨，  

海洋汚染，熱満杯の減少，生物多様性の保全，人的・社  

会的側面からみた地球環境問題等の研究を行った。地球  

環境研究総合推進層の課題別研究及び総合化研究課題総  

数39課題のうち34課題の研究に参画した。   

特別研究として．「化学物質の生態影響調査のための  

バイオモニタリング手法の開発に関する痛究」を新規に  

開始するとともに，8課題について継続実施した。   

②経常研究として，各研究部・グループ等において，  

シーズ別札 プロジェクト研究に対する支援等の観点か  

ら研究を実施した。  

（丑開発途上国環境技術共同研究として3課題の研究を  

行った。   

④国立機関公害l妨止等試験研究として3課題の研究を  

】ノ∴   

⑤国立機関原子力試験研究費による研究として，5課  

題の研究を行った。   

⑥科学技術振興調整勘二よる研究のうち，総合研究と  

して，新たに「バイカル湖の湖底泥を用いる長期環境変  

動の解析に関する研究」，「成層圏の変動とその気候に及  

ぼす影響に関する研究」，「アジア地域の微生物研究ネッ  

トワークに関する調査」を開始するとともに，計11課題  

を実施した。また，省際基礎研究として，「環境保全に  

対応した陸上移動媒体（エコビークル）に関する基礎研  

究」を継続実施した。生活・朴会基盤研究は3課題を実  

施した。さらに，単年度の課題としては，重点基礎研究  

4課題，個別束妾国際共同研究5課題を突放した。   

⑦海洋開発および地球科学技術調査研究促進費による  

研究については，地球環境遠隔探査技術等の研究として  

2課題を継続実施し，地球科学技術特定調査研究として，  

2課題を継続実施Lた。   

⑧地方公共団体公害研究機関との共同研究を引き続き  

実施した。  
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2．調査研究  

2．1概  要  

2．1．1地球環境研窄グループ   

当研究グループに属する8つの研究グループは，それ  

ぞれの課題をプロジェクトとして推進する役割を担って  

おり，地球環境研究総合推進費による課題を中心に，以  

下のような研究を各チームが遂行した。   

温暖化現象解明研究チームは，太平洋上の航路で得た  

濾水試料の二酸化炭素の抽出，分析を行った。さらに，  

シベリア大低地におけるメタン発生総量推定の集中観測  

による調査，大気中二酸化炭素濃度を制御する海水中の  

二酸化炭繋分圧測定の改良と方法間誤差の解明などを行っ  

た。   

温暖化影響・対策研究チームは，アジア太平洋地域の  

温暖化対策と温暖化による影響を分析する計算機シミュ  

レーションモデルの開発を進め，民生，生活分野に．おけ  

るCO2発生量と構造∴温室ガス削減技術評価，評価体  

系の基本フレームの設計，電気自動車関連の検討等を行っ  

た。   

オゾン層研究チームは，レーザーレーダー，ミリ波  

分光計等による地上からのオゾン層観測，シベリアや日  

本における気球観測等のデータを利用したオゾン層変動  

機構の解明を行った。   

酸性雨研究チームは，棄アジア地域の酸性∴酸化性物  

質の地上観測及び航空機観測を実施し，さらに生態系影  

響を評価するため屋久島，北開東山岳地域で酸性雨の間  

接影響について調査を行いその重要性を明らかにした。   

■海洋研究チームは，隔離実験生態系および純粋培養系  

を用い，マイクロバイアルループおよび円石藻に関連し  

た炭素循環を明らかにするとともに，そのモデル化を行っ  

た。フェリーによる大量採水・カラム濃縮による，海水  

中の有機塩素系化合物封・測システムを確立，更にサンゴ  

水中画像のアーカイブを作成した。   

森林減少■・砂漠化研究チームは，熱帯林生態系の保全  

を冒的として，マレー半島の調査区で，植物の生長様式，  

熱帯林の環境形成機構の解明等に関する調査を行った。   

野生壬璽二物保全研究チームは，複数のタイプの森林にお  

ける生物的多様性の差異を群集レベルで明らかにするこ  

とによって，森林破壊に伴う野生生物種の減少機構解明  

を行った。   

衛星観測研究チームは，ADEOS衛星搭載センサー  

ILASに係わるデータ処理アルゴリズムの高度化，セン  

サー装置関数の評価を行った。  

2．1．2 地域環境研究グループ   

地域環境研究グループは“保全対策’’と“リスク評価”  

の2分野について9課題の特別研究を11チームによっ  

て実施した。また，3課題のり開発途上国環境技術共同  

研究”を3チームによって実施した。それら成果の要点  

を研究チームごとにまとめると以‾Fのようである。   

海域保全研究チエムは次年度から開始する特別研究の  

予備的研究として．海の物質循環について新しいアプロー  

チについて検討した。－・例として微小動物プランクトン  

の重要性を明らかにLた。   

湖沼保全研究チームは霞ケ浦流域特性と水質の関係，  

湖沼環境の指標化，屋外実験地を用いた生態系構造の水  

質．物質循環に及ぼす影響の解析を行った。溶存酸素，  

l）rlの連続観測データをもとにした生物代謝活性の評価，  

霞ケ浦やその流人河川で清春有機物のモデル化を行った。   

水改善手法研究チーム，都市大気保全研究チームと交  

通公害防止研究チームは共同して特別研究を実施してい  

る。東京及び大阪地域における大気汚染物質濃度立体分  

布の特徴をフィールド観測データを基に調べ，さらに≡  

次元モデルを用いた解析を行い二次生成大気汚染と発生  

源との関連性，大気安定乾を考慮した沿道大気汚染の分  

布を定量的に解析Lた。また粒子状物質の長距離輸送炭  

化水素成分の挙動解明についても検討した。一プJ，都市  

域の水質の経年変化の調査研究より水城のN／P比が上  

昇傾向にあることを認め，都市の水質環境の予測に関す  

る研究を行った。   

交通公害防止研究チームは，大都市を中心とした交通  

公害問題をより精緻に把握するためのシミュレー．ション  

プログラムと情報システムの拡充に努めるとともに，公  

共交通，自動車交通，道路構造のそれぞれの分野におけ  

る対策案と一・部その技術闘う糾二着手した。電気自動車は  

その一例である。  
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有害廃棄物対策研究チームは．廃棄物処分地に起因す  

るリスク評価を行うため，埋立地からの浸出水や埋立地  

汚染土壌の分析手法を検討した。また生物検定を並行し  

て行い強毒性物質の検索を併せて行った。また，揮発性  

有機塩素化合物によって汚染された土壌，地下水汚染の  

浄化技術の開発と評価を行った。   

湿原研究チームは，高層湿原の地形，水収支，温度，  

生態系構成生物種等についての調査を宮床湿原，赤井谷  

地湿原，尾瀬ケ原卜釧路湿原等において実施し，湿原生  

態学の安定性について検討し，環境変化に対応する湿原  

生態学の変遷過程を明らかにした。   

環境リスク評価を対象としている分野では，4つの特  

別研究が行われた。研究内容は，健康リスク評価と生態  

系り 

新生生物評価チームは，バイオテクノロジーを利用し  

た環境保全技術とその影響評価手法について研究を行っ  

た。組換え体の作成，組換え体の環境中での生残性の検  

討，さらに生態学への影響評価手法について検討を行っ  

た。   

化学物質健康リスク評価チームは，有機塩素化合物を  

対象として，大気中の有機塩素化合物及び化学物質の環  

境影響の総合評価手法の開発を目指して，河川での底質  

及び水中の有機塩素化合物の測定とそれを用いた易諾量  

の評価，検出された化合物の複合影響評価のi乃Uほro  

系の試験システムの開発などを行った。   

都市環境影響評価研究チームは，都市における環境ス  

トレスや健康リスクの評価・管理システムの確立に向け  

て，各種ストレスの影響，スギ花粉症や呼吸器アレルギー  

などを，疫学的な手法によって検討した。   

大気影響評価チームは，ディーゼル排気が気管支ぜん  

息ヤアレルギ一世鼻炎に及ぼす影響とその量一反応関係，  

発症メカニズムの解明．及び呼吸器腫瘍の発症に及ぼす  

食事性因子の影響とその量一反応関係の解析などを行っ  

た。   

化学物質生態影響評価研究チームは，複数の農薬の暴  

露が藻類，動物プランクトン，水生昆虫などに及ぼす相  

加的あるいは相乗的影響，生物種間の感受性の差や耐性，  

生物間相互作用に対する影響などの予備的検討を行うと  

ともに桜川に放置したバイオモニタリング施設の整備を  

すすめた。   

健康影響国際共同研究チームは，大気汚染による被害  

の著しい石炭燃焼に伴う汚染の中で，1800万人に上る  

フッ素症が発生しているフッ素の室内外汚染に注目し，  

その暴露評価と健康影響について日中共同の調査研究を  

行った。   

水環境改善国際共同研究チームは，タイ，フィリピン，  

インドネシア等の諸国が生活排水，産業排水等の未処理  

放流で水辺環境の汚濁が著し〈進行していることを踏ま  

え，自然利用強化型の適正水質改善技術の共同開発研究  

を行った。   

生態系管理国際共同研究チームは，揚子江中下流域を  

含む集部湿淘地域にある淡水湖の湖沼管理に関する研究  

を本年度開始した。東湖及び洞低湖の水質及び生物群集  

についての予備的調査を実施した。  

2．1．3 社会環境システム部   

環境問題は，すべて人間活動が原因であり，人の自然  

外囲である大気，水，土，生物等の環境を介して．ふた  

たび人間の生存，生活，社会経済活動等に回帰してくる  

問題であるといえる。それゆえ，環境問題は一面すぐれ  

て社会的な問題でもある。社会環境システム部では，こ  

うした問題意識のもとに．システム分析等の手法により  

環境保全に関する政策科学的及び情報科学的な基礎研究  

を行うことにしている。   

本年度は，上席研究官，環境経済，資源管理，環境計  

画，情報解析の各研究室，及び主任研究官が，それぞれ  

基幹となる合計11の広範な経常研究課題を選定し実施  

した。同時に，これに加えて1つの課題を環境経済研究  

室で奨励研究として実施した。   

上席研究官を中心として2つの基本的研究課題を実施  

した。この中で，人々の環境認識と行動に意味論的環境  

衝からの解釈を行った。また，自由記述法による環境意  

識調査結果から得られた情報の質的分析を行った。   

環境経済研究室で行う経常研究課題では，引き続きい  

くつかの事例をとりあげることにより，環境問題の社会  

経済的側面の解析と具体の環境保全施策の分析評価を行っ  

て，基礎的知見を蓄積した。また他の研究課題では．地  

球温暖化等の地球環境問題に対する気候変動枠組条約等  

の国家間の交渉過程を分析し国際協調の可能性について  

検討した。なお，これと関連し，奨励研究でも，欧州3  

国の条約交渉における政策決定過程の詳細な比較分析を  

行った。さらに，環境政策と経済との関係では，計算可  

能な一般均衡モデルを用いた炭素税導入による経済に及  

ぼす影響についてシミュレーション分析を行った。   

ー4＝  



資源管理研究室で行う2つの経常研究課題では，水資  

源と水環境との関係について調査及び検討を行った。ま  

た，廃棄物減量化とその影響に関連し，ライフサイクル  

によるトータルな環境負荷の算定に重安となるライフサ  

イクル・アセスメント（LCA）手法の確立のため，具体  

事例として飲料容器及びごみ焼却発電施設の事例解析を  

行った。   

環境計画研究室では．国の環境基本法及びこれに基づ  

〈環境基本計画の策定を受け，自治体レベルでの計画策  

完が進んでいることに鑑み，本年度から，その策走プロ  

セスの手法開発に取り組んだ。まず環境保全目標の設定  

に関して住民関与との関連で検討した。また，主任研究  

官により，景観評価について，従来の研究成果をとりま  

とめ，さらに文献等で記述・評価された景観の比較分析  

を行った。   

種々の環境システムのデータや情報を的確に解析し，  

その構造や変動に関する有用な新たな科学的知見を得る  

ためには．効率的な解析手法の開発が不可欠である。情  

報解析研究室で実施している2つの経常研究課題では，  

一つが人工衛星，地図，写真等による地理・画像データ  

の解析手法の開発を，他の一つは程々の環境システムの  

評価に資するモデル化ヤシミュレーション手法，特に線  

型計算手法の開発を行い，さらに，シミュレーション結  

果のCGによる可視化を行った。   

一方，当部における上記の経常及び奨励研究課題の多  

くは，総合部門の地球・地域環境研究グループで行われ  

ている多くのプロジェクト研究課題の一部及び地球環境  

研究センターの総合研究課題とも関連して実施している。  

このため，上記の個別の経常研究課題の実施にあたって  

は，これらとの連携を十分配慮して研究の方向づけを行っ  

ている。  

施した。計測技術研究室では，主とLて質量分析法を基  

本とした計測技術と超音速自由噴流を利用した有機化合  

物の測定法の研究を行った。また，森林大気中のアルデ  

ヒド類とオゾン濃度との関連を調べた。さらに，DNA－  

有害化学物質アダクトの高感度分析法の開発を進めた。  

計測管理研究室は，環境計測の精度管理，分析法の標準  

化・高精度化の研究を行った。また，人骨中の鉛の同位  

体分析結果から、汚染源の歴史的変遷を考察した。さら  

に，熱によって発生する悪臭成分の分析法の研究を進め  

た。動態化学研究室では，状態分析法の開発及び応用に  

関する研究を進めるとともに，有機スズ化合物が巻き貝  

ヤアワビ類に及ぼす生殖毒性を生態化学的手法で研究し  

た。また，加速器質量分析システムの設置，立ち上げを  

行い．基本性能の検討を行った。化学毒性研究室では，  

アオコの毒物質の化学構造と毒性発現機構の研究と，ガ  

ス状物質を培養細胞に作用させるバイオアッセイ系を用  

いた毒性検定手法の研究を進めた。   

また，化学環境部は業務的色彩のある研究も行ってい  

る。環境汚染の時系列的変化を知るためのスペシメンバ  

ンキングの研究では，試料の収集を継続するとともに，  

汚染物質の暴露による生化学的変化を保存する研究を開  

始した。環境標準試料の研究では，焼却灰のトルエン抽  

出物の標準試料を新たに作成した。  

さらに，マススペクトルデータの蓄稗を続けるとともに，  

GC保持指標の入ったデータベースを構築した。   

このほか，科学技術振興調整費に基づき，それぞれバ  

イカル湖の底泥とジュゴンの牙を用いて地球環境の変動  

を解析する研究など，4課題を実施した。また，総合部  

門のプロジェクト研究8課題に参加し，地方公共団体と  

の共同研究も1課題実施した。  

2．1．5 環境健康部   

環境健康部における研究の基軸は，環境有害因子・（窒  

素酸化物tディーゼル排気ガス等の大気汚染物質，有害  

化学物質，重金属，スギ花軌 紫外線，騒音等）がいか  

にヒトの健康に影響を及ぼすかに関して，実験的・疫学  

的研究を行い∴環境リスク評価のための科学的知見を提  

供することである。この研究のプロセスには，健康影響  

の程度やその現れ方のメカニズムの解明，並びに影響の  

検出及び評価方法の開発等が含まれる。これら環境有害  

因子の空間的広がりにより，地域レベルでの環境問題と  

地球規模の環境問題に分けられるが，それぞれ総合研究  

2．1．4 化学環境部   

環境問題の解決には，実態把握，機構解阻モデル化，  

対策立案といった－・連の作業が必要となるが，いずれの  

段階でも．その要因の環境分布の正確，かつ信頼性のあ  

る計測が不可欠となる。化学環境部では．環境汚染問題  

を中心に，環境中での各種汚染物質の計測・監視技術及  

び毒性評価方法の開発及び，汚染物質の環境動態の解明  

への応用に関する研究を行っている。   

本年度は，計測技術，計測管軌動射ヒ学及び化学毒  

性の4研究室で，■13の経常研究と2つの奨励研究を実  
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部門の地域環境研究グループ及び地球環境研究グループ  

の研究チームと連携をとりながら，地球環境研究総合推  

進費や特別研究，特別経常研究としての研究も行ってき  

た。   

本年度は，15課題の経常研究と3課題の奨励研究が  

行われた。これらの研究は，環境毒性学，環境生理学，  

環境疫学，環境保健学，人類生態学などの多分野にまた  

がっている基礎的な調査研究である。実験的研究は主と   

して，生体機能研究室．病態機構研究室，保健指標研究  

室で行われ，人間集団を対象とした研究は環境疫学研究  

室が中心となって進めてきた。さらに，重金属，大気汚  

染物質，紫外線等については文献レビュー等も行った。   

環境偲子の影響を臓器や個体レベルで解明しようとす  

る試みとして．大気汚染物質による酸素欠乏と心・循環  

機能への影響，分灘した肺標本を用いた循環一換気系と  

交感神樫機能との関連，脳・肝■筋を対象としたよ打  

沈川状腰でのNMRによる機能測走法の開発と応用等  

についての検討が行われた。   

細胞レベルでの研究としては，気道への影響機構解明  

のため，炎症細胞の遊走・活性化，肥満細胞の増殖分化，  

肺構成細胞の相封乍用の検討および神経細胞初代培養系  

を用いた神経毒性の検出系の開発等の検討が行われた。   

毒性発現を遺伝子レベルで解明するための分子環境毒  

性学に関わる試みも行われ，カドミウム・無機水銀等の  

重金属やPCB等の有機塩素化合物による遺伝子の発現  

の検討がなされ．トランスジェニックマウスを用いた研  

究も行われた。   

人間集団を対象とした研究として，浮遊粒子状物質の  

個人暴露量の推定評価に関する手法の開発1匡民健脚呆  

険受療記録の健顔影響指標としての有用性の検討，アレ  

ルギー性鼻炎と環境因子（大気汚染，スギ花粉等）との  

■関係，気象条件と死亡現象との関係，睡眠障害の解析に  

よる騒音暴露の影響評価などが行われた。個別の研究課  

題の研究内容を下記に記す。  

オゾン層，酸性雨各チーム），地域環境研究グループ  

（都市大気保全研究チーム）の準構成員として，さらに  

は地球環境研究センターの併任または協力研究者として  

プロジェクト研究推進への協力も行われた。   

大気物理研究室では気象力学・流体力学を基礎とした  

大気運動についての研究が行われ，具体的には気象変動  

に係わる気候モデルの開発と応用（大気大循環に関する  

数値モデルの開発，熱帯域での積婁対流活動の解析，大  

気・陸面での熟輸送過程の数値モデル化など），100km  

程度の地域スケールの大気循環と物質輸送のシュミレー  

ション研究，流体中の渦運動に関する理論的研究が行わ  

れた。   

大気反応研究室では，気相の化学反応論を基礎とした  

大気圏での物質の反応の研究が中心であり．気相反応で  

は光イオン化質量分析計を用いたフリーラジカル反応の  

研究，レーザー吸収法やケイ光法を用いた化学反応速度  

の研究∴門IRやガスクロマトグラフを用いた反応機構  

の研究が行われた。またエアロゾル化学に関連して，微  

粒子の動力学・光学的性頁の研究が，対流圏化学に関連  

して，t炭化水素やNOyの分析法の研究が行われた。そ  

れらに加えて本年度は奨励研究で「成層圏探査用塩素検  

出器の開発」，重点基礎研究で「電子付着型負イオン質  

量分析計の開発」の2つの開発研究が行われた。   

高層大気研究室では，高層大気を対象とした遠隔計測  

の手法の開発が研究され，干渉計を利用した大気微量分  

子の超高感度レーザー吸収分光測定手法，ミ一散乱レー  

ザーレーダーの高度化とそれらのデーター解析手法など  

の基礎研究が行われた。   

大気動態研究室では，分光や化学分析を用いた大気微  

量成分の循環の解明を目的にして，大気中の不均一反応  

や微量気体の長期観測のための基礎研究が行われた。さ  

らに地球環境研究総合推進費によるシベリヤでのフィー  

ルド観測や，奨励研究で「ガスクロマトグラフ法による  

酸素／窒素比の精密測定法の開発」が行われた。  

2．1．7 水土壌圏環境部   

水土壌国環境部では海洋汚染．酸性雨，地球温暖化．  

砂漠化といった地球環境問題から湖沼・海域やバイオテ  

クノロジーを用いた水質改善など，地域的な環境問題な  

どに対して準構成員としてプロジェクト研究を行うとと  

もに，その基礎的研究を行っている。本年度は経常研究  

17課題，特別雇常研究2課題，奨励研究2課題，国立機   

2．1．6 大気圏環境部   

大気圏環境部では，地球温暖化，成層圏オゾン層破壊，  

酸性雨といった地球規模の環境問題や，郡市の二酸化窒  

素開掛二代表される地域的な環境問題を解決するための  

基礎となる研究を推進している。本年度は19課題の綽  

常研究と2課題の奨励研究，1課題の重点基礎研究が行  

われたほか，地球環境研究グループ（温暖化現象解明，  
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関原子力試験研究による研究1課題，科学技術振興調整  

鋸二よる総合研究1課題，倦別重要国際共同研究1課題，  

生活・社会基盤研究1課題，地方公共同体公害研究機閥  

との共同研究4課題を行った。   

水環境工学研究室では，河川への農薬流丑過程，河川  

での付着生物股と水質変化，湖水中の溶存フミン物質の  

挙動の研究が行われた。また，リモートセンシングを利  

川した水文・土壌などの環境解析が行われた。   

水環境質研究室では，湖沼での藻類増殖促進・抑制物  

質についての研究及び有害化学物質の微生物による分解  

特性除去能の発現機構について研究を行った。   

土壌環境研究室では，土壌中での無機汚染物質・重金  

属や微生物の挙動についての基礎的研究を行った。また，  

地理情報システム（GIS）を用いた土壌分布特性につい  

ての研究を行った。   

地下環境研究室では，粘性土の圧縮性状，岩盤内の地  

下水の流動特性，地盤沈下観測システムの開発と観測に  

ついての研究を行った。  

道の合計21湖沼における分布・生育状況を継続調査し  

たが，多くの湖沼で絶滅が確認された。また，土壌微生  

物の有機物分解能を評価する目的で，土壌セルラーゼ活  

性を測完した。このほかベン毛藻類による有毒アオコ摂  

食過程における藻類毒の挙動を調べた。   

生態機構研究室では，尾瀬沼の帰化水生植物と在来水  

生植物の分布を継続調査した。沿岸帯の無脊椎動物の生  

息場所選好性を明らかにするために実験池で調査を行っ  

た。奥日光の河川では底生生物群集における食物関係を  

明らかにするために水生昆虫の食性解析を行った。また  

自然環境保全工法の開発に資するため，渓流の河床構造  

とそこに生息する底生動物との関係を調べた。   

分子生物学研究室では，環境ストレス耐性と密接にか  

かわる植物の活性酸素消ま系遺伝子について検討した。  

前年度に単離された，マンガンカタラーゼ遺伝子の塩基  

配列を調べ，一一次構造を明らかにした。また形質転換タ  

バコの交配により得られた植物の活性酸素解毒にかかる  

酵素活性を調べた。  

2．1．8 生物圏環境部   

生物圏環境部ヤは分子レベルから生態系レベルまでの  

生物に係わる基礎・応用研究を推進している。本年度は  

奨励研究及び地方公害研究所との共同研究を含めて18  

課題の経骨研究を行った。科学技術庁振興調整費による  

研究ではグローバルリサ岬チネットワーク等2課題が推  

進さゴtた。このほか，生物圏環境部が主体となって湿原  

保全の特別研究を行った。   

環境相物研究室では，植物の生理機能解明を目的とし  

て，乗温画像と可視画像の併用による棄の蒸散能力の診  

断法の開発研究を行った。中国の砂漠化地域に生育する  

植物の発芽特性に及ほす温旺・水・塩ストレス影響を調  

べた。野外では高山城に分布する植物の環境適応性夜明  

らかにするために，生育高度の遠いによる葉形の変化を  

解析した。また奥日光地域において倒木上の辞苔類植生  

の変遷を引き続き調べた。   

環境微生物研究室では，水界生態系で重安な役割を果  

たしている微細藻類の種レベルでの多様性の形態学軋  

分子系統学的解析を行った。緊急に保護を必要とされて  

いる単軸藻類について，関東甲信越・北陸地方及び北海  

2．1．9 地球環境研究センター   

地球環境研究センターでは，経常研究と地球環境研究  

総合推進費における総合化研究を推進している。   

経常研究においては，地球環境研究のあり方に関する  

基礎的研究と題して．地球環境研究センタ岬の3つの大  

きな業務である地球環境モニタリング，研究支援，総合  

化研究を全体的に整合させて方向づけを行うためにリサー  

チ′オン′リサーチを実施している。   

推進費総合化研究においては，地球環境研究グループ  

を中心に進められている個々の課題別研究プロジェクト  

の成果を総合的に集約して政策の具体的な展開に資する  

「政策研究」を実施している。第一は．環境と経済を統  

合して分析できる新しいタイプの経済モデル及び指標体  

系の開発を目指した「持続的発展のための環境と経済の  

統合評価手法に関する研究」，第二は，大陸スケールの  

環境の状況把捉及び政策効果の数量的把握に向けた情報  

システムを国際研究機閏との協力の下に構築することを  

目指した「地球環境予測のための情報のあり方に関する  

研究」である。いずれの研究も総括研究管理官を代表と  

して，所内の併任研究者の協力を得て遂行している。  
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経常研究  2．2  

2．2．1地球環境研究グループ  

研究課題1）野生植物の形態の受光体制としての意義  

に関する研究  

〔担当者）竹中明夫  

〔期 間〕平成7、9年度（1995～1997年度）  

r内 容〕植物の地上部の構造を研究する場合，高さ・  

投影面積・器官別の重量といったパラメータに還元して  

しまうことが多いが，これでは菓，枝，個体間の被陰関  

係や受光効率などの解析はむずかしい。そこで，野外で  

棄や枝の配置を測定するための簡便な空間座標測定装置  

を考案した。さらに，測定した3次元構造に基づいて個々  

の葉や植物全体の受光効率を推算する計算システムを開  

発し，3次元構造とその機能を定量化する”物差し，，を  

手にした。この物差しを利用Lて林床性の常緑低木アオ  

キの受光特性を解析し，生育場所での林冠の空隙の方向  

とよく対応した構造を作って受光効率を上げていること，  

樹冠内の明るい部分で活発に彼の再生産が行われている  

ことなどの結果を得た。  

〔発 表〕a－37，38  

度などが定常状態に落ちついた後，全高度で二酸化炭素  

量を350ppmvから700ppmvに突然増加させる）を布い，  

気温や微量成分濃度の変動を調べたところ，成層圏下部  

の温度やオゾン濃度に，長いタイムスケール（数年以上）  

の変動があることが分かった。さらに，この長期変動は，  

二酸化炭素の増加によって成層圏上・中部の温度が降下  

し，それによってオゾンが増加し，成層圏下部に到達す  

る紫外線量が変化することが原因であることが分かった。  

今後引き続き，このような放射と光化学の結合過程に焦  

点を当てた研究を行うとともに，得られた新しい基本的  

な知見から，火山爆発後のオゾン層の変動などについて  

考察及び観測事実の説明を試みる。  

〔発 表〕a・1，2  

研究課題 4）野生植物個体群の保全に関する基礎的研  

究  

〔担当者〕可知直毅  

（期 間〕平成2、7年度（1990～1995年度）  

【内 容〕野生植物種の個体群が自然生態系の中で存続  

していくありさまを把握するために，海岸砂丘に分布す  

るコウボウムギを材料にして，地域個体群の遺伝的変異  

をDNA解析によって検討した。北海道留萌市，青森県  

八戸市．新潟県新潟乱 および茨城県波崎町の海岸にお  

いて，コウボウムギの成熟種子を採集した。これらの種  

子由来の酉のから全DNAを抽出しpCR法により増幅  

した。増幅後のDNAを電気泳動にかけて分別した後，  

紫外光下で泳動ゲルの写真を撮り，バンドパターンを記  

録した。その結果，6つのランダムプライマーについて，  

多数のDNAバンドが確認された。，すなわち，この6つ  

のランダムプライマーの．コウポウムギ全DNA増幅に  

対する有効性が確認された。次に，この6つのランダム  

プライマーを用いてコウボウムギのDNA解析を行った  

ところ，地域間差をあらわす顕著なRAPDマーカとな  

るような・DNAバンドは見られなかった。しかし，一部  

の個体で，RAPDマーカとなる可能性の高いDNAバン  

ドが検出された。以上の結果から，RAPD法で見る限  

り日本国内のコウポウムギの遺伝的変異性は，地域間差  

よりも地域内の個体間差のほうが大きいことが示唆され  

た。  

研究課題 2）成層圏オゾン層フィールド観測研究の高  

度化に関する予備的研究  

〔担当者〕中根英昭   

【期 間】平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕日本において，目的指向型のフィールド観音札  

データ解析研究，モデル研究を，より高度に総合的に推  

進するために．EASOE．AASEII等のフィールド観測  

に関して文献調査するとともに，1994／1995年冬季に実  

施されたSESAMEに関して調査し，目的，観測手法，  

解析手法，モデルの活札 データセンター機能，問題点  

等を明らかにした。  

〔発 表〕a－69  

研究課題 3）成層圏光化学一放射一力学結合過程の基  

礎的研究  

〔担当者〕秋吉英治  

〔期 間〕平成6～10年度（1994～1998年度）  

〔内 容）開発した鉛直1次元光化学一放射結合モデル  

を用いて，二酸化炭素の突然倍増実験（気温，オゾン浪  
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研究課題 5）植物群落内光環境の時空間的不均一性に  

関する基礎的研究  

〔担当者〕唐 艶鴻・可知 直毅  

〔期 間〕平成6、10年皮く1994、1998年度）  

（内 容）（1）微小スケールの光環境の時空間的変動  

を明らかにするため，マレーシア半島部のパソー自然保  

護林内において光環境の測定を行った。50cmの直線上  

に100個の光量子センサーをセットし，一秒の間隔で光  

の変化を測定と解析した結果：直線上の光合成光量子密  

度，陽班光量子密度が空間的に大きく変動し，5cm前  

後離れると相関関係がなくなり，陽斑は微小スケール光  

の時空間的変動に対して大きく貢献していることが明ら  

かにされた。（2）河畔林林床の絶滅危惧植物の保護に  

関する基礎的生理生態学的特性を明らかにするため，異  

なる光と水環境下でマイズルテンナンショウ  

（』rよsαβmαんe亡er呼んッ〟抑）の光合成・蒸散を測定した。  

水ストレスが強い光環境下でマイズルテンナンショウの  

光合成を大きく制限することが分かづた。  

（発 表〕A－30，a－39－46・  

研究課題 7）衛星搭載大気計測用光学センサーの精度  

評価手法高度化の研究  

〔担当者〕鈴木 睦  

〔期 間）平成6、10年度（1994、1999年度）  

〔内 容〕ADEOS衛星搭載センサーILASの精度評価  

に関する理論的検討及び実験による検証を行った。  

ILASの赤外域の低分解能分光器（0，12ミクロン分解能）  

の装置関数を．光学系の物理モデルに基づいて作成し，  

0．001ミクロンの超限分解能で波長位置が決定できるこ  

と，また決定した装置関数の性能が任意のスペクトル入  

力に対して出力誤差0．1％ が室内実験条件で満足でき  

ることを実証した。また．ADEOS－Ⅱ搭載用のILAS－Ⅱ  

の各分光器の装置関数評価について予備的検討を開始し，  

ClONOコ観測用超高分解能分光器（0．001ミクロン程度  

の分光分解能）についても装置関数の高精度決定が可能  

であることを示した。  

〔発 表〕A－12，22～24，a－30，32  

研究課題 8）ADEOS衛星搭載大気センサー（JLAS  

および剛S）による高層大気環境観測に関  

する予備的研究  

〔担当者〕笹野泰弘・鈴木 睦・横田達也・杉本伸夫－1・  

松井一郎■l・神沢 博■2  

（●1大気圏環境部，  

●2地球環境研究センター）  

〔期 間〕平成6～7年度（1994～1995年度）  

〔内 容〕オゾン層破壊を始めとする地球大気環境の変  

動を把握する上で，人工衛星を利用した遠隔計測の果た  

す役割は大きい。1996年8月に打ち上げが予定されて  

いるADEOS衛星（地球環境観測プラットフォーム技術  

衛星）に環境庁が搭載する二つの観測機器（ILAS：改  

良型大気周縁赤外分光計RISニ地上衛星間長光路レー  

ザー吸収測定用リトロリフレクター）は，成層圏オゾン，  

オゾン層破壊関連物質などの観測を行うこととなってい  

る。本研究ではこれらの機器を利用して高層大気研究を  

進めるのに必要な，機器およびデータ処理アルゴリズム  

検証実験，データ利用応用研究に関する予備的な調査研  

究を行った。  

〔発 表〕K－8，A－11～14，16，17，23，F－10，Ⅰ－1，a－14、  

17，20，30，153、160，ト30，34～37，39，42，44，45，i－2，3，  

5、7  

研究課題 6）野生動物の個体群構造に関する基礎的研  

究  

〔担当者〕椿 宜高・高村健二・永田尚志  

〔期 間〕平成3、8年度（1991～1996年度）  

〔内 容〕神栖町の利根川河川敷と霞ケ浦湖岸の浮島湿  

原において，オオセッカとコジュリンの個体群の調査を  

行った。オオセッカは，カサスゲーヨシの混合植生を好  

むのに射し，コジュリンはカサスゲ純群落を好んでいた。  

神栖調査区内の密度は，1ha当たりオオセッカが3，2縄  

張りであるのに射し，コジュリンは4，5香いであった。  

オオセッカの縄張りサイズおよび数は繁殖期内で変動し．  

雌を獲得できなかった縄張りでは雄が繁殖期の途中で消■  

失したり，縄張りの所有者が別の雄に置き換わる現象が  

頻繁に観察された。オオセッカの個体群では1歳雄個体  

がフローターとして多数存在していることが示唆された。  

また，コジュリンの巣当たりの繁殖成功率は約6割で，  

雄は雌の受精可能期臥 一緒に行動し父性を防衛してい  

たが，婚外交尾も2例観察された。コジュリンは高密度  

個体群を形成しているので縄張りを防衛できないため，  

番い相手を防衛することが示唆された。  

〔発 表〕A－28，29，31，32，34，a－48，54  
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研究課題 9）ADEOS－II衛星搭載大気センサー（lLAS－  

Ⅱ）の開発に関する基礎的研究  

、〔担当者〕笹野泰弘・鈴木 睦・横田達也・神沢 博象1  

（＊1地球環境研究センター）  

〔期 間〕平成6～7年度（1994～1995年度）  

〔内 容〕1999年2月に打ち上げが予定されている  

ADEOS－Ⅲ 衛星（地球環境観測プラットフォーム技術  

衛星）に搭載するILAS－Ⅲ（改良型大気周縁赤外分光計  

Ⅲ型）を開発し，成層圏オゾンおよびオゾン層破壊関連  

物質などの観測を継続的に行うこととしている。本研究  

では1LASⅡ機器に必要とされるデータ処理アルゴリズ  

ムの検討，ILAS一口データ利用・地上検証実験に関する  

調査を行った。  

〔発 表〕A一犯22，24，a－16，犯30，32，ト3  

の計算アルゴリズムに組み込んだ。また，アルゴリズム  

における統計的諸問題を整理するとともに，観測信号の  

基となる光源の状態を把握するため，太陽黒点の自動抽  

出に関する研究を行った。  

〔発 表〕A－16，62，a－153～160  

研究課題11）熟帯稚樹における変動光条件下での光合  

成と水収支の定量的評価（奨励研究）  

〔担当者〕唐 艶鴻  

〔期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 零〕熱帯椎樹における変動光条件下で光合成特性  

の定量的評価するために，異なる光環境下で生育する熱  

帯椎樹について時間的に変化する光条件下で光合成誘導  

反応を測定し，光合成の生理学的パラメータの時間的変  

化を定量的に解析した。その結果，（1）三種の熱帯稚  

樹について，光合成誘導反応の時間は約20分以内に強  

光に応じた光合成の98％に達すること，（2）陽葉より  

陰葉の誘導反応の時間が短いことと，（3）光合成誘導  

反応の時間と効率は種間差が明瞭でないことが明らかに  

された。また，変動する光条件下で熱帯椎樹の水収支を  

評価するため，光合成誘導反応における水利用効率，す  

なわち，単位気孔コンダクタンス当たりの光合成量の時  

間変化を測定した。その結果，陽葉では光強度の上昇に  

伴って水利用効率が・一・時的に上昇し，そのあと徐々に低  

‾Fしてから一定の値に安定するが，陰葉では光強度の上  

昇してから水利用効率がすぐに～定の高い値になること  

が示された。  

〔発 表〕a－45   

研究課題10）地球大気成分の衛星観測データ処理アル  

ゴリズムに関する研究  

〔担当者〕横田達也  

〔期 間〕平成7、11年度（1995～1999年度）  

〔内 容〕地球環境における大気内の成分変動を把握す  

るために，人工衛星によって観測されたデータから，必  

要な情報を精度良く摘出するための計算アルゴリズムを  

研究開発することを目的としている。   

本年度は．当研究の開始年度として，太陽掩蔽法セン  

サーの出力信号から大気中微量成分の濃度分布を高精度  

に推定する手法を中心に，各種の計算アルゴリズムを比  

較整理した。その中で．吸収線スペクトルの厳密計算に  

おける吸収線幅の計算範囲の決定に関する研究を．行い  

その成果に基づく計算手法をTLAS・RIS運用計算施設  
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2．2．2 地域環境研究グループ  

研究課題1）地球における物質と価値の循環に関する  

基礎的研究  

〔担当者〕森田昌敏  

〔期 間〕平成7～9年度（1995－1997年度）  

〔内 容）哉が国のサステーナブルデベロップメントと  

関連して人口と食糧及びそれを支える栄養素の将来にお  

ける不足についての解析を行った。食品中の微量栄養素  

についても検討し，制限因子となる可能性についても分  

析を試みた。  

ラン藻（＝ピコプラングトン）の現存量が急速に増大し  

た。その数日後．ゼラチン質動物プランクトンであるオ  

タマポヤの現存量が爆発的に増大するとともにピコプラ  

ンクトンの現存量が激減した。さらにこの時期．オタマ  

ポヤの現場増殖速度を測定したところ一目で体重が5倍  

になるとい■ぅ結果が得られた。こうした一連の結果と簡  

単なバジェットアナリシスを行うことで，オタマポヤは  

ピコプランクトンを餌として増大し，ピコプチンクトン．  

による莫大な有機物生産を魚類などの高次捕食者に伝え  

ていることが示された。  

研究課題2）都市域における大気汚染現象のモデル化  

に関する研究  

〔担当者〕若松伸司  

〔期 間】平成7、9年度（1995－1997年度）  

〔内 容〕都市域における二酸化窒素汚染，光化学大気  

汚染，エアロゾル汚染などの二次生成大気汚染の生成機  

構を解明するための研究を行った。本年度は光化学大気  

汚染の経年変化に関するモデルを用いた評価．春季の二  

酸化窒素高濃度出現メカニズムの解析を行った。  

〔発 表〕B－1牲118，F－3，b－239、244  

研究課題5）温度・塩分成層場における湧昇涜に及ぼ  

す風の影響■  

〔担当者〕竹下俊二t木幡邦男  

〔期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕東京湾で発生する青潮現象は，吹送流に皐っ  

て底層に存在する貧酸素水塊が表層に湧昇するために起  

こるとされでいる。本研究は，青潮発生のメカニズムに  

ついて，従来の水理学的解釈に対し運動量，熱及び物質  

（塩分）の同時移動現象の観点から実験と数値解析によ  

る検討を行った。風洞付きの内湾密度流装置を用いて，  

風速・風温による水温・塩分成層の崩壊過程を流れの可  

視化によって調べた。その結果，海面冷却効果は、表層  

に生成した冷水塊が下降流となって鉛直混合を形成し温  

度・塩分成層を破壊する。このため，吹送流による湧昇  

流は，大気一海洋間の熱移動が強く関与していることが  

分かった。このことは，数値解析の結果ともよく一致し  

た。  

〔発 表〕K－11，k－6・  

研究課題 3）温度成層化した流れに関する風洞実験の  

相似別に関する研究  

〔担当者〕上原 清  

〔期 間〕平成6、8年度（1994～1996年度）  

〔内 容〕都市内部における風速分布．温度分布を再現  

するためレーザー流速計及びコールドワイヤを用い，風  

洞内における温度成層化した流れの統計的性質を求める  

ための実験を行っている。本年度は2次元フェンス周辺  

の流れが温度成層状態によってどのように変わるかを調  

べた。  
」、  

〔発 表〕B－34，b－84，86、88  

研究課題 6）適正な水環境システム構築に関する基礎  

的研究  

〔担当者〕福島武彦  

〔期 間〕平成7、9年度（1995、1997年度）  

（内 容）霞ケ浦を対象に．適正な水循環システム構築  

手法の開発を目指して，（1）水環境システムの適正性  

を評価する項呂のリストアップ．（2）数理モデル構築  

のための謂情報の収集，（3）組み込むべきサブシステ  

ムの整理を行った。特に，水質と底質との関係に関して  

は，底質巾の有機物，栄養塩の季節変動を測定するとと  

もに，夜深の効果を予測するモデルの開発を行った。  

t発 表）K－57．B－96  

研究課題4）ゼラチン質動物プランクトンの内湾域に  

．おける動態  

〔担当者〕中村泰男・木幡邦男  

【期 間〕平成－7～9年度（1995～1997年度）  

〔内 容〕1995年夏，瀬戸内海家島諸島で海洋環境調  

査を実施した。渦ベン毛藻q皿佃油壷m m渥m加  

による赤潮発生が有鐘繊毛虫餓購此＝血郡加叩頭によ  

る桶食をうけて急速に消滅した直後，バクテリアと微小  
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研究課題 7）硝酸性窒素を含む地下水のアシフィルター  

による窒素除去能に関する研究  

〔担当者〕松重∵夫  

〔期 間〕平成5～9年度（1993～1997年度）  

〔内 容〕浸透流れと表面流れの2種類のアシのフィル  

ターを用いて窒素の浄化効果の検討を行った。浸透流れ，  

表面流れの両系ともに窒素の除去効果が確認され，窒素  

除去にアシフィルターが効果的であることが分かった。  

今後さらに根圏における窒素除去機構の解明を行う予定  

である。  

研究課題10）生物・物理・化学的手法を活用した汚水  

及び汚泥処理に関する研究  
〔担当者〕稲森悠平・高木博夫・水浴元之・松重一夫・  

西村 修  

〔期 間〕平成7～12年度（1995～2000年度）  

〔内 容〕湖沼等の水源において増殖するカビ臭産生藻  

類創ormよdよ比m∠eJlはeおよびその代謝産物2－MIBの生  

物膜法による除去能はP．上靴Ue細胞数の除去率と2－  

MIBの総量の減少傾向がよく一致し，除去に対して生  

物膜中の繊毛虫類が東雲な役割を担っていることが推定  

された。また活性炭を担体とした生物活性炭法によって  

溶断性の2－M上Bもよく除去され，カビ具陳去に対する  

生物活性炭の有効性が明らかとなった。なお，寓栄養化  

水域に発生するアオコを捕食する微小動物の  

AeoわぶOmα んemprよcんよ，ルオo71αS g比以〟gα，PんよJo（ゴよ花α  

eり£ん「印加加Jmαを高密度に定着させる担体として多孔  

質セルロース担体の有効性を確認し，これを利用した流  

動体リアクターを開発した。さらに．高濃度有機汚泥の  

完全処理を「＝旨した高温好気発酵法の回収アオコ処理へ  

の応用に関する基礎的検討を行った結果，汚泥の熱量が  

不足する場合廃食用油の添加が有効であり，また水分調  

整相として葦のチップが活用できることが明らかになっ  

た。  

【発 表〕B－11，16、21，24，25，28，31，b－11，12，16＋略  

25～30，32～36，40，42～46，49，53，55、60，62，63，67，70  

研究課題 8）森林城における物質循環の渓流水質に及  

ぼす影響  

〔担当者〕平田健正  

〔期 間〕平成2～7年度（1990～1995年度）  

〔内 容〕筑波森林試験地で観測された森林内物質循環  

畏と渓流水質の関係を明らかにすることをl≡川勺とし．森  

林内水移動と水質変化を継続的に観測している。この成  

果をもとに，降雨時に観測された渓流水質や土壌水質の  

うち溶存ケイ醸と硫酸イオンを用いて，降雨時の渓流水  

を構成する林外雨，土壌水と地‾F水の3流出成分を分離  

した。その結果，総林外雨量が数十mm程度では，地  

下水流出成分が全流出水量の90％以上を占めるのに対  

して，総林外雨墓が290mmにもなると中間流出として  

の土壌水の流出が全流出水畏の60％にも連L，地下水  

流出量と逆転することが判明した。さらに降雨終了後に  

渓流水質で硝酸性窒素濃度が上 昇するが，この流山特性  

が降雨の多い夏季に渓流水に含まれる硝酸性窒素濃度の  

上昇をもたらすことが明らかになった。  

研究課題11）水質改善効果の評価手法に関する研究  

（担当者〕稲森悠平・高木博夫・水落元之・松重－▲夫・  

西村 修  

〔朋問〕平成7～12年度（1995、2000年度）  

〔内 容〕生態系影響評価手法としてマイクロトックス，  

微小動物を用いたバイオ7ッセイ，水間微生物4壬三態系マ  

イクロコズムを応用する手法の検討を行い，以下の成果  

を得た。マイクロトックスが埋立地浸出水等の有害性物  

質を多く含む排水の処理性評価に有効であることを明ら  

かにした。また，水閤モデル生態系である生産者として  

の藻類，分解者としての紺蘭類，捕食者としての微小動  

物からなるマイクロコズムを川いて．界面活性剤（LAS  

および石けん）影響評価に適川した結潔，両手法による  

供試界面活性剤の分解速度や構成生物への影響はほほ同  

程度に評価されたことから，マイクロコズム試験は実際  

の環境中での化学物質の生態系影響評価手法として有用  

研究課題 9）大気試料中の微量元素とその環境化学的  

挙動に関する研究  

〔担当者〕西川雅高  

〔期 間〕平成5、9年度（1993～1997年度）  

〔内 容〕日本に飛来する黄砂エアロゾルは，中国大陸  

から飛来する過程で様々な汚染物質を吸着している，い  

わば，”汚染された物質”である。汚染される前の化学  

状態を知るために，黄砂エアロゾルに関する標準試料の  

作製を目的とLた予備調査を実施Lたところである。  

〔発 表〕b－178  
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かになった。この方法での直接導入は困難であることか  

ら，ガスタロマトグラフへの注入には新たな方法を検討  

する必要があることが明らかとなった。  

であることが明らかになった。さらにt 模擬環境マイク  

ロコズムは約30El程度で系が崩壊することから，より  

長期間の影響評価が必袈とされるような化学物質を対象  

とした場合マイクロコズム試験が有効な評価手法となる  

ことが示された。  

〔発 表〕B12～14，26，b－10，20、24，38，47  

研究課題14）湖水中のN′P．Si含量及びその元素比  

と植物プランクトン組成との関係に関する  

研究  

〔担当者〕高村典子  

〔期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕湖紬二おけるピコファイトプランクトンの発  

生と湖水の窒素とリンの閲係を明らかにするために，日  

本の湖沼34水域に出現するピコシアノバクテリアまた  

は緑藻のタロロコソクムヒ＝二属する真根性ピコファイト  

プランクトンの密度と湖水中の全リン量およ．びの全窒素：  

全リン比との関係を調べた。湖水の有光層中に出現する  

ピコファイトプランクトンの密度は，季節により大きく  

変化する。そこで，最大値をその湖沼の代表値と考えた。  

各湖沼のピコシアノバクテリアの密度の重大伯は103  

cells ml▲のオーダー以下の湖沼（湯の湖と九池）を除  

外すると，全．リン畢と正の（r＝0．40，n＝32，p＝0．021），  

TN：TP比（r＝－0．51，n＝32，p＝0．0028）と負の相関  

を示した。真核性ピコプランクトンは，湯の湖と阿寒湖  

で多く観察され 全リン量が7mg／m3未満の貧栄養湖  

には出現しなかった。  

〔発 表〕b－163，165  

研究課題12）埋立地浸出水の高度処理に関する研究  

〔担当者〕稲森悠平・高木博夫・水落元之・西村 修  

〔期 間〕平成7～12年度（1995、2000年度）  

〔内 容〕三1三態系に対して悪影響を及ぼさないレベルま  

で埋立地浸山水を高度処理するための処理システム及び  

処理水の生態系影響評価手法の検討を本研究では行って  

いる。本年度は埋立地浸山水に含まれる微量化学汚染物  

質（2，4，6－トリクロロフェノール）を有用微生物を包  

括固定化した担体の活用により高度分解・除去する実験  

を行い，以下の成果を得た。2，4，6－トリクロロフェノー  

ルは包括固定化担体に吸着され，微生物によって効率よ  

く分解されることが分かり，埋立地浸出水に含まれる種々  

甲微量化学汚染物質の処芦別二有効である可能性が示され  

た。また，マイクロトックス試厳により，腹立地浸山水  

およびその処理水の毒性評価を行い，浸出水原水が強い  

毒性（EC釧＝7％）を示すのに対して，オゾン酸化と微  

生物活性炭流動床のハイアリソドシステムによる処理水  

はEC洲＝40％（一般的な都市河川の毒性はEC即＝35、  

70％）まで毒性を減少できることが明らかになった。  

〔発 表〕B－15，b－37，61，66  研究課題15）環境データ解析のための統計的手法に関  

する研究  

〔担当者〕松本幸雄  

t期 間〕平成7～rl年度（1995～1999年度）  

〔内 容〕本研究では環境データの特徴を考慮した統計  

解析手法の開発とその適用を目的としている。統計的側  

面から次の検討を行った。（1）花粉症の原因であるス  

ギ・ヒノキ花粉について，空中花粉濃度の直接測定を行  

い，従来法（ダーラム式）による花粉鼠の意味を明らか  

にし，同時に花粉症自覚症状と花粉濃度の日変化との関  

係を調査，解析した。（2）大気汚染の観測系設計た閲  

し，大気汚染の時間一空間変動特性に対応した具体的な  

方針を与えた。（3）衛星観測データの解析に関連L大  

気吸収スペクトル推定の数値積分における効率的な近似  

計算法を掟案した。（4）地球儀上に表される地酎膏幸巨  

竜の評価方法を提案し適用した。（5）動物の二酸化窒  

研究課題13）水中微量有機化学物質の分析法に関する  

研究  

〔担当者〕高木博夫  

【期 間〕平成5、8年度（1993、1996年度）  

〔内 容）フィルター型の固相を用いた水中微量化学物  

質の濃縮力法を検討してきた。本年劇よ，ガスクロマト  

グラフへの直接導入を試みた。この方法で農薬の添加回  

収実験を行ったところ，剛叉はできたが定量性は見られ  

なかった。ガスクロマトグラフヘ注入できる溶媒量の限  

料ま2〃g樹立しかなく．この注入量が制御できないた  

めと考えられた。そこで，内部標準物質とLてブタクロー  

ル1mg／ほ溶かLたもので圃朝からの摘出を試みたが，  

内部標単にも再現性が見られず，原因は．農薬を柚臼1し  

た溶媒のガスクロマトグラフへの注入にあることが明ら  

－トト   



索の暴露実験による量反応関係の評価に閲し，平均でな  

く分布の端の特性に基づく，より敏感な方法を提案Lた。  

〔発 表〕K－15，kRlO，B－106，C－10，G－9，a－154，b－217  

スパージング技術や重金属頬の簡易分析法について検討  

した。さらに揮発性有機塩素化合物の汚染源探査技術と  

して，従来からのメッシュ分割による表層土壌ガス調査  

に代わり，ライン調査法を導入した。いくつかの汚染現  

地でこの表層土壌ガスのライン調査を実施し．その結果，  

メッシュ法に比べて調査地点数を減らすことができ，複  

合した汚染源の探査にも応用できることが明らかになっ  

た。  

研究課題16）霞ケ浦の生物資源保護に果たす役割に関  

する研究  

（担当者〕春日清叫  

〔期 間〕平成3、7年度（1991～1995年度）  

〔内 容〕霞ケ浦の湖沼調査時，また随時生物に注意を  

払い，多くの現象の発見に努力する。これらの現象が重  

要なものであれば，これを学会誌等に記録として残す。  

霞ケ浦は多くの鳥の渡りのルートとなっており，ワシ・  

タカ類，シギ・チドリ類，ツバメ類が確認されている。  

これら渡り鳥は霞ケ浦及びその周辺を餌場，休息場とし  

て利用しており，オーストラリア，ニュージーランドか  

ら北極圏まで移動する種も少なくない。これらの鳥にとっ  

て霞ケ浦周辺の環境は地球規模で重要な役割を持ってい  

ることが明らかになりつつある。このなかで日本では希  

少種であるシギ・チドリ類が水を張った休耕田等かつて  

霞ケ浦周辺に見られた湿地の環境を残した水域に多数飛  

来することが明らかとなり，このような環境を残すこと  

が必要である。大型チドリであるムナグロは霞ケ浦周辺  

の水田に多数飛来し，ここで霞ケ浦から羽化するユスリ  

カや水田の耕転後には地中の動物を活発に採食している。  

またタカプシギで個体識別可能な個体が3年にわたり同  

一場所，同時期に飛来していることが明らかとなり，こ  

れらシギ・チドリ類は渡りのルートの変更や，飛来地の  

移動が起こり難い。このような渡り鳥の保護のために将  

来に向けどのような環境を残すべきかを検討した。  

研究課題 柑）地域環境リスクの同定と管理に関する研  

究  

〔担当者〕中杉條身・白石寛明・花里孝幸・新田裕史・  

田遠 潔－1・青木康展＊2・本田 靖◆2  

（＝化学環境部，♯g環境健康部）  

〔期 間〕平成6～7年度（1994～1995年度）  

〔内 容〕環境問題が人の健康や生態系に及ぼすリスク  

を総合的に管理する体制は確立されていない。本研究で  

は，地域の環境破壊がもたらすリスクを同定し，それら  

を総合的に評価・管理する手法について検討している。   

本年度は，地域環境リスクの1つである化学物質汚染  

リスクを例にとり，その管理手法を検討した。化学物質  

管理の現行制度の問題点を洗い出すとともに，規制だけ  

でなく．事業者の自主的管理を組み込んだ化学物質総合  

管理システムを提案した。また，リスク評価の要素手法  

の1つである化学物質運命予測モデルの改良を行った。  

〔発 表〕b－175，176  

研究課題19）底質，土壌中の有機化合物の存在状態及  

び化学変化に関する研究  

〔担当者〕相馬悠子  

〔期 間〕平成6～9年度（1994～1997年度）  

〔内 容〕最近バイカル湖では，夏期にピコシアノバク  

テリアsッ托eCんocッs£よsspp．が繁殖して，透明度が低くなっ  

ていると報告されている。そこでピコシアノバクテリア  

の寄与を見るために，バイカル湖で1994年8月に採取  

した5m，15m，50mの湖水中の植物プランクトンの光  

合成色素の分析を行った。また培養された淡水性のピコ  

シアノバクテリアsγ几eC九ocッ5£よ5やぶッ几eCゐocoec比Sの光合成  

色素組成を調べた。その結果，カロチノイド，クロロフィ  

ル組成，フィコピリン色素のいずれもsγ花eC加cッs亡i5と  

sγ花eC／10COCC乙JSで差がなく，カロチノイドはzeaxanthin  

とノブーCarOtene，クロロフィルはクロロフィルαのみで，  

研究課題17）土壌・地下水汚染浄化技術の評価に関す  

る研究  

〔担当者〕中杉修身・平田健正・西川雅高  
〔期 間〕平成5、9年度（1993、1997年度）  

〔内 容〕全国各地で揮発性有機塩素化合物などの有害  

化学物質による土壌・地‾ド水汚染の修復対策が始まって  

いるが，本研究では我が国の汚染現地に実際に適用され  

た対策技術とその効果について資料収集を行い，修復効  

果を評価するとともに，経済効率のよい修復技術のあり  

方について提言を行う。   

本年度は，地下水揚水や土壌ガス吸引などの技術に加  

えて，空気注入により汚染物質除ま効果を上げるエアー  
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フィコピ1）ン色素はphycoerythrinのみであった。バイ  

カル瀾のピコシアノバクテリアの分布は場所による違い  

は少なく，クロロフィルα量で比較すると，5m，15m  

ともゼコシアノバクテリアによる寄与は50％以上あった。  

t発 表】k－15，B－65，b－146  

このことから速度差分析を化学種の分別に用いるために  

はミクロスフェアとキレート剤との組み合わせを考慮す  

る必宴があることが分かった。  

〔発 表〕B－9，b－5，7，9  

研究課題 23）動物の遺伝的背景の特徴をいかした毒性  

機構の解析に関する研究  

〔担当者〕曽根秀子  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔内 容〕環境有害物質の微量・複合暴露による影響を  

特定タンパク質の発現や遺伝子の変異頻度により評価す  

る試みは，ヒトへの外挿を精度届いものにするために重  

要な課題である。本年度は，研究計画に基づいて次のよ  

うな研究を行った。   

遺伝的に肝臓に銅が異常音積し，肝炎・肝がんを発症  

するLong Evans Cinnamon（LEC）ラットを研究材料  

として，酸化ストレス応答下で変化するタンパク質の検  

索を試みた。核内のさまざまな反応の場である核マトリッ  

クスに着目し，肝実質細胞の核マトリックスタンパク質  

の変化を検索した。姉妹系統であるが肝炎を発症しない  

LEAラットと肝炎を発症するLECラットの核マトリッ  

クス分画について，二次元電気泳動法によるタンパク質  

のマッピングを行った。LEAラットに比較し，LECラッ  

トでは，p15息．分子量60Kl〕aの付近のタンパク質が  

増大していることが認められた。N末端19残基のアミ  

ノ酸配列の解析により，このタンパク質はミトコンドリ  

アに局在することが知られているラットHSP60であっ  

た。共焦点レーザー蛍光顕微鏡によって免疫組織化学的  

にHSP60の細胞内局在を調べたところ，このタンパク  

質は核内に存在することが確かめられた。   

HSP60は，新しく合成されたタンパク実の成熟過程  

でタンパク質分子の折り畳みを行う活性を持つタンパク  

質であり，高温処理及び重金属暴露により誘導されるこ  

とが実験的に知られている。したがって，HSP60が，  

細胞の初期変化を捕らえるマーカーとして有用である可  

能性が示唆された。  

〔発 表〕b－149，151，152  

研究課題 20）環境化学物質の胎仔肢芽細胞の分化に及  

ぼす影響に関する研究  

〔担当者〕米元純三  

〔期 間〕平成7、9年度（1995～1997年度）  

〔内 容〕ラット胎仔肢芽培養法は，肢芽の中胚葉性の  

細胞が軟骨細胞へと分化する系で．分化への影響を調べ  

るのに有用な系と考えられる。この系を用いて，分化に  

関与するタンパク質，特に細胞外マトリックス成分，新  

規合成タンパク質への環境化学物質の影響を，SDS－  

PAGEと免疫化学的手法およびオートラジオグラフイー  

の手法を用いて検討した。  

研究課臨 21）発光を利用した生物活性評価システムに  

関する研究  

（担当者〕白石寛明  

〔期 間〕平成7、8年度（1995～1996年度）  

〔内 容〕本研究は，発光を利用した簡便なマイクロプ  

レート方式のバイオ7ッセイ手法を開発し，実際の環境  

試料の毒性評価に応用することを目的としている。本年  

度は，発光バクテリアを用いた30分以内の急性毒性試  

験と24時間の培養を伴う増殖阻害試験法を検討した。  

急性毒性試験は容易にマイクロプレート方式とすること  

ができたが，増殖阻害試験は培養液の組成，蒸発などに  

対策が必要であった。  

研究課題 22）速度論的手法を用いた環境水中の重金属  

元素の化学種分別に関する研究  

〔担当者〕稲葉一穂  

〔期 間〕平成5～8年度（1993～1996年圧）  

【内 容〕前年度に検討したミセル相への抽出速度の差  

による化学種分別の詳細を検討する目的で重金属イオン  

とキレート割との錯形成反応の速匿を水溶液中に有機物  

のミクロ子フェアが存在する場合としない場合とで比較  

した。その結果，ミセル相の体積分率が′トさくなると錯  

形成速度に比べて抽出速度が小さくなること．この誤差  

はキレート剤の種類によって異なることが求められた。  

研究課題 24）バイオモニタリングに効果的な水生生物  

の開発に関する研究  

〔担当者〕畠山成久  

〔期 間〕平成7～11年度（1995、1999年度）  
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〔内 容〕現在，化学物質の生態影響評価に関する生物  

試験では0Ⅰ二CDを始めとし，国際的にも藻類，ミジン  

コ，魚の特定裡がイ射1Jされている。今後，さらにいかな  

る生物種を加えるかで，現在OECDで検討されている  

が，その中でヨコエビ，ユスリカの→・種が有力な候補と  

して取り上げられている。北米で，試験生物としてほぼ  

確立され威儀［いの化学物質の生物試験など頻繁に使用さ  

れているヨコエビとユスリカの1桂を入手し，その継代  

飼育を行っている。これまで，国内種としては，ヌカエ  

ビ，セスジュスリカなどを試験生物として扱ってきた。  

ユスリカなど環境中に飛び出やすい生物はできるだけ国  

内硬を使用すべきと考えられる。今後，国内外の種類間  

で試験生物としての特性，感受性などにいかなる違いが  

あるかなどを検討する。河川水を調塩後．水掛二連続し  

て流し，野生メダカ（雌雄対）の産卵状況を調べる方法  

を検討した。  

〔発 表〕b－192～194，b－196  

〔期 間〕平成4、9年度（1992、1997年度）  

〔内 容〕ユスリカ科昆虫を継代飼育する場合，受精卵  

を得るには特有の交尾行動（群飛）を再現しなければな  

らず，わずかな棟でしか成功していない。そこで野外か  

ら交尾後の雌成虫を採取し，受精卵を得るより効率的な  

方法を検討するため，本年度は個々の種の卵塊の形態を  

比較した。ユスリカ類の卵塊は概ね数十から数百個の卵  

をゼラチン質様の物質が包んでいる。外部形態は大まか  

にエリユスリカ亜科ではすべて紐状，モンユスリカ亜朴  

では球状，ユスリカ族では球状・紡錘状．Tan〉7tarSini  

放では紐状であった。その他にも様々な中間的な形態が  

みられたが，共通点とLてはいずれもゼラチン質の層が  

2重になっておを），内層は軸糸となり個卵を束ねたり，  

外側のゼラチン層の外に突出し基物への付着端を形成し  

ていた。付着端の有無烏産卵行動と深く関係があり，卵  

塊の形態から幼虫斯の行動・生態について推定できるこ  

とが分かった。  

〔発 表〕b145  

研究課題 25）微細藻類のストレス耐性に関する研究  

〔担当者〕笠井文絵  

〔期 間〕平成6～7年度（1994～1995年度）  

〔内 容〕セネデスムス（緑藻）の除草剤感受性株と耐  

性株の間では増殖速度が異なり，細胞数の増殖からみる  

と感受性株が耐性株よりも増殖速度が適いことをコロニー  

数の増加速度から明らかにしてきた。しかし，セナデス  

ムスはライフサイクルの時期により細胞容積を変えるた  

め．細胞数やコロニー放ではなく，細胞容積からの増殖  

速度を測定してみた。容積から見た増殖速度では，多〈  

の株で感受性株の方が高い増殖速度を示したが，すべて  

の株が耐性株よりも高い増殖速度を示したわけではなかっ  

た。   

除葦剤を暴露しない実験生態系から分離した藻頒株は  

すべて感受性系統であり，その原因は感受性株の増殖速  

度が勝るため耐性件の増殖を抑制Lたためと考えてきた。  

しかL，耐性株の増殖速度が勝る場合があることが分か  

り，感受性株のみの存在群山には増殖速度以外の要因が  

関与していた可能性があることが分かった。  

〔発 表〕b－100  

研究課題 27）湖沼の動物プランクトン群集に及ぼす様  

々な環境ストレスの影響  

〔担当者〕花里孝幸  

〔期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕湖沼で軋周期鉛直行動を行っているミジンコ  

が受ける重要なストレスとして，餌不足と低酸素，及び  

その相乗効果があるが，これらの影響をミジンコ  

（D叩加ゎmα卯α）を用いて調べた。高酸素条件下での  

餌密度の低下は各齢期間で生長速度を低‾Fさせ，成熟サ  

イズも小さくなった。低酸素条件下で餌密度をFげた場  

合は．脱皮間隔の延長，齢数の増加により成熟時間を延  

長させた。餌密度の低下はミジンコの濾濾肢毛サイズの  

上昇を誘導した。しかし，餌不足に貨幣素条件が加わる  

と，濾濾過枝毛サイズは小さ〈なり，摂食速塵が低下L  

た。これは，ミジンコが質酸素条件に適応するため，ヘ  

モグロビンの生合成などにエネルギーを使用した結果，  

貧酸素条件と餌不足の相乗的な影響により誘導されたも  

のと考えられる。  

〔発 表〕B－88，90，b－2町201，203～205，207  

研究課題 28）植物の気孔開度に及ぼす環境要因の受容  

と伝達に関する研究  

〔担当者〕近藤矩期・佐治 光■中嶋信実  

研究課題 26）実験生物としての水生昆虫の大量飼育法  

の検討  

〔担当者〕菅谷芳雄  
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〔内 容〕飲料水の含有成分（各種金属や有害物質）は，  

疾病発生の地域差をもたらす可能性のある最も大きな輩  

困の1つと考えられるが，系統的な研究は乏しい。本研  

究では，胃癌死亡率の大きく異なる国l勾6地域で別途進  

行中の疫学調査対象集団について，それら地域から飲料  

水を採取し，重金属等の含有鼻を分析して．胃癌の前癌  

状態である慢性萎縮性胃炎やヘリコバクターヘの感染等  

との関連について検討している。予備的な結果では，胃  

痛や慢性萎縮性胃炎の多い地域では，飲料水中の軒錆が  

低い傾向が注‖されるが，詳細についてなお検討中であ  

る。さらに，同飲料水中のアルミニウム濃度と同地域で  

のアルツハイマー病の発生率との関連等についても検討  

していく予定である。  

〔発 表〕B－32，40  

（期 間）平成3～7年度（1991～1995年度）  

〔内 容）Cユ植物やC。植物の気孔は，昼間開き夜に閉  

じることが知られている。また，アブシジン酸（ABA）  

により気孔が閉じることが知られている。本研究では，  

気孔開閉運動と孔辺細胞表層微小管との関係を明らかに  

するため，気孔開度と微小管分布の日周変化を調べた。  

自然光温室で栽培したソラマメ（Vよcよαカムα）の葉の裏  

側から表皮をはがし，気孔開度を顕微鏡下で観察した後，  

礼遇細胞の微小管を間接蛍光抗体法により観察した。気  

孔関度は6時頃から上昇し．12時頃に最大となり，0～  

3時に最小になった。一方，礼辺細胞の表層微小管は6  

時頃には配向がばらばらで断片化も見られたが，12、  

15時には細胞長軸とほぼ直角に並んだ。その後，微小  

管の断片化が進み，3時ごろに消失した。ABAは礼辺  

細胞の微小管の断片化を引き起こすことが観察されてい  

る。これらのことから，夜間における微小管の消失と気  

孔の閉鎖はABAの作用による可能性が考えられる。  

研究課題 31）有機スズの中枢神経毒性に関する神経内  

分泌免疫学的研究  

〔担当者〕今井秀樹・兜 眞徳  

〔期 間〕平成7年度・  

〔内 容）トリメチルスズ（TMT）の慢性影響は、学  

習・記憶障害，痙攣等の原因となる海馬障害が特徴とさ  

れる。最近我々は．急性期に海馬でグリオーシスが始ま  

る時点（投与後4日日頃）で，血L渠中コルチコステロン  

の一過性】1二昇を繰り返し観察したことから，同反応の脳  

内機序について系統的な検討を行っている。結果，上記  

コルチコステロンの上昇とともに，海蟻での（神経l曝書  

のメカニズムに含まれていることが示唆されている）興  

幣性アミノ酸が同様に一過性」二昇を示すこと，また，海  

馬へのインターロイキンー1受容体抵抗物質の前投与に  

よってコルチコステロンの上昇は有意に抑制されるが，  

NMDA・受容体とn□n－NM工）A受容体桔杭♯によっては  

抑制されないことが示された。したがって，これらはグ  

リオーシスに随伴する異なる反応と考えられるが，イン  

ターロイキンや興奮性アミノ酸による神経障害作用から  

みて，・－・連のこれら急性反応がその後の海情l箪吉を憎悪  

させていることも予想さゴt，さらに詳紺に検討中である。  

〔発 表〕B－43，b75～77，108  

研究課題 29）環境中における微生物遺伝子の挙動に関  

する研究  

〔担当者卜岩崎一弘  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔内 容〕環境「いの微生物遺伝子を定量するために，土  

壌試料からの微生物DNAの回収法について検討した。  

3杜の方法を試みた精米，かくはん遠心法が最も効率的  

に剛又できることが認められた。さらにDNA回収に及  

ぼす土質の影響を調べるために，6種類の土壌（砂質土  

壌，火山灰土壌，沖稽土壌各2種類）からの回収を行っ  

た。マーカ遺伝子を導入した組換えJ〕seudomoJlαS  

印南血PpYlOl株を各務土壌に接種し，回収したDNA  

の定義を行い．回収率を求めた。DNA回収率は，土壌  

中の有機物，フミン物質含量等に大きく影響されること  

が明らかとなった。特にフミン物質に着目し，標準フミ  

ン酸を土壌に添加して回収実験を行った。7ミン酉要の涼  

加によって回収量は95％減少し，7ミン酸は土壌から  

の微生物DNA回収を著しく阻害することが認められた。  

〔発 表〕b－79  

研究課題 32）環境科学研究用に開発した実験動物の有  

用性に関する研究  

〔担当者〕高橋慣司  

〔期 間〕平成7～9年疫（199卜1997年度）  

研究課題 30）飲料水の含有成分と胃癌発生の地域差に  

関する予備的研究  

〔担当者〕兜 眞徳・今井秀樹・新凹裕史・本田 靖  

【期 間）平成7年度（1995年度）  
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〔内 容〕国立環境研究所実験動物施設では，環境汚染  

物質の生体影響研究用実験動物としてウズラ及びハムス  

ターを用いて開発してきたが，本年度は有用性について  

さらに検討し，以下の結果を得た。（1）ニューカッス  

ル病ウイルス不括化ワクチンに対する抗体産生龍  

（NDV－HI抗体産生能と略）の高及び低系ウズラの選  

抜を49世代へと進め，両系ウズラを遺伝的に純化する  

ことができた。また，ハムスターでは兄妹交配による近  

交化を行い，これまでに3家系を11世代まで継代した。  

（2）NDV－HI抗体産生能の低系に出現した羽装突然  

変異を固定することができた。また，低系の繁殖能力は  

高系と比較して良好な成績を示し，絶滅の危機を回避で  

きることが分かった。（3）環境中残留化合物の毒性試  

験手法の開発として，ウズラ発育卵を用いて検討した結  

果，白卵系ウズラの雑種化により得られた種卵が最も適  

切であった。さらに，これらの種卵は飼料添加物の毒性  

検定の有用性を検討するために，家畜衛生試験場へ供試  

した。  

〔発 表〕B－69～72，b－158～161  

に比べ，ロイコトリエン臥の代謝活性が有意に上昇し  

ていることを明らかにした。さらに，好中球の肺胞脛内  

への浸潤にはサイトカインの一種である腫蕩壊死因子が  

重要な役割を担っていることも合わせて明らかにした。  

（発 表〕B－92，b－209  

研究課題 35）地域住民の健康に関する1次情報収集の  

ための調査研究の試み  

〔担当者〕新田裕史・小野雅司－1・本田 靖象l  

黒河佳香－1（＝環境健康部）  

〔期 間〕平成6、10年度（1994、1999年度）  

〔内 容〕健康保健モニタリングのひとつの基本相であ  

る人口集団を対象とした調査による住民個人の健廉に関  

する1次情報を収集するための具体的な手法を検討L，  

そのための場を環境の異なる地域に設定することは，長  

期的な環境変化が人口集団の健康にどのような影響を与  

えるかについて検討するためには不可欠である。そのた  

めに，茨城県内と東京都内の各一地域を選定し．地域内  

の学童を対象として，各種疾患への罷恩状況の調査，血  

液生化学検査等の継続調査を実施するために，自治体関  

係部局，学校関係者．保護者との情報交換・調査内容の  

説明・協力依頼を行い，関係者の協力・承諾が得られ，  

実施可能な項巨＝こついて，1次情報の収集を目的とする。  

本年度は対象児童の呼吸器症状およぴアレルギー症状  

（自記式質問票による咳，疾，鼻炎等の症状の有無），居  

住環境，肺機能（努力性肺活量，1秒量・率，他），身  

長・体重，血液検査（血清総IgE，ダニ特異的IgI∃，ス  

ギ特異的IgE），ならびに対象児童の父母の呼吸器症状  

についての資・試料を収集した。  

〔発 表〕B瑠4～86，b－185，190  

研究課題 33）温熱と環境汚染物質の複合暴露が免疫系  

に及ぼす影響に関する研究  

〔担当者〕l1「元昭二・安藤 満  

〔期 間〕平成5～9年度（1993～1997年度）  

〔内 容〕温熱と環境汚染物質の複合影響を明らかにす  

るために，本年度は，温熱処置マウスにOJを暴露し，  

黄色ブドウ球菌を用いた系での肺の抗細菌活性への影響  

について検討した。また，気管肺胞洗浄液中の細胞成分  

の変化についても解析した。その結果，温熱又は03の  

単一暴露さらには両者の複合暴露のいずれにおいても肺  

の抗細菌活性の低下が見られた。肺における杭州菌活性  

の低下は，肺胞での重要な貪食細胞系である肺胞マクロ  

ファージに温熱と0。が影響したためであると考えられ  

た。  

〔発 表〕B－115，b－237  

研究課題 36）海域環境保全のための浅海城における物  

質循環と水質浄化能に関する基礎研究（奨  

励研究）  

〔担当者】木幡邦男・竹下俊二・中村泰男・今井章雄事1  

（●1水土壌困環境部）  

〔期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕水深10m以下の浅海域は，生物活動，水産  

資源，自然環境（自然と人間の共生の確保）や水質浄化  

機能の点から適正な保全が求められている。しかし，こ  

の保全のためには，浅海域生態系の持つ機能の調査や評  

価法について，特段の進展が必要とされている。このよ   

研究課題 34）環境健康リスク評価のための呼吸器系生  

体影響指標の開発  

〔担当者〕平野靖史郎・山元昭二・安藤 満  

（期 間〕平成6～11年度（1994～1999年度）  

〔内 容）リボポリサッカライドを気管内投与したラッ  

トにおいて，肺胞腔内に浸潤した好中球は血中の好中球  
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うな背景から平成8年度に開始するほぼ同名の特別研究  

の準備研究として，本奨励研究では以下の事柄について，  

文献調査，予備実験等を行った。（1）浅海域底泥表層  

での酸素消費速度や栄養塩溶出速度測定のための準備実  

験を，東京湾海底泥や霞ケ浦底泥について行った。（2）  

海域における流動を鉛直2次元1充動モデルを用いて検討  

した。（3）浅海域における有機物分解過程に関する尖  

．験手法につき．文献調査により検討した。また，（4）  

浅海域における微小食物連鎖に関して．瀬戸内海にて調  

査・実験し，オタマポヤの生態系での重要性が明らかに  

なった。以上の調査・実験結果から，前記特別研究に有  

用な知見を得た。  

〔発 表〕K－11，30，k－6，B－76，80，81，G－43，b－167  

研究課題 38）電磁界によるメラトニン代謝への影響と 

その意義に関する内分泌学的研究（奨励研  

究）  

〔担当者）兜 眞徳・今井秀樹・黒河佳香り  

（■1環境健鹿部）  

〔期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕50～60Hzの超低周波電磁界への日常的な暴  

露による発癌等への影響の可能性が疫学的研究によって  

示唆されて以来，国際的に大きな関心を呼んでいるが，  

結果の再現性と同時に，それらの影響を説明し、うるメカ  

ニズムについての研究が必要とされている。ここで，現  

在最も有力なメカニズム仮説として‘‘メラトニン仮説  

（同ホルモンの抑制を介する2次的影響仮説）”がある。  

本研究では，健康な成人男女4名を対象として，日常的  

な電磁界発生源の代表例である電気毛布を用いて睡眠時  

に11週間にわたって繰り返し暴露した場合のメラトニ  

ン代謝への影響を，分割尿中のメラトニンを調べること  

により検討した。結果，動物実験ヤー部ヒトでも示され  

ているように，夜間のメラトニン上昇が抑制されるもの  

が，4名中1名で認められ，感受性の個人差を反映して  

いる可能性もあり，さらに詳細な検討が急務と考えられ  

る。  

〔発 表〕B▼42，b－106，107  

研究課題 37）環境負荷がもたらす環境影響の類型化と  

総合化に関する予備的研究（奨励研究）  

〔担当者〕中杉修身・森口祐一・近藤美則・福烏武彦・  

曽根秀子・新田裕史・高村典子・松本幸雄・  

乙間末鹿＊1・森 保文＝・寺園 淳■1・  

田過 潔●2  

（－1社会環境システム執  

事2化学環境部）  

〔期 周〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕本研究は，製品や技術システムの環境影響を  

総合的に評価するライフサイクルアセスメント（LCA）  

の手法開発に関するプロジェクト研究の準備段階として，  

さまざまな種類の環境負荷とこれらがもたらす環境影響  

の関係を概観できる枠組みを構築することを目的とする。  

このため，環境指標，環境資源勘定，リスクアセスメン  

ト等の総合的な環境評価手法に関する内外の研究動向と  

評価に用いる基礎データの整備状況の調査を行い，これ  

らの手法とLCAの枠組み七の関係について整理を行っ  

た。これに基づいて．人間活動による環境への影響の発  

生過程を，環境への負荷をもたらす社会経済活動（環境  

負荷活動），環境負荷の発生．環境や資源の質的・量的  

変化および環境変化による人間や生態系への影響の4段  

階に整理し，各々の段階について，主要な項目・キーワー  

ドをリストアップして，これらの因果の流れを1枚のフ  

ローチャートに表現した。  

〔発 表〕C－14，15，b－224，226，228，229   

研究課題 39）一酸化窒素（NO）の吸入暴露が肺にお  

ける癌細胞の増殖に及ぼす影響（奨励研究）  

〔担当者〕平野靖史郎  

〔期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕NOガスの吸入装置を整備し，ガス濃度を  

10～100ppmの濃度に設定できるようにした。次に，肺  

への高転移性を持つ株化細胞（ルイス肺癌，B16メラ  

ソーマ）’をマウスに静脈内投与し，NO暴露群と非暴露√  

群とで肺における腫瘍結節数の比較を行った。ルイス肺  

癌とB16メラノーマは，培養系ではともにNO感受性  

で一ぁったが，吸入実験においてはこれら癌化細胞の肺に  

おける腫瘍結節数に有意な差は見られなかった。  

〔発 表〕B－93，b－210  
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2．2．3 社会環境システム部  

研究課題1）環境問題における基本的課題に関わる研  

究  

〔担当者〕大井 紘  

〔期 間〕平成7～12年度（1995～2000年度）  

〔内 容）（1）自然囁境の価値評価について検討して，  

貨幣価値換算などの共通尺度化による結合指標の矛盾と  

破綻を明らかにした。さらに，意識調査結果をもとに意  

味論的な自然環境の評価の構造を検討し．た。また，自然  

環境に対する意味づけとして，固有の海域と海・一・・・般とに  

対する意識の構造的な違いを抽出し，自然環境評価にお  

けるl右傾‾性の意義を明らかにした。（2）都市生活型公  

害に対する意識調査結果を検討して，人々の環境認識と  

行動を検討して意味論的環境観の観点から解釈を加えた。  

その結果，行政による指導や規制になじまない特性を抽  

出した。（3）環境観測システムの構成問題の構造を検  

討して，観測点の決定手続きについて包括的な考え方を  

示して，本間題に決着を与えた。（4）河川の環境悪化  

に対処する上水システムの構成法を検討して，多くの水  

質項目に対処しうる方法を与え，そのようなシステムが  

要素還元論的に扱えない相性を持つことを示した。  

【発 表〕C－10，11  

様によって回答率の比が大きく異なり，それぞれの調査  

方法の結果の解釈の手がかりが得られた。  

〔発 表〕B－48，C－9，12，b－120，C－2～4，16，17  

研究課題 3）環境問題の社会経済的側面の分析と環境  

保全施策に関する基礎的研究  

〔担当者〕後藤典弘・後藤別行・青柳みどり・日引 聡・  

．川島康子・森田恒幸＊1  

（★1地球環境研究グループ）  

〔期 間〕平成5～7年度（1993～1995年度）  

〔内 容〕一一般市民の環境問題来対する価値観・態度形  

成・行動に関する分析では，国際比較調査のデータを用  

いて，日本と欧米の一一般市民の価値観・自然断と環境認  

識・環境行動の関連，また環境保全行動の規定安国の解  

明を試みた。その結果，欧米謂国では，環境優先および  

現状優先の価値観のグループでは環境保全行動に明らか  

な差が認められたが．日本ではそうではなかった。一方，  

日本においては，「社会参加意識」の有無と環境保全行  

動をとる割合について統計的に有為な差が見いだされた。   

事業者等の行う環境負荷低減に向けての各種方策の検  

討では，辞常理念（ポリシ「），生産過程（プロセス），  

商品〔プロダクト）の見直Lによる「3Pのアプローチ」  

で効率的に推進できることを示した。また．このアプロー  

チの中に国際的に規格化の進みつつあるLCAの手法を  

位置づけた。  

〔発 表）C－5～8，20，22，C－1，9，11，12  

研究課題 2）環境問題にかかわる質的情報の取り扱い  

に関する基礎的研究  

〔担当者〕大井 紘・須賀仲介・近藤美別藷1  

（★1地球環境研究グループ）  

〔期 間〕平成7～12年度（1995～2000年度）  

〔内 容〕（1）住宅地の中の幹繰道路の沿道住民に対  

する自由記述法による環境意識調査のデータ解析結果を  

検討して．同一主題についての回答者の意識が概念的な  

記述と，感覚的なものとに分離できることを示した。  

（2）海域沿岸の住民に，その海域とそこの開発事業に  

ついての連想を自由に記述してもらった調査の結果から，  

海域に対する意識として，前項で指摘したものに加えて，  

象徴的表現による環境意識の表明が抽出できることと，  

また，海域と調査地域との相互関係によって開発行為が，  

回答者自身の問題として認識されるか，社会－・般の事象  

としてとらえられるかの相違が袖山されることを示した。  

（3）自由記述法と選択肢法による音環境調査から，両  

方法の間での音種別の聞こえる昔および悩まされている  

音の回答率を比較検討した。その結果，両方法の間で音  

研究課題 4）地球環境保全のための国際協調の可能性  

に関する研究  

〔担当者〕後藤別行・川島康子・森田恒幸一1  

（カ1地球環境研究グループ）  

〔期 間〕平成6、8年度（1994～1996年度）  

〔内 容〕地球環境問題に関する国際交渉が国家間のさ  

まざまな利害関係により容易に合意されない現状を分析  

し，解決に向けた国際的枠組を提示するため，前年に引  

き続き気候変動枠組条約を取り上げて研究を行った。  

（1）枠組条約の条文案の修文過程そまとめ，その結果  

から国家間の対立構造を示し，対立の解消方法を探った。  

（2）枠組条約では，先進国が温室効果ガスの排出量を  

「2000年までに1990年レベルで安定化」するよう求め  

ているが，2000年以降の目標を各国の串惜に応じて差  

異化する可能性について分析した。（3）日本が過去20  
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について調査検討した。  

〔発 表〕c－29，30  

年にCO2排出鼓を抑制できた要因を分析し，石油の価  

格効果と環境規制の効果が大であったことを示した。ま  

た，他の先進国が将来，日本と同レベルの省エネ水準を  

達成したとした場合め二酸化炭素削減罷をマクロ経済モ  

デルで推計した。  

〔発 表〕C18，C－6～8  

研究課題 7）資源の循環利用による廃棄物の減量化と  

その社会・環境影響に関する研究  

〔担当者〕後藤典弘・乙間末廣・森 保文・寺園 淳  

〔期 間〕平成4、8年度（1992～1996年度）  

〔内 容〕資源採取，生産 使用・消費，廃棄という製  

品の一生を通した環境負荷を評価するライフサイクルア  

セスメント手法の確立をめざし，具体的な事例研究に着  

手し，ヒヤリングと文献調査によりデータを収集した。  

事例として繁材の異なる飲料容器をとりあげ，各過程で  

のエネルギー使用量・二酸化炭素排出量，容器のリサイ  

クル効果，処理・処分方法の影響を定量的に解析，評価  

する基礎を得た。また，ごみ発電を対象に，焼却・発電  

プラントの珪産エネルギー，ごみ収集エネルギー及び発  

電回収エネルギーに関するデータを収集した。特に，メー  

カーの協力によF），焼却・発電70ラントの生産にかか  

わる詳細なデータが得られ．解析，検討した。  

〔発 表〕K－18，k－13，C－14，15，19～25，C－5，9～13，31  

研究課題 5）環境政策が経清に及ぼす影響の分析  

〔担当者〕後藤別行・日引聡  

〔期 間〕平成6～8年度（1994～1996年度）  

【内 容〕（1）平成6年匿に開発した温暖化対策によ  

る経済影響を分析するための経済モテル（以下では  

SGⅣⅠと呼ぶ）を用いて，いくつかの日本の温暖化対策  

（一人当たり二酸化炭素排貯炭安定化ケース，10％削減  

ケ〉ス，20％削減ケースなど）についてシミュレーショ  

ンを行い，政策の効果を分析した。（2）SGMを使って，  

所得税減税，政府支出拡大，政府貯蓄の増加の3つの炭  

素税収の還流ケースを比較することによって，炭素税導  

入が引き起こすGDPロスを最も小さくすることができ  

るものを明らかにした。すなわち，経済全体の資本蓄積  

をより進める政府貯蓄増加ケースが，最もGDPロスを  

′トさくする還流方法であることが分かった。このことは．  

炭素税収の還流による経済への影響，中でも長期の影響  

を検討する場合に有効需掌に及ぼす影響のみに着目する  

のではな〈，サプライサイドヘの影響をも考慮に入れる  

ことの重要性を示唆している。  

〔発 表〕K－17，113，114，k－12，C－27，28  

研究課題 8）地域特性を考慮した環境計画の基本モデ  

ルに関する研究  

〔担当者〕原沢英夫・青木陽二  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔内 容〕自治体レベルの環境基本計画づくりでは，地  

域特性を生かし，住民参加による計画づくりが課題となっ  

ている。本年度は，自治体レベルでの基本計画策完プロ  

セスに参画することにより，問題点の把握と整理を中心  

に行った。   

地方自治体レベルで地域特性を考慮した環境基本計画  

を進めるにあたって拙Ⅲされた問題点は∴環境甚本条例  

の役割と位置づけ，礪境権のあり方，環境アセスメント  

の実効あるシステムなど基本方針にかかわる諸点ととも  

に，庁内調整や計画のフォローアップのメカニズム，住  

民関与のあり方と情報提供なども重要な．卓：として挙げら  

れる。特に住民関与のあり方および情報提供については，  

G県において実施された住民ヒヤリングに際して，参加  

者にアンケート調査を実施し，ヒヤリングの位置づけや  

必要とされる情報の立・質について把握し，解析を行っ  

た。  

〔発 表〕c－23，24  

研究課題 6）水資源の開発に伴う環境影響の解析  

〔担当者〕乙間末廣・森 保文  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔内 容〕環境資源の開発行為が自然・社会に与える影  

響について，データを収集し，将来環境に配慮した開発  

を行うための予測モデルや政策支援システムの構築を目  

指した研究に岩手した。また，環境影響データの新しい  

収集方法として，市民参加型の環境モニタリングを取り  

上げ，その利川方法などを検討した。   

具体的には，水資源開発と水環境の関係について調査  

研究を実施した。寓栄養化した水源から水を取水し，広  

域に水を分配する事業では，（1）用水システム内での  

水質の変化，（2）汚濁した水を受け入れる農地への影  

響，（3）地織の水環境の変化等が問題となる。これら  
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研究課題9）地理・画像情報の処理解析システムに関  

する研究  

〔担当者〕安㈹善文・田村正行・須賀伸介・清水 明・  

乙間末廣■・宮崎忠国■1・恒川篤史－2■  

（－1地球環境研究グループ，  

★2水土壌国環境部）  

〔期 間〕平成7～10年度（1995～1998年度）  

〔内 容〕広域化，多様化している環境問題に対処する  

ためには，環境の監視，評価に際して，測定点において  

得られる汚染質濃度等の数値情報に加えて，人工衛星デー  

タ，地図データ，景観写真データなどの地理，画像情報  

を有効に活用することが不可欠である。本研究では，様々  

な画像情報を利用して，環境を解析し評価するための手  

法及びシステムを開発することを目的とし，平成7年度  

は，（1）人工衛星NOAAからの信号受信，処理システ  

ムの構築，（2）NOAA AVIiRR画像のアジアモザイ  

ク画像および植生指数剛乍成手法の開発，（3）人工衛  

星データからの水質計測手法，土地被覆分布計測手法の  

開発，（4）人工衛星データと地理データの融合処理手  

法の開発を行った。  

〔発 表〕C－37～40，42，43，C－14，15，18，19，21，32，33  

〔担当者〕青木陽二  

〔期 間〕平成21－7年度（1990、1995年度）  

〔内 容〕本年度は，平成2年度から本年度までに得ら  

れた成果について考察した。物的環境と意識調査の関連  

分析及び，計画の各段階において必要とされる環境項目  

の検討からは，計画が完成し供用される期間を適して計  

画の目標となる基準の妥当性が嘩証されるかどうかにつ  

いて問題があることが分かった。また，環境知覚におけ  

るノ対辺領域での最近の研究動向の調査，筑波研究学園都  

市の景観の変化の調査，旅行記や俳句に現れた景観記述  

の調査からは，景観の記録を探ることの重要性が明らか  

となった。これらを踏まえ，人類の生存環境の評価にお  

いても，より安定した評価尺度である生存のための時間  

という尺度を用いた評価方法を提案した。   

この評価方法を具現化すろため，過去に景観記述され  

た地点を訪れ，現在の評価や過去の同時代の評価を探っ  

た。この方法により文化ヤ時代を超えて共通する景観評  

価があることが分かった。  

〔発 表〕C－1～4  

研究課題12）気候変動枠組条約交渉における欧州諸国  

の政策決定の比較分析（奨励研究）  

〔担当者〕川島康子  

〔期 間）平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕気候変動の危険性が警告され続けているが，  

各回で協調した対策を講じることについてはほとんど合  

意が得られていない。本研究では，欧州3回（ドイツ，  

オランダ，イギリス）の気候変動枠組条約策定の際の交  

渉担当者等にインタビュー調査を実施し，各回での政策  

決定過程および政策決定に影響を及ぼした要因を調べた。  

この結果を，前年度に日米で行った同様の調香の結果と  

合わせ，5カ国間での比較分析を行らた。その結果，  

（1）ドイツやオランダなどCO2削減に積極的であった  

国は，国内の世論や政治家の影響を強く受けていた。  

（2）日本やイギリスな、ど当初は消極的であったが徐々  

に対策に賛同していった園は，より積極的であった欧州  

韓国ヤ途上国からの圧力や，国際的地位を考慮した。  

（3）米国は，交渉の最後までCO2削減に反対したが，  

これは安価な石油燃料と比較すると相対的に対策コスト  

が莫大であることが影響した。  

〔発 表〕C17  

研究課題10）環境評価のためのモデリングとシミュレ  

ーション手法に関する研究  

〔担当者）須賀伸介・安岡善文・田村正行・清水 明・  

山形与志樹  

‘〔期 間〕平成7～10年度（1995～1998年度）  

〔内 容〕環境を定量捌二評価する立場から，産々の環  

境現象に対するモデルの構築及びそのシミュレーション  

に関する基礎研究を行った。特に，環境現象のモデル解  

析でしばしば現れる数値解析手法，シミュレーション手  

法等について検討を行い，以下の結果を得た。（1）壁  

面における音の反射特性をモデル化し，境界要素法を用  

いて昔場をシミュレートする手法を開発した。また，  

（2）現象を離散化する手法として，ウエーブレット変  

換の有効性を検証した。さらに，（3）シミュレーショ  

ン結果を三次元コンピュータ・グラフィックスを用いて  

可視化するためのシステムを開発した。  

〔発 表〕C－27，31，32  

研究課題1り被験者の心理的反応に基づく環境評価手  

法の開発  
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2．2．4 化学環境部  

研究課題1）バイカル湖の湖底泥を用いる長期環境変  

動の解析に関する国際共同研究  

〔担当者〕河合崇欣・柴田康行・田中 敦・  

高松武次郎★1・功刀正行蠣2・森田昌敏■3・  

南 浩史●1  

（蠣1水土壌国環境部，  

－つ地球環境研究グループ，  

－3地域環境研究グループ，  

＝科学技術特別研究員）  

〔期 間〕平成6～10年度（1994～1998年度）  

〔内 容〕環境の変化が生物租の保存，絶滅や進化に与  

える影響を検討・評価するために，約3000万年と言わ  

れるバイカル湖の環境変化及びその他城で生存した生物  

相の変化を，バイカル湖底質柱状試料の古陸水学的解析  

によって調べる。平成7年度は．（l）バイカル湖底質  

柱状試料の採取（表層＜15m及び200m）を行い，1km  

柱状試料採取の準備を進めた。（2）200ml柱状試料につ  

いて国際的・国内的に分析チームを組織し，項目ごとに  

分担して測定を行う準備を進めた。環境研では主として  

無機元素の分布の測定，10Be年代決定法の研究，データ  

ベースの準備を分担。（3）測定結果を総合し解析を行  

うために，プロジェクトの当面の目標を設定し，科学技  

術振興調整費総合研究のl司内容課題の充実に努めた。  

〔発 表〕D－5、8  

改良して効率と安定性を改善した。（4）森林大気中ノ  

ナナール，デカナールの連続測定を実施し．これらアル  

デヒド類とオゾン濃度の閤に顕著な正の相関を見いだし  

た。  

〔発 表〕D－20，31，d－21，23  

研究課題 3）塩素系有機化合物の新しい測定法の開発  

：超音速自由噴流の利用  

〔担当者〕藤井敏博  

〔期 間〕平成2～7年度（1990～1995年度）  

〔内 容〕（1）超音速自由噴流法で高速化されたアル  

コール，アルデヒド，テルペン等の分子の表面散乱の際  

のイオン化を確認し，その過程を検討した。（2）超音  

速自由噴流法により高速化した有機化合物（特に芳香族  

炭化水素）の表面電離法のガスクロマトグラフィー検出  

器への応用を検討した。  

〔発 表〕D－18，19，21  

研究課題 4）タンデム加速器分析法の環境研究への応  

用に関する研究  

〔担当者〕森田昌敏＝・柴田康行・龍山春彦・  

田中 敦・米田 穣・久米 博・吉永 淳  

（＊1地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成7、11年度（1995、1999年度）  

〔内 容〕研究本館Ⅲの竣工に合わせて加速器質量分析  

システムの設置．立ち上げ作業を進めるとともに，基本  

的な性能に関する検討を合わせて進めている。これまで  

に報告されているストリソビング（電子のはぎ取り）の  

効率をもとに計算された各同位体毎の特定の価数の生成  

効率の加速エネルギー依存性と実測結果とは良い一致を  

示し，加速器賓量分析システムが設計通りの動作をして  

いることが確認された。また，イオンビームの形状など  

が剛立体分別に与える影響についても他機関の報告を確  

認し，必要な改良作業を行った。出入り口扉や放射線モ  

ニターに連動するインターロックシステムの動作確認も  

終了し，施設立入検査を待って平成8年度中の本格腐働  

へ向けて準備を進めている。ラザフォード後方散乱分光  

法，イオン励起X線分析法についても検討を開始した。  

〔発 表〕d－11  

研究課題 2）環境汚染物質の測定技術および測定手法  

に関する研究  

【担当者〕藤井敏博・田遠 潔・横内陽子・久米 博・  

向井人史攣1（■1地球環境研究グループ）  

〔期 間〕平成2～7年度（1990～1995年度）  

〔内 容〕（1）Liイオン付加反応を利用した質量分析  

法により，CzH。のマイクロ波放電で生成する化合物の  

検出を行った。星間分子として知られるC3H。，C4H2を  

質量分析法で初めて確認した。（2）1MVのタンデム  

加速器を中核とする∴葛エネルギーイオン分析装置を導  

入した。この装置によっては，3種類の高感政敵量分析  

法（PlXE，RBS，そしてERDA）が可能となった。（3）  

フリソトFABをインターフェpスとするミクロHPIJC／  

MS／MS法によるDNAアダクトの高感度計測法を開発  

した。また，さらに高感度な手法を開発するために，  

ESIを使用できる分離条件を検討するとともに，ESlを  

研究課題 5）有害物質分析法の標準化に関する研究  

〔担当者〕安原昭夫・伊藤裕靡・LU本貿士・森田昌故事l  
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おいては，調査の初期の検討段階では精度管理的な部分  

が考慮されているが，実際の調査過程では精度管理がさ  

れていない場合が多かった。ほとんどの場合で適切な精  

度管理の手法が定められていないことが原因であった。  

また．米擾JEPAのGl．」Pのような基準が日本の環境分析  

では定められていないことも大きな問題であることが分  

かった。今後はいくつかの地方自治体研究機関と協力し  

て，実現性のある環境分析用GLPと精度管理手法の確  

立のための研究を行っていく。  

（＊l地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成2～7年度（1990～1995年度）  

（内 容〕（1）外洋海水中のダイオキシン類を分析す  

るために，連続同相抽出装置を開発した。水中ポンプ，  

フィルター群（3連のカートリッジフィルター及びディ  

スク状グラスファイバーろ紙），ⅩAD－4樹脂（5g）か  

ら構成され，10～／minの流速で1000gを超える試料の処  

理が可能である。この装荷でのダイオキシン類の回収率  

は90％以上であった。（2）吸着性有機ハロゲン量  

（AOX）測定の信緒性を検討するために，約30種類の  

有機塩素化合物の回収率を調べたところ．平均で約80  

％であった。また，試料の保存性に関して検討Lた結果，  

残留塩素除去後，酸性条件下で5℃で保存した場合，30  

日後でも約80％のAOXが保存されていることが分かっ  

た。  

〔発 表〕d－1，2，38  

研究課題 8）環境中の元素，分子の存在状態とその変  

化に関する研究  

【担当者〕札馬光之・柴田康行・蘭山春彦・田中 敦・  

堀口敏宏・米出 様・吉永 淳  

〔期 間〕平成 2～7年度（1990、1995年度）  

〔内 容〕海洋プランクトン中のヒ素化合物をHPLC－  

ICP／MSで分析し，植物プランクトン中に数種のヒ素糖  

化合物を，また動物プランクトンには，食性に依存する  

形でアルセノベタイン（動食性）ないしヒ素糖（植食性）  

をそれぞれ主成分として検出した。花崗岩を構成する造  

岩鉱物の一種，黒雲母の化学的風化のメカニズムについ  

て，Ⅹ練光電子分光法，二次イオン質量分析法により調  

べた。その結果，風化により鉱物表面で，鉄ヤアルミニ  

ウムなどが選択的に失われた表面溶脱層の形成が確認さ  

れた。  

〔発 表〕D－12，16，d－9，10．13，14，17，18  

研究課題 6）加熱によって発生する臭気成分の分析化  

学的研究  

〔担当者〕安原昭夫  

〔期 間〕平成4～8年度（1992、1996年度）  

〔内 容〕（1）臭気成分のひとつであるフルフラール  

をシステアミン法で誘導体化して分析するための検討を  

行った。誘導体化は室温下，水溶液中で比較的容易に進  

行Lたが，生成したチアゾリジン 化合物の安定性が悪く，  

純粋な標品を得ることができなかった。ただし，誘導体  

の分解がそれほど速くないので，分析に長時間を要しな  

ければ十分に定量できる見通しがついた。フルフラール  

についてはNPl〕－GCとGC／MSによる分析の検討を開  

始した。（2）臭気成分の一・群を構成するカルポニル化  

合物を～括分析するために，システアミン法を利用する  

方法の検討を開始した。システアミンとカルポニル化合  

物の反応連取 反応収辛がカルポニル化合軌こよって異  

なることが一一番問題であった。  

（発 表）D－24，26，d－32，34  

研究課題 9）環境中化学物質に対する生態化学的アプ  

ローチに関する基礎的研究  

〔担当者〕堀口敏宏・柴田康行  

〔期 間〕平成5～9年度（1993～1997年度）  

〔内 容〕（1）肘底塗料などとして任用されてきた有  

機スズ（トリプチルスズ（TBT）及びトリフユニルスズ  

（TPT））化合物が原因で引き起こされる巻貝類のインポ  

セックスが沖縄諸島の巻貝類（新腹足類）8種において  

も確認された。その結果，1995年 6月現在，日本産海  

産巻貝類の38種（新腹足類32種と中腹足類6種）でイ  

ンポセックスが出現していることが明らかになった。  

（2）アワビ類における生殖障害の発生に関する調査を  

引き続き実施した。神奈川・城ケ島と長嶋∴対馬より毎  

月試料を入手するとともに生殖果の形態の観察，生殖果  

菜蓑の測定と生殖腺指数の算軋生殖尭組織標本の作製  

研究課題 7）環境分析の精度管理に関する研究  

〔担当者〕安原昭夫・伊藤裕辟・吉永 淳・山本貴士  

〔期 間〕平成7、11年度（1995－1999年度）  

〔内 容〕米国EPAの優良実験所基準（GLP），環境庁  

の安全性総鼠検調査での精度管理および統一一指度管芦別二  

関する検討会資料を調査して問題点を摘出した。日本に  
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研究課題12）スペシメンバンキングによる環境の時系  

列変化の保存並びに復元に関する研究  

〔担当者〕森田昌敏●l・田遁 潔・吉永 淳・柴田康行・  

田中 致・堀口敏宏・向井人史＊2  

（＊1地域環境研究グループ，  

－2地球環境研究グループ）  

（期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔内 容〕将来の新たな汚染の顕在化に備え，試料の収  

集とデータの蓄積，並びに保存性試験を行った。これま  

で行ってきた日本の沿岸域の汚染の指標生物である二枚  

貝（ムラサキイガイ，イガイ，ムラサキインコ）の収集  

を継続するとともに，外洋の汚染の指標生物として注目  

されるイカ試料を他研究機聞から譲り受け，試料庫に保  

管した。また，オーストラリアとの共同研究で，サンゴ  

コア並びに二枚貝，巻き貝試料を人手した。大陸からの  

汚染物貿の長距離輸送をモニターする目的で，隠岐にお  

ける大気粉塵試料の収集．保存を継続した。汚染物質の  

保存性については，新たな視点として壬1三物体内で汚染物  

質への暴露に伴って生じる生化学的変化を暴露指標とし  

て保存するための研究を開始し，生体内酸化的ストレス  

マーカーの－▲つである8－ヒドロキシグアニンの長期に  

わたる保存性試験を開始した。これまでの二枚貝による  

H本の沿岸域のモニタリングの結果，並びに保存試料の  

分析結果をとりまとめて国際会議で癖告し，米国のマツ  

セルウォッチグループとの交流を図った。  

〔発 表〕D－14，d－12  

及び各部位に含有される有機スズ濃度の分析を行った。  

今後さらに解析を進める。（3）クロアワビのペリジャー  

幼生に対する有機スズ化合物の急性毒性試験を実施し，  

半数致死濃度を明らかにした。  

〔発 表〕D－22，23，d－24，26～29  

研究課題 川）低沸点有機化合物の毒性評価手法の開発  

に関する研究  

〔担当者〕彼谷邦光・白石不二雄・佐野友春  

〔期 間〕平成7～9年度（1995～1997年度）  

〔内 容〕環境化学物質のバイオアツセイ系の一一環とし  

て，ガス状でヒトへの暴露影響が懸念されている低†軋点  

有機化合物についてほ乳敷培養細胞へのガス暴露を試み  

ることにより，それらの毒性の評価を行う手法の開発を  

行っている。本年度は，反応性が低く，毒性がないと思  

われてきた特定フロン2種類について細胞毒性と遺伝毒  

性の有無を検討した。比較的低沸点で高い蒸気圧が得ら  

れる特売ハロンはガス暴露濃度の限界と考えられる8％  

まで暴露を行ったところ，2種類とも高濃度領域で細胞  

の増殖を20％程度抑制する弱い細胞毒性が認められた。  

また．SCE頻度の誘発を指標とした遺伝毒性は，11alon  

1301で純空気暴露の対照に比べて約2倍と弱いながら  

陽性と判定さゴtた。一方，Halon1211は最高可能暴露  

濃度の8％でも2陪を越す結果は得られず，魔性と判定  

された。  

〔発 表〕d－16  

研究課題13）化学物質同定のためのデータ収集とデー  

タベース化  

〔担当者〕安原昭夫・伊藤裕康・山本黄土・q］杉修身＊1  

い1地域環境瀾究グループ）  

〔期 間〕平成3～7年度（199ト1995年度）  

【内 容〕パソコン用のマススペクトル検索システムの  

完成に伴い，そのシステムで使川できるデタベースを  

構築した。国立環境研究所で測定したスペクトル，地方  

自治体研究機閃から提供されたスペクトル，環境庁牒傾  

安全課が収集したスペクトル，文献から抜粋したスペク  

トルの計6100スペクトルからなるデータベースを使っ  

て英川化試験を尖施した。い〈つかのプログラム上の欠  

点についてはすべて改酋された。さらに多くの物質につ  

いて測定を継続してデータ蓑の増加を推進中である。こ  

のデータベ スがもつ特徴のひとつはGC保持指標デー  

研究課題11）化学形態分析のための環境標準試料の作  

製と評価に関する研究  

〔担当者〕吉永 淳・安原昭夫・伊藤裕鹿・出遥i架・  

柴田康行・堀口敏宏・森田昌敏－、  

い1地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔内 容〕（1）NIES CRM No．16「河川底質」に含  

まれるPAHの共同分析を開始し，継続した。（2）  

NIES CRM No．13「頭髪」qlのメチル水銀，給水銀，  

その他の重金属含量について保証偲を決定し，－▲般配布  

を開始した。（3）NIES CRM No．17「プライアソシュ  

柑出物」を作製し，それに含まれるダイオキシン，フラ  

ン類の共同分析を開始した。（4）NIES CRM No．18  

候補の策定を行った。  

〔発 表〕d－49，50  
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夕が入っており，検索精度が飛躍的に高まったことであ  

る。今回のシステムで始めて可能となった部分検索機能  

を使って，含有元素別の分類やマススペクトルのフラグ  

メンテーション解析が可能となった。  

〔発・表〕d－31，36  

体についても，噴霧補助を超音波からガス流に変えて効  

率と安定性を改善し，さらにMSへの導入部にイオンガ  

イドを組み入れた新しい高感度型のものの製作に着手し  

た。一方，開発したシステムを，未だに解明されていな  

いベンゼンアダクトの検索に適用するために，その生成  

条件などについて検討した。  

〔発 表〕d－21  研究課題14）DNA一有害化学物質アダクトの高感度検  

出・同定システムの開発とその応用に関す  

る研究（奨励研究）  

〔担当者）田過 潔・柴田康行  

【期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕発がん性や遺伝毒性を有する有害化学物質の  

毒性評価，リスクアセスメント等に資するために，有望  

なバイオマーカーと考えられるDNA一有害化学物質アダ  

クトの選択的高感度検出システムの開発を行った。フリソ  

トFABをインターフェースとするミクロHPIJC／Mg／  

MS法（ODSカラム．炭酸水素アンモニウム緩衝液で分  

柾）によって，ngレベルの未知アダクトの検索や，数  

十pgレベルの既知アダクトの検出を実現した。また，  

特に不活性なカラムを用い，MSに適Lた硬衝液（酢酸  

アンモニウム緩衝液）でアダクトを分社し得るようにし  

て，ESIをインターフェースとするミクロHPLC／MS／  

MSを実現し，一層の高感度化の目度をつけた。ESI自  

研究課題15）沿による人体汚染源の歴史的変遷に関す  

る研究（奨励研究）  

〔担当者〕告永 淳  

〔期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕（1）人骨中の鉛の安定同位体比をICP質量  

分析法により測定するための試料の前処理，測定条件の  

設定など分析化学的な検討を行った。（2）縄文～現代  

人骨の鉛含量の分析結果から，縄文人骨は鉛が低く，江  

戸・現代人骨はほぼ同じレベルで，江戸時代にも現代並  

の鉛汚染があったことが示唆された。（3）縄文時代，  

江戸時代，現代人骨中の鉛安定同位体比を測定し，縄文，  

江戸時代の骨には日本産の鉛が，現代人の骨には外国産  

の鉛が，それぞれ蓄積していることが判明した。  

〔発 表〕d一眼47，52   
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2．2．5 環境健康部  

研究課題二1）環境有害因子の健康影響評価に関する研  

究  

〔担当者〕遠山千春り」、林隆弘  

〔期 間〕平成7～10年度（1995～1999年度）  

〔内 容〕カドミウム，アンチモン，光化学オキシダン  

トの毒性，ディーゼル排気および大気汚染物質とアレル  

び心筋活動が非同期化していることを示した。しかし，  

その程度は，NO2暴露の方が同等の低酸素の状態より大  

きいことが示唆された。  

研究課題 4）家畜と野生動物の接触による共通伝染病  

のリスクについて  

〔担当者〕鈴木 明・高橋慎司‥  

‾ギーの関連，並びに紫外線の健康影響に関する文献レ：ビュー，∴  （事1地域鱒境研究グル丁プ）∴ †．－  

〔期 間〕平成5～8年度（1993～1996年度）  

【内 容〕ザンビア大学獣医学部で北部のブラック．レー  

チェ（大型のシカ：斤．且ムecんue）から採血し，ブルセ  

ラ症の診断を血清学的に行った。ブラック．レーチェ  

はザンビアの北部台地にだけに生存している国際保護動  

物であり，家畜との混在はない。また，ブルセラ病は病  

獣の流産や不妊を引き起こす伝染性の高い病気であるた  

め，緊急の検査が必要とされた占 この10試料はいずれ  

も牛ブルセラとイヌのブルセラに陰性であった。例数は  

少ないが，この事実は家畜と混在するカフェレーテェの  

ブルセラは家畜のブルセラ病が野性動物に感染したこと  

を示している。そして，このことは開発途上国における  

家畜と野性動物の共存形態に賓鐘をならした。  

〔発 表〕e－37～39  

ならびにフラボノイドのリスクアセスメントを行った。  

さらに，カドミウムによる細胞毒性の解析，メタロチオ  

ネイン遺伝子の発現を抑制したノックアウトマウスを用  

いた重金属毒性，活性酸素毒性評価に関する実験的検討  

を行い，それぞれ新たな知見を得た。  

〔発 表〕K－21，E－4，5，12，13，16，17，22～28，k－16，b－  

150，e－4，5，8，9．28，29，36，46～50，65  

研究課題 2）炎症細胞の遊走に関する基礎研究  

〔担当者〕小林隆弘  

〔期 間〕平成6～10年度（1994～1998年度）  

〔内 容〕ぜん息，花粉症などの原因に炎症細胞の浸潤  

がある。この浸潤に遊走因子がどのような役割を果たし  

ているか検討することを目的とした。本年度は，炎症細  

胞として好中珠と好酸球を取り上げ好中球の化学遊走性  

におよぼす好酸球の影響を検討した。好中球のロイコト  

リエンB．に対する遊走を好酸球は抑制することが見い  

だされた。また，好酸球の順化培地を用いた場合でも同  

様の作用があることが見いだされた。また，好酸疎から  

好中球を忌避させる作用のある物質も放出されているこ  

とが見いだされた。  

〔発．表〕e－32，33  

研究課題 5）肺胞マクロファージと肺繊維芽細胞の相  

互作用に関する研究  

〔担当者〕持立党身  

〔期 間）平成5～9年度（1993、1997年度）  

〔内 容〕Ⅰ型コラーゲンゲル上でⅡ型肺胞上皮細胞を  

培養（T2－gel）しても基底膜は形成されないが，線維芽  

細胞を包埋したゲル上で培養（T2－Fgel）すると基底膜  

が形成される。肺胞マクロフ了－ジを肺胞上皮細胞上に  

添加し，マクロ・チアージから活性酸素を発生させる七1、  

T2－gelの場合には上皮細胞を隔てた電気抵抗値（TER）  

が低下した。この時発生した活性酸素種の内で，Ⅲ型肺  

胞上皮細胞に傷害を与えたのは，阻害実験からNOでは  

なくスーパーオキシドや過酸化水素とその派生物であっ  

た。T2－Fgelの場合は変化なかった。肺胞上皮細胞が  

基底膜を形成する条件下では，スーパーオキシドや過酸  

化水素等の酸化性刺激に対して耐性になることが明らか  

になった。  

〔発 表〕e－58   

研究課題．．3）一腰素欠乏と心・循環機能について，  

t担当者）鈴木 明  

〔期 間〕平成5、7年度（1993～1995年度）  

〔内 容〕前年度までに，ラットの心臓は，酸素や炭酸  

ガスそしてpHの変化に敏感で，その変化は，異常心電  

図や血圧の変化などの循環機能変化として容易に検出で  

きることを明らかにした。本年度は，NO2吸入時と低酸  

素時の心電図の波形について詳細に分析した。N02吸入  

と低酸素の異常心電図では，P彼の周波数が有意に低‾F  

し，隣接するQRS波，STセグメントも周波数が低下し，  

PQ間隔が延長した。このことは心臓内の刺激伝導系及  
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研究課題 6）活性化リンパ球亜集団の解析法に関する  

研究  

〔担当者〕野原恵子  

〔期 間〕平成6～8年度（1994～1996年度）  

〔内 容〕最近轟々は．ラットT細胞の活性化と密接な  

関係をもつガングリオシドに対するモノクローナル抗体  

AClを作製した。この抗体を用いてマウスT細胞の活  

性化についてflowcytometryによる解析を行った。ラッ  

トの場合とl司様に，マウスにおいても胸腺細胞と成熟丁  

細胞の主としてCD4＋珊胞の一部にACl陽性細胞が認  

められた。しかしながら．マウスでは細胞の活性化によっ  

てACl陽性細胞の比率は増加せず，T細胞の活性化に  

おけるガングリオシドの関与には動物種による差異のあ  

ることが明らかとなった。  

〔発 表〕e－51  

増殖・分化したアルシアン・ブルー陽性肥満細胞からの  

インターロイキンー4直生への環境因子とグルココルナ  

コイドの作用について検討Lた。肥満細胞をカルシウム  

イオノブオアで活性化し異なる濃度のホルムアルデヒド  

を加えると低濃度処理ではインターロイキンー4産生の  

増強がみられた。しかしながら，グルコ土ルナコイドの  

添加によりインターロイキンー4産生の増強はみられな  

かった。  

〔発 表〕E－31，e－54  

研究課題 9）環境汚染物質による毒性発現機構の解明  

並びにその検出手法の開発  

〔担当者〕青木廉展・松本 理・石堂iE美・佐藤雅彦  

〔期 間〕平成4～8年度（1992～1996年度）  

〔内 容〕環境汚染物質が生体に取り込まれた場合に生  

じる毒性発現機構の解明並びにその検出手法の開発は，  

環境汚染の健康リスク評価と健康影響の早期スクリーニ  

ングのために不可欠の研究である。本研究においては，  

重金属・有害化学物質などを実験動物や培養細胞に暴露  

させることにより生体が示す反応機構を解明し，併せて  

毒性の検出手法の開発を行っている。本年度は，（1）  

コプラナーPCBにより転写調節タンパク質c－J11ムの  

リン酸化が促進されることが明らかとなった。（2）コ  

プラナーPCBによる特異的な遺伝子発現の秩序を明ら  

かにするために，GST－P遺伝子調節領域のプラスミド  

DNAを初代培養肝実質細胞に導入するプJ法を確立した。  

（3）自然発症肝炎・肝癌の実験動物モデルであるLEC  

ラットの肝臓において，肝炎発症に伴って熱ショックタ  

ンパク質が核に存在するようになることを明らかにした。  

（4）カドミウムi二よる腎由来の培養細胞のアポトーシ  

スの過程における種々の遺伝子発現を調べた。（5）メ  

タロチオネインを欠損したトランスジェニックマウスの  

カドミウム及び水銀に対する感受性を調べた。  

〔発 表〕E－1～3，5，6，e－ト3，8、11，36，45，46，49，66  

研究課題 7）Ⅱ型肺胞上皮の構造に及ぼす問質の影響  

〔担当者〕古山昭子・持立克身  

〔期 間〕平成5～7年度（1993、1995年度）  

〔内 容〕肺胞上皮細胞の形態分化への細胞外基質の影  

響を明らかにするために，ラットⅢ型肺胞上皮細胞株  

（SV40－T2）を種々のマトリックス上で培養し，細胞  

形態，分化マーカーの発現，基底膜形成について解析し  

た。基底股構成成分であるマトリジェル上でSV40－T2  

は［型上皮細胞に近い形態を維持した。SV40T2はⅠ  

型コラーゲン分子を使って作製した非線維状，租な線維  

（ゲル），密な線雑（フィプリル）のそれぞれのマトリッ  

クス上で異なる形態を示した。肺線碓井細胞順化培地に  

よる基底膜形成促進もゲルよりフィプリルで顕著であっ  

たことから，上皮細胞は細胞外基質の化学組成だけでな  

くその物性も認識すること－が示唆された。  

〔発 表〕e－58  

研究課題 8）気道の炎症反応解明のための基礎的研究  

【担当者〕藤巻秀和  

〔期 間】平成3～7年皮（1991～1995年度）  

〔内 容〕環境因子の関与による気道の炎症反応の誘導  

や増強には，リンパ球，好酸球，好中球，．肥満細胞など  

多くの細胞の集積・活性化が関与しているが，その機序  

において肥満細胞の集積，活性化がどのように結びつく  

のか未だ不明である。本年度は，BALB／cマウスの骨  

髄細胞をインターロイキン3の存在下で5～6過培養し，  

研究課題10）肺血管を調節する交感神経の機能に関す  

る研究  

〔担当者）山根一祐  

〔期 間）平成3～7年度（199ト1995年度）  

〔内 容〕本年度はモルモット肺組織のカテコールアミ  

ンの分析を行った。また交感神経刺激時のノルアドレナ  

リン放L†1量を気遣潅流液と肺血管潅流液で比較Lた。肺  
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の連続する4［1間，昼夜を分けた浮遊粒子状物質  

（SPM）の家屋内外濃度と24時間の個人暴露濃度，二  

酸化窒棄（NOユ）の家屋内外濃度と個人暴露濃度を同時  

に測定し，その期間の生活行動，家屋構造等を調査した。   

道路からの距離による屋外濃度の減袈は，前年度の調  

査結果と同様認められたが，屋内濃度には減衰傾向は認  

められなかった。しかし，前回（90年）認められなかっ  

た屋外NO2濃度と屋内（侶▲臥 台所）NO2濃度間の祁  

開閉係が今回は認められ実施時期のわずかな違いによ  

る怒の開閉状況の遠いが影響したもの■と考えられた。  

〔発 表〕e43，44  

紬織のノルアドレナリンおよびアドレナリンの含有蓑は，  

それぞれ渥室長あたり46．3ng／g，16．3ng／gであった。  

10Hzの利敵塙渡で交感神催を刺激した際，気遣潅洗  

液に放出されるノルアドレナリンは111pg／minであり，  

同時に319pg／minのアドレナリン放出が観察された。  

同じ条件で肺血管潅流液に放出されるノルアドレナリン  

は1806pg／minであり．アドレナリンは検出されなかっ  

た。以上の結果からモルモット肺では，主に肺血管周囲  

でノルアドレナリンが放出されることが明らかになった。  

また交感神経の刺激に伴いアドレナリンが気道周囲で放  

出される可能性が示唆された。  

〔発表〕e－71  

研究課題13）NMRによる生体機能診断法の研究  

〔担当者〕三森文行  

〔期間〕平成4～7年度（1992、i995年度）  

〔内‘容〕本年度はこれまでの脳，筋に引き続き，肝を  

よ几U∠uo NM月の測定対象に加えるべく次の研究を実施  

した。（1）塩化カドミウムを経静脈投与したラット肝  

のエネルギー代謝機能がカドミウムによって特異的に阻  

害されること，これに伴って，無機リンのミトコンドリ  

ア内への移行が起こることを定量的に明らかにした。   

（2）銅代謝異常から肝細胞がん（HCC）を自然発現  

するLl∃Cラットを用いて，その肝疾患の画像診断法の  

開発を行った。この結果，ほぼ1年齢を経過したラット  

ではHCC以外にもさまざまな肝疾患を発現することが  

明らかになった。また，これらの疾患をNMRイメージ  

ング法により鰊侵襲的に鑑別診断することが可能となっ  

た。  

〔発 表〕E－39，40，e－66～70  

研究課題11）環境保健指標の開発に関する研究  

〔担当者〕′ト野雅司・田村憲治・本田 靖・黒河任香  

〔期 間〕平成5、9年度（1993～1997年度）  

〔内 容〕環境汚染による疾病発生を監視する環境保健  

指標として引き続き匡‖呆レセプトデータの検討を行うと  

ともに，新たに救急槻送データの検討を行った。夏期の  

東京消防庁の救急データから，気温上昇に伴う熱巾症の  

搬送者数が指数的に増加する傾向を明らかにした。   

日別気象データと死亡データから65歳以上の死亡に  

は気温が影響することを前年示したが，さらにインフル  

エンザの流行でこの気温一死亡関係が乱されることを明  

らかにした。   

騒音や光，温度等の物理的環境袈因にかかわる睡眠障  

害を疫学的にとらえるための指標の検討を続け，ヒトの  

睡眠状況を心拍R－Rl耶南モニターにより評価する解析  

手法を開発した。   

上記の検討結果も含め，環境保健サーベイランスにお  

ける健靡指標のありプハニついて検討を開始した。  

〔発 表〕E－7，犯21，34，36，e－25，27，40～42，60，61，  

63，64  

研究課題14）神経毒性指標としての脳アンキリンの分  

子生物学的解析に関する研究  

〔担当者〕国本 学  

〔期 間〕平成7～9年度（1995～1997年度）  

〔内 容〕神経細胞傷害の高感度のマーカーとしての利  

用の可能性が明らかになりつつある脳アンキリンの2種  

類のイソ軋440－kD及び220－kD ankyrinBの発生段階  

のラット脳での発現葦と局在の変化について検討を加え  

た。胎生期16日l≡】のラット脳において，220－kD  

ankyrinBは全く検出されず，440－kT）ankyrinBのみが  

発現されていることが明らかになった。  

研究課題12）SPMの個人暴露評価法に関する研究  

〔担当者〕師†憲治り」、野雅司・安藤 満●1  

い1地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成5～．7年鹿（1993－1995年度）  

〔内 容〕地域特性，家屋構造，生活パターンなどの異  

なる条件の環境濃度と個人暴露濃度を調査し，データを  

蓄積した。本年度は，1990年11月に調査した大阪711■住  

之江区の国道26号沿道8家屋を対象として，95年10月  
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研究課題15）動物の行動発現における海馬の役割解明  

に関する研究  

〔担当者〕梅津豊司  

〔期 間〕平成7～12年度（1995～2000年痩）  

〔内 容〕海馬CAl野の錘体細胞を特異的に破壊する  

Tris（2－Chloroethyl）phosphatelOO－300mg／kg，ipを投与  

したマウスの空間認知力をモリス型水迷路により検討し  

た。結果，300mg／kg，ip投与により水迷路を習得でき  

なくなった動物が認められた。それらの動物の一部につ  

いては，既に脳の組織学的検索が行われたが，今のとこ  

ろ海馬の形態的変化は観察されていない。  

〔担当者】野原恵子  

〔期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕ラット胸腺より単離したGD．1cを助～mo花eJJα  

ふ1托几e50f占菌体に吸着させてマウスに免疫した後，骨  

法によりハイブリドーマを作成した。抗原特異的抗体を  

産生しているハイブリドーマをELISA法でスクリーニ  

ングし，2回クローニングして抗GDIc抗体産生クロー  

ンAClの作製に成功した。この抗体AClは細胞上お  

よび薄層クロマトグラム（TLC）上のGDIcと強〈反  

応し，flow cytometryおよびTLC－immunostaining  

に使えることが分かった。flow cytometry分析の結果，  

ラットの胸腺邦飽と成熟丁細胞の主としてCI）4＋細胞  

（ヘルパーT細胞）の一部がACl陽性であることが分かっ  

た。また細胞の活性化によってACl陽性細胞の比率が  

大きく増加することが明らかとなった。  

〔発 表〕e－51  

研究課題16）器官培養系を用いたラット小脳形成機構  

及びその撹乱因子の解析（奨励研究）  

〔担当者〕国本 学  

〔期 間〕平成7年虔（1995年度）  

〔内 容〕（1）小脳スライス培養系の改良小脳スライ  

スは，培地の気液界面に浮かせたポリカーポネート膜上  

に静置して培養するが，その水没を防ぐための培養装置  

を考案し，6日間にわたり安定して培養することが可能  

となった。さらにスライス調製技術の向上，解析のため  

の凍結切片調製方法の改良により．部分的には分子層完  

成も再現できるようになった。  

（2）顆粒神経細胞移動過程に対するメチル水銀の影響  

の解析   

生後9日目のラット新生仔から調製した小脳スライス  

を20時間プロモデオキシリジン（BrdU）で標識後にメ  

チル水銀3－10／ノMを含む培地に移すことにより暴露し  

た。その後3日間で内顆粒層に移動した細胞の比率を指  

標とした場合．3／JMのメチル水銀暴露ではでは大きな  

変化は認められなかったが，10／ノMでは標識された外顆  

粒層の神経細胞の内顆粒層への移動が有意に抑えられて  

いた。また，このメチル水銀濃度では．標識された細胞  

で外顆粒層に留まっているものの内，核が凝縮している  

ものが多く見受けられたが，これらはアポトーシス様の  

細胞死を起こしている細胞と考えられ，メチル水銀の影  

響が神経細胞移動の阻害とアポトーシス誘導の両面を持  

つ可能性が示唆された。  

研究課題18）サイトカインネッ｛ワークによる健康影  

響評価及び予測に関する予備的研究（奨励  

研究）  

〔担当者〕藤巻秀和・小林隆弘・持立克身  

〔期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕感染，アレルギーなどの生体反応においては  

免疫応答系は重要な役割を果たしており，リンパ球など  

より産生される細胞間の情報伝達物質としてのサイトカ  

インが複雑なネットワークを形成してその機能を担って  

いる。異物としての環境化学物質が単独で，あるいは，  

細菌や花粉などの抗原と共に侵入することにより正常な  

サイトカインネットワークが異常な反応を示す可能性が  

考えられる。本研究の目的は，i花U王£roで環境化学物質  

によるサイトカインネットワークの撹乱を影響指標とし  

てとらえ，玩U∠uoでの影響評価に結びつlホることが可  

能か否かを明らかにすることである■。リンパ球，マクロ  

ファージ，肥満細胞を用いた研究で，（1）環境化学物  

質によるサイトカイン産生については．化学物質そのも  

のによるサイトカイン産生の誘導はインターロイキンー  

1をのぞいてみられなかったが，インターロイキンー4，  

－5， 一6，－10では増強が認められた。（2）環境化学  

物質によるアレルギー反応に関連するサイトカインネッ  

トワークの撹乱は，1gE抗体産生の増強誘層を示唆した。  

（3）血L永0での検討は不十分ではあるが．肺胞洗浄液，  

血清中でのこれらサイトカインの測定が可能であること  

研究課題17）抗ガングリオシドGDIc抗体の作成と  

その活性化Tリンパ球マーカーとしての有  

用性の検討（奨励研究）  
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〔発 表〕E－29，30，32，33，e－53，55～57  が分かり，よ几Uよuoでの応用も可能と考える。  
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2．2．6 大気圏環境部  

研究課題1）光イオン化質量分析法によるクラスター  

分子及びフリーラジカルの研究  

〔担当者〕鷺田仲明  

（期 間〕昭和60年度～平成8年度（1985～1996年度）  

〔内 容）大気中でのラジカル反応やエアロゾル生成と  

関連ある課題として，有機・無機化合物のクラスター生  

成とそのイオン反応ヤフリーラジカルの反応の研究が光  

イオン化質量分析計を川いて行われた。本年度はSH，  

NH2，CHユなどのフリーラジカルと酸素原子，窒素原子  

などのいわゆるラジカルー原子反応の反応速度および反  

応機構の研究が行われた。  

〔発 表〕F－1，21，22，ト2～7，2ト24，61  

検討を行う。   

本年度は，首都圏域および近艶聞での局地循環とそれ  

に伴う大気境界層の発達過程を数佃シミュレーションに  

より再現し，シミュレーション結果をアメダスデータお  

よび航空機を用いた立体観測データと定量的に比較検討  

した。また，random walk process を取り込んだトラ  

ジェクトリーモデルを用いた火山噴煙の追跡を行った。  

〔発 表〕F－2，4，f－17  

研究課題 4）植生．水文過程を含んだ陸面一大気相互  

作用に関する1次元モデルを用いた研究  

〔担当者〕北本茂記  

〔期 間〕平成4、8年度（1992～1996年度）  

〔内 容〕平成5年度までに開発していた，大気一陣地  

表面相互作用を表現する鉛直1次元モデルを，東大気候  

システム研究センターと共同で開発中の火気大循環モデ  

ル（CCSR／NTES AGCM Ver．5．4）に組み込んで，  

山過程（地表流出／地中流出）の遠いが，全球的大気大  

循環に及ぼす影響を調べた。さらに，GCIP（GEWEX  

大陸スケール国際計画）のデータ（1992）のうち，地中  

水分量のデータを用いて，鉛直1次元モデルの検言jほ行っ  

た。  

〔発 表〕ト50，53  

研究課題 2）大気微量成分の分光学的方法によるモニ  

タリング  

〔担当者〕井上 元  

〔期 間〕平成7～9年度（1995～1997年度）  

〔内 容）外部の擾乱に対して安定な超長光路吸収セル  

を開発する目的で，新しい光学設計を行った。2×4枚  

ミラーシステムで，10×10のスポットを並べ小さい体  

積で長光路を実現するこ、とが可能になった。また，ミラー  

の角度変化を光学的に打ち消し合う設計であるため，力  

学的な歪みや振動に対してに安定なものとなった。ミラー  

の精度や光学的なミスアラインメントに対する評価を計  

算機によって行った。  

研究課題 5）成層及び回転流体に関する数値的研究  

【担当者）花崎秀史  

【期 間〕平成2～8年度（1990～1996年度）  

〔内 容〕大気あるいは海洋は，成層および回転流体の  

代表例であるが，その流れのパターンを支配している内  

部禿力波およびロスピー波の解析を，非線形理論から得  

られる近似方程式の解，および厳密な支配方程式の数値  

解を求めることにより行った。特に，地形などにより励  

起される大振幅のロスピー披における波の非線形効果が  

ジェット形成ヤプロッキングなどの大気の流れのパター  

ン形成に本質的役割を果たしていることが明らかとなっ  

た。  

〔発 表〕F－16～18，ト54～58  

研究課題 3）複雑地形上での大気境界層の発達過程と  

一乱流拡散に関する研究  

〔担当者〕鵜野伊津志  

〔期 間】平成5～8年度（1993～1996年庇）  

〔内 容〕大気境界層の発達過程は境界屑内での熱・水  

蒸気の輸送，汚染物質の拡散の問題地密接に関連して重  

安である。平坦地上の比較的単純な条件での大気境界層  

の発達過程については多〈の知見が蓄積されているが，  

複雑地形上（植生の分札 都市域，海陸の分布，山岳地）  

での大気境界層の構造は十分に把握されていない。特に，  

熱的内部境界層の発達過程および夜間の安定層の構造が  

物質輸送と乱流拡散に重要である。本研究では，野外観  

測結果をもとに大気境界層の発達過程とそのなかでの乱  

流拡散構造の変化を検討する。また，その結果をもとに，  

精密な乱流拡散モデルによる数値シミュレーション化の  

研究課題 6）熱帯積雲対流活動の地球規模効果につい  

ての基礎的研究  
〔担当者〕高薮 緑  

〔期 間〕昭和63年度、平成11年度（1988～1999年度）   
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通約1m／sの上昇気流を起こさせたところ坑底から十数  

ないし数十mの高さで雲の発生が認められた。坑底で  

二酸化硫黄を約1J／分で放出し，雲底下の雲のない部分  

と立坑最上部の雲頂に相当する部分において，二酸化イ  

オウと硫酸塩粒子の濃度，さらに後者においては雲水中  

のイオウ含量も測定した。その結果，少なくとも雲底直  

下と直上では全イオウ量がほほ保存されていること，二  

酸化イオウは雲頂に至るまでにほとんどすべてが雲粒に  

取り込まれることが分かった。さらにエレベーターに搭  

載した二酸化イオウ計により，濃度の鉛直分布む測定し，  

速いin－Cloud過程により気相から失われることを明ら  

かにした。また，立坑最上部で熱線式水滴径測定装置に  

より雲粒の粒径分祁を観測したところ，基本的には  

9／∠m付近に極大をもつ・】・・・山型の分布であったが，間欠  

が認められ  的に30／′m近くに第二の極大が現れること  

た。  

〔発 表〕F－19，ト59，60  

〔内 容〕TOGACOARE（熱帯海洋・全球大気プログ  

ラムー海洋・大気応答実験）の集中観測データを用い，  

準2日間期の雲活動変動のライフサイクル を明らかに  

し，大気の波動擾乱・降水活動との相互間係について解  

析した。また，ISCCP（国際衛星空気候プロジェクト）  

による雲・放射データを用いて熱帯域における対流雲  

活動変動と上層巻雲，水蒸気分布との関係を研究した。  

〔発 表〕ト46，47  

研究課題 7）湿潤大気の大規模循環の力学機構に関す  

る研究  

〔担当者〕沼口 敦  

〔期 間〕平成4～8年度（1992～1996年疫）  

〔内 容〕低緯度湿潤大気と地表面の相引乍用の基礎的  

プロセスを調べるため，二次元化した大気大循環モデル  

を用いた数値実験を行った。地表面のモデル，雲と放射  

の相互作用，積雲パラメタリゼーションなどを変えた実  

験を多数行い，降水や土壌水分の分布に対する敏感度を  

調べた。その結果をエネルギー・水収支的な側面から解  

析し，各種フィードバックの薫安性を明らかにした。  

〔発 表〕F－15，f－50，52  

研究課題10）反応性大気微量成分の動態に係わる生成  

・変換過程の研究  

〔担当者〕酒巻む郎  

〔期 間〕平成5～9年度（1993～1997年度）  

〔内 容〕窒素酸化物は大気中の光化学反応過程を支配  

する重要な反応性物質のひとつであり，バックグランド  

大気中のその動態を把握するために極低濃度測定州の窒  

素酸化物の連続測定装置を開発し，北海道落石岬モニタ  

リング・ステーションにおいてその連続観測を平成7年  

9月末より実施した。その結果．ステーションに到達す  

る気流の履歴によって窒素酸化物濃度が大き〈変動して  

いることが分かった。また，同時に測定したオゾンは秋  

から冬にかけて低減する季節変動を示していることが分  

かった。  

〔発 表〕f－26  

研究課題 8）回転系での熟対流におけるラグランジュ  

的流体運動の数値的研究  

（担当者〕菅田誠治  

〔期 間〕平成6～7年度（1994～1995年度）  

〔内 容〕水平加熱差を加えた同封＝甘筒内の波動巾で，  

流体粒子の振舞を長時間にわたりラグランジュ的に追跡  

して調べた。低気圧性湘の盛衰のパターンによって粒子  

の南北輸送の形態が異なっていることが分かった。比較  

的短時間で盛衰する低気圧性渦の場合は，粒子群は南北  

に細長く伸ばされてちぎれるように遊ばれる。・一・方，比  

較的長時間孤立渦的に安定する低気圧性渦の場合は，粒  

子群は渦内に取り残されたまま南北に輸送され運ばれる  

ことが判明した。  

〔発 表〕f－28  

研究課題11）大気化学に係わる気相化学反応の速度論  

的研究  

〔担当者〕今村隆史  

〔期 間〕平成4～8年度（1992～1996年度）  

〔内 容〕大気化学に係わる素反応一特にラジカル反応  

の速度論的研究を行うための手法の開発・改良とそれを  

用い上反応速度の測定を行うことを昌的とした。本年度  

はHCOラジカルと酸素分子の反応の同位体（D／H）効  

研究課題 9）微粒子の生成とその物理的および化学的  

挙動の研究  

〔担当者〕袖山 力  

〔期 間〕平成4、8年度（1992～1996年度）  

〔内 容〕全長425mの立坑上部にフアンを設置し風  
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果が測定され，反応機構の詳細が明らかになった。  

〔発 表〕F－1，ト7  

研究課題15）干渉計を利用した大気微量分子の超高感  

度レーザー吸収分光法の研究  

〔担当者〕杉本伸夫  

〔期 間〕平成6～7年度（1994、1995年度）  

〔内 容〕大気中の極微量分子の測定や室内実験におけ  

る微量分子の測定を目的として，干渉計を利用した超高  

感度のレーザー吸収分光計測手法の基礎的研究を行った。  

測定感度を決める要素として干渉計光路内の試料大気の  

揺らぎが最終的に重要であることが示された。干渉計の  

干渉の周波数の変化を測定する方法と，干渉計の出力光  

の強度を測定する方法についてその特性を考察した。  

研究課題12）FTIRを用いたラジカルの反応機構に閲  

すβ研究  

〔担当者〕猪俣 敏  

【期 間〕平成6、7年度（1994～1995年度）  

〔内 容）大気中での化学反応の機構を光化学反応チャこ＿  

ンバーを用いて解明することを目的とした。微量成分の  

検出にはFTIRを用いた。成層圏でHCCの光分解で存  

在するCH2Clの02との三体反応に注E］し，CH2Cl＋  

CIz反応と競争させることでその反応速度を求めること  

を試みた。反応適度の測定は我分子であるCH3Clと生成  

物であるCfi2C12の時間変化から求める。また低圧領域  

はGCを用いた。  

研究課題 柑）ミ一散乱レーザーレーダーネットワーク  

による大気環境モニタリングに関する研究  

〔担当者〕松井一郎  

〔期 間〕平成7～9年度（1995、1997年度）  

〔内 容〕ミ一散乱レーザーレーダーによる観測ネット  

ワークはエアロゾルの長距離輸送や都市大気汚染現象の  

把捉など種々のスケールの大気環境問題において有力な  

観測手段となる。本研究では技術的な観点からミ一散乱  

レーザーレーダーによる観測ネットワークの構築に関す  

る基礎的研究を行うとともに，データの利用手法の開発  

など応用に関する研究を行う。本年度は，ミ一散乱レー  

ザーレーダーシステムの遠隔制御技術等のレーザーレー  

ダーネットワークの構築のための基礎技術の検討を行っ  

た。  

〔発 表〕F－20，b－241  

研究課題13）レーザー分光法による光分解過程および  

反応索過程の研究  

【担当者〕奥貫幸夫  

〔期 間〕平成7～8年度（1995－1996年度）  

〔内 容〕大気中で起こる化学反応や，光化学反応を．  

レーザー分光法などを用いて調べ，反応速度，反応生成  

物などを明らかにする。   

本年度は，質量分析法を用いて，SHラジカルと酸素  

原子の反応など，ラジカルと原子の反応に関する研究を  

行った。  

〔発 表〕f－21～24  

研究課題14）質量分析法による大気化学に関わるラジ  

カル反応の研究  

〔担当者〕古林 仁  

〔期 間〕平成6～9年度（1994－1997年度）  

〔内 容〕大気中のラジカル反応は，大気中微量気体の  

生成・消失にとって重要な役割をなしている。これらの  

ラジカル反応に関与するラジカル種の直接・高感度検出  

によるラジカル種の同定や，反応の反応機構・反応速度  

定数の決定を行う。   

本年度は，真空紫外光を用いた塩素検出器の製作に携  

わるとともに，レーザー誘起蛍光法を用いて，フッ素置  

換エチレンと酸素原子の反応生成物の発光を測定し，そ  

の分光学的性質について検討を行った。  

〔発 表〕ト4，22，61  

研究課題17）大気中の微量化学成分の長期観測に関す  

る研究  

〔担当者〕内山政弘  

〔期 間〕平成2～8年度（1990、1996年度）  

〔内 容〕地球環境研究に必須であるバックグラウンド  

地域での長期観測を実施する際の問題点の一つは観測業  

務にかかわる人月の確保が国許な点にある。そこで，遠  

隔地の無人・観測ステ．－ションでの使用を目的として．  

既存の分析機器の自動化および電話回線を利用したリモー  

トコントロールシステムの開発を行った。この日的に沿っ  

て制作した大気中のCH。（GC－F工D）測定システムを実  

際に波照間モニタリングステーションに設置して測定を  

開始した。メタン計については電話回線を利用して環境  

研からGCの設走条件の変更，起動，停止．及び標準試  

－3小一   



料一大気試料導入のタイミングの変更が可能となった。  

開発したシステムは十分に安定しており，これまでの運  

用でハードおよびソフトに起因する測定の停止は起こら  

なかった。また電話回線によるシステムの監視も実用の  

レベルに達している。波照間ステーションで既に稼働し  

ているラドン，エアロゾル濃度とCH。濃度の変動との  

間には強い相関が見られた。これは波照間ステーション  

のCHヰ濃度が中国大陸の影響を強く受けていることを  

示している。  

〔発 表〕ト9  

研究課題 20）ガスクロマトグラフ法による大気中の酸  

素／窒素比の精密測定に関する予備的研究  

（奨励研究）  

〔担当者〕遠嶋康徳  

（期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕化石燃料の消費によって大気中に放出された  

CO2の一部は海洋に吸収される。一方．大気中の酸素は  

化石燃料の消費に伴い減少するが酸素は海洋に吸収され  

にくいため大気中の酸素濃度の減少率とCO2の増加率  

から海洋のCO2吸収量が推尤できる。大気中の02／N2比  

の変動をとらえるには非常に精密な分析が必要であり，  

現在限られた研究機関でしか分析できない。本研究では  

熱伝導度検出器（rl、CD）ガスクロマトグラフとの組み合  

わせで02／N2比の測定を試み，実際の大気試料の02／N2  

比を分析することを目的とした。シリンダー内の標準空  

気の0ノNz比を繰り返し分析したところ，0ノN2比の標  

準偏差が0．003％，酸素濃度に換算すると約6ppmであっ  

た。さらに，都市部の大気試料の0ノN2比とCO2濃度を  

分析し，両者の相関からガソリンの燃焼起源のCO2で  

あることが推定された。  

研究課題18）大気中の微量気体成分の測定装置の開発  

〔担当者〕遠嶋療徳  

〔期 間〕平成7、9年度（1995、1997年度）  

〔内 容〕大気中の気体成分の空間分布や時間変化をよ  

り精密に調べるためには測定の適凝化等の新たな測定手  

法を開発する必要がある。本年度昼水素炎イオン化検出  

器非メタン炭化水素を酸化除去する触媒を組み合わせ，  

高い時間分解能を持つメタンの連続測定装置を開発した。  

さらに，本装置を航空機に搭載L西シベリアの湿原上空  

のメタン濃度の分布の測定を試み，湿地から放出される  

メタンを観測することができた。  

〔発 表〕f－48，49  

研究課題 21）成層圏およぴオゾンホール探査用高感度  

塩素測定装置の開発（奨励研究）  

〔担当者〕常田伸明・猪俣 敏  

〔期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕塩素分子（CIz）に真空紫外光であるKrの共鳴  

線（123．6れrn）を照射すると，真空紫外領域（123．6－200  

nm）にCl。の発光が観測される。この系にN2を加える  

とこの発光がすべて255nm付近の′C12の別の運動二よ  

る発光に変換される。このことを利用して新しい塩素検  

出器の開発を目的として研究を行い，10ppbのC12が検  

山できる装置の作成に成功した。方法は大気圧から  

ユ50Torrの空気を測定セルに導入し，255nmの発光を  

バンドパスフィルタを過して光電子増倍管で検出する簡  

単なものである。02による其空紫外光の吸収は150Torr  

の空気の場合大きな干渉とならず，またN20，NO2等の  

他の気体による干渉も解消され，実用となる検出器が完  

成した。  

研究課題19）大気中の温室効果気体に関する基礎的研  

究  

〔担当者〕高橋善幸  

〔期 間）平成7年度（1995年度），  

【内 容〕大気中に存在する温室効果気体の挙動を詳細  

に知るためには，長期的な観潮を行うと同時に発生源あ’  

るいは吸収瀾と考えられる場所での発生量あるいは吸収  

登を正確に見積もることが必要である。本年度の研究に  

おいては．ガスクロマトグラフィーを用いてメタン・二  

酸化炭素・一一酸化炭素を同時に測定することができる自  

動測定装置を作成した。この装置を用いてシベリア湿原  

地帯からの温暖化気体のフラックスを実際に観測するこ  

とができた。  
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2．2．7 水土壌圏環境部  

研究課題1）湖沼環境保全に関する基礎的技術の研究  

〔担当者〕相崎守弘  

【期 間〕平成5～7年度（1993～1995年度）  

〔内 容〕湖沼環境保全のための基礎的技術として水耕  

生物ろ過法を用い，霞ケ浦土浦港において湖水の浄化実  

験を行った。長さ8mの水路を5本用意し，そこにク  

レソンを湖水を用いた水耕栽培法により栽管し，湖水，  

の浄化に伴うリンの物質収支を求めた。   

クレソンを植栽することによりリン除去効率は高ま  

り，懸濁物の顕著なトラップ効果が見られた。  

〔内 容〕メタンをエネルギー源として増殖するトリク  

ロロエチレン（TCE）分解菌MethylocysLissp．M株の  

有するTCE汚染土壌の浄化機能の評価を行った。500mJ  

のガラスカラムにTCE汚染川砂を充填し，M株を添加  

し，分解に及ぼす温度の影響に？いて検討を加えた。  

TCElppm，M株濃度OD（660nm）＝0．01の場合，20  

℃，30℃ともに1日で約40％が分解され．また10℃で  

軒1＝日で15％が分際され低温でも分解が可能であ′るこ  

とが確認された。10ppmと高濃度のTCEの場合．分解  

能が1日で低下する現象が認められたため，分解エネル  

ギー源としてギ酸およびメタノールの添加効果を調べた  

ところ，ギ酸の添加で分解の促進効果が認められた。M  

株は，10ppmのTCEで汚染した淡色黒ポク土壌，黒ポ  

ク土壌に対しても浄化効果を示した。  

〔発 表〕G－6，7，28，32～35，39，g－12，13，34，37，38，40  

研究課題 2）湖沼における藻類増殖促進および抑制物  

質の解明に関する研究  

〔担当者〕矢木愕身・冨岡典子・内山裕夫  

〔期 間〕平成7、11年度（1995～1999年度）  

〔内 容〕霞ケ浦の湖心および高浜入りにおいて1994  

年1月から1995年1月にかけ，藻類種組成の調査なら  

びに藻類培養試験を行い，種の遷移に及ぼす化学的環境  

因子について検討を加えた。湖心において凡才上crocッ5fiぶ  

が優占種となる現象は認められなかった。また霞ケ浦か  

ら分離した．加αわαe柁α甲∠roよdeぶKS－1，〟よcrocッぶとまぶ  

αeノー喀よ花OSα K－5，0ぶCよJぬとOr云α 亡eJ血ざ KS－1，  

Pんomよdよumとe花Ue KS－1を単独で接種した藻類増殖試  

験結果から，05Cよ～加oriαはEDTAのようなキレート物  

質の要求性が非常に低く．Pんor〝l∠di㍑m，A几α占αe花α，  

凡才fcrocγ5亡∠sの順にキレート物質の要求性が高くなるこ  

とが示唆された。4種の藻類を同時に接種した混合系のし  

試験において，無添加およびリン・窒素の添加系では  

Oscillatoriaの優占的な増殖が認められ，他の藻類の増  

殖はほとんど認められなかった。リン・窒素・EDTAの  

添加系ではOsc∠JJα£or氾，凡才∠croc）′S亡is，Pんor／花idよ㍑mの  

増殖が認められたが，A几αゐαe花αの増殖は認められなかっ  

た。以上の結果より，凡才∠croc）′5亡∠5の発生の抑制要因と  

して，キレート様物質濃度の低下が推測された。  

〔発 表〕g－35，41，42  

研究課題 4）水環境中における界面活性剤の挙動に関  

する研究  

〔担当者〕矢木修身・冨岡典子・内山裕夫・稲葉一穂■1  

（●1地域環境研究グルプ）  

〔期 間〕平成7～9年度（1995～1997年度）  

〔内 容〕合成洗剤成分の濃度を，都市河川の水質汚濁  

に占める生活排水の影響を示す指標とする手法を開発す  

る目的で，埼玉県内の綾瀬川水系において水質調査を行  

い，水量と合成洗剤濃度から汚染源の推定を行った。綾  

瀬川本流上流部では生活排水が河川水量全体の20％程  

度を占め，汚染の主因となっているのに対して，支流の  

古綾瀬川および下流部では工場排水の影響が大きいこと  

が明らかとなった。また夏期には農業排水が本流部水量  

の70％となり．この影響も無視できないことが分かっ  

た。   

ラウリル酸ナトリウムのA柁αわα飢α印加よdesKS－1，  

〃よcroc）′5亡i5αenぽよ几0ざαK－5の増殖に及ぼす影響を検一  

討した。5～10mg／Jの濃度範囲で比増殖速度の低下が  

認められたが30mg／Jでは低下の回復が認められた。  

〔発 表〕b－6，8  

研究課題 3）水環境中における環境汚染物質の挙動に  

関する基礎的研究  

〔担当者〕矢木修身・内山裕夫・岩崎一弘●1  

（＝地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

研究課題 5）河川流域からの流出解析に関する研究  

〔担当者〕渡辺正孝・天野邦彦  

〔期 間〕平成7～8年度（1995～1996年度）  

（内 容〕土地利用などの変化による流域特性の変化が  

河川水量および水蜜に及ぼす変化を評価するために，地  
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理情報システムおよび流出解析モデルの調査を行った。  

東アジアの大河川流域を対象にモデルを適用するために，  

まず当該地域の標高モデルの作成を行っ▲た。さらに，河  

川流路網めチータベースを入手し，標高モデルより発生  

させた流路との比較を行った。  

UVabs／DOC比は疎水性酸（フミン物質）と親水性醸で  

は大きく異なった。湖心ではフミン物質の平均UV abs  

／DOC比は22．4，親水性酸は12．7。湖水の流下方向につ  

いても変化が見られた。全DOC，フミン物質，親水性  

酸ともに流下方向にUV abs／DOC比が減少した。溶存  

フミン物質の分子量分布を高速液体ゲルろ過クロマトグ  

ラフィーによって適切に測定する手法を確立した。この  

手法を以前に分離精製した霞ケ浦由来のフミン物質に適  

用したところ，その■重量平均分子量は約800g／moleで  

あった。従来報告されていた値よりもかなり′」、さいもの  

であることが明らかとなっ，た。  

研究課題 6）衛星リモートセンシンクによる蒸発量の  

広域測定手法の開発に関する研究  

（担当者）宇都宮陽二朗・藤沼麻美－】  

（●1地球環境研究センタ）  

〔期 間〕平成4～7年度（1992～1995年度）  

〔内 容〕時間変化の著しい環境事象の解明には広域・  

同時の情報を取得するリモートセンシングが不可欠であ  

る。本年度は，衛星観測データによる解析システムの構  

築を試みた。  

〔発 表〕G－11  

研究課題 9）耕地や芝地からの農薬の流出過程に関す  

る研究  

〔担当者〕井上隆信  

〔期 間〕平成2－8年度（1990～1996年度）  

〔内 容〕本年度も前年に引き続き，恋瀬川およびその  

支川で4月下旬から水田散布農薬の流出負荷量の詳密調  

査を実施したほか，コンクリート裂の実験水田で  

SimetrynとPretilachlorの散布後の濃度変化調査を実  

施した。河川においては，水田の散布状況に応じて，初  

期除草剤，除草剤，殺虫剤，殺菌剤の順に濃度のピーク  

が見られた。前年度に比べるとPretilachlorの濃度が上  

昇した。実験水圧‖二おける散布一週間後の日面水中の存  

在量は，分解速度の遠いにより，最大存在量に対して  

Simetrynは49％，Pretilachlorは15％であった。一週  

間後に水抜きをして再度水を入れた場合，土壌からの脱  

着反応により田面水中の濃度が上昇したが，定常に達す  

るまでには1，5日を要した。この時の田面水中の存在量  

は，最大存在量に対して，Simetrynは1，5％，  

Pretirachlorは0．8％になり，分解速度の遅いSimetryn  

では，約半分が流出により減少した。  

〔発 表〕g－3～5，7，8，10，11  

研究課題 7）リモートセンシンクおよび地理情報シス  

テムによる水文・土壌などの環境解析に関  

する研究  

〔担当者）宇都宮陽二朗・藤沼康実＊1  

（●1地球環境研究センター）  

〔期 間〕平成4～7年度（1992～1995年度）  

〔内 容〕時間変化の著しい地表温度，水質，土壌水分  

および土地利用などの環境事象の解明には短期間で広域・  

同時の情報取得手段であるリモートセンシングが不可欠  

である。本年度は，NOAA衛星などによる地球観測デー  

タと地上・高層気象データによる短波・長波放射などの  

熟収支項の算出を試みた。また，地理空間／環境観に関  

する基礎情報を調査するとともに球儀上に表示された地  

理情報量の評価法の開発と解析を行った。なおご 実験圃  

場における微気象観測を継続した。  

〔発 表）G－9～11  

研究課題10）河川流下過程の水質変化と水域環境評  

価に関する研究  

〔担当者〕井上隆信  

〔期 間〕平成6～12年度（1994～2000年度）  

〔内 容〕1992年から1994年に実施した5月から6月  

の田園地河Jllにおける上流から下流まで4地点の詳密調  

査の結果をもとに，有機物質の流出特性について検討を  

行った。中流域における3年間の算術平均を用いて，流  

研究課題 8）自然水系中における溶存フミン物質に関  

する研究  

〔担当者〕今井章雄  

【期 間〕平成5～8年度（1993、1996年度）  

〔内 容〕前年度に引き続き，霞ケ浦湖水中の溶存有機  

物を疎水性一親水性∴酸性一塩基性に基づいて分画した。  

各分画成分のUV Absorbanceを測定し，UV abs／DOC  

比を求めた。すべてのサンプルをpHca．2に調整した。  
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量と形態別COI〕濃度の変化を求めると，降雨時には懸  

濁物質濃度が上昇することと，溶存態成分には希釈働牒  

があることから，P－CO」〕濃度は涜葺が多くなると、高く  

なり，DCOD濃磯は逆に低〈なった。単位両横当たり  

の腰濁憩有機物質の流出負荷量は中流域で大きくなり，  

上流の森林以上に農耕地からの流山負荷量が大きくなっ  

た。洛存態有機物質は，上流では流量の多い1992年が  

他の2年と比べて大きくなったが，下流に行くに従って  

年度間の差は′トさくなった。中・下流域では点源などか  

ら流量に関係な〈－・定量流出する有機物質の比率が高く  

なるためであり，溶存態有機物質の流出負荷は懸濁態に  

比べて人為的汚濁負荷の影響が大きい結果となった。  

壌の場合にもオトクレープ処芦別二よって殺菌作川を有  

する未知物質が生成されること，（2）この東條l作用物  

軌二より添加菌の生残数が減少するが，その生残数は粗  

毛管孔l職よりも細毛管札隙に添加した場合の方が明らか  

に多いこと，特にその殺菌作用物質の影響が最も小であっ  

た土壌の細毛管孔陽に菌添加（106セル／g乾土オーダー）  

した場合には，培養25退校も105セル／g乾土オーダ、  

の添加菌が生残していることなどが明らかにされた。  

研究課題13）土壌中での重金属の挙動と生物影響に関  

する研究  

〔担当者〕服部浩之  

（期 間〕平成5～7年度（1993、1995年度）  

〔内 容）カドミウム（Cd）の土壌微生物の増殖に及  

ぼす影響を液体培地で調べ，次の結果を得た。（1）Cd  

を水溶性の形態で培地に添加した場合，培地中の濃度が  

10ppm以上になると，微生物の増殖は完全に阻害され  

たム（2）Cdを有機物に吸着させて培地に添加した場  

合，40ppInでも微生物の増軌二はほとんど影響がなかっ  

た。（3）有様物を滅菌水に添加した後，土壌微生物を  

接種し培養すると，有機物はかなり分解されたが，Cd  

を吸着させた有機物はほとんど分解されなかった。   

以上の結果から，有機物に吸着したCdは微生物の増  

殖に及ぼす影響は小さいものの，吸着Lた有機物の分解  

を抑制すると考えられた。  

〔発 表〕G－27，g－32  
■  

研究課題14）降水・大気中の天然放射性核種の挙動  

に関する研究  

〔担当者〕土井妙子  

〔期 間〕平成5～7年度（1993～1995年度）  

〔内 容1前年に引き続き，中国大陸の気団が日本へ及  

ぼす影響を知るために，中国大陸内陸部（烏魯木斉，蘭  

州，包頭）の大気中210Pb濃度の測定を継続し．以下の  

ことが分かった。（1）中国大陸のエアロゾル濃度は高  

く，つくば了‡1－の6倍以上である。Lい国ではエネルギー消  

費量の70％以上を石炭に依存している。そのため，エ  

アルゾルには石炭を燃焼することにより生じるフライアッ  

シュが含まれていると考えられる。中国のフライアッシュ  

と石炭の標準物質のヱJ8Pbの比放射能は0．1Bq／g以Fで  

あり，エアロゾル試料の比放射能の平均値2月6Bq／gに  

比べて著し〈小さい。また、ri】国の210Pbの比放射能は、  

研究課題11）土壌中における無機汚染物質の挙動に  

関する研究  

〔担当者〕高松武次郎  

〔期 間〕平成3～7年度（1991、1995年度）  

〔内 容〕代表的な火山性酸性湖の一つである宇曽利湖  

で，湖と流入河川の水質，および堆積物の元素組成に関  

する調査・研究を行った。湖水は酉劉生（pH約3．8）で，  

硫酸イオン（約40ppm）と塩化物イオン（約26ppm）  

をほぼ等量含んでいた（合計で1、557meq川。一方，主  

な陽イオンは，ナトリウム，カリウム．マグネシウム，  

カルシウム，アルミニウム，および鉄であった（合計で  

1．560meq／J）。流入河川水は，火山の影響の程度に応じ  

て強酸性（pHl．9）から中性（pH7．4）まで変化し，こ  

れに伴って河川水中のCl／SO。比も変化した。堆積物  

の元素濃度は，チタンなどの風化され難い元素ヤ重合屈  

を除いて，一般的に低かった。しかし，ヒ素では特異的  

に高く（0．45～2，6％），一部（酸可溶屋の約0．1％）はモ  

ノメチルアルソン酸ヤジメチルアルシン酸などの有機態  

として存布Lた。  

研究課題12）土壌中における微生物の挙動に関する研  

究  

〔担当者〕向井 智  

〔期 間〕平成3、7年度（199トi995年度）  

〔内 容〕オートクレープ処理をLて土着生物を死滅さ  

せた6株類のニヒ壌の和毛管孔隙（平均直往：0．19、3／′m），  

粗毛管孔灘（同ニ3～48／′m）に入るような方法で添加  

したBHC分節蘭の増殖・生残性および，それに及ほす  

施肥来麿の影響を調べた。その結果，（1）いずれの土  
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つくば市の7．52Bq／gと比較して低い。中国ではフライ  

アッシュの付加は，エアロゾルの210Pbの比放射能を低  

下させる方向にあると考えられる。（2）つくば†けでは  

大気中210Pb濃度と降水量の棚関はほとんど見られない  

のに対し，中国大陸では逆村岡の関係にあり，これは日  

本と比べて降水量が椀端に少ないためと考えられる。  

〔発 表〕K24，G－13，g－26  

〔内 容）1993年以阻 大地震が国内で相次いで発生  

している。1995年兵庫県南部地震では 地震断層が地  

表に現ゴtた。それに伴い，液状化による地盤破壊が人工  

烏などで顕著に現れた。また，1990年から続いた雲仙  

岳噴火がおさまりつつあるが，新たに九重山膏つ北海道駒  

ケ店で噴火した。そこで，様々な災害事象によって地盤  

環境にどのような影響が及ぼされていたか，北海道，近  

畿，四臥 九州などで調査を行った。  

〔発 表〕K－29，G－14～16，20、22，24，g－27，29，30  研究課題15）地理情報システム（GIS）を用いた土壌  

分布特性の把握  

〔担当者〕恒川篤史・安岡善女γ  

（り社会環境システム部）  

〔期 間〕平成7～9年度（1995、1997年度）  

〔内 容〕前年酎二引き続き，地理情報の回イヒおよび解  

析のために，パーソナルコンピュータをベースとした小  

規模な地理情報システムを一部開発Lた。環境庁の自然  

環境保全基礎嗣査（緑の国勢調査）によって収集された  

植生調査票をデータベース化Lた。このデータベースと  

国土数値情事射二含まれている土壌，標高，傾斜，地形分  

類，表層地質のデータを用いて，これらの環境要因相互  

の関係を解析した。  

研究課題18）霞ケ浦の環境変化に伴う水質・生物変  

動に関する研究  

〔担当者〕相崎守弘・今井章雄・井上隆信・矢木修身・  

福島武彦＊1・松重一夫■1・稲葉一概◆l  

花里孝幸事1・高村典子＊1・野尻幸宏＊2・  

河合崇欣＊3・岩熊敏夫＊4・春日清一＊1  

い一地域環境研究グループ，  

■2地球環境研究グループ，  

＊3化学環境部，－せ物圏環境部）  

（期 間〕平成5～7年度（1993～1995年度）  

〔内 容〕1976年度より継続している霞ケ浦全域10地  

点での毎月1回の定期調査を行った。調査項目は各種栄  

養塩類，溶存有機物質，藻類硯存鼻，種組成および一次  

生産菜，動物プラ，ンクトン現有是，ベントス現存蓑など  

である。定期調査とは別にペヘレイ，ブラックバスなど  

の帰化魚類の繁殖情況についての調査も行った。水質的  

には溶存有機物濃度が1994年夏以後1ppm程度高くな  

る現象が継続しており，霞ケ浦の水質に新たな変化が生  

じたことが判明した。また，帰化魚調査ではペヘレイが  

霞ケ浦で繁殖している状況が明らかとなった。ペヘレイ  

は南米原産の魚で，日本で自然環境下で繁殖した例は報  

告されていなかった。  

研究課題16）地盤沈下観測システムの開発と観測に  

関する研究  

〔担当者〕陶野郁雄  

〔期 間〕平成3、8年度（199ト1996年度）  

〔内 容〕近年，飛躍的に技術革新がなされているが，  

地盤沈F観測装阻まこの20年間ほとんど進歩しておら  

ず，いまだに1地点の1帯水層につき1つの大がかりな  

観測井が必要になっている。そこで，安価で手軽でしか  

もボーリング孔内でも観測可能な装置を考案し，佐賀県  

有明町に設置Lた。この観測装置をさらに手軽に持ち運  

びできるように一偏簡便化させた。その観潮装欝せ新潟  

県上越市に設超した。現在，新潟県と共l司で経常的な観  

測を続け，データの蓄積をはかり，その観測データを分  

析し，装置の測定精度，長期安定性などの検証を行って  

いる。  

研究課題19）地盤沈下地域の地盤調査  

〔担当者〕陶野郁雄  

〔期 間〕平成2、12年度（1990、2000年度）・  

〔内 容〕著しい地盤沈下地域の地盤構成および地‾ド水  

の実態を把探する目的でボーリング調査を隔年で実施し  

ている。本年度はポーリング調査を実施しておらず．過  

去の調査結果の整理を行った。また，これまでのポーリ  

ングで得られた試料により様々な新たな知見が珪まれた。  

〔発 表〕G－17～19，23，g－28  

研究課題1刀災害が地盤環境に及ぼす影響に関する  

基礎的研究  

〔担当者〕陶野郁雄  

〔期 間〕平成7、9年度（199卜1997年庶）  
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研究課題 20）ラン藻類の鉄ストレスバイオマーカー：  

フラポトキシン（奨励研究）  

〔担当者〕今井章雄 ■  

【期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕本研究は，藻体中のタンパク質，フラポ■ドキ  

シンをラン藻類の鉄ストレス状態を示すバイオマーカー  

として用いることを目指す。フラポドキシンは鉄ストレ  

ス状態においてのみ誘導される。藻体中のブラボドキシ  

ン量を定量することにより，ラン藻類が鉄ストレス状態  

にあるかを直接的に評価できる。本年度は，霞ケ浦優占  

ラン藻類が鉄ストレス状態においてのみフラボドキシン  

を誘導するかをSDS－PAGE電気泳動により確かめた。  

〟icrocッ古土よ8αemg∽OSαは，鉄ストレス状態において分  

子量約3．7万のタンパク質を特異的に蓄積することが明  

らかとなった。しかし，フラポドキシンの分子量は約  

2．2～2．4万であり，このタンパク質がブラボドキシンで  

あるとは考えにくい。Osc主上Jα乙Orよα喝αr（ゴん云よは．鉄無添  

加CB培地で培養した場合に．分子量2．5万に顕著な泳  

動バンドが出現した。このタンパク質はフラポドキシン  

であると示唆された。  

研究課題 21）水田施用農薬の水田内での変化と河川流  

出特性に関する研究（奨励研究）  

サ′〔担当者）井上隆信  

〔期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕流出入を管理したコンクリート製の実験水田  

と実際の水田において，農薬散布後の濃度変化調査を実  

施した。実際の水田においては，水管理の仕方によって  

越流水量が異なることから田面水中の濃度変化に遠いが  

見られた。また，実験水田では，地下浸透も含めて蒸発  

以外に水の流出がないため，日面水の農薬濃度の減少速  

度は小さくなった。本年度の調査と今まで実施した調査  

とを合わせて，水田における農薬濃度変化モデルについ  

て検討を行った。散布直後の農薬の水田内での大気相・  

水桶・土壌相への分配は，Fugacityモデルを用いて求  

めることにした。田面水中での農薬存在量の減少は，分  

解・地下浸透・越流による流出の3つの項を用いて表す  

ことにし，水田内の農薬濃度変化モデル式の構造を決定  

した。越流にまる流出量を水田からの流出負荷量として，  

河川農薬流出モデル式の改良を行った。  

〔発 表〕g－4，10  
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2．2．8 生物圏環境部  

研究課題1）淡水生物群集における食物網と生物間相  

互作用  

〔担当者〕岩熊敏夫  

〔期 間〕平成5、8年度（1993～1996年度）  

〔内 容〕9月にロシア極東のアムール川中下流流域の  

浅い4湖沼で，水質及び底生動物調査を行った。小シヤ  

ルガ湖には腐食物質が流入し，、DOC濃度は22て25mg／J・  

と高かった。またミルカ湖もDOC濃度は14、15mg／g  

であった。他の湖及びアムール川本流では6～11mg／J  

の濃度であった。底生動物はユスリカが優占し，12種  

類が確認された。小シヤルガ湖では現存量が高く，アサ  

ザの繁茂する沿岸帯で8．6g湿重／m2，沖帯底質で4．5g  

湿重／m2であった。優占種は異なり，沿岸帯では  

Gわが0£em如eざpαr加古，沖苛では仇よro几Om昆S gr．  

〆umo5ぴSであった？肉食性のヌマユスリカ亜科からは  

Proc～αdよus a什 cんoJ、eu5が．小シヤルガ湖の沖帯及び  

ミルカ湖で高密度に（670～1560／m2．0．7－1．4g湿重／m2）  

出現していた。これらの地点では．他のユスリカ幼虫の  

密度が低い代わりに貧毛頬の密度及び現存量が高く（560～  

2360／m2，2，0～3．3g湿重／m2），Procぬdよu5がこの貧毛類  

を餌にしている可能性が示唆された。  

研究課題 3）中国の半乾燥地域に生育する植物の生理  

生態機能に関する研究  

〔担当者〕大政謙次て戸部和夫  

〔期 間〕平成7、11年度（1995、1999年度）  

〔内 容〕本研究では，砂漠化による植生破壊の防止や  

砂漠化地域での植生の回復のための基礎的知見を得るた  

めに，中国の乾燥および半乾燥地域に生育している植物  

種の生理生態特性の検討を行ってI〕み。本年度は・去れ艮∫与  
らの植物種のうちの数種類につき，種子発芽におよほす  

温度，水ストレスおよび塩ストレスの影響を調べた。そ  

の結果，塩生土壌に適応した潅木の校校では，種子を水  

と接触後10時間程度で発芽が認められること，10、30  

℃の温度範囲内で種子発芽の温度依存性はないこと，海  

水濃度と同程度の塩濃度のもとでも発芽能力をほとんど  

失わないこと等が明らかとなった。これに対し，草本植  

物の沙米では，きわめて小さい水ストレスや塩ストレス  

によっても発芽が抑制されることが分かった。さらに，  

2種の草本植物の成熟個体を用いて，水ストレスの増大  

に伴うガス交換速度の変化を測定し，耐乾性の評価を行っ  

た。  

研究課題 4）高山域に分布する植物の環境適応性に関  

する研究  

〔担当者〕名取俊樹  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

【内 容〕高山城に分布する植物の環境適応性の特徴を  

明らかにするため，低地域から高山域まで分布するイタ  

ドリを選び．まず最初に生育高度の上昇に伴う形態的変  

異を調べた。そのため，イタドリの葉形変異を数量化す  

る手法を開発した。その方法を用いて，生育高度の上昇  

に伴いイタドリ葉が円形化かつ小型化することを数量化  

した。現在，高山域で認められるイ、タドリ葉の円形化七  

′ト型化の適応的意義を比較している。   

次に，生理生態的変異として，光合成のCO2依存性，  

活性酸素に対する光合成の抵抗性．光呼吸速度を比較し，  

現在検討中である。  

研究課題 2）植物の生理生態機能の画像診断法に関す  

る研究  

〔担当者〕大政謙次・戸部和夫  

【期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔内 容〕樹木機能の日変化や季節変化などを考慮した  

葉温画像による診断法を確立する目的で，季節や時刻，  

環境などが異なる条件でハクモクレンとカエデの菓温画  

像と可視画像を計測した。可視画像の変化から，樹木に  

あたる光量子密度の均一さを推定し，ほぼ均一な可視画‥  

像を示すハクモクレンとカエデの葉温画像を比較したと  

ころ，、7月初旬から10月中旬までは，時刻や季節，光  

量子数などの違いにかかわらず，ハクモクレンの方が葉  

温が低く，蒸散能力が高かったが，10月中旬以降は逆  

転した。これは．紅葉が始まる時期と一致していた。ま  

た．ポロメータで測定－した気孔コンダクタンスとの比較  

により，棄の表面に夜露がつく．秋口以降の早朝せ除い  

て，晴天，曇天にかかわらず可視画像と薬温画像の併用  

により，蒸散能力の診断が可能であることが分かった。  

（発 表〕H－6，13，h－10  

研究課題 5）温帯林野生植物の環境反応性に関する研  

究  

〔担当者〕清水英幸  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔内 容〕地球環境変動の自然生態系への影響が懸念さ  
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れているが，蘇苔類等の体制の単純な植物は種々の環境  

要因の影響を受けやすく，環境評価の植物指標として有  

用である。本研究では，奥日光地域の野生植物の生理生  

態的特性と環境要因との関係を明らかにするために，野  

外調査や実験的な解析を行う。奥日光の森林地域数カ所  

の倒木上の植生と倒木の腐朽度との関係を，ピロジン法  

によって検討した。本調査ではかなり′〈ラッキが大きかっ  

たが，全体的には腐朽度が進んでいない倒木では植生が  

貧弱であり，腐朽度の進行と倒木上の植生には相関が認  

められた。腐朽度が進んだ倒木上には，本地域の倒木植  

生の極相と思われるツポゴケ（PわgよomJtよじm蝕叩∠一  

由仁um）が生育していた。また一一本の倒木でも，植生の  

発達した部分では，そうでない部分より腐朽度が進んで  

いることが判明した。  

〔発 表〕fl－9，10，h－15  

多系統であることが判明した。さらにペドガミーを行う  

新種仇わrogo几よumc叩∠JJα£umの発私GrαSieJ′αemer  

50几よよという新組み合わせの提唱及びC旭ro即氾m  

mefαmOJpん〟mが2穐に区別されることを明らかにした。  

また，水の華を形成するシアノバクテリア．〟ゴcro草∫とょ5  

αerUgよ花OSαf．αe／▲ugi几OSαは凍害防御物質として3％  

DMSOを使い，二段階凍結法で196℃に凍結すること  

により50％以⊥の生存率で長期間保存できることを明  

らかにした。  

〔発 表〕H－15～隠20～22，h－26，30，   

研究課題 8）緊急に保護を必要とする車軸藻類の分布  

と培養の研究  

〔担当者〕膿逓 信  

〔期 間〕平成6～10年度（1994～1998年度）  

〔内 容〕現在まで，関東甲信越・北陸地方の20湖沼   

と北海道大沼の合計21湖沼における車軸藻類の分布の   

状況を調査を完了した。これらの湖沼には1963年には   

22種類の二車軸藻が生息していたが，今回の調査では4   

種類を確認しただけである。16湖i昌で単軸藻類が全滅   

Lており，残り5湖沼でもわずか2，3種類の車軸藻し   

か存在せず，全体として単軸藻類は湖沼では種数，個体   

数を激減させていることがさらに顕著となった。現時点   

で日本で絶滅したと推定できる種類はホシツリモ，ハコ   

ネシヤジクモ，キザキフラスコモ，チエウゼンジフラス   

コモの4種類であり，またホシツリモを除〈3種は日本   

国有税であることから，地球上より絶滅したと判断でき   

る。絶滅したと思われたイノカシラフラスコモは千葉県   

の池に生息していることが判明し，培養にも成功してい   

る。また，培養ホシツリモの野尻湖への移植実験を行っ   

た結果，80cmまで生育している個体を確認することが   

できた。  

〔発 表〕H－19，h－11，28  

研究課題 6）樹木による大気汚染物質吸収能に関する  

研究  

〔担当者〕戸部和夫・大政謙次・近藤隆之＊1  

（り富山県環境科学センター）‾  

〔期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕樹木による大気中のフォルムアルデヒドの除  

去能力を検討するため，前年度開発した実験装置を用い  

て，各種環境条件のもとでの樹木のフォルムアルデヒド  

吸収速度の測定を行った。その結果，樹木は，フォルム  

アルデヒドに対し顕著な吸収能をもち，環境中の濃度に  

ほぼ比例した吸収速度を示すことが明らかとなった。ま  

た，樹木によるフォルムアルデヒドl吸収速度は，光強度  

の増加とともに増大し．蒸散適度とほぼ比例関係を示す  

ことが明らかとなり，樹木によるフォルムアルデヒドの  

吸収は気孔を介して行なわれていることが推測さオtた。  

〔発 表〕H－4，5，7  

研究課題 7）微生物の多様性に関する研究  

〔担当者〕渡通 信・広木幹也  

〔期 間）平成6～10年度（1994、1998年度）  

〔内 容）7年度の研究では，水界生態系で重要な役割  

を果たしている微細藻類の樵レベルでの多様性の形態学  

的・分子系統学な解析が推進された。緑藻類オオヒゲマ  

ワリ目に属する20種の系統関係について，rbcL遺伝子  

の塩基配列データによる系統解析の結果，ゴニウム科，  

テトラベナ科は単系統群であるが．オオヒゲマワリ科は  

研究課題 9）宮栄養湖沼における藻類毒の挙動に閲す  

研究  

〔担当者〕渡通 信・広木幹也・安野正之＊1・  

彼谷邦光半2・佐野友春◆2・稲森悠平－3  

（●1地球環境研究グループ，●2化学環境部，  

●3地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成7～11年度（1995【－1999年度）  

〔内 容〕有毒アオコを捕食する混合栄養型黄金色藻類  
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Poとerよ00CんromoJlαS m（ヱ溝αme715Zsによるアオコ細胞の  

摂食は，高速ビデオを使って観察した結果．ベン毛先端  

部でのアオコ紺胞の捕獲一・長ベン毛の収縮運動による捕  

獲細胞の鞭毛基部への運搬→両ベン毛による細胞の挟み  

込み－・feeding cupによる取り込み→食胞での消化とい  

う過程で行われていることが判明した。消化された有毒  

アオコ細胞内の毒素，ミクロシステンは食胞内に溶出し  

た後．蓄積あるいは分解することなく，細胞外へ故山さ  

れることが実験的に明らかとなった。湖水中にもミクロ  

シスナンが存在するが，多くの場合はバクテリアによる  

アオコ細胞の分解によりミクロシステンが溶出するもの  

と考えられていたが，今回の結果は混合栄養黄金色藻敷  

の柵食過程によってもミクロシスチンが湖沼水に溶出す  

ることが示唆された。  

〔発 表〕H－23，a－149，h－20，27，29  

しているところである。  

研究課題12）河川及びその集水域の周辺環境と底生動  

物に関する研究  

〔担当者〕佐竹 潔・多田 満  

〔期 間〕平成7、9年度（1995～1997∵年度）  

〔内 容〕河川における底生動物群集は様々な形でそれ  

を取り巻いている周辺環境に依存していると考えられて  

いる。特に，河川の源流域では陸上生態系からの落葉薄  

・枝の移入が重要であることが知られている。本年度は，  

底生動物群集とその耽り巻く環境との関係について明ら  

かにする目的で，奥日光外山沢及びその周辺の山地渓1先  

において調査を行った。そこでは，夏場の渇水期などに  

コカクツソトピケラやコカゲロウ類など種々の底生動物  

が乾燥死しているのが観察され．河川の水位変動や地形  

的■要因による伏流が底生動物群集の季節的な変動を解析  

する⊥で重安な要因であり，今後の検討課題となること  

が分かった。  

研究課題10）土壌有機物分解についての酵素学的測定  

手法に関する研究  

〔担当者〕広木幹也・渡違 信  

〔期 間〕平成5、8年度（1993～1996年度）  

〔内 容）二f二嬢酵素の酵素学的特性を明らかにするため  

に，p†13～7の様衡液中で土壌（落葉広葉樹林A層，  

pH4．9）のセルロース活性を測定した。その結果，pH6  

及び7の条件下では供試土壌のセルラーゼ†かl生は  

0．08mmol／kg／hであったのに対し，叶i5では0．05、  

0．08mmoレ′kg／h，pH4及び3では0．02Illll101／kg／h以下  

であった。すなわち，酸性条件ではセルラーゼ清性は低  

下し，土壌セルラーゼの至適pHは土壌のpHより高かっ  

た。  

〔発 表〕H－14，h－23～25  

研究課題13）環境ストレスが移行帯植物群諸に及ぼす  

影響に関する基礎研究  

〔担当者〕野原精一  

〔期 間〕平成5～8年度（1993～1996年度）  

〔内 容〕1995年9月に尾瀬i削二侵入した強化植物コ  

カナダモ等の動態調査を行った。以前に生育していた絶  

滅危惧種のシヤジクモ類は今回確認できなかった。水深  

1mから6mまで底・質はコカナダモに被われ，水深2  

m付近にはヒロハノエビモが点在していた。その他在  

来種の最大水深（m）はセンニンモ（7．2nl），ジュンサ  

イ（1．7m），オヒルムシロ（1．7m），ヒツジグサ（l，9rn），  

ミズトクサ（1．2m）であった。調査開始の1987年以来  

コカナダモの分布域は変化していなかった。岸から  

280111の地点でコカナダモの最大革高250cmであったが，  

他は140cm以下で′トさく，水沫2mの地点で辛苦50cm  

程度の貧弱な群落であった。1995年のコカナダモの現  

存量は1．0、279g事と薫／打）2，平均で90g乾重／m2と推定  

された。コカナダモ群落近傍でのクロロフィルα量は  

1l．0～12．8／噌／J，湖心で10．7、14．3／∠g／J，湖心の透明度  

は2．4mで前年以前と比べ悪化しており，尾漸沼の富栄  

養化が危惧された。  

〔発 表〕トト14，h2】，25  

研究課窺11）河川生態系における一次生産に関する基  

礎的研究  

〔担当者〕佐竹 湖・岩熊敏夫  

〔期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕河川姓態系の基礎となる一一次壁庄の特性を明  

らかにするド用勺で，河川での付着溌類の一一次壬ヒ産の推定  

法を比較し．三1二凍特性等の基礎的な知見を整理している。  

河川のモデル系における連続モニタリングにより得られ  

た程時データを解析し，炭素収支法による物質収支，酸  

素収支法による物馴丈支，光合成と光条件の関係等につ  

いて，従来の文献調査から得られた値などと，比較検討  
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研究課題14）河川底生動物群集における食物網の多様  

性と生物間相互作用  

〔担当者〕多田 滴  

〔期 間〕平成6～8年度（1994～1996年度）  

〔内 容〕奥日光外山沢川の上流，中流，下流の3地点  

において底生動物の定性採集をD型フレームネットを用  

いて行った。底生の食物網の中で上位に位置するトゲマ  

ダラカゲロウ属幼虫は夏期を除いて個体数で優占（下流  

では春から初夏にかけて現存量でも優占）した。生物種  

間の関係を調べるためにその消化管内容物を顕微鏡下で′  

観察すると．まわりのれきに付着するケイ藻類とデトリ  

タスで占められていた。また，さらに上位に位置する捕  

食者であるオオアミメカワゲラなどの大型のカワゲラ類  

は秋から冬にかけて成熟個体が採集されたが，消化管内  

容物には上記のトゲマダラカゲロウ属幼虫はみられなかっ  

た。トゲマダラカグロウが優占する理由の一つにその捕  

食者である大型カワゲラ類の餌になりにくいことが考え  

られた。これはトゲマダラカゲロウがその頭部と前肢に  

刺状の突起物をもっていることがその要因であると推定  

された。  

〔発 表〕h－18，19  

ミ杵は水中からも採集された。キポシチビコップゲンゴ  

ロウは，ほぼ底質のみから採集された。  

研究課題16）環境指標生物としてのホタルの現況とそ  

の保全に関する研究  

〔担当者〕宮下 衛  

〔期 間）平成4～7年度（1992－1995年度）  

〔内 容）ゲンジボタルが生息するような自然の生′態系  

を壊さずに渓流の砂防工事を行うための事前の環境評価  

法ならびに自然環境保全型の工法の開発は急務である。  

その前提として，自然の渓流の河床構造と底生動物の関  

係を知る必要がある。筑波山麓を流れる又次沢，中沢，  

大沢の3渓流において，平軌l札水辺植物のある水際  

の底生動物の分布を調べた。その結果，平瀬でしか採集  

されないトンボやカゲロウの幼虫，また，淵では採集さ  

れないカワゲラの幼虫などがいることが分かった。これ  

らの生き物を環境指標種として利用することで，工事中・  

後の環境影響評価および工法の評価ができると考えられ  

る。  

研究課畏17）植物の新しい活性酸素毒性防御遺伝子の  

クローニンクとその発現機構の解明  

〔担当者〕田中 浄・久保明弘・青野光子  

〔期 間〕平成5～9年蔭（1993、1997年家）  

〔内 容〕本研究は，環境ストレス耐性と密接に関連す  

ることが知られている活性酸素解毒にかかわる新規の遺  

伝子の単経と．その発現機構の解明を目的とする。本年  

度得られた主な成果は次のとおりである。（1）前年度  

単離したマンガンカタラーゼ遺伝子の塩基配列を調べた  

結果，マンガンカタラーゼの一次構造が初めて明らかに  

なった。このカタラーゼの一次構造は，普通のカタラー  

ゼとは類似していなかった。（2）形質転換タバコの交  

配により，グルタチオンレダクターゼとスーパーオキシ  

ドジスムターゼの両方の活性がサイトゾルで高〈なった  

タバコを作出した。そのタバコの葉は，片方の酵素活性  

のみ高い親のタバコに比べて，活性酸素を生成する除草  

剤のパラコートに対する耐性が高かった。  

〔発 表〕H－1，8，11～13，h－1～4，12～14  

研究課題15）湖沼沿岸帯に生息する底生生物の生息環  

境に関する研究  

〔担当者〕上野隆平・高村典子－1  

（－1地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔内 容〕研究所内にある生態園実験他の水革帯におい  

て各無脊椎動物の生息場所の選好性を調べるために，水  

草の付着物・水中・底質の採集を行い，約0．3mmのふ  

るいに残ったものについて同定した。採集した35タク  

サのうち，個体数が多かったのは9タクサだった。コマ  

ツモムシ属・ミズムシ属は付着物・底質からは全く採集  

されなかったことから．これらは完全な遊泳生活者で底  

生動物との関連は小さいものと思われた。残り7タクサ  

はすべて底質から採集されたが，ユスリカ科と貧毛綱は  

付着物および水中からも採集された。アメリカザリガニ・  

不均廻亜目のイトトンポ・フタバカゲロウ・マルハナノ  
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（2）研究，モニタリングの世界的進行状況を分析的に  

把握する。  

（3）与えられた業務遂行のための基本方針を検討する。  

（4）地球環境の現状や政策効果を評価するシステムを  

模索する。  

2．2．9 地球環境研究センター  

研究課題1）地球環境研究のあり方に関する基礎的研  

究  

上＝【担当者〕上西岡秀三・ヰ島奥基．・大坪囲順・・藤沼康実・  

宮崎忠国・神沢 博  

〔期 間〕平成3～8年度（199ト1996年度）  

〔内 容〕地球環境研究センターは，地球環境問題解決  

に対してモニタリング，研究支援，総合化研究の面から  

貢献するべく使命づけられているが，これらの業務を全  

体的に整合させて方向づけを行うため，常時，地球環境  

問題の構造を解明し，研究の状況を把握する必要がある。   

このような，いわば地球環境研究に関するリサーチ・  

オン・リサーチを行った。   

具体的には次のことを検討した。  

（1）問題が生じる構造を文献，研究者の交流集会出席  

等により明らかにする。  

（4）に関しては，オランダ公衆衛生環境保全研究所  

（RIVM）や国連環境計画（UNEP）との協力体制を作  

り，アジア太平洋地域を対象として，平成8年度から地  

球環境研究総合推進費の中で「地球環境予測のための情  

報のあり方に関する研究」を立ち上げた。また，推進費  

の中で平成7年度から新設された「地球環境変化の人間  

的側面」分野で推進すべき研究テーマについて報告書を  

まとめた。  

〔発 表〕ト2～6，9～11，15，i－1，8～14  
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2．3 地球環境研究総合推進費よる研究  

2．3．1オゾン層の破壊に関する研究  

〔研究担当〕  

地球環境研究グループ：安野正之・中根英昭・秋吉英治・  

値モデルによる研究，データ解析研究を，（3）におい  

ては，Al〕EOS衛星搭載センサーIL八Sデータからエア  

ロゾル粒径分布や柾類を導出する手法の研究，衛星搭載  

リフレクターを用いたオゾン及びオゾン層破壊関連物質  

の鰍則を担当している。（2）においては，ハロン代替  

物質等の環境影響の実験的評価を主に担当している。  

（4）においては，皮膚癌発症の素過程の実験的研究，  

白内障発症に関する実験的研究と疫学的研究を担当して  

いる。（5）では，柵桝二おける紫外線障害の修復機構  

tこ関する実験的研究を主に担当している。  

笹野泰弘・横田達也・鈴木 睦  

化 学 環 境 部二安慌昭夫・彼谷邦光・白石不二祉  

環 境 健 康 部：遠山千春・藤巻秀和・青木康展、  

佐藤雅彦・′ト野雅司・本田 靖  

大気 圏 環境部：鷺田仲明・井上 元・花崎秀史  

今村隆史・猪俣 敏・奥’i貨車夫・  

古林 仁・杉本伸夫・松井一郎・  

生 物 圏 環境 部：大政謙次・清水英幸  

地域環境研究グループ：近藤矩朗・佐治 光・中嶋信美  

松本幸雄  

地球環境研究センター：神沢 博  

客貞研究月 26名  

下線は研究代表者を示す  

〔研究成果〕  

（1）オゾン層変動の総合的観測及び解析に関する研究   

レーザーレーダーによる下部成層圏オゾンの高精度観  

潮のために，前年までの華波長の近接した二波長を用い  

る手法に加え，成層圏の窒素のラマン散乱を用いてエア  

ロゾルの影響を除去する手法を試験した結果，高度  

20kmまでの下部成層圏において十分有効であることを  

実証Lた。ミリ波によるClO及びオゾン測完手法の開  

発においては，200GHz苛超伝導ミクサを使用した受信  

器において良好な雑音特性が得られたほか，オゾン用分  

光計の高帯域化，新規に導入されたミリ波オゾン分光デー  

タの解析を行った。   

成層圏オゾン及びエアロゾルの動態に関しては，北海  

道及びつくばを中心に，国車研究機閑と大学の協力によっ  

て冬季集中観測を実施した。本研究所では観測計画の策  

定，北海道のオゾンゾンデ観測を担当L，を中心に多〈  

の良好なデータを得た。   

エアロゾルがオゾン層破填反応に及ぼす影響に関して  

は、エアロゾル生成に関連するHSラジカルの反応，Cl  

系及びBr系のラジカルーラジカル反応について反応速  

度，反応機構葦せ取らかにLた。さらに，一次元モデル  

を川いて，硫酸エアロゾルがオゾン層破壊に及ぼす影琴乳  

成層圏の気温及び光化学反応のフィードバック機構に及  

ぼす影響を明らかにした。   

オゾン層変動の解析における研究においては，極渦の  

動態の解析手法を高度化したほか，1995年のヤクーツ  

クにおけるオゾン及びエアロゾルの気球鰍測デ←夕から  

俸渦内舛の相互作用に関連するエアロゾルとオゾンの変   

（研究概要〕北半球中高緯度においでは，1980年代後  

半からオゾン減少傾向が顕著になってきたが，1992年，  

1993年，1995年，1996年の冬季に，これまでの減少ト  

レンドを越える大きなオゾン全量の低下が観測された。  

また，南極においてもオゾンホールが拡大するなど，ほ  

ぼ全球的にオゾン層破壊が深刻化Lている。本研究では，  

オゾン層破壊の実態とその機構を把超するための研究，  

オゾン層破壊の影響に関する研究，オゾン層保護対策の  

ための研究を通して，オゾイ層のより早期の酎夏に必要  

な，観測・監視，モデル予測，紫外線影響計帆 オゾン  

層保護対策の強化に必要な科学的知見を得ることを目的  

とLている。オゾン層破壊の実態把握，機構解明，観測・  

監視のための研究は，（1）オゾン層変動の総合的観測  

及び解析に関する研究，及び（3）オゾン層破壊関連大  

気微量物質の宿屋利用遠隔計測に関する研究によって行  

われている。オゾン層破壊によって増大する有害紫外線  

の影響評価については，（4）紫外線の増加が人の健康  

に及ぼす影響に関する研究，（5）紫外線の増加が植物  

等に及ぼす影響に関する研究が行われている。オゾン層  

保護対策については，（2）オゾン層保護対策技術の開  

発と評価に関する研究によって行われている。本研究所  

では，（1）においては，観測手法の開発，実験及び数  
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は非′削こ分解しやすかった。熱分解で生成する有機成分  

についてはガスクロマトグラフでみる限り，榛類も少な  

く，生成量も少量であった。有機生成物のうちで同定で  

きたもの，あるいは構造を推定できたものは半数以下で  

あった。フッ素原子についての物質収支からみると，フッ  

繋原子の大半は無機化していると考えられ．有機物に結  

合したフッ素原子はわずかであった。臭素原子を含む化  

合物（2種類）でも生成物のほとんどに臭素原子が含ま  

れておらず，ヨウ素原子を含む化合物（1種類）ではヨ  

ウ素のほとんどが元素状ヨウ素として回収された。無機  

化したフッ素原子はフツ化水素として検出された。また，  

フッ素系アミン類の熱分解ではフッ化水素とともに高濃  

度の窒素酸化物も生成した。フツ化水乳 窒素酸化物は  

強い急性希性を有する物質である。   

開発したハロン代替物質等の寿命を評価するために，  

レーザー誘起蛍光法により，OHラジカルとの反応の速  

度定数を求めた。また，代替フロンの対流圏寿命をフィー  

ルド観測によって推定する可能性について検討した。  

〔発 表〕d－16，37  

動機構を明らかにした。  

〔発 表〕K－122，A－35～37，F－1，柑，20、22，aノ1～4，  

57、69，f2～7，21、24，31，40，43，56，62、63  

（2）オゾン層保護対策技術の開発と評価に関する研究   

ハロン関連化合物の毒性を培養細胞を使って迅速，簡  

便に行うスクリーニング法を開発し，特定ハロン及びハ  

ロン代替物質の細胞毒性と遺伝毒性を調べた。その結果，  

特売ハ占ンのうち，Hal。。1301には弱い遺伝毒憎が認  

められた。米国で市販されているハロン代替品の 2H－  

Heptafluoropropane（商品名：FM200）は 5％以下で  

は細胞毒性も遺伝毒性も示さず，8％レベルで弱い細胞  

毒性とわずかながら遺伝毒性が認められた。Halon  

13001（商品名；TRlODIDE）には細胞毒性が認められ  

たものの，遺伝毒性はなかった。名古屋工業研究所が合  

成したハロン代替候補化合物のうち，Perfluorotriethyl  

amine，N．N－Bis（trトfluoromethyl）－2H－tetrafluoroe  

thylamine，N，N－Bis（trifluoromethyl）－2－bromotetra－  

fluoroethylamineの3種類はいずれも 5％以下の実験  

濃度では細胞毒性，遺伝毒性ともに示さなかった。しか  

しながら，Perfluorodlmethylvinylamineは5％濃度で  

比較的強い細胞毒性を示し，弱いながら遺伝毒性も認め  

られた。ハロン関連化合物の熱分解生成物のうち，5％  

濃度の2H－Heptafluoropropaneを熱分解して得られた  

ガス状生成物では細胞毒性も遺伝毒性も検出されなかっ  

た。－・九2・5％濃度のPerfluorotriethylamineを難  

解して得られたガス状生成物では強い細胞毒性を示した  

が．遺伝毒性は認められなかった。   

特定ハロン1種類，ハロン代替物質とLては市販品2  

棟軌試験的合成株品．（フッ素系アミン類）5種類につ  

いての熱分解挙動を調べた結果，有機化学的に予想され  

る結果とほぼ一致した結論が待らゴtた。フッ素という電  

子親和力の強い原子を多く分子内に持っているために，  

アミン化合物の窒素原子の非共有電子対が安完化され，  

通常のアミン類が有する反応性がフッ素系アミン類では  

ほとんど見られなくなっている。そのため，フッ素系ア  

ミン類はあたかも窒素原子を含まないフッ素系炭化水嚢  

（例えばHFP）と同じような挙動を示Lた。フッ素以外  

の含有ハロゲン原子を含んだ化合物の熱安定性（熱分解  

開始温度）を比べてみると，Halon13001（ヨウ素含有），  

PFDMBEA（臭素含有），ナIalon1301（異音…含有）の順  

に熱分解しやすかった。二乗結合を含むフツ繋系アミン  

（3）オゾン層破壊関連大気微量物質の衛星利用遠隔計  

測に関する研究   

太陽掩畝法によるエアロゾル／棟成層閏雲の高精度導  

出手法の開発を行い．AT）EOS衛星搭戟大気センサー  

TLASデータの解析に適用する。このため，成層圏エア  

ロゾル／極成層圏票の微物理特性∵光学特性に関する実  

験データなどを文献等から収集し，モデル化を行った。  

これにより，吸収特性の波長依存性に基づいて，硫酸エ  

アロゾル，水，構成層闇雲の識別が可能なこと，また一  

部の極成層圏雲については種類の識別が可能なことを示  

した。さらにこれに基づき，衛星搭戦太陽掩蔽法センサー  

であるILASから得られる，赤外波長域の限られたチャ  

ンネル数（4チャンネル）のデータから，粒子棟類の識  

別と粒径分布の推定のためのアルゴリズム（方法1）を  

検討した。   

衛星搭載1jフレクタを用いてオゾンおよびオゾン破壊  

関連分子の観測を行い，観測手法の検証を行うとともに，  

濃度の経年変化を明らかにする。このため．事前準備と  

して，レーザー送受信システムの調整，地上ターゲット，  

星及び既存衛星等を用いたレーザー光の照射実験を行い，  

観測システムの調整を行った。  

〔発 表〕K－8，A－1ト14，16～17，20，22、23，上1－10，Ⅰ－1，  
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いキュウリにUV－Bを照射した時に第一本葉が受ける  

影響を比較した。肥料添加を行うと肥料を与えない場合  

と比べて第一本葉の成長は促進されたが，UV－B照射に  

‾ようて成長が顕著に低下した占′ニエ方∵肥料を与えない場  

合にはUV－B照射によってほとんど成長は阻害されな  

かった。また，肥料の成分である窒素，リン，カリウム  

をそれぞれ添加し，UV－B照射が第1本葉の成長に及ぼ  

す影響を調べた。どの成分も成長を促進し，UV－B照射  

による成長阻害の程度を増大させたが，特に窒素の場合  

に影響が大きく現れた。   

UV－B照射により第一本葉の光合成活性が低下Lた。  

したがって，第一本葉の乾物成長低下は光合成活性の低  

下によるものと考えられる。また，活性酸素の解毒酵素  

の一つであるアスコルビン酸ペルオキシダーゼの活性が  

UV－B照射により増加した。したがって，UV－B照射を  

受けた第一本葉で活性酸素が発生している可能性があり，  

光合成活性の低下に活性酸素が関与していると思われる。   

サイトカイニンの一種であるベンジルアデニン（BA）  

処理により第一本葉の成長は促進された。BAの効果は  

肥料を与えたキュウリ第一本葉で将に顕著であったが，  

UV－B照射したものでは成長促進が見られなかった。こ  

の結果は，UV－B照射により■第一本葉のサイトカイニン  

に対する感受性が低下したことを示唆している。また，  

各処理区第→本葉のエタノール抽出物中の成長促進活性  

を測定したところ，肥料添加のみを行った処理区の抽出  

物の成長促進活性が特異的に高いことが明らかとなった。  

したがって，肥料添加により成長促進物質が増加し，  

UV－B・照射によりそれらが分解あるいは酸化した可能性  

がある。これらの結果より，肥札添加．を行ってUV－B  

照射したときの第一本葉の成長低下は，サイトカイニン  

などの植物ホルモンに対する感受性の低下や，ホルモン  

活性の低下によって引き起こ．されたと考えられる。  

a－15～17，20，f－30～37，42，44～45，i－2－3，5～7  

（4）紫外線の増加が人の健康に及ぼす影響に関する研  
・ －究 ∴1ごて1   

紫外線暴露と白内障発症に関する疫学的研究に関し  

ては，1）国内の異なる地域の同一職種の戸外労働者  

（ゴルフ場キャディー）を対象に，1年間の紫外線暴露  

量調査を実施した。紫外線暴露量は，紫外線照射量に対  

応した季節変動と，明瞭な地域差（那覇＞つくば＞能登，  

札幌）が観察された。さらに，紫外線照射量と戸外活動  

時間から紫外線暴露量の推定を試みた。次に，2）国内  

の3地域で住民を対象に白内障を中心とする眼科検診を  

実施し，白内障の病型と地域における紫外線照射量，戸  

外活動時間等から推定した紫外線暴露量との関係につい  

て検討し，いくつかの知見を得た。水晶体を構成するタ  

ンパクであるクリスタリン等の構造変化についてもラッ  

トから摘出した水晶体を用いて実験的検討を行った。   

紫外線の増加による皮膚癌発症のリスクを評価するた  

めに，モニター遺伝子を遺伝子導入した繊維芽細胞を用  

いて遺伝子変異発生の紫外線の波長領域による遠いを調  

べた。同時に，即時過敏反応や寄生虫感染防御に重要な  

役割を果たしている肥満細胞増殖反応の波長領域による  

遠いを調べた。また，リンパ球などの免疫担当細胞から  

産生される細胞間情報伝達物質，IL－4の産生量の変動  

を介したUV－Bの影響を検討し，よ几Uiuo照射による抗  

原特異的IgE産生の抑制を観察した。紫外線による酸化  

的ストレスに対するメタロチオネイン，グルタチオンの  

影響をマウスを用いて検討した。  

〔発 表〕E－4，28，e－12～19  

（5）紫外線の増加が植物等に及ぼす影響に関する研究   

UV－Bによる植物の成長阻害のメカニズムを明らかに  

することを目的として∴肥料を与えたキュウリと与えな  
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2．3．2 地球の温暖化現象解明に関する研究  

（研究担当〕  

地球環境研究グループニ安野正之・野尻幸宏・竹中明夫・  

向井人史・町田敏暢  

社会環境システム部：田村正行  

化 学 環 境 部：横内陽子・田中 敦  

大気 圏 環境 部：鷺田仲明・井上 元・鵜野伊津志・  

解明する研究を行った。   

気候変動がもたらすフィードバックによる温室効果気  

体循環の変動予測を行う研究が（3）の「シベリア凍土  

地帯における温暖化フィードバックの評価に関する研究」  

であり．その手法は．重要な地域でのプロセス研究であ  

る。シベリア地域で，自然湿地．凍土地帯からのメタン  

発生量，タイガの森林の炭素貯留量，陸上植生の自然変  

ノ∴㌻・うと本茂記ご‘∴高教∴縁‘て・了花崎秀史亨▲二▲・∴こユニ動な・どの調査観漸と：∴物箕輪送ヰデ〃ング∴リ．モ．－■トセ  

ンシングの手法を用いた，気候変動に対するシベリア地  

域の応答を予測する研究を進めた。  

．沼口 数・菅田誠治・今村隆史・  

猪俣 敏・奥質草夫・古林 仁  

遠嶋康徳・高橋善幸  

生物 圏 環境 部二渡過 信・広木幹也  

客員研究員 28名．共同研究員10名  

下線は研究代表者を示す  

〔研究成果）  

（1）地球温暖化に係わる二酸化炭素・炭素循環に関す  

る研究   

本研究課題では2つのサブテーマ「温帯域における土  

壌圏微生物群集をめぐる炭素循環の定量的解析」と「同  

位体比による二酸化炭素の大気・海洋・生物圏間の交換  

に関する研究」を実施した。   

土壌微生物研究サブテーマでは，次の成果を得た。落  

葉広葉樹林におけるりクーの供給量と分解速度，土壌呼  

吸量に影響を及ぼす要因および分解過程における微生物  

バイオマスの変化などを明らかにすることを目的とし，  

福島県南会津郡南郷村のコナラ林内に設定した調査区内  

の5地点で．りターフオール，分解率，土壌呼吸量およ  

び微生物数などの季節変化を測定した。調査地で，りター  

フオール（485g／m2／y）による炭素の供給量は約223g／  

m2／yであった。りターバック中のりクーは，6月から  

11月の間（166日間）に乾燥重量で31％減少した。りター  

バックからの二酸化炭素発生速度は，分解が進むに連れ  

て低下する傾向にあり（0日，64mgC／kg／h．96日，  

46mgC／kg／b，142日，27mgC／kg／h），分解に伴う質的  

・変化によりリ・ターの分解速度が低下したものと思われた㌻  

採取した土壌を室内で培養（23℃）した時の呼吸速度は，  

土壌中の炭素当り及びバイオマス炭素量当たりの呼吸量  

ともに，りタ一層，AO乳 A層の順に減少した（炭素  

当たりそれぞれ151．9，56．1，18．5mgC／kgC／h．バイオ  

マス炭素当たりそれぞれ6838，2059，1075mgC／kgC／h）。  

調査地での土壌及びりターの堆積量とこれらを培養した  

時の土壌呼吸量から土壌各層位の土壌呼吸量を見積もる  

と，りタ一層からは40、75mgC／m2／hr，AO層からは  

19、37mgC／m2／hr，10cmまでの表層土、（A層）からは  

54mgC／ml／hr以下の二酸化炭素が放出されていると推  

〔研究概要〕地球の温暖化．あるいは．人間活動による  

気候変動が，人間活動に起因する温室効果気体の放出量   

の増加によって引き起こされることが予測されている。  

温暖化によると，地表気温上昇のみならず，降水量変動，   

海氷，陸水の減少，海面上昇，生悪系の破壊などの現象   

が，同時に引き起こされる可能性を含む。温暖化現象解   

明分野の研究は，温室効果気体の発生と消失過程，大気   

成分変化がもたらす気候変動の予測，気候変動がもたら   

すフィードバックによる温室効果気体循環の変動予測な   

どをカバーし，温暖化影響・対策研究に科学的知見を与   

えることを目的とする。研究手法として，グローバルス   

ケールの観測・モデル化を行う手法，地球環境にとって  

重要な地域でのプロセス研究を行う手法がある。   

温室効果気体の発生と消滅過程を扱う研究が（1）の  

「地球温暖化に係わる二酸化炭素・炭素循環に関する研  

究」と（2）の「地球温暖化に係わる対流圏大気化学の  

．．研究」である。っ．（1．）は，一最大の温室効果を示す気体で・   

ある二酸化炭素の地球上での循環を解明する課題である。   

本研究所は，陸域における炭素循環と微生物の関わり，  

同位体比による炭素循環解析，のサブテーマを担当した。  

（2）では，温室効果気体であるメタンやオゾンなどの  

大気中濃度を制御している因子である対流圏の化学反応   

を解明する研贋を行った。   

大気成分がもたらす気候変動の予測を行う研究が課題  

（4）の「気候モデルによる気候変動評価に関する研究」   

でり，その手法は，グローバルスケールのモデル化であ   

る。精密な気候モデルの開発と気候システムの諸過程を  
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定され りダー層からの発生量が多かった。夏季（6月  

および9月）は，調査を行った5地点の間で，水分含量  

と土壌呼吸量の間に負の相関関係（5％有意）が認めら  

れ，9月の方が6月よりも呼吸蚤が高かった。しかし，  

A層の細菌数は6月の方が9月より高〈，また，糸状菌  

菌糸長と水分量との間には正の和開閉係（1％有意）が  

認められた。水分含最の増加は微生物量を増加させるも  

のの，単位バイオマス当たりの活性を抑制していると思  

われた。   

同位体比サブすテーノマでは次の成果を得た。海洋と大気  

の二酸化炭素の交換について，炭素同位体比の観点から  

検討を行うべく，太平洋上の航路を大気サンプリングコー  

スとして設定し■，定期的な試料の採取を行った。この航  

路は．日本一オーストラリアのコンテナ貨物船と日本一  

カナダ間の材木運搬鶴の航路であり，これによって太平  

洋上の広範囲の緯度の大気試料が採取された。それぞれ  

の船舶にはステンレス製（3．3Z）ボトルを用いたサンプ  

リング装置を乗せ，時間毎あるいは緯度毎に，洋上大気  

が才采取される。   

採取試料を処理するためのラインを製作し，同時に炭  

素，酸素同位体比の質量分析装置による測定法の検討を  

行った。ラインでの処理上の条件設定や，質量分析に伴  

う亜酸化窒素の妨害の補正法などを細かく検討Lた。こ  

の方法を実試料に適用し，炭素．酸素の同位体比の測定  

を行った。10月の試料では，炭素同位体比が，南から  

北に向かって二酸化炭素膿度が増加するにつれて低くな  

り，化石燃料起源の二酸化炭素の寄与を示した。一一フナ，  

酸素同位体比は，濃度が下がる中緯度で同時に下がる傾  

向を見せていて，その挙動が異なっていた。これは，大  

気中の二酸化炭素が植物や土壌呼吸を通して放Hされる  

ことと関連性があると思われた。今後，濃度変化とこれ  

らのl司位体比の緯度別の経年変化を両方描き汁けことで，  

各緯度での二酸化炭素の挙動が明らかになることが期待  

された。  

〔発 表〕h－24，25  

に全体をまとめる方向で研究が行われた。フリーラジカ  

ル反応の研究では，大気中のOH，HO2ラジカル濃度の  

制御に係わる反応を総合的にまとめる研究を行った。特  

に大気中のCOの生成と消滅に関する研究，大気中の  

RO2ラジカルの生成と消滅に係わる反応，メタンの酸化  

反応に係わるラジカル反応の同位体効果の研究に全体が  

まとまり，各々の研究がOH，HO2ラジカル濃度制御に  

深く係わる反応としてまとめられた。微量成分の収支見  

積りの研究では，大気中OHラジカル濃度測定法の開発  

がまとめられた。対流圏オゾン増加の研究では，シベリ  

ア上空でのオゾン観測データの解析と移流のモデル計算  

による成層牒オゾン降下の見積り，海洋起源ハロゲン化  

合物が対流腰オゾン濃度に与える影響の評価が行われた。  

〔発 表〕F－1，2l，22，d－39，41，f－2、7  

（3）シベリア凍土地帯における温室効果のフィードバ  

ックの評価に関する研究   

シベリアの自然湿地からのメタン発生の総量推定を行  

うため，1994年はシベリア大低地の中央部であるハン  

ティマンシスク，スルグート ■南部のポロトニコポにお  

いて観測を行った。1995年は，南部のポロトニコポに  

おいて，航空機と地上観測を組み合わせた集中観測を行っ  

た。  

自然澗地は多様性の大きいメタンの発生源である。そ  

のメタン発生総量を測定するためには，夜間に接地逆転  

層に蓄積するメタン量を計測するプJ法が有効であるとい  

う発想で，接地境界層内部の濃度分布を．小型航空機に  

より詳細に渕完した。また，季節変化環境要素との関  

わりを明らかにするために，チャンバt法によるメタン  

フラソクスの捌走を長期に渡って行った。観測結果はま  

だ解析の途1i丁の段l街である。  

1994年に設完したフィールドにおいて大規模な地上  

観測を行った。湿原の緑から中心に向け11カ所の観測  

点をもうけ，乾燥のレベルや植生とメタン発生葺の関係  

を求めた。また，通年の発生量を評価するため，6月下  

旬から8月未までの長期に渡る観測を継続した。湿原か  

ら採取したピートコア中のメタン生成雑菌の培養実験を  

行い，メタン生成細菌の地下分布，メタン生成速度の温  

度依存などの測定を行った。また，湿原で溶存メタン濃  

度の高度分布を測定した。   

約4mのタワーで洞相関法によるメタンブラックス  

の測定を試みた。6m3の気球によりサンプリングバッ  

（2）地球温暖化に係わる対流圏大気化学の研究   

対流圏化学の両からの地球温暖化研究として，大気中  

微量成分の消滅・生成に係わるフリーラジカル反応の速  

度・機構の研究，微量成分の収支の見積りに関する研究，  

対流圏オゾン増加原因の解明に関する研究を行った。   

本年度は本課題の重終年度であるため，各テーマごと  
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グを持ち＿Lげ，高度別大気サンプルを採取する装置を開  

発した。これにより航空機で観測できない低高度や夜間  

のメタンヤニ酸化炭素のi奇度分布を測定した。複葉の小  

型機に，独自に開発したメタンや二酸化炭素を連続測定  

する装置を積み込み，空間分布の観測を行った。   

メタンブラックスをシベリ．ア全域にスケールアップす  

るためには．湿原のタイプやその植生に関する広域の情  

報が必要である。スポット衛星による多波長画像デh夕  

と比較するための地上データを．ポロトニコポで収集し  

た。針葉樹と広葉樹，湿原のワタスゲとミズゴケなどは  

区別できるが，ミズゴケと潅木の区別が困難であるなど  

の問題点が明らかになった。   

シベリア全域での降雨中の酸繋・水素同位体比を制定  

する目的で，サンプリングネットワークを形成した。   

シベリア東北部，コリマ川下流域の森林限界付近で，  

カラマツ林の構造の調査を行った。丘の上，斜面，i昼っ  

た低地を含む，長さ約600mのベルト状の調査区をもう  

けて，そこに出現するすべてのカラマツの高さ，太さ，  

位置を測定した♂さらに小個体の年齢の言完み取りや，高  

さ10m以上の個体を含む成木6本からの、高さごとの  

年給サンプルによる過去の樹高成長パターンの読み取り  

などを行った。その結果，樹齢500年以上の老齢木を含  

む成木のみが姓育している場所．若い個体が旺盛に樹高  

成長を行っている場所，最近定着Lた実生個体が集「卜し  

て分布Lている場所などが，微地形の変化と対応しでモ  

ザイク状にいりまじっていることが明らかになった。  

〔発 表〕k－9，C－29，30，と1－36，73，75，113，114，ト1，48，  
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CCSR／NIES－AGCMでは，これまで対流圏から下部成  

層圏（、30km）を主たる対象として研究を進めたが，  

気候変動評価をより定量的に行うために，成層圏全域を  

含めた実験が望まれた。そこで，高度約70km（下部中  

間圏）まで適用範囲を拡大し，モデルの振舞を調べた。  

T21L72を用い，鉛砥分解能は下部成層圏で約500m．  

上部成層圏で約2l（mである。放射パラメータは標準的  

に用意されている中で最も多い93チャンネルを用いた。  

その結果，東西風の縫直・高度う川Jの推定結果として，  

概ね良好な結果を得た。成層圏ジ土ツトの中心位置が高  

緯度に寄っている傾向などが見られたが，他の多くの気  

候モデルでも見られる特徴であり，今後の改良すべき課  

題となった。他の解析も併せCCSR／NIES大循環モデル  

が成層圃に対しても十分な性能を発揮Lうることが示さ  

れた。   

2）対流匝トF部成層圏における物質輸送の研究を行っ  

た。AGCMによって計算された風データを川いて，地  

表から高度約15kmにかけて全琢に配置した多数の仮想  

的粒子の運動を調べることにより，全球的物質輸送の性  

質を調べた。中緯度においては，南北に移動する粒子の  

多くが，数Hのうちに先に存在していた緯度に戻る。こ  

のような南北移動は数日以上の寿命を持つ物質の分布を  

考える際には，実効的でないと考えられる。そのため，  

実効的な粒子の向北通過を抽川するために，通過前後の  

滞在時聞を考牒した時間スケールの条件付き南北通過の  

概念を導入した。3、7日の時間スケールの条件を課し  

て，各緯度を南北に通過する粒子散の緯度分布を調べた  

ところ，通常ではピークとなる南北両ニト重臣1」総皮で南北  

通過数の極′トが示さ11た。こjtにより赤道付近と同様に，  

南北両半球中緯度においても物質輸送に関するバリアが  

存在することが確認された。   

3）大気一陸面の水循環が気候に及ぼす影響の研究と  

して，蒸発と降水のフィードバックプロセスによって気  

候がどのように影響を受けるかを調べた。陸両過程のパ  

ラメタリゼーションにおいて，流出のパラメータの変化  

に対するレスポンスの大きさを∴蒸発閲水のフィードバッ  

クを断ち切った場合と普通に取り入れた場合で比較した。  

結果として．蒸発量の時間給疫僻而団を待た。春の融雪  

によるニヒ壌水の増加によって，両計算とも高給度で止の  

レスポンスを示したが、フィードバックなしに対してあ  

りでほレスポンスが狙いが持続した。これは，春先の段  

階では「蒸発量増－・地表面付近冷封－・蒸発量減」という  

（4）気候モデルによる気候変動評価に関する研究   

地球温暖化をはじめとする気候変動を定還的に計仙す  

るためには，気候システムの力学とエネルギー・物質循  

環を表現する高精度の数値モデルが必要である。本研究  

では，東京大学気候システム研究センター（CCSR）と  

共同で．CCSR／NIESL大気大循環モデル（＾GCM）の開  

発、改良を継続し，それを用いた気候システムの変動特  

性の解析を行っている。現実的な気候値を完炭的に再現  

することをt］標として，大気放射，室，陸簡閲の各物理  

過軌二おいて，物理的考察に基づいたパラメタリゼーショ  

ンの改良を行い，CCSR／N氾S気性モデルの充実をはかっ  

た。  

1）気候モデルの成層圏への範囲拡大を行った。  

l ≡、l－   



負のフィードバックが働いて弱まるのに対して，途中か  増」という正のフィードバックの重要性が示された。  

ら「蒸発量増→大気中の水蒸気量増→降水量増→蒸発量   〔発 表〕F－12，13，15，f－27，28，46，47，50～53  
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2．3．3 地球の温暖化影響・対策に関する研究  

〔研究担当〕  

地球環境研究グループ：安野正之・森田恒幸・  

甲斐沼美紀子・甲斐啓子  

地域環境研究グループ：森田昌敏・清水 浩・森口祐一・  

稲森悠平∴高木博夫・水落元之・  

西村 修・若松伸司・上原 清・  

安藤 満  

社会環境システム部：後藤典弘・後藤別行・日引 聴・  

青柳みどり・川島暁子・乙間末廣・  

森 保文・近藤美則・安岡善文・  

原沢英夫  

環 境 健 康 部：山元昭二・小野雅司・本田 清  

水土壌圏環境部：今井章雄・恒川篤史  

生物 圏 環境部：大政謙次・戸部和夫・清水英幸  

地球環境研究センター：西岡秀三・藤沼康実  

客員研究員19名  

下線は研究代表者を示す  

て，気温と熱射病，老人の死亡率との関係を疫学調査や  

統計分析により検討するとともに，マラリア発生の要因  

を疫学調査や生態調査により分析した。  

（2）地球温暖化の防止対策に関する研究  

1）対策技術の評価：電気自動車，エコハウス．飲料  

用自動販売機，地域冷暖房システムを対象にしで，ライ  

フサイクルCO2排出量の評価やモデル計算等により，  

温暖化防止の効果を評価した。   

2）予測のモデルの開発：中国，インド，韓軋 イン  

ドネシアの研究所と共同して，温暖化の影響と対策の評  

価のための統合モデルを開発するとともに，モデルを用  

いて将来予測を行った。   

3）メタン等の対策技術の研究：メタンガスや亜酸化  

窒素の排出を削減するため，汚水・廃棄物処理システム  

の改良の方向とその効果について検討した。   

地球温暖化問題は，いま最も注目を集めている地球規  

模の環境問題である。   

周知のとおり地球温暖化問題とは，大気中の炭酸ガス  

やメタンガスなどの温室効果ガスの濃度が増加すること  

によって地球上の平均気温が上昇し，海面水位の上昇，  

降水パターンの変化，農林水産物の生産や自然生態系の  

変化などの各種の影響が生じる問題をいう。この間題が  

注目を集める大きな理由は，第1に，深刻な被害が地球  

規模で予想されており，第2に，その解決のためには長  

期間にわたって膨大な費用を注ぎ込む必要があり，第3  

に，このような大きな問題にもかかわらず未だ科学的に  

解明されていない部分が多く残されていることである。  

このため，いま世界中の研究者がこの間題の解明に取り  

組んでいる。  

〔研究概要〕   

地球温暖化問題の未解明点は大きく3つある。第一は，  

地球温暖化のメカニズムであり，大気中の温室効果ガス  

濃度の変化とそれによる地球の気候変動の仕組みについ  

て．多くの不確実な点が残されている。第二は，地球温  

暖化の影響であり，気候変動やそれに伴う自然条件の変  

化によって，自然環境や社会経済にどのような影響が生  

じるかについて．不解明な点が多く残されている。第三  

は，地球温暖化の防止対策についてであり，各種の対策  

技術や政策の有効性を評価する上で，関連する技術シス  

テムや社会経済システムの体系的解明とそのモデル化が  

必要不可欠になってきている。   

本研究プロジェクトは，地球温暖化の影響と対策，す  

なわち，第二と第三の未解明点について，現地調査，実  

験，データ解析，モデリング，具体的なシステム設計等  

を通じて，総合的に明らかにすることを目的としている。  

平成7年度においては．次の5つの研究を実施した。  

（1）地球温暖化の影響に関する研究  

1）植物影響の研究二枚が国及び東アジアを対象にし  

て，フィールド調査，統計分析，モデル分析等により，  

植物影響を種々の側面から分析するとともに，実験によっ  

て農産物への複合影響を分析した。   

2）健康影響の研究：我が国及び東アジアを対象にし  

〔研究成果ユ  

（1）地球の温暖化が植物に及ぼす影響の解明に関する  

研究   

植物生態系への影響予測の研究では，1）我が国にお  

ける13種の植物の生物季節への影響予測マップの作成  

2）エル・ニーニヨ，ラ・ニーニヤ年における南大東島  

のサトウキビの収量への干ばつ影響の予測，3）南西諸  

島の植物相の調査と温暖化への適応，4）GISS．GFDL，  

UKMOなどの温暖化シナリオに基づく東アジア地域の  

植物の純一次生産力の影響マップの作成，5）湖沼にお  

ける植物プランクトン量などへの影響予測などについて  

成果を得た。また，植物に及ぼす複合影響に関する実験  
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的研究では，1）8種の農作物について，CO2濃度上昇，  

気温上乳乾燥化などの相互影響を調べたところ，相加  

的に影響している場合が多かったが，複合影響が存在す  

ることもあった。2）我が国におけるイネの収量につい  

て，GISS．GFDL，UKMOのシナ1）オに基づく影響  

測図を作成した。さらに，これらの研究成果を“Climate  

Change and Plantsin11ast Asia”（Springer－Verlag，  

in press）として取りまとめた。  

（3）地球温暖化防止対策技術の総合評価に関する研究   

「技術評価のためのライフサイクルCOz排山量の分  

析に関する研究」では、ライフサイクル評価の対象とし  

て地域冷曖房システムを取り上げ，積み上げ計算に必要  

な資材投入量，生産プロセスに関するデータを収集L、  

前年度整惰した原単位ニデータベースに基づきライフサイ  

クルCO2排H量評価を行った。さらに，電気自動車およ  

び現行のガソリンエンジン車を対象としてライフサイク  

ルCO2是の比較を行い，電気自動車への代替対策の評  

価を行った。「エコハウスの構築に関する技術的評価」  

では、エコハウスにおける居住性について地域環境，住  

宅設備等との関連により評価を行った。さらに，実測調  

査やモデル計算等により住宅エネルギーの総合評価なら  

びに地域特性総合評価を行った。「エネルギー多消費型  

民生関連製品に関する技術評価」においては，飲料川自  

動販売機について，エネルギーとCO2に関するライフ  

サイクル評価を行い，省エネ・低CO。排出に有効な対  

策かノストアップとその効果の推定を行った。「コミュー  

タ交通分野の車両の社会的受容性に関する研究」では、  

コミュータレベルの電気自動車の利用形態や利用目的に  

応じた車体設計のコンセプトの評価手法を明らかにし，  

このコンセプトによる車体の性能評仙手法の開発を行っ  

た。  

（2）地球温暖化による人類の生存環境と環境リスクに  

関する研究   

1）暑寿机二よる生体防御系と代謝解毒系の変動と疾病  

発生に関する研究においては，地球温暖化による直接的  

健東影響の評価のため，中国中南都と東京において夏期  

の猛暑と熱射病の発生の関連について疫学調査を行った。  

その結果，環境衛生状況が著しく異なるにもかかわらず，  

先進国と途上国における閥値温度以上の環境温において，  

熱射病の発生が指数関数的に上昇することが判明した。   

環境シミュレーションを用いて並行し七行った動物実  

験により，熱ストレスによる生体防御系・免疫系への影  

響について研究した。その結果，温暖化に伴う暑熱増強  

により液性免疫および細胞性免疫が顕著に抑制され，疾  

病発生に結びつくと予想される生体反古－Lが観察された。   

2）東アジア地域におけるマラリア及び媒介蚊の地理  

的分布と，その規定宴因の解明に関する研究においては，  

温暖化によるマラリアの拡大を予測するため，マラリア  

患者発生数，住民のマラリア原虫に対する抗体価の測定  

及び，媒介蚊の分布と地理的気象条件等のデータを収集  

Lた。その結果，マラリア発生は，気象条件に依存し顕  

著な季節変動，年次変動を示すことが明らかになった。  

マラリアの地坪的分布に及ぼす温暖化の影響を検討する  

ため，中国雲両省における疫学調査と並行して，沖縄県  

石垣島を中心に八重山諸掛こおいて，マラリア媒介蚊の  

生態調査を実施し，気候条件との関連を解析した。   

3）地球温暖化の健煉影響と健康リスク評仙に関する  

研究においては，温暖化による健康影響を予測するため  

に既存の衛生統計資料について解析し，気温と65歳以  

上の総死亡との関連について検討した。その結果，65  

歳以上の［†別総死亡に対Lて，日長高気温が影響するこ  

とが，明らかとなった。このため，65歳以上の総死亡  

に及ぼす気温の影響を地域毎に解析し，温暖化との関連  

において検討した。  

（4）アジア太平洋地域における温暖化対策分析モデル   

（AIM）の開発に関する途上国等共同研究   

Al九4は，温室効果ガスの排出・気候変化・その影響  

といった一連のプロセスを統合して分析できる「総合モ  

デル」である。この総合モデルは，各国や地域の程済活  

動と地球規模の気候変化を結びつけて検討できるだけで  

な〈，地球規模の気候変化が回や地域の社会掛削二どの  

ような影響を及ほすかについても検討できるため，各種  

の対策を総合的に評価することが可能である。   

本年度は，まず，アジア地域の5つの研究機関と共同  

して，それぞれの国のi昆室効果ガス排出モデルを開発あ  

るいは改良した。これらの機関は，中国エネルギー研究  

所，韓匡Ⅰエネルギー経l首研究院及び環境技術開発院，イ  

ンド経営研究所，それにインドネシア環境省である。こ  

れらのモデルを用いて，それぞれの国の排出荒を予測す  

るとともに，排出量の削減方策を検討した。また，これ  

らのモデルを基碇にしてアジア太平洋地域全体の将来の  

温室三効果ガス排出量を推計した。さらにアジア太平洋地  
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域の土地利用変化を予測するモデルの開発を進あ，メタ  

ンガス等の排出渥の予測に備えた。   

－プ∴ アジア地域の3つの研究機閲と共ー司して，それ  

ぞれの固の温暖化影響のモデルの開発を進めた。これら  

の機関は中国自然資源総合考察委員会，十ンドのインディ  

ラガンジー開発研究所，それにインドネシア環境省であ  

る。特に，農業影響のモデルについては，オ「ストリア  

の圧1際応用システム研究所と共同Lて，農業影響の匝Ⅰ際  

的波及効果を分析する経済モデルの開発に着手Lた。さ  

らに，これらのモデルを基礎にして．アジア太平洋地域  

全体の将来の温暖化影響を推計した。   

なお，以上の研究成果をもとに．アジア地域の共同研  

究者が一堂に会したワークショップを開催し，モデル分  

析と今後のモデル関与巨の方剛こついての積極的な意見交  

換によって，本共同研究の実施体刑が強固なものになっ  

た。  

処理技術開発の確立を目的として，今後増加が予想され  

る小規模生活緋水処理への対応，排水処軌二おいて発生  

する汚泥，汚濁水域等の有機底泥（ヘドロ）処理への対  

応，生活系排水によって汚濁した湿地帯からのCHl発  

生抑制手法を検討した。その結果，小規模排水処理につ  

いては窒素，リンの除去を含め途上匝lにおいても今後の  

普及が考えられる間欠曝気方式について窒素除去に対す  

る適正な運転条件がこのシステムにおけるN20‡〔11制に  

ついても概ね有効であることが判明した。汚泥処理につ  

いては特に小規模処理施設において焼却に代わる処理方  

式で，今後途上国においても普及が期待される高温好気  

発酵法について処理とN20の放Ⅲの関係を検討した。  

発酵過程と放出についての舟性的な結果は得られたが，  

走畏的な検討は今後の課題となった。湿地帯からの  

CH4発生抑制手法については実際の湿地においてマコモ  

群生，葦群生、蓮群生の維出土の違いとメタン発生蓑の関  

係を検討し，マコモ群生湿地からの発生が卓越すること  

が分かった。  

〔発 表〕K－6，10，84，107，115，121，k－1，5，A－5、7，  

53～59，B－12，41，46，47，49，54～62，C－8，48，E－21，H－10，  

13，a－8，132～147，b－121～123，133、1購，222～224，227，  

229，237，245，C－5，25，26，31，e－42，h－17  

（5）地球温暖化抑制のためのCH小 N20の対策技術開  

発と評価に関する研究   

C軋N20抑制のための生活系排水のバイオ・エコエン  

ジこ7リングシステムによる対策技術および東北アジア  

地域におけるCH4，N20抑制のための汚水・汚泥の適正  
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2．3．4 酸性雨に関する研究  

〔研究担当〕  

地球環境研究グループ：安野正之・佐竹研一・村野健太郎・  

‘■副：1」史郎・森田恒幸・■向井人史  

地域環境研究グループ：西川雅高・笠井文絵  

社会環境システム部：清水 明・須賀伸介  

化 学 環 境 部：相馬光之・瀬山春彦・田中 敦  

横内陽子  

大 気 圏 環境 部：福山 力・鵜野伊津志  

水土壌圏環境部二高松武次郎・服部浩之  

生 物 圏 環境 部：田中 浄・上野隆平  

客員研究貞 55名，共同研究貞 5名  

下線は研究代表者を示す  

成分，オゾン等の地上観測を継続している。また，酸性  

物質沈着量を求めるための大気汚染物質の連続観測を国  

内7地点で行った。さらに．S，Pd同位体比の測定に  

より越境汚染の定量化を行った。このほか日本海上にお  
ける越境汚染の実態を把程するために航空機観測を行っ  

た。森林枯損の解明のために山岳地帯で観測を行った。  

（2）酸性物質の生態系に与える影響に関する研究   

一酸性物質の植物環境系に与える影響に関する研究一   

自然生態系は大気圏と岩石圏の境界に広がる生物圏の  

生態系，森林や湖沼や河川などの生態系の総称である。  

各々の生態系では生物を中心として土壌，水，大気の間  

で物質代謝が行われており，酸性物質の影響は生物の生  

存を支える環境要因に直接間接に及ぶ。酸性雨とその被  

害の関係を明確にとらえるためには，このような生態系  

構成要素ならびにその相互関係に関する基本的な理解が  

不可欠である。本研究では，このような点を考慮し，生  

物とその環境について特に酸性物質の影響という観点か  

らその影響機構を解析した。また，酸性化に伴って変化  

する生態系の特色を知るために自然酸性環境にも注目し，  

研究を進めた。さらに，本研究では，生態系に必要な生  

物地球化学的研究手法の検討開発を基礎にして，酸性雨  

被害の懸念される生態系及び典型的な酸性環境に分布す  

る生物種ならびにこれらの生態系における物質代謝（イ  

オウ代謝，窒素代乱 金属元素の代謝等）について注目  

し，酸性物質が与える生態系への影響を検討した。   

このほか本年度は特に都市域におけるスギ衰退の潜在  

的要因－ワックスの流亡・変質と気孔閉鎖阻害による蒸  

散と栄養塩溶脱の促進－について研究を行った。  

（3）酸性物質の臨界負荷量に関する研究   

杉の生長に対してCa＋Mg十K＋Alの影響を調べるた  

め育成実験を行った。  

（4）東アジアの酸性雨原因物質等の総合モデルの開発  

と制御対策とその評価に関する研究   

越境汚染の定量的把握のために大気汚染物質の輸送変  

質モデルを作成した。この基礎データとしてSO2，NOズ  

の発生量予測を行うと同時にアンモニアのエミッショ  

ンインベントリーについて検討した。  

【研究概要〕   

世界に広がった産業革命の披は酸性雨問題をはじめと  

するさまぎまな公害問題を生みだした。そして，今や問  

題は地球的規模の広がりを見せ，大気を程由し国境を越  

えて移送される酸性物質が他国に大きな被害を与えるよ  

うになってきた。その典型はスカンジナビア半島や中東  

部ヨーロッパまたは北米で1960年代以後問題視される  

ようになった森林の枯損及び及び湖沼，河川の酸性化に  

よる魚介類の死滅などである。   

耗が国でも酸性雨問題に関する関心の高まりと共に，  

全国各地で雨水の化学成分等の調査が行われた。その結  

果全国各地で欧米とあまり変わらない酸性雨が降ってい  

ることが確認され，さらに束アジア特に中国における化  

石燃料の使用量が著しく増加しているところからその影  

響が懸念されるようになってきた。   

酸性雨問題は酸性物質の放出（生成）一陣下・沈着「  

影響の諸過程，すなわち大気，森林，水，土壌などの自  

然生態系を構成する諸要素ならびにそこで行われる物質  

循環に深く関係している。このため，酸性雨閉篭を理解  

し，その対策を考えるためには，これらの諸過程につい  

て研究を進め，理解を深めることが大切である。   

平成7年度はこの研究の3年目に当たり，以下i二述べ  

る研究計画のもとで大気，植物，水，土壌などに関して  

それぞれ次のような研究が行われた。  

（1）東アジアにおける酸性雨の動態解明に関する研究   

東アジアにおける酸性，酸化性物質の動態解明のため  

に，南西諸島（沖縄本島）．日本海川讃岐鳥），および国  

内の適地（八方尾根）を選定し，雨水成分，エアロゾル  

〔研究成果）  

（1）東アジアにおける酸性雨の動態解明に関する研究   

アジアの各地の都市域での鉛同位体比の測定により，  

各地の鉛同位体比は場所によってかなり異なっているこ  
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とが明らかになった。隠岐で観測される大気粉じん中の  

鉛同位体比を流跡線を元に解析すると，日本から気団が  

来ている場合は日本の鉛同位体比になっていることが突  

き止められた。このように，鉛同位体比は東アジアの大  

気汚染の長距離輸送の指標になり得ると考えられた。こ  

のため降雪にも同様なことが適用できる可能性があり，  

粉じんと同様に，大気汚染質の起源を指し示す良い指標  

になっていると考えられた。北西季節風で降った降雪の ■  

ほとんどが日本の鉛同位体比とは異なる値を示し，雪に  

含まれる汚染質が長距離輸送されたものであることを裏  

付けていた。   

降水中の硫酸イオンや高濃度のSO。の発生源寄与の推  

定を行うために，桜島および薩摩硫黄島から発生する火  

山ガスの硫黄同位体比の測定を行った。桜島火山ガスの  

♂誕S値は＋3．2～＋8．4‰の範囲にあり，薩摩硫黄島の火  

山ガスの∂飢S値は＋10．6、十13，5‰であり，他の火山よ  

りも∂別Sに富んだ火山ガスを放出していた。有村にお  

いて採取した降水は，火山灰の影響を強く受け，SO。2  

はほとんどが火山灰から溶出したと考えられたが，降水  

試料の加重平均∂恥S値は十9．0，nSS－∂鮎Sは十臥5‰で  

あり，火山ガスの＋5‰程度より高い値であった。   

隠岐島において夏季と冬季に採取したエアロゾル硫酸  

イオンの硫黄同位体比の測定を行い，その季節変動など  

について検討を行った。エアロゾル非海塩性硫黄イオン  

の同位体比は，季節別には夏季十3．2±1．7‰（n＝14），  

冬季＋7，5±2．0‰（n＝11）であり，冬季が夏季より約  

2倍大きな値を示た。また気塊の流入経路別にみると，  

中国東北部，北朝鮮経由は＋7．5±0．96‰（n＝9），中国  

南東部～韓国経由は＋3．7±3．4‰（n＝8），南海上～日  

本列島経由は＋3．8±1．1‰（n＝8）であった。中国東北  

部，北朝鮮由来のエアロゾル非海塩性硫黄イオンは他の  

もの■より明らかに大きな硫黄同位体比であーり∴重い硫黄‥’  

化合物を排出する発生源の寄与の大きいことが示唆され  

た。   

年間の大気汚染物質（SO，，SO．2－，HNOヨ，NO，「）の  

濃度測定により，各月の平均濃度を求め，乾性降下物の  

測定を行った。SO2．S042∴ HNO，，NO3．の各月の沈着  

速度は，文献値を使用した。例えば8月はそれぞれ0．24，  

0．48．2．6，0ノB8cm／sであった。S化合物は冬季から春  

季に乾性沈着量が大きく，硝酸系化合物は春季から夏季  

に乾性沈着量が大きかった。乾性沈着量は4季節の変動  

よりも物質による差異のほうが大きく，全体的にガスが   

粒子状物質よりも大きく，SではSO2がSO。2－のほぼ2   

倍で，HNO3がN03‾よりも2倍以上大きかった。  

平成7年度の観測は新潟を中心に，11月下旬に北東   

部日本海上空で観測を行った。この季節の北部日本海は   

主に冬塑の気圧配置となり，海上には季節風による筋状   

の雲が発生して，航空機による観測には困難な状況であっ   

た。佐渡沖から能登半島沖及び秋田沖にそれぞれ2回ず  

二二二’っ観測飛行を服らた。前半の西行き及び非行割ま移動性．エフ   

高気圧に覆われて南西系の風が卓越していたため，日本   

本土のローカルな汚染が捕らえられたものと思われる。   

能登沖までの西行きの時の観測ではNO∫濃度が時折   

2ppbを超えるなど，かなり高く，SO2も低いながら，   

概ねNO∬のピークに一致するところでピークを示して   

いる。オゾンもNOェに対して逆相関を示しており，こ   

ちらもローカルな汚染を示唆Lた。一方，冬型の気圧配   

置が安定した後半の西行き及び北行きでは．北西の季節   

風が卓越した。北東部日本海の北西側風上はロシア領と   

なり，大規模な発生源がない。このためSO2の濃度は非   

常に低かった。  

物質輸送モデルの計算とトラジェクトリー解析より東   

アジアスケールの物質輸送プロセスについて解析した。   

モデルの妥当性の検証を短い時間スケールの観測データ   

に対して行った。モデル計算は雲と降水プロセスを含め   

ずに行った。その結果，  

1）1991年6月は，朝鮮半島付近で発生した汚染物   

質が．日本の南岸にかかる梅雨前線の北部に停滞し，よ   

どんだ状態で反応，変質しつつ九州北部にもたらされ，   

梅雨前線の位置の重要性が明らかにされた。冬季，北西   

季節風によ‘って汚染物質が輸送されることについての報一   

告は多いが，観測データと物質輸送モデルを組み合わせ   

た解析によって，梅雨期に特徴的な気象条件下において  

■半島から汚染物質が輸送されることが明らかとなった。  

2）1992年2月に観測されたSOj2‾などの高濃度現象   

は，西高東低の典型的な気圧配置下において北西季節風   

によって大陸東部よりもたらされたと考えられた。  

3）1990年12月と1991年2月もまた同様に冬型の気   

圧配置下にあったが，高濃度現象はみられなかった。   

1991年2月には2度の低気圧が日本域を通過している   

が，2度とも対馬付近から日本列島を西から東へ縦断し，   

特に．15EI－17日には二つ玉低気圧の通過に伴い日本   

各地で大荒れの天気となった。これに対して，1992年  

2月には低気圧が北緯250 ′、30b 付近の日本の南岸を  
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次々と通過したあと，中国大陸東岸の掲子江河口付近に  

高気圧が張り出し西高東低の気圧配置が出現Lている  

（対馬の総降水量は1991年2月が59．5mm，1992年2月  

が22．Ommである）。大陸から九州北部に汚染物質が輸  

送されるには，このような気象条件の違いが重安な気象  

的因子と考えられる。   

4）以上のように気棚反応のみによるモデルからも．  

束アジアスケールの長距離物質輸送プロセスをかなりの  

部分まで再現することができた。  

等が明らかにさゴ1た。   

関東周辺の山間部では大規模な森林枯損が見られるが，  

その原因は未だ明らかではない。我々は光化学オゾンや，  

オゾンと森林樹木が放出する天然炭化水素の反応で生成  

する過酸化物が有力な原田の一つではないかと考えてい  

る。森林被害の顕著な地域に高濃度オゾンが到達してい  

るか欝かを検証するため，平成7年8月に，日光前白根  

山頂上近〈でオゾンを測完した結果，風向が南東のとき  

に高く，1時間平均値で100ppbを越える高濃度のオゾ  

ンが観測された。同山南東麓の高圧的1，450mにある本  

研究所日光環境観測所において記録されたオゾン濃度と  

比較したところ，山上の方が平均して46ppb程度高かっ  

た。在鋸別所周辺では樹木被害はあまり見られず，この違  

いが森林被害の原因を示唆しているのではないかと考え  

られる。  

にもなっていた。また，埼玉県のスギでは，葉面に多量  

のエアロゾルが付着していて，その一部は気孔内部にも  

侵入していたので，侵入した汚染物質が気孔の閉鎖を阻  

害し，蒸散や栄養塩の溶脱をさらに促進されていると推  

測された。葉面に付着したエアロゾルは太陽光の透過も  

阻害するため，光量不足を引き起こしている可能性もあっ  

た。スギは水ストレスに敏感であるので，水分が不足す  

ると柴面のワックス畳を増やしてクチタラ蒸散を制御す  

る。従って，埼玉県などで見られるスギの衰退は，ワッ  

クスの量的・質的変化や気孔の閉鎖阻害などの植物側の  

障害に，都市化の影響などが加わって起こる水ストレス  

が主要因となり，これに栄養塩の欠乏，光義不足，大気  

汚放物質の直接影響などのストレスが補足的に影響Lた  

結果と考えられる。  

（3）酸性物質の臨界負荷量に関する研究   

塩基溶脱を伴う酸性化処理と塩基溶脱を伴わない処理  

を行った褐色森林度（花崗岩母材）でスギ苗を100日間  

育成L．その乾物成長と栄養状態への影響を調べた。そ  

の結果，土壌の水溶性Al濃度が100／唱／g（ppm）以下  

の場合，スギ苗の乾物成長と土壌洛洩の（Ca＋Mg＋K）  

Alモル比と．の間で高い相関が見られた。（Ca＋Mg＋K）  

Al比が10以下になると，スギ苗の乾物成長が低下し始  

め，その日が1．0では．対照区の値の50％に低‾卜Lた。  

（2）酸性物質の生態系に与える影響に関する研究   

酉変性物質の植物環境系に与える影響に関する研究一   

束退の著しい埼］こ県のスギについて，エビクチクラワッ  

クスの量と元素組成を分析し，埼三に県以外の関東平野部  

や山間部のスギの結果と比較した。ワックス是は当年乗  

の成長が完了する7～8月以降には自然・人為環境因子  

の影響を受けて加齢とともに徐々に減少するが，埼玉県  

では，その速度が他の地域に比べて明らかに速かった。  

埼玉県のスギでは，ワックスのC／0比の低下も起こっ  

ており，棄面は疎水性が低下して濡れ易くなっていると  

考えられた。このようなワックスの滅是と変質は，クチ  

クラ蒸散と棄面からの栄養元素の溶脱を促進させる原因  

（4）東アジアの酸性雨原因物質等の総合モデルの開発  

と制御対策とその評価に関する研究   

家書からのグリッド別NH3発生フラツタスマッフ  

（lOxlO）を中国において作成した。豚からのNH3  

発生フラックスは日本に比べると全体的に大きく，江蘇  

省の沿岸部と四川省で特に大きかった。日本におけるグ  

リッド別CO発生ブラックスマップ（lOxlO）を作成  

した。中臥 韓国を対象にして，SO2排出還を予測する  

ためのトップダウン型モデルを開発した。  

〔発 表〕K－37，39，40，42，44．A－19，40、43，47、52，  

a－22～24；78～97，116、131，f－11，25．g－33  
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効率は低いと考えられてきたが，我々の結果では，両経  

路における移送効率はほぼ等しかった。上位生物への物  

質フローの観点から，バクテリアルループは光合成ルー  

プと同程度に重要であることが示された。また，尭脚類  

の優占期には光合成ルーフ0，被薬類の時にはバクテリア  

ルループ，尾虫類の時には両ループの移送効率が高くな  

ることが示された。生態系遷移が物質循環の経路・速度  

・を変動させることが示唆されたp   

円石藻エミリアニア・ハックスレイの培養を行い，増  

殖に伴う粒子態及び洛存態の炭素動態を計測するととも  

に．炭酸カルシウム形成量及び有∴機・無機態13C炭素  

同位体比の計測を行った。炭酸カルシウム形成は溶存態  

リンの欠乏とともに増加しリン添加とともに減少するこ  

とから，リン濃度が炭酸カルシウム形成を規定している  

ことが判明した。上記の結果をもとにエミリアニア・ハッ  

クスレイによる炭素循環機構のモデル化を行った。   

南極海のヴュッデル梅の陸棚上（GC808）およびヴュッ  

デル海（GC801），ロス海（GC1208）およびエンダービー  

沖（GClOO2）の水深約3500mの深海から採集された堆  

積物コアのオパール，炭酸カルシウム，炭素，窒素，お  

よび中性子放射化分析により25元素の分析を行った。  

また高炭酸カルシウム層から浮遊性有孔虫殻を分画し，  

加速器質量分析計により放射性炭素年代測定を行った。  

その結果オパール含有量はヴュッデル海陸棚上の約45  

％からエンダービー沖コア下部の約2％以下まで大きく  

変動し，これはそれぞれのコア上部の平均堆積速度約  

200cm／千年から約0．6cm／千年の変化に対応していた。  

オパール含有量とBa含有量との間にはそれぞれの地点  

では直線関係が認められたがその傾きは大きく異なって  

いた。オパール含有量に対するBr含有量の関係はは全   

コアを通してほぼ同じ直線上に分布していた。ヴュソデ  

ル海においては12kyr以後の後氷期に■なって生物生産が  

劇増した可能性が示された。海底堆積物のオパール，Ba  

およびBr含有量とその変動は，海洋表層における生物  

生産量の変動の有力な指標となる。  

〔発 表〕A－7～8，G－46，a－10～12，14，80－82，g－51  

2．3．5 海洋汚染に関する研究  

〔研究担当〕  

地球環境研究グループ：安野正之・原島 省・功刀正行・  

、原田茂樹  

地域環境研究グループ：木幡邦男  

化 学 環 境 部：柴田康行・堀口敏宏  

水土壌圏環境部：渡辺正孝・天野邦彦・高松武次郎   

一′ 社会環境システム部：安岡善文∴須賀伸介  

地球環境研究センター：宮崎息国  

下線は研究代表者を示す  

〔研究概要）   

有史以来，C．N，Pなどの親生物元素の循環には人  

為影響による撹乱が生じている。これらの撹乱分は汚染  

物質とともに最終的に海洋に負荷され，海洋環境に変動  

を生じている。また，有機塩素物質などのような有害化  

学物質は，このような親生物元素の循環に伴い，低次か  

ら高次の栄養段階にゆくにつれて濃縮されている。   

一方，海洋は，地球環境を安定化する役割を果たして  

いる。この作用は，海洋の熱容量，物質容量が大きいこ  

とのほかに．植物プランクトンやサンゴ礁などの海洋生  

態系の物質循環機能によるところが大きいと考えられる。   

これらの海洋環境あるいは生態系にどのような変動が  

生じているかを検知するとともに，海洋における物質循  

環を明らかにし，海洋が地球環境においてどのような役  

一割を果たしているかを明らかにすることが急務となって  

いる。1995年度には，地球環境研究総合推進費の4つ  

の課題のもとに，研究を行った。  

〔研究成果〕  

（1）大陸棚海域循環過程における沿岸一外洋のフラッ  

ヘ クスに関する研究、   

蘭戸内海の家島海域に海洋メゾコズム（直径5m，深  

さ18mの円筒形の隔離水塊）を形成し，栄養塩等の環  

境条件の変遷に伴う生態系構成種の変遷．炭素循環フラッ  

クスの変動などを追跡した。特に，炭素安定同位体をト  

レーサーとして用い，光合成ループ（溶有無機炭素→植  

物プランクトン→動物プランクトン）とバクテリアルルー  

プ（溶存有機炭素→バクテリア→微少動物プランクトン  

→動物プランクトン）の炭素フローにおける動物プラン  

クトンへの移送効率に着目して解析を行った。従来から，  

バクテリアルループにおける動物プランクトンへの移送  

（2）東アジア海域における有害化学物質の動態解明に  

関する研究   

有害化学物質の海洋における動態を把握するためには，  

空間変動とともに時間変動を把握する必要があるが．同  

一海域において頻度高〈これらの物質の挙動を把握する  
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観測態勢は現在なく，早期に確立する必要がある。この  

ために，同一一海域を頻度高く航海するフェリー船上にお  

ける有害化学物質濃縮挿集システムの検討を行った。外  

洋海水中の有害化学物質の濃度はきわめて低いことが予  

想されるが，東シナ海におけるこれらのデータはほとん  

どない。そこで，濃縮捕集方法を検討するためにシステ  

ムを試作し，同装置を用いてろ過海水総量，濃縮剤，検  

山限界などの調査とともに同海域おける有害化学物質の  

存在量のスクリーニングを実施した。フェリー内におけ  

る海水採取は，モニタリング川の船底の専用の採水口か  

らステンレス配管を用いて行われている連続観測システ  

ムを利川した。固相抽出は，抽出㈲とLてイオン交換樹  

脂（ⅩAD4），ポリウレタンフォームを，また米国EPA  

に指導の‾F‾に開発されたエムポアフィルターシステムの  

3法を検討Lた。抽出剤は，カラムとしてフィルターハ  

ウジングを川い，ⅩAD4は約1J．ポリウレタンフォー  

ムは約500mほ充填し，海水を毎分7Jで約70分，総量  

として500ほろ過した。エムポアフィルターは，フィ  

ルター部での圧力損失が大きく，最初のシステムでは配  

管の耐圧に問題があり，捕集不可能であった。これらの  

結果を基に，新しく専用のステンレス製の濃縮カラムを  

設計し直Lた。これは，容積約200mJで材質は鏡面仕  

上げのステンレスであり，コンタミが少なくかつ耐圧が  

高く取り扱いも容易となった。また，配管もすべてステ  

ンレスとし耐圧も十分なシステムに変更した。この第2  

世代のシステムでは，海水の流量を毎分4gとL25分，  

総量100ほろ過し，有害化学成分を捕集した。固相抽  

出剤は，同じXAl〕4とポリウレタンフォーームである。  

エムポアフィルターは，捕集開始時の流量は最大で毎分  

1．3～であるが，経過時間とともに急速に流量が低下し，  

10分程度で半分以下に下がり，50分後には全く流れな  

くなってLまった。したがって，ろ過総量は，約30∠と  

少ない。なお，園相抽出剤は，溶剤にアセトンを用いソッ  

クスレー締出装置で1昼波クリーンアップを行ったもの  

を川いた。捕集彼の剛目抽出剤は，同様にアセトンソッ  

クスレーで抽出後，脱水し，1mJに濃縮Lた。濃縮L  

た捕集試料は．キヤピラリーガスクロマトグラフ質量分  

析計でSIM法により分析を行った。   

以上の検討により，フェリー上で行う海水の濃縮捕集  

フナ法は，ポリウレタンフォームを固相捏出剤として用い  

る方法が最も優れていることが判明した。XAl〕4は，  

固榊濃縮輔農法に多く用いられているが，今回実施した  

洗糾寺間ではクリーンアップが十分でなく，コンタミが  

見られバックグラウンドが上昇気味であった。また，本  

研究のように多数の地点での捕集が必要な場合，大量の  

樹脂を必要とし，それに伴う溶剤等の廃棄物の発生があ  

り，さらに裡済面からも適切でない。ポリウレタンフォー  

ムは，濃縮捕集率においてXAD4に遜色がなく，また  

コンタミも少か－。さらに明り扱いも容易で，本研究の  

ように多数のカラムの前処理および後処理の上でも優れ  

ている。かつ，価格的にも安価であり適切な処理の上に  

用いれば，本∃的には最も適していると判断された。エ  

ムポアフィルターは，取り扱いは容易であるが，庄損が  

大きく流量が十分にとれないばかりでなく，流量が急激  

に低下してLまい，本装置のように大量の試験海水を用  

いる場合には過していない。エムポアフィルターの前段  

で，3段l塔のろ過を実施しているにもかかわらず，庄硝  

が増加するのは，固相抽出剤を繊維でパインデイングし  

ているが，通常は十分な空隙を確保するために比較的緩  

い結合となっているものが水圧により密になり空牒が徐々  

に減少するためと思われる。1～程度の試験水を自然ろ  

過で捕集する際には問題が少ないが，本システムのよう  

なダイナミックな使用法に適していないと判断した。   

上記の海水濃舶捕集装荷によF）東シナ海において捕集  

された試料からは，極微量であるが各種の有害化学物質  

が検出されている。現在まで分析の解析の結果からは，  

t－クロルデン，α－およびノ？HCH等が検出されている。  

しかし，存在量はきわめて低く，t－クロルデンで0．5pg■  

／卜2・1pg／l．α－HCHが0．9pg／ト3pg／l，／ヲrHCHが  

1．3pg／／、6．6pg／′であった。また空間分布としては．  

t－クロルデンは沖縄沖＞東シナ海＞瀬戸内海の傾向に  

あり．，αⅠ－ICHは束シナ海＞沖縄沖＞瀬戸内海，β－  

HCHは沖縄沖＝東シナ海＞瀬戸内海の傾向が見られた。  

しかL，いずれもきわめて微量であり，これが一一般的な  

傾向であるか否かの判断は，さらに調査を進める必巽が  

ある。   

これらの結果から，フェリーを川いた海水中の有害化  

学物質の空間的な分布調査は，検討に必要な十分な感度  

を持って可能であることを明らかにした。  

〔発 表〕a－13  

（3）衛星可視城のグローバルマッピングによる広域環   

境変動に関する研究  

衛星の根岸データから，硯場海域における環境変動を   
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（4）サンゴ礁生態系の維持機構の解明とその保全に関  

する研究   

サンゴ礁の長期環境変動をモニターするために．前年  

度考案・作成した，コ下ラート方式と．海域航走方式の  

2つの水中画像取得手法を八重山諸島黒島∴西表島・小  

浜酎寸近のサンゴ樵海域に通用し，水■い画像を得た。海  

域航走方式については，前年度のカタマラン曳航方式か  

ら，側船方式に改良した。現在，世界的に，サンゴ礁の  

白化（共生藻類維脱現象）が報告されているが，今回得  

られた約2000コマの写真には，白化したサンゴはみら  

れなかった。得られた酎象をCD－RO入4に格納し，長期  

変動の解析に供した。また，自作の幾何補正プログラム，  

Spyglass Transform．Adobe▲Photoshop，NIH1mage  

l．55等により，得られた画像を処理するフローを整備し  

た。また，海中公閲センター（財）の協力により，同研  

究所に所蔵されているサンゴ骨格標本を撮影し．同様に  

CD－RO九′1に格納した。この画像から，サンゴ群体の面  

積／体高，而栢／骨格重量などの相関を求め，水中画像  

（平面データ）から立体情報を推測するための基礎とし  

′∴  

【発 表〕ト14，a－103，i16  

評価するため，植物プランクトンの棟組成変動を計測し  

た。1994年6月に地球環境研究センターによる無人自  

動モニタリングが行われている大阪別府間のフェリー  

の連続取水系により1カ月間の乗船による生物藁二連続計  

測を行った。光学顕微鏡および諮射蛍光顕徴税の検鏡結  

果から，大阪湾では，6月前半にケイ藻のブルーム（増  

殖）が．後半に渦ベン毛層のブルームが起こったことが  

観測された。この結果，ケイ籠のブルームによって自然  

起源のケイ素が消費さゴt，この時，余剰の硝酸塩および  

リン酸塩が残っているために，渦ベン毛乳 微小ベン毛  

藻などの非珪藻種に遷移することが確認された。大阪牒  

以外では，ブルーム後にむしろ硝酸塩，リン酸塩が枯渇  

し，ケ■ィ素が残ることが確認された。このような海域で  

は，栄養塩枯渇時にシアノバクテリアの組成が多いこと  

も確認された。   

また，Strathlllanの変換式により，炭素換算バイオ  

マス検算を行った結果，増殖が，ほぼ対儲川l線にのると  

いう結果が得られた。従来，単一種の培養系では，対数  

増殖曲線が得られていたが，樵混合系で，しかも様々な  

安素の混在するフィールドでこのような結果が得られた  

ことは，今後の串例を増やす必要はあるが，非常に重要  

であるといえる。  

〔発 表〕K－138，a－100、102，104，105  

一61－   



2．3．6 熱帯林の減少に関する研究  

〔研究担当〕  

生 物 圏 環境部：古川昭雄  

地球環境研究グル⊥ナ：奥田敏耗・層【一難鴻・椿 宜軒：・  

隔で起こるとされている。一斉開花については多くの研   

究がなされているがそのメカニズムには未だに不明な点   

が多い。また，多くの種が一斉に開花・結実することの  

‥・・適応的な意味や，■■それが誘導されたプロセス■も明らかで   

はない。そこで，マレーシア，ネグリ・センピラン州の   

パソー森林保護区の低地フタバガキ林およびセランゴー   

ル州のセマンコック森林保護区の丘陵フタバガキ林で，   

デンドロメ一夕一による樹木の肥大成長の継続測定とり   

タートラップによる落葉．落花，落果の測定を行った。   

その結果，調査期間中にフタバガキ科の樹種をはじめと   

する優占度の高い種類の結実は顕著でなく，特にパソ一   

においてはほとんど結実しないことが分かった。セマン   

コックにおいては1992年の秋に此較的多くの結実があ   

り，小規模な一斉開花であると考えられた。しかし，セ   

マンコックで最も優占度の高い凱oreαC乙‘rf王sよよは結実   

したものの量は少なかった。開花と展葉，落葉は通常ほ   

ぼ同じ月におこるので，結実と何らかの関係があること   

は間違いない。  

幹の生長は連続的ではなく，成長する時期としない時   

期の差がかなり明瞭にあることが分かった。1年の周期   

性を見るために1993年と1994年の同時期の成長速度の   

相関を取ってみると．特にフタバガキ科の種群で相関係   

数が極めて低く，どちらかというとランダムな成長をし   

ていることが分かる。フタバガキ科以外の種では   

且和己erよ0箪ermum一旦柁do甲ermumがそれぞれ相関係数   

p．76，0．68で比較的高く，予測性の高い年変動をもつ。   

且rα亡er云0叩ermぴmでは肥大成長の低下する時期に落葉   

が起こり，温帯林の樹木と類似しているが，肥大成長の   

止まるのはごく短期間ですぐに成長を開始する。   

セマンコックの優占種である助oreαCαr壬よsよよは変動   

は大きく落葉の多い月と少ない月があるが（連続的には   

落葉しない），ランダムに近いパターンを示す。  

駄呼んよumは2番巨＝二優占度の高い種であり，個体数も   

多いが，非常によく同調しており，しかも1992年6月   

と1994年6月に落葉が集中する2年周期の特異的なパ   

ターンを示した。このことから＆呼んよ“mは少な〈とも   

葉の寿命が2年間あI），林冠に達する種類としては寿命  

が長いことが分かる。なお，5cqpゐ～以mは調査期間中全   

〈結実が観察されなかった。この種の結実は落葉のすぐ  

後に起こることが知られており，開花は落葉と同時に起   

こるものと考えられる。今後，一斉開花がおきた場合，   

2年周期の落葉パターンがずれるのか，あるいは他の種  

高村健二・永田尚志  

社会環境システム部：安岡善文・乙間末懐  

科学技術特別研究員：足立直樹・横田岳人  

‾卜‾線は研究代表者を示す  

〔研究概要〕   

近年における世界各地での森林の急速な減少は，森林  

資源の枯渇のみではなく，そこに棲息する生物種の減少  

を招き．回復不可能の段階にあると危惧されている。特  

に，野生生物の宝庫である熱帯林の減少は大規模で，多  

くの野生生物種が消滅していると言われている。現在の  

ところ熱帯林伐採跡地への植林が試みられているが，過  

去に熱帯の各地で見られた熱帯林更生にはほど遠く，自  

然条件における熱帯林生態系の基本的な知識，特にその  

環境と構造，生物種の多様性維持機構，天然更新過程に  

関しての知識が研究の基盤として必要である。このよう  

な観点に立ち，本研究課題においては，（1）熱帯林生  

態系の環境及び構造解析に関する研究，（2）熱帯林生  

態系における野生生物種の多様性に関する研究，（3）  

熱帯林の環境形成作用の解明に関する研究，（4）熱帯  

林生態系の修復に関する研究，（5）人工衛星デーダを  

用いた東南アジア地域の地表面皮膜分布提】の作成に関す  

る研究を行った。一部の研究は北海道大学付属低温研究  

所，名古屋大学農学弧 京都大学農学部，大阪市立大学  

理学部および自然環境研究センターの協力を得て行った。  

〔研究成果〕  

（1）熱帯琳生態系の環境及び構造解析に関する研究   

年間を通して気温・降水量がほぼ一定Lていて，季節  

性の明瞭でない熱帯多雨林域では，温帯域や，熱帯でも  

モンスーンの影響で乾季雨季を持つ地域とは，植物り生  

育リズム，特に森林群集レベルで見た生育リズムに本質  

的な違いがみられる。すなわち，明瞭な1年周期で繰り  

返される開花や落葉が種間で同調して観察されない。熱  

帯多雨林域でもアメリカヤアフリカと比べて東南アジア  

ではMass flowering（一斉開花）と呼ばれる特異な  

現象が見られる。これは，Super－annualな開花が多く  

の種で同調して起こる現象で，5年から10年程度の間  
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とは異なる時期に結実するのかに興味が持たれる。   

パソにおいて突出木層（ェマージェント）を形成する  

重要なメーンバーの一つであるマメ科のⅣ00J叩α5SZαは個  

体ごとに同調性のない独自の明瞭な落葉周期を持つ。個々  

の個体の落葉はほほ1年周期で，一斉に落葉し，ほとん  

ど菓のない時期が観察された。このように個体ごとの成  

長リズムがずれていると開花時に個体間の送粉が成立し  

ないことになり，繁殖にとっては明らかに不都合がある。  

調査期間中にプロット内での結実は全く見られなかった  

が，一斉開花時には落葉バターンが同調する可能性もあ  

る。DNAヤアイソザイムを使った系統解析により，こ  

の点を明らかにできるであろう。  

をサンプリングして，幹・枝の乾重と葉の乾重との間の  

相対成長関係を調べたところ，両者の相対成長速度の比  

は，両種とも1．23で変わらず成長に伴って支持器官の  

割合が増加していくことが示された。－、方，同じ個体夏  

のものを比較すると，葉乾重／幹・枝乾重の比は5んoreα  

極椚肌血の方が常に低かった。上記の種間差が，両種  

の耐陰性の遠いに反映し，その結果両種は更新ニッチを  

分けていると想像される。ただし，更新過程での光環境  

は，時間的にも空間的にも変動するため，個々のギャッ  

プでどの種が更新するかは確率的にしか決享らない。そ  

のため，両種間に明確な更新ニッチの分割が見かけ上み  

られないのであろう。  

〔発 表）A－2，3，a－7，9，45  

（2）熱帯林生態系における野生生物種の多様性に関す  

る研究   

調査地パソにおいて，58種の木本植物の果実につい  

て，自動撮影装置を用いて，訪れる果実食者群集を調査  

した。哺乳類24種，鳥類5種，爬虫規2種が記録され  

た。ブタオザル（肘αCαCα〝emeS汗よ乃α）は70．2％の植物  

性で出現し，重要な種子散布者であることが示唆された。  

オナガコミミネズミ（エe叩0励m二膵5αわα乃〟ざ）とミスジ  

ャシリス（エαrgSCαSよ柁Sよg几∫s）はそれぞれ43．9％，38．6  

％の植物種で出現し，貯食行動をもつことから種子捕食  

者としてだけでなく桂子散布者としても重要であること  

が示唆された。ジャワマメジカ（n℃g〟JusJαUα花血5）  

はイチジクCα几αrよ以mJ∠乙£orαJ白では種子散布者として  

働いているが，5んoreαmαズよmαでは種子捕食者として  

働いていると考えられた。ネズミヤマアラシ（rr∫c／1ツざ  

／α血c㍑ぬ亡α）は脂質を多く含む果実や種子を選好し，そ  

のような果実を独占的に利用することから，選好される  

植物種では重要な種子捕食者として働いていることが明  

らかにされた。   

また，パソ森林保護l亘の低地フタバガキ林に分布する  

2種のフタバガキ科（」弘oreα卸ro5昆Jα，∧桓0占α～α几OCα叩uS  

転血誼 の実生の林冠ギャップに対する生存と成長反応  

を調べた。ギャップの直‾F，ギャップの緑，林冠下の3  

地点に両種の当年～1年生の椎樹を移植した。林冠下に  

おいて，移植後1年間に肋oreαJ印rO5〟Jα生存率が低下  

したのに対して，楠0ムαJα几OCα岬比ざんeよmJ∠は90％以上  

生存した。椎樹の樹高成長は，両種ともギャップの直下  

で最もよかったが，5んoreαJ甲rOぶugαの方がはるかに成  

長速度が高かった。移植後1年目と2年巨＝ニ・一・・・■部の個体  

（3）熱帯林の環境形成作用の解明に関する研究   

マレーシア国のクアラルンプール郊外ケボンにあるプ  

キットラゴン森林保護区とセランゴール州にあるパソ森  

林保護区の2カ所において土壌環境形成に寄与する倒木・  

落乗の供給量と分解速度を調査した。2カ所ともに低地  

熱帯雨林にあたり樹相は束南アジア熱帯雨林に特有の7  

タバガキ科樹木が多い。1991年以来落葉落下量・土壌  

有機物現存量・落葉および水村分解速度を測定するとと  

もに，野外実験を行ってこの分解に与えるシロアリの影  

響を定量してきた。また同時にシロアリ・トビムシを中  

心に土壌動物の定量・同定も行った。その結果，以下の  

ような成果が得られた。   

落葉洛‾F量をパソとブキットラゴンにおいて調査した  

結果，年間の落葉供給量は8－11t／haと測定された。こ  

れらの調査データをこれまでの熱帯林からの報告ととも  

に取りまとめ温帯林との比較を行った。熱帯林では温帯  

のほぼ2倍の落葉が土壌に供給されていることが明らか  

となった。   

パソでの8樹種落葉の分解実験とプキットラゴンでの  

1樹種落葉分解の実験から熱帯での落葉分解様式の特徴  

を明らかにした。これまでの熱肝林での研究成果ととも  

にとりまとめた結果，熱帯林での分解速度は温帯林での  

2倍近いことが明らかになった。   

落葉分解実験から熱帯での落葉分解の過程ではシロア  

リなどの土壌動物が落葉の消失・粉砕・搬出に重要な役  

割を果たしていることが明らかになった。またプキット  

ラゴンでの土壌動物除去処理をした分解実験からも分解  

への土壌動物の寄与が明らかになった。  
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分解実額に用いた落葉の初期の炭繁／窒素比は38、71  

の範囲にあり，この値は温帯の落葉樹での炭素／窒素比  

と大きく異なっていなかった。落葉の初期の炭素／窒素  

比は分解に伴って低下L．多くの樹種で炭素ノ窒素比  

23～48で窒繁の無機化（放出）が認められ差㍉ 一般に  

温帯の樹種では，窒素の無機化は炭素／窒素比が20に近  

い倍で生じることが知られている。熱帯林では落葉分解  

での窒素の撫機化が高い炭素／窒素比のもとで生じるこ  

とが明らかとなった。こうした高い窒素／炭素比での窒  

素の無機化は土壌勅勘二よ点落葉の分解により説明され  

た。また土壌動物除去と対照区での分解実験の結果から  

土壌動物が落葉分解を促進し窒素の無機化と土壌への流  

出に寄与Lていることが明らかとなった。   

丸木を用いた分解実験では炭素・窒素・リンのいずれ  

の減少速度にもシロアリの有無の影響が認められなかっ  

た。前記3元素のうち章薫は炭素に比べて減少が停滞が  

ちであり，いわゆる不動化が認められた。その結呆炭素／  

窒素比は分解の進行と共に減少する傾向を示した。実験  

に用いた丸木の相乗度が約1g／cmヱと高く材質が堅いこ  

とがシロアリの影響が認められなかった原因ではないか  

と考えられた。   

上記の実験結果を受けて，材密度が異なる二種の板材  

でシロアリの有無による分解速度の違いを調べた。材密  

度約1g／cm3と堅い板材ではシロアリの影響が認められ  

なかったが，材密度約0．5g／cmユと軟らかい板材ではシ  

ロアリによって分解率が8倍近く上昇することが分かっ  

た。またシロアリがいない場合には2種類の板材の間で  

分解率に大差はなかった。したがってシロアリは軟らか  

い材質の木の分解において重要な役割を果たしているこ  

とが明らかとなった。   

土壌動物相について調査した結果，温帯林に比べて熱  

帯林の土壌のトビムシの密度はほぼ10分の1程度と極  

めて低密度であった。土壌のトビムシの個体数は生態系  

での有機物供給，分解葺を介した二L壌堆積腐植の量によ  

を）決定されていることが明らかとなった。また木材の分  

解実験において採集されたシロアリはキノコシロアリ亜  

科の3種 とシロアリ亜科の1桂であったので，キノコ  

シロアリ亜科のシロアリが大きな役割を果たしていると  

推察された。   

熱帯林における植物体の分解による炭素や養分の流れ  

は温帯の2倍近い速さであることが分かったがこの流れ  

シロアリが大いに貢献していることが明らかとなった。  

〔発 表〕a－33，34  

（4）熱帯林生態系の修子引こ関する研究   

自然林の再生をどのように行うべきかの知見を得るた  

めに，天然林内のギャップ，二次林，焼き畑によって裸  

地化した草地で以下の調査を行った。   

ユ）ギャップでの椎樹の成長   

熱帯林における自然更新過程を解明するために，自然  

状態と人為的環境‾Fにおける実生の成長について調べた。  

自然状軌二おける調査は，上靴0佗αJ甲mざ〟Jαをサイズの  

異なるギャップに植栽し，成長の変化を調べた。被陰処  

理によって人為的に光環境を変化させ，Sん0／、eα  

／7‡αユ〃77αの実生揖の成長，窒素含量，光合成速度を測  

定した。その結果，ぶんoreα′叩rO馳血。は，ギャップの大  

きさが大きいほど成長が良かった。しかし，被陰実験よ  

り以下のことが明らかになった。  

・葉の窒素含有量は，強光区より弱光区の前で高かった。  

・光飽和での純光合成速度は，葉面積当たり及び窒素含  

有量当たりともに弱光区より強光区の甫で高かったが，  

両区の光合成速度の差は，葉面構当たりよりも窒素含有  

量当たりで縮まった。  

・量子収鼻は強光区より弱光区で高く，弱光区の苗は弱  

い光を効率良く利用していた。－一方，光飽和値での総光  

合成速度は弱光区よi）強光区で高く，強光区の苗は強い  

光を効率良く利用していた。   

2）土壌中でのCO。濃度   

2次林と焼き畑によって裸地化した草地の土壌中での  

CO2濃度分布を調べた。その結風 土壊巾のCO。濃度は  

深くなるにしたがって増加し，深さ50cmでは大気中の  

CO2濃度の約100倍にもなづた。また，草地での土壌中  

CO2濃度は，2次林のそれよりも高く，各深さで約2倍  

の濃度に達した。2次林と草地とでのCO2濃度差の違  

いは，一つには草地での焼き畑による埋没樹木の分解に  

よるCO2の放出が考えられたが，土壌「いのCO2濃度プ  

ロファイルと土壌中炭素含量とが一一致しないことから，  

COz供給源として別の要因を考慮する必尖があることが  

示唆さゴtた。  

（5）人工衛星データを用いた東南アジア地域の地表面  

被覆分布図の作成に関する研究   

本研究では，1970年代，1980年代，1990年代の  

LANDSAT h／ISS．TM，NOAA AVHRR等の人コ備  
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星データを用いて，各年代の土地被覆分布堰を作し，さ  

らにこの20年剛こおける東南アジア地域の土地被覆状  

況の変化，特に，植生分布の変化を定量的に評価するこ  

とをL］的とする。本研究は，LANDSAT TM（分解能  

30m）等の高分解能センサデータと NOAA AVHRR  

からの高頻度，広域観測データ（低分解能）を併用する  

ことにより．焼畑や森林伐採など小規模での植生改変を  

とらえると同時に，東南アジア全域での植生変化状況を  

よF）高精度で計測することをと‖旨す。   

平成7年度までに，東南アジア地域をカバーする  

1990il三代のLANDSA’11TMデータ200シーン（対象地  

城のほほ全域をカバー）を人手し，対象地域の衛星モザ  

イク画像を作成Lた。収集したIJANDSAT TMデー  

タから土地被覆分類を行うための簡易手法について検討  

し，特産地域について地上調査データを用いて，土地被  

覆分類回を作成した。また，NOAA AVHRRからの土  

地被覆分魔の試みとして，時系列AVHRR植生指数の  

季節変動パターンの類型化に基づいて束アジアの8km  

分解能での土地被覆回（8項目分類）を作成した。さら  

に．IJANDSAT TMデータと NOAA AVHRRデー  

タとのスケーリングにより，T～tデータから算出された  

局所的情報（植生・土壌・水面積混在比）を東南アジア  

全域に外挿する手法を開発した。  

〔発 表）c－38～39，C－14．18、19，21，32、33  
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2．3．7 生物多様性の減少に関する研究  

（研究担当〕  

生物 寓 環境 部：古川昭雄  

地球環境研究グループ：椿 宜高・高村健二・永田尚志・  

要因となることから，植生，土壌，水の混合状況を人工  

衛星データから推定するためのVSW指数（植生・土壌・  

水指数）を新たに開発した。さらに，人工衛星データと  

他の環境主題図とのオーバーレイにより湿地の特性把握  

を行う手法について検討を行い，特に，標高データと衛  

星データから得られた植生分布図の合成による湿地植生  

鳥隙図の作成を試みた。  

（＿3）希少野生動物の遺伝的多様性とその保存に関する  

研究   

絶滅に瀕した野生動物の遺伝的多様性（ヘテロ接合対  

率）が低下していることはいくつかの種で知られている。  

■これは近交劣化とほぼ同等の現象であるので，その生存  

力への影響を見るために，メダカや昆虫に関して野生系  

統と室内飼育系統の遺伝的多様性の比較を行っている。  

また．動物には本来左右対称であると考えられる部位が  

わずかに左右の長さが異なっていることが多い。そこで，  

左右対称性のゆらぎ（Fluctuating Asymmetry＝略し  

てFA）と生存力や繁殖力との関連性を検討している。   

危機に瀕した種の絶滅を防止するには，生息域内にお  

ける保全施策に加え，生息域外で保存し増殖させること  

も必要となる。そのために家畜繁殖技術として発達した  

系統保存，人工受精，始原生殖細胞の保存などの技術を  

応用して人工増殖などに活用する手法を開発する。  

奥田敏統・唐 艶鴻  

地域環境研究グループ：高橋憤司  

社会環境システム部：安岡善文・田村正行・山形与志樹・  

清水 明  

生物 圏 環境 部：渡追 信  

下線は研究代表者を示す  

〔研究概要〕  

（1）森林破壊が野生生物種の減少に及ぼす影響の機構  

に関する研究   

マレーシア半烏部の平地熱帯林において．複数のタイ  

プの野生生物生息地における種多様性の差異を明らかに  

することによって，森林破壊に伴う野生生物種の減少の  

機構解明を行う。調査地点はクアラルンプールの北方約  

10kmに位置するウルゴンバック（Hulu Gombak）お  

よび南東約70kmのパソー保護林（Pasoh）である。本  

研究は国立環境研究所，森林総合研究所、自  然環研究  

センター，鹿児島経済大学，マレーシア森林研究所  

（Forest ResearchInstitute Malaysia），マレー大学  

（University of Malaya），マレーシア国立大学  

（UJliversitiJ（ebangsaan Majaysia）による共同研究で  

あり，研究期間は平成3年度から7年度までの5カ年で  

ある。  

（2）アジア・太平洋地域における湿地等の動態評価に  

関する研究   

前年度に引き続き実験フィールドである北海道釧路湿  

原．オーストラ1）ア東部湿地帯において．LANDSAT  

TM等衛星データの収集，現地調査による地上観測デー  

タの収集を行った。また，タイ パテョキリカン湿地，  

ソンクラ湖など世界の代表的湿地の衛星画像データの収  

集を開始するとともに，一部実験フィールドにおいて現  

地調査等による地上データの収集を行った。一方，衛星  

画像から湿地環境を調査するためのデータ解析手法につ  

いて検討を行い，特に，マイクロ波帯域のセンサである  

合成開口レーダー（SAR）画像データとLANDSAT  

TM等光学センサーデータ複合利用により植生分類を行  

うための手法を開発した。また，湿地の環境特性を把握  

する上で植生，土壌，水の状況およびその変化が重要な  

（研究成果〕  

（1）森林破壊が野生生物種の減少に及ぼす影響の機構  

に関する研究  

1）パソー林における糞虫群集多様性  

動物の糞を餌資源とする糞虫を対象として，パソ一杯に  

生息する種類数の推定を行った。ビットフォール型ベイ  

トトラップを使うことによって，パソー林の葉虫を採集  

した。トラップ設置地点はパソ一杯の周辺から中心部に  

かけて200mごとに8地点を設定した。第2地点では  

1991年7月から10個のトラップを毎月設置している。  

第2地点を除く第1地点から第6地点まではユ991年10  

月からそれぞれ3個のトラップの設置を開始した。さら  

に1992年2月から第7地点と第8地点にトラップを設  

置した。ト．ラップの設置期間はいずれも2日間である。  

気象データはパソ一気象観測ステーションの資料を用い  

た。   

他の熱帯地域の森林に比べ，パソ林の条虫群集はやや  

貧弱であることが分かった。これはパソ林が孤立した林  
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林床棲昆虫採食ギルドの個体数が両調査地で大きな割  

合を占めているが，かく乱された地域では減少した。林  

床棲昆虫採食ギルドは大部分はチメドリ科で占められ，  

かく乱を受けていないパソにおいては20種類のチメド  

リ類が林床鳥類群集中の30％以上の個体を占めていた  

のに対し，ゴンバックではチメドリ科は8種類しか記録  

されず群集巾の20％の個体を占めていたにすぎなかっ  

た。次に懐古する果実立見虫食ギルイは，主にヒヨドリ  

科で構成され，両調査地での群集中の比率はほぼ等しかっ  

たが，チメドリ科とは逆に，人為的にかく乱されていな  

いパソでは8種類のヒヨドリが記録されたのみであった  

のに対してゴンバックでは20種類が記録された。次に，  

両調査地の現存量を推定するために，両地域の鳥類群集  

を構成している鳥類の体重分布を各餌ニッチに分割して  

解析した。昆虫食者が，両地域とも最も優占して個体数  

が多く，パソでは体重16、32gのクラスにモードが見ら  

れるのに対し，ゴンバックではそれより小さい8、16g  

のクラスにモードが認められ（図＝），平均体重はパソ  

では27．2gなのに対し，ゴンバックでは20．1gしかなかっ  

た。その他の餌ニッチでは，高次捕食者，昆虫・植食者  

とも体重16～32gのクラスにモードが認められ平均体重  

に両地域の差はあまを）なかったが，タイヨウチョウやハ  

ナドリなどの植食者はかく乱を受けているゴンバックで  

個体数が増加し平均体重もパソに比べて小さかった。こ  

の体重分布と相対■密度から相対現存量を算出してみると，  

′ぐノでは12．1g／日／網であるのに対してゴンバックでは  

20．8g／日／網と推定された。かく乱を受けているゴンバッ  

クでは大型の林床棲昆虫食者が減少したため，群集内の  

烏の平均体重は減少したものの果実・花蜜食者の密度が  

増加Lたため現存量はパソの1．7倍に増加しているとい  

える。   

チメドリ類の多くは，熱帯林内種であり林緑にはあま  

り適応していない。人為的かく乱を受けることにより林  

縁環境が広がり，植生の変化や林縁からの新しい捕食者  

の侵入等の周辺効果が生じたり，森林の断片化により大  

型のチメドリ類にとって十分な面積の行動圏が確保でき  

なくなり，まず大型の数の少ないチメドリ類から姿を消  

していく考えられる。－・方，ヒヨドリ類，ハナドリ規，  

タイヨウチョウ類は，本来，ギャップ・林縁などの遷移  

途中の植生に依存しているグループであり，人為的かく  

乱を受けている地域や林道では林緑ハビタットが人為的  

につねに供給されるのでこれらの果実・花蚕食鳥類が優  

でゾウやトラなどの大型獣を欠いていることによる可能   

性がある。森林内の糞虫種類数を篠崎の新オクターブ法   

によって推定したところ，40種類となり，実際に採集   

された37種類とほぼ同じになり，きわめて稀な数種を   

除いてほとんどが採集されていることを確認できた。  

種多様性の変動を月変化と場所間変化のデータから解   

析し，α多様性，β多様性，γ多様性を推定した。その   

結果仁全体の変動の大部分は季節変動にま▲って説明でき、、．   

ること，場所間変動は季節性と独立であることが分かっ  

た。  

場所間の類似性をMorisitaのC人指数によって解析  

した。その結果，まばらな二次林環境の2地点が他の地   

点と葉虫種類組成が異なること，他の6地点はたがいに   

類似していることが分かった。  

主要6種の場所選好性について分析したところ，自然   

林を好む種，二次林を好む種などがあり，選好性は多様   

であることが分かった。また，いずれの種も約6カ月の   

周期で季節変動を示し，長期間の気象統計による雨量の   

季節変動と平行的に変動することが分かった。  

2）かく乱の程度の異なる2つの熱帯林鳥類群集の比  

較   

鳥類群集の多様性を明らかにし，熱帯林のかく乱に伴う   

鳥類群集構造ヤギルドを構成している種類の行動の変化  

を明らかにすることを目白勺で，マレーシア半島のかく乱  

の程度の異なる2つの低地熱帯林のパソ森林保護区とゴ  

ンバック森林保護区で調査を行った。東南アジアの熱帯  

林での鳥類群集を明らかにする標準手法を確立し，熱帯  

林の鳥類群集を明らかにするには1000日・網の調査努   

力が必要であった。  

人為的かく乱を受けているゴンバックでパソより多く  

の種が記録されたが，シンプソンの多度指数およびピェ  

・ルーの均衡性指数等の一α多様性には差はなかった。ゴン  

バックの相対密度は0．857個体／網／日であり，パソの  

0．465個体／網／日のおよそ2倍であった。また，調査網  

数一種散開係を準ニュートン法を用いてフォン・ベルタ  

ランフィ式にあてはめ，両地域の推定生息種類数を求め  

た。ゴンバックの林床棲烏頬の推定生息数は95．1±0．40   

（95％信頼限界）種類であり，パソのそれは61．4±1．20  

種類であった。1970年代後半にパソで行われた同じよ  

うな調査によると81種類の林床棲鳥類が記録されてい  

るので，この20年間に20種類近くが孤立したパソ原生  

林から姿を消したと推測される。  
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図1 両調査地の体重クラスからみた鳥類群集構造  

体重はハッチンソンニッチを表すように2を底とする対数尺度で分割し，4、8g，8、16g．16、32g，32、朗g，  

朗、128g，128g以上の6つのクラスに分類Lた。  

占しているといえる。このようにヒヨドリ類とチメドリ  

莞引ま森林のかく乱に対して正反対の反応をするので，こ  

の2つのグループは東南アジアの熱芳二林のかく乱の程度  

を知るよい指標種となる。  

【発 表〕a－49，55  

の収集を行った。また，タイ バナョキリカン湿地，ソ  

ンクラ湖など世界の代表的湿地の衛星画像デ⊥夕の収集  

を開始するとともに，一部実験フィールドにおいて現地  

調査等による地上データの媒集を行った。一▲方，衛星画  

像から湿地環境を調査するためのデータ解析手法につい  

て検討を行い，特に，マイクロ波帯域のセンサである合  

成開口レーダー（SAR）およびLANl〕SAT「rM等光学  

センサからの多季節データの複合利別二より植生分類を  

行うための手法を開発した。   

また，湿地の環境特性を把握する上で楠生，土壌，水  

の状況およびその変化が重安な要因となることから，植  

生，土壌，水の混合状況を人工衛星データから推定する  

ためのVSW指数（相生・土壌・水指数）を新たに開発  

Lた。VSW指蘭は従来から利用されている植生指数の  

概念を拡張したもので，植生指数が植生の状況のみを表  

す指数であるのに対Lて，植生，水，土壌の混合状態を  

表すものである。   

さらに，人工衛星データと他の環境主矧窒】とのオーバー  

レイにより湿地の特性把握を行う手法について検討を行  

い，特に，標高テ㌧一夕と衛星データから得られた植生分  

布図の合成による湿地柵生息蹄女凶の作成を試みた。湿地  

が基本的には水平な地域に分布するが，湿地の微細標高  

は，植生分布に影響することが示さゴtた。  

〔発 表〕C－∠10、42．44～47，C－32～33  

（2）アジア・太平洋地域における湿地等の動態評価に  

関する研究：人工衛星データを用いた湿地分布図の  

作成手法に関する研究   

沼沢地やマングローブ林などの遅地は地球環境を考え  

る上で重要な地表面被覆形態の一つであり，野鳥など多  

様な生物種の生息域として．またさらには地球環境温暖  

化ガスであるメタンの発生源として，近年その実態を調  

査する必要性が指摘されるようになってきた。しかしな  

がら，湿地は対象となる地域が広い上に，通常その巾に  

入ることが難しく地＿し調査が容易ではないこと，また，  

その分布が全地球レベルにわたっていることから，地域  

レベルにおいても地球レベルにおいても，得られている  

情報は樺めて少ない。本研究は，人工衛星からのリモー  

トセンシングデータを利用して，個別湿地の相生，水，  

土壌環境を調査することを目的とするものである。   

平成7年皮は，前年度に引き続き実験フィールドであ  

る北海道釧路湿煉，オーストラリア東部湿地帯等におい  

て，衛星データの収集，現地調査による地上観潮データ  
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（3）希少野生動物の遺伝的多様性とその保存に関する  

研究   

3種類のメダカ集団を用いて，RAPDマーカー法を  

試みた。用いた集団は，′ト野川産の野生メダカ，飼育ヒ  

メダカ，近親交配を繰り返Lたヒメダカの系統HO－5  

である。この場合．近親交配の程度は，野生＜ヒメダカ  

くHO－5（7）順に拭い。用いたプライマーは，OPA－02～  

OPA－10（いずれも塩基10個）の9種類である。   

野生メダカ集団では，一9梗類すべてのプライマーで  

RAPl〕マーカーバンドが検出でき，すべての個体間で  

バンド多形が検出され，個体の識別は明確であった。飼  

育ヒメダカ集団では，9種類すべてのプライマーで  

RAPDマーカーバンドが検出できたが．バンドの多形  

は少なく，個体間で多形のない個体も多かった。HO－5  

集団では，OPA－08とOPA－09でバンドが検出できなかっ  

た。また，バンド多形はまったく検出できず，個体閥の  

岩故別はできなかった。野生集札 飼育ヒメダカ集団，  

HO－5集団の順に，各プライマーで検山されるバンド致  

が減少する傾向が認められた。   

集団に出現したバンドの種類の総数は，野生メダカ＞  

飼育メダカ＞HO－5系統の順に減少している。逆に，個  

体間のバンド共有率は，野生メダカ＜飼育メダカ＜  

HO－5の順に増加した。また，個々の種類のバンドが各  

個体に出現する比率は，野生メダカ＜飼育ヒメダカ＜  

HO－5系統の順に増加した。これらの結果から，近親交  

配の程度が進むほど，DNAの多形（＝遺伝的多様性）  

の程度が減少していることが分かり，メダカの場合，  

RAPDプライマー法は，特定集団の近親交配の程度を  

数値化して表す手法として有効であることが分かった。   

スズメ目鳥類を材料として個体群特性と左右対称性の  

ゆらぎがどのように関連しているかについて注E】し，こ  

れを遺伝的劣化の指標として利用できるかどうかを調べ  

た。材料としては．危急種に指定されているオオセッカ，  

希少種に指定されているウチャマシマセンニュウと近縁  

種で今のところ絶滅の心配のないオオヨシキリ，コヨシ  

キリ，セッカのウグイス雄和鳥類，および希少種に指完  

されているコジュリンとその近縁種のオオジュリン，カ  

シラダカ．ホオジロ，ホオアカ，アオジ，ホオジロ科鳥  

類を材料として用いた。左右対称性の狂い（絶対FAの  

絶対値）は．翼長で平均0．7～1．2mIn程度で形質値の2  

％以‾ドであった。各形質の左右対称性のゆらぎの種間の  

差は少なく，雌雄差はほとんど見られなかった。しかし，  

左右対称性のゆらぎは，多くの種類で成鳥よりも幼鳥が  

大きくなる傾向が認められた。有効集団サイズの小さい  

ウチャマシマセンニュウ（Ne＝60，3）では，形質間の左  

右対称性のゆらぎに有意な相関が認められた。オオセッ  

カヤコジュリンでは周辺個体群で左右対称性のゆらぎが  

大きくなる傾向がみられ，オオヨシキリではあし原間で  

左右対称性のゆらぎに差が見られた。これらのゆらぎは  

野生鳥類個体群にかかる遺伝的・環境ストレスを反映し  

ていると予想された。左右対称性のゆらぎは，遺伝的ス  

トレスのみならず環境ストレスにも影響を強く受けるの  

で，遺伝的劣化の指標のみならず環境条件の悪化が野生  

個体群に及ぼす影響の指標としても有効である。   

希少野生動物の情報管理をシステム化するために，本  

年度は本邦産希少野生鳥類について，生息域内および城  

外情報を，大きく繁殖領域と環境領域に分類し，特に生  

息城外情報については，保全対策に不可欠な項目を重点  

的に袖山した。生息城外保全を個体・系統レベルで実施  

するためには，繁殖・環境情報を母集団とサンプル集団  

の各々で取得するのが有効であった。さらに臓器・潮胞・  

遺伝子レベルで情報管理するためには，既存の解剖学的  

分類・細胞銀行的分類：遺伝子地図的分類が有効であっ  

た。1二記の繁殖・環境情報のフォーマット化に際して，  

各々の重要項目を定めコード番号を与えた。   

次に，本邦産希少野生鳥類の繁殖・環境情報について  

コンピュータ入力した結果，以下の問題点が指摘された。   

1）生息域内外の生息状況を，より的確に表現するデー  

タ項目・指標等を更に検討する。2）生息城外情報の研  

究用データベースの適川範閣を拡張するとともに，デー  

タ蓄積量を増す必要がある。・3）鳥類の実験動物として  

ニホンウズラの有川性が指摘され．近交退化現象の解明  

と絶滅の危機を回避するためのデータ解析が，今後の検  

討課題となる。  

〔発 表〕A－33．B－6，9，a－47～48，50，53，b－160～161  
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2．3．8 人間・社会的側面（分野）に関する研究  

〔研究担当〕  

地球環境研究センター：西岡秀三・大坪囲順・宮崎忠国・  

1）都市と農村の関係のあり方からみた環境負荷低減  

方策について，住宅団地，工業団地，農村集落を対象に，  

ハードウエア，ソフトウエア，ハートウエアの3つの手  

’段による対策車例を抽出した占 また，住宅団地における  

新たな水・物質循環システムの提案を行い，これと連動  

したライフスタイル変更がもたらす環境負荷低減効果の  

シミュレーションを行った。   

2）水と廃棄物の循環過程を，郡市環境容量という観  

点から分析するため，廃棄物の発生量と都市特性の関係  

の統計分析を行った。   

3）都市内フローを担う物流活動に関して，集合住宅  

地械における宅配貨物に関する負荷低減策の事例分析を  

行い，不在再配達の解消のための宅配ロッカーの設置や，  

配送車輌の電気自動車への転換により，▲負荷の大幅な削  

減が可能であることを示した。   

4）都市内・都市間交通エネルギー消費の多〈を占め  

る自動車交通に関して，外部不経済の計測とこれを考慮  

した交通抑制策の検討を行った。また，都市構造・国土  

構造と交通による環境負荷の関係について，既存の土地  

利用交通モデルのサーベイを行うとともに，A system  

of cities modelを用いて，分散型国土構造の実現によ  

る環境負荷の低減可能性について考察した。   

5）都市インフラストラクチュア建設における環境負  

荷低減策の検討のため，ニューダウン建設を事例として，  

造成、建築，建物の運用というライフサイクルにおける  

二酸化炭素排出量を分析した。また．その基礎素材であ  

るセメント，コンクリートの循環に関わる環境負荷の評  

価方法について検討し，積み上げ法および産業連関分析  

法による二酸化炭素排出量を推計した。   

6）家計消費が誘発する二酸化炭素排出量の経年変化  

を，世帯の年齢構成に着目して分析し．世帯の小規模化  

や耐久財の複数所有の寄与分析と負荷削減可能性の検討  

を行った。また，幹線道路や区画街路，商業地の駐車場  

整備がマイカー利用にもたらす影響の分析を行い，負荷  

低減のための市街地空間整備のあり方の方向性について  

考察した。さらに，通勤交通と買い物交通を対象に，ア  

ンケート調査をもとに自動車を選択する要因の分析を行っ  

た。   

ライフスタイルや環境保全意識・行動の国際比較につ  

いては，市民のライフスタイルと環境負荷の一視点とし  

て，市民を消費者としてとらえ．社会システムの一つの  

構成要素として消費者と企業・行政との関係からとらえ  

吉成信行・中井真司・福渡・・■潔  

地域環境研究グループ：森口祐一  

社会環境システム部：青柳みどり  

下線は研究代表者を示す  

〔研究概要〕   

推進費における本研究分野は．地球環境変化の人間・  

社会的側面の国際協同研究プログラム（lnternational  

DimensionsofGlobalETIVironmentalChangeProgramme：  

1HDP）に積極的に対応して行くために，平成7年度か  

ら創設された。  

IHDPは地球環境変化の人為的要因と．地球環境変化  

が人間社会に及ぼす影響の両面を研究する研究計画で，  

具体的な研究分野の例として，土地利用・被覆変化，産  

業構造の変化とエネルギーの生産と消費，資源利用に関  

する人口・社会的側面．環境倫理や教育，資源利用や人  

口推移を決める各種制度，および環境の安全性と持続的  

発展が挙げられている。   

「地球環境負荷低減のための都市とライフスタイルの  

あり方に関する研究」においては，社会経済システムの  

構成要素のうち，特に都市及びライフスタイルという側  

面に着目して，低地球環境負荷型の社会像を描き出すと  

ともに，その実現のための具体的手段の検討に資する知  

見を提供することを目的とした。   

「地球環境保全に関する土地利用・被覆変化研究  

（LU／GEC）」においては，アジア・太平洋地域における  

持続可能な土地利用変化のあり方を検討し，土地利用の  

観点から地球環境保全のための適切な政策オプションを  

提案することを最終目標に設定して，第一期（3年間）  

で，アジア‥太平洋地域全体における2025年，2050年  

の土地利用・被覆の状況の予測を行い，全体としてどの  

地域にどのような荒廃的な被覆変化が起きるかを洗い出  

すことを目的としている。  

〔研究成果〕  

（1）地球環境負荷低減のための都市とライフスタイル  

のあり方に関する研究   

都市の構成要素，および都市とライフスタイルの相互  

関係に関して，下記の課題を実施した。  
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るために．平成7年度には消費者についての調査を行っ  

た。消費者の環境に対する意識と行動がいかなる状況に  

あるのか，企業への働きかけがどのようなルートで行わ  

れるのか，企業からの働きかけがどのように受けとめら  

れているのか，また，行政サービスとして消費者はどの  

ような仕組みを望んでいるのかについて分析を行った。   

まず，消費者は，企業のなかでもモノを製造す．るメー  

カーにどのような行勤を望んでいるのかについての集計  

結果を図1に示す。メーカーに対する消費者の要望は  

「廃棄された製品を責任を持って回収・処分する」が77．  

4％ともっとも多く，メーカーは製品の製造だけではな  

く廃棄までに積極的に関わるよう望んでいる。環境負荷  

のわかりやすい「表示」ヤ「広報」，自社の環境対策の  

「宣伝・広告」などよりも，実質的な対策を求めている  

ことが分かる。さらに，そのような環境行動を実際にとっ  

ている企業に対する消費者の反応を見ると，男性ほど，  

「盲伝に利用している」と率直に評価しない傾向が強〈，  

女性は逆に「その企業の製品を買いたい」と積極的に評  

価する傾向にあることが分かった。   

では，このような態度，認識を規定する要因は何だろ  

うか。「科学観」「自然観」「環境観」に関する設問につ  

いての回答結果を因子分析したところ「環境悲観主義因  

子」「技術楽観主義因子」「動物愛護因子」「ダーウィン  

主義因子」の4巨∃子が抽出された。日本の特徴は，図2  

に示すように因子得点の平均点の分布から，（∋平均的な  

「環境悲観主義因子」，⑦弱い「現状優先主義因子」，③  

強い「動物愛護因子」，④強い「ダーウィン主義因子」  

に特徴づけられる。日本人は，人類の活動が環境に対し  

て悪影響を与えている，という認識は分析国の中では平  

均的にあるが，現状優先主義についてはドイツ，オラン  

ダとともに弱い方向にあることから日本の－・般市民は自  

分たちの生活を見直す必要があると考えていることが分  

かる。アイルランドなどは，分析に取り上げた匝の中で  

は，現状優先の考え方が強いことが分かる。  

〔発 表〕K－31．66，C－5，6，8，C－l  

て2）地球環境保全に関する土地利用・被覆変化研究   

（し∪／GEC）   

LU／GECプロジェクトの最終目標は，アジア・太平  

洋地域における持続的な土地利用のあり方を検討し，土  

地利用の観点から地球環境保全のための適切な政策オプ  

ションを提案することにある。キーワードは持続的発展  

と土地利用ということになる。   

本研究プロジェクトは第1期とLて3年間をかけて，  

アジア・太平洋地域の2025，2050年の土地利用・被預  

の状？兄の予測を行うことと，アジアのどの地域にどのよ  

うな持続的発展を阻害する被覆変化が起きるかを洗い出  

すこととした。この目標を達成するためには，長期予測  

公害対策など環境対策を  
積極的に行う   

製品の環境負荷をわかり  
やすく表示する   

環境に良い製品を積極的  
に広報する   

環矧こ良い製品を積極的  
に開発する   

修理体制を整備したり、  
製品の耐久性を良くする  

廃棄された製品を安住   
持って回収・処分する   

自社の環境対策について  
具体的に宣伝・広告する  

その他  

図1環境問題を解決するためにメーカーに望むこと  
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図2 国子得点の国ごとの平均点の分布  

基本モデルグループ，①中国モデルグループ，③東南ア  

ジアモデルグループおよび①全域拡領グループを作り，  

それぞれ以下の作業を分担した。  

（D基本モデルグループ・‥・LU／GECモデルのコンセプ  

トの妥当性を検討するために，データの信赦性，操作の  

容易性を考慮して関西地フナを調査固として，市町村単位  

でデータを収集してケーススタディを行った。モデルの  

構築と予測結果の関係を追跡するためには解析手順をな  

るべく単純化することが有効であり，そのような操作的  

枠組みを適用した。  

モデル（LU／GECモデルと呼ぶことにする）とそのモ  

デルを適用するために必要な土地利用・被覆変化に関連  

するデータ・セットが必要となる。そのため，推進費  

LU／GECプロジェクトのサブテーマ（1）では土地利  

用・被覆変化の長期予測モデル（LU／GECモデル）の  

開発を目的とし，サブテーマ（2）では，土地利用・被  

覆データセットの開発を目的とした。  

1）平成7年度の実施状況の概宴   

アジア・太平洋地域の土地利用・被預変化の長期予測  

モデルを構築するためにLU／GEC検討会を設置し，①  
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②中国モデルグループ‥‥基本モデルを中国全土に適用  

した。モデルに用いたデータの最小単位としては省であ  

る。  

③東南アジアモデルグループ…・基本モデルをインドネ  

シア共和国全土に適用した。モデルに用いたデータの最  

′卜単位は州である。都市化が若い、ジャワ島の土地利用  

変化をさらに詳しく予測するために，ジャカルタの周辺  

を中心に現地調査を行い，データをカブパテン（日本の  

県）レベルで収集して基本モデルを走らせた。  

④全域拡張グループ…・日本，中臥 インドネシア，タ  

イ以外の東南アジアの国々の土地利用・被覆に関連する  

データの所在調査を行うとともに，各馴・卜l単位でのデー  

タの収集に努め，データセットの構築を行った。   

また∴推進費国際交流研究として，モデルを適用する  

ために必要なデータセットの構築を中国とインドネシア  

に対して行った。  

①中国データセット‥小国に閑Lては，全土の農業関  

連データを県単位レベルで集めるとともに，長江下流域  

の社会・経済データを，県または地区のレベルで収集し  

てデータセットを作った。  

⑥インドネシアデータセット…インドネシアに関して  

は，全土の社会・経済データを州レベルで集めるととも  

に，ジャワ・スマトラ両島についてはカブパテンレベル  

で集めてデータセットを構築した。   

2）土地利用変化基本モデルの構造   

土地利川変化予測基本モデルの構造は下式のようにな  

る。  

土地利用比率関数二L（t）＝f（st，n）  

ドライビング・フォース予測モデル：St＝g（so，t）  

自然的要因   ：n＝nO  

土地利用比率関数fは ドライビング・フォース（社会  

経済的要因）stと自然的姿凶nから土地利用面積寒を  

求めるモデルである。ドライビング・フォースの同定に  

は正準相関解析を，関数の決定にはワジソトモデルを適  

用した。構造変化の有無を検討した結果，今恒げは時間  

的に不変として扱うことができた。ドライビング・フォー  

ス予測関数gは，シナリオ等に応じて社会・経済的要因  

の将来予測をするモデルであり，①トレンド法，②直接  

指定（シナ1）オ），③KSIM法（Kanes Simulation  

九4ethod）など考えられるが，今回はKS仙Ⅰ法を適用L．  

た。自然的安国に関して今回は時間的に不変として摂っ  

た。   

図3は，関西地方（大阪，京都，滋賀）を調査地城と  

した場合の全域における4つの土地利川（農用地（Agri．），  

林用地（Forest），都71川勺利用地（Residential），その他  

利川地（Othel、S））の2050年時の利用比率の予測結果の  

一例である。fの閲数を決めるに際して，1970年と1990  

年の市町村単位データを用いており，農業収入が2050  

年に1990年に比して50％及び200％と設完した場合の  

予測結果である。  

〔発 表〕K－73  

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％  80％ gO％ 100％  

図3 調査城全域の二1二地利用比率変化予測結果の例  
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2．3．9 総合化研究  

〔研究担当〕  

地球環境研究センター：西岡秀三・大坪囲順・宮崎忠国・  

り，アジア地域程度の広域環境の状況把捉及び政策効果  

の数量的把握に向けた共通指標システムを構築すること  

を目的とする。アジア地域各国の環境及び関連人間活動  

にかかわる情報を，推進力（Pressur占），環境の状態  

（State），人間の反応（Response）の3つの要素で整理  

してそれぞれの要素を代表する指標体系の構築を試みる。  

「地球環境負荷低減のための都市とライフスタイルのあ  

ご′り方に関する比較研究」（平成6年度～）については，  

平成7年度から地球環境変化の人間・社会的側面研究と  

して分類されることとなった。  

福渡 潔・中井真司  

地球環境研究グループ：森田一恒幸・甲斐沼美紀子・  

甲斐啓子  

地域環境研究グループニ森口祐一一  

社会環境システム部：後藤別行・日引 聡川l畠康子・  

原沢英夫  

下線は研究代表者を示す  

〔研究概要〕地球環境研究センターにおいては地球環境  

研究給合推進費による総合化研究を実施している。この  

「総合化研究」という特殊な研究領域は，分野別に実施  

されている個々の研究プロジ ェクトと異なり，（1）個々  

の研究プロジェクトの成果を集約しつつ，経済学，社会  

工学的手法を含む観点から総合的かつ体系的に検討を行  

い，政策の具体的な展開に資する知見を提供する「政策  

研究」，（2）「課題別研究」として分野ごとに研究プロ  

ジェクトが推進される地球環境研究に対し，これら個々  

の分野にまたがる研究領域や共通する研究領域を体系的  

かつ集中的に解析する「横断的研究」，（3）個々の研究  

領域の重要性を地球環境問題の解鞍という観点から総合  

的に評価する「リサーチ・オン・リサーチ」の3つの役  

割を有しており，現在までに（1）の政策研究に該当す  

る以下の2つの研究に着手している。   

「持続的発展のための環境と経済の統合評価手法に関  

する研究」（平成7年度～）においては．地球環境保全  

と経済発屑とを統合する目標について目標設定のあり方  

とその目標達成の方策を明らかにするため，大別して2  

つのテーマが実施された。一つは，前プロジェクトで開  

発した地球環境の変化を総合的に予測する「環境総合モ  

デル」と，環境変化に影響を及ぼす経済活動を分析する  

「世界経済モデル」の成果を踏まえ，次世代モデルとし  

て環境と経済を顆合して分析できる新しいタイプの経済  

モデルの開発．もう一つは，平成4年度から3年をかけ  

て研究を行った環境資源勘定に関する成果を基礎にして，  

種々の環境負荷のフローを体系的に定量化し，これをベー  

スに政策欄標の設定や政策効果の評価に適した環境指標  

を開発することである。   

「地球環境予測のための情報のあり方に関する研究」  

（平成7年度～）においては，UNEPとの共同作業によ  

〔研究成果〕  

（り持続的発展のための環境と経済の統合評価手法に  

関する研究   

環境保全と経済発展を両立させることは，地球サミッ  

トにおけるリオ宣言を引用するまでもなく，地球環境政  

策の基本的目標として世界共通に認識されており．具体  

的にどのような目標を設定し，どのような方法でこの目  

標に到達するかについての検討が緊急の課題である。我  

が国の環境基本計画や経済計画においてもこうした目標  

設定と達成方策が大きな検討課題であるが，現在のとこ  

ろ，目標設定やその実現可能性，達成状況をシミュレー  

トするための経済モデルや総合的な指標，勘定体系など  

の基本的な分析ツールが未整備の状況にある。   

そこで，本研究は，地球環境の保全と経済発展とを統  

合する目標について，目標設定のあり方とその目標達成  

の方策を明らかにするため，環境と経済を統合して分析  

できる新しいタイプの経済モデルおよび指標体系，勘定  

体系を開発することを目的とするものである。   

第1のサブテーマ「環境経済統合目標設定のための経  

済モデルの開発に関する研究」においては，一般均衡タ  

イプ及び3種類の動学的最適化タイプの経済モデルに対  

して、環境モジュールを追加することにより．それぞれ  

の経済モデルの特徴を生かして持続的発展の可能性につ  

いての分析を行った。   

まず，一般均衡タイプのモデルについては，米国の太  

平洋北西国立研究所と共同開発中のセカンドゼネレーショ  

ンモデル（SGM）日本バージョンについて，このモデ  

ルに糾み込まれている二酸化炭素排出モジュールを改良  

するとともに，このモデルを用いて我が国の炭素税の導  

入効果についてシミュレーション分析を行った。このシ  

ミュレしションは，炭素税の導入に伴って我が国のマク  
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して，汚染物質や資源のフローを記述する「環境負荷バ  

ランス表」の概念設計と，データの整備状況について調  

査した。   

環境指標開発に関する国際的活動のうち，国連持続可  

能な発展委員会（UNCSD）関連の取り組みでは，国連  

政策調整・持続的発展局（DPCSD）が中心に進めてい  

るD－S－Rの枠組みによる指標開発のための方法論の整  

理と；．＝UNCSDからの委嘱を受けた環境問題宣閲す争軋  
学委員会（SCOPE）が「高度に集約された指標」およ  

び「指標間の相互関係」を中心に行っている調査研究に  

参画した。前者では，経済，社会，環境，制度の4分野  

から構成されるアジェンダ21の各章に相当する指標に  

関して．その定義や算定法について担当国達機関が執筆  

したメソドロジーシートを，途上国を含めた国際比較の  

可能性や，環境資源勘定の枠組みによる基礎データ整備  

との連携を視野にいれながらレビューした。後者では，  

マテリアルフロー勘定と，地理情報システムに基づく指  

標の2分野が重点的な研究課題とされたが，これまで本  

研究所における環境勘定研究で蓄積してきた温室効果ガ  

スや森林資櫨に関する物的勘定の成果．とくに外国から  

の資源輸入に伴って，資源産出国側で生じる環境負荷に  

もHを向ける考え方が，マテリアルフロー勘定と方法論  

上の共通性が高いことから，この分野でのドイツ等との  

国際比較研究の準備に着手した。   

一方，経済勘定と環境勘定をリンクした勘定を実際に  

作成し．さらにこれを国レベルの環境計画の目標設定と  

達成度評価のための環境指標とリンクさせている先進的  

事例として，オランダのNAMEA（環境勘定を含む国  

民経済計算行列）に着目し，その最新動向ヤ基礎データ  

整備の体制等について調査した。環境問題担当省，統計  

担当省，環境問題の調査研究機関等の共同作業により，  

汚染物質排出澄録制度に基づく包括的な排出目録（イン  

ベントり－）の整備が行われてきたことが，NAMEA  

の開発に大きく寄与していることが特筆される。   

国内では，環境基本計画の長期的目標に依る指標の開  

発が緊急の課題であるが，とくに「循環」の指標は，物  

量的な環境資源勘定の枠組みで記述されたデータをもと  

にした指標開発に最も適した分野と考えられる。そのた  

めの基礎情報として提案する環境負荷バランス表は，経  

済活動の部門ごとに資源の投入・再利札汚染物質の排  

出，空間の物理的改変等を体系的に記帳しようとするも  

のである。産業連関表を利用す■ることにより，エネルギー  

口軽済への影響が懸念されているため，炭素税の税収の  

還元方法によってこの種の影響がどの程度穏和できるか  

について分析したものである。税収を政府の消費支出の  

増加にまわす場合，政府貯蓄を増加させる場合，そして  

税収を家計への減税にまわす場合の，3つのケースにつ  

いて分析した結果，政府貯蓄に還元するケースが日本程  

済への影響が最も小さくなり，資本ストックの減少をで  

ノきるだけ避ける．ような税収還元方．策が長期的に望き・しい・  

ことが分かった。   

次に，動学的最適化タイプのモデルについては，米国  

のマン及びリッチェルズの開発したMERGEモデルを  

改良して，最近米国を中心に主張されている「後悔しな  

い政策」，すなわち，地球温暖化の対策を後送りにすべ  

しという主張の問題点について，シミュレーション分析  

により検討した。その結果，温暖化による損害の大きさ  

の修正，技術開発投資によるエネルギー費用の低下のメ  

カニズムの考慮，長期的な割引率の修正，資本の可塑性  

に関する課程の修正などによって，温暖化防止対策をよ  

り早期のタイミングで実施するニとがより合理的である  

可能性が示された。   

また，MERGEモデルの前身であるGloba12100モデ  

ルに植林のモジュールを追加して，植林政策によって日  

中間の温暖化防止の共同実施の効果がどのように変化す  

るかをシミュレーション分析した。この結果，中国国内  

の植林を日本が援助することにより，温暖化対策に伴う   

日本のGDPの損失は大帽に減少し，植林政策の導入が   

日中同国に大きな便益をもたらすことが分かった。   

さらに，米国のノルドハウスの開発したDICEモデル   

をベースにして，再生可能エネルギー資源と食糧需給を  

考慮に入れた温暖化対策モデルを開発し，このモデルを  

用いてシミュレーション分析を行った。この結果，バイ   

オマスエネルギ∴が地球温暖化防止のために大きな役割   

を果たし，まず電力部門に，次いで輸送部門に導入され   

る可能性が高いことが分かった。   

第2のサブテーマ「政策目標の設定と評価のための環   

境資源勘定と環境指標の統合手法に関する研究」におい   

ては，アジェンダ21からの要請に基づいて行われてい   

る環境資源勘定および環境相標に関する多数の国際的な   

取り組みに積極的に参画し，その最新動向を調査した。   

また，我が国の環境基本計画の長期的目標の達成度評価   

のための環境指標開発や．我が国の物的な環境資源勘定   

体系の開発を視野に入れながら，環境指標開発の基礎と  
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消費，温室効果ガス．森林資源等の一部の項目に限れば，  

バランス表の作成は可能と考えられるが，包括的な環境  

負荷の排出目録のない我が国で，他の分野についての具  

体的なデータ整備の方法については，なお検討が必宴で  

ある。  

〔発表〕正112～134，k－12，A－53，57，革－46，47，a－143，  

b－226，228，C－27，28  

係や人間活動との関わりを記述することによって，人口・  

資源利用・経済発展に向けた政策と環境の関連を明らか  

にする。必要に応じてモデルが導入され，概ね数十年に  

わたる環境状況予測のフレームを構築する。これにより，  

世界で進行Lている情報システム構築作業へのインプッ  

トを行う。環境を中心にした自然と人間活動の関係につ  

いては，OECl〕で開発されている，駆動力（Driving  

Force），環境の状態（State of the Environment），人  

間の対応（Response）の枠で整理する。   

3）農業の持続可能性の分析と情報のあり方検討一持  

続的発展の巾心課題である農業生産の持続性をケースス  

タディとLてとりあげ，システム構築への道筋を考察L  

た。持続性をきめる人間側の要因として，農業に対する  
需要圧力がある。人口増加が勿論¶つのおおきな駆動力  

であるが，¶人当たりの需要即ち食糧の質の面も考慮し  

なければならない。食生活は一一般に経済発展とともに内  

食化へ進むともみられるが，アジアの食生活の特色とし  

て菜食中心のため，摂取カロリーの伸びは西欧型の発展  

とくらべて少ない。ま・た，日本を除きアジア地域では穀  

物を家畜用に消費する比率は小である（区＝）が，経済  

発展が進んだときの状況は需要形態や国際貿易の状況で  

かわる。   

自然に対するもう一つの駆動力としては，供給力拡大  

の活動がある。これは土地利用面横の拡大，労働力・資  

本・エネルギー及び肥料などの生産業薬殺下の増大であ  

る。肥料の投下量と穀物生産性は比例的関係にある  

（図2）が，インドネシア等は生産性が比較的高く，気  

候や土地といった自然要因に有利な点がある，あるいは  

適切な農業生産形態がとられている可能性がある。アジ  

アの農業は棟めて労働集約的であるが，これを資本集約  

的な農業に変えてい〈のが持続的農業への方向であるか  

否かは政策判断の別れるところである。自然環境の持つ  

持続性に関する安掛ま，土地の生産性（地力）であり，  

土地の荒風 気候や水資源等の周辺条件の変化等のデー  

タ収拾が必要である。   

4）持続的発展の指標の開発－一層集約された指標例  

として「環境スペース」概念をとりあげ，そのデータシ  

ステム面での裏付け，施策提示への利用可能性について  

検討した。本年度は比較的データのあるエネルギーにつ  

いての試算を行ったが，他の環境資源への適用に拡大す  

るには概念としても，データ耐からもさらなる検討が必  

栗である。  

（2）地球環境予測のための情報のあり方に関する研究   

1）研究の背景1992年のUNCEDで定められたア  

ジェンダ21においては，持続可能な発展という理念に  

基づいて環境を管理していくための情報システム構築の  

必要性が述べられている。これを踏まえて，国連環境計  

画（UNEP）では「地球環境予測（GobalEnvironmental  

OutlookGEO）」の作業が開始され，環境状況予測と  

これに基づく世界規模での政策決定のための情報システ  

ムを世界の有力研究棟閑をむすんで構築しようとしてい  

る。一一方，持続可能な発展委員会（CSD）では，その作  

業の一環として，持続可能な開発の指標（Indicators of  

Sustainable Development） の開発を，UNEPや  

SCOPEのような国際機問および世界の研究機関によび  

かけて進めている。これらと平灰をあわせて，「エコロ  

ジカルフットプリント」や「環境容量」など持続的発展  

に関する概念を数値化する研究が進んでいる。この世界  

の動きに対応して，日本へもGEO作業への参加がもと  

められ，CSDやSCOPEの作業にも日本の研究者が参加  

している。フレームワーク作成の動きが進むにつれて，  

絶対的なデータの不足とデータを情報へ加工するための  

情報システムの未整備がボトルネックとなっており，適  

切な規模・地域割りでの情報システムの構築が次の課題  

となってきている。   

2）研究のフレームワークー上記の動向を踏まえ，本  

研究はアジア太平洋地域を対象として，環境状況把握お  

よび環境政策効果の数量的把捉を行うための地球環境情  

報シ．ステムを構築することを童終の目的としている。特  

に，国際ベースで進められている指標化の動きを踏まえ  

ながら，アジア太平洋地域に華した新しい環境指標の開  

発を念頭にして，データベースと直結した実用的な情報  

システムをつくりあげようとしている。   

具体的な出力としては，アジア地域の森林・土壌・大  

気・水資源・都市化等の環境の状況がデータとその集約  

としての指標として提示される。また環境国子の相互一関  
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そのほかに，本年度は国連大学と共同でアジア太平洋   源・エネルギー等の基本項目について・系年変化デ←夕  

地胤こおける環境問題の要因分析をすすめ，また上記の   ベースの整備を行った0  

システム設計と平行して，アジア地域の持続的発展の検   〔発 表〕ト3，4，10  

討に必要とみられる人口∴引軌経風食程，貿易，嚢  
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2．3．10 課題検討調査研究  

（1）海水中二酸化炭素分圧測定の高度化に関する予備  

的研究  

〔研究組織〕■地球東境研究グループ  

共同研究員 1名  

〔研究概要〕海洋の二酸化炭素吸収現象を定量化する方  

法の一つが，漸羊表層のガス交換を測定する方法で，海  

水と大気の二酸化炭素濃度差と気象，海象から，その海  

域での二酸化炭素吸収量を見積ることができる。各国で  

二酸化炭素分圧（二酸化炭素水中濃度）の測定が行われ  

ているが，測定法の標準化と測定結果のデータベース化  

は，大気の二酸化炭素濃度観測と比較Lて，遅れた段階  

にある。本研究では，その測定法の改良と方法間誤差の  

解明の研究を行った。   

国内の複数機関で既に利用されているシャワー方式の  

気液平衡器を用いた装置と，新たに開発されたバブル方  

式の気液平衡器を用いた装置の，二方式の二酸化炭素分  

圧測定システムを，日加間の定期貨物船観測で同時運転  

した。その結果，運転状況が良好な場合には2ppm以下  

の測定値の差が達成され，有意の誤差はなかった。観測  

結果から，海洋表層の二酸化炭素分圧は，生物生産の大  

きい海域，海流の境界，沿岸湧昇域などで，極めて激し  

く変動することが分かった。走行する船舶で観測するた  

め，二酸化炭素分圧分布に大きな変動があると，応答速  

度が不十分なシャワー方式では，変動に追随できなかっ  

た。また，現状のバブル方式によるシステムは自動化が  

不十分で，標準ガスによる検定の頻度が少ないために気  

圧変化が大きい場合には誤差が大きくなることが分かっ  

た。  

1995年6月に．北海道大学水産学部白尻実験所にお  

いて．国内で海水中二酸化炭素分圧ならびに二酸化炭素  

、関連化学種の測定を行っている8横間が測定櫻罪を持ち  

より，相互検定実験を実施した。その結果，二酸化炭素  

分圧に有意の機関閏誤差が認められ，最小と最大で  

10ppmほどのずれがあった。そのずれの原因として，  

気液平衡器の中の圧力を大気圧に正しく保っていない可  

能性があることが示唆された。その他の炭酸物質には，  

二酸化炭素分圧測定の誤差以上に大きな機関間誤差があ  

り，明らかにすべき問題点が把握された。  

〔発 表〕a－74，76，77  

（2）潮海・東シナ海における海洋汚染が海洋生態系／  

海洋生物種多様性に与える影響に関する予備的研究  

〔研究組織〕水土壌国環境部  

・ノ地球環境研究グループ  

生物圏環境部  

〔研究概要〕当該海域の海洋環境の全体像を理解し，調  

査計画を立案するために，まず対象海域に対して8km  

X8kmのメッシュ，鉛直10層の差分化による3次元流  

動モデルの適用を行った。初期条件・境界条件を与える  

ために，1）当該海域に蓄積された水温，塩分，潮位，  

気象のデータ収集・データベース化を行った。黄河・揚  

子江を通じての河川流入量は季節，年により変動するが，  

年平均値として報告されている値を用い，モデルの安定  

性及び定常解への収束性の検討を行った。2）当該海域  

に流入する流域河川からの水量・水質負荷の推定手法の  

予備的検討を行った。現在用いられているモデルの中で，  

米国EPAの流出モデル及び米国Corps of E咽ineersの  

流出モデルの比較検討を行った。さらに，モデル開発に  

必要なデータベース（DigitalChart of China Basic  

GIS，GLOBE，Two LongLTermInstrumentalClimatic  

Data Bases of the PRC）の構築を行った。3）当該  

海域の研究推進のためには，中国領海内での調査研究が  

重要であり、従来からデータ蓄積が日本側にとっては全  

くなかったところである。このため，国立環境研究所に  

おいて1996年3月に中国側政府機関（中国国家海洋局）  

及び研究所（中国国家海洋局第1海洋研究所，第2海洋  

研究所）の担当者を招き，実行会議を開催した。この中  

で，当該海域での国際共同観測及び海洋環境総合モデル  

の共同開発を行うことで合意し，その具体的作業分担を  

検討した。  

（3）気候変動に対する適応／闇値の評価に関する予備  

的研究  

〔研究組織〕地球環境研究センター  

〔研究概要〕気候変動枠組み条約の第2粂では，気候系  

に対して危険な人為的干渉を及ぼすことにならない水準  

において大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させるこ  

とをうたっている。IPCC第2作業部会では各分野及び  

横断的な影響・適応評価を実施するとともに，限界的な  

負荷や開催を躇まえたCO2の安定化濃度について科学  

的検討を開始した。   

本研究は．こうLた」PCCの動向を見ながら，IPCC  
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や推進費研究で得られた気候変動の生態系，社会一経済   

システムへの影響・適応に関する研究成果をもとに．1）   

自然的・人為的な影響・適応の機構，範軋 程度を分野  

▲・別に評価し，整理すること，2）生態系，社会1経済シ  

ステムの気候変動に対する限界的な負荷（闘値）わ概念   

を整理するとともに，定量化の可能性についての知見を   

得ることを目的としている。得られた成果は以‾Fのとお   

りである。   

①IPCCでの討議及び1995年末に公表されたIPCC第   

2次評価報告書のうち，第2作業部会担当の影響・適応・   

対策では，20を超える分野についての最新の知見が得   

られている。本報告書より適応に関する箇所を精査して，  

適応について整理した。（∋閲値，限界的な負荷について   

は，既に一部の分野で定量化が進んでおり，特に酸性雨   

に対する環境の限界的な負荷評価は欧州で盛んである。   

限界的な負荷の一つの事例として我が国における酸性雨   

に対する脆弱性について定量的評価を行った。合わせて  

1994，95年真の猛暑は，温暖化時に生じる影響を具現   

化した点で貴重な知見となることから，気象データ，社   

会・経済影響に関する情報を広範囲に収集し．因果関連   

を解析し，定量化や温暖化影響の検知に資する情報を整   

理した。   

以上の研究成果を踏まえ，現在IPCCが取り組みらっ   

ある気候変動に対する生態系や社会・経済システムの閥   

値や気候変動の検知のためのモニタリングについての研   

究課題を整理し，研究計画を策定して提案した。  

〔発 表〕1－6，9，i－11，13  

ネルギー消費を極力抑える設計が成されることが求めら  

れる。このような観点から本研究では特に自動車分野と  

自動販売機の分野を選び，、その運用のためのエネルギー  

消費を減らすために太陽電池を有効に利用する方法につ  

いて予備的な研究を行うことを目的としている。   

本研究では太陽電池に関する最新の技術情報を収集し，  

本研究目的との通分性を評価した。そのうえで自動車関  

連の予備的研究においては，自動車におけるエネルギー  

と熱収支を定量的に評価した。この結果をもとに自動車  

への太陽電池組み込みに関する概念設計を行い．さらに，  

概念設計をもとに自動車への太陽電池組み込みシステム  

の試作を行った。この試作結果をもとにこのシステムの  

評価を行った結果，計算で予め求められた太陽電池によ  

るエネルギーの回収量の80％のエネルギーを実際に回  

収することができた。また，このシステムのエネルギー  

ペイバックタイムを求めると，約3年と計算され，自動  

車の通常の寿命である10年に比べてかなり短く，省エ  

ネルギーの手段としては有効であることが分かった。ま  

たコストペイバックタイムとしては現状では20年程を  

要し，現在の太陽電池価格がかなり安価にならない限り，  

社会裾二受け入れることが難しいことが分かった。   

つぎに，自動敗充棟関係の予備的研究においてはまず  

自動販売機におけるエネルギーと熱収支を定量的に評価  

した。この結果をもとに自動販売機への太陽電池組み込  

みに関する概念設計を行い，さらにこの概念設計をもと  

に自動販売機への太陽電池組み込みシス■テムの試作を行っ  

た。この試作機をもとに，このシステムの評価を行った。  

その結果，シミュレーションで求められた太陽電池によ  

るエネルギー回収の効果と実測とは良く一致することが  

確かめられた。このシステムのコストペイバックタイム  

を計算すると約25年となることが分かった。このこと  

から太陽電池システムを自動販売機に対して脱着塑とす  

ることにより社会的導入コストが回収可能であることが  

明らかになった。  

（4）地球環境負荷低減のための民生品の開発のあり方  

に関する予備的研究  

〔研究組織〕地域環境研究グループ  

〔研究概要〕地球温暖化を防止する上で，民生品を利用  

することに伴うエネルギー消費を抑えることは重要であ  

る。そのためには製品開発の段階で，利用に際してのエ  
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2．4 地球環境モニタリングに関する研究  

2．4．1衛星観測プロジェクト  

〔研究担当〕  

地球環境研究グループ：畳堅峯弘・鈴木 睦・横田達也・  

中根英昭  

大気圏環境部：杉本伸夫・松井一郎  

地球環境研究センター：神沢 博  

客員研究員12名  

下級は研究代表者を示す  

の提供，性能評価試験の支援，機器検証実験計画立案支  

援等が含まれる。後者は，データ処理のためのアルゴリ  

ズム研究開発，データ処理連用システムの概念設計．シ  

ステムソフトウェア開発のための基礎検討，計算機シス  

テムの概念設計，データ利用研究計画立案，等が含まれ  

ている。さらに，衛星データの取得が開始された後は，  

データを用いたオゾン層監視，オゾン層変動メカニズム  

の研究等の，データ利用研究の中心的役割を担うことに  

なる。   

これまで，研究所の体制の変遷につれ，研究所例の中  

心的研究グループは大気物理研究室（旧公害研），オゾ  

ン層研究チーム，衛星観測研究チームと移ってきたが，  

現在では衛星観湘研究チーム，高層大気研究室，地球環  

境研究センター（衛星担当研究管理官）が中心となって，  

衛星観測プロジェクト（1LASプロジェクト，RJSプロ  

ジェクト，ILAS－Ⅱプロジェクト）を推進している。   

さらに，lLAS，RISのそれぞれのプロジェクトを進  

めるため，サイエンスチームを組織して国内外の研究者  

の協力を得ている。また，RIS観測については，地上局  

からの衛星追尾が不可欠であるため，郵政省通信総合研  

究所との共同研究により，観測を行うこととしている。   

なお，これらの事業は，環境庁衛星搭載機器等製作費  

（地球環境部研究調査室），国立環境研究所地球環境研究  

センター地球環境モニタリング軽費，地球環境研究総合  

推進費等により，実施されている。  

〔研究概要〕   

「オゾン層の保護のためのウィーン条約（1985年）」  

によれば，その折約回は，F人工衛星による観測網及び  

地上の観測網を統合した全球オゾン観測組織を最大限に  

活動させることによるオゾン層の状態（すなわち，気柱  

全量及び鉛直分布の空間的及び時間的変動）の観測」の  

分野において研究及び組織的観測を実施し‥・と定め  

ている。さらに我が国の「特定物質の規制によるオゾン  

層の保護に関する法律（昭和63年）」でも，オゾン層の  

破壊の状況，関連物質濃度変化の状況監視，調査研究の  

推進等を行うことが定められている。   

環境庁はこれらの条約，国内法に基づき，オゾン層の  

監視，調査研究の推進を目的として，人工衛星を利用し  

た観測を行うこととし，平成元年度より衛星搭載機器の  

開発に着手した。すなわち，改良型大気周縁赤外分光計  

（ILAS＝lmprovedLimb Atmospheric Spectrorneter），  

地上衛星間レーザー長光路吸収用レトロリフレクター  

（RTS：RetroreflectorIrl－Space）及びRIS観測用レー  

ザー送受信地上設備である。ILAS，RISは，宇宙開発  

事業団が1996年8月に打ち上げ予定の，地球観測プラッ  

トフォPム技術衛星（ADEOS：Advanced Earth  

Observing Sateliite）に搭載され，3年間にわたってデ」  

夕が取得される。   

さらに，1999年に打ち上げが予定されている環境観  

測技術衛星（ADEOS一Ⅱ）に，改良型大気周縁赤外分光  

計11型（ILAS－Ⅲ）の搭載が決まり，開発に着手した。   

匡1立環境研究所はこれに対応して，（1）搭載機器開  

発に係る科学面での支援，（2）データ処理運用のため  

の地上システムの開発とその運用を担当することとなっ  

た。前者には，機器の概念設計 開発に係る才支術的知見  

（1）ILASプロジェクト  

1）アルゴリズム開発   

定常的なデータ処理用のソフトウェアに反映させるた  

めの，アルゴリズムの研究を引き続き行った。特に解析  

結果に及ぼす各館の誤差評価を行い，データ解析シミュ  

レーションにより，測定誤差を評価した 

2）データシステム開発  

ILASデータ処理連用施設データシステム（Version  

l）の開発を終えた。一部のデータ処理アルゴリズムが  

確定していない部分を除いて，一連のデータ処理，デー  

タ管軋 ミッション管乳 解析評価，等の機能を実現す  

るシステムを確立した。今後，基本設計時点以降に新た  

に導入が検討されてきた種々の項巨＝こついて，Version  
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2への改言丁を加えていく。   

3）性能評価試験   

プロトフライトモデルを対象に実施したガスセルによ  

る光学性能評価試験テ」夕を用いて，1LASの装置間数  

を決定した。これは，データシステムに組み込まれる。   

4）検証実験   

検証実験の詳細計画を策定した。スウェーデンキルナ  

における気球観測キャンづ－ンについて，共同実験の相  

手方であるフランス側と環境庁の間で，研究協力協定を  

締結した。その他検三重実験参加者と檀紡をとり，詳細  

を打ち合わせた。  

（2）RISプロジェクト  

1）レーザー送受信システム   

RISによる観測は，レーザー光をRISで反射し，往復  

の光路中にある大気中の微量分子の吸収を測定するもの  

である。RISによる観測は技術的に新しい要素が多いた  

め，計画当初より国立環境研究所と郵政省通信総合研究  

所の研究協力により地上システムの開発を進めてきた。  

主に．国立環境研究所は分光計測手法を，通信総合研究  

所は衛星の追尾手法を中心に研究を分担している。   

炭酸ガスレーザーを光源とする分光計測用レーザー送  

受信システムは，平成6年度までの地球環境研究総合推  

進費課題により国立環境研究所で実施した分光計測手法  

の研究成果に基づいて製作され，平成7年3月に，追尾  

システムのある通信総合研究所宇宙光通信地上センタ⊥  

（東京都′ト金井市）に設置された。システム設置後，追  

尾システムとのインタフェースの調整を行い．分光シス  

テムと追尾システムを一体とする計測システムの動作試  

験，性能評価を実施した。   

2）データ処理アルゴリズム開発   

RISで得られる分光データは基本的には地上と衛毘の  

問の光弥の吸収スペクトルであり，大気微量分了・の吸収  

スペクトルが気圧に依存することを利目した反転法によっ  

て高度分布を得ることができる。基本的な解析アルゴリ  

ズムについては既に開発を終えて∴測定に用いるレーザー  

ラインの選択の最適化や誤差の評価の手法について検討  

を進めた。また，運用システムの整備を実施した。   

3）検証実験   

RIS観測の検証を目的とする比較観測英検計画を策定  

した。検証美顔では，赤外ヘテロダイン分光計とオゾン  

ゾンデによる観測を中心に東京またはつくばで比較のた  

めの掛則を行う。このほか，赤外ユタロン分光計，オゾ  

ンライダー，ミリ波分光計，大気球によるサンプリング  

測定などのデータとの比較を行う計画である。   

4）データ利用研究   

地球環境研究推進費の研究課題の中で，オゾン，硝酸，  

フロン12の観測を実施し，季節変化，■経年変化変化等  

の解析を実施する計画である。また，長光路吸収法によ  

る種々の大気微量分子の計測について技術的な観．・諷から  

の評価を行い，将来の観測システムの開発のための基礎  

データを得るための研究を実施する。  

（3）1LAS－Ⅱプロジェクト  

ILAS－Ⅱによる測定データの処理解析のためのデータ  

システムの検討を行った。ILAS－IIではILASに加えて，  

エアロゾル，極成層巻雲の識別，親戚評価の高精度化の  

ための中間赤外チャンネル，ClONO澗J定のチャンネル  

を持つ。また，中間赤外チャシネルで，CO2濃度の測定  

の可能性を検討した。  

〔研究概要〕  

（1）1LAS   

データの前処理におけるノイズ除去に関して，赤外の  

素子間で時間的に相関のある低周波ノイズの存在が問題  

になっていたが．調査の結果，これは袋帯の実験環境に  

おける外乱に基づ〈ものであることが判明した。したがっ  

て，宇宙環境では低周波ノイズは存在しないと考えてよ  

い。II．AS装置の室内実験データに発生するスパイク状  

のノイズについては，その出現頻度を調査しその結果を  

考慮して，スパイク状のノイズ除去のための複数の処理  

手法を整備Lた。   

可視チャンネルにおける気温・気圧の高度分布の推定  

手法の研究では，推定精度をより向上するための研究に  

着手した。その手法は，フーリエ変換とアポダイゼーショ  

ンの技術を用いて，仮想的に観測スペクトルの分解能を  

落としたうえでスペクトルフィティングを行うものであ  

る。これによって装置関数の推定誤差の影響を低減する  

ことが可能となる。本年は，簡単な数倍例を用いて本手  

法の有用性の検討を行い，有望な結果を得た。   

赤外チャンネルにおける吸収気体の推定手法の研究で  

は，吸収気体の濃度推定誤差を数値シミュレーションに  

より評価した。ILASの装置に起因するノイズと，可視  

チャンネルから推定される気温・気庄の導山誤差を考慮  

して，気体別・高度別の柴山誤差を検討した。また，新  

たに統計的理論に基づいて各推定値に信頼区間（エラー・  
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バー）を表示した。   

なお，上記の数値シミュレーションの結果，■各気体の  

推定精度は，ほほ推定目標を満足することが確認された。  

さらに，推定精度の決定安国のうち最も影響の大きなも  

のは，当初の予想通り測定信号のデイジタイゼーション  

（丸め）誤差であることが確認された。  

（2）RIS   

RIS搭載モデルの光学試験結果に基づいて軌道上の  

RISの反射特性を計算機シミュレーションにより評価し  

た。   

分光計測用炭酸ガスレーザーの動作特性の評価を行い，  

最適な動作条件を求めた。また．レーザー送受信システ  

ムの光学アラインメントのための手法および手順を確立  

した。   

分光計測システムと追尾システムの光軸のアラインメ  

ントを行い受信視野角の確認を行った。また，約50個  

の星を追尾することによって追尾システムと分光システ  

ムの光学系を合わせた追尾の誤差関数を求めた。これに  

よって．数十マイクロラジアン以上の精度で追尾システ  

ムをポインティングできることを確認した。一方，追尾  

用の可視レーザーおよび分光用の赤外レーザーを追尾系  

を通して送信し，約4km離れたタワー上のリフレクタ  

からの反射光を観察し，レーザービームの特性等の評価  

を行った。さらに，可視光を既存の測地衛星アジサイに  

照射し，その反射光を受信した。これによって，追尾シ  

ステムの動作を確認するととこもに，RIS測定のための基．  

本的な手順をほぼ確立した。   

一方，分光計測システムの性能評価結果に基づいて，  

測定に用いるレーザー発振線などの条件を再検討し，デー  

タ解析システムを評価した。また，反転法により導出し  

たオゾンプロファイルの誤差の評価の妥当性を明確にす  

るために，過去のオゾン観測データに基づく検討を行っ  

た。  

【発 表〕K■8，A－11～17，20～24，27，38，62，F－7、10，  

ト1，a－ユ4、17，20，25、32，153～160，ト30，32，34、37，39，  

42，44，45，i2～7  
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動園子や地球環境変動による影響などの継続的監視・観  

測）である。その特徴は，第一一に，所内の研究者が参画  

することにより，当該分野の最新の知見を踏まえ，地球  

環境に係わる事象を的確に把握することができ，モニタ  

リング対象・目的を明確化・先鋭化することができる。  

第二に，対象とする分野が広範囲であり，地球環境の物  

理・化学的手法によるものから，地球環境変動が生物・  

生態系，ならびに人類に及ぼす影響などまでを含むもの  

である。第三に．民間船舶（ボランティア・シップ）を  

利目した海洋モニタリングのように，民間協力を得て事  

業を推進していることである。さらに，節江別こ，民間協  

力の導入や地方公共団体・大学などとの協力・連携を横  

柄的に活用していることである。   

これらのモニタリング事業は，（1）種々な事象につ  

いての個別の地球環境モニタリング（個別事業），（2）  

剛別勺なモニタリングネットワークヘの参画・協力（国  

際協力・支援部業），（3）衛星搭載観測機器のデータ処  

野道用システムの開発■連用（衛星観測プロジェクト）  

の3つに大別され，個別事業は，その進捗段階に応じて  

フィージビ リティスタディ，試験モニタリング，長期モ  

ニタリング，さらに特定事象を短期集中的に観測する特  

定モニタリングに分かれている。それらは地球環境研究  

総合推進費などによる研究によって開発・確立された手  

法に基づいて実施するもの，地球環境研究に不可欠な観  

測データを提供するもの，あるいは，国l県的な取り組み  

のもとで観測に参画・支援するものなどがあり，常に地  

球環境研究と相互補完する批点に立って，長期・継続的  

に推進するものである。1995年度に実施した地球環境  

モニタリング事業の一覧と回化した概要を，それぞれ表  

1，図1に示す。なお，得られた観測データは担当研究  

者の検証・評価を経て，年次報告寄「Monitorillg  

Report on GrobalEnvironrnent」やCD－ROMなどの  

情報媒体の形式で逐次公表している。   

なお，衛星「Al〕EOS」に関するモニタリング事業は，  

「2，4．1衛星観測プロジェクト」を参照されたい。  

2．4．2 地球環境モニタリング  

〔実施組織〕  

地球環境研究グループ：安野正之11・野尻幸宏呈，7⑥9・  

竹中明夫11・町田敏暢2．5，7・  

向井人史5，7・中根英昭旦，蔓，4，些・  

秋吉英治1，3・原島 省8，9・  

功刀正行9  

地域環境研究グループ：森田昌敏10，13・木幡邦男9・  

中村泰男9・福島武彦11・  

高村典子11  

社会環境システム部：乙間末席4・原沢英夫4・  

安岡善文4・田村正行5・  

山形与志樹4  

化 学 環 境 部：横内陽子7・伊藤裕康13・  

吉永 淳10■柴m康行10，13・  

堀口敏宏10，13・河合崇欣13  

大気圏環境部：鷲m仲明Z・井上 元2阜7・  

鵜野伊沖志7・光本茂記5・  

福山 力7・酒巻史郎7・  

杉本伸夫1，12・松井一郎1・  

内山政弘7・遠嶋根徳5，7・  

高橋善事5，7  

生物国環境部二岩熊敏夫旦・古川昭雄1ト  

清水英幸＝・渡題 信11こ  

佐竹 潔11・多田 滞11・  

＿I二野隆乎11  

国  際  室：植弘崇嗣8，13  

地球環境朝究センターニ中島興基13・吉崎忠阻6   

（事務打）  酎召康尖呈・福島俊彦・浮貝太一  

地球環境モニタリング検討会委員 64名  

草業委託，業務請負組織・機関 14聞体  

＊人もの後の数値は袈1中の事業番・ぢを示し，‾卜掛ま各事業の実施  

代表者を示す  

〔事業概要〕   

地球環境研究センターでは，「地球環境研究の総合化」，  

「地球環境研究の支援」とともに，「地球環境モニタリン  

グ」を推進している。   

このモニタリング事業は，地球環境研究や行政施；酎二  

必要となる基礎的なデータを取得することを目的に，世  

罪名機関と連灘しつつ，地球的規模での精緻で体系軋  

かつ長期間にわたる地球環境モニタリング（地球環境変  

〔実施概要・成果〕  

（1）地球環境モニタリング（個別事業）  

＜成層圏オゾン層に係るモニタリング＞   

①オゾン・レーザーレーダーによる政情陛オゾン層モニ  

タリング   

成層匿＝二係わる串業は，最もデータ蓄精が進んでいる  
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表1平成7年度地球環境研究センターが推進する地球環境モニタリング事業等一覧  

種別等  事 業  名 等  事  業  概  要  開始年月   

1，オゾンレーザレーダーによる成層圏  所内に設置したオゾンレーダーを用いて高度15～45kmの成層圏に分布するオゾ  198臥9一し  
長期  オゾン層モニタリング   ンの鉛直分布を観測する。  

モニタリング              2．克期船舶を利用Lた南北太平洋上大  日、蒙閉の定期船舶（日本郵船）を利用して、太平洋上大気の温室効果ガスの南  1992．3、  

気モニタリング   北両半球の過度分布を30の開聞で定期的に自動搾取し、測定する。   

3．ミリ波分光苦言による成層匪オゾン層  所内に設置したミリ波分光計を用いて45km以上の高高度成層圏に分布するオゾ  1995．8、  

モニタリング   ンの鉛直分布を観測し、オゾンレーザーレーダーの観測を補完する。   （1995て設置）  

4．有害紫外線モニタリング   オゾン層破壊に伴う大都市地域での有害紫外線の増大を監視するため、東京霞  1993．11一－  

ケ聞でプリューワ型分光光度計とUV－B計で観測する。  

5．シベリア上空における温室効果ガス  ロシア共和国の航空機をチャータして、シベリア・スルダート等において、対  1995【－  
試験  に係る航空機モニタリング   流圏中の温室効果ガスの鉛直分布を定期観測する。  

なお、1992、1994にはシベリア上空で水平分布を夏柑＝二集中観測した。  

1993～            6．リモートセンシングによるアジア地  NOAA／AVHRR画像データを集成し、東南アジア地域全体の解像度1hの  
域の植生分布モニタリング   雲なし画像を合成し、それらの画像をもとに植生指数分布図を作成する。  

7．地上ステーションモニタリング  地上観測施設により温室効果ガスのベースライン濃度を自動観測する。   

・地球環境モニタリングステーションー波照間  ・沖縄県八重山諸島波照間島に設置；太平洋気団の観測（1992．5竣工）  1993．10一－  

モニタリング                                                                  ・地球環境モニタリングステーション落石岬  ■北海道根室市落石岬に設置：シベリア・太平洋気団の観測（1994．6竣工）  1995．B－  

8．定期船貼を利用Lた北大平澤域大気  日、加間の定期船舶（ノルウェー船籍）を利用して、北太平洋域での大気一海  1995．3一＼  
⊥海洋間ガス交換収支モニタ   洋間の温室効果ガス等の交換収支を定期的に自動観測する。  

9．定期船舶を利用した東アジア海」成海  定期船舶を利用して、人為影響が顕著な大陸棚海域の海洋環境因子の広域分布  1〉1991．6  
洋汚染モニタリング   を定期的に高頻度に自動観瀾する。   、1993．2  

・神戸、釜山（大阪国際フェリー）1〉、・大阪、那覇・別府（関西汽船）2〉   2）1994．1、   

10．イカを指揮生物とした海洋汚染モニ  世界的に分布するイカを指標生物として、海洋中の有毒化学物質の汚射出兄を  
タリング   把撞することを目的とLて、その可絶佳を検討する。  フィージビリ  

11．温帯湖沼とその集水域における生態  地球温暖化の温帯榔召▲その集水域生態系への影響を観測する手法と体制を検  
系モニタリング   討する。  

ティスタディ  
12．北域成層圏モニタリング   オゾン層破壊の顕著な影響を受けるわが剛ヒ域における成層圏オゾン層のモニ  

タリングの可能性を検討する。   

13．GEMS／Water支援事業   GEMS／W且terにおける東アジア・太平洋域の中核として、事業を支援する。   
・リファレンス・ラボラトリー   ・各測定点の精度管理のため、標準資料を作成・配付し、評価する。  1993、  

そ の 他              ・ナショナル・センター   ・国内の河川トレンドステーションを取りまとめ、測定データを管理する。  1994、  
・摩周湖ベースラインモニタリング   ・陸水環境のベースラインステーションとして摩周湖で水質を掛則する。   1994、   

※衛星観測プロジェクトを除く。  

囲Ⅰ 地球環境モニタリングの概要  
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初計画の観測システムの整備が完了し，試験観測を開始  

した。両ステーションでは，二酸化炭素・メタンなどの  

温室効果ガスのほか．採気する気団の起源を推定するた  

めの指標因子として，オゾン・粒子状物質・ラドン・気  

象因子などを観測している。なお，波照間ステーション  

では，1996年2月に一酸化二窒素の観測体制を整備し  

た。また．1993年産までの観測データを取りまとめ公  

表した。   

現在．両ステーションともに，温室効果ガスの国際観  

測網などに加盟すべく，観測データの特性の検討，観測  

の基準となる標準ガスの作成・供給体制の整備，ならび  

に．観測データの検証・ハーモナイゼーション手法の開  

発を進めており，1995年度には二酸化炭素・メタンの  

標準ガスの供給体制を整備するとともに，気流の流跡解  

析システムを整備した。   

①シベリア上空における温室効果ガスに係る航空機モ   

ニタリング   

温室効果ガスの全球的挙動において，海域とともに陸  

域のアマゾン川流域ヤシベリアの凍土・森林地域の役割  

についての見積りが十分とはいえない。特に．地球温暖  

化によるシベリア凍土地域の氷融によるメタンの放出の  

見積りの重要性が問われている。   

本事業では，1992、1994年の3年間にはシベリア上  

空の温室効果ガスの水平分布を夏期に集中観測してきた。  

1995年度からは，その成果を踏まえて，シベリア西部  

のスルグートにおいてチャータした小型航空機を用いて  

定期的に大気を高度別に採取分析し，温室効果ガスの鉛  

直分布を観測している。また，本年度には，1994年度  

までに得られた観測データを解析し公表した。   

⑥定期船舶を利用した南北太平洋上大気モニタリング，  

定期船舶を利用した北太平洋域大気海洋間ガス交換服支  

モニタリング   

温室効果ガスの全球的挙動において，海域が大きな役  

割を担っているが，海域の継続的な観測は困難であり，  

現状では，観測船や繋留ブイを用いた局所的・期間限定  

的な観測が行われているにすぎない。そのために，特定  

の海域で温室効果ガスなどの挙動を定期的・継続的に観  

測するために，海運会社の協力を得て，定期航行する民  

間船舶を利用したモニタリングを現在2航路で推進して   

いる。   

その一つは，日本～オーストラリア東海岸間を航行す  

るコンテナ貨物船（白馬九；日本郵船（軌 年間8往復）  

事業であり，センターの発足以前の1988年から，オゾ  

ンレーザーレーダーを用いて高度15～45kmの低中高度  

成層圏オゾンを観測してきており，成層圏オゾンの国際  

観測網であ・るNDSC．（成層圏変動探査ネットワーク）に  

加盟し，国際的連携の下で観測を推進しており，東アジ  

ア地域における数少ない観測拠点として国際的責務を果  

たしている。  

1995年度には前年度に引き続き，つくば上空の成層  

圏オゾンの垂直分布を観測した。なお，稼働8年を経過  

し，システムの老朽化が著しく，前年度より年次計画で  

装置類を更新しており，本年度にはレーザー光源と反射  

型望遠鏡を小型のものに更新した。また．1993年度ま  

での観測データを取りまとめ公表した。   

⑦ミリ波分光計による成層圏オゾン層モニタリング   

前年度にはフィージビリティスタディとして観測シス  

テムを開発してきたが，装置が1995年9月に研究本館  

（Ⅲ）に設置され，10月から試験観測を開始した。本シ  

ステムは，現在5分間隅で自動的に観測している。   

これにより，成層圏オゾン層を2方式で観測できるこ  

とになり，高度15～45kmの低中高度成層圏オゾン層は  

オゾンレーザーレーダー，45km以上の高高度成層圏オ  

ゾン層はミリ波分光計で観測することが可能になり，観  

測できる高度がほぼ成層圏全域に広がり，かつ，天候の  

影響も受けにくい観測体制が構築できた。   

③有害紫外線モニタリング   

成層圏オゾンの減少により，その人体への影響が危倶  

されている有害紫外線量を，人間活動の活発な都市域  

（東京・霞ヶ関の第5合同庁舎屋上）において．プリュー  

ワ型分光計を用いてB領域紫外線（UV－B）の波長別強  

度を試験観測しており，大気汚染・気象などの因子との  

関連を調査している。  

＜対流圏の温室効果ガスに係るモニタリンク＞   

④地上ステーションモニタリング   

ベースラインレベル濃度の温室効果ガスの長期観測を  

主目的として，1992年5月に，我が国の最南端の有人  

島である沖縄県八重山諸島波照間烏に太平洋気団に由来  

する温室効果ガスを観測するステーションを建設し，長  

期・継続的な観測体制の構築に向けて観測システムを整  

備するとともに，試験観測を進めている。さらに，我が  

国の北東端に位置する北海道根室半島落石岬にシベリア  

気団・太平洋気団に由来する温室効果ガスを観測するス  

テーションを1994年6月に建設し，1995年8月には当  
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に，大気の自動採取装置を設置L，西太平洋上の温室効  

果ガス に酸化炭素・メタン・【一酸化二窒素）を緯度で  

約3度間隔で採取分析し，南北両半球の濃度の空間分布，  

季節変動，礎年変動を観測するものである。本事業は，  

19粥年度より長期モニタリングに移行し，1994年度ま  

での観測データを解析し公表した。西太平洋域の温室効  

果ガス濃度の緯度・季節による変動，特に，観測データ  

の蓄積が少ない－▲酸化二窒素の変動パターンが明らかに  

なった。なお，1995年度には，前年度に引き続き観測  

を行ってきたが，船舶運行会社の都合により，利用船舶  

が「さぎんくろす九」（大阪商船三井船舶（杓）に変更され  

た。   

他は，生物生産が大きく，二酸化炭素の発生源′／吸収  

源として重安な北部太平洋海域での大気一海洋間の二酸  

化炭素交換収支を観測するために，日本～カナダ西海岸  

間を航行する木材運搬船（スカダラン号；ノルウェー船  

籍，年間8、9往復）に，カナダ海洋研究所の協力を得  

て，コンテナ実験室・海水自動採取分析装置類を設置し．  

大気と海水中の二酸化炭素濃度・海水の水質を自動観測  

するとともに，大気を約60km間硝で探顆分析するもの  

である。1995年度には，前年度末の観測機器などの設  

置・調整を経て，試版観測を実施した。その結果による  

と，アラスカ湾・ベーリング海・千島列島沖と北大乎祥  

のそれぞれの海域により二酸化炭素の収支特性が大きく  

異なることが示唆された。  

＜海洋汚染に係るモニタリング＞   

⑦定期船舶を利用した東アジア海域海洋汚染モニタリ  

ング   

前述した船舶を利川した温室効果ガス関連のモニタリ  

ングと同様に，定期航行する民間船舶を利用した漸羊の  

水質モモタリングである。対象とする縁辺海域は，人間  

活動の影響が顕在化しやすい海域であり，人間活動の増  

大による地球規模の物質循環の撹乱を把握するため，海  

洋汚濁を珪物・化学的指標を用いて観測している。当初  

は，神戸、韓国釜山問を航行するフェリーで観測してい  

たが，同航路の廃止に伴い．1994年峻より大阪↑沖縄  

臥 および，大阪～別府間を．航行するフェリー（関閤汽  

船（榊）に海水自動計測装置と自動採水装置を設博して，  

我が国沿海の水質を高頻度に試倣観測している。1993  

年度までの観測データを公表した。それによると，瀬戸  

、内海における植物プランクトンのブルーミング現象が季  

節的に生じることが確認された。  

＜植生分布に係るモニタリング＞   

◎リモートセンシングによるアジア地域の植生指数分  

布モニタリング   

インドおよぴインドシナ半島全域を含む東南アジア地  

域の植生および土地利用状況の変化を把握するため，衛  

星観測データ（NOAA／AVHlミRデータ）を用いて当該  

地域の広域モザイク画像と1kmメッシュの植生指数分  

布図を作成Lている。本年度には1994年乾季のデータ  

を合成処理・解析し，植生指数画像を得た。これにより  

】987年からの画像が得ら九，東南アジア地域の植生破  

壊状況の抑移の評価が可肯鋸二なった。  

（2）国際協力・支援事業   

⑨GEMS／Water支援事業（1）フ7レンスラボラト1）p・  

ナショナルセンター・摩周湖ベースラインモニタリング）   

UNEf）と1㌔rHOが協力して，1977年からGEⅣIS（地  

球環境監視システム）の下に，陸水の汚染などの監視情  

報を収集・統合化するプロジェクト（GEMSハVater）  

が開始されており，現在．第2期目に入っている。地球  

環境研究センターは，1993年度より分析精度管理のた  

めの標準試料作成及び内外関係機閲への配布などを行う  

「リファレンス・ラボラトリー（参照研究室）」事業を担  

当し，1995年度には河川底質の標準試料の作成すると  

ともに∴無機成分の水質標準試料の配布・評価を進めた。   

また，1994年度より，我が国の地方公共団体などの  

河川・湖掛二おける鰍測点（約20地点）の観測データ  

の取りまとめ，およびGEh′TS本部との連絡・調整を行  

う「ナショナル・センター」業務を担当している。同時  

に，劣研究所が十数年温 水質を継続的に観測してきた  

北海道摩周湖を陸水のベースライン観測点として位蒋づ  

け，北見工業大学の協力を得て，長期観測を行い，それ  

らの観測地点の水質データを取りまとめ，GEMS本部  

へ報告した。  
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特別研究  2．5   

2．5．う 環境保全のためのバイオテクノロジーの  

活用とその環境影響評価に関する研究（最  

終年度）  

〔研究担当〕  

地域環境研究グループ‥中杉修身・近藤矩鮒・佐治 光・  

中嶋信美・岩崎一弘・稲森悠平・  

高木博夫・水落元之  

水土壌国環境部：矢木修身・内山裕夫・缶同典子・  

今井章雄・向井 哲・暇部浩之  

≦1二物 国 環境郎：大政謙次・名取俊樹・清水英幸・  

漣追 信・広木幹也・久保明弘・  

青野光子  

客員研究員 40名，共同研究員 6名  

下線は研究代表者を示す  

〔研究期間〕平成3～7年度（1991～1995年度）  

〔研究概要〕最近のバイオテクノロジーの発展はめざま  

しく，「いでも縦換えDNA技術をはじめとする遺伝子関  

連技術は，様々な分野においてi舌用され，人間生活の向  

上に大きく寄与するものとして期待されている。これま  

で親換えDNA実験やこの技術の利用は，組備え体の生  

物学的及び物理的封じ込めという二重の手段を講じた閉  

鎖系で進められてきたが，技術の進展に伴い，環境保全，  

農林水雄，鉱二L業等の分野において，解放系での利用が  

考えられる段階にきている。   

近年の環境問題は，複雑化し，人間をはじめとする姓  

物に多大なストレスを与えている。生物は様々の環境ス  

トレスの影響を受ける一方，環境変化を緩和する能力を  

有しており，環境保全のために指標生物，浄化生物とし  

て利用されている。このような環境保全分野においても，  

祖換えDNA技術を利用Lた環境指標植物や環境浄化微  

生物などの作成が進められており，ニれを野外で活用す  

ることが期待されている。   

一方，遺伝子組換え壬1二物の解放系での利用は．物郡的  

封じ込めが不可能なことに加え，自己増殖能力を有する  

一亘で化学物質とは異なり∴環境条件次周で大繁殖する可  

能性があるという珪物特有の問題がある。さらに生物は，  

それを取り巻〈物理化学的及び生物学的環境によって，  

その挙動が大き〈ん右さゴt，また環境にも影響を与える  

可能性がある。しかしながら，組換え体の三l三悪系に及ば   

す影響に関する研究及び手法の開発は，これまでほとん  

ど行われていない。   

本研究では，環境保全に有用な遺伝子を探索して粗放  

え生物を作成するとともに，それら遺伝子組換え生物の  

モニタリング手法を開発Lて組換え生物及び導入した遺  

伝子の環境ロりこおける挙動を調べ，さらにそれらの生態  

系への影響を検討し，壬lニ態系影響評価手法の閲発を試み  

た。  

〔研究成果〕  

（1）環境保全のための遺伝子の探索と活用に関する研  

究  

l）植物の有川遺伝子の探索と組換え植物の作成   

大気汚染やその他の安［射二よって生じる植物の傷害や  

それに対する植物の耐性機構を調べる課程で，いくつか  

の酵素が糞婆な役割を担っていることが示唆された。た  

とえば，気孔の開閉に関与するプロトンATPアーゼ．  

傷害ホルモンであるエチレンの生合成のキーエンザイム  

であるACC合成酵素，活性酸素消去系酵素のグルタチ  

オンレダクターゼ（Gfi）とアスコルビン酸ペルオキシ  

ダーゼ（APX）がそうであり，それらのcDNAを植物  

から単推した。   

大腸菌由来のGR遺伝子をカリフラワーモザイクウイ  

ルス35Sプロモーターの下浣‖こつなぎ，タバコや樹木  

のヤマナラシに導入した。得られた組換え植物は，除草  

剤のパラコートや大気汚染ガスのSO2に対して高い耐性  

を示した。一方Af）X遺伝子を導入したタバコでは，こ  

のような耐性の増加が観察されなかった。さらに，交配  

によりGR活性と活性酸素消去系酵素のスーパーオキシ  

ドジスムターゼ活性がともに高い親換えタバコを作成し  

たところ，得られた組換え植物ではパラコート耐性がか  

なり増加Lていることが分かった。以上の結果から，植  

物のストレス耐性の改善におけるこれらの遺伝子操作手  

法の有用性が示された。   

2）祖換え微生物検出用マーカー遺伝子の単離と各種  

組換え微姓物の作成   

塩化第二水鉄分解酵素遺伝子（水鉄分解遺伝子）の碑  

離を行い，各種傲4物へ導入し，水銀化合物分解能を有  

する組換え微生物を作成するとともに水銀化合物分解能  
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をマーカーとする組換え微生物の効率の良い検出法の開  

発を行い，100mg／Jの塩化第二水銀を含む平板培地にお  

いても増殖できる著しく水銀化合物分解能の高い組換え  

微生物を作改するごセができ、た。  

にシミュレーション試験を行った結果，実測値と計算値  

が一致し，その消長の予測に用いることができるものと  

推察された。  

．3）湖沼シミュレ「クーふ活用したスケールアップマ  

イクロコズムの作成とその安定性   

DOやpHを連続モニタリングすることが可能な湖沼  

シミュレーターを活用してスケールアップマイクロコズ  

ム内のDOやpHを測定した結果，スケールアップマイ  

クロコズムは個体数の変遷，バイオマス量，ATP活性  

の経日変化，潜存性有機炭素（DOC）の種目変化等に  

おいてフラスコマイクロコズムシステムとほぼ同様の傾  

向を示すことが明らかとなった。このことから，湖沼シ、  

ミュレ一夕ーを活用したスケールアップマイクロコズム  

を用いることによって，構成生物の個体群動態かちみた  

影響評価のみでなく，DOやpH等の変化からみた影響  

評価も可能となり，フラスコマイクロコズムと同様に生  

態系影響評価試験として有用であると推察された。   

4）環境影響評価手法の確立   

標準マイクロコズムについて各種培養条件を変え，継  

代培養を繰り返して実験を行った結果，このシステムが  

崩壊するということは，生態系での異常や悪影響が生じ  

る可能性が非常に高いと判断して差し支えないものと考  

えられた。したがってフラスコマイクロコズム培養開始  

後所定の時斯に遺伝子租換え生物を添加し，一定の期間  

培養後，対照系の構成微生物と個体数が大きく異なれば  

添加遺伝子租換え微生物は系の安定性に影響を及ばすも  

のと判断された。また，捕食被食試験で評価を行い，そ  

の結果捕食されにくいという結果が得られれば生残の可  

能性が高いと判断されるため，第二段階のフラスコマイ  

クロコズム試験に進んで評価し，さらにフラスコマイク  

ロコズムにおいて生残性が高いことが確認されれば，第  

三段階の模擬環境マイクロコズム試験に進んで評価を行  

う，という段階を経て試験を行っていくことが適切であ  

ると考えられた。  

〔発 表〕B－13，14，77，G－29，32，36～38，H－1，8，b－20，  

22，48，78～82，169，g－14，15，17～20，39，43～45，h－1、4，  

13  

（2）環境中での組換え微生物の挙動とそれに及ぼす環  

境因子の解明   

組換え微生物の生残性に及ぼす土壌の種類，pH，水  

分含量，温度及び接種濃度の影響を調べた。組換え体，  

非祖換え体とも黒ポク土壌においては試験期間を通じて  

穏やかな減少を示した。また両者の生残性に大きな違い  

は認められなかった。砂質土壌では急激に死滅し，また  

組換え体の方が非組換え体に比べてやや早い速度で死滅  

することが認められた。pHが低い土壌では生残性が悪  

いが，pHを中性にすることにより生残性が著しく高く  

なることが認められた。水分含量は生残性に著しい影響  

を与えた。温度の高い方が，高い死滅適度を示し，10℃  

が最も高い生残性を示し．1カ月後でも10％の生残が  

認められた。また，接種濃度が高い方がやや速い死滅速  

度を示した。  

（3）組換え微生物の生態系への影響に関する研究  

1）土壌マイクロコズムによる影響評価試験   

土壌マイクロコズムを屑いて，各種の土壌，温度，水  

分含量の条件下で組換え体の土壌生態系に及ぼす影響を  

調べた。祖換え体及び非組換え体を107生菌数／g接種し  

た場合，男ポク土壌及び砂安土壊，4、30℃，含水率  

15～33％ゐ範眉では土壌中の一般細軋 グラム陰性菌，  

糸状菌数に及ぼす影響は認められなかった。   

2）フラ不コマイクロコズムシステムを用いた組換え  

微生物の影響評価   

フラスコレベルの水圏生態系標準マイクロコズムシス  

テムを確立するための試験を従来に引＿き続き行い．培養  

が容易で各生物量を計測しやすく，また長期間安定で再  

現性の高いシステムとしてフラスコマイクロコズムが有  

用なことを再確認することができた。また，標準マイク  

ロコズムよりも種数の少ない三者系マイクロコズムを用  

い，捕食被食試験や代謝産物による影響を評価するため  
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2．5．2 湿原の環境変化に伴う生物群集の変遷と  

生態系の安定化維持機構に関する研究（最  

終年度）  

（研究担当〕  

生 物 圏 環境部：岩熊敏夫・野原精一・上野隆平・  

〔研究成果〕  

（1）湿原の変遷とそのモニタリングに関する研究   

赤井谷地湿原を航空機搭載スペクトルイメージヤ  

（casi）を用いて，可視，近赤外の10バンドで地上分解  

能2mで観測した。解析には湿原植生判別に有効であ  

る緑，赤，近赤外の3チャンネルを用いた。湿原内およ  

び周辺部において計測された50mメッシュの微細標高  

データを，5次の補間法により2mメッシュデータ．に  

変換し，CaSiを重ね合わせて3次元立体表示を実施した。  

3次元表示から．湿原内の植生状態と周辺土地利用や標  

高差との関係を読みとることができた。k－meanS法を  

用いたクラスタリング（教師無し分類）によって画像分  

類を実施した。得られた20のクラスターを，CaSi画像  

や植生調査の結果から，まとまりのある植生群落として  

認められた8つの植生クラスに再統合して画像分類を実  

施した。分類されたクラスは，イポミズゴケ，ハリミズ  

ゴケ，ムラサキミズゴケ．ハイイヌツゲ，チマキザサ，  

ミズゴケ，低いアカマツ，高いアカマツである。湿原内  

の微細標高の等高線がプロットと植生分類囲との対応か  

ら，湿原中央付近の最も盛り上がっているところでは，  

ミズゴケの上が乾燥してハイイヌツゲ等の侵入が見られ  

ること，湿原北部のやや低く水が泊まり安い場所にハリ  

ミズゴケが分布していること，湿原南部の微細標高の高  

いところに，樹高の高いアカマツが分布していることな  

どが分かった。  

渡過 信・広木幹也・田中 浄  

社会環境システム部：山形与志樹  

地域環境研究グループ：平田鹿正 ′  

下線は研究代表者を示す  

〔研究期間〕平成3、7年度（1991～1995年度）  

〔研究概要〕本特別研究は，湿原の生態系の現場調査手  

法の開発を行い，湿原生態系の特性と生物群集の変動特  

性を把握し，湿原の保全に資する知見を蓄積することを  

目的とする。調査は福島県の宮床湿原及び赤井谷地湿原，  

福島・群馬・新潟の3県にまたがる尾瀬ケ原及び北海道  

の釧路湿原で行った。研究課題は（1）湿原の変遷とそ  

のモニタリングに関する研究，（2）湿原生態系の特性  

に関する研究及び（3）湿原生物群集の変動要因に関す  

る研究の3つであり，課題（3）はまとめを兼ねている。   

課題（1）では．自動撮影装置による湿原景観の変化，  

植物のフユノロジー，積雪・水位変動の変動等の調査を  

継続した。ま美航空機，衛星データによる土壌水分観測  

法の検討を行った。尾轍ケ僚では湿原の地形図を作成し  

た。空中写真・画像データ等による植物群落の区分を行  

い地上における植生調査と対応させた。   

課題（2）では，気象・地‾F‾水位等の物理環境要因の  

連続測定を行った。前年度に引き続き赤井谷地湿原に・お  

ける気象・地下水位等の物理環境要因の連続測定右行っ  

た。尾瀬ケ原の中田代湿原では，地下水位，池濾水位・  

水温，土壌温度の連続測定を行い，物理環境と植生の対  

応関係を調べた。湿原の生物群集構造を明らかにし，宮  

床湿原では湿原生瞥系における有機物の分廃を調べた。  

生物生産量と分解量及び水収支・水質収支から，湿原内  

の物質循環と生態系の機能について検討を加えた。   

課題（3）では，尾瀬ケ原では地酒の生態系の比較調  

査を継続した。また地形と植生，水分環境の対応関係を  

調べた。赤井谷地湿原では周辺の土地利用が湿原生態系  

に及ぼす影響を調べ開発等による水系及び湿原生態系の  

変遷を検討した。さらに各種の湿原生態系の安定性に関  

する情報を整理し．環境変化に対応する湿原生態系の変  

遷過程を明らかにする。  

（2）湿原生態系の特性に関する研究  

1）湿原の土壌水分環境  

一尾瀬ケ原の中田代で，湿原中央の標高最高（1399．4m）  

地点を交差する2本の測線（800m及び500m）を設け，  

これに沿った約50m間隔の調査地点で，植生，地下水  

位，土壌水分∴深度方向の地温分布及びこれらの物理環  

境の季節変動を調査した。また，光波測量器を用いて測  

量を行った。2本の測線とも，最高・最低の標高差は約  

4mであった。   

尾瀬ケ原における地形測量とピット地‾F水位の測定か  

ら．地下水位の勾配面は地形勾配よりもなだらかで，そ  

の水位勾配に沿って地下水が流れていることが示された。  

下り勾配が平坦に変化する地点では地下水位が高くなり，  

表層の土壌水分も飽和に近くなった。深度80cmの塩ビ  

パイプを泥炭に挿入したビュゾメーターにより地下水位  

の連続測定を行った（区＝）。中田代中央のドーム頂部  
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図1 深度80cmのどェゾメーター地下水位及び檜絵岐掛別所の日降水量  

設置後10日間（陰影部）は水位計設置の影響が見られる。  

50cmの深さまで全而穴の閃いた排水管を挿入してピッ  

ト水位を測定Lた。土壌水分，植生，間隙水中のpH，  

電気伝導度，アンモニア濃度を測定した。温原中央部に  

は起伏が少なく，他は20cm程度の起伏が見られた。ま  

た，ピット水位も他と異なり地表から20cmの付近に水  

面があり，特に8，9月にはさらに低下した場所があっ  

た。叶央以外ではピット水位は微地形に依存して変化し  

ていた。ミズゴケの窒素含有量は，キダチミズゴケ（0．7  

％乾重）くムラサキミズゴケ，イポミズゴケ，スギバミ  

ズゴケ（1．0％乾垂）＜ウツクシミズゴケ，アオモリミズ  

ゴケ（1．4％乾重）の順に高くなっていた。土壌水分が  

低くなるほどミズゴケの密度が■烏くなる傾向が見られた。   

ミズゴケ群落（ドーム上と傾斜地）とヤマドリゼンマ  

イ群落内の地点で，二上境の表層1cmと表層から30cm  

の探さの温度の時間変動を調べた。上記の含水率が低い  

ほど温度伝搬率が低くなった。ユ2月、5月中旬の冠雪  

期間における地中での温度降下は綾やかで，ヤマドリゼ  

ンマイ群落では5カ月問で温度が6．2℃から1，5℃に低  

下していた。土壌表層の温度変化はミズゴケでは口内変  

動が10℃前後であったが，ヤマドリゼンマイでは展開  

前の5月には20数℃の口内変動が記録され，微環境に  

植生と土壌水分合昂：が大きく作用していることが示唆さ  

れた。   

3）湿原及び周囲の森林における物質循環  

（NAl）では水位変動は緩やかで，降水により緩やかに  

水位が増えた。斜面の地点（NA2）では水位変動は急  

激で，6，7月の降水で15c111上昇，7月末から8月に  

かけて，15減少し，その後の降水で時間遅れを伴いな  

がら階段状に上昇した。‾卜部の地点（NA5）では水位  

は安定していた（図1）。   

土壌水分はtillle domainIdlectonletry（rrDR）法  

ブロープにより，土壌表層から16cmまでの平均的な含  

水率を測定した。ポッグの隠軋 ヤチカワスデキダチ  

ミズゴケ群集では表層の水分含畏はおおむね75～100％，  

フェンの植生，ヌマガヤイボミズゴケ群集ミカヅキグ  

サ亜群集ではおおむね68～100％であった。池酒の周り  

にはヤマドリゼンマイの群落が断続的に帯状に分布して  

いるが，その群落内では30㌧50％と低くなった。この  

含水率は，それぞれの地点では季節変動が少なく，比較  

的安定していたが，傾斜地のヤチカワスデーキダチミズ  

ゴケ群落では季節変動が見られ また値も80－100％と  

やや高くなっていた。   

2）微地形及び土壌水分環境と植生との関連   

尾瀬ケ煉中田代で，湿原中央から‾Fの大塘川に至る約  

400mの調査ラインを設完し，その中に約20m以内の長  

さの6本のサブラインを設け徴地形測鼻を10cmごとに  

行った。各サブラインには5カ所に水位観測のために  

50，1肌150cmの深さに塩ビパイプを挿入し，さらに  
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泥炭分解過程における各微生物群の寄与を評価するこ  

とを目的として，泥炭中のセルラーゼ活性及びその分解  

産物と微生物数の関係について赤井谷他において調査を  

行った。湿原周縁付近の10地点において表層的5cmの  

泥炭を6月および9月に採取し，採取した泥炭のpH，  

水分含量，租繊推量（150mm のふるいに残る繊維含  

量），還元糖量（ソモギー・ネルソン法），生菌数（細菌，  

糸状菌，】．セルロース分解細軌▲セルロ」ス分解糸状菌・）∴  

およぴセルラーゼ活性（CMCナトリウムを基質として  

pH5．0，30℃で培養した時の単位時間当たりのグルコー  

スの生成量）等を測定した。各調査地点のpHは3．5、  

4．8，細菌数は2～500×105CFU／g，糸状菌数は5×105  

CFU／g以下，セルロ．ス分解細菌数は2×106CFU／g  

以下，セルロース分解糸状菌数は2～200×101CFU／g，  

セルラーゼ活性は0．05、1mmol／kg湿潤土・h，還元糖  

量は0．09～5mmol／kg湿潤土・hであった。糸状菌数が  

6月に，セルラーゼ活性およびpHが9月に高い傾向に  

あったほかは，2回の調査の間で一定の傾向は認められ  

なかったが，2回の調査とも，セルラーゼ活性とセルロー  

ス分解糸状菌致の間（5％水準）および還元糖量と細菌  

数との間（1％水準）には有意な正の相関関係が見られ  

た。これらの結果は，泥炭のセルラーゼ活性が主として  

セルロース分解糸状菌に由来すること，及び細菌類はセ  

ルロースの分解によって生じたグルコースなどの糖類に  

依存していることを示唆する。   

湿原と周囲の森林の物質循環における相互関係を明ら  

かにするために春から初冬にかけて宮床湿原の北西に隣  

接する森林で落葉の動態調査を行った占 コナラ，・ミズナ  

ラの優占する森林にりタートラップを設置し落葉の採取  

を行いまたりターバッグにより落葉の分解率を求めた。  

毎木調査及び地形測量及び土壌水分測定も行った。   

その結果 年間落葉量は395・g／m2と推定された■（う  

ちコナラが52％，ミズナラが28％）。この値は日本の落  

葉広葉樹の平均的な値と－・致した。夏期での分解率は約  

0・0019／dayであった。落葉の窒素含有量はコナラで  

0．76％乾重ミズナラで0．73％乾重であった。窒素とし  

て分解された量は0．44mg／m2・dayで，このうち一部が  

水路及び湿原内に供給されるものと考えられた。  

代の池源について動物プランクトンの分布，底生動物の  

分布と食性を調べた。動物プランクトンは各池酒の中央  

部で採水器を用いて定量的に採取した。   

尾瀬ケ原中田代では約50地酒の水生植物の分布と水  

質の関係を調べた。池清水のDOCとT工Cには明瞭な季  

節変化が見られた（図2a）。一部の池清で夏期にTIC  

がO mg／Jになり．水生相物の沈水薬は光合成ができな  

小と推定さ丸た盲㌘霊れらの池膳わ成因ば同七せ考しえ■、ち正・・、′  

ているが池清水は無色透明から褐色と多様であった。特  

に水が褐色の池濾にはヒツジグサが多く，DOCやTIC ′  

も高かった。DOCの高い池漕は標高で1397mから1398  

mの位置に岸がある所に限られていたことから，地層  

との因果関係が示唆された。褐色の物質は300nmに吸  

収ピークのあるコロイドと考えられた。そのコロイドの  

大きさは0，05／∠m以下のものがほとんどであったが，地  

酒によっては（84番）0・05～0，1〃mの分画が0．05／‘d  

以下の分画と同等量存在した（図2b）。   

2）湿原周辺の土地利用と植物の侵入   

赤井谷地は周囲を農地に囲まれ，大小いくつかの水路  
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図2 尾瀬ケ尿中田代の地酒水質  

（a）TICとDOC濃度の関係  

（b）池濾水のDOC分画  

（3）湿原生物群集の変動要因に関する研究  

1）湿原の水生生物の分布と多様性  

前年度に引き続き尾瀬ケ原の上田代，中田代及び下田  
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で囲まれており周囲には畑・水田・放棄水田・休耕田な  

ど土地利用の違いが存在する。水路や土地利用の状態と  

地下水位の変化を調べることによって赤井谷地の湿原生  

態系に及ほす周囲の影響や範囲を明らかにできると考え  

られる。特に乾燥化に伴い湿原周辺に侵入しているチマ  

キザサと落葉性低木の蒸散特性・光合成特性を明らかに  

し．乾燥化へのチマキザサ等の寄与を評価するために調  

査を行った。   

湿原に侵入している落葉性低木とチマキザサ・ヨシの  

光合成速度・蒸散速度を比較した。単位葉面積当たりの  

光合成適度はヨシ，チマキザサ，イソノキ，ヤマウルシ，  

ノリウツギ，レンゲツツジの順に大きくなった。チマキ  

ザサは常緑の多年草で．葉の寿命は約2年程あるものと  

考えられ．6月には当年に展開した斯業と前年の1年柴  

と区別できた。1年葉は当年棄に此ベ75％ほど光合成  

速度が小さかった。チマキザサの当年葉は他の植物に比  

べ最も大きい蒸散速度を示Lた。   

チマキザサの革高が，湿原内部の90m付近で′トさい  

のは土壌の水分や貧栄養環境のためと考えられたが．湿  

原内部の光合成速度はそれほど小さくなかった。土壌水  

分は，地下水位から見る限り，草高を説明するほど大き  

な違いがあるとはとは言えない。このことから，チマキ  

ザサの生育が湿原周緑部で増加Lているのは，水位低下  

によって生じた土壌栄養環境の変化によるものであろう  

と考えられる。水位の低下で土壌が好気的になl）分解が  

進み．栄養塩が回帰したことが考えられる。今回の調査  

によってピット地下水位は周辺の土地利用と水路の有無  

で影響されることが明らかになった。チマキザサヤアカ  

マツの記録が35年前の報告にないことから，ここ30数  

年の間に急激に侵入したと考えられた。   

3）湿原の変遷と周辺の開発の影響   

赤井谷地は北西から南射二向かう傾斜した基盤の上に，  

高低差約2．O mのドーム状にミズゴケの堆積した湿原  

で，中央部は北西に偏っている。この湿原は，かつて大  

窪Ill裾野の東斜面に形成され 水mの開墾と新四郎堀の  

柵消りが，現在見られるところの大窪山と分離㌢れた過牒  

形状をもたらしたと考えることができる。赤井谷地と大  

窪山の開を北上し赤井川の水を会津平に導〈ために，  

1929年頃に作られた新四郎堀は，地形勾配に逆行して  

いる。新四郎堀を北上するに従いその水面標高は，湿原  

西端と比較して－1．2mから－1．8mとその差は拡大し  

ていた。この堀の完成も，湿原西部，大窪山裾野に広が  

る泥炭地の水位低下を加速したものと考えられる。   

赤井谷地とその周辺地域の水質測完と水質測定地点の  

標高測定結果から，湿原内外の水の流れを把撞Lた。遅  

航からの水の流出経路として，①湿馴ヒから港出し水田  

の潅漑水路を経て溜他に流出する経路，⑦湿原西端から  

溶出し，西端側溝を経て新四郎堀に流下する経路，及び  

③湿原南部の東端から表流水となって流出し赤井川へ流  

出する3つが確認された。   

赤井谷地の調査から，周縁の切り崩しにより地下水位  

の低下が見られる範囲，または降下勾配に沿って地‾ド水  

が流れ込む影響で地下水位の変動が見られる範囲は遅原  

内部に向かって約30mであった。チマキザサの分布は  

100、2001¶内側まで及び，光合成∴蒸散は501Tl位まで  

が高かった。物理環境が及ぷ範囲以上に生物の影響が，  

長い年月をかけて内部にまで及ぶことが分申）った（図3）。  

〔発 表〕Cノ45，47，H【2，3，14，h－5、9，22，23，25   

地下水位の低下   
30m  

7カマツ等の木本の侵入 一一 乾燥化   

周3 赤井谷地の周辺における農地開発と植物  

の侵入過程  
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れらの大気，水．底質，土壌への分配モデル計算及び   

調査結果との比較  

・絞瀾川河川水中有機化合物一斉分析から見た有機塩   

素化合物と毒性評価  

・綾瀬川水系の有機塩素量の負荷源分別   

また本年度から環境放出量としては一番多い大気中有   

機塩素化合物調査に取りかかった。  

・サンプリング方式の違いによる分析法の検討  

・室内大気濃度の調査  

・個人暴露景を調査するための拡散サンプリング法の   

検討  

（2）有機塩素化合物の複合健麻影響評価に関する研  

究   

抑Il水および河川底質で検出された有機塩素化合物を  

対象として  

・培養細胞（神経細胞，不死化ラット肝細胞，ラット胎   

仔肢芽細胞）への影響  

・TCEP（リン酸トリス（2－クロロエチル））の行動薬   

理学的研究  

・コプラナーPCBの毒性発現機構に関する研究  

（3）環境中有機塩繋化合物の総合影響評価  

2．5．3 環境中の有機塩素化合物の暴惑星評価と  

複合健康影響に関する研究  

〔研究担当〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・中杉修身・相馬悠子・  

米元純三・稲葉一穂・曽根秀子・  

白石寛明  

化 学 環 境 部：藤井敏博  

環 境 健 康 部：青木廉廉・松本 理・国本 学・  

梅津豊司  

客員研究貝 6名，共同研究員 5名  

下線は研究代表者を示す  

〔研究期間〕平成4、8年度（1992～1996年度）  

〔研究概要）先端産業の進歩とともに、化学製品の多様  

化，高付価値化が宴求され非常に多種類の化学物質が生  

産され使用されてきている。そして将来生産される化学  

物質の種類はますます増加すると予想され，それに伴っ  

て化学物質の環境への放出も少量ではあるが多種類の放  

Jhになり，化学物質総量としては増加することが考えら  

れる。そこでどのような榛類の化学物質がピのような環  

境に，どの位存在し．複合してどのような影響を環境に  

与えるかという化学物質の総合影響評価をする’必要があ  

る。化学物質の中でも塩素を含む有機塩素化合物は化学  

工業製品の中でもその種類，割合はきわだって多い。・一・  

方化審法に基づいて規制がなされている化学物質のうち  

第一線特定化学物質で8棟，第二榎特定化学物質，指完  

化学物質20種が塩素の入った物質であり，化合物の安  

定性，殺菌殺虫作用といった有機塩素化合物の有用性が  

難分解性，有毒性といった環境汚ヂ糾二つながっていると  

考えられる。   

そこで，この研究では，環境に存在する化学物乳 特  

に有機塩繋化合物の健敵影響を体系的に評価するために，  

環境中の多種類の有機塩素化合物の暴露蓑評価及び健辟  

影響評他に関する研究を行い，調査したモデル地域で人  

の健腑に影響を与える可能性がある有機塩素化合物のプ  

ライオリティリストを作成することを巨川勺としている。  

本特別研究では，下記の3つのサブテーマに分かれて進  

められているが，本年度実施された研究課題を以下に示   

した。  

（l）有機塩素化合物の暴露量評価に関する研究   

前年度までの都市河川水及び両川底質中の有機塩素化  

合物，有機塩素品詞査の結果を総括して  

・生産量から推定－した有機塩素化合物の環境放J虹龍とそ  

〔研究成果〕  

（1）生産量から推定した有機塩素化合物の環境放出量  

とそれらの大気，水，底質，土壌への分配モデル計  

算及び調査結果との比較   

有機塩素化合物は天然偏来のものは非常に少なく，大  

部分の有機塩素化合物は工業的に合成されたものと考え  

られる。そこで塩素を出発点とする化学工業品の統計  

（平成2年）から，有機塩素化合物の生産量を取り山せ  

ば，圏内で使用される有機塩素化合物生産量をほとんど  

カバーできると考えた。塩素を山発点とする含塩素化学  

工業品のうち生産量の多い揮発性有機塩素化合物23樺  

類，芋灘凝性化合物19種類，高分子6種類，水処軋  

漂白殺菌に使用する難機薬品について塩素量で生産量を  

表すと図1のようになる。生産量を塩素茹で見ると塩化  

ビニル樹脂などの高分子樹脂が非常に多い。また無機薬  

品の85％は水処理や漂白殺1鋸二使用されるものである。  

これらを用途により反応中間体，国内製晶，輸出に分け  

環境放出i迂を推定した。高分子樹脂の環境放出蒙は廃棄  

貴から推定した。水処理漂白に佼川される重機薬品は，  

塩素処理の結果珪成する有機塩素貴（文献倍）から使用   

・．リー   
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るとして一日摂取許容量（ADI）との比を計算すると，  

0．1％以上が4種で他はそれ以下であった。対ADI比と   

しての合計は1．7、5．8％であった。個々の成分濃度を積  

‥算して得られ●る積算濃度や積算ハロ劣ン濃度は，⊥ゝ水質の∴」・  

トータル指標である全有機ハロゲン濃度（TOX）やマ  

イクロトックス試験とよい相関を示した。シリカゲルカ   

ラムクロマトの各画分の発光細菌に対する急性毒性は，   

メタノール画分に50％以上存在した。各画分の毒性の  

比率は地点により若干異なるが，大きな差は見られなかっ  

た。この方法で測定された化合物の多くは，DCM（ジ  

クロロメタン）画分に存在し，メタノルル画分の分析が  

不十分であるように思われた。  

揮発性化合物 半揮発性化合物 高分子樹脂  無機薬品   

図1 日本の有樺塩素化合物生産量と環境放出量  

塩素の3％が有機塩素化合物として環境に放出されると  

した。廃棄量としては高分子樹脂が揮発性有機塩素化合  

物より少なくなっている。次にマルチメディアのfate  

モデル計算により，環境に放出された有機塩素化合物が  

大気 水，土壌．底質にどういう割合で分配されるかを  

計算した。その時廃棄高分子は全部焼却されるとし．そ  

の0．5％が塩化ビニル等低分子量有機塩素化合物になる  

とし，水処理，漂白殺菌からの生成有機塩素化合物はク  

ロロホルムとnon－purgeable halogenになるとした。そ  

の結果，水に入ってくる有機塩乗化合物は塩素量の  

93％が揮発性のものであり，底質では水処理，漂白殺  

菌で生成される有機塩素化合物の寄与が22％となった。  

この結果を都市河川での調査結果と比較すると，河川水  

も河川底質も調査では水処理，漂白殺菌による有機塩素  

化合物の寄与がモデル計算より大きく出ていることが分  

かった。これは一つには水処理，漂白殺菌を使用する地  

域が都市に偏っているためと考えられた。また生産量が  

一番多い塩化ビニルなどの高分子が廃棄焼却されて放出  

する低分子量有機塩素化合物の環境への寄与は非常に少  

ないという計算になった。  

（3）大気中有機塩素化合物調査   

有機塩素化合物で環境放出量が一番多い播発性有機塩  

素化合物の暴露量評価を行うため．，ハロゲン化合物29  

種を含め，40種の揮発性有権化合物の大気中濃度測定を  

開始した。初めに現在問題になっているサンプリング方  

式の検討を行いキャニスター（ステンレス真空びん）方  

式と吸着管方式を比較した。そして両方式を併用しなが  

ら，特に室内濃度を中心に調査した。またサンプリング  

方式の簡易化，特に個人暴露量測定のために吸着管を使っ  

た拡散サンプリング法の検討を行い，24時間暴露時の  

冬物質の拡散サンプリング速度を決定した。   

室内大気濃度調査の結果，浴室のクロロホルム，防虫  

剤にパラゾールを使用している家庭のp－ジクロロベン  

ゼン，新築家屋では溶剤に使用されるトルエン，ヰシレ  

ン，スチレン，保温材に使用されるウレタンフォームの  

発泡剤からのフロン11，ジクロロメタン，自動車内の  

ベンゼンが注目すべき物質であると判明した。  

（4）有機塩素化合物の培養細胞への影響   

河川水，河川底質から高頻度に検出された有機塩素化  

合物について，培養細胞を用いた毒性の検討を，本年度  

はp－ジクロロベンゼンの環境中代謝物と考えられる2，5  

ジクロロフェノール，2，5一ジクロロアニソール，殺菌剤，  

デオドラント剤として広く用いられているトリクロサン，  

トリクロカルパンについて検討した。使用した細胞は神  

経芽細胞腫細胞，神経膠芽腫細胞，不死化ラット肝細胞，  

ラット胎仔肢芽細胞である。表1にこれまで検討した9  

種の化合物の結果を示す。トリクロサン，トリクロカル  

パンはいずれの細胞でも非常に強い毒性を示した。神程  

（2）綾瀬川河川水中有機化合物一斉分析から見た有機  

塩素化合物と毒性評価   

イオントラップ賓量分析法による多成分一斉分析によっ  

て綾瀬川の河川水中より133化合物が定量され，鎖式炭  

化水素，フェノール，多環芳香族，芳香族アミン，ベン  

ゼン類が多いことが判明した。このうち38種類がハロ  

ゲンを含む化合物であった。濃度が高く，かつ毒性デー  

タIR工Sから計算可能な36種について，河川水を飲用す  
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細胞を使用した実験では，細胞の生存率はクリスタルバ  

イオレット法（CV）とニュートラルレッド取 

（NR）で評価したが，2，5－ジクロロフェノール，2，5－ジ  

クロ■ロ了ニソT’ルでは二CVやの上C東値がNRでの値より  

も10倍高く，ジクロロフェノール，ジクロロアニソー  

ルがリソゾーム機能を特異的に阻害している可能性が示  

唆された。ラット胎仔肢芽細胞ではジクロロフェノール  

が分化に対し特異的な毒性をもつ可能性がそれぞれ示唆  

された。不死化ラット肝細胞での細胞毒性効力（IC即）と  

慢性肝毒性のNOAELとの間に比較的良い相関が認めら  

れた。   

細胞増殖作用の知られているp－ジクロロベンゼンに  

他の有機塩素化合物を混合した時の培養胎仔肢芽におけ  

る相互作用の解析をisobole diagramを用いて行った。  

リン酸トリスクロロエチル，p－クロロアニリンは細胞増  

殖に対し毒性軽減作用が見られ，ジクロロフェノールは  

細胞分化に対してより毒性軽減作用を示した。混合物の  

混合比によってP／D比が変わり，胎仔毒性のポテンシヤ  

ルが変わる可能性が示唆された。  

（5）TCEP（リン酸トリス2－クロロエチル）の行動薬  

理学的研究   

前年に引き続きTCEPの行動薬理学的研究を行い，マ  

ウスの運動活性（移所運動活性）（AA）が増加すること  

を見いだした。そこで，その神経化学的機序を明らかに  

する目的で作用機序の明らかな薬物を用い，TCEPの作  

用がどのように修飾されるかを検討した。その結果，  

AA増加作用はジアゼパム（ベンゾジアゼピン受容体ア  

ゴニスト：DZ），ムシモpル（GABAAアゴニスト：  

MUS），バクロフェン（GABABアゴニスト：BAC）に  

よって対照レベルまで減弱された。これらの結果から，  

TCEPはGABA作動性神経にアンタゴニスト様に作用  

することにより，マウスの運動活性を増加させると考え  

られた。  

〔発 表〕K－16，k－1LB－8，64，112，114，D－30，b－6，8，  

142，147，148，153，238／d－22，e－1  

衷1 9種の有機塩素化合物の細胞毒性  

神経芽  神経膠芽  不死化ラット   ラット胎仔胚芽細胞  

細胞腰細胞  細胞腰細胞 肝細胞   

NB1  U－87MG  I,RC: 

IC50  IC50  IC5D（増殖） lC50（分化）   p／D  

（〝M）   （〃M）  （〃M）   （〃M）  

p－グロロアニリン  

3，4一ジクロロアニリン  

p－ジクロロベンゼン  

0ジクロロベンゼン  

リン酸トリス（2クロロエチル）  

2，5ジクロロフェノール  

2．5－ジクロロアニソール  

トリクロサン   

トリクロカルパン  
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740  71  

310  210  

730  660   

＞1000  740   

＞1000  3600  

390  ＞200  

600  650  

39  17．5  

16  4．4  

24  2．95   

190  1．1   

590  1．13   

630  1＿17   

1570  2．3  

33  ＞6．1   

470  ′1．38   

13．7  1．28   

4．6  0．96   
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2．5．4 湖沼環境指標の開発と新たな湖沼環境問  

題の解明に関する研究  

〔研究担当〕  

地域環境研究グループニ森田昌敏・福島武彦・松重一夫・  

トンが増殖するのか，アオコが発生するのか，淡水赤潮  

が発生する■のか等，湖沼環境と優rlける植物プランクト  

ンの関係については研究が進んでいない。   

本研究では，流域での各種対策や土地利用変化が負荷  

発生にどのような変化をもたらしているのか，窒素やリ  

ン等わ負荷とLて，また有機物の負荷とLて自然山東の  

も．のはどの程度あるのか，N／P比の変化は湖沼水質環  

境や生態系にどのような影響を与えているのか，湖沼水  

中の有機物の起源はどこにあるのか，ピコプランクトン  

の異常発生はどうして起きるのか等の調査研究を行うと  

ともに，最近の急激な湖沼生態系の変化を表現モきる新  

たな指標の開発を行うことを‖的とする。   

以上の目的を達成するために，以下の3つの課題を設  

定して研究を進める。  

木幡邦男・花里孝幸・高村典子・  

春日清→  

イヒ 学 環 境 部：彼谷邦光・佐野友春  

水土壌圃環境部：相崎守弘・矢木修身・今井章雄・  

井上隆信  

生 物 国 環境郡二渡逓 信  

客員研究員 20名．共同研究員 2者．，研究生12名  

下線は研究代表者を示す  

（研究期間〕平成4、8年度（1992～1996年度）  

〔研究概要〕湖沼環境は国民共通の資産として維持保全  

Lて行かなければならない。しかしながら，現状では湖  

沼環境基準の達成率は依然とLて低く，また多くの湖沼  

でアオコや淡水赤潮の発生が報告されている。さらに，  

中栄養湖である琵琶湖北湖ではピコプランクトン  

（塾代eCんococc昆S）の異常発生が起こり，平行して鮎の大  

量へい死が起こっている。寓栄養湖である霞ケ浦におい  

ても夏期のミクロキスティス（ル〃croc）rS£よs）を中心と  

したアオコからオシラトリア（Oscよ〟α亡Orよα）を中心と  

したアオコに変化し始めており，それに伴って魚類の現  

存量の減少，異臭味の発生等が起きている。このような  

現象は湖沼水を利用している国尽に多〈の不安を与え，  

信頼感を失わせている。   

このように湖沼環境は近年急激な勢いで変化しており，  

特に藻類組成変化を含む生態系の変化が著しい。このよ  

うな急激な変化が生じてきた原題としてはさまぎまな要  

因が考えられるが，流域からの負荷流出特性の変化もそ  

の原因の一つとして考えられる。流域における各樺対策  

の効果によって近年リンの負荷還は減少しつつある反乱  

窒素の負荷董は横ばいか微増の傾向にある。そのため，  

水中のN／P比（N：全窒素，P：全リン）が増加して  

いる湖沼が多く，その影響評価が行われなければならな  

い。またこのような湖沼環境変化は従来のCODを中心  

とする水質項目では的確に表現できず．新たな湖沼環境  

指標の開発が必要である。   

本研究に連なるこれまでの研究成果により，流人負荷  

量と植物プランクトン現在量の量的関係についてはかな  

り明らかにされてきたが，質的な関係については不明な  

点が多〈残されている。したがって，なぜピコプランク  

〔研究成果〕  

（り流域特性と水質との関係の評価に関する研究   

霞ケ浦流域で有機物，栄養塩負荷割合の大きい6種類  

の発生源（生活難排水，合併浄化槽排水，下水処群場排  

水，水田，畑地，林地）を対象に，冬季ごとにその水質  

特性を明らかにした。また，各種樹脂への吸着特性に基  

づく潜存有機物の分画手法（疎水性・親水性，及び酸性・  

中性・塩基性の組み合わせとして6分画），生分解性試  

験を適用し，名発生源における溶存有機物の特徴を調べ  

た。   

また，恋蘭川，その支川，及び甘面水に関して，水稲  

移植後の有機物濃度の変化を連続観測した。さらに，  

1992～1994年度の河川有機物調査の結果から，流屋と  

有機物濾度との関係を解析するとともに，降雨時に流出  

する有様物の生分解特性を明らかにした。  

（2）湖沼環境指標に関する研究  

1）新Lい有機物指標の開発に関する研究   

霞ケ浦湖水，流入河川水，屋外実験池水（霞ケ浦臨湖  

実験施設），琵琶湖湖水，長野県の約十の湖沼水を対象  

に，潜在態，懸濁層有機物に関して，COD，BOD，有  

機炭素量，難分解性有機炭素量（差し引きとして易分解  

性闘幾炭素量〕等を測定し，相関関係を解析した。この  

結攫，①溶宥恕CODと潜在有機炭素濃度は名水域ご  

とには極めて高い相関関係を有するもののそれぞれの関  

係は明白に異なっていること，①CODは酸化率として  

潜存意で20、60％，掛野態で10、40％と低いこと，◎  
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この酸化率は生物的な分解率とは無関係であること  

（図1），等が明らかになった。このため，COl〕は水域  

での有機物総量を表す指標としては適当ではないといえ  

る。   

新たな有機物指標としては，①測定の精度と簡便さ，  

⑤後述するように紫外部吸光度（UV吸光度）等と合  

わせて有機物の起源に関する情報が得られる，①水域  

ごとには溶存響有傑炭素（DOC）と潜在態coD，なら  

びに懸濁態有機炭素（POC）と懸濁態CODとに密接な  

関係があるため過去のCODデータを清かせる，といっ  

た観点から，有機炭素濃度が適当であると考えている。   

なお，市販の有機炭素分析計を用いて溶存有機物を測  

定する方法を検討した結果，生活雑排水や腐植を多く含  

むサンプルでは，pHを3以下としたばっ気法は差し引  

き法（全炭素一無機炭素）と比べかなり小さい値が得ら  

れることが明らかになった（図2）。すなわち，こうし  

たサンプルに対しては，差し引き法かJpトI4以上での  

ばっ気法が望ましい。   

2）欄内潜在有機物の起源に関する研究   

霞ケ浦，琵琶湖，野尻湖の藩存有機物サンプルから，  

そのUV吸光度：DOC比が流人河川と湖内で大きく異な  

ることが明らかになった（図3）。また，この比は生分  

解性試験によっても大きく変化することがないことから，  

溶存有機物が内部生産山来か，流域由来かにより，その  

比が有意に異なるものと考えられた。すなわち，こうL  

た情報が潜在有機物の起源の分画に有効であることを確  

かめた。   

次に，溶村有椀物を樹脂を用いて分画し．それぞれ  

の画斜二関してUV吸光度：DOC比を測荒した結果，各  

画分でその比が大きく異なることを明らかにした。また，  

霞ケ浦で採取された7ミン物質（疎水性蘭画分）につい  

て，高速液体クロマトグラフィーにより分子蓑を調べた  

結果，大部分が1，000以下と，従来考えられていたもの  

よりかなり小さいことが分かった。   

また，底泥間隙水中からの潜存有機物，栄養塩の溶山  

実験を霞ケ捕の湖心，夜採集施済み，予定地点で各月1  

回行い，底泥の酸素条件，温軋 夜深の有無との関係を  

解析した。涯i業後の地点では夜深前の地点と比べ，有機  

物と栄養塩の溶出量が少ない。また，湖心では掛二夏期  

に，その他の時期と比べ10恰も高濃度の溶存有機物が  

間隙水に集積し，上層水に拡散していることが明らかに  

なった。しかし，そのl瑚隙水の生分解欄試験結果から，  

威さ日  
生清雄排水  
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［］流入河川；Od  

■ 流入河川；100d  

田 謁心；Od  

■ 湖心：100d  

昏ヶ浦  王邑琶湖   野尻湖   

一夏13 複ケ浦，琵琶湖，野属側における流人河川水と湖  

心の湖水でのUV収光度（260nm）：DOC比  

i先入河川l数は霞ケ浦】0，貢壱琶湖21，野尻湖6であ畑．測定  

回数は霞ケ捕の流人河川4軋湖心封回，き芭琶瀾4臥 野  
尻湖6恒1。縦棒は標準偏差。  
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その大部分は易分解性の有機物であり，湖水中に拡散後，  

速やかに微生物に利用されてしまうことが予想された。   

3）生態系構造の湖沼水質．湖沼物質循環に及ぼす影  

響   

霞ケ浦臨湖実験施設の屋外実験池（水深1，5m，容積  

36m3．6池）を用いて，N／P比ならびに魚の水質，卓  

越藻類種に及ぼす影響を夏期に40日間連続で調べた。  

前年度，一昨年度との実験方法の違いは，水の混入，流  

出をなくし，栄養塩の供給のみを行ったことにある  

（Pondl＆2；P20，N120mg／m2／d，Pond3＆4；P20，  

N240mg／m2／d，Pond5＆6；P 20，N480mg／m2／d；  

Pondl，3，5：魚なし，Pond 2，4，6：金魚  

600g湿重／池）。N／P比の増加により（P濃度一定），  

藻類量が増加したが（クロロフィルα濃度，Pondl：  

57，Pond 2：38，Pond 3：75，Pond 4：66，Pond  

5：94，Pond6：104mg／ハ，藻類組成に明白な差は  

見られなかった。これに対して，魚がいる，いないの差  

は現存量には見られず，魚がいないと緑藻が，魚がいる  

とラン藻が卓越した。   

また，前年度，一昨年度の屋外実験地での実験資料か  

ら，魚がいる場合といない場合で，水中懸濁物，底泥に  

おけるpheophytin a2濃度が大きく異なることが明らか  

になった？そのpheophytin a2の構造をLC／MSを用い  

て調べた結果，pheophytin alのポ）t／フィリン環中の  

CO2CH。がHに置き換わったことが分かった。すなわち．  

水中，底質中のこれら色素濃度を測定すると，生態系の  

特性を推測しうる可能性が得られた。   

さらに．霞ケ浦における帰化魚の現存量と，その水質，  

生態系に及ぼす影響を継続的に観測している。また，霞  

ケ浦に夏期に発生した貧酸素水塊の生物，水質に及ぼす  

影響を調べた。   

4）生態系の活性指標に関する研究   

定期的に内部の水が入れ替わる明，暗Boxと，その ・  

中のDO，pH変化を連続観測する装置を開発した。こ  

れを屋外実験池，霞ケ浦に設置し，一次生産量，呼吸量  

を連続的に測定し，free－Water法から得られるそうした  

速度（大気との交換量は経験式で推測）と比較した結果，  

かなりよく一致することが分かった。また，屋外実験池  

一に生物，′化学的に不活性なSF6を投入し，－．その濃度の時一リ．  

間変化を調べることから大気との交換量を推測し．先の  

Box法とfreeWater法との差と比較した結果，よく一  

致した。すなわち，Box法やfreeWater法により．水塊  

での生物活性に関する情報が連続的に得られる。   

また，琵琶軌 霞ケ浦湖心での2年間に及ぷDO，pH  

等の連続観測資料（1時間値）をもとに，一次生産量，  

呼吸量の程時変化を推測した。  

（3）ピコプランクトンの異常発生機構に関する研究  

1）ピコプランクトンの分類   

パスツールカルチャーコレクション（PCC）保有の6  

株と，琵琶手札阿寒パンケ湖から単離した5株（ps株）  

合計11株を用いて，一般に塾花eCんococcusと呼称され  

ているピコプランクトン・シアノバクテリアの微細構造  

を観察するとともに，化学分類学的手法を用いてそれら  

の分類学的検討を行った。従来，gy柁eC九ococc払Sのグルー  

プはGC含量の遠いから，q7aT10bacteriuTnCluster，  

勒71eChococcus－Cluster，Cb，anObiu7n－Clusterに分けられ  

ているが，キノン組成，脂肪酸組成もそれら3つのクラ  

スターに対応して異なっており，GC含量で区分ぎれた  

分類体系が安当であることが分かった（図4）。しかし．  

琵琶湖のピンクあるいは褐色の培養株はフィコピリン色  

素組成だけがCッαれ0ムよ昆m－Clusterと異なり，フィコシア  

チラコイドの GC含盈 キノン 直鎖型脂肋奴 3－OH脂肪蘭   フィコピリン組成  
形態  （mol％）（VKl：PQA）傾紫組数） 偵東鎖数）  

Cγ8〃Obac【erfu研一Clus【巳r  
PCC7202  

∫γ刀eCJ】OC〔）C亡U5－Clusler  

PCC6301，6311，6715  

Cy8JIObJum－Clu5ter  
アCC6307，6713，PS－680  

ps－715．717，721，723   

分散型＋ 並行状－3940－14：1－14：0，16：0，  
1（；：1  

14：0，16：0‾ フィコシアニンのみ  

1（〉：0← フィコシアニンのみ  48－56－1：2－ 16：0，1（）：1  

央集中型一同心円状  
フィコシアニンのみ  

フイ、コシアニンと  

呂，1  14：0，15：0，  ＿14：0，14：1，  
16：0－16：1  16：0，17  

ラィコエリスリンを含む   

図4 淡水産5γmeC九ococc㍑5－grOupの分類  
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フィルα量はピコ植物プランクトン密度と相関がなく，  

▲クロロフィルα全量などと正の相関を示した。このた  

め，2〃mのフィルターでろ過された画分の内容が検討  

課題となった。   

3）ピコプランクトンの毒性  

1990年琵琶湖で大発生したピコプランクトンに関し  

て，その魚毒成分を分個するとともに構造決定し，チオ  

スルフ．オーリビドと命名した。当時発生したアキの大量へ  

い死の原因はビブリオ菌と報じられているが，ピコプラ  

ンクトンの発生に伴うチオスルフォリビドであった可能  

性も否定できない。  

〔発 表〕K－50，51，57～61，B－75，95～105，D－4，G－1，  

H－21，23，b－101．102，161～165，211～216，d－6，7  

ニン，フィコエリスリンの双方を含むことから，  

のα几0占ium－Clusterに新たな分類軸を設ける必要がある  

ことが判明した。   

2）ピコプランクトンの現存量   

湖水の栄養レベルが異なる全国34湖沼での水質，生  

物資料の分析結果から，栄養塩レベル，N／P比と細菌，  

ピコシアノバクテリア，真核性ピコプランクトン，小型  

ベン毛虫巨繊毛虫の密度との関係を解析した。、ピコシア．  

ノバクテリアの密度は，その密度が極めて低い2湖沼を  

除くと，全リン量と正の（相関係数r＝0．40，データ数n＝  

32），N／P比と負の相関（r＝－0．51，n＝32）を示した。  

真核性ピコプランクトンは全リン量が7mg／m3未満の  

貧栄養湖には出現しなかった。また，＜2／ノmのクロロ  
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2．5．5 都市型環境展書■大気汚染による環境ス  

トレスと健康影響に関する環境保健研究  

〔研究担当〕  

地域環境研究グループニ森田昌敏・中杉修身・兜 真徳・  

関連性に関する疫学的研究   

動物実験結果から示唆されているスギ花粉症の発症・  

増悪に大気汚染（特にディーゼル排出ガス）が関与して  

いる可能性を疫学的に検討する。  

（3）郡市環境の“反アメニティ宴【当”としての複合的  

環境ストレス状況評価のための調査研究   

大気汚染と騒音の複合影響が予想される地域の選定を  

行い，それら複合影響の調査内容や方法について，（＝  

のストレス評価法を含め検討する。  

新田裕史・影山隆之・今井秀樹・  

松本幸雄・近藤美則  

環 境 健 康 部：小林隆弘・小野雄司・田村憲治・  

本田 靖・窯河佳香・藤巻秀和  

社会環境システム部：大井 紘・出村正行・須賀伸介   

客員研究員 24名  

下線は研究代表者を示す。  

（研究期間〕平成4～7年度（1992～1995年度）  

〔研究概要〕大気汚染，騒音などの環境汚染状況は，超  

都市化の進行と相まって都市型汚染の傾向を強めており，  

環境保健領域の研究として，そこでの居住に伴う環境ス  

トレスあるいは健康影響・リスクの評価・管理システム  

を体系化していく作業が重安となっている。その対象と  

して，特に主輩幹線道路沿道における大気汚染と騒音の  

複合汚染状況とその影響はなお最も憂慮されるものの1  

つである。また，ニれら都市交通に由来する環境汚兼に  

よる環境ストレスや健衆影響については，さらに都市活  

動の在り方を含めリスク・マネジメントの視点から体系  

的に整理・■検討し，今後の邦了行の環境政策における基本  

的指針とすることも重安な課題であると考えられる。   

本特別研究は，上記目的を遂行するため，以下の4つ  

の小課題・内容から構成されている。  

（4）総合評価   

小課題（1）～（4）の成果を集約し，都市‘型願音と  

大気汚染の複合的汚染にかかわる道路沿道地域における  

ストレスあるいは健康影響・リスクの総合的評価にかか  

わる基本的情報を整備する。  

〔研究成果〕  

（1）都市環境の“反アメニティ要因”としての騒書に  

よるストレスの規定要因に関する心理・生理学的実  

験研究   

心拍間隔変勒のパワースペクトル成分により示される  

自律神経活動について特に精神的・身体的ストレスから  

解放されている膵眼中でのそれらの変動と脳波による睡  

眠状態との対応関係について検討した。ただし，心拍間  

隔変動のスペクトル成分である呼吸性洞性不整脈  

（RSA）とMayer披性洞性不整脈（MWSA）成分変動  

係数（C－CVRS＾，CCV入．WSA）はそれぞれ，心臓副交感神  

経系の活動性指標，および交感神経系と副交感神経系の  

活動性指標とされている。また，前者に対する後者の比  

（Ratio）は交感神経系清風性のより特異的な指標と考え  

られている。   

健康な若年者13名に実験室で自然睡眠をとらせ，3  

分ごとの心拍変動と脳波についてスペクトル解析を行い，  

周波数帯城別のパワーを算出し，比較検討Lた。結果，  

睡眠中の睡眠深度ヤ覚醒時の ●Ⅷ民け’，の指標とされる脳  

波のデルタ波パワー（DWA）と心拍変動の超低周波数  

帯域（0．005～0．01Hz）の成分は極めて良好な相関を示し，  

同超低周波成分によって深睡眠状腰や覚醒時での‖眠け’  

の程度を示しうる可能性が示唆された。  

（1）都市環境の▲‘反アメニティ要因’’としての騒音に  

よるストレスの規定要因に関する心理・生理学的実  

験研究  

1）都市環境騒音の“不快さ”とその規定要因に関す  

る実験研究   

都市の生活環境中の各種昔を録音・採取し，音の快・  

不快に関する心理・∠た理学的実験を行う。   

2）ストレスの生物学的評価法の実験ならびに調査  

研究   

ストレスの生物学的評価法の開発を目的とLて，尿中・  

JrIl中ホルモン，カテコールアミン等を用いた内分泌学的  

測定法，また，脳波，指尖脈波，心電lき】などを用いた電  

気生理学的測定法を用いる方法と主観的測定法を総合し  

た評価指標を検討する。  

（2）都市型大気汚染状況と呼吸器系アレルギー疾患の  

（2）都市型大気汚染状況と呼吸器系アレルギー疾患の   

関連性に関する疫学的研究  
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のと考えられる。地域間の傾向は平成5年度，6年度と  

ほぼ簸似していたが，C地域（東京）はやや高めの値と  

なっていた。   

平成5年度及び6年度に症状「なし」群に分類されて  

いた者のうち，平成7年度に新たにスギ花粉症の典型症  

状が認められたのは6．1％であり，平成6年度に新たに  

発症した者を含めると，2年間の追跡により7．9％が新  

規発症者として把握された。地域別では，A～E地域の  

J【【酎こ各9．5，5．0．9．7，臥9．6．7％であり，C地域（東京）  

で最も高く，B地域（茨城県）で最低であった。また，  

性・年齢の影響を考慮した検討でも，これらの新規発症  

率及び有症率と各地域の大気汚染レベルについて明確な  

関連性は認められなかった。  

2）職域集団におけるスギ花粉症症状とスギ特異的IgE   

抗体陽性牢   

乎成5年度より東京都内に勤務地がある職域集団を対  

象として，アレルギー疾患症状等に関する質問紙調査及  

び血清ヰスギJgE抗体や非特異的IgE抗体の測定を行っ  

てきたが，平成7年度は約3000名を対象としてスギ花  

粉症に関する質問紙調査を実施した。スギ花粉症の典型  

症状を示したのは全体の14．696であり，30歳代がけ2  

％で最も高値を示した。平成5年度が全体で10．7％であっ  

たのに比べて高率であった。これは先に述べたように，  

平成7年度のスギ花粉飛散数の増加を反映したものと考  

えられる。  

1）地域集団におけるスギ花粉症有病率の追跡調査   

平成5年度に．茨城県A市，茨城県B市，東京都C  

区，神奈川県D区，神奈川県E区の5地域（各A～E地  

域）で，スギ花粉症有病率の断面調査を実施した。全体  

の回収率は57％であり，スギ花粉症租有症率は20．7％  

であった。平成6年度は平成5年度に質問票が回収され  

た者のうちの2723名を対象に同“質問票による追跡調  

査を行い，さらに本年度，再度同様な追跡調査を実施し  

た。調査はスギ花粉飛散の季節を終えた7月に，郵送法  

により実施した。平成5年度および6年度と同様に質問  

票で，「鼻症状（くしゃみ，鼻水，鼻づまりのうちの2  

つ以上）と眼（かゆみなど）の症状がかぜをひいていな  

いのに，毎年のように繰り返して，早春に起きる。」場  

合を典型症状が「あり」とし「鼻症状（くしゃみ．．鼻  

水，鼻づまり）のうちの2つが欠けたり，眼症状だけが  

毎年早春に繰り返して起きるか，もしくは症状が揃って  

いても早春だけに起こることもない。」場合を非典型症  

状が「あり」とした。その他 症状が全くないものヤ上  

記に該当しないものは症状「なし」とした。さらに，症  

状「なし」のうち，鼻症状・眼症状とも全くなかったも  

のは「無症状」と分類した。   

質問票の有効回答は1347名（回収率49．5％）であっ  

た。匡1に各年度の地区別の年齢調整スギ花粉症有症率  

（典型症状のみ）を示す。A、Eの各地域の本年度の有  

症率は各24．2，20．7，26．3，23．5，25．2％であった。平  

成5年度，6年度の結果に比べ，全地区とも高い傾向に  

あった。平成7年度は近年では最もスギ花粉飛散致が多  

く，平成6年度の10倍以上，平成5年庇の数倍の量で  

あった。年度間の遠いはスギ花粉飛散状況を反映したも  

（3）都市環境の“反アメニティ要因”としての複合的  

環境ストレス状況評価のための調査研究  

1）職業・通勤環境等を考慮したストレス評価に係る   

調査研究   

東京都心郵の1企業の従業員222名（若年～中年ホワ  

イトカラー男子）を対象として行った調査の薪凍を引き  

続き解析した。完期健康診断の際に採取した心電図デー  

タによる心拍間隔のスペクトル解析からC－CV。SAおよ  

ぴRatioを算出した。   

自律神程系の活動性に対する加齢・肥満・喫煙・飲酒  

頻度の影響を統計学的に調整して検討したところ，最近  

3カ月の残業時間が60時間／月以上．または片道通勤時  

間90分以上の場合には．安静臥位における副交感神経  

系の活動性が低く，かつ立位時の交感神繰系の活動性が  

高かった。両条件が重なった場合には特に，立位負荷時  

の交感神経系反応性の尤進が示唆された。すなわち，職  

茨城県A市 茨城県8市 東京都C区 神奈川県D区 神奈川県仁区   

回1各年度の地区別年齢調整スギ花粉症有症率  
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業・通勤環境によるストレスの影響を安静時の自得神経  

系活動性の変化として観察できることと，残業・遠距離  

通勤により自律神経系活動が交感神経優位に傾いている  

ことが示唆された。なお，長時間残業者では平日の睡眠  

時間が短く，休日の睡眠時間は貴く，熟睡感のない人が  

多かったが，平日・休日の睡眠時間と自律神経系活動性  

との関連は明らかでなかった。これは，睡眠の所要量に  

個人差があり，睡眠時間が必ずしも睡眠の充足度を表さ  

ないためではないかと考えられる。また，熟睡感の少な  

い人で仁享Ratioが高かったが，交感神経系活動元進状態  

と熟睡感との因果関係までは明らかでない。  

2）不眠症の疫学と聴音性不眠に関する調査研究   

不眠症に関する質問紙調査は，前年度までに東京都A  

区．群馬県B市，長崎県C市，沖縄県D・E市で実施し  

たが，本年度さらに神奈川県F市でも実施し，以上5都  

市8地域に住む成人女性3600名のデータを解析した。  

全対象者の11．2％が不眠症と判定された。その割合は  

30歳台でもっとも低かった。各種要因と不眠症との関  

連を，多重ロジスティック解析により要因相互の関連を  

調整したオッズ比（相対リスク）として求めた。年齢70  

歳以上，6歳未満の小児あり，加療中の疾患あり，最近  

6カ月以内に大きな生活変化1つ以上，不規則な就寝時  

刻，一晩に1回以上トイレに行くの各要因が不眠症と関  

連していた（それぞれ調整オッズ比1．7，1．5，2．3，1．6、  

3．0，2．3，1．6～5．2）が，婚姻状況，職業の有無，飲酒・  

喫煙・カフェイン飲料摂取習慣，運動習慣∴昼寝の習慣，  

住居構造は関連Lていなかった。また，各地域の幹線道  

路から20m以上経れたゾーンでは調整オッズ比の地域  

差がみられなかったが，これらのゾーンを一一括してその  

オッズ比を1とした場合に，各地域の幹線道路沿道20m  

以内における調整オッズ此は．各道路の夜間遷戯交通量  

との閤でレベル一反応関係を示した（図2）。特にもっ  

とも交通量が多い幹線道路から20m以内では，同オッ  

ズ比が3．0と有意に高かった。すなわち，夜間道路交通  

騒音による沿道住民の睡眠への影響は，夜間道路交通量  

の関数として表されることが示唆された。   

さらに，上記質問紙により把握された不眠症例，およ  

びこれらと年齢・婚姻状況・職業の有無・加療中疾恩の  

有無をマッチさせた対照例について，寝室内および家屋  

外における睡眠時騒音状況を測定Lた。本年度新たに追  

加した対象者を含む集団中の19不眠症例および41対照  

例についての検討結果では，寝室内の睡眠時LA叫は対照  

1  

5  

」  

芸3  

2  

1  

q  

NllTV   

図2■夜間道路交通量と沿道20m以内における不眠症の  

オッズ比との関連  
横軸：各地域内の幹線道路の夜間交通量（1（X氾台／時），ただ  

し大型車1台を普通車10台分として換算。  
縦軸：8地域の幹線道路から20m以遠のゾーンを一括した  
時のこれに対する20m以内のゾーンの不眠症オッズ比，た  

だし年齢・6鼓未満の小児の有無・加療中疾患の有無▲最  
近6カ月以内の大きな生活変化の数・夜トイレに行く回数  
の影響について多重ロジスティックモデルにより調整。  

例より不眠症例で有意に高く，かつ同レベルと不眠症オッ  

ズ比との間にはレベル一反応関係が認められた。  

（4）総合評価   

夜間道路願音による睡眠への影響について，中高年女  

子を対象として，これまでの騒音影響調査方法とは異な  

る「不眠症の疫学調査」の形で一連の検討を行った結果，  

不眠症の原凶としては，治療を賀する疾患の有無加齢，  

大きなライフイベントの有無が有意に寄与していたほか，  

都内の主要道路沿道20m以内のゾーンでは，室内騒音  

レベルも上記要因とは独立Lて有意に寄与していること  

が明らかになった。睡眠中の室内外騒音レベル，道路の  

交通量との対応関係についても明らかとなったので．現  

在全国人口中での道路願書による不眠症の頻度等につい  

て整理中でみる。また，睡眠の客観的評価法としてのア  

クチメトリーの有用性も示唆され，今後主観的・客観的  

方法を併用した不眠症の疫学調査の可能性が示唆された。   

ストレス関連研究では，残業時間や通勤時間の長い人  

ほど交感神経系活働が元進している傾向が示された。用  

いた心拍変動のスペクトル成分による測定法の安当性が  

確認されたと同時に，通勤時間によって示される都市環  

境，通勤環境についてストレスの観点から客観的に評価  

しうる可能性が示唆され，都市計画的な観点からさらに  

検討を要する点と考えられる。また，こうしたストレス  

の評価に関連して，睡眠中というほほ絶対的な安静状態  
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と（精神的ストレスを反映していると考えられる）覚醒  

時の安静状態との差異を用いる評価方法の可能性が示唆  

され，ストレス研究の新たな方法を提示しうる道が開け  

てきている。・   

スギ花粉症と大気汚染との関連についての疫学的研究  

の結果では，動物実験（主として急性暴露実験）で示唆  

されているような，大気汚染による同花粉症への増強作  

用は示されない一方，高度の吸気汚染の原因である喫煙  

ではむしろ減少する傾向が明らかであった。動物実験で  

も慢性的に大気汚染に暴露すると炎症性変化による－▲連  

の反応の結果として特異的IgE抗体産生が減少すること  

を示唆する報告があり，同メカニズム等につきさらに検  

討中である。   
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2．5．6 環境負荷の構造変化から見た都市の大気  

と水質問題の把握とその対応策に関する研究  

〔研究担当〕  

地域環境朝究グループ：森田晶敏・若松伸司卜上原 清・  

清水 活・森口祐一・稲東悠平・  

高木博夫・水落元之・西村 幡・  

福島武彦・．松重一夫・竹下俊二・  

松本幸雄  

大気 圏 環境 部：鵜野伊津志・杉本伸夫・松井一郎  

水土壌国環境部：相崎守弘  

下糸削よ研究代表者を示す  

〔研究期間〕平成5～8年度（1993～1996年度）  

【研究概要〕都市機能の一極集中や地価の高騰などによ  

る都市の社会，経済的変化や物理的変化は，産業構造や  

都市構造の変化に大きな影響を及ぼLている。例えば，  

都心におけるサービス産業を中心とした第3次産業の増  

加や郡価への過度の人口集中による高人口密度地域の郡  

市周辺部へのスプロール化，交通，物流の都市域内密度  

の増大等が顕在化している。1方都市住民のライフスタ  

イルや生活の質及び生活パターンは快適性の志向により  

増々エネルギ〉多消費型になりつつある。   

このような郡市柄造変化，生活様式の変化は環境負荷  

の構造を大きく変えている。例えば都市域のスプロール  

化は通勤距離を増大させ，このことにより自動車交通量  

の増加や交通渋滞が党生している。また郡市に向けての  

物流の増加は自動車の車種変化をもたらし，大型ディー  

ゼル貨物車の混入率の増加とこれによる窒素酸化物汚染，  

粒子状物質汚染が大きな社会問題となっている。こ甲よ  

うに大気汚染，騒音の問題はさらに深刻になっている。  

生活様式の変化や多様化は排水や廃棄物の質や量を大き  

く変化させており，都心部における第3次産業レストラ  

ン等の品濃度油分含有排水や，都7け周辺地域における小  

規模未規制排水による表流水系の汚染が大きな問題とな  

を）つつある。都市域の拡大やエネルギー消費の増大は都  

市気候にも影響を及ぼし，ヒートアイランド等の問題が  

生じている。   

環境負荷の構造変化に伴う地域の環境要因の悪化を早  

急に食いJヒめ，改善に向かわせることが急務である。原  

因等が複雑化している都市環境問題を解決して行〈ため  

には，発生髄の個別的な対策のみならず地域間題として  

総合的な対策を講じる必要がある。そのためには都市環  

境問題の現状を様々な而から定量的に正確に把捉し現状  

の改善方策等を見いだLていくための科学的知見の蓄積  

が必安である。   

本研究においては，このような観点から環境負荷の構  

造変化が都市環境に及ぼす影響の把握とその対応策に関  

する研究を行う。具体的には首都囲をlトL、とする都市域  

における環境負荷の構造変化の実態解明並びに環境要因  

の中でも特に緊急の対策を必要とする火気問題，水質問  

題の改善に関する研究を行い，交通問題，都了行大気環境  

問題，都市域の未規制釧水問題に対する新たな対応策と  

その評価を明らかにすることにより，郡市の大気問題と  

水質問題に対する行政施策に有用な知見を提供すること  

をl］的とする。  

〔研究成果〕  

（1）局地スケールにおける大気環境の研究   

局地スケールにおける大気汚染解析をフィールド観測・  

調査，大気拡散風洞実験，計算モデルの比較により行っ  

た。具体的には三次元差分モデルによる自動車排出ガス  

拡散シミュレーションと風洞実験及び野外調査との比較  

を行い沿道大気汚染予測モデルを確立Lた。また広域交  

通公害シミュレーションシステムを関西地域に適川し自  

動車からの大気汚染物質排Hの地域分布や経年変化の特  

徴を解析した。解析の結果，都心地域よりも周辺地域に  

おいて発生量の増加率が大きいことが分かった。また都  

市間高速道路，都市高速道路からの汚染排出寄与の増加  

を確認した。一方沿道における大気拡散と安定度の関連  

性を風洞を／削、て解析し，大気が安定なほど市街地低層  

部が弱風となる程度を定量的に把越した。またレーザー  

（Ll〕Ⅴ法）を用いた新Lい計測手法を確立した。以下に  

本年鼠重ノ祁勺に行った風洞を用いた研究内容を示す。   

前年度までに大気安定度によって沿道大気汚染濃度が  

大きく変化することを示した。またその原因を明らかに  

するためにLDVによる流れの測定に着手し，大気安定  

度によって境界層内の風速や温度の分布が大きく変化す  

ることを報告した。本年度は複雑な沿道の流れを取り扱  

う前段階として，二次元フェンス周辺の流れと火気安定  

度の関係を調べ以下の結果を得た。二次元フェンス周辺  

の流れについては多くの研究例があるが風速や温度の乱  

れの分布を同時に測定した例はほとんどない。その理山  

は，l）フェンス後流の乱れの大きい場所であるという  

制約から熱線風速計による乱れの測定には限界があるこ  

と，2）熟練流速計の感度に温暖依存性があり風速と温  
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度が同時に変化する流れ場での精密な測定が困難なこと  

などである。本年度は三次元l．1〕Ⅴと冷線温度計を同時  

に用いて，風洞流中におかれた二次元フェンス周辺の流  

れと温度場の諸量を精密に測定しそれらの分布を明らか  

にした。  

データ同化手法を利用し，1987年5月7日から10日ま  

での気流をシミュレートし，火山プリュームの三次元的  

な輸送・拡散過程を明らかにした。火山ガスプリューム  

は高度500～2000m付近を輸送され，長崎県北部（風下  

移流距離200km）で水平方l占＝こ501くmの広がりを取って  

いた。上空を輸送される火山プリュームの地上への輸送  

には，大気境界層の発達によるエントレイメントが重要  

な役割を示Lた。モデルの結果は同期間に行われた航空  

機観測結果と長崎県下の地上測定局のSO2濃度の時間空  

間変化をよく説明できた。   

また粒子状物質の長距離輸送をモデル計算とフィール  

ド観測データを基に検討した。その結果大陸からの輸送  

が季節によっては大きいことが示された。広域的な環境  

負荷の構造変化が日本の郁71了の環境に影響を及ぼすこと  

が分かった。   

光化学大気汚染やエアロゾルなどの広域大気汚染の対  

応策を検討するにあたっては，炭化水嚢成分の挙動解明  

が必要であるが，発生源，環境濃度ともにそのデータは  

限られている。そこで都市域における二次生成大気汚染  

に禿要な役割を果たす炭化水素成分の動態を解明するた  

めに測完システムの開発を行い，C2－C，成分の自動測定  

システムを完成させこの装置を用いて通年観測を行った。   

前年度までの研究において関西地域とともに関東地域  

においても大気汚染の山現傾向が変化していることを大  

気汚染常時監視データの解析や大気汚染モデルを川いて  

示したが，環境負荷の構造変化がl凋束地域の広域大気汚  

染に及ぼす影響を明らかにするために関東西部山岳地域  

や太平洋上を含むフィールド観測を実施した。観測の結  

果高濃度の汚染空気が太平洋上に広域にわたり存在する  

ことが分かった。これは内陸部へと拡大した大気汚染が，  

上層風により太平洋上に輸送されることによると考えら  

れる。一方，山梨地域への大気汚兼輸送メカニズムを観  

測により明らかにLた。また伊豆半島を境とした二つの  

海上．における大気汚染物質の挙動を明らかにした。  

（2）広域スケールにおける大気環境の研究   

本特別研究の初年度において関西地域を対象としたフィー  

ルド観測を実施したが，本年度は気象モデル，大気汚染  

モデルを用いての解析を行った。   

大阪斗野を中心とした三次元的な気象測定データをも  

とに，四国・近畿を含む範囲でメソスケ「ル気象モデル  

の結果の定量的評価を行った。比較には，パイロットバ  

ルーン，低層ゾンデ，ミ一散乱レーザーレーダーの三次  

元観測データ，及び，アメダスデータ・一般環境大気汚  

染測定局の風向・風速データを利用した。   

メソスケールモデルのみを利用した場合でも地上風速・  

風向はかなり良〈観測結果に一致し，海風，陸風の交替  

をよく再現していた。また，四次元データ同化法  

（FDDA）を用いた場合でも地上風速・風向はほぼ同様  

の結果が得られ日中の大規模海風侵入時には，FDDA  

の有ヲ興りこよる差が見られなかった。しかし，Fl〕DAを  

用いた計算では，温位の時空間変化の比較から，沈降性  

逆転を再現していることが分かった。四次元データ同化  

法を用いることにより掛別された混合層高度の【‡】変化や  

時間変化をよくシミュレートできたが，メソスケールモ  

デルのみの計算では観測された混合層の変化を再現でき  

なかった。これらのことから，高層気象観測データを  

Fl〕DAに川いることによりl二空の大気境界層の日変化  

を含めたモデルの予純綿度が改善されることが示された。   

以上の検討で確立した局地循環モデルをもとにLた大  

気汚染モデルを関西地域に適用しフィールド観測データ  

を解析した。解析の結果関西地域における春季の高膿度  

大気汚染には，1）成層圏オゾン，2）広域的な大気汚  

染物質の輸送と反応，3）地域スケールの光化学大気汚  

染が複合して影響を及ほすことが明らかとなった。特に  

成層圏オゾンが春季の関西地域における二酉射ヒ窒素の高  

濃度汚染の山現に最も大きな影響を及ぼしていることが  

分かった。   

血方メソスケール気象モデルとラグランジュ烈粒子モ  

デルを川いて桜島からの火山プリュームの輸送・拡散過  

程を解析した。気象モデルにはナッジングによる四次元  

（3）都市の水質問題の研究   

郡了行の水質問題の実態解明に関する研究を行った。具  

体的には利秋川流域及び東京湾沿岸層麿の水質群年変化  

を解析し，リン濃度は低下あるいは横ばい，N／P比は  

上界Lていることを再確認した。またN／P比の増加に  

より利水l碍吉等が増加する可能性があることを実験によ  

り示した。これとともに都了†〕‘の■水質環境の予測に関する  
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研究を行い，東京湾への水質システムを作成した。東京  

湾の汚濁負荷の20％が下水処理水に由来していること  

からさらなる高度処理の必須なことが明らかとなった。   

都市の水質問題の対策技術に関する研究を行い小規模  

事業排水等の処理技術に関する実験的研究を行った。具  

体的には生活排水対策としてこれまでに検討を進めて来  

たUF膜高濃度活性汚泥間欠ばっき法及び嫌気・好気循  

環生物膜濾過法の検討をさらに進めその利用にあたって  

の適正条件を明らかにした。また豚舎排水，油分含有排  

水対策として高度コンポスト化による無機化の開発を行っ  

た。   

郡市の水質汚濁負荷の削減効果を明らかにするために，  

大阪湾を含む瀬戸内海への負荷の削減対策に関する評価  

を行った。また高度化した処理の検討を行った。検討の  

結果，下水道の普及率によって差はあるものの既設の浄  

化槽をさらに高度化し未処理雑排水を処理した場合には，  

既設の下水・尿尿処理場を100％高度処理化した場合に  

ほほ匹敵する効果が得られ，かつ水循環機能も高まるこ  

とが明らかとなった。  

〔発．表〕、K－31，B■－11，16，■17，19，20，25，一▼27，28，二34∴  

107～109，116～118，F－2～5，b－11，15，18，25，26，28，31，  

33，40，41，53，62，70，84，86～88，224，225，229，239～244，  

f－10，12，14～17  

－106－   



2．5．7 ディーゼル排気による慢性呼吸器疾患発  

症機序の解明とリスク評価に関する研究  

〔研究担当〕  

地域環境研究グループ：巾杉修身・嵯峨井勝・市瀬孝退・  

高野裕久  

環 境 健 鹿 部：′ト林隆弘・藤巻秀和・古山昭子・  

田村憲治・本田 靖  

客員研究員 8名，共同研究員 6名  

下線は代表者を示す  

〔研究期間〕平成5～9年度（1993～1997年度）  

〔研究問要〕大都市部の大気環境は，ディーゼル車等の  

増加により，一l如二改善の兆しがみられていない。なか  

でも二酸化窒素と浮遊粒子状物質の環境規準値達成率は  

きわめて低く，肺がんや気管支ぜん息等の慢性呼吸器疾  

患を引き起こすのではないかと危惧されている。しかし  

ながら，ディーゼル排気による慢性呼吸器疾患に関する  

卸見は少なく，これらに関する知見の蓄積が急務となっ  

ている。   

本研究では，（1）ディーゼル排気による気管支ぜん  

息等の呼吸器疾患の発症機序の解明とその長一▲反応関係  

の解析，（2）低濃度ディーゼル排気の長期暴露による  

党がんにおける食事性因子のリスクの解析，さらに，  

（3）高濃度のディーゼル排気暴露を受けている人間集  

団の個人暴露量の推定と健康影響調査せ行う。これらの  

結果を合わせて，ディーゼル排気によるヒトの健康影響  

に及ぼすリスクを評価し，都市大気汚染防止に饗する科  

学的知見を得ることを目的とする。  

□E‡）とアレルゲンである卵白7ルプミン（OA）を併川  

投与することにより短期間で上記の気管支ぜん息様の基  

本病態が発現することを明らかにした。   

本年度は，低濃度のDEPとOAの併用投与で喘息様  

の病態が発現するメカニズムの解明に重点を置いた。こ  

の実験では，前年述べたように，Igl王抗体値はほとんど  

増加せず，IgG抗体，なかんず〈IgGl抗体価とサイト  

カインのⅠレ5（インターロイキンー5）が著しく増加  

していることが判明した。lし5は気道炎症を起こす好  

酸球を肺に呼び寄せる因子であり，1gGlは集まった好  

酸球の受容体に結合して好酸球からMBP．EPO，ECP  

等の気道炎症誘起タンパク質を放出（脱顆粒）させてい  

ることが判明した。また，1gGl抗体を産生しやすい系  

統のマウスは喘息様の上記の病態を起こしやすいことも  

判明し，IgGlの売笑性が支持された。  

（2）ディーゼル排気による呼吸器系腫瘍発生に及ぼす  

食事性因子のリスク評価に関する研究   

ヒトの肺癌による死亡率は各種のがんの中で最も高い  

割合で年々増え続けており，一・昨年，男性では問癌によ  

る死亡率を追い越し・一・・・位になった。この増加の最大の原  

因は喫煙と食事世子と言われているが，近年増加してい  

るのは喫煙によるリスクが最も低い腺癌であり，この腺  

病は脂肪の過剰摂取等の食軍性【当千と深い関連があるこ  

とが示唆されている。そこで，近年の日本人の会計性脂  

肪揮鞘量（約16％）に近い高脂肪食を与えたマウスに  

DEPを気管内投与したり，比較的低濃度D上こを長期間  

吸入させ，それによる発がん率の違いを調べ，ライフス  

タイルとしての食事性世子の呼吸器発がんに及ぼすリス  

ク評価を行うことを目的としている。   

本年度は．0．05mg，0．1mg及び0．2mgのDEPをマ  

ウスに毎週一恒Ⅰずつ10回気管内投与し，DNAの酸化的  

障害の指標である肺内の8－ヒドロキシデオキシグアノ  

シン（8－OHdG）の生成を調べた，前年度までに調べら  

れたDEPによる発がん率との朝関を調べた。その結果，  

両者の托射二は非常に高い雅順性が認められた。このこと  

は，DEPによる、発がんにはヒドロキシラジカルトOH）  

が深くl那つっていることを示している。また．先に米国  

で，DEPから有機物を除いたただのススやただの炭素  

粒子だけでもラットの肺に腫瘍を与己生させるという報告  

がなされた。これが本当かどうかを々ウスを用いて検討  

したところ，マウスではそれらによるがんの発生増加は  

〔研究成果）  

（1）ディーゼル排気による気管支ぜん息等慢性呼吸器  

疾患の発症機序の解明と量一反応関係の解析に関す  

る研究   

気管支ぜん息の基本病態とされている慢性気道炎症  

（好酸球浸潤），気道過敏性の元進，粘液過分泌等の病態  

ならびにアレルギー反応等がD上二P気管内投与やディー  

ゼル排気（DE）吸入により発現するかどうかを実験的  

に明らかにする。これらの各病態の解析によって，DEP  

あるいはディーゼル排気（DE）がそれら病悪を引き起  

こすメカニズムを明らかにすると同時に，各病態がどめ  

程度の濃度で起こるかの炭山反応関係を調べ，ヒトの健  

康に及ぼすリスク評偶の基礎資料を得ることを目的とす  

る。1榊三度までは，DEPのみの長期繰り返し，および  
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に，浮遊粒子状物質（SPMあるいはDEP）とNO2の個   

人暴露量を推定するための調査を行い，暴露レベルを明   

らかにする。また，高濃度ディーゼル排気暴露を受けて   

いる地域，職域を対象に，各地域の気管支ぜん息等の雁   

患率を調べ，ディーゼル排気暴 露量との間の相関を調べ   

因果関係を明らかにし．さらにヒトのリスク評価に資す   

ることを目的としている。硯在，本年度のデータを解析  

ごY．中である。   

〔発 表〕K－7，12，B－5～7，50－53，b－1、4，124，126   

、131，156，157．221，e－54  

認められなかった。これは，肺内に入った粒子の除去能  

が低いラットに特異的な現象と思われる。   

また．前年度から行ってきた1年間のディーゼル排気  

吸入実験は終了し，現在発がん率等の解析中である。  

（3）ディーゼル排気高濃度暴露集団の個人暴需量の推  

定とリスク評価に関する研究   

ディーゼル排気暴露によるヒトの慢性呼吸器疾患発症  

に及ぼすリスクを評価するために．特に高濃度のディー  

ゼル排気等に暴露されている職域集団ヤ地域集団を対象  
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2．5．8 廃棄物埋立処分に起因する有害物質暴露  

量の評価手法に関する研究  

〔研究担当〕  

－・地域環境研究グル⊥プ：森田昌敏．㌧中杉修身・植弘崇嗣・  

白石寛明・西川雅高・平田健正  

化 学 環 境 部：安原昭夫・L【j本貴士・瀬山春彦  

客員研究員 21名  

下線は研究代表者を示す  

〔研究期間〕平成6～9年度（1994～1997年度）  

〔研究概要〕廃棄物は人間活動の増大・物質文明の発達  

に伴い，発生量が増大するとともにその性状についても  

多様な広がりを見せている。また，国際的のも越境汚染  

問題，発展途上匡＝二おける大都市周辺のごみの山間翠等，  

今後の人間活動の根幹にかかわる緊急かつ重大な解決す  

べき環境問題となっている。   

我が国におし？ても廃棄物は，経済の成長に伴い，その  

量は増大し，質的には多様化している。ゴミの減量化と  

無害化を目的とする中間処理としての焼却処理について  

は．高効率燃焼・排ガス対策などによる汚染対策に加え，  

ゴミ発電や熱電併給システムの導入などエネルギー源と  

しての見直しがなされつつあるなど，焼却処理に伴う環  

境問題には解決の糸口が見えつつある。一方，廃棄物の  

最終処分の主要な形態である埋立処分については，埋立  

処分地からの浸出水・漏出水による地下水や地表水の汚  

染が懸念され，そこに含まれる有害物質による人の健康  

あるいは生態系への影響が危倶されている。   

上水道の水質基準や水質や土壌にかかわる環境基準の  

■改訂に伴い，廃棄物の埋立処分に起因する有害化学物質  

による環境汚染についての防止策がとられ始めたものの，  

浸出水中に含まれる化学物質の実体や危険性については  

未だ不明確な状態である。また，埋立処分地から発生す  

る揮発性成分による大気経由の環境汚染に関しては，埋  

立処分地で化学的変化の結果生じるおそれのある揮発性  

有害物質はもとより，廃棄物にもともと含まれていた揮  

発性物質についても，情報がほとんどないのが実状であ  

る。さらに，過去の埋立地の再開発・再利用に伴う人の  

健康や環■境影響についても未解明な状態であり，廃棄物  

の埋立処分に伴う有害物質の環境に対する負荷を明らか  

にし，，そのリスクを評価する手法を提示することが，現  

在，社会的に求められている。   

有害物質による環境汚染の中で廃棄物問題の持つ特徴  

は，評価の対象となる有害化学物質として，廃棄物中に  

含まれる化学物質や農薬等だけではなく，燃焼や埋立処  

理に伴い非意図的に生成する物質が多く含まれる可能性  

が高いことである。また，特に埋立処理では水溶性で蒸  

気圧の低い物質も生成すると考えられているため，環境  

中の化学物質の分析法として広く用いられている溶媒抽  

出法などの前処理法やガスクロマトグラフィー／質量分  

析法（GC／MS）などの検出法以外にも様々な分析手法  

を導入し十分な測定を行い，有害性についての評価をす  

る必要がある。   

本特別研究では，有害物質の環境に対する影響を評価  

する上で不可欠な化学物質の環境濃度を測定するために．  

最新の物理・化学的分離分析手法の適応性の拡大をはか  

り，さらにこれを標準化するとともに，埋立処分に関す  

る暴露量に関する評価手法を確立することを目的として  

いる。  

（研究成果〕   

埋立処分地からの浸出液等の水系経由，並びに揮発性  

成分及び粒子状物質等の大気系経由の有害物質の環境に  

対する負荷量及びその環境影響を評価する手法を構築す  

ることを目指し，本年度は，次の各サブテーマを研究対  

象とした。  

（1）埋立地由来汚染物質の検出法及び特定法の高度化  

1）浸出水中の汚染物質などの捕捉・同定率の向上  

環境試料を含め複雑な混合物中の有機物質の測定に  

あたって，今EI，広く採用されているGC／MSによって  

も，埋立地浸出水の分析においては全有機物質含量の  

10％以下の成分しか測定できない。これは，浸出水中  

の蒸気圧の低い（蒸発し難い）物質，水溶性の物質，あ  

るいは熱分解しやすい物質が含まれ，これらが通常の濃  

縮操作を伴うGC／MSによっては測定が困難であるため  

である。そこで，これらの物質を測定するためにサーモ  

スプレーイオン源を持つ磁場型の装置，エレクトロスプ  

レーおよび大気圧イオン化方式のイオン源を持つ四重極  

型のMS／MS装置を用いて予備的な検討を開始した。  

LC／MSで得られるマススペクトルには，標準となるラ  

イブラリーが存在しない．ため，浸出水を溶媒抽出した試  

料を用い，分離法としてグラジエント溶出による逆相ク  

ロマトグラフィーを用いたLC／MSとGC／MSで得られ  

たスペクトルとの比較を行い，共通的に検出できる成分  

の7先い出しを開始した。   

2）埋立地から発生する揮発性物質に関する研究  
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埋立地においては，埋め立てられる廃棄物の棟類及び  

埋立地の物理・化学的形態により，好気的酸化状態から  

嫌気的還元状態まで様々な状層で分解が起こり，二酸化  

炭素やメタン等の気体の発薙が見られることは良く知ら  

れている。分解による発熱に伴い廃棄物に含まれる可能  

性のあるトリクレン・バークレンなどの低沸点有機溶剤  

等が揮発することが考えられる。揮発性有機物質の測定  

法とLて，キャニスター法の検討を行った。土壌ガスや  

大気試料を真空ビン（キャニスター）で捕集後，揮発性  

物質を180℃に冷却したガラスビーズを詰めたこツケ  

ル梨の捕集管に低温濃緑し，これを加熱脱着／クライオ  

フオーカスし，GC／MSにより分析する手法について検  

討した。大気中のガス状成分の測定は．キャニスター法  

によって，水に溶解しにくいトリクレン等の40成分の  

定量が可能となった。検出限界は20pptlr前後であった。  

予備的な測完では，クロロベンゼン，p－ジクロロベンゼ  

ン，トリクロロベンゼンなど塩化ベンゼン類が周辺大気  

より若二卜高いものの∴すべてppb以下の低濃度であっ  

た。   

3）廃棄物汚染の指標となる物質群の効凍的な検出手  

法に関する研究   

埋立処分に伴う汚染物質は，構成成分が特定附雑で複  

雑な糾成をなすため，環境中でこれらによる汚巣の検出  

は容易ではない。このため．埋立処分に起囚する汚染の  

マーカーとなる物質（群）をGC／MS，GC－AED（暁子  

発光検出器）及びLC／九4S等の最新の測定手法を用いて  

検索している。本年度は，GCル4Sによる－▲括分析手法  

の適用拡大に加えて，元素特異的に検出することにより  

化学物質を物質群として分類する試みとしてGC／AED  

による測定を行った。図1に窒素とイオウのクロマトグ  

ラムの一例を示した。プラスチックの生産過程で便川さ  

れているスルホン酸アミド類（ピーク1，3：トルエン  

スルホンアミド，ピーク2，5：N－エチルトルエンス  

ルホンアミド，ピーク6：Nプチルベンゼンスルホン  

アミド）などが物質群として検出された。また，燃焼灰  

等に特有な無機元素の高濃度出現やl司位体比異常等をマー  

カーとした検出法等について，浸出洒による汚染の指標  

となりうるホウ素について，その同位体比の測定法の検  

討を1ClソMSを用いて行った。同位体比（10Bと11上∃）の  

測定には．ホウ素濃度などによる補正を加える必要があっ  

た。現在のところ，試料の導入系を含めた装置の改造を  

検討している。  

（2）埋立処分に係わる有害物質暴露量評価手法に関す  

る研究   

1）溶出試験及び廃棄物分類法の検討   

埋め立てられた廃棄物による環境汚染の主要な経路で  

ある浸出水の管理のため廃棄物の溶出試験が実施されて  

いるが，埋立地の環境と現行の溶山条件でとは性質が異  

なっている。このため，溶出試験法について実態をより  

反映した溶出試験として，焼プラスチックからの溶出試  

験を目白勺に，ガラス製のカラムに焼却灰（ボトムアッシュ）  

や廃プラスチックを充填し，魔プラスチックから漆山す  

る溶出する成分の挙動の解析に着手した。また，種々の  
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図1浸出水抽出物のGCAEDクロマトグラム（イオウと窒素の例）  
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ガラスクズからのホウ素の溶‖＝こついて，公走法による  

中性条件と酸性価を想定して弱酸性条件で検討した。   

2）強毒性物質の検索   

也立処分地からの浸出液を用いて，エイムズ訊験によ  

る変異原性試験，姉妹染色分体交換頻度より見た退伝毒  

性試験．マイクロトックス試験による急性毒性試験を行っ  

た。変異原性試験は，間相抽出法により濃縮した試料を  

用い，ニトロ芳香族化合物や芳香族アミンに高感受性を  

示す榊株ふくむ6種類の菌株を使用して行った。芳香族  

アミンに高感受性の菌株で対照株よりも筒い変異原性が  

検出されたため，変異原物質とLてヘテロ芳香族アミン  

を推定したが，浸出水からは検出されなかった。また．  

一斉分析データとの対応でも変異原性試験と相関するよ  

うな物質は見つかっていない。姉妹染色分体交換頻度よ  

り見た遺伝毒性試験，マイクロトックス試験による急性  

毒性試験でも固相あるいは溶媒抽出画分で毒性が発現し  

ているため，原因物質は吸着などの処理技術によって浸  

出水から除去可能な化合物と考えられた。  

より採取した侵山水を中心に，処理水および汚泥試料に  

ついて分析を行った。処理水および汚泥試料は，6都道  

府県の協力を得て前年度採罰した3地点を含む11カ所  

の最終処分場で浸山水を中心に採取した。測定結果はお  

おむね前年度とほぼ同様となっているが，有機物で濃度  

の高い物質（ppb上）としては，1）低分子の脂肪軋  

2）フェノール類，3）リン酸エステル軌 4）フタル  

酸エステル軌 5）芳香族アミン類．6）ジオキサンが  

あげられ，濃度の低い物質（数Ⅰ）pt以下）としては，ク  

ロルダン．DDT等の有様塩素系農薬や多環芳香族化合  

物などがある。発ガンリスクから見ると，ジオキサンと  

フタル酸ジュテルヘキシルのリスクが相対的に高い結果  

となづた。無機成分では，ホウ繋が高濃度で存在する郡  

例があった。図2に浸山水中の無機元素の濃度の変動範  

囲（平均値で規格化した最大と最小濃度）を示した。鉛，  

銅などの金属の濃度変動は′トさく，鉄，マンガン．マグ  

ネシウム，アルカリ金属元素は大きく変動していること  

が分かった。   

2）汚染土壊標準試料   

共通試料の作成・分析による測定手法の統一化・標準  

化を検討する目的で前年度に作成した汚染土嬢標準試料  

の27元素の参考値を決定した。この標咋試料と本年度  

採取した汚泥試料巾の元素地殻に対する濃縮係数（アル  

ミニウム基準）を回3に示した。と 

に若干の濃縮傾向が見らゴt，ナトリウム，カリウム，マ  

（3）モニタリングシステムの開発  

l）「埋立地浸出水共同分析プログラム」   

化学物質の観点から浸出液の実体を明確にすることお  

よび定状的なデータ取得及び監視のできる測定法や標準  

的な測定法を碓示することを目的として，平成6年直に  

引き続き，地方公害研究所等との共同研究で最終処分場  

印
 
 

機
眠
 
 

相対濃度範囲：log濃度（最低値／平均値）～log濃度（最高値／平均値）  

圏2 湊狛水中の無機元紫の濃度の変動範囲  
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Na Mg AI Si K Ca Ti Fe Mn Cu Zn Pb  

元 素  

図3 地殻に対する濃縮係数の汚染土壌標準試料と汚泥との比較  

グネシサム及びカルシウムが溶脱しているという特徴が  〔発 表〕D－2ト30，b－143，174，179，180，d‾30，34，35，  

見られた。  37，38  
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2．5．9 化学物質の生態影響評価のためのバイオ  

モニタリング手法の開発に関する関する研  

究（初年度）  

〔研究担当〕  

地域環境研究グループ：中杉修身・畠山成久・笠井文絵・  

花里孝幸・菅谷芳雄・白石寛明・  

高木博夫  

＿．、 水」二壌・．圏．環，境．．部∴井上隆信、  

化 学 環 境 部：堀口敏宏  

生物 圏 環境部：田中 浄・宮下 衛・多田 満  

地球環境研究グループ：安野正之・高村健二  

客員研究員 6名，共同研究員 3名  

下線は研究代表者を示す  

〔研究期間〕平成7～9年度（1995～1997年度）  

〔研究概要〕近年，生態系の危機を憂慮する国内外の社  

会情勢に伴い，化学物質の生態影響を配慮した環境基準  

や規制のあり方が求められている。これまでの研究から，  

化学物質の潜在的な生態影響が無視できないこと明らか  

にし，また化学物質の生態影響評価には生物間相互作用  

を考慮することが重要であることを示した。本研究では，  

化学物質の潜在的な生態影響をバイオモニタリングによ  

り連続的に評価する手法と，バイオモニタリングに用い  

た生物の各種反応が化学物質の生態影響を如何に反映L  

指標するかに関・しての研究を行う。これらの調査・研究  

の成果に基づき，化学物質に対する生物の反応（あるい  

は影響）レベルをもって，．化学物質の総合的毒性から生  

態系せ保全するための環境基準や規制・対策のあり方と，  

そのを具体的な方法を検討する。  

以下の二つ課題に従って調査・研究を行う。  

1）高感受性水生生物の選定と生物相互作用系に及ぼす  

化学物質の影響解析．生物は食物連鎖関係，餌や生活  

空間などを．めぐる競争関係など様々なバランスの下で共・  

存している。化学物質は致死濃度以下のレベルでもこれ  

らの相互瀾係を撹乱し，生態系に予測し難い間接的影響  

を及ぼす。水界生態系を構成する様々な水生生物の中か  

ら，生態系での役割（機能）や化学物質に対する感受性  

実験生物化などを検討し，バイオモニタリングに有効な  

水生生物を選択するとともに．生物間相互関係に基づい  

た生態影響評価手法を検討する。  

2）生態影響評価のためのバイオモニタリング手法の開  

発．化学物質に高感受性の試験生物を用いたバイオ  

モニタリング手法の開発と，試験生物の反応が生態影響  

を如何に指標するかに関しての調査・研究を行う。バイ  

オモニタリングでは，河川水や底質などを定期的に採取  

し，これらのサンプルに試験生物を暴露して，化学物質  

の総合的な影響を評価する手法と，河川水を連続的に水  

槽や水路に流して，水生生物の各種反応（行動，生長，  

繁殖）を常時，または定期的に監視・計測する手法があ  

る。反応を迅速に評価するために，特に画像解析の手法  

が有効であるも二、試験に使用する，水生生物は，■・・主七√して飼  

育化された生物を用いるが，生態影響評価で重要であっ  

ても飼育化が困難な場合には，野外から採集した生物に  

ついてもバイオモニタリングによる化学物質の評価手法  

を検討する。  

〔研究成果〕   

本年度は，桜川バイオモニタリング施設の整備と試験  

生物，バイオモニタリング手法など，主として次年度か  

らの本試験に備え予備的な検討を行った。  

（1）バイオモニタリングの試験生物である条件として，  

化学物質に対する感受性以外に，常に一定の条件（齢，  

サイズなど）の試験生物が供給可能であることが重要な  

要素である。従来からの調査・試験から，当面の試験生  

物としては，感受性系統のセスジュスリカ，・ヌカエビ，  

感受性の高いミジンコ（繁殖影響，種類はなを検討を要  

す）が適当とみなされた。魚の生長・繁殖には野生異メ  

ダカとゼブラフィッシュを検討した。桜川の河川水を常  

時流し込んだ屋内水槽（調温）にヌカエビやメダカ雌雄  

対を導入し，死亡や産卵の変化を見るための予備的な実  

験を行った。メダカの産卵状況の変化，ヌカエビの行動  

変化などモニタリングの項目として使用できるものと考  

えられた。  

（2）一美験的に高濃度の除草剤に暴露するど∴藻類群集い  

は除草剤耐性の群集に変化することが知られている。河  

川の除草剤汚染と藻類群集への潜在的な影響を藻類の除  

草剤耐性の変動から指標できるかどうかについて検討し  

た。本年度ほ除草剤汚染の著しい河川や．高濃度の除草  

剤で処理した実験水田から緑藻やケイ藻を単離培養し，  

シメトリンヤプレナラクロール（除草剤）に対する増殖  

試験を行った。その中でクラミドモナス（緑藻）とキク  

ロテラ（ケイ藻）は，除草剤の汚染時期（5月以降）に  

採取した系統は，それ以前に採取した系統よりも明らか  

に高い耐性を示した（区＝）。特定の種類の藻類を採取  
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提11除草剤汚染河川から単維培養した藻類の増殖（3日後）に及ぼすシメトリン（除草剤）  
の増殖半阻害濃度（EC机 ppb）の変動（5月から，放任除草剤濃度が増加）  

し，除草剤に対する増殖試験によF），除草剤の汚染状況  

をある程度評価できる可能性が示された。  

質の存在が示唆された。  

（5）除草剤の汚染に関しては約8種類が検出され，河  

川水でのセレナストルム（緑藻）の増殖は5月中は対照  

の20～50％の範囲で阻害され続けた。増殖I阻害の主因  

物質はプレチラクロールであったが，ブタクロール，メ  

7ェナセットもわずかながら阻害作川を示していた。河  

川水中でのセレナストルム増殖阻害の減少時期と－▲致し  

て，河川水巾のクロロフィルα濃度も減少し，それが7  

月下旬の梅雨明けまで続いたが，その減少に除草剤の影  

響がどの程度関与したのかどうかは，雨季の照度減少，  

河川の流量増大などの安国もあり推完は困難である。  

（3）動物プランクトン群集の変動を再現するための実  

験生態系（室内モデル）を作製し，それに対する殺虫剤  

の影響から，ミジンコ個体群の変動によるバイオモニタ  

リングの可能性を検討した。ミジンコ（カブトミジンコ）  

の個体群は実験系内でも，野外と類似のパターンで増殖  

と衰退を繰り返した。殺虫剤カルバリルはミジンコ個体  

群の増殖期に顕著な影響を及ぼしたが，それはこの時期  

に殺虫剤に感受性が高い幼体（若齢個体）の比率が島〈，  

個体群の衰退期は感受性の低い成体の比率が大きかった  

ためと考えられた。カルバリルの48時間半数致死濃度  

は．幼体と成体で，8，38／Jg／Jと約5倍の差が認められ  

た。  

（6）河川水小でのヌカエビの死亡率の増大が，実際の  

河川生態系への影響をいかに指標するかに閲し生物調査  

を実施した。調査地点はヌカエビ死亡率が顕著であった  

川又川とその支流の小桜川の定点で行った（囲2）。川  

又川では川床にれきが少なかったので，水生昆虫の定着  

を促進するため，両河川とも礫（10cm前後）を 5～6  

個ネット（30×30cm．編臥 3cm）に入れ，川床に4  

組ずつセットした。月1■～2回の頻度でそれを回収し，  

水生昆虫のサンプルを得た。川又川では，殺虫剤耐性が  

著しいコガタシマトビケラ，沈下による移動性が高いシ  

ロハラコカゲロウを除き，ヌカエビ死亡率が顕著であっ  

た7、8月における生物の種類とその生息密数は小桜川  

に比較し明らかに少なかった。調査期聞（4月←翌年2  

月）を通じても，小桜川では20種類が見られたが，川  

又川では11種類にとどまった。これらの原因が，ヌカ  

（4）春から夏にかけ様、々な農♯類で汚染される桜川  

（霞ケ浦流入河川）の河口数km上流に，河川水を導入  

したバイオモニタリング定点を設けた。本年度は，週3  

固の農薬分析，セレナストルム増殖試験，ヌカエビ試験  

（死亡率）などにより，選択した地点の河川水がどの程  

度の潜在的な生態影響を有しているかを他の数河川と比  

較した。河川水サンプル中でのヌカエビ試験 ト14日）  

では5月から8月末まで，河川水中におけるヌカエビの  

死亡率は様々に変動したが，9～10月は2週間後でも  

死亡率は全く起こらなかった（回2）。一一九 恋桶川  

（霞ケ浦河口．上流数km）とその支流の川又川では，  

秋でも死亡率の増加が認められ．水田農薬以外の苛性物  
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図2 河川水サンプル中でのヌカエビ（生後4週間）死亡率の変動（3容器×7個体＝21個体による）  

エビの顕著な死亡率（図2）で示されたような，何等か  

の毒性物プ引二よるものなのかどうかは．さらに様々な生  

物調査とヌカエビ死亡の原凶物質（農薬以外の可能性が  

高い）などを明らかにする必要がある。  

に水中に泳ぎだし，その速度は15mm／秒前後であった。  

しかし∴殺虫剤の暴露濃度に反比例した時間後に，水槽  

底を経れる頻度・個体が増加し，やがて70mm／秒前後  

の逃避行軌と思われる速度に達することが分かった（図  

3）。ただし．このような行動がはっきりみられるのは  

暴露濃度が1／噌／g以1二であり，しかもこれらの異常行  

動発現までの時間が2／唱／Jでは2時間，1／Jg／Jでは約  

6時間を要した。実用化に向けてさらに高い感度と即答  

性が望まれる。またオオミジンコを用いても同様の実験  

を行った結私 濾瞳10／喀／Jで暴露開始後60分から遊  

泳速度の上昇が現れ，120分後には暴露前の2倍の速度  

を記録した。ただし，それ以下の濃度では躍著な行動  

変化は認められなかった。これらの結果∴試験生物は少  

なくともフユニトロナオンの場合．反応が開始するまで  

に予想外の時間がかかっていることが分かった。  

（8）ドプガイの成長変化に基づ〈バイオモニタリング  

手法の検討を行った。ドプガイは淡水域に広く分布し，  

（7）水生生物の行動異常による化学物質のバイオモニ  

タリング法の開発を行った。致死濃度よりもずっと低い  

濃度の化学物臥二より，水生生物の行動は敏感に変化す  

ることが予測される。その行動変化を画像処理装置によ  

り自動的に記録して，有害化学物質の影響を早期・連続  

的にモニターする手法を以下に検討した。本年度はヌカ  

エビおよびオオミジンコを用いて殺虫剤に対して特有の  

行動変化があるかどうかを調べた。ヌカエビを扁平なガ  

ラス水槽に入れ，横からビデオカメラで写し，画像から  

個体数と平均遊泳速度を連続記録する袋田により，フユ  

ニトロチオン（有機リン系殺虫剤）の影響を見た。その  

結果，ヌカエビは殺虫剤暴露前は水槽の底にいて，まれ  
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図3 殺虫剤（スミチオン）に暴露されたヌカエビ（珪後，2カ月）の平均遊泳速度め経時変化（n＝10）  
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底泥中に体を沈め水管を表面に出して沈降してくる有機  

物を摂食する。かつては霞ケ繍でも重要な水産資源であっ  

たが，近年その個体数が顕著に減少したと言われる。そ  

れらの原因に農薬などの化学物質が関与しているかどう  

かを明らかにするため，化学物質の分析と平行してドプ  

ガイの生長および酵素活性の変化を尺度にしたバイオモ  

ニタリング手法を検討することとした。今年度け生長測  

定の手法を確立し，生長速度の季節変化を桜川バイオモ  

ニタリング施設の水路において調べた。ドプガイの椎貝  

を個別に水路内のカゴに入れ，貝殻の長軸，単軸，厚さ，  

湿重を11月から2週間ごとに測定している（平成7年  

3月末現在，8年度も継続）。その結果，椎貝は7～30g  

の間では成長速度に差はないこと，測定項月の中では湿  

重がもっとも安定した値が得られることがなどが分かっ  

た。湿重に基づく成長速度1n（Wt＋1／Wt）／t（d－1）の値  

は，水温4、8℃の期間では平均0．002であったが，そ  

の後水温の上昇とともに成長速度も増加し，水温12℃  

前後では0．01と増加した。今後，農薬類汚染時期に生  

長と薬物代謝活性にいかなる変化があるかを調べる。  

0．0   0．5   1．6   7．9  57．6  

底質中エトフェンブロックス濃度（喝／kg乾重）  

田抵抗性系統■感受性系統  

図4 エトフェンブロックス（殺虫剤）で処理した底質  
（霞ケ浦湖心）中のエト7ェンブロックス濃度と  
ユスリカ幼虫死亡率の関係（流水式水槽で試験）  

抵抗性■感受性系統は4種殺虫剤試験結果に基づく。  

それとも底泥から再溶出した底泥表面近傍の高濃度の水  

相を通して起こるのか検討する。ヌカエビにおいても，  

高濃度処理した底質では急性的に宛亡し，その影響は底  

質を流水式水槽に入れたにもかかわらず2カ月間以上も  

継摂した。これらの試験法は，河川や湖沼の底質に吸着  

した化学物質の底生生物への影響評価にも有効と考えら  

れる。  

（9）底質汚染のためのバイオモニタリング手法を検討  

Lた。水界に流入した化学物質の多くは底質に吸着され  

る。最近の傾向として，より底質に吸着されやすい農薬  

が指向されており，それ故，底質中の汚染物質の毒性を  

評価する手法の開発が望まれている。本年度は霞ケ浦湖  

心部の底質をビレスロイド系殺虫剤の1種，エトフェン  

プロソクスで処理し，この影響をセスジュスリカ2系統  

（感受性・耐性）で試験した。底泥を濃度0．05，0．2，1，  

及び5mg／上の濃度で24時間処理し，それぞれ順に0．5，  

1．6，7．9および57．6mg／kgのエトフェンプロツクス濃  

度の泥を得た。ついでこの泥 4g（乾重相当分）をガラ  

スビーカーに入れ，清浄な水をかけ流し，水中濃度を可  

能な限り低くした条件で，ユスリカ幼虫を10個体／容器  

に入れ7日間飼育した。その結果．感受性系統では1お  

よび5mg／Jで処理した区で死亡率が顕著に上昇し，抵  

抗性系統では死亡はわずかで対照区と変わらなかった  

（図4）。また各ビーカーから流れ出るオーバーフロー水  

を別に受けた答器に感受性ユスリカを入れておいても死  

亡が認められない。さらに，一度殺虫剤を吸着させた泥  

はその毒性が長期間維持されており化学物質の底泥を介  

した影響も無視できないことが明らかになった。今後，  

生物への影響が汚染底泥への接触によって起こるのか，  

（10）船低塗料などとして使用されてきた有機スズのト  

リプチルスズ（TBT）及びトリ7ユニルスズ（TPT）化  

合物が原因で引き起こされる巻貝類のインポセックスが．  

1995年6月現在，日本産貝類の38種で確認された。こ  

のうちイポニシを中心にアクキガイ科の種について全国  

35地点で実態調査（～1995年3月）を実施した結果，  

インポセックス出現率は全地点でほぼ100％かそれに近  

い値であった。その症状もいぜん重く，産卵不可能個体  

が釧路，三浦半島，瀬戸内海及び鹿児島南部などの地点  

で多数観察された。これらの地点のではイポニシ体内の  

有機スズ濃度も比較的高かった。こうした減少の原因と  

して，有機スズの使用が依然とし続くなど環境中でのス  

ズ濃度が減少していないこと，イボニシのインポセック  

スが1ng／J程度のごく低濃度でも引き起こされること  

などが考えられた。  

〔発 表〕B－35，87，90，91，b－96－98，100，144，145，  

ユ9】－208  
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2．6 開発途上国環境技術共同研究  

二♪2：6こ1℃自然利用強化型適正水質改善技術の共同  

開発に関する研究  

〔研究担当〕  

地域環境研究グループ＝稲森悠平・水落元之・高木博夫J  

西村 修・森田昌敵  

地球環境研究センター：中島興基  

水土壌国環境部：柏崎守弘  

下線は研究代表者を示す  

〔研究期間〕平成6～10年度（1994～1998年度）  

〔研究概要〕開発途上国では生活排水，産業排水等の未  

処理放流により水辺環境の汚濁が著しく進行し安全な水  

資源を確保することも困難な状態にある。ごのままの状  

況を放置することは極めて危険であり．特に環境衛生上  

一刻の猶予も許されない状況であると考えられる。この  

ため，開発途上国における生活排水等の処理方法として  

は多大な施設とエネルギー消費が伴う処理ではな〈，有  

用生物を活用することによって自然の浄イヒ能力を強化し，  

効率化した水処理技術が求められている。また．その技  

術は我が国における水質改善手法の多様化を図る際にお  

いて基礎となるものである。本研究では上記の点を鑑み，  

タイ王国を対象とし開発途上国の水質改善技術としての  

適正手法の開発を以下の内容で推進する。  

（1）水源域における汚濁物質の質と量の調査に関する  

研究   

対象となる水源域での今後の浄化対策を検討していく  

上で水源域及び水源域に流入する汚濁物質の質と量を正  

確に把握する必要がある。したがって，本研究では現地  

の研究機関と共同Lて，有機汚濁の指標の消長を含めて  

汚濁状況を調査する。またそれらの汚濁物質の発生源に  

ついても特定を行う。  

（2）直接浄化機能の高い有用生物の検索と培養に関す  

る研究   

水源域の浄化を行う際に利用可能な有用生物の検索を  

現地の研究機閑と共同で実施し，その結果をもとに国立  

環境研究所でこれらの増殖特性，増殖手法及び制限因子  

の検討を行う。また現地の共同研究機閑において水源域  

に流入する河川及び水路の浄化に活用可能な充填物の供  

給状況を調査し，活用方法を検討する。  

（3）低濃度汚濁水域の直接浄化手法の開発に関する研  

究   

湖沼ばっ気法，水生生物浄化法，充填物を用いた水路  

浄化法等を研究対象とし，それぞれについて現地に気象  

条件及び汚濁負荷等の状況に合わせた運転パラメーター  

を検討し，最適操作条件を明らかにする。また現地共同  

研究機関において現場で上記直接浄化法について小規模  

な処理実験を行い，処理機能を調査する。  

（4）高濃度汚濁排水の直接処理手法の開発に関する廟  

究   

集落単位でその生活排水が集中して流れてくる水路を  

想定し，これらについて嫌気処理を組み込んだラグーン  

処理，土壌処理等について脱窒素，脱リン能力を含めた  

運転パラメーターを検討し，最適操作条件を明らかにす  

る。また現地共同研究機関において現場で上記処理シス  

テムについて小規模な処理実験を行い，処理機能を調査  

する。  

（5）直接削ヒ・排水処理システムから簸生するバイオ  

マスの資源化・リサイクルに関する研究   

水処理に伴い発生するバイオマスは家畜等の飼料ある  

いは農耕地の有機質肥料として非常に有用であるが，利  

用に際しては発酵，乾燥等の処理が必要である。我が国  

においてこれらの実用化された技術は存在するが．その  

技術は複雑で維持管理能力を非常に要求されるために，  

そのままでは開発途上国に適用は困難であると考えられ  

る。したがって，本研究では我が国の技術をベースとし  

て対象地域の気象条件，社会条件等を考慮して，現地協  

力研究機関と共同して，より簡易な処理方法および資源  

循環・有効利用方法を検討する。  

（6）汚濁水域の水質改善効果の評価に関する研究   

本研究の成果を基に対象水域の水質汚濁の改善効果を  

評価し，開発途上国における実用的な水質改善手法を提  

案する。  

〔研究成果）  

（1）タイ王国の水源域における汚濁物質の質と量を現  

地の研究機関と共同で調査したところ，バンコクの主要  

な河川であるチャオプラヤ川のBODは雨季と乾季で変  

動はあるものの，乾期において7mg／ほ超えており，  

近年増加する傾向にあり，汚濁負荷としては生活排水の  
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表1タイ王国の河川，運河等で高濃度に検出ぎれる産  
業排水由来の汚敷物質  

占める割合が大きいことが明らかとなった。また産業由  

来は特に，食品，醸造，紙・パルプ，ゴム，皮なめし，  

養豚，エビ養殖からの負荷が大きいことが明らかとなっ  

た。なお，産業排水由来と考えられる汚染物質として，  

BHC，アルドリン，ディルドリン等の有機塩素系物質が  

基準値を超える濃度で検出され，さらに，鋼，鉛，カド  

ミウム，水銀等の重金属の底泥への蓄積がみられ，これ  

らの物質の対策とモニタリングを行うことの重要なこと  

が明らかとなった（表1）。  

有機塩素系物質（／Jg／g）   

BHC，アルドリン，ディルドリン  

0．056  0．284  0．289   

重金属類（底泥中，／唱／kg）   

軌 鉛，カドミウム，水銀  

42 92  1  3  

（2）直接浄化構能の高い有用生物の探索と培養に関す  

る研究において，コカコーラ工場，ビールニL場等の産業  

排水対策，浄化槽等の生活排水対策等の実態調査に基づ  

き生物処理反応に大きく貢献する微生物相について解析  

したところ．水温が30℃付近と年間を通して高温が得  

られていることから煉」三動物緑毛類 Vor乙∠ce′Jα  

coJIUαJαrエα， Vorとよce／／α Cα汀pα托昆Jα， CαrCんesよ㍑m  

〆加血底下毛類A軍よdよぶCαCOS己α£α，肉質虫類ArceJJα  

u痩αrよs，後生動物輪虫類Pん∠godよ毘αrOSeOgα等の微小  

動物の捕食活性およびバイオマスが高く，適正条件‾Fで  

はBOD15mg／L以下，透視度1・m以上の水質が得られ  

ることが明らかとなった。なお，浄化に大きく責献する  

微小動物についてはその分離培養を行ったが，輪虫類  

PんよJo（ゴ∠乃αeり£んrop加んαJmαの比増殖速度について基礎  

的実験を行った結果，10℃，20℃，30℃において0．06／  

day，0．3／da〉r，0．6／da〉rであり増殖能は著しく高まり，  

かつ頭蔀繊毛環の繊毛の動きも活発化し．ろ過能力が向  

上し，処理水の透明性が向上することが裏付けられた。  

したがって，熱帯地域においては微生物の活性が高いた  

め，処理効率が高く，処理装置のコンパクト化が図れる  

ことが明らかとなった（図1）。さらに，生物処理反応  

槽から採取Lた試糾二基づき微小動物村を我が国の知見  

をもとに比較したところ，浄化能の高いところでは原生  

動物繊毛虫類A甲よdよscα属，l句rと加JJα屈．仇rc／ほSium  

属，丘か5エツ上土s屈，かce〃α属等，後±‡三動物輪虫類  

戸板わdよmα属．貧毛類Aeoねso／乃α属等が出現し，浄化能  

の低い高負荷型の処理施設では原生動物ベン毛虫顆  

β0（わ属，〃0花αS桟が出現し，水質指標としては温度差  

による生物活性の違いはあるものの共通する特性のある  

ことが明らかとなった。  

高い水温条件  

○原生動物，後生動物，細菌の活性化  

○輪虫類の頭部繊毛環の繊毛の動き   
活発化．ろ過能力が向上  

○処理の高効率化  

OBOD15mg／l以下，透視度1m以上   
の水質  

○処理反応槽のコンパクト化  

図1有用微生物の浄化能向上と水温との関係  

では，低濃度汚濁水の浄化に対するガマ等の水生植物の  

活用の可能性を探ることを目的として，水生植物植救法  

としてガマ植栽の水質浄化能について有機物負荷10、  

30kg COD／ha／d，窒素負荷3～25kgN／ha／d，  

HRT2～15dの条件‾卜で検討した結果，その浄化能が  

高く，実用の可能性の極めて高いシステムであることが  

明らかとなった。また，水生植物の浄化に果たす根冠部  

の機能についての定性調査によると，ガマの根冠は長さ  

30cm以上にも伸び，空中から取り込んだ02が根冠都  

まで持ち込■まれるためか嫌気部の存在する場においても  

十分に高い活性を有することが認められ，根冠部の働き  

は水質糾ヒに大きく貢献すること，すなわち根道都にお  

いて硝化と脱窒反応が効率的に行われていることが推察  

された。  

（4）高濃度汚濁排水の直接処理手法の開発に関する研  （3）低濃度汚濁水の直接浄化手法の開発に関する研究  
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究では．現地の研究機関と共同で現地の実施設の調査を  

行い．バンコクの内湾の汚濁が特に生活排水の汚濁頁荷・  

に11了める割合がi斑し－ことに由来して進行L（図2），ビー  

チとしての機能が景観・水質上確保できなくなり，  

BODだけでなく窒素，リン対策の必須なことが指摘さ  

れるようになってきているが，バンコクの下水処理場の  

AO法といわれる嫌気・好気活性汚泥法は30℃という高  

水温において高い効率で運転可能なことが明らかとなり，  

我が匡Ⅰと剛兼に嫌気・好気システムの導入の技術移転の  

必須なことが明らかとなった。なお，バイオエンジニア  

リングの手法を活用した処理施設調査においては沈殿槽  

からの汚泥の流Lliが認められ，汚泥管理としてMLSS  

の上限を4，000mg／′とした対策の必須なことが明らか  

となった。さらに，汚泥管理を含めた最適操作条件‾卜で  

の運転のための維持管理体制の確立の必須なことが明ら  

かとなった。  

アジア太平洋地域の開発  
途上国の生活排水の汚濁  
負荷に占める割合  
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図3 タイ王国における自然利川強化型適正水質改善技術の共同開発  
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（5）汚濁水城の水質改善効果の評価を，区3に示す研  

究を推進することとして検討することにしているが，各  

種水質改善技術のタイ王臥こおける導入のあり方につい  

て首都圏および郊外域にらぃて評価したどこ■ち∴タイ王㍉‘  

国の水質改善および水環境修復を確立する上では，バン  

コク等の首都圏においてはバイオエンジニアリングとし  

ての大規模集中処理としての活性汚泥法，ホテル，事務  

所ビルを対象とした中規模の浄化槽システム．敷地に余  

裕のある地域を対象としたエアレーテイッドラグーンシ  

ステムが有効であることが分かった。郊外地域において  

はエコエンジニアリングとしての水生植物乃pんα属（ガ  

マ），且よc／とOr几まα属（ホテイアオイ）を活用した水生植物柏  

栽浄化手法および土壌浄化法が効果的であることが水質  

特性，維持管理性等から分かった（図4）。タイ王国の  

r水質改善等を推進する上でAIT（アジア工科大学），  

’gRTClr（Ehvif云i競enta：1：；庖由。arehTraining・Cente汀と  

共同研究を推進し，バイオエンジニアリング，エユエン  

ジニアリングの面的整備のあり方を研究面で行っている  

が，これからはさらに行政を含めた構造および維持管理  

を含めた基準づくりの検討も行っていくことが必須と考  

えられた。  

〔発 表〕B－11，16，19，25，29，b－11，18，28，29，40，41，  

46，71  

図4 タイにおける水環境修復対策のあり方  
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2．6．2 石炭燃焼に伴う大気汚染による健康影響  

と疾病予防に関する研究  

〔研究担当〕  

地域環境研究グループ：安藤 満・平野靖史郎・山元昭二  

環 境 健 麻 部：田村憲治  

下線は研究代表者を示す  

〔研究期間〕平成6～10年慶（1994～1998年度）  

、㌻一J∵∴、・〔研究概要〕′÷開発途上国においては，－人口の急増と経済  

の成長のため，化石燃料の消費が増加しているが，なか  

でも大規模な石炭燃焼に依存した急速な工業化を進めて  

いる。このため浮遊粉じんや有害大気汚染質を中心とし  

た深刻な大気汚染が進行している。工業での使用に加え，  

貧しい農村地域においては地域暖房，屋内暖房，調理用  

熱源として日常生活において大量の石炭が使用されてい  

るため，屋内大気汚染は特に著しいものとなっている。  

現在その影響は，呼吸器系を中心にした健康障害を引き  

起こす一方，農業や自然生態系の破壊等として顕在化し  

ている。このような開発途上国型の大気汚染は．中国に  

おいて特に著しいことが，これまでの研究によって明ら  

かにされている。  

中国は12億の人口を抱えながら，豊富な石炭に支え  

られ近年急激な経済成長を成し遂げつつある。この結果，  

都市部と農村部において大規模な大気汚染が起こってお  

り，屋内汚染の進行と相まって，住民の大気汚染質への  

暴露が著しいものとなっている。石炭中には地質由来の  

様々な汚染物質が含まれており，石炭燃焼時には燃焼生  

成物と同時にこれら地質由来の汚染物質が気中に放出さ  

れる。  

フッ素含量の多い石炭を使用する農村地域の一部では，  

燃焼によって発生する高濃度の粒子状およびガス状フッ  

素のために，フッ素汚染が深刻化している。このため屋  

，．．内暖房や調理の際の熱源七して，高濃度のフッ素を含有  

する石炭を家屋内で使用する地域においては，屋内のフッ  

素汚染が著しくなる。屋内のフッ素汚染により，住民の  

急性の吸入毒性が危惧されると同時に，慢性的な経気道  

および経口的フッ素摂取により，歯牙フッ素症，骨フッ  

素症等のフツ素症が発生している。日中共同で調査を実  

施している調査地域も，このようなフッ素汚染地域に位  

置している。これらのフッ素症の症状は，フッ素暴露の  

増大に伴い重篤化すると予測されるため，中国農村地域  

における石炭燃焼に由来するフッ素汚染とフッ素症の発  

生に関する日中共同調査は．非常に重要な意味を持って  

いる。  

〔研究成果】  

（1）中国フッ素汚染地区における屋内外汚染の状況   

調査対象地域は，長江の一支流烏江の中流から，数十  

km入った四川省膨水県地区に存在する。石炭は付近の  

村営の炭坑で採掘しているが，その石炭中にはフッ素が  

馬渡度に含まれでいる。フッ素含量の高いこの石炭を屋  

内暖房や調理の熱源として使用している。このため石炭  

燃焼の際発生するフッ素により，著しい屋内汚染を生じ  

ている。この屋内汚染により歯牙フッ素症および骨フッ  

素症が多発している。このため当該地域を調査対象地区  

として選定し，現地調査を実施した。   

中国における屋内汚染は，家庭用ストーブが発生源と  

して重要である。中国北京市等の大都市部においては，  

地域暖房システムが整えられつつあり．このため特に，  

冬期の夜間逆転層が形成される間に広域大気汚染が著し  

い。これに対して石炭ストーブを利用する家庭において  

は，その利用時に著しい高濃度の屋内汚染が発生する。   

図1～5に，石炭燃焼による粒子状物質の屋内汚染の  

状況を示す。調理用や暖房用熱源として使用される石炭  

の燃焼によって，深刻な屋内汚染が日中から夜間を通じ  

て観測される。このように中国農村部を中心とした屋内  

汚染と個人暴露の実態は，燃料として使用する家庭の石  

炭の寄与がほとんどを占める。SP丸′f等の粒子状物質の  

屋内汚染のレベルは，著しく高濃度の汚染状況であった。   

この結果は，中国の都市部や農村部においては石炭燃  

焼に伴う深刻な大気汚染と屋内汚染が起こってい．ること  

を示している。大気汚染質の中には種々の有害化学物質  

が含まれており，住民の健康上深刻なリスクとなってい  

ると予想ぎれる。、   

今回調査したフッ素含量の多い石炭を産出する中国農  

村地域においては．フッ素の屋内汚染に伴い，住民のフッ  

素の吸入毒性が危惧される。フッ素の慢性的程気道暴露  

と，フッ素吸着の著しい食品の摂取により，歯牙フッ素  

症，骨フッ素症等の発生が報告されている。このような  

フッ素の健康リスクを解明するためには，国際共同研究  

を進める必要がある。   

現在中国においては，フッ素汚染は非常に広範囲に起  

こっており．全国29の省．自治区．直轄市のうち，上  

海市を除く28の省，自治区 直轄市がフッ素汚染に暴  
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今回の日中共同調査に関しては，フッ素の個人暴露の  

影響指標に関しての集凹レベルの正確な評価が非常に重  

要である。現在まで得られた知見によると，フッ素への  

暴露の影響指標としては，尿中フッ素濃度の測定が最も  

適切である。中馴二おいては．住民のフッ素暴露により  

歯牙フッ素症および骨フッ素症の発生が報告されている。  

フッ素汚染とフッ素症発生との関連を解明するためには，  

国際的基準に準拠したフッ素症の正確な診断が不可欠で  

ある。  

されている。フッ素汚染は主に飲料水からと石炭燃焼に  

よって起こっており，全人口の26％，3億人の人口が  

フッ素汚染に暴されていると報告されている。   

石炭燃焼に由来する屋内汚染は14の省の農相地域に  

おいて報告されており，フッ素の直接吸入と食品汚染を  

介した間接暴露によって，フッ素症の流行が起こってい  

る。フッ素汚染地域全体においては，フッ素症の患者の  

総数は，4300万人に上ると報告されている。そのうち  

石炭燃焼由来のフッ素症の患者の発生は，1800万人が  

歯牙フッ素症に．また33万人が骨フッ素症に解ってい  

ると報告されている。このような著しいフッ素汚染を防  

止するため．今回の日中共同研究を発展させ，中国農村  

地域において予防対策を実行してい〈ための科学的基盤  

を確立する必要がある。  

（4）歯牙フッ素症の診断一   

歯牙フッ素症の調査は，′J、学生の高学年生を中心に調  

査した。歯牙フッ素症の体系的分類は，国際的評価法と  

Lて確立しているディーンの分類（Dean，1942年）に  

基づき行った。今回の調査地域においては，歯牙フッ素  

症に関してはディーンの分類でも重症に相当するフッ素  

症が多数を占めている。フッ素の離歯予防効果が指摘さ  

れているため，フッ素の個人暴露に伴う酎歯予l坊効射二  

間する検討が必要となってくる。この調査研究では，フッ  

素の体内負荷量との関連で，髄歯予防効果についての国  

際的評価法について検討を進めてきている。   

今回の日中共同調査においては，歯牙フッ素症に関し  

ては，ディーンの分類でも重症に湘当するフッ素症が多  

数を占めている。歯牙フッ素症の雁患率は，99．5％と著  

しく高度である 

一方，フッ素の鮎歯予防効果が指摘されているため，  

フッ素の個人暴露に伴う鮎歯予防効果に関する検討が必  

要となってくる。この調査研究では，フッ素の体内負荷  

量との関連で，離歯予防効果についての国際的評価法に  

ついて検討を進めてきている。  

（2）フッ素の個人暴謁の棉討   

大気汚染・屋内汚染の調査は，燃料とLて石炭を利用  

Lている一一般農家を選び，家屋内外のフッ素汚染状況の  

実地調査を行った。石炭燃焼により発生する粒子の測定  

には，吸入性粒子のSnMを粒径別に分別捕集できる機  

能を備えたポータブルサンプラーが必安とされる。この  

ためサンプラーを中国現地に適び，防音ケースにセット  

し，家庭用電源を用いて屋内外汚染を同時に測完した。   

中国の農村地域のフッ素汚染により，さまぎまな経路  

を通した暴露が存在するため暴露形態ごとの評価が必要  

とされる。中国の農村地域では種々の石炭燃焼器具が使  

用されてきており，旧式の汚染の著しい燃焼器具も使用  

されている。現在広範に使用されているストープには，  

屋内汚染を穏和するため煙突を備え付けるよう指導がさ  

れている。農村地域で用いられている石炭の質は悪く高  

濃度のフッ素を含有する一方，換気状況が個々の農家に  

よって異なるため，囲1（aト（e）に示すように，屋内フッ  

素濃度は著し〈変動する。  

石炭燃焼によって発壬t三するフッ素に関しては，拡散  

と吸着が重要性を持ち，貯蔵中の食品が微小粒子状やガ  

ス状フッ素の拡散と吸着により汚染される。屋内石炭燃  

焼によるフッ素汚染から食品汚染を防止していく上で，  

今後貯蔵庫にある食品や日常的に摂取する食品中のフッ  

素の汚染の状況等について予測し，食品を介した個人暴  

露を把握する必要がある。  

（5）骨フッ素症の診断   

フッ素の個人暴露に伴うフッ素の体内負荷量との関連  

で，骨フッ素症についての放射線医学的診断法，Ⅹ線解  

析に関して検討した。その結果，現時点における骨フッ  

素症の診断は，Ⅹ繰医学的基準に準拠し，フッ素暴露状  

況の疫学調査を並行して行うことが必要であった。今回  

の巾匝1における調査で確定した骨フッ素症の患者のⅩ線  

の病像のなかには，骨フッ素症による比較的均一な骨硬  

化像を示す症例と同時に，骨租彩症様の変化と硬化性変  

化の混在型を示す症例がみられた。骨フッ素症の診断の  

うえで，類似の骨硬化像を示す他の全身性の骨硬化症と  （3）フッ素の暴露とフッ素症の診断  
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の鑑別診断には十分注意しなければならない。   

フッ素の個人暴露に伴うフッ素の体内負荷量との関連  

で，骨フッ素症についての放射線医学的診断法，骨密度  

測定に関しての知見について検討してきた。その結果，  

現時点で最新と考えられる国際的評価法について検討を  

進めてきた。骨フッ素症の診断は．X線医学的基準に基  

づき，フッ素暴露状況の調査を並行して行った。   

骨フッ素症との鑑別診断の困難な症例として，癌の骨′二  

転移や骨ベージュット病等がある。これらの病像のなか  

には，骨フッ素症と同様に比較的均一な骨硬化像を示す  

症例や，骨租軽症様の変化と硬化性変化の混在型を示す  

症例が観られるものがある。今回の中国の調査地域にお  

いては，Ⅹ線医学上典型的骨フッ素症と類似の骨硬化像  

を示しており，フッ素暴露による全身性の骨硬化症と診  

断された。   

本研究においては，中国における石炭燃焼に伴うフッ  

素と浮遊粉じん汚染の状況，屋内汚染の実態，住民の暴  

露と健靡影響の評価のため，フッ素個人暴露の測定，暴  

露予測とフッ素症の総合調査を実施した。本研究を進め  

ることにより，フッ素暴露に伴うフッ素の体内負荷量を  

予測し，．嘩牙フナ素症や骨フ′ツ素症等の発生とこの関連を∴い÷  

解明するための日中共同研究を推進することが可能とな  

る。このことによってフッ素障害の発生濃度を予測し，  

気中フッ素による健康障害の発生を防止するための予防  

医学的手法の基礎が確立できるものと期待される。  

（発 表〕K－13，k－8，B－1，2，94  
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2．且3，宮栄妻湖沼群の生物群集の変化と生態系  

管理に関する研究  

〔研究担当〕  

∴急J1一・・－iご軋二地域環境研究グル「サケ高相典子・・▲一ん  

生物圏環境部：岩熊敏夫・上野隆平  

中国科学院水生生物研究所東湖澗泊生態系統実験砧  

：謝 平・黄 祥飛・黄 梶田・  

諸葛 燕・王 健・代 弄  

中国科学院水生生物研究所  

：梁 彦齢・沈 粗茶・王 士達・  

悦 楽意・場 字峰・叶 軍・  

宋 天祥  

客貞研究員 5名  

下線は研究代表者を示す  

〔研究期間〕平成7、11年度（1995～1999年度）  

〔研究概要〕揚子江中下流域を含む東部湿潤地域にある  

淡水湖は，中国の全淡水湖の総面積の42％を占め，こ  

の水資源がこの地域の経済活動および人間活動を支えて  

いる。しかし，この地域の湖沼は，急激な経済発展と水  

処理技術の立ち遅れから富栄養化が著しく進行している。  

さらに，経済価値の高い草食性魚類を過放養殖したため  

に沿岸植物群落が破壊され，これが植物プランクトンの  

異常増殖を促進している。一方，ダム建設による魚の生  

息場所の分断や，乱獲にも近い漁業を行っているため，  

漁業資源が破壊されつつある。中国のように人口の多い  

国では，窒素やリンといった富栄養化の原因物質の負荷  

の削減にも限界があるため，生物や自然が持つ自然浄化  

機能を十二分に活用し，地域特性を考慮した富栄養化防  

止なちびに持続的利用可能な湖沼管理が必要とされる。  

本研究は，揚子江とつながっている唯二の湖のうちの  

一つである洞庭湖と，すでに1960年代に切り離され，  

都市に隣接している東湖を調査対象とし，まず，自然資  

源の破壊による水質ならびに生物群集の変化の現状を明  

らかにする。次に，揚子江中下流域にある浅い富栄養湖  

沼の適切な湖沼管理手法のひとつの可能性を探るため，  

東湖をひとつのモデル湖沼として，ハクレンやコクレン  

といったろ食性プランクトンフィーダー魚を用いた湖の  

生態系管理の有効性を，湖沼の隔離水界を用いた実験に  

基づいて検討する。こうした，調査と実験に基づき，水  

質と生物資源を考慮した適正な湖沼管理の施策を提唱す  

ることを目的とする。  

〔研究成果）   

本年度は．まず共同研究の内容や方法について中国側  

と話し合い，東湖と洞庭湖の水質と生物群集についての  

調査を開始した。   

東湖と洞庭湖の水質について，霞ケ浦を含む日本の湖  

沼と比較検討を行った。固1はこうした日本の湖沼と東  

湖，洞庭湖におけるTP量とTN／TP比の関係を示す。  

東湖と洞庭湖は．ともにTP量は霞ケ浦より高く，過栄  

養化の進んだ湖として位置づけられた。TN／TP比は低  

く，アオコのでやすい水質環境であった。図2にTP量  

とクロロフィルα量の関係を示す。東湖と洞庭湖の双方  

ともに，TP量が著しく高いにもかかわらず，クロロフィ  

ルα量が極端に低く，日本の湖沼とは，かなり異なった  
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湖沼環境であることが示唆された。   

洞庭湖の沿岸域の魚類群集を調べたところ，ほとんど  

が維魚であった。鯉についても85％が0才魚，鮒は28  

％が0才魚，70％がl才魚であった。生息する魚種リス  

トは，次年度以降明らかにする予定であるが，こうした  

デ←夕から、漁磯庄が強すぎることが推察された。   

水生植物帯における魚の影響を明らかにするための予  

備調査として，魚がいない生態園のガマ群落の生物群集  

構造を，5月から毎月調べた。36種の動物種が出現し  

た。ニのなかで，植食者はCわeoJl（フタバカゲロウ）ぐ  

らいで，A扁叩印（コマツモムシ），月e軍erOCOr血（ミズ  

ムシ痛c加αrα（アオモンイトトンポ）など肉食者が圧倒的  

に多く観察された。付着藻類の現存量は1－10gChl．α／m2  

（霞ケ浦の水草帯では10－200mg／m2）と多かった。Lた  

がって．植食者が餌でなく．肉食者により制限されてい  

ることが分かった。この他に極めて多〈生息する－月α化α  

（オクマジャクシ）の密度をマークアンドリカプチエアー  

法で推定した（推定値±SD，12959±1315匹／池）。月α几α  

の胃内容物または糞の顕微鏡観察から，付着藻類より植  

物プランクトンの沈殿物を主な餌としていることが明ら  

かになった。  
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2．6．4関発途上国環境技術共同研究（フィジイ  

ビリティ研究）  

関発上国環境共同研究のありプブに関する調査報告  

（3）（湖沼水質管理計匝‖二おける社会的，技術的制約安  

国等の考察）－  

〔担当者卜地域環境研究グループこ中島興基  

〔期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕途上臥二おける集水域環境管理計画の多くは，  

効果的に実行されていないのが現状である。平成7年度  

においては，前年度調査を踏まえ，ソンクラ湖（タイ）  

並びにラグナ湖（フィリピン）の湖沼水質の環境管理計  

画について，既往の文献及び有識者へのヒアリング調査  

等により1）技術的制約要臥 2）経済欣制約安臥 3）  

政策・組織・制度的制約要因，4）社会的制約宴囚を考  

察した。これらを日本の湖沼（霞ケ†軋 中海・宍道湖）  

の水質管理と比較・検討するとともに，水質環境改善に  

向けた今後の環境技術共同研究の方向性とテーマを検討  

した。  

（1）主たる制約要因  

これらの湖沼に係る計画の推進に関して，次のような  

制約が指摘される：技術的な要因としては，モニタリン  

グシステムが必ずしも確立されておらず，測定されたデー  

タの精度等にも問題がある他，排水処理技術等が十分に  

開発されていないこと。鰹済的要因としては環境保全計  

画の実施にかかわる予算が不足しており．また，分散し  

ていること。組織・制度的要因としては環境アセスメン  

ト，環境基準等が整備されているが，専門の担当機関等  

には，実質的な権限が付与されていないため，公害防止  

等の対策が総合的に推進されないこと。政策面では，環  

境の現状等の把握が十分でなく，環境改善のための総合  

的な施策の実施可能性に疑問があること。社会的制約要  

因としては地元市民に十分に情報公開されていないこと。  

（2）環境技術共同研究の方向性とテーマ   

実行可能かつ効果的な集水域環境管理計画を策定する  

ためには，集水域環境保全施策の実効性，問題点などを  

踏まえて．自然科学的観点のみならず社会科学的観点な  

どの幅広い視野で共同研究の方向性を検討する必要があ  

る。テーマとしては，上記の各要因を踏まえて，例えば，  

データ管理システム，モニタリングシステム，集水域の  

人間活動に伴う土地利用とその変遷が湖沼の水雲削二与え  

る影響などの研究が必要である。  
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2．7 国立機関公害防止等試験研究  

〉‘▼ 
′一、一～一→．．  2．7．1多雪地域におLナる地下水亦汚婆機構の簡  

明及び滴養手法の開発に関する研究  

ー′■Lごではい省が：〉定性的な紆果に｝どどま・づでかる昌＝億量町にG舶こ■一∴‘一1丁   

地下水への要因別窒素供給量を算定するには，脱窒ヤア  

ンモニア権散，さらには他の一般水質項目の挙動特性を   

利用する必要があろう。  

〔担当者〕地域環境研究グループ：平田健正・西川雅高・  

中杉修身  

〔期 間〕平成5～7年度（1993～1995年度）  

〔内 容〕硝酸性窒素の汚染源は農地への過剰な施肥や  

生活排水・エ場排水の地下浸透処理などであるが，本研  

究ではこれらの要因別窒素負荷量を明らかにする。また，  

土地利用特性の地下水質に及ぼす影響を調べるとともに，  

窒素安定同位体比や一般水質項目の統計解析から地下水  

中における硝酸性窒素の起源解明を目的としている。   

本年度は，岐阜県，山形県，沖縄県などに設けた試験  

地の地下水質について，一般水質項目の季節変動調査を  

継続するとともに，窒素安定同位体比∂15Nの計測を行っ  

た。沖縄県宮古島では，一34地点年4回の地下水質の観測  

を継続した。その結果，地下水中の硝酸性窒素について  

し尿を含めた生活排水寄与率の大きい都市域では，∂15N  

は8‰前後の高い値を取り，一方化学肥料の寄与率の大  

きい農地でも6‰の高い値であった。このことは都市域  

では他の流域からの地下水流入による混合，農地ではア  

ンモニア揮敵および脱塞が∂15Nの上昇をもたらしてい  

ると推測された。そこで，マリオッティなどの提案した  

混合と脱窒のモデル計算を行ったところ，おおむね実測  

値と計算値の合致する結果が得られ，地下水中の硝酸性、  

窒素の起源を解析するには，脱窒ヤアンモニア揮敵の効  

果を考慮することが重要であることが分かった。さらに  

山形県試験地では，深度別に地下水が採取できるよう，  

スクリーン位置が地表面下4二6mから43．1mまでの間に  

7本の観測井を建設したい深度別に採取した地下水質や  

♂15Nを計測したところ，硝酸性窒素と硫酸イオン濃度  

は深くなるほど濃度は減少し，これとは逆に∂15Nは増  

加する結果が得られた。このように，浅い地下水質は地  

上での人間活動に影響されていること，また地下水深度  

が深くなると∂15Nは増加するが，5～7‰程度のバッ  

クグラウンド備に漸近していることから，浅い地下水中  

の硝酸性窒素濃度の上昇は，無機化学肥料の溶脱に由来  

すると考えられる。   

以上のように，地下水に含まれる硝酸性窒素の安定同  

位体比は，地下水に窒素を供給する要因別の情報を携え  

2．7．2 地域未利用資源を活用した河川等の生物  

的浄化システム開発に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平・水落元之・  

高木博夫・西村 修  

〔期 間〕平成6～8年度（1994～1996年度）  

〔内 容｝我が国の公共用水域の水質は，環境基準の達  

成率からみても改善は遅々として進んでおらず，そのよ  

うな汚濁湖沼・河川・内湾が全国各地に数多く存在して  

いる状態にある。また一方では，廃棄物排出量の増大に  

よる対策が大きな問題となり，資源リサイクル等を考慮  

した未利用資源の有効活用を促進することが重要視され  

ている。本研究では，水質汚濁の現状，廃棄物排出形態，  

生活様式などが地域依存性に高いことを鑑み，東京都，  

神奈川県，長崎県の地方公設試験研究機関との連携のも  

と，特に地域に特有の未利用資源を活用した水質改善対  

策等を図ることを目的として検討を行っている。   

本年度ほ，地域未利用資源として・の余剰汚泥セラミッ  

クス，コンクリート・タイル等建設廃材，食品産業廃棄  

物などを浄化接触担体に改変し，汚濁水路直接浄化法へ  

の適用性について検討を行ってきた。その結果，セラミッ  

クス状の各種未利用資源担体は，接触ばっ気方式におい  

てBOD20、50mg／Jの低濃度汚濁水に対し約90％の除  

去率が得られ，従来法のプラスチック＿担体とほほ同等の  

．処理性能を有する傾向が確認された。また，セラミック  

ス担体の表面電位としてのゼータ電位は高値を示し，有  

用微生物との定着性の低かったコンクリート，下水汚泥  

セラミックス担体と逆相関の関係にあり．表面電位が有  

用微生物の付着親和性に関与する重要な要因‾となること  

が分かった。さらに，Caを含有するセラミックス状担  

体ではリンの吸着効果が認められたこと，多孔質セラミッ  

クス担体では比表面積の増大によりバイオマスの付着能  

増大効果があったことなどから，未利用資源は適用する  

場を考慮して活用することにより効果的な浄化担体とな  

り，河川浄化に適用できるものと考えられた。  
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〔発 表〕b－25，26，46，70  温，電気伝導度を連続的に測定し，それらの変化量から  

湖沼における一次生産量を予測する手法を確立する。そ  

のため，本年度は，塩分濃度の変化により溶存ガス量が  

変化する汽水湖である潤沼で本法の適用性の検証を目的  

に，現場での予備的な調査を夏場に行った。また，湖上  

で連続測定を行うためのデータ収録システムの開発を行っ  

た。  

‥十和田湖の湖心（水深100rq地点）・l言お㌧？て，4月か  
ら11月まで毎軋 層別に水質，サイズ別クロロフィルα  

量（＜2，2、10，＞10／ノm）およびプランクトン群集  

（細菌，ピコ植物プランクトン，植物プランクトン，動  

物プランクトン）について調べた。クロロフィルα量は，  

4，5月は全層均一に分布し，最大値は5月に認められ  

た（2．4／唱／J）。その後，クロロフィルα量は50m以浅  

の部分に分布した。また，最低値は7月で0．54／∠g／Jで  

あった。ピコシアノバクテリアは，楕円体と棍棒状の形  

態の異なるものが出現し，前者は8月後半から有光層で  

増え始め，10月に最大になった。後者は7月から増え  

始め，8月に最大になった。  

乙7一．3 湖沼での有機物の動態解析手法の開発に  

関する研究  

【担当者〕地域環境研究グループ：福島武彦・於重一夫・  

高村典子  

水土壌圏環境部：今井章雄  

、・∴・i∴、■〔親王㌻間〕，，平成7～9年度（1995∴1997集塵）  

〔内 容）琵琶湖流入21河川（23地点）および湖内2  

地点の上層と下層において，年4回の採水を行い，溶存  

態画分に関して有機炭素（DOC），紫外部吸光度（UV），  

各種樹脂への吸着特性（疎水性親水性，酸性・中性・  

塩基性への分画）等を測定するとともに，100日程度の  

生分解性試験を行った。霞ケ浦や他の湖沼と同様に，  

UV：DOC比は流入河川で高く，湖内で低く．またその  

比は生分解の過程であまり変化しなかった。この結果，  

湖内の難分解性溶存有機物の主たる起源は流域よりも湖  

内ではないかと推察された。  

長い期間連続測定が可能な項目である，DO，pH，水  
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2．8 国立機関原子力試験研究費による研究（原子力利用研究）  

2．8．1微生物における有害化学物質分解・除去  

能の発現機構の解明とその活用に関する研  
・究  

〔担当者〕水土壌圃環境部：矢木修身・内山裕夫・  

冨岡典子・向井 哲・  

服部浩之  

地域環境研究グルー7p：岩崎一弘  

〔期 間〕平成5～9年度（1993～1997年度）  

（内 容〕微生物の持つ有害化学物質分解・除去機能の  

発現に及ぼす環境要凶を明らかにするとともに分解・蓄  

積に関与する酵素及び蛋白の諸性質について検討を加え  

た。（＝1，1，トトリクロロエタン（TCA）を好気的に  

分解する土壌細菌TA5株及びTA27株の分類学的検討  

を加えるとともに，TCAの分解条件及び各種の揮発性  

有機塩棄化合物に対する分解能について検討した。無機  

培地を含むバイアルピン中に炭素源としてエタンを添加  

しTCA濃度の分解に及ぼす影響を調べた。TA5株は50  

ppmの，TA27株は100ppmのTCAの分解が可能であっ  

た。TA5株及びTA27株は，トリクロロエチレン，ジ  

クロロエチレン，クロロホルム等の多〈の揮発性有機塩  

素化合物を分解することができるが，テトラクロロエチ  

レンや四塩化炭素等の炭素骨格がすべてハロゲン基で置  

換された化合物は分解できなかった。（2）放射性及び  

非放射性セシウムを能動的に菌体中に取り込み，濃縮す  

る菌株月んodococcus erッとんropogよ5CS98株のセシウム  

取り込み系の諸性質と既知のカナオン輸送系との比較検  

討を行った。   

CS98株を各条件で培養後集菌し，25℃にて10分間セ  

シウム取り込み反応を行い，セシウム取り込み初速度の  

検討を行った。その結果，CS98株のセシウムの取り込  

みは脱共役剤FCCPによって阻害されること，高濃度の  

カリウム存在下で培養した菌体も高いセシウム取り込み  

能を有し，カリウムの存在はセシウム輸送系の発現を阻  

害しないこと，さらに培養初期から中期の菌体が高いセ  

シウム取り込み活性を有し，培養後期になるとセシウム  

取り込み活性が低下することが明らかになった。且coJよ  

のカ1）ウム輸送系Trk系も脱共役剤FCCPによって阻  

害され，またその発現は高濃度のカリウムの存在によっ  

て阻害されないことが報告されており，CS98株のセシ  

ウム輸送系が′rrk系と類似の特性を持つことが明らか  

となった。  

〔発 表）G－4，5，8，25，g－16，36  

2．8．2 水界生態系由来の気候変動気体の循環機  

構解明に関する基礎的研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：原田茂樹  

水土壌圏環境部：土井妙子・渡辺正孝  

地域環境研究グループ：稲森悠平  

〔期 間〕平成5～9年度（1993～1997年度）  

〔内 容〕地球規模の気候変動に影響を与える気体とし  

て，二酸化炭素とジメチルサルファイドが注tヨを集めて  

いる。前者は温室効果気体であり．後者は大気の熱収支  

に影響を与える気体である。これら2つの気体の消長に  

は，水界生態系における物質循環が大きな影響を与える  

と言われている。そのため，2つの気体を構成する炭素・  

硫黄等の水界生態系内循環を明らかにする必要がある。  

本研究では動物プランクトン・植物プランクトン・バク  

テリアによって構成される水界マイクロコズムシステム  

における物質の形態変化を，安定同位体及び放射性同位  

体トレーサーを用いて解析することを目的としている。  

本年度行った検討内容を以下に示す。（1）粒子態炭素  

の安定同位体比計測について，オンライン法（元素分析  

計と安定同位体マスを直結したシステムによる分析）に  

関する検討を行った。標準物質（アンチピリン）と実サ  

ンプル（クロレラ：国立環境研究所標準試料NO．3）の  

両者に対し，計測値の標準偏差は0．1、0．2であり，オフ  

ライン法（封管燃焼と低温精製を組み合わせた方法）の  

場合（0．05‰）を下回るが，トレーサー実験に供するに  

十分な値であった。また，オンライン法の結果及び他の  

分析横関の結果との比較により，オフライン法の計測値  

の確度の高さが確認された。（2）生産者として緑藻簸・  

藍藻類，捕食者として繊毛虫類・輪虫類，分解者として  

バクテリアの3者によって構成されるマイクロコズムシ  

ステムを構築し，初期から定常状態に至るまでの個体群  

動態を表す数値モデルを構築し，実測値によって検証し  

た。（3）マイクロコズムシステムに放射性炭素を添加  

し，潜存態・粒子態（粒径により3分画）の放射能量を  

計測した。その時間変化から溶春画分を通過するフロー  
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の大きさが示さゴtた。またreplicate実験により，実験  

系内物質循環の再現性の高さが確認された。  

〔発 表〕B－12，13，a－108，110，b－20，23，65  

能を尖っている。この明瞭な違いを利川して，大気中メ  

タンに含まれる放肘性炭素同位体の濃度を測定すること  

により，湿原からの自然発三重二量と，化石燃料からの人為  

発生量との割合を求める。   

西シベリアは重大の自然渥地を擁しているので，その  

中央部であるスルグートと南部でメタンの自然発生量が  

大きい南部のポロトニコポで，いずれも湿原から発生す  

るメタンを採取した。併せて，l燃料として供給されてい  

る天然ガスも採取した。   

東シベ リアは凍土地帯である。地球温暖化により凍土  

が融解し，それに伴い凍土に含まれているメタンが大量  

に大気中に放出され，それが温暖化を促進するという，  

いわゆる正のフィードバックの可能性が指摘されている。  

これを評価する基礎試料として，凍土が融解してできた  

アラースと呼ばれる湖からのメタンを採取した。   

西シベリアの南部のポロトニコポにおいては，ピート  

モス（水苔）の土壌を深さ約2mまで，約20cmlごとに  

採取した。現在その中の有機物の同位体比を測定してい  

る。   

大気の試料については，平成6年度には航空機上にお  

いて冷却した活性炭にメタンを吸着濃縮することを予備  

的に試みたが成功しなかった。平成7年には高圧コンフ  

レツサーでボンベに加圧サンプリングを行ったが，電源  

のトラブルでわずかなサンプルしか採取できなかった。  

こうLた経験から，平成8年に向け大容量の谷菅笠を作成  

し，低圧コンプレッサーで必要な量のサンプルを採取し，  

日本に輸送したのち，実験室で前処理を行うこととし，  

その準備を行っ．た。  

2．8．3 大気汚染物質の生体影響機構の解明と耐  

性植物の作出に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：近藤錘朗・佐治 光・  

中嶋信美・米元純三  

環 境 健 靡 部：青木康展  

生 物 圏 環境 部：久保明弘・青野光子  

〔期 間〕平成6、10年度（1994、1998年度）  

〔内 容〕現在，多くの植物はその生息する環境の急激  

な変化により，生育阻害や枯死などの被害を受けている。  

なかでも二酉変化硫黄，窒素酸化物やオゾンなどの大気汚  

染物質の増加による植物の被害が近年問題になっている。  

植物をこれらのリスクから回避させるには大気汚染物質  

の柄物への影響を明らかにする必要がある。   

大気汚染による植物の可視障害発卿こ柄物の老化ホル  

モンであるエチレンが関与することが示唆されている。  

トマトをオゾンと接触させ，エチレンの発生速度とその  

生合成のキーエンザイムであるACC合成酵素の活性を  

経略的に測定したところ，それらの間にきれいな相関が  

みらゴt，オゾンと接触した植物におけるエチレン発生の  

誘導は，この酵素の活性増加によってもたらされること  

が分かった。また，ACC合成酵素の阻害剤であるAVG  

やエチレンのホルモン作用の阻害剤であるNBDをあら  

かじめトマトの柴に投与するとオゾンによる障害が軽減  

されることが分かり，発生したエチレンが，そのシグナ  

ル伝達経路を通して障害を促進することが明らかとなっ  

た。現在，オゾンで発現が誘導されるACC合成酵素の  

cDNAを単離しつつある。  

〔発 表〕B－78  

2．8．5 環境化学物質に対するバイオエフェクト  

センサーの開発  

〔担当者〕環境健康郡：持立党身・古山昭子・青木麻展■・  

遠IU千春  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔内 容〕これまで，化学物質の環境汚染による生体影  

響の評価は，毒性物質あるいは毒性が予想される物質に  

ついて，存在量の調査および毒性学的検討の手順を踏ん  

で行われて来た。しかし，多〈の化学物質が環境中に拡  

散しその複合汚染が進行している状況では，これまでの  

ブナ法論では必ずしも適切に対処できないことが懸念され  
■1  

ている。これに対処するためには，動物実験に代わって  

環境化学物質の毒性を迅速かつ簡便に評価できる組織同  

2．8．4 西シベリア大低地から発生するメタンの  

起源同定のための計測技術の開発に関する  

研究  

〔担当者〕大気 閲 環境部：井上 元∴馬橋善幸  

遠嶋靡徳  

地球環境研究グループ：町田敏帽  

〔期 間〕平成6、10年度（1994、1998年度）  

（内 容〕自然発生源からのメタンは放射性炭素を多く  

含んでおり，天然ガ・スを起源とするメタンはすでに放射  
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等体，すなわち生体組織から個別に取り出した各種細胞  

を組み合わせ，組織と同等の形質を有する細胞培養系を  

構築し，複合毒性を容易に評価できる系を開発する必要  

がある。   

そこで，本研究では肺胞上皮組織の同等体を構築する  

ために．コラーゲン上でⅡ型肺胞上皮細胞（T2）を培  

養し，形態形成について検討した。T2をコラーゲンゲ  

ル上で培養すると，細胞同士は密着結合で結ばれ 細胞  

上面は徴絨毛で覆われた。また，培養初期にはで2の特  

徴であるラメラ休も形成された。しかし，上皮組織の指  

標となる基底膜は，2週間の培養で認められなかった。  

他方，肺線維芽細胞を包捜したコラーゲンゲル上でT2  

を培養すると，細胞同士は悍】様に密着結合で結ばれ，形  

態はより扁平になり，細胞上面の微絨毛も著しく減少し，  

ラメラ体も消失する等，Ⅰ型肺胞上皮細胞（Tl）の形  

態に変化した。さらに，細胞底面には，基底膜も形成さ  

れた。Tlか＼T2よりも一・般に大気汚染物質に感受性  

が高いことから，毒性評価のための組織同等体としては，  

肺線碓井細胞を包埋したコラーゲンゲル上でで2培養す  

るのが適当であると結論した。  

〔発 表〕E－15，e－58  
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2．9 科学技術振興調整費による研究  

2．9．1総合研究   

（1）新しい植物実験系開発のための基盤技術に関する  

研究   

一環境応答機構解明のための実験系の開発一環境耐性  

解析用実験系の開発と環境耐性機構の解析  

〔担当者〕地域環境研究グループ：近藤矩朗・佐治 光・  

中嶋信実  

生物 圏 環境部：久保明弘・青野光子  

〔期 間〕平成5、7年度（1993～1995年度）  

〔内 容〕大気汚染ガスをはじめ様々な原因によって生  

じる植物の傷害には活性酸素が関与していると考えられ，  

この活性酸素の消去系酵素が植物の生存に重要な役割を  

はたしている可能性がある。そのような酵素の役割を解  

明するため，遺伝子レベルでの研究を行っている。   

耽々は，活性酸素消去系酵素のうち，アスコルビン酸  

ペルオキシダーゼ（APX），グルタチオンレダクターゼ  

（GR），スーパーオキシドジスムターゼ（SOD）につい  

て遺伝子操作を行った。これらの酵素の遺伝子をタバコ  

に導入し，得られた組換え植物について，活性酸素発生  

物質であるパラコート．に対する耐性を調べた。その結果，  

APX遺伝子を導入したタバコでは耐性に変化がみられ  

なかったのに対し，GR及びSOD遺伝子を導入したタ  

バコではパラコート耐性が増加していることが分かった。  

さらにこれらの組換え植物の間での交配により，GRと  

SOD活性がともに高い組換えタバコを作成したところ，  

パラコート耐性が著しく増加していることが分かった。  

したがって，このような手法が植物の環境耐性機構を調  

べる手段として有効であることが示唆された。  

〔発 表〕H－1，8，h－3，4，13  

報を取得のため，本年度は日本における地上気象，高層  

気象観測にかかる実測値により拡散係数，短波・長波放  

射量を算出し，NOAA衛星AVHRR情報と各パラメー  

タをもとにした熱収支解析サブシステムの構築を図った。  

〔発 表〕G－10，11，g22～25  

（3）マイクロ波センサデータ利用等によるリモートセ  

ンシンク高度化のための基盤技術開発   

①リモートセンシングデータの複合利用技術の開発と  

実証一大気センサーデュタの複合利用技術の高度化とオ  

ゾン層変動の解明への適用性実証の研究－  

〔担当者〕地球環境研究グループ：笹野泰弘・鈴木 睦・  

横田達也・中根英昭  

大 気 圏 環境部：杉本伸夫  

〔期 間〕平成7、8年度（1995～1996年度）  

〔内 容〕Al〕EOS搭載の火気センサ（lLAS，RiS，  

IMG，TOMS，poLDER）から得られるオゾン，エアロ  

ゾル等の大気微量成分データを複合的に用いて地球規模  

大気環境動態，特にオゾン層の変動現象を総合的に解明  

するのに必要な基盤技術の開発を目的とする。特に，詳  

細な高度分布が得られるTLASデータは，水平方向の測  

定点が少ないため3次元構造の把握に向かないが，これ  

を複数日の観測データについて，それぞれの観測ポイン  

トの空気塊を（前進及び後退）流跡線解析の手法で，あ  

る特定の日に存在したであろう位置まで流すことにより，  

多数のデータ点数を3次元的に分布させることができる。  

これをもとに，適当な内外挿により3次元的な微量成分  

等の分布構造が構築される。   

本年度においては，この考え方に基づくテストプログ  

ラムの開発を行い，既存の衛星センサーデータを用いて，  

3次元構造の把握を試みた。これまで，気象庁客観解析  

データを利用して，渦度計算，流跡線計算を行い，渦度  

分布パターンの再構築をテスト的に行ってきたが，カバー  

する高度の上限が低く，成層圏の解析にあまり通さない  

ことから，英国気象局のデータを利用することとした。  

このため，英国気象局のアシミレーションデータの入手  

法を調査し，ネットワーク経由でテストデータを入手し  

た。また，計算・出力ルーチンの提供を受け，その利用  

法の検討を開始した。  

（2）創造的研究開発支援のための自己組織型情報ベー  

スシステムの構築に関する研究   

情報ベースとその高度利用に関する研究一地球観測デー  

タによる熱収支情報ペースの構築と利用の研究－  

〔担当者】水土壌国環境部：宇都宮陽二朗・井上隆信・  

恒川篤史  

地球環境研究センター：藤沼康実  

〔期 間〕平成6、7年度（1994～1995年度）  

〔内 容〕日本とその周辺の熱収支解析に必要な基礎惰  
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既存の滑度計算プログラムでは高緯度領域での計算方  

法が適当でないことが判明したので，改善法を検討Lて  

いる。  

〔発 表〕K－8，A－12～14，16、17，a－16～17  

気計測技術の研究  

（担当者〕大気圏環境部二杉本伸夫・松井一部  

〔期 間〕平成5～7年度（1993～1995年度）  

〔内 容〕全開体化レーザーは高効率，高出力でしかも  

小型，軽量．耐環境性を兼ね備えた将来最も有望なレー  

ザー光源として衛星搭載レーザーレーダーなどの開発の  

建となっている技術である。本研究では人二l二衛星などを  

利用した将来の大気環境遠隔計測システムをにらんで，  

全固体化レーザーの特性を最大限に利用する大気遠隔計  

測技術を開発することをねらいとする。ここでは，赤外  

波長可変全固体レーザ「技術に着目し，赤外領域の差分  

吸収レーザーレーダー技術の開発を巨標として選んだ。  

半導体レーザー励起YLFレーザーで励起した3岬l滞の  

光パラメトリック発振器を試作し，特性評価を行った。  

さらに，この光パラメトリック発振器光源とし，舶閃分  

光法を川いてメタンの測定を行うシステムを試作L，実  

験室における評価試験を実施した。  

〔発 表〕f－29，31，43  

（D熱帯地域の環境変動に関する国際共同研究   

熱帯生態系変動の把握方法の開発現存植生分布の変  

動把握手法に関する研究一  

（担当者〕社会環境システム郵：安岡善文・田村正行・  

l圧膨与志樹  

地球環境研究グループ：宮崎忠国  

〔期 間〕平成4、8年度（1992～1997年度）  

（内 容〕熱帯林の減少，砂漠化辛いった地球規模レベ  

ルでの環境閃砥を監視するためには，人工衛星からのリ  

モートセンシングデータの利用が不可欠である。しかし  

ながら，熱帯地域は雲で覆われていることが多く，通常  

の可視・近赤外域の光学センサを利用したリモートセン  

シングのみでは，対象地城の状態を定常的に監視するこ  

とは難Lい。マイクロ波センサは，使用するマイクロ波  

が，波長が長く雲，雨を通して地表面を観測できるため，  

全天候型センサとして期待されており．近年，E－ERSl，  

J－ERSlが相次いで打ち上げられた。   

本研究では，人工衛星E－ERS，J－ERSに搭載されて  

いるマイクロ波センサ（SAR）及び高分解能光学センサ  

（OPS）等を融合利用して熱帯地域における地表面特性，  

特に現存植生の硯況とその変化を把握するための手法の  

開発を行うことを目的とする。平成7年度は以下の成果  

を得た。   

①釧路湿原地区において現存植生，ERS－1，JERS－1  

のSAR画像，及びLANDSAT TM画像を重ね合わせ，  

植生等の地表面特性がSAR画像に及ぼす影響を定量的  

に評価した。   

⑦タイの実験フィールドであるソンクラ，プラチョキ  

リカンにおいてデータ収集実験を行い衛星データおよび  

グランドトルースデータの収集を行った。これらのデー  

タから湿原植生分布を計測する手法を検討した。  

〔発 表〕C－39，41，44，C－18～19  

（5）システムと人間の調和のための人間特性に関する  

基礎的！基盤的研究   

見観の解析・評価のための画像シミュレーション技  

法及びその適用手法に関する研窄  

〔担当者〕社会環境システム部：安岡善文・大井 紘・  

須賀伸介・清水 明・  

青木陽二・近藤美則  

〔期 間〕平成5、7年度（1993、1995年度）  

〔内 容〕都苗の再開発や，大型リゾート開発は地域の  

景観を著しく変化させてしまう場合が多く，地域住民の  

意向を十分考厳した計画の作成が必要である。本研究で  

は開斜こよって変化する景観を住民が的確に評価できる  

ような景観画像を画像処理手法とコンピュータグラフィッ  

クスの技法を川いて作成することである。前年度に引き  

続き，現場写真等による背景画像データの性質を抽出し，  

それをもとに，背景画像に対して臨場感を損なうことの  

ないCG画像を作するシステムの開発を行った。特に本  

年度は，背景画像とCG画像の合成手法の開発を行った。  

（4）極限量子センシンク技術の開発及びその利用のた   

めの基盤技術開発  

1）極限量子センシングのための全問体化レーザー   

技術に関する研究一全固体化レーザーによる極限火  

（6）バイカル湖の湖底泥を用いる長期環境変動の解析   

に関する国際共同研究  

〔担当者〕化 学 環 境 部：河合崇欣・柴田康行・  

田中 敦  
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水土壌圏環境部：高松武次郎  

地球環境研究グループ：功刀正行  

地域環境研究グループ：森田畠敏・相馬悠子  

科学技術特別研究員：南 浩史  

〔期 間〕平成7、11年度（1995～1999年度）  

〔内 容〕バイカル湖の湖底堆積層から1kmの不かく  

乱柱状試料を採取し，過去500万年程度のバイカル湖地  

域の気候や環境の変化を再現する。地球の気候変動に与  

える地衣条件の影響を考察するとともに，ミランコピッ  

チサイクルの検証，生物相変動についても解析する。   

具体的には，以■Fのような研究課題を他省庁研究機関，  

各大学と共同で設定するとともに，ロシア・アメリカ・  

ドイツの研究者との共同研究で総合的な測定・解析を行  

う、。  

1）不かく乱柱状試料の採取及び現場測定   

①掘削地点の選完に関する研究   

（むドリリング   

③物理検層及びガス成分分析   

2）堆積年代決走法に関する研究   

①14C加速器層量分析法による堆積年代決定に関す  

る研究   

②10Be加速器質量分析法による1千万年絶対年  

代決走法の実用化に関する研究   

③古地磁気・岩石磁気年代測定などによる堆積年代  

の高密度測定（実用）   

3）環境情報解読に関する研究   

①堆積物の物性測定による環境変動解析に関する研  

②椎積物中の有機化合物を指標とした環境変動の解  

析に関する研究   

③堆積物中の無機元素変動と環境変化に関する研究   

④生元素安定剛立体自然存在比測定による物質循環  

系の構造解明に関する研究   

4）古生物情報解析に関する研究   

①植生変遷史に関する研究   

②傾物化石花粉の葉緑体DNA分析による植物分子  

系統進化に関する研究   

③水域環境変化と徴化石群集変動に関する研究   

5）バイカル潮流域条刊及び流域条件の変化に関する  

研究   

6）バイカルデータベースに関する研究  

平成7年度は，全域の表層試料の採取，アカデミアリッ  

ジの200m柱状試料の採取・測定を行い，測定法の準イ乱  

プロジェクトの立ち＿l二げを行った。  

〔発 表〕D5～8  

（7）成層圏の変動とその気候に及ぼす影響に関する研  

究   

①成層圏変動の気候への影響に関する解析及びモデル  

を用いた研究一衛星データ等を用いた解析的研究一衛星  

データ等を用いた極渦構造の力学的解析－  

〔担当者〕地球環境研究センター：神沢．博  

地球環境研究グループ：笹野泰弘  

大 気 圏 環 境 部：菅田誠治  

（期 間〕平成7～9年度（1995、1997年度）  

〔内 容〕研究期間全体を通じての目的：成層閤極洞の  

構造，極渦の孤立性の機構を力学的解析によって理解す  

ることを目的とする。極渦の構造は，オゾン，温室効果  

ガス等の分布を決める大きな要繋であり，それらの分布  

は，直接的には放射過程を通して，間接的には，放射過  

程によって規定される成層圏の温度分布，さらには，温  

度と密接な関係がある風の分布を通して，気候へ影響を  

及ぼす。  

研究方法：衛星データ，地上観測データ，客観解析気象  

データを解析する。衛星データについては，空気粒子運  

動のトレーサーとなるCH4，N20等の不活性気体のデー  

タを主に使川する。地上観測データについては，エアロ  

ゾル，オゾン，N20等の鉛直分布データを主に使用す  

る。客観解析気象データについては，トラジ ェクトリー  

解析（含むバックトラジェクトリー），ポテンシャル洞  

度解析．等を行う。また，モデル実験のグループとの緊  

密な研究協力を進める。   

平成7年度に得られた研究成果：以下の2つの作業等  

を完施し，予備的解析を行った。  

（1）データセットの収集：以‾卜のデータ等を収集し，  

データ読みとり，データのプロット等を行った。衛屋デー  

タ：UARS／HALOE，MLS，CLAES，ISAMS：1991年9  

月～1994年9月。客観解析気象データ：UKMO，  

NMC：1991年9月～1994年9月。（2）解析ソフトウェ  

アの開発：榛渦構造の力学的解析処理アルゴリズム（ポ  

テンシャル渦度解析，トラジェクトリー解析）を検討L，  

プロトタイプモデルを作成した。予備的解析の概要は以  

‾ドのとおり。①UARSデータCD－ROMsを読み，空気  

粒子運動のトレーサーとなるCt！4，N30等の梅城デー吏  
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の月平均値プロットを行い，データの質が良いことを確  

かめた。②トラジェクトリー解析を，観測データに適用  

する前の準備を兼ねて，CCSR－N工ES大気大循環モデル  

積分結果のうち．北半球冬の成層圏データに通用し，極  

渦の安定している時期と，極渦が壊れて夏の循環へと移  

行する最終突然昇温の時期とを比較すると，後者の場合  

に，空気粒子の混合が激しいことを確かめた。  

〔発 表〕Ⅰ－2，ト5，6   

〔担当者〕化学環境部：横内陽子  

〔期 間〕平成7、9年度（1995～1997年度）  

〔内 容〕臭化メチル等の高感度測定法としてポラブロッ  

トQを濃縮トラップと分析力ラムに用いたキヤピラリー  

トラップ／GC／MS法，及びテナックスTAによる低温濃  

縮とキヤビラリーGC／MSを組み合わせた方法について  

検討した。両者とも良好な感度と再現性を示した。前者  

はキャニスターからのサンプリング流速に制約があるが，  

大量の液体窒素を必要としない利点がある。また，キャ  

ニスターに捕集した大気中ハロカーボン類を安定に保存  

するためのキャニスター洗浄法を確立するため，真空排  

気一窒素置換一加湿システムを導入し，必要な動作試験  

を行った。現在，低濃度標準ガス（臭化メチル，ヨウ化  

メチル，塩化メチル各100ppt）および環境大気試鱒を  

用いてキャニスターサンプルの中長期保存試験を進めて  

いる。  

〔発 表〕d－39，40  

②オゾンに関わる光化学基本モデルの開発  

〔担当者】地球環境研究グループ：秋吉英治  

〔期 間〕平成7～9年度（1995～1997年度）  

〔内 容〕鉛直1次元光化学一放射結合モデルの開発及  

び改良を行った。モデル中の光化学過程に昼夜の区別を  

つけ，昼と夜とでそれぞれ，大気微量成分の妥当な値が  

得られることを確認した。また ClONO2とN205に関  

する2種類の硫酸エアロゾル上での不均一反応過程をモ  

デルに導入した。不均一一反応過程導入のために，光化学  

ファミリーの再編成も行った。   

開発したモデルの妥当性の■チェックも兼ねて，3つの  

予備的な数値実験を行った。以下に簡単に結果を示す。  

1）成層圏下部の鉛直渦拡散係数を半分程度に小さくす  

ると，成層圏上部のメタン量が初期の量の25～15％に  

減少した。2）全高度で，二酸化炭素量を倍増させたと  

ころ，これまでにない長いタイムスケールのオゾン変動  

が得られ，それは放射と光化学の結合過程により引き起  

こされることが分かった。3）不均一反応を導入したモ  

デルで成層圏エアロゾルを増加させると，ClONO2や  

N205の減少，HNO8の増加が見られ，また，NOxや  

ClOxの中には，その変化が気相反応だけを考慮したと  

きの変化とは全く道になるものもあった。   

光化学結合3次元モデ）L／の開発を開始した。CCSR／  

NIES GCMに，純酸素光化学反応，メタン，亜酸イヒニ  

窒素の導入を行い，オゾン全量の季節変動の安当なグロー  

バル分布を得た。これらの光化学過程は，GCM内の温  

度や紫外，可視光量（放射過程）と直接相互作用するよ  

うに導入された。今後，HOx，NOx，CユOxに関する光  

化学過程を順次導入していく予定である。  

【発 表〕a－3，4   

（8）アジア地域の微生物研究ネットワークに関する研  

究   

①有毒微細藻類とそれらの増殖制御技術の開発  

〔担当者〕化学環境部：彼谷邦光・佐野友春  

生物圏環境部：渡遼 信・広木幹也  

〔期 間〕平成7～9年度（1995～1997年度）  

〔内 容〕富栄養化の進んでいるアジアの湖沼では，近  

い将来有毒微細藻類による健康被害が社会問題化する可  

能性が高い。特に，熱帯，亜熱帯特有の有毒微細藻類が  

異常発生することが危倶されているが，これらの地域に  

おける有毒微細藻類についての資料はほとんどない。本  

研究では，熱帯，亜熱帯を含むアジアの有毒微細藻類の  

諸性質とそれらの生産する有毒物質の化学的性質につい  

ての知識を蓄積し．有毒微細藻類の異常発生の予測や予  

防の基礎資料とすること及び有毒微細藻類の増殖を制御  

する微生物を探索することを目的とする。   

本年度は中国およびタイで異常発生している徴用藻類  

を採集し，それらの種の同定と培養条件の検討を行い，  

それらの有毒物質の検索を行った。中国の武漠および上  

海近くの大潮および昆明近郊の憤池で異常発生している  

微細藻類を採集した。武漢の試料の主要藻類はラン藻の  

〟よcrocッ5£よsαenJg∠几OSαで，有毒成分として数種類のミ  

クロシスナン同族体を含んでいた。・太湖の試料はラン藻  

の〟∫crocッs壬よぶひe5肌占e曙i∠が主要藻類であり，その毒  

③成層圏オゾンに影響を及ぼす臭化メチル等の発生起  

源に関する研究  
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繋はミクロシステンLRであることをMSおよびNMR  

で明らかにした。憤他の試料は財．αen喀よ花OSαが優占種  

のものとApゐα托よヱOme托0花仲s－αq比αeが優占種のものが  

確認された。バンコク市内で採集した試料は〟．uよ「よdよ5  

が優占種で，その主要毒素はミクロシスナンRRであっ  

た。  

〔発 表〕D－2，3，9，11，H－23，d－4，8，h－20，27，29  

社会環境システム部：清水 明  

〔期 間】平成7～9年度（1995、1997年度）  

〔内 容】アジア地域では微細藻鯖の利用あるいは微細  

藻類による環境汚染問題解決に対するニーズは非常に高  

いことから，微細藻類のカルチャーコレクションの構築  

及び整備は非常に重要視されているが，分類とリンクさ  

せずに系統保存されている例が多く，付随する情報も未  

整備のままにある。本研究では，分離培養された微細藻  

類の適切な保存法の開発，微細藻類培養株のデータベー  

スの構築とその管理法の開発，微細渾類特定データ解析  

システムの構築を行うことを目的とする。   

本年度の研究の結果．ラン藻類〟icrocッs£Zβαemgよ几OSα  

は3％DMSO溶液を凍害防御物質として使用し，二段  

階凍結法で凍結することで，50％以上の生存率で8年間  

凍結保存されることが判明した。その間の生存率の変化  

ほない。さらに，国立環境研究所で開発した微細藻類培  

養株のデータベース及び株管理のシステムであるMCC  

システムを中国科学院水生生物研究所のコンピュータに  

セットすることができた。このことにより．当研究所の  

保存株の基本データ及び保存業務のコンピュータ管理が  

可能となった。また，アジア諸国のカルチャーコレクショ  

ンのキュレーダー会議を開催し，各国のカルチャーコレ  

クションの状況等について意見交換を行った。  

（発 表〕H－1亭．20，h－31  

（診微細藻類の系統分類額的研究及び種の多様性の解析  

〔担当者〕生物圏環境部：渡逓 信・広木幹也・  

張 暁明・野崎久義  

化学環境部：彼谷邦光・佐野友春  

〔期 間〕平成7～9年度（1995～1997年度）  

t内 容〕アジア地域には多種多様な微細藻類が生息し  

ていると推定さゴt，生物地理学上日本の微細藻類多様性  

と密接に関連している。本研究では，中乱 タイにおけ  

る湖沼にプランクトンとして生息する微細藻類種の多様  

性を解明するとともに，それらの形態・生理生化学的特  

性に基づく新たな分類の同定システムを構築し，分子系  

統学的解析を行う。   

本年度は，中国武漢の養魚池，昆明の憤池及びバンコ  

ク市内の家鴨池で発生している微細藻類のブルームを採  

集し，一部日本へ持ち帰り分離培養を行った。同定標本  

の観察により．財よcrocッs亡gsαerugよ花05α，〟．uよ「よdよs，〟．  

∽eS肌占erぎょよ，A几αわαe几α／わs一明uαe．05Cよ〃α壬OrよαqgαdよZ．  

Ap力α花王zome几071／gos一αq〟αeと同定できるラン藻類が確  

認できた。タイのサンプルの中に，ガス胞を有し，糸状  

態直径が太い05CfJ加orよαが存在していたが，この種は  

末記載のものである。また，無色のベン毛藻類が多数存  

在しており，いくつかの種についてラン藻類を餌にして  

培養することができた。そのうち一つは』uJαCOmO几αぶ  

属に所属するものであることが判明した。A㍑払como71α5  

は緑藻類オオヒゲマワリ日に属する藻類とされているが，  

ミトコンドリアが管状でないことから，所属不明の種と  

されている。この種が世界ではじめて培養できたことで，  

分類学的位置づけが明確にできると期待される。  

〔発 表〕H－16～18．21～23，h－27，31  

2．9．2 国際流動基礎研究（省際基礎研究）  

（1）環境保全に対応した陸上移動媒体（エコビークル）  

に関する基礎研究  

【担当者〕地域環境研究グループ：清水 浩・森口祐一  

【期 間〕平成6～8年度（1994～1996年度）  

〔内 容〕本研究は車社会が抱える環境，エネルギー，  

事故．渋滞の4一っの問題を抜本的に解決することを目的‾  

とした総合的な取り組みのうちの基礎的研究を行う。本  

研究では4つの目標を達成するための手段と．して，（1）  

新技術を盛り込んだ電気自動車技術を主体とし，（2）  

これに太陽電池による充電の補助機能を持たせ，（3）  

車体を小型化するという概念を盛り込んだ車輌を開発す  

る。さらに（4）センサー技術を駆使して車に衝突防止  

機能を付加することと，（5）渋滞をより良く解消する  

ために道路を多層構造で利用するマルチデッキという技  

術について基礎研究を行う。   

本研究における最も重要な課題はエコビークルの基本  

③微細藻類の系統保存体削の整備と保存ネットワークの  

構築  

〔担当者〕生物 圏 環境 部二広木幹也・濾過 信・  

野崎久義  
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車輌の開発である。本研究の特徴は新しい駆動システム，  

新しいフレーム（バッテリービルトイン式フレーム構造），  

新しい電池管理技術の採用により高性能化・高楼維化を  

図る。超小型でありながら安全性が高い，動力性能が高  

い，乗員一一人分の空間は十分に広いという3つの要素を  

兼ね備えており，かつ，極めて省エネルギー性の高い車  

を実現することである。   

平成8年度は本車輌の試作を行った。また，新しいセ  

ンサーの評価を行った。さらにマルチデッキについては  

基本設計を完了した。  

8年3月，1．5Mbpsの専用回線へと，3倍に増強した。   

また，大容量デ⊥夕の伝送を行う試みとLて，データ  

圧縮装置（ハードウェア）による2手勘考間のファイル転  

送を行った結果，テキストデータでは，約36％の圧縮  

効果が見られたほか，64Kbps及び512Kbpsの2つの回  

線速度において，朝，昼，夕の3回測定を行った結果は，  

高速回線の下で，5、6倍の速度向上が認められ，回線  

増強の効果が得られた。  

（2）物質関連データ（生体影響，食品成乳表面分析）  

のデータベース化に関する調査研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：中杉修身・白石克明・  

米元維三・曽根秀子・  

、花里孝幸  

環 境 健 腑 部：小野雅司  

〔期 間〕平成6～10年度（1994～1998年度）  

〔内 容）化学物質の環境リスクを的確に評価するた．め  

には，化学物質の物理化学的性状や毒性等に係るデータ  

が不可欠である。しかし，数多い化学物質について多く  

のデータを収集・整備することは容易ではなく，これら  

の情報を必要とする国や地方自治体が共同してデータベー  

スの維持管理を行うことが求められる。本研究は，国や  

地方自治体の機関が共同してデ」夕べースを維持管理し  

ていくシステムを構築することを日航としている。   

本年度は，地方自治体と協力してデータベースの維持  

及び利用を図っていくシステムを構築するため，神奈川  

県を例にとり．前年度既存のデータベースを移植して作  

成した基礎データベースと神奈川県が所有する化学物質  

データベースをインターネットで結び，相互に利用でき  

るようにした。   

また，前年度作成した概念設計に基づき，既存の暴露  

量評価・リスク算定モデルに以上のデータベースから化  

学物質の物理化学的性状や毒性などのデータを取り込む  

システムを試作した。  

2．9．3 省際ネットワーク  

（1）省際ネットワークの整備・運用に係る基盤技術調  

査研究   

一大谷墓数値データ等の伝送に適した省際ネットワー  

ク経路制御方式の研究－  

〔担当者〕環境情報センター：阿部重信・波多野実・  

萩原理之  

〔期 間〕平成6、8年度（1994～1996年度）  

〔内 容〕環境観測測定データ，シミュレーションデー  

タ等の機関内に蓄積された多数の大規模な研究データに  

ついて、その性質に応じて省際ネットワーク上で高速か  

つ効率的に伝送させるとともに，スーパーコンピュータ  

等の情報基盤設備を省際ネットワークを介して有効活用  

できるように，経路制御，データ・情報機器アクセス管  

理等の基礎的利川技術を確立する。   

本年度は，大容量データを取り扱うために，サーバの  

磁気ディスクを増設し，他機関との接続試験等のため，  

回線接続機器による接続試験，大容量の研究情報に係る  

コンビュ⊥タネットワーク上で利用しやすい提供システ  

ムの構築，効果的なデータの圧縮技術の検討，セキュリ  

ティ対策の検討を行うなど．基礎調査研究を実施した。   

国立環境研究所ネットワークを，サービスネットワー  

ク．プライベートネットワーク及びインサイドネットワー  

ク分けるほか，基幹ネットワークとしてATMスイッチ  

ングハブを導入し，所内ネットワークの体系的整理を行  

い，ネットワークの効率的な運用を実現するとともに，  

ファイアウォールを導入し，ネットワークセキュリティ  

の向上を図った。さらに．データベース管理システムを  

搭載した情報発信サーバを新たに導入し，既存のWWW  

サーバとリンクし，検索可能なデータベースを構築した。  

なお，前年度に接続した512Kbpsの専用回線を，平成  

2．9．4 重点基礎研究  

（1）生物起源テルペン放出量とその変動特性の計測と  

評価に関する研究  

〔担当者〕化学環項部：横内陽子・藤井敏博  

大気圏環項部：鵜野イ升津志  

〔期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕森林から大気中に放出されるテルペン類は大  
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気中の一酸化炭素，オゾン及びOHラジカルの存在量を  

左右するため，対流圏化学全般の問題と閲條が深く，そ  

の放出量を正確に把握することが求められている。前年  

度開発したコンディショナルサンプラーをテルペンブラッ  

クスの直接測定に応用するため，以下の研究を実施した。  

1）テルペン類の簡易測定法の開発：ディーンズスイッ  

チを用いたマルチディメンジョンGC法によって，冷去l」  

剤を用いないイソプレン，モノテルペンの同時分析条件  

を確立した。2）高速応答コンディショナルサンプラー  

の製作：高速応答のバルブと流量制御システムの採川に  

より，上下サンプラーの切り替え時間の遅れはほとんど  

雛視できる程度に，また，急激な風速変化に対応する流  

速制御の遅れは0．3秒以内に抑えることができた。  

3）森林からのテルペンフラツクスの観測：1995年8  

月初旬にカナダ・バンクーバーの森林（ダグラスファー）  

内でコンディショナルサンプラーを用いたEA（エディー・  

アキエミュレーション）法によるフラツクス測定を実施  

した。異常低温のため測定されたテルペンブラックスは  

数10／∠g／m2・h以下であったが，EA法による最初の観測  

データとなった。  

〔発 表〕d－42  

検出法に適していると考えられる。従って光イオン化法  

で不足の部分をカバーするために本研究開発は重要であ  

る。   

本研究年度においては以下のことが実行された。  

1）希ガスの■鳥励起リドベリー原子生成装置を製作した。  

2）リドベリー原子とラジカルや分子が衝突する負イオ   

ン化室を製作した。  

3）負イオン検出器（チャンネルトロンとコンバーター   

法）を製作した。  

4）上記の装置を質量分漸計に組込んだ。  

5）電子親和力の大きい分子（CF4，SF6）で性能試験を   

行った。  

6）NO。ラジカルの検出を試みた。  

まず，アルゴンを用い電子衝撃法で高励起リドベリー原  

子を生成し，同時に生成するイオンは電場により取除き，  

リドベリー原子のみを衝突室に導入した。負イオン検出  

はチャンネルトロンとコンバーター法の双方を試験した。  

衝突室にSF6を流し，負イオンを生成し四重極マスフィ  

ルタで質量選別した後，負イオン検出した。検証はチャ  

ンネルトロンよりコンバーター法の方が優れていること  

が判明した。SF6の場合，ほぼ光イオン化法と同程度の  

感度が行られた。03＋NOで生成したNO3の負イオン検  

出も成功した。  （2）電子付着負イオン質量分析法の開発とラジカル反  

応への応用に関する研究  

〔担当者〕大気圏環境部：今村隆史・猪俣 敏・  

奥貰幸夫・古林 仁  

〔期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕光イオン化法で検出しにくいフリーラジカル  

の新しい検川法として，希ガスの高励起リドベリー原子  

との衝突によるフリーラジカルの電子付着負イオン化を  

利用した質量分斬計を開発し，フリーラジカルの検出と．  

ラジカル反応の反応連隊酢迫こ利川する試みを行った。  

光イオン化法はイオン化電圧の低いフリーラジカルの正  

イオンによる桧山に適した方法で，これまで当研究所で  

多くのフリーラジカルの検J1と反応の研究に用いられて  

きた。しかしいくつかの種類のフリーラジ カル（例えば  

RO2，RO，NO3，ClO，ClO2など）は必ずしも光イオン化  

法が有利でなく，その理由はイオン化電圧が高くフラ グ  

メンテーションを起こしやす〈，正イオン化効率もあま  

り大きくないことが分かった。⊥．記の光イオン化法で検  

出しにくいラジカルはおしなべて電子親和力の大きいラ  

ジカルであることから，電子付着法を利川した負イオン  

（3）環境中の毒性化学物質を積出するための遺伝子導  

入動物の開発  

〔担当者〕環 境 健 康部：青木廉廉・松本 理・  

煤塵雅彦・国本 学・  

遠山千春  

地域環境研究グループ：曽根秀子  

〔期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕環境中の変異原物質を検出するための動物を  

開発することを目的とLて，ゼブラフィッシュの受精卵  

にモニター遺伝子（大腸菌に抗生物質・ストレプトマイ  

シンヘの感受性を付与する遺伝子）のDNAを注入し，  

モニター遺伝子が導入された成魚を作出した。これらの  

成魚の中からのすべての細胞にモニター遺伝子DNAが  

導入された個体（遺伝子導人魚）を選抜した。最大40  

偶のモニター遺伝子が染色体DNA上に導入されていた。  

さらに，魚の臓器からモニター遺伝子DNAを抽出し，  

大腸菌に効率よ〈このDNAをいれ戻す手法を確立した。  

今後，系の矢川性を高めてい〈必要が卒る。また，変異  
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原物質を検出するためのモニター遺伝子として大腸菌の  

LacI遺伝子を導入したラットを利用して，発がんに伴  

う突然変異の発生を検出する手法の検討も進めた。   

環境汚染物質の暴露による酸化ストレスの影響を明  

らかにするために，細胞内での重金属結合タンパク質で  

あり，かつ活性酸素種を消去するタンパク質の一・つであ  

るメタロチオネイン（MT）の遺伝子を遺伝子工学の手  

法を用いて欠損させたマウス（MTノックアウトマウス）  

の利用を進めた。MTノックアウトマウスに種々の化学  

物質を投与したところ；このマウスは水銀，カドミウム  

などの金属ばかりでな〈，活性酸素種を発生することが  

知られる化合物であるパラコートに対しても感受性を示  

した。  

〔発 表〕e－5，6，36，46，48，49  

例のないレインアウトに関する直接的データが得られ、  

本研究で開発した測定法が，酸性雨の生成など雲や霧の  

関与する化学過程を調べる上できわめて有用であること  

が明らかとなった。  

〔発 表〕F－19，ト59，60  

2．9．5 個別重要国際共同研究   

（・1）先端産業の発展に伴う金属化合物暴露の健康り・ヌ  

ク評価に関する研究  

〔担当者〕環 境 健 廉 部：青木廉展・国本 学  

地域環境研究グループ：平野靖史郎  

〔期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕金属化合物による生体影響の指標を動物への  

投与，あるいは細胞への暴露の後，検索した。超伝導体  

などのハイテク産業に使われているイットリウムの暴露  

指標の検索を行った。ラットにイットリウムを静脈内あ  

るいは経気道的し，イットリウムの組織内分布を調べる  

とともに，血清と気管支肺胞沈澱液中の生化卓的指標の  

変化を測定した。静脈内に投与したイットリウムは，血  

清鉄結合タンパク質であるトランスフェリンに結合して  

おり．トランスフェリンがイットリウム暴露の指標とし  

て有用であると考えられる。リ方，経気道暴露したイッ  

トリウムは肺基底膜のほか，マクロファージに局在し，  

肺からのクリアランスが著しく遅いことが分かった。イッ  

トリウムに暴露したマクロファージの細胞内変化を調べ  

ることにより，特異的かつ鋭敏なイットリウムの経気道  

的暴露指標が明らかになるものと期待される。また，半  

導体への利用が急増しているガリウムとヒ素を初代培養  

した腎尿細管上皮細胞に暴露したところ，90Kおよび  

70Kの熟ショックタンパク質が誘導された。これらのタ  

ンパク質もガリウムとヒ素の暴露のよい指標となること  

が期待された。   

さらに，水銀化合物の培養細胞系，特に脳神経系細胞  

での毒性発現のマーカーとなりうるタンパク質の検索を  

試みた。ラット新生仔の小脳より調整した初代培養細胞  

は神経細胞と星状膠細胞からなっているが，有機水銀化  

合物への曝露により，micro－mOlar以下の濃度で48時  

間処理することにより，神経細胞に特異的に発現してい  

る脳アンキリンが選択的に減少し，同時に星状膠細胞に  

特異的に発現しているglialfibrillary acidic protein  

が増加Lていることが明らかになり，両タンパク質が毒  

性発現のマーカーとなりうる可能性が示唆された。  

（4）実スケール人工雲を利用した雲粒径および雲水量  

の測定手法の開発  

（担当者〕大気圏環境部：福山 力・内山政弘  

【期 間）平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕まず，本研究に先立って平成7年4月に岩手  

県釜石鉱山日峰中央立坑において行った人工雪生成実験  

の結果を跨まえて，従来用いていたプロトタイプ熱線式  

水滴径測定装置のデータ取り込み部分のAD変換を高速  

化し，さらに乱流に由来する不規則バックグラウンドを  

自動的に評価して信号を抽出，水滴径を導く処理プログ  

ラムを新たに開発した。その結果，時間分解能を12分  

から3分へ，サンプリング効率を0．005から0，033に向  

上させることができた。ついで平成7年10月および8  

年3月に上記と同じ場所で，改良した装置による試験観  

測を行った。これらの実験では立坑上部において水滴径  

測定装置を稼働して雲粒径を測定し，予定通りの時間分  

解能で水滴径分布の変化を追跡することができた。さら  

に．センサーに吸引する風速から計算したストークス数  

に基づいて水滴検出効率を求め，霞粒個数濃度を雲水量  

に変換Lたところ妥当な値が得られ，今後重量法などに  

よってより正確な検出効率の検定を行えば，ここで用い  

た装置が雲水量の実時間測定にも応用できることが明ら  

かになった。また，坑底で二酸化硫黄を約1J／分 で放  

出し，雲底下の雲のない部分と立坑最上部の雲頂に相当  

する部分において，二酸化硫黄と硫酸塩粒子の濃度，さ  

らに後者においては雲水中の硫黄含量も測定し，雲粒径，  

雲水量のデータと合わせることによりこれまでほとんど  
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なお本研究費を活用して，国立環境研究所国際シンポ  

ジウム「ContemporaryIssueinHeavyMetalRelated  

′110Ⅹicology」を開催した。  

、〔発 表〕B－92，e－20～23  

フォローアップ研究が重要との結論が得られた。  

〔発 表〕B－1  

（3）メタン酸化細菌の分子生物学およぴその生態学的  

側面  

〔担当者〕水土壌圏環境部：内山裕夫・矢木修身・  

冨岡典子  

地域環境研究グループニ岩崎一弘  

〔期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕揮発性有機塩素化合物による土壌・地下水汚  

染を微生物を用いて浄化する新技術（バイオレメディエー  

ション）が注目されているが．有効且つ安全な技術とす  

るためには分解能の向上化及び分解菌の挙動を明らかに  

することが重要である。このため本研究では，メタン酸  

化細菌の有機塩素化合物分解酵素遺伝子を英国ウォーリッ  

ク大学と共同で解析し，分解菌の検出法の開発を行った。   

メタン酸化細菌八東tれッわcッstis sp，M（M株）から分  

解酵素遺伝子であるメタンモノオキシゲナーゼ（MMO）  

遺伝子を，イギリス側が開発したブロープを用いて単離  

することができた。当遺伝子は6Kb以上と長いため，  

相手側と分担してシーケンシングを行った結果，全塩基  

配列を明らかにすることができた。当遺伝子はmmoX，  

mmoY，mmOZ，mmOB．およびmmoCの5つの遺伝子  

で構成されたクラスター構造を取り，それぞれ順に  

MMOのヒドロキシラーゼのα，β，γサブユニツト  

調整タンパク，およびレダクターゼをコードし，さらに，  

機能不明のorry遺伝子の存在を認めた。一次構造解析  

の結果，特徴的な活性中心部位や他の生物種との相同性．  

を明らかにし．また，大腸菌での形質発現も試みたが分  

解活性は認められなかったが，発現化のために解決すべ  

く課題を明確にし得た。   

次いで，環境中に生息する多くのメタン酸化細菌の中  

からM株のみを特異的に検出するために、PCR法の応  

用を試みた。メタンモノオキシゲナーゼ遺伝子の塩基配  

列情報から，M株のDNAのみを特異的に増幅させる  

PCR用プライマーの組み合わせを検索し，2組のセッ  

トを化学合成した。M株の培養菌体に対して，上記のプ  

ライマーを用いてPCRを行い，目的のDNAが増幅す  

ることを確認でき，有効な検出法であることが判明した。  

〔発 表〕g－16，19，20  

（2）農薬汚染による健康影響指標の開発に関する日中  

共同研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：安藤 満・山元昭二  

平野婚史郎  

環 境 健 康 部：田村憲治  

〔期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕農村環境による住民の健康影響指標の開発に  

関する国際共同研究のためには，中国側研究者と共同で  

中国の実状にあった影響の調査方式を開発する研究が必  

要である。既に日本においては農村環境による健康影響  

指標のため健廉調査票を完成し健靡調査を実施してきて  

いる。中国においても独自に健喪影響の調査方式を採用  

しており，両者の調査票を日中共同で検討し，健康影響  

指標として最適な調査方式を確立し，中国農村環境に由  

来する健康影響を把握する方式を完成する必要がある。  

この国際共同研究により．農村環境と健康障害の関係を  

予測し，アジア地域農村環境の住民集団への総合的影響  

の指針となる基礎を日中共同で確立することができる。   

農村環境に由来する健康影響を把握することは，膨大  

な人口を抱えるアジア農村住民の健康維持増進のため重  

要である。8億の農村人口を抱える中国農村においては，  

市場経済の進行に伴い農薬汚染と環境汚染が進行してい  

る。この研究においては，中国の農薬汚染と環境汚染の  

実態と，それに伴う健康影響指標について検討するため，  

暴露による健康障害について日中共同調査を行った。   

中国における主な農薬汚染は，有機リン剤やカーバメ  

イト剤等の殺虫剤が，90％以上を占めていた。日本と異  

なり農薬散布は手動散布器を用い，農薬暴露防止用衣服  

や手袋，吸入防止用マスクの着用は行われていない。こ  

のため著しい農薬暴露と，劇症の農薬中毒が発生してい  

た。←汚染による健靡影響指標としては，アセチルコリン  

エステラーゼおよびプチリルコリンエステラーゼ活性の  

低下が顕著であり，劇症の農薬中毒者においては，酸素  

吸入とコリン作動性神経の遮断剤の投与がなされていた。  

農薬散布作業中の農薬中毒の発生頻度は，日本の農村に  

比べ6倍を超える高頻度である。この研究によって実施  

された日中共同の合同セミナーにおいて，今後の系統的  

－141－   



（4）ジュゴン甲牙を用いた地球環境変動の解明に関す  

る研究  

〔担 当〕化 学 環 境 部：柴出康行・蘭lトl春彦・  

米田 横・吉永 淳  

地域環境研究グループ：森田晶敏  

〔期 間〕平成7年鹿  

〔内 容〕ジュゴンはアマモなどの海草（Sea grass）  

を主食とする長寿命の海洋哺乳動物で，一生伸び続ける  

長い牙を有している。牙は年輪様の構造を有しており，  

その一層一層にその時々の周辺環境を反映して輿なった  

芸と，比率の微量元集あるいは同位体を蓄積している。こ  

れらは過去の環境変化を明らかにする上で重要な因子と  

考えられ，これらの情報をうまく引き出して環境変化の  

歴史を明らかにする手法の開発，確立が求められる。   

ジュゴンの牙試料の年端毎の分析から，微量重金屑の  

巾に，酉オーストラリア川西南部の港町フリーマントル  

の海水面の高さ変化と高い相関を持って変動する元繋が  

見つかった。フリーマントルの海水面は，沖合を流れる  

ルーウイン海流の強弱に左右されること，ルーウイン海  

流はエルニーニョに影響されていることが明らかになり  

つつある。この元素濃度の増減は，恐らくエルニーニョ  

によるルーウイン海流の変化＝＞深海からの湧昇流の変  

化＝＞低層水に多い重金属濃度の表層における変化＝＞  

餌経由でのジュゴン牙への蓄積量の変化，という道筋を  

たど？てきたものと考えられ エルニーニョ現象の出現  

の歴史を反映している可能性が高い。その点を確かめる  

目的で，ジュゴンの牙試料をさらに入手するとともに，  

生息地に近い珊瑚礁で，2mに及ぶサンゴコアを採取  

した。現在これらの試料の分析作業を進めている。  

高度簡届的な嫌気好気生物膜を組み込んだ処理法により  

処理水再利用の可能な中水道プロセスの開発研究を行う  

こととしている。両国はお互いの連携のFで役割分担し  

て共同研究を推進し，開発途上匝lの剛削二合う高度バイ  

オエンジニアリングプロセスを組み込んだ有用微生物・  

股分離排水再利用システムの確立のための開発を行って  

いる。   

円本例の高性能中空糸膜と省エネルギー運転技術と中  

国側の高度簡易的な嫌気好気址物膜法との組み込んだプ  

ロセスにより得られた成果は以下に示すとおりである。  

1）水道水宅引こ近い高度処理水が長期間安定して得ら  

れた。2）生物反応槽のMl」SSを約16，000mg／L以上に  

保持でき効率的な高度処理を行うことができた。3）余  

剰汚泥の引き抜きは1、数カ月に1恒】の対応で可能なこ  

とが分かった。4）吸引武運転方法はクロスフロー式と  

比べ，電気代約十分の一一以下で省エネルギー的であるこ  

とが分かった。5）逆洗，薬灘を行わずに膜の巨】詰まり  

が発生せず，長期間安定したrluxの保持可能なことが  

分かった。…すなわち本国際共同研究により，開発途上国  

の断割二合う高度有用微生物・膜分離排水再利用システ  

ムの確立に必要とされる基礎的知見が得られた。  

〔発 表〕B－20，29．b－18  

2二9．6 生活・地域流動研究  

（1）白山山系における高山植物の多様性の解明と生物  

工学的手法を用いた遺伝子資源の保全法の確立に関  

する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ0：近藤粒朗・中嶋信実  

地球環境研究センター：藤沼靡実  

〔期 間ブ平成5、7年年度（1993、1995年度）  

【内 容〕ストレス耐性植物を作製するための基礎とし  

て，紫外線，乾燥，低温等の環境ストレスに耐性の柄物  

柿を選抜することを目的として研究を進めた。前年度は  

白山の標高の異なる地域に生育しているアキノキリンソ  

ウの紫外線によるDNA推＝纂の比較を試みた。本年度は  

さらにクロユリ、イタドリについて検討したが，標高と  

DNA損傷産物の蓄積とのぁいだに－▲プ己の関係は見いだ  

せなかった。野生植物を川いる場合には，生育環境ヤ採  

取する時間などによって結果が異なる可能性がある。そ  

こで，標高の異なる地点から採取したアキノキリンソウ  

の種子から温室で柄物を栽培し，これに紫外線（UV－B）  

を月別寸して，DNA椙傷産物であるシクロブタン塑ピリ  

（5）高度バイオエンジニアリングプロセスを組み込ん  

だ有用微生物・膜分離排水再利用システムの浄化機  

構と生物．物理，化学的因子解明に関する基礎的研  

究  

〔担当者ブ地域環境研究グループ：稲森悠平・水落元之  

〔期 間〕平成7年度（1995年度）  

（内 容〕本共同研究においては，日本側は，これまで  

実施Lてきた高濃度嫌気好気活性汚泥・吸引式中空糸膜  

法高圧処理プロセスの開発研究を推進し，中国の匡情に  

適するシステムの簡易化，汚泥管理の容易化，運転条件  

の省エネルギー化を目指す検討を行い，中匝順IJは，日本  

側から高性能膜と省エネルギー運転技術等の知見を得て  
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ミシンニ量体の蓄積量を測偏した。採取地点が同じでも  

DNA描傷届物の蓄積軌二大きな差が見られ，蓄積量が  

睦めて少ないものもあった。また，UV－B照射後白色虻  

下に置くことによりいずれの細物でも‡封塞が恒卜復した。  

今後，DNA拍傷の修復活性について検討してい〈必要  

があることが強〈示唆された。  

嫌気ろ床生物膜濾過法のベンチスケールプラントを用い  

で，生物膜ろ過法として重安な担体の迷走，および安完  

した生物膜を好気槽内に確保し，高度な処理効率を得る  

ための逆洗機瀧等の操作条件にかかわる横柄贋析を行っ  

た。   

硝化脱窯速度と水温および循環比との関係は，循環乳  

非循環系いずれの系においても水温の低下に伴って硝化  

活性，脱窒活性の低下が観察されたが，循環時（循環比  

4）は水温低下による硝化速度の影響は非循環時と比較  

して小さく抑えられること，温度低‾Fによる硝化速度に  

及ぼす影響についてアレーニウスの温度補正係数を用い  

て比較検討したところ．循環比4においてβ＝1．039，  

非循環においてβ＝1．090であることが分かった。なお，  

循環比が4の場合において硝化に関する温度補正係数が  

1．039，1．080，1．110（各々Nfll－N容積負荷0．05，0．10，  

0．15kg－N／m3／day）と低水温下・高負荷条件下におい  

ても，高い処理効率を維持できること，また，脱窒に関  

する温度補正係数はl．127，1．082，1．105であり，容積  

負荷に対する有意差は観察されないことが分かった。以  

＿［．より，水温に対して安定的な窒繋除ま高度プロセスと  

して，嫌気好気生物膜プロセスにおいて定量性の高い循  

環機能を組み込むことは必須であることが明らかとなっ  

た。   

また．コンパクト化を目指した流量調整型嫌気ろ床生  

物膜ろ過法における生物膜ろ過槽内の担体としては，ス  

ポンジ棟セルロース担体．ポリプロピレン製円筒型担体，  

セラミックス担体等のいずれも逆洗による流動特性等を  

適．正に設定することにより，活性の高い有用微生物を大  

量に付着させ高負荷運転の可能なことを明らかにするこ  

とができた。  

〔発 表〕B－20，27，b－11，28，29，53，71  

2．9．7 生活・社会基盤研究  

（1）環境保全と資源の持続的利用に資する地域エコシ  

ステムの開発に関する研究   

①流域汚濁付加削減管理手法の開発に関する研究  

〔担当者〕水土壌圏環境部：相崎守弘  

地域環境研究グループニ福島武彦・松重一夫  

〔期 間〕平成7～9年度（1995～1997年度）  

〔内 容〕市町村ベースでの流域管理のための地理情報  

システムの構築を行い，適正な管理手法を明らかにする  

目的で研究を行った。平成7年度は阿見町を対象に地理  

情報システムの構築を行った。ベースとしては1万分の  

1の都市計画図を用い，国土基礎調査費科に基づきデー  

タを収集した。特に単独酬ヒ槽，合併馴ヒ糟の分布情況  

をデータ化L，高度処理合併浄化槽の普及に伴う負荷発  

生量変化が評価できるようにした。   

②生活排水等の循環共生型処理技術の開発に関する研  

究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平・高木博夫・  

水落元之・西村 修  

〔期 間）平成7～9年度（1995～1997年度）  

〔内 容〕本研究では，窒素，リン，有機物を高度に除  

去し，かつ汚泥滅童化を促進する小型合併処理槽の開発  

を呂自勺として研究を行った。特に，単独処酎争化槽の高  

度合併コンパクト化上重要な位置づけにある流量調整型  
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2．10 海・洋開発および地球科学技術調査研究促進費による研究  

2．10．1地球環境遠隔探査技術等の研究  

（1）大気分光観測システムの研究  

〔担当者〕大気圏環境部：杉本伸夫・松井－・郎  

〔期 間〕平成5～7年度（1993～1995年度）  

〔内 容〕人工衛星に搭載した分光計と地上から発射す  

るレーザー光を用いたレーザー長光路吸収法による大気  

観測システムは特に対流圏の微量分子の観測において，  

他の手法では得られない高い測定感度，測定精度が得ら  

れる特長がある。   

本研究は，この観測システムの概念を確立することを  

目的とする。吸収線データベースを用いた測定の評価に  

より，赤外領域においてCO2，H？0，○，．CH4，N20，CO  

の高度分布およびNO，NO2，HNO3，HF，HCユ，OCS，  

C2H。，C2H6，NH，，H2CO，HOClなどのカラム量の測定  

が可能であることを示した。また，前年度衛星搭載シス  

テムの検討を行い仕様を明らかにした。最終年度である  

本年度は，測定システムの削御，データ伝送技術等の検  

討を行い，実証試験のためのミッションの具体的提案を  

まとめた。  

〔発 表〕F－6  

アレこ検出器式エシュレ型分光計について，分光特性の ■－一一  

実験的評価，鞍正実験による評価を引き続き行い，0．1cm1  

程度の非常に高い分解能で大気の吸収スペクトルを太陽  

を光源として高いSN比で測定できることを実証した。  

また，ILAS一口搭載用0．14cm－L分解能12．8ミクロン帯  

分光器の概念検討とその試作機の性能評価を行い，本研  

究の成果を実証できた。  

〔発 表〕A－20，22，24，25，a－32  

2．軋2 地球科学技術特定調査研究  

（1）地球温暖化の原因物質の全球的挙動とその影響等  

に関する観測研究   

大気微量気体とエアロゾルの濃度・組成の変動に関す  

る観測的研究－エアロゾルの大気中濃度・組成の変動に  

関する観測的研究一陸上からの観測的研究  

〔担当者〕大気国環境部：杉本伸夫・松井一郎  

〔期 間〕平成2～11年度（1990～1999年度）  

〔内 容〕対流圏および成層圏のエアロゾルの濃度の長  

期的変動を把握するためのレーザーレーダー観測を実施  

し，気候モデルの入力ためのエアロゾル分布モデルを作  

成することを目標とする。前期5年間では，大型レーザー  

レーダーによる観測と，サンフォトメータ，オリオール  

メータの観測を実施L，これらのデータを合わせて解析  

することによってエアロゾルの分布および光学パラメー  

タを導出した。観測データに基づいてエアロゾルの高度  

分布をモデル化した。後期では，ラマン散乱法を導入し，  

レーザーレーダーによるエアロゾルの定量測定の精度を  

改善するとともに，小型レーザーレーダーを併用して観  

測の頻度を上げることによって，エアロゾル分布の動態  

をより詳細に把握することを目指す。   

本年度は，大型レーザーレーダーのラマンチャンネル  

の整備を行い，解析手法を検討した。また，全天候型の  

小型レーザーレーダーを試作し試験的な連続観測を開始  

した。  

〔発 表〕F－20，ト40  

（2）アレー検出器回折格子分光計を用いた大気微量成  

分の高精度観測に関する研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：鈴木 睦・笹野泰弘・  

横田達也  

地球環境研究センター：神沢 博  

〔期 間】平成5、7年度（1993～1995年度）  

〔内 容〕衛星からの大気微量成分の測定には，スペク  

トル情報の豊富な赤外領域での観測と，自己較正能力が  

あるため高精度観測が安定して実施可能である太陽掩蔽  

法が大きな利点を持つ。このような装置の例として  

ADEOS衛星搭載用のILASがあるが，将来型のセンサー  

に必要なさらに高感度で分光分解能の高い分光計を，1  

次元・2次元赤外検出器を用いて試作し，室内実験，実  

太陽光を用いた地上からの試験的大気観測，アルゴリズ  

ム検討研究および理論シミュレーションによりその評価  

を行う。また，衛星搭載センサーとして開発を進める上  

で必要な各種の基礎的データの収集を行う。   

既に開発を行ってきた3～5ミクロン帯で動作可能な  

（2）エルニーニョ南方振動（ENSO）機構の解明   

（ENSOに伴う熱帯対流活動の変化に関する研究）  

〔担当者〕大気圏環境部：高鼓 縁・沼口 敦・   
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の階層構造に関する数値実験を行い，大規模積雲対流擾  

乱の発達・維持機構を調べ，以下の結果を得た。   

比較的高分解能（格子間隔80km相当）の，東西・鉛直  

2次元に簡略化した大気大循環モデルを用いた数値実験  

により，東進スーパークラスターと，その内部構造の準  

2日周期西進クラスターに対応する赤道域の雲活動の階  

層構造を再現した。これらの構造の出現には雲による加  

熱の鉛直免布が重要であ、り，－東進と膚進甲非対称嗟，地  

球回転にともなう′ヲ効果によってもたらされる。モデル  

の結果の解析により，重力波と雲活動の非定常的な結び  

付きと雲活動のライフサイクル的なふるまいとが階層構  

造を形成していることが明らかとなった。特に，雲活動  

が‾F層から上層へと半日程度の時間スケールで発達する  

こと，その発達と減衰の過程で生成される重力波の披束  

の伝播が，次のクラスターの東方での生成に寄与してい  

ることが示された。これらの結果は，データ解析結果と  

整合的である。  

〔発 表）F－11～13，f－46，47  

鵜野伊津志  

〔期 間〕平成6、10年度（1994、1998年度）  

（内 容〕熱帯対流活動の大規模（数千km）組織化の特  

徴が，ENSOに伴いどのように変化するかを明らかにす  

る。さらに，このような対流雲擾乱の特徴の変化が  

ENSOのような時間空間的にスケールの大きい現象に対  

し，どのようなフィードバックをもたらすかを調べる。  

その′ために，∴蓄積された衛星デ「夕を利用して移動性の∴・一  

雲大気擾乱を総合的・統計的に解析し，気候値および  

ENSOに伴う変化を解明する。また，TOGA－COARE  

（熱帯海洋および全球大気プログラム，海洋大気結合  

実験）のような総合観測データおよび大循環モデルを利  

用し，移動性擾乱とENSOとの相互関係について知見  

を得ることを目指す。   

平成7年度は，前年度に続きTOGA－COAREデータ  

を用いて，この期間に観測された準2日周期の大規模積  

雲対流擾乱の構造を明らかにした。次に，その解析結果  

に基づき，スーパークラスターと準2日周期クラスター  
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2．11地方公共団体公害研究機関と国立環境研究所との共同研究  

研究課題1）河川における農薬流出量の定量評価の研  の基礎データを得る。  

本年度全国の湖沼31湖沼34水城で，いっせいに同一  

項目についての調査を実施し，その結果についての整理  

を行った。  

〔発 表〕b－163，165  

〔担当者）水土壌匪＝環境部こ井上隆信  

北海道環境杵学研究センター：沼辺明博  

神奈川県環境科学センター：伏脇裕一  

長野県衛生公害研究所：清水重徳・佐々木一敏・  

月岡 忠  

福岡県環境保健研究所：永淵 修  

〔内 容〕前年度に引き続き，ゴルフ場に散布される雪  

腐予防殺菌札野菜栽培地域に散布される殺菌剤，水田  

に散布される除草剤・殺菌剤・殺虫剤，果樹園に散布さ  

れる殺虫剤等の河川への流出調査を，代謝物も含めて，  

それぞれのフィールドで実施し，農薬濃度・負荷量の変  

化特性を明らかにした。また，排出源や流域特性等が異  

なっても適用可能な河川における農薬濃度変化モデルに  

ついても検討を行った。  

〔発 表〕g－3～5，6～8，10，11  

研究課題 3）リモートセンシンクによる湿原環境モニ  

タリング手法の研究  

〔担当者〕社会環境システム郡こ安岡善文・田村正行・  

山形与志樹  

北海道環境科学研究セント：金子正美■小野 理  

〔内 容〕人工衛星LANDSAT，JERS－1等からの1）  

モートセンシング画像データを用いて釧路湿僚の植生分  

布等環境状態を調査する手法を検討した。人工衛星の観  

測に同期して，湿原の調査実験を行い■，植生データ及び  

地表面での分光スペクトルデータ等を収集した。これら  

のデニタに基づき，人工衛星データから植生分布図等環  

境主題図を作成した。  

〔発 表〕C－40，45，46  研究課題 2）湖水中のN，P．Si含量及びその元素比  

と植物プランクトン組成との関係に関する  

研究  

【担当者〕地域環境研究グループ：高村典子・福島武彦  

北海遭環境科学研究センター：三上英敏・石川 精  

青森県環境保健センター：三上 一一  

栃木県公害研究所：藤田辛生  

長野県衛生公害研究所：樋口澄男  

岐阜県保健環境研究所：村瀬秀也  

滋賀県立衛生環境センター：山中 廼二  

鳥取県衛生研究所：南條告之  

鹿児島県環境センター：猪狩忠光  

〔内 容〕植物プランクトンの現存量は流入するリンや  

窒素の負荷茹ならびに湖水の全リン量や全窒素量から予  

測できる。しかし，湖沼で優占する植物プランクトン棟  

の予測は困難である。散頚椎の連続培養実験等から補給  

される水中の窒素：リン比により優占する植物プランク  

トン棟が変わることが分かっている。本研究では全国の  

湖沼の湖水の全窒素髭：全リン量比と優占植物プランク  

トン種の関係を明らかにすることによって，湖水の栄養  

条件から発生する植物プランクトンの種を予測するため  

研究課題 4）x線光電子分光法（XPS）を用いた固体  

環境試料中の有害元素の分析  

〔担当者〕化 学 環 境 部：相蟻光之・軌l．1春彦  

北海道立二l二業試験場：斎藤隆之  

〔内 容〕排水処理汚泥中のヒ素（As）および廃棄物  

焼却灰巾のカドミウム（Cd）の化学形態と粒子内分和  

の特徴をXPSによって調べた。光電子結合エネルギー，  

オージュ電子運動エネルギの侶を利用した「化学状態  

プロット」による解析から，汚泥巾のAsは共沈剤の鉄  

のと酸塩に対応L，典型元素のと酸塩とは区別できるこ  

とが分かった。生物の廃棄部分の焼却灰中のCdは酸化  

物ではなく，塩化物あるいは硫酸塩として存在すると推  

定できた。  

研究課題 5）室内環境中の有害物質のモニタリンクと  

生体影響について  

〔担当者〕地域環境研究グループ：相馬悠子・木元純三  

北海道立衛生研究所：小林 智  

〔内 容〕室内環境中の揮発性有機化合物の濃度から人  
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への暴露量を評価することを目的として，連続大気サン  

プラー，サーマルデゾープションGC／MSシステムを用  

いて，揮発性有機化合物39種類の分析定量を行った。  

また拡散サンプリング法に応川するために各物質の拡散  

係数を決定した。ラット胎仔爬芽培養法を用いて数種の  

有機塩素化合物の毒性評価を行った。  

研究課題 8）廃棄物埋立処分に起因する有害物質暴零  

墨の評価手法に関する研究  

〔担当者〕国際共同研究官：植弘崇蒜  

新潟県衛生公害研究所：大関正春  

〔内 容〕懸濁物質の多い水に含まれる多環芳香劇化合  

物の分析法の検討を行った。懸濁物質が多い場合．試料  

をそのまま柑由すると回収率が極端に低Fしたが，懸濁  

物質およびろ液を別々に拙■【1」れば80％以上の回収率が  

得られることが分かった。この分析法を，実際の埋立処  

分場の浸出水に応用した。  

研究課題 6）東アジアにおける酸性，酸化性物質の動  

態解明に関する研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：村野健太郎・畠山史郎  

青森県環境保健センター：早狩 進  

新潟県僑4公害研究所：福崎紀夫  

長野県衛生公害研究所：太田宗康  

奈良県衛生研究所：松本光弘  

福岡県保健環境研究所：宇都宮彬  

長崎県衛生公害研究所：釜谷 剛  

鹿児島県環境センター：水山祐三郎  

沖縄県衛生環境研究所：金城義勝  

〔内 容〕東アジアにおける酸性，酸化性物質の動態解  

明に関する研究の一環として，観測を実施した。11月  

から12月の航空機観測の期間の前後を含む期間に地上  

観測を行った。また，乾性降下物量の測完のために，1  

から2週間の捕集による大気汚染物質濃度の測定せ行い，  

大気中のガス，粒子状成分の分イIJを明らかにした。大気  

中のガス，粒子状成分の乾性沈着量の算定を行った。  

〔発 表〕a－86，87，120、124，12胤128 ■  

研究課題 9）高濃度大気汚染生成機構の解明に関する  

研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：若松伸司・上原＋清  

大 気 圏環＝境二部：鵜野伊沖志・松井一一郎  

東京都環境科学研究所：渡辺琢美・伊藤政志  

嫌滝裕輝  

神祭‖l県環境科学センターニ牧野 宏・同相敏明  

嶺山芳明  
【ll梨県衛生公害研究所：清水源治・高橋照美  

〔内 容〕関東地域における広域大気汚染の生成機構を  

解明するためのデ丁夕解析並びに共同観測を実施した。  

関東西部山岳地域や太平洋上で航空機を用いた観測を実  

施しU」舟地域への汚染空気の流人機構を把接するととも  

に高濃度の汚染空気が太平洋」二に広域にわたり存在して  

いることを明らかにした。  

〔発 表〕B－119，b243  

研究課題 7）新潟県上越市における消雪用地下水の揚  

水による地盤沈下特性  

〔担当者〕水土壌園環境郡：陶野郁雄  

新潟県衛生公害研究所二大関iヒ春・関谷－・義  

〔内 容〕新潟県上越苗では，雲を地下水を利用して消  

雪Lている。このため，冬期には地下水を短時「持＝こきわ  

めて多量に揚水することになり，急徽な地下水位低下に  

伴う地盤沈下が生じている。この地盤沈下機構を解明し，  

地盤沈‾Fの将来予測を行うことを呂的として研究を行っ  

た。ポーリング試料による地盤工学的特性の把握と，地  

質学的な解析を行うとともに，探さが異なる地層に設置  

した地盤沈下観測井から得られたデータの解析を行った。  

〔発 表〕g－28  

研究課題10）生活排水．汚濁湖沼水等の有用生物を活  

用した水質改善技術の開発と高度化及びそ  

の評価に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠乎  

千葉県水質保全研究所：中島 淳  

〔内 容〕抑Il，湖沼等の公共用水域の汚濁負荷削減対  

策として排水量50mソロ未滴の小規模事業場の窒繁，リ  

ン除去マニュアル作乾のための食品製造業，飲食店等の  

排水性状調査と適正処理システムの開発研究を行い，事  

業場の種類によりBOD，COt），N，P比および濃度に  

善があること，間欠ばっ気活性汚泥法等が効果的なプロ  

セスとなることを明らかにした。  

〔発 表〕B－19，20  
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研究課題1り無酸素水塊動態に関する調査研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：竹下俊二  

千葉県水質保全研究所：小倉久子  

〔内 容〕千葉県環境部所有の調査船“きよすみ”を用  

いて，東京湾奥の船橋沖を中心に3カ所，湾央部の1カ  

所で，初夏～秋に毎月1回及び冬期に1回の合計5回調  

査を行った。平成7年度は，6～9月にわたって船橋航  

路脇と幕張沖の液深窪地の底層の溶存酸素は例年通り′，  

水深10m以下でほぼ0であった。一方湾央部では，6，  

7月の底層溶存酸素濃度は約2mg／Jであったが，8，  

9月には他の2カ所と同様に無酸素状態に達していた。  

この差異は，観測した水温・塩分分布の結果から温度・  

密度成層の強弱が起因していると考えられた。  

〔発 表）B－76，b－167  

観測は現地の甚大な台風被害のため中止とし，8年度に  

延期とした。  

〔発 表〕D－31  

研究課題14）水域の新たな有機物指標の開発に関する  

研究  

〔担当者〕地域環境研究グループニ福島武彦  

水土壌匿＝環境部：相崎守弘  

長野県衛生公害研究所：小沢秀明  

〔内 容〕長野県の数十の河川，湖沼から得られた水サ  

ンプルをもとに，その有機物に関して紫外部吸光度，  

BOD，COD，DOC，トリハロメタン生成能などを測定  

し，相互の関係を水域毎に解析した。この結果，トリハ  

ロメタン生成能はCOD，DOCよりも紫外部吸光度と密  

接な関係を有していることが分かった。  

研究課題12）ピコプランクトンの異常発生機構に関す  

る研究  

〔担当者〕生物 圏 環境部二渡通 信  

化 学 環 境 部：彼谷邦光  

地域環境研究グループ：高村典子  

長野県衛生公害研究所：樋口澄男  

〔内 容〕日本の湖沼で発生するピコプランクトンラン  

藻は，形態的特徴により5γ几eC／10CDCC比丘とされているが，  

このグループの分類については，化学的特性も踏まえな  

くてはいけなくなってきている。野尻湖より分離培養さ  

れた株を含めて7株について，それらの微細構造，脂肪  

酸組成，キノン組成，GC含量，カロチノイド組成，フィ  

コピリン色素組成を解析した結果，日本の湖沼で発生す  

るピコプランクトン藍藻類はq′α乃0ぁま昆m属に所属する  

ものであることが判明した。  

〔発 表〕H－23，h－20  

研究課題15）微生物分解を活用した土壌および地下水  

浄化に関する研究  

〔担当者〕水 土 壌 圃 環 境 部：矢木修身  

名古屋市環境科学研究所：朝日致智  

〔内 容〕テトラクロロエチレン（PCE）及びトー）クロ  

ロエチレンの土壌から大気への揮散特性について検討を  

加えた。揮散速度は土壌水分含量により影響を受けるた  

め，相対湿度100％の水の移動のない条件及び60％の条  

件で揮敬遠度を調べた。PC耳の方がTCEに比べ揮敬遠  

度が低かった。  

研究課題16）樹木による大気汚染物質吸収能に関する  

研究  

〔担当者〕生 物 圏 環 境 部：戸部和夫・大政謙次  

富山県環境科学センター：近藤隆之  

〔内 容〕樹木による大気中のフォルムアルデヒドの除  

去能力を検討するため，前年度開発した実験装置を用い  

て，各種環境条件のもとでの樹木のフォルムアルデヒド  

吸収速度の測定を行った。その結果，樹木は，フォルム  

アルデヒドに対し顕著な吸収能をもち，環境中の濃度に  

ほほ比例した吸収速度を示すことが明らかとなった。ま  

た，樹木によるフォルムアルデヒド吸収速度は，光強度  

の増加とともに増大し，蒸散速度とほぼ比例関係を示す  

ことが明らかとなり，樹木によるフォルムアルデヒドの  

吸収は気孔を介して行われていることが推測された。  

〔発 表〕H－4，5，7  

研究課題13）環境大気中における植物起源有機物襲の  

役割の解明  

〔担当者〕化 学 環 境 部：横内陽子  

長野県衛生公害研究所：笹井春雄  

t内 容〕テルペン類の反応によって生成するオゾンが  

日本の森林大気中オゾン濃度に対してどの程度寄与して  

いるかを明らかにするための研究を進めている。本年度  

は長野県小谷の観測ステーションにおいて－一昨年より実  

施しているオゾン測定を7月まで継続した。8月に′J、谷  

で予定していたテルペン類とその関連物質のフィールド  
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研究課題17）生活排水，汚濁湖沼水等の有用生物を活  

用した水質改善技補の開発と高度化及びそ  

の評価に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：1稲森悠平  

福井県環境センター：石本健治  

〔内 容〕富栄養化の進行している三方五湖の水質およ  

び藻類およびプランクトン調査を行うと同時に，アオコ  

等の障害藻類を捕食する微小動物の分離培養を行い，底  

泥から溶出するN．P等によりA弟croc）′Sとよs属が異常発  

生すること，これを捕食する微′ト動物としてペン毛虫類  

ルーo花αS属が大きく貢献している可能性の高いことを明  

らかにした。  

〔発 表〕B－21，104，b－27，60  

遠いによる窓の開閉状況の遠いが影響したものと考えら  

れた。  

〔発 表〕e－43，44  

研究課題 20）廃棄物埋立処分に起因する有害化学物質  

の環境負荷に関する研究  

〔担当者〕国際共同研究官：植弘崇嗣  

兵庫県立公害研究所：中野 武  

〔内 容〕高分解能GC／MSによるポリ塩化ナフタレン  

の異性体の分析法を検討した。また，廃棄物埋立処分場  

浸出水中のクロルダン，DDT．HCHなど21成分の有機  

塩素系農薬の分析を行った。測定した成分すべてng／g  

レベル以下であった。これは，環境中に観測される濃度  

範囲内であり，これらの物質は埋立処分地の浸出水中に  

特徴的な化合物とは見られなかった。  研究課題18）騒音に関する質問紙調査法についての  

検討  

〔担当者〕社会環境システム部：大井 紘  

大阪府公害監視センター：金城 巌・下元健二・  

厚井弘志・奥田孝史  

〔内 容〕東大阪市の住工混在地域における自由記述法  

と選択肢法とによる音環境調査の結果について解析を行  

い，両方法の間での昔種別の聞こえる昔および悩まされ  

ている昔の回答率を比較検討した。その結果として，自  

由記述法による方が回答率がかなり小さいことに止まら  

ず，両方法の間で音律によって回答率の比が大きく異な  

る。これは，両調査方法の回答者における認知的構造の  

相違を示すとともに，調査方法の選択指針と，調査結果  

の解釈の辛がかりとを調査者に与えるものである。  

〔発 表〕c－2～4  

研究課題 21）河川流下過程の水質変化と水城環境評価  

に関する研究  

【担当者〕水土壌圏環境部：井上隆信  

兵庫県立公害研究所：吉武家善成  

開山県環境保健センター：荻野春夫  

〔内 容〕富栄養化の要因物質である窒素・リンの栄養  

塩，有機汚濁物質，人間の活動によって排出される微量  

汚染化学物質等の水域環境に影響を与える物質を対象と  

して，河川流下過程での物理化学的変化や生物的変化に  

ついて定量的に明らかとし，下流側水域の生態系をはじ  

めとする環境への影響評価を行う。本年度は，生活排水  

に含まれるMBAS，農耕地から排出される農薬につい  

て検討を行った。  

研究課題19）大気汚染物質の個人暴霹評価法に関する  

研究  

【担当者〕環境健康部：田村憲治  

〔内 容〕異なる条件の環境濃度と個人暴露濃度データ  

を蓄積するため，1990年11月に調査した大阪市住之江  

区の国道26号沿道8家屋を対象として，1995年10月の  

連続する4日間，浮遊粒子状物質（SPM）とNO2の家  

屋内外濃度と個人暴露濃度を測定した。   

道路からの距離による濃度の減衰は，前年度の調査結  

果と同様屋外では認められたが，屋内では認められなかっ  

た。また前回（1990年）認められなかった家屋内外の  

NO‖濃度の相関が今回は認められ，実施時期のわずかな  

研究課題 22）スギ花粉アレルギー症と都市大気汚染と  

の相互機序に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：兜 真徳  

神戸市環境保健研究所：鈴木行夫  

〔内 容）神戸市域におけるスギ花粉の飛散状況，スギ  

花粉症の発症状況および大気汚染との関連性を検討する  

目的で調査研究を実施してきた。関東地域の5カ所で実  

施したスギ花粉症に関する調査結果と神戸市において実  

施したスギ花粉症の有症率に関するアンケート調査結果  

を比較し，神戸市におけるスギ花粉症の特徴について検  

討を加えた。  
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研究課題 23）生活排水，汚濁湖沼水等の有用生物を活  

用した水質改善技術の開発と高度化及びそ  

の評価に関する研究  

〔担当者）地域環境相究グループ：稲森悠平  

岡山県環境保健センター：山本 淳  

〔内 容〕富栄養化の著しい湖沼水質保全特別措置法の  

指定湖沼となっている児島湖の水環境修復手法として，  

′ト規模の合併処理浄化槽，水生植物植栽法等のバイオエ  

ンジニアリングとェコエンジニアリングに着目した解析  

を行い，掛二N除去型の嫌気・好気生物膜循環システム  

に脱リン法として電解法を用いた手法を組み込む開発研  

究が重姿となってくることを明らかにした。  

〔発 表〕B－24，27  

〔内 零〕富栄養化の進行した湖IL＝也における水の輩の  

発生要因を明らかにするため，湖水質及び藻類種の変遷  

を調べた。さらにAオ∫crocッs乙∠ぶ及びノhαむαe托αの増殖に  

及ぼす塩膿度の影響について検討Lた。夏期に  

八すよcroc）′Sよよ5の異常増殖が観察されたが，発生蒔二前に  

血α占αeれαの発生が観察された。ル征m耶最及び  

血αわα裡αともに塩分が2，0001ng／～以上で増殖の阻害が  

観察された。  

研究課題 27）リモートセンシンクによる地域環境評価  

手法の開発  

〔担当者〕社会環境システム部：安「司書文  

福岡県保健環境研究所：大久保彰人  

〔内 容〕人工衛星からのリモートセンシングデー タ及  

び地図等の地理情朝を用いて福岡県の環境保全行政を支  

援するための地理環境情報システムを構築Lた。特に，  

本年度は，地域の水資源管理のためのリモートセンシン  

グデータ解析手法，システムについて検討を行うととも  

に，得られた情報をインターネットを通じて一般に公開  

した。  

研究課題 24）難分解性化合物分解菌の椎索及び特性に  

関する研究  

〔担当者〕水土壌国環境部：内山裕夫  

岡山県環境保健センター：水嶋香織  

〔内 容〕各種土壌を採取L，これを分離源としてテト  

ラクロロエチレン（PCE）を分解する微生物の検索を行っ  

た結果，約30ppmのPCEを分解できる混合培養系を得  

ることができた。また，PCEは順次還元的に脱塩素化  

され，トリクロロエチレン，シスー1．2－ジクロロエチレ  

ンを経る分解経路の存在が推定さゴ1た。  

研究課題 28）モデル地域における有機塩素化合物の暴  

露量評価に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：白石克明  

北九州市環境衛生研究所：門上希和夫・花田苦文  

〔内 容〕イオントラップ質量分析計を用いた水中の微  

是有機化合物の一斉分析手法の検討を行った。266種類  

の化合物についてGC保持指標，恒川又率，検出下限を求  

め，実試料の測定に応用Lた。また，発がんのユニット  

リスクなどの毒性データを収集し，綾瀬川の河川水の分  

析結果の評価を試みた。  

【発 琴〕B－63，64，b－142  

研究課題 25）生活排水．汚濁湖沼水等の有用生物を活  

用した水質改善技術の開発と高度化及びそ  

の評価に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠乎  

広島県保健環境センター：橋本敏子  

〔内 容）生活排水等により汚濁の進行しつつある広島  

湾等の水域改善のために水生植物に着目し，特にポット  

ブナ式の水生植物植栽浄化法による水環境修復システムに  

ついて浄化楔能効果に果す役割について検討を行い，ポッ  

ト方式を家庭レベル，集落レベル等に整備することによ  

りリサイクルの可能な水質改善の方法が構築できること  

が明らかにできた。  

〔発 表〕B－17，31  

研究課題 29）芹川ダム実態調査  

〔担当者〕地域環境相究グループ：稲栽悠平  

大分県衛錮ミ環境研究センターニ有田 等  

〔内 容〕富栄養化が問題となりつつあるダム湖の中で，  

芹川ダムについてダム湖水の生物相，水軋 底泥の  

ORP等の化学分析等を行い，いかなる因子が筈栄養化  

に関係しているかについての解析，すなわちダム湖の水  

質保全対策を効果的に行う＿L二での予備的な検討を行い，  

窒素，リンはもちろんのこと，それ以外のORP、狂物  

研究課題 26）藻類の異常発生に関する研究  

〔担当者〕水土壌圏環境部：矢木修身  

鳥取県衛虻研究所二南條告之  
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相等の複雑な因子がl関連していることが推定された。  〔発 表〕b5l，54  
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－3．環境情報センター  

境情報センターに整備されている環境データベースの構  

成を図3．1に示す。）   

（4）図書室においては，「逐次刊行物所蔵リスト  

1996年」を刊行するとともに．融究所としての書籍，，，  

雑誌類の収集，管理に努めたほか，蔵書（単行本）の検  

索システムの構築作業や文献等の検索作業を行うなど、  

研究利用環境の充実に努めた。   

（5）当研究所の活動内容及び研究成果に関する情報  

提供として，「平成6年度国立環境研究所年報」等各種  

研究報告書を刊行したほか，新たに英文年報「NIES  

AnnualReport1994」を発刊し国際的なPRにも努め  

た。   

（6）電子計算機関連業務については，各種情報の処  

理・解析及び各種シミュレーション計算に利用される大  

型電子計算機システム及び地球環境に係る研究を推進す■  

るため，平成3年度に導入されたスーパーコンピュータ  

システムの有効活用を図った。また，コンピュータ資源  

の効率的な利用を図るための国立環境研究所ネットワー  

ク等の運用・管理体制の一層の整備を行い，特に，国立  

環境研究所ネットワークについては，省際研究情報ネッ  

トワークとの接続を行うことにより，より高い穫能を目  

指すネットワークヘの拡充・強化を行った。   

さらに，インターネット上における当研究所の情報の  

提供システム（WWWサーバによる国立環境研究所ホー  

ムページ）の本格運用を平成8年3月末より開始した。   

なお，平成3年7月から，当センターと地方公害試験  

研究機関との間でデータ通信回線を利用したパソコン通  

信システム（環境情報ネットサーク）の運用を行い，よ  

り一層の情報交換の緊密化，迅速化を図っている。  

3．1業務概要   

環境情報センターは，平成2年7月，国立公害研究所  

が国立環境研究所に改組されたのに伴い新たに設置され，  

1環境情報の収集・整備・提供と電子計算機システム及び  

ネットワークの管理・運営などの事業を行っている。最  

近の環境行政の領域の拡大に伴う環境情報への広範な需  

要に応じるため「環境データベース」を整備充実し，当  

研究所のみならず広く研究．行政の推進に必要な情報を  

関係部内に提供している。また，環境基本法の主旨を踏  

まえ．広く－▲般の国民等への環境情報の掟供についても，  

本格的な事業に着手し，取り組みの強化をl蛋っている。   

平成7年度の事業の概要は次のとおりである。   

（1）従来に引き続き大気質，水質の測定に係る数値  

情報フ7イルの充実を図り，また，図書資料を始めとす  

る文献情報など国内及び国外の環境に関する情報及び環  

境庁行政部局の行った調査研究に関する成果物の収集と  

データベース化に取り組んだ。さらに，大型電子計算樺  

上に構築された自然環境保全総合データベースシステム  

の利用をより容易にするため，パソコン用システムの開  

発を行った。   

（2）国民への環境情報の馴染という観点から，環境  

情報に関する情報源情報データベースである環境情報ガ  

イドデイス■クの普及を図るとともに，第3版の改訂作業  

を行った。さらに環境データベースの磁気テープコピー  

サービスのほか，環項庁公表資料情報データー覧及び公  

表資料に係る提供を行った。   

さらに，国民，NGO等への環境情報を適切に提供す  

るため，環境庁本庁1（財）環境情報普及センタ⊥と協‥  

力し，通信ネットワークによる環境情報の提供・交流シ  

ステムである環境情報提供システム（EICネット）の適  

用を．平成8年3月より開始している。   

（3）当センターは．国連環境計画（UNEP）の運営  

する国際環境情報源照会システム（INFOTERRA）の  

我が国の代表機関（NationalFocalPoint）としての役  

割を担っていることから，情報源照会に対する回答業務  

のはか，国立環境研究所ネットワーク及びWWW  

（World－Wide Web）上で，これらの情報を検索するシ  

ステムを構築し．利用環境の充実を囲った。（現在，環  

3．2 環境数億データファイルの整備と提供  

3．2．1データファイルの整備   

環境行政及び環境研究において必要とされる環境数値  

データを広く収集・整理し．電子計算機によるアクセス  

が可能な形で蓄積し，提供することは，環境情報センター  

の主要な任務の一つである。平成7年直においては，  

前年度に引き続き大気環境データ及び水質環境データを  

収集してデータファイルの整備を行った。  
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環境テ」夕べース  

数値情報  環境質  大気環境  大気環境時間値データフγイル  

大気環境月間照・年l甘値データフ7・イル  

大気環境測定牒個性情報ファイル  

○
 
◎
 
△
 
 

水質環境  公共用水域水質データファイル  

公共附水域水質デ」夕年間値ファイル  △  

公共用水城水質マスターファイル  

自然環境－1〕然環境保全総合データベース  ∴■＝   

▲  

▲  

▲  

自然環境保全基礎調査  

国土数値情報（回ニー∴地理院）  

メッシュ気候伯（気象庁）  

関連統封  コニ業統計（通商産業省との情報交換）  

NIES－BOOK（単行本所蔵目録）  

NIES－SC（逐次刊行物所蔵目録）  

NIESMF（マイクロフィッシュ所蔵目録）  

NIESREPORT（研究報告論文）  

NIES－f）APERS（発表研究論文）  

NIESSCIENTユS「r（研究活動調査）  

NIESNEWS（新聞記事）  

EA－RESEARCH（環境庁委託等調査報告書）（整備中）  

EA－PRESS（環境庁公表儀料情報）  

0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
△
 
○
 
 

、・‥  

INFOTERRA（国際環境情報源照会システム：UNEP） ◎■■■285  

環境情報源情報  ElGUl工）E（環境情報源情報）  ノー ●■   ■lt■ ■   

◎ 一般へ提供  
○ 行政機関・研究者葦へ提供  
△ 所内・庁内利用に限定  
▲ 利用システム上での利用に限完  
◆lwww（WorldWide V在b）で利用可能  

■2 環境情報提供システムで利用可能  

◆3 火蓋空電了計算機システムで利用可推  

‥ パーソナルコンピュータシステムで利用可能  
●5 国立環境研究所ネットワークで利用可詑  

図3．1環境情報データベースの柄成  
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（1）大気環境データファイル   

大気環境データファイルは，圧）大気環境時間値データ  

ファイル，（む大気環境月間値・年間値データフ7イル，  

③大気測定局属性情報ファイルの3つで構成されてい 

本年度もこれらのファイルに平成6年度データを収録し  

た。  

（D大気環境時間値データファイル   

大気環境時間値データファイルは，自治体が各測定局  

の1時間ごとの測定値をテレメータ等により収録した磁  

気テープを．各自治体から直接提供を受け，昭和52年  

度より継続して編集・作成しているものである。磁気テー  

プの仕様や測定項目の配列順序は自治体ごとに異なるた  

め，当研究所で定めた「標準磁気テープフォーマット」  

に変換・編集して収録している。平成7年度に収録対象  

とした測定局は，関東・愛知・近畿・中国・北九州地方  

の測定局及び全回の国設測定局であり，収録測定局数は  

1，217局である（立体局測定点を含む，移動測定車によ  

る測定局は除外）。本年度収録した項目別の測定局数は  

表3．1に示すとおりである。国設測定局については，平  

成5年度測定データより全国を網羅することが可能になっ  

たほか，昭和51年度測定データに遡り，抽出ファイル  

を作成するなど，提供体制の整備に努めた。   

また．平成4年度からフロッピーディスク等での提供  

を可能とするため，メディア変換装置を搭載したネット  

ワーク計算機システム（6．2．16情報関連施設（3）を参照）  

を活用した「データ抽出プログラム」を整備しており，  

平成7年度は国設測定局データが抽出できるよう改良を  

行った。   

⑦大気環境月間値・年間値データファイル   

大気環境月間値・年間値データファイルは．環境庁大  

気保全局が年に1回発表する「一般環境大気測定局測雇  

結果報告」及び「自動車排出ガス測定局測定結果報告」  
し一J  

に記載されるデータに対応するもので，昭和45年度測  

定結果から収録されており，現在，全国的かつ経年的に  

我が国の大気汚染状況を評価することができる唯一の資  

料となっている。このデータファイルは，環境庁大気保  

全局が各自治体からの測定結果の報告により作成したデー  

タの提供を受けて整備したものである。なお，平成7年  

度も，大気保全局が平成6年度測定結果に関する月間値  

・年間値データファイル及び対応する報告書を作成する  

のに支援を行った。本年度収録された項目別の測定局数  

は，表3．1に示すとおりである。   

③大気測定局属性情報ファーィル   

大気測定局属性情報ファイルは，環境庁大気保全局が  

毎年実施する「大気測定局属性調査」に基づき，全国の  

一般環境大気測定局及び自動車排出ガス測定局等につい  

て，基本情報，位置情報，周辺状況，測定状況等を収録  

している。本ファイルは，全国の測定局についての唯一  

表3．1大気環境データファイル項目別局数（平成6年度測定データ）  

大気環境時間値   
測 定 項 目  

大気環境月間値・年間値  
デ」タフアイル   デ ー タ フ ァ イ ル   

二酸化硫黄   894   1，713   

窒素酸化物   1，039   1，813   

一酸化窒素   1，039   1．813   

二酸化窒素   1，040   1，813   

一酸化炭素   385   536  

二酸化炭素   
オゾン   
オキシダント   710   1，161  

全炭化水素   377   537   

非メタン炭化水素   377   537   

メタン   377   537   

浮遊粉じん   86   

浮遊粒子状物質   953   1，714   

塩化水素   5   

硫化水素   
その他■   2，854   

合  計   10，078   12，260   

＊：気象要素及び交通量を含む。  
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の基本台帳として，経年的な設帯状況を把握する上で有  

用な資料となっている。本ファイルについては，平成3  

年度からパーソナルコンピュータ（PC）によるデ十夕  

管許システムに切り替えている。本年度は前年度に引き  

続きデータの更新作業を行うとともに，希望する自治体  

に射し，フロッピーディスクによる当該自治体設置測定  

局情報データの送付を行った。  

ドミウム，全シアン，鉛，クロム（6佃），ヒ素，給水鋭，  

アルキル水銀，PCB等計23項月）等の各測定結果デー  

タを収録した。特に，健康項目については，平成5年の  

基準改訂により測定項目が追加され，収録対象も1祈年  

10項目から本年度23項目と増加した。水質環境基準項  

‡‡1とその収録件数の詳細は表3．2のとおりである。   

②公共用水．域水質データ年間値ファイル   

年間の測定結束について∴最高値，最低胤 平均価，  

測定回数及び環境基準達成回数等を測定点ごとに集計L，  

生活環境項目，健廉項目等の項月別に年間値ファイルを  

作成Lた。   

③公共用水城水質マスターファイル   

水質マスターファイルは公共用水域の水質測定点に関  

する情報を収録したファイルであり，データの検索や環  

境基準適合の判定などに用いる基礎的情報を持っている。  

本年度は，前年度に引き続き；変更地点等の調査結果に  

基づいて，地点統一▲番号，地点名称，指定類乱 達成期  

間，緯度，経度などをマスターファイルに収録した。   

（2）水質環境データファイル   

水質汚濁防」ヒ法に基づき，昭和46年度から全国公共  

川水域水質調査が実施されている。この調査結果をデー  

タファイルに収録する作業は昭和51年度より開始し，  

収録項目を逐次充実してきたところである。平成7年度  

は，前年度に引き続き水質環境データファイルの作成を  

行った。   

水質環境デ∵タフアイルは，①公共用水城水質データ  

ファイル，⑦公共用水城水質データ年間値ファイル，③  

公共用水域水質マスターフナイルにより構成されており，  

その内容は以下のとおりである。   

①公共用水城水質データファイル   

本年度は平成6年度測定に係る全国公共用水域の全測  

定′Ⅰ宣（8，656地点，延べ119，443測定）にづいて，生活  

環境項目（pli，DO．BOD，COD．SS，大腸菌群数，n一  

ヘキサン摘出物質，全案素．全リン）及び健康項瀾（カ  

以上のファイルは，環境庁水質保全局の行う公共用水  

域水質測定結果調査と密接な関係にあり，同調杏によっ  

て得られた内容を当センターで収録・集計等の業務を行  

う過程で作成されたものである。環境庁水質保全局が平  

成7年11月に発表した「平成6年度公共用水域水質渕  

表3．2 平成6年度 環境基準項針収録件数  

項  目  名  河川  湖沼  海域  合計   

pH   30，460  113，124   

1〕0   ，044  30，482  110．52a   

BOD   93  75，748   

COD   31，331  94，350   

SS   8，768  88，026   
大腸菌群数   】2，】16  65，27D   

油分   222  9，939  13，389   

全窒素   8，493  33，006   

全リン   8，別4  33，27】   

カ．ドミウム   888  3，729  21，794   

全シアン   745  3，014  ほ，875   

鉛   907  3，72∂  22，231   

6価クロム   709  3，464  】9，104   

ヒ素   889  3，480  20，861   

給水銀   998  4，465  22，915   

7ルキル水銀   1，761  6，216   

PCB   184  1，0】9  4，0】2   

項  目  名  呵川  湖沼  海域  合計   
ジクロロメタン   7，391   

四塩化炭素   8．790   

】，2一ジクロロエタン  7，393   

1，トジクロロエチレン  7，382   

シス1．2ジクロロエチレン  7，391   

‖，トトリタロロエタン  9，1川   

1∴2トリクロロエタン  7，39】   

トリクロロエチレン  12，254   

テトラクロロエチレン  ユ2．252   

1，3－ジクロロブロペン  7，571   

チウラム   7，480   

シマジン   7，56∂   

チオペンカルプ   7，599   

ペンーピン   7，123   

セレン   7，】79   
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3．3 研究情朝の整備と提供  

3．3．1環境文献データファイルの整備と提供   

環境研究や環境行政に関する文献情報の収集とそのデー  

タベ．ス化を推進するとともに，CD＞ROM及びCCO工）  

（カレントコンテンツのフロッピーディスク版）の導入  

を行うなど，国内外のデータベースのオンライン検索に  

ょる効果的な活川体制の充実を図っている。平成7年度  

においては，近年の地球環境間馬乳 自然環境問題等を始  

めとする研究テーマの多様化に対ん♭できるようCD－  

ROMの充実を匝lり，CD－ROM検索用パーソナルコン  

ビュ「夕2台を増設した。   

所内で利用できる各ファイル名等の内容及びシステム  

の概要を表3，4に示す。・  

完結果について」及び同局監修の「全回公共用水域水質  

年鑑」の内省は，この作業結果を基礎としている。   

なお、水質データフ7イルの整備については．効率的  

なデータ交接及び将来の改定に対する拡張性を考慮した  

標準フォーマットを策定し，前年度より，都道府県から  

の測定結果の収集，整備提供に採用している。  

3．2．2 データファイルの提供  

（1）貸出による提供   

環境データファイルは，「環境データベース磁気テー  

プp貸出規程」に基づき，従来より所内及び研究礫関等へ  

の提供業務を行っており，平成7年度の提供英掛ま．表  

3，3に示すとおりである。  

（1）内部システム   

①NほS－BOOK   

収集した単行本の所蔵日録データベースとして．昭和  

58年度から入力を開始したもので，音名，著者名，出  

版年．出版社，配架先等を入力している。このファイル  

の利別こよって，各研究部等に分散所蔵された単行本の  

集中管理と有効利用が進められる。   

①NIES－SC   

収集した逐次刊行物の所蔵目録データベースとして作  

成しているもので，入手形態，配架場所，所蔵巻号，所  

蔵年寄のデータを入力している。このファイルの利用に  

よって，雑誌管理の省力化とともに，逐次刊行物リスト  

の発行，雑誌梨の見Ⅲし作成等を容易にするなど，・図書  

室サービスを強化する手段になっている。   

③NIES－MF   

主として1976年以前に発行された当所所蔵のマイク  

（2）コピーサービスによる提供一   

環境情報源へのニーズの高まり，収集したデータの有  

効利用を図るべきであるとの社会的認識の深まり等の背  

景を踏まえて，環境データファイルが環境研究及び環境  

行政にとどまらず，民間機閲を含め広く社会的に利用さ  

れるよう情報提供の体制の整備を進めてきており，平成  

4年10月から（財）環境情報普及センターを通じて，大  

気環境月間値・年間価データファイル（昭和45年度か  

ら平成5年度測定データ），公共用水城水質データファ  

イル及び公共川水域水質マスターファイル（昭和46年  

度から平成5年度測定データ）の3種類のデータファイ  

ルについて，磁気テープコピーサービスによる有償提供  

を開始している。  

表3．3 データファイルの才是供数  

提 供 実 績  

ファイル名   貸出による  
データ整備対象年度  

提供ファイル数   

大気環境時間値データファイル   昭利51～平成5年皮   53   －＊   

大気環境月間催・年間伯データファイル  昭利45～平成5年度   6   15   

大気測定局礪憎情報ファイル   帽和52～平成5年肢   －＊   

公共用水域水質デ」タフアイル   ll銅U46～平成5年檻   31   33   

公共用水臓水質マスターファイル   昭利46～三Iた成5年度   

合  計  93   55   

＊：提供対象外  
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ロフィッシュについて，書誌事項を入力してデータベー  

ス化したものである。  

ている（以降は中止）。収録の対象は，朝日新聞．毎日   

新聞，読売新聞，日本経済部蘭．産経新聞，日本工業新   

聞，茨城及び常陽新聞の8紙であり，日本経済新聞社の  

‾1てNEEDS－IRが開始さ、れる前の昭和48年、1L月から：昭和・52・1∵   

年9月までのものが収録されている。なお，現在は，商   

用データベースのG－Search等を中心に利用している。  

④．NIES－REPORT  

これまで刊行された宙立療鹿研究所研究報告・（Rシサー  

ズ）及び国立環境研究所資料（Fシリ■ズ）等に掲載さ  

れた内容について，シリーズごとに論文タイトル別の表  

題，著者，ページ，刊行年等を記録しているデータベー  

スである。   

⑤NJES－PAPE月S   

国立環境研究所職員の誌上（所外の印刷物）発表論文  

等及び口頭発表（講演等）に閲し，発表者．〆題目，掲載  

誌（学会等名称），巻号tページ（開催年）及び刊行年  

（発表年月）について，年度ごとにとりまとめ，データ  

ベースとしているものである。   

⑥NIES－SCIENTIST   

国立環境研究所研究職磯貝を対象とする研究活動調査  

（年2回更新）に基づいて作成された研究者の専門分野，  

所属学会，研究課題，主要論文等の現在をペースとする  

データファイルである。   

⑦NIES－NEWS   

環境公害に関する新聞の記事について，昭和57年度  

に開発に着手L，昭和62年度までに6，593件を入力し  

（2）CD－ROMシステム   

①NTIS   

NTIS（NationalTechnicalInformation Service～米  

国国立技術情報サービス）作成の米国政府関連技術報告  

書を収録しているデータベースである。平成2年定から，  

CD－ROM版を借り上げ，米国環境保護庁（EPA）関連  

レポートのみでなく，環境科学及び周辺科学全役のより  

広範な報告者を検索することが可能となった。また，原  

典については，EPA及び環境科学問壌の技術報告書を  

マイクロフィッシュで収集しているので，即時に利用で  

きる体制になっている。   

②MEDLINE   

米国国立医学図書飼（NLM：NationalLibrary of  

Medicine）作成の医学文献デp夕べースで，利用者が  

オンライン検索システムによらず，直接必要文献を検索  

表3．4 国立環境研究所の研究情報検索システム  

フ ァ イ ル名等  端末操作者   備   考   

収録件数等  
NIESBOOK  （単行本所蔵目録）   29，807  

内 部  （逐次刊行物所蔵目録）  3，175  

NIESMF   （マイクロフィッシュ所鱒目録）  11；026  

NIES－REPORT  （研究報告論文）  138  

システム  （発表研究論文）  1，135  

NIES－SCIENTTST  （研究活動調査）  

NIES－NEWS  利 用 者  

NTIS （米国技術情報関連文献）  

CD－ROM  （医学関連文献）  
1980－最新（年4回更新）  

EIENERGYANDENVIRONMENT  
1966－最新（月1回更新）  

システム  （エネルギー■環境関連文献）  
1984一点新（年4回更新）  

ENVIRONMENTALLIBRARY（環境文献書誌）  
1980一局新（年1回更新）  

FDシステム  （雑誌目次）   ユ99ト最新（年52回更新）  

JOIS  （文献等）   

データベース  DIALOG  ン一         （文献等）  

STNlnternatiorlal   （同上）  
オンライン検索  

G＿Search  （新聞記事等）  

ASSIST  （社会情報等）   
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することが可能である。  

③EIENERGY AND ENVIRONMENT■  

環境及びエネルギーに関する文献データベースで，主  

「に“，く環境工学∴石姐1・石炭技術J水源生態系．大気汚染，  

・水質汚染．酸性雨関連の文献を検索することが可能であ  

る。  

（彰ENVIRONMENTAL LIBRARY  

OCLC Online Union Catalog（OLUC）から環境関  

係の刊行物を抽出したデータベースである。  

同システムのゲートウェイサービスの1つである  

NICHIGAIASSIST（（株）日外アソシエーツ）に接続し  

て，人物・人材情報，企業動向情報，図書内容情報等の  

検索に利用している。   

また，所外文献の原典コピー入手については，国立大  

学附属図書館（筑波大学，東京工業大学，東京大学，大  

阪大学等），JICST，国立国会図書館を利用しており，  

さらに，国外所蔵文献に関しては，KINOUSA代理店  

（紀伊国屋書店）より海外情報サービス，米国のCAS  

（ChemicalAbstracts Service）社の原報複写サービス  

を利用することにより，原報提供体制の強化を因ってい  

る。特に，JICSTへの複写依軌二ついては，オンライ  

ンによる発注のほかに，ファクシミリによる原報の即日  

提供も可能である。   

前述のように，複数のデータベースを利用する方法と  

並行して，日独科学技術協力協定に基づく情報交換等国  

際協力による研究情報の整備を図っている。  

（3）FDシステム   

①CCOD   

米国IS7社（InstituteforScientific7nformation，lnc．）  

作成の目次速報誌であるカレントコンテンツのFD版で  

あり．科学技術分野の主要な雑誌の日次情報を検索する  

ことができる。  

（4）データベースのオンライン模索   

①JO王S   

日本科学技術情報センター（JICST）のオンライン文  

献検索システム（漢字データベースであるJICST系ファ  

イルを含む。）である。また，オンライン発注による原  

報複写サービスが利用できる利点がある。なお，JICST  

ファイルには，国内の環境公害関連の研究報告を含めて  

科学技術文献が毎年数万件入力されている。  

（∋DIALOG   

米国KnightrRidderlnformation社の検索システム  

であり，利用できるファイル数が多い（約400種のデー  

タベース，蓄積情報量は世界最大）のが特色である。ま  

た，科学技術情報だけでなく社会情報の検索にも有用で  

ある。   

③STN－International   

米国化学会のChemicalAbstracts Seivice（CAS）と  

ドイツFIZlくarlsruhe及び日本科学技術情報センター  

が共同で提供する国際的オンラインネットワークデータ  

ベースサービスであり，科学技術関係の多数の有用なファ  

イルを含んでいる。オフライン回答は，国内で出力して  

いるため，比較的速く入手することができる。   

④G一Search  

（株）ジー・サーチのオンライン検索システムであり，  

朝日新聞，読売新聞，日本経済新聞及び日経産業新聞等  

の新開情報，産業技術情報の検索に利用している。また，  

3．3．2 図書関係業務   

回書関係業務については，環境情報の収集，整理及び  

提供に関連する業務の一部として図書館業務を行ってい  

る。図書等の整理及び研究情報の提供については，特に  

データ入力にパーソナルコンピュータを利用し，事務の  

合理化を進めるとともに，所内の利用者がオンライン検  

索できるよう整備している。   

環境庁匡官官房環境情報企画官室を通じて送付される  

“塊境庁公表資料”及び“環境庁委託等調査報告書”の  

2種類の資料と環境庁各課重から直接送付される資料等  

を一元的に管理・把握するため環境庁資料管理ファイル  

を作成し，管理体制の整備を図った。   

図書関係の設備については，雑誌閲覧室は棚数2，664  

棚，雑誌展示書架840誌分，204Tげ，単行本閲覧室は棚  

数708棚，雑誌展示書架280誌分，194nf，索引・抄録  

誌閲覧室は棚数480棚，80m2．報告書閲覧室は，棚数  

918棚，74nfであり，その他情報検索室（50nf），地図・  

マイクロ資料閲覧室（101m2），及び複写室（17ぶ）となっ  

ている。   

また，現在，環境庁委託等調査報告書を配架している  

電動書架の老朽化に伴い，平成7年度において，同書架  

の更新を行った。   

表3．5に平成8年3月現在の蔵書数等を示す。  
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3．3．3 編集・刊行業務   

当研究所の各部＼名グループ，各センターの活動状況  

及び研究成果等については，刊行物として関係各方面に  

広く提供している。   

平成7年度においては，年報，NIES AnnualReport  

1994，特別研究年報，地球環境研究年報，特別研究報告  

（l件），資料（9件），地球環境研究センター報告（10  

件），ニュース（6／年）を刊行した（7．1研究所出版物  

参照）。とくにNIES AnnualReport1994は，諸外国の  

環境研究に携わる人達に当所の活動を分かりやすく解説  

することを念頭において編集された英文年報の創刊号で  

ある。   

なお，これらの刊行物は，その種類によって，国立国  

会陸†書館，匡内外の環境関係試験研究機閏，各省庁及び  

地方公共団体環境担当部局等に寄贈交接誌として配布し  

た。  

INFOTERRAへの参加数は171カ国であり，登録され  

ている情報源数は，約8，000となっている（l］本園内登  

録機関数511件）。   

①情報源の登録と更新   

本年度は，国内登録機関に係る記述の修正及び適加等  

の作業を行った。   

①情報源の検索照会及び回答   

国内外からの依頼に対して，情報源照会回答業務を行っ  

た。本年度（平成7年1～12月）は，34件の照会があっ  

た（国外からの照会数23件）。   

③ネットワーク＿とでの検索システムの開発   

平成7年度は，国立環境研究所ネットワーク1∴で利用  

可能なSPARCcenter2000／ORACLE7による検索シス  

テムを改良した。また，国立環境研究所WWWサーバか  

ら利用可能な検索システムの開発を行った。   

④広報活動   

情報源及び利用者への広報資料として，平成6年既に  

刊行した電子メディア版による「工NFOTERRA匡l内情  

報源台帳（第12版）FD版」及び「fNFOTERRA環境  

用語シソーラス（日本語版）第1版」の訂正を行い，国  

内外の機関に送付した。  

3．4 機関情報（lNFOTERRA）の整備と提供   

環境情報センターは，国連環境計画（UNEP）の運営  

する国際環境情報源照会システム（TNFOTERRA）に  

おける我が国の代表機関（NationalFocalPoint）とし  

て，次の業務を取り行った。なお，1996年3月現在，  

衷3．5 蔵 書 数 等  
（平成8年3月現在）  

内  資料形態  容   6年度末  7年度末  増加数等   

単行本   33，657柑  34，674冊  1，017冊  

外国資料類  1，805柑  101冊  

国内資料類  

冊子体  継続資料  418誌   571訟  158誌  

単発資料   11．976冊  12．720冊   744冊  

購入洋雑誌   452詰   467詰   15誌  

購入和雑誌   176誌   176詰   

地方図（国土地理院，50万分のl）   8枚   8枚   

地勢回（国土地理院，20万分の1）   130枚   130枚  

地形図（国土地理院，5万分の1）   1．249枚  1，249枚  

地形l夏†（国土地理院，2万5千分の1）   
地  図  

場所版に更新）  

地形図（国土地理院，1万分の1）   319枚   3J9枚  

湖沼匡（国土地理院，1フィ分の1）   112牧   112枚  

土地利用図（国土地理院，2万5十分の1）   1，269枚  1，269枚  

その他の同乗（地矧裏卜等）   978杖  1，036枚   58枚  

マイクロ  EPA及びその他のNTISフィッシュ   92，935件  97，524件  4，589件   

フイルム  EICフィッシュ（昭和49年度）   5．507件  5，507件   

そ の他  新聞切り抜き（昭和55年1月、平成元年3月）  31、104件  31，104件  

（地図については発行図面数）  
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3．5電子計算機管理業務   

環境情報センターは，電子計算機管理業務として．大  

型電子計算機システム，スーパーコンピュータシステム  

及び国立環境研究所ネットワークに閲する管理，運用等  

業務を所掌している。これらの管理，適用を行うため，  

「国立環境研究所電子計算機処理管理規程」及び「国立  

環境研究所ネットワーク運営管理規程」を定め，適正な  

管理，運用等を行っている。   

また，電子計算機の勤務時間外における利川体制を確  

立し，電算機周辺装置室及びスーパーコンビュナタ節米  

室の共通の出入□のドアに設置する磁気カード方式によ  

る入退室管理システムの管理を行うとともに，利用にあっ  

ては「国立環境研究所電子計算機室利用要領」及び「国  

立環境研究所電子計算機室利用袈領難脚」を定めて運用  

を行っている。  

なお，7年度における本システムの利用登録者は，延  

べ141名であった。利用状況を年平均CPU使用率及び  

月平均実行ジョブ本数でみると，それぞれ74％，2，016  

本であった。  

（2）スーパーコンピュータシステム管理業務   

平成3年度，新規に導入されたスーパーコンピュータ  

システムは，その利川に係る調整にあっては地球環境研  

究センターが，システムの管理及び運川にあっては環境  

情報センターが行うこととされている。   

本システムの運転時間は，その処理業務の性格＿L，夜  

間及び閉庁日を含めて24時間連続運転を行い，原則と  

して月に1皮，第4土曜日に4時間程度，保守作業のた  

め計画的に停止することとしている。   

本システムは，オペレーティングシステム（OS）と  

してSUPERrUX（UNIX準拠）を採用し．地球環境  

遇を扱う大規模なFORTRANプログラムを効率・よく作  

成・編集し，また実行するために，デバッグ機能，最適  

化機能や萬水準の自動ベクトル化機能などをもつ  

FORTRANコンパイラ及び各棟支援ツ－ルを備えてい  

る。また，地球環境研究では，計算結果を可視化するこ  

とが現象解明並びに影響計仙及び予測を行う上で非常に  

重要な役割を果たすため，計算結果を動画として表示す  

る高速画像表示装置を始め，三次元グラフィック処理基  

置及び二次元画像処理装置等を備えている。   

なお，7年度における本システムの利用登録者は，共  

同研究員等を含めて，延べ117名であった。利川状況を  

年平均CPU使用率及び月平均実行ジョブ本数でみると，  

それぞれ93％，1，014本であった。今後，適用の面では，  

本格的な利用‖二伴う長時間ジョブの増大に対応するため，  

計算時聞及びメモリサイズ等によるジョブのクラス分け  

のスケジューリングや，各利用者のプログラムのチュー  

ニングによる効率化等について検討を行うなど，さらに  

効率的な利用環境の整備を‖指すこととしている。  

（1）大型電子計算機システム管理業誇   

大聖電子計算機システム（環境情報システム）は，環  

境分野のシミュレーション計算，各実験施設やリモート  

センシング等における測定データの解析及びそれらの画  

像・図形処理に利用されるとともに，各種データベース  

等の業務処理に使用された。   

地球規模での環境問題に関する研究への取り組みが本  

格化したことを背景として∴大規模なメモリ空間や長時  

間の計算を必要とするシミュレーション計算が引き続き  

行われた。電子計算機の性能に依存するこれらのジョブ  

は，一般に，相当程度のCPUを費やし，場合によって  

は数日から10数Hの期間を要するため，特に大型のジョ  

ブを実行する場合にあっては，システム運転時間を最長  

翌日の7時30分まで自動的に延長している（平日の通  

常運転終了時間は22時00分）。また，「国立環境研究所  

電子計算樅処理管理規程」に基づき，年度初めに実施し  

た仝利用者に対する利用予定調査をもとに，年間利用計  

画を作成したほか，個別のジョブについては，プログラ  

ムサイズ32メガバイトまでを一一般ジョブ，それ以上の  

サイズのものを大貴せジョブとし，実行クラスを分けてス  

ケジューリングを行うなど，システムの‖渦な運用に努  

めている。また，シミュレーション計算及び大義のデー  

タを扱う計算を対象とする利用のほか，大型電子計算機  

システムに付属する豊富なライブラリプログラムを活用  

する例も多く，それらの適切な利用に当たって．利用者  
の要言削二対応した。  

（3）国立環境研究所ネットワーク管理業務   

平成3年皮に構築された国立環境研究所ネットワーク  

は，平成4年5月にNrrrll専用回線（64Kbps）により国  

際群学ネットワーク（TISN，東京大学理学部）と接続  

され，所外との通信利川が町青巨となったことに伴い，本  

格的な利用が開始された。代表的な利用例は，各研究室  

に配置されたワークステーション又はパーソナルコンビュー  
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3．7 WWW（WorFd－WideWeb）による情報提供   

国立環境研究所では，研究成果・資料に関する外部か  

らの照会等に対して的確に対応するよう努めているとこ  

ろである。   

また，環境基本法（平成5年法律第91号）に基づい  

て策定された環境基本計画（平成6年11月）において，  

環境情報の整備・提供について述べられている。  

∴このような背景に鑑み，国立環境研究所の賃内情報，て■  

研究情報等の提供をインターネットにより行うため，平  

成6年度より開発整備に取り組んだ「国立環境研究所W  

WWサーバ」の本格運用を平成8年3月末より開始した。   

情報提供の内容等の概要については，図3．2に示すと  

おりである。  

夕により，研究室窄、らの大型電子計算機及びスーパーコ  

ンピュータの利用及び国外を含む所外の関連研究者との  

電子メールの交換である。   

平成6年度は，科学技術振興調整費により，新たに  

NTT専用回線（512Kbps）による省際研究情報ネット  

ワークとの接続を行うとともに，ネットワークサーバ及  

び同クライアントを設置し，所内の各種業務及び研究活  

動の紹介を中心にした情報提供システム（WWWサヤバ  

日本語版の試験連用）を構築した。   

さらに，平成7年度には，国際理学ネットワークから  

省際ネットワークヘの移行（平成7年10月）及びNTT  

専用回線（512Kbps）を1．5Mbpsに増強（平成8年3月）  

し，セキュリティシステムの構築を行うとともに，情報  

提供システム（WWWサーバ）の本格運用を平成8年3  

月末に開始した。  3．8 環境情報提供システム   

環境情報提供システムは，環境基本法第27条に基づ  

き，環境教育・学習の振興及び民間環境保全活動の促進  

に資するため，環境情報の提供を行うことを目的とする  

もので，平成6年度より通信システムを利用した環境情  

報提供システムの構築を進めてきた。   

平成7年度は，システムの詳細設計及びシステム開発  

を行い，平成8年3月よりシステムの運用を開始した。  

同システムでは，環境庁報道発表資料．環境庁行事予定  

等の環境速報を時系列で提供しているほか，環境情報デー  

タベースとして環境行政情報，環境法令情報，環境保全  

活動促進情報，環境情報源情報等．環境庁や関係法人に  

おいて整備されたデータベースや新たに整備したデータ  

ベースを収録し体系的に提供している。環境情報データ  

ベースは，構成するすべてのデータについて横断的に検  

索する全データベース共通の検索と個別のデータベース  

について固有のキーワードを活用した検索を可能とし，  

求める環境情報を容易に検索することができる。なお，  

環境情報提供システムの運営は，（財）環境情報普及セ  

ンターに委託して実施しているが，同センターでは行事  

の案内．環境関係団体の動向に関する情報，情報交流等  

の場を提供する事業と併せてEICネット（Environmental  

Information＆Communication Network）として一括  

して運営している。EICネットのメニュー体系は，図  

3．3に示すとおりである。これらのサービスを利用する  

ための費用は無料としており，また，地域における通信  

費の格差是正等に配慮して公衆回線のほか，多くのアク  

セスポイントを有する大手商用パソコン通信ネットやイ  

3．6 国立環境研究所環境情報ネットワーク   

平成7年度には，前年度に引き続き「匡Ⅰ立環境研究所  

環境情報ネットワーク研究会（第8回）」を平成8年2  

月21，22日に開催した。平成7年度は，環境庁長官官  

房総務課環境情報企画官董主催の「全国環境情報担当者  

会議（第5匝＝」との合同開催により，地方行政機関及  

び地方公害試験研究機関等から約110機関（約170名）  

の参加を得た。ここでは，パソコン通信システムの整備  

とともに，環境基本法（平成5年法律第91号）に基づ  

いて策定された環境基本計画（平成6年11月）を実効  

あるものとするため，今後の環境情報の提供等のあり方  

についてさらなる検討を加えるなど，所要の検討を行っ  

た。   

これらの研究会の実績や全国公害研協議会から国に対  

する要望を踏まえて，当研究所では「環境情報ネットワー  

ク（パソコン通信システム）」の本格運用を平成3年7  

月1日から開始した（平成7年度末の加入者数は，約  

180名）。   

なお，電子会議では．多数の利用者が，定められたテー  

マについて，意見交換や議論を行うことができる（SIG  

＝Specia11nterestGroup）。また，特定の利用者の間で，  

例えば共同研究に関する情報交換，事務打合せ等を行う  

ほか，ある課題に関する報告書の作成等を共同で執筆す  

ることができる（CUGごClosed UserGroup）。また，  

電子メールは，各利用者間において研究情報の交換や事  

務的連絡を行うことができる。  
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ンターネットからのアクセスを可能としている。  トを利用したWWWによる情報掟供の検討も行うことと   

環境情報捷供システムは，今後引き続き機能の拡充や  している。  

情報の充実を行うとともに，FAX通信ヤインターネッ  

ン 
■GRI肝○一夕利用  

回3．2 国立環境研究所WWWによる情報提供  
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3．9 各種情報の収集及び整備等に関する業務   

3．9．1自然環境保全総合データベースの開発  

自然環境保全総合デ「夕べけスは，自然環境に関する  

－、ト現況の把握及び変動の予測や評価等の基礎資料とするこ   

とを目的として，環境情報センターにおいて平成3年度   

より整備業務を開始したものである。  

これまでの成果としては，全国土の自然環境データを   

3次メッシュ単位で数値及び文字情報として検索・表示   

できるデ「夕べースシステム（GREEN）を，国立環境   

研究所大型電子計算機システム上に構築しており，庁内   

及び所内に設置されている専用端末機や，ネットワーク   

接続されたパーソナルコンピュータ等から，対話型で利   

用が可能である。  

平成7年度は，当データベースの運用を行うとともに，   

前年度より周始したパーソナルコンピュータ用の自然環   

境保全総合データベース（P－GREEN）の整備を実施し   

た。  

このパソコン用データベースは，既システムの成果や   

収録データ（表3．6）を基としつつ，WINDOWS上での   

動作を前程に，グラフィカルな表示及び操作機能を特徴   

とし，自然環境データの利用を容易にするものである。  

開発にあたっては，パソコン利用環境に適当な範囲とし  

て，全国を1／50万地方区＝二準拠した8地方ブロックに  

分割し．各ブロックを独立したシステムとして作成した。   

このようなパソコン版システムの開発計画に従い本年  

度の業務では，前年度の基幹機能に加えて全体機能を完  

成させ全ブロックを整備したところであるが，今後もコ  

ンピュータ環境の更新に対応するシステム整備を続行す  

る予定である。  

3．9．2 環境庁委託等調査報告書の収集   

環境庁行政部局が委託等により実施した調査研究の成  

果は，研究者や一般の国民にとっても貴重なものであり，  

研究所の改編の際にも情報センターの役割としてこのよ  

うなGrey Literatureの整備の必要性が指摘されている。   

このため，平成2年度までの環境庁の委託等の調査研  

究について，環境庁行政部局の協力を得て，名称や成果  

物の特定，キーワードや対象地域などの検索用のデータ  

の付加を行い，データベース化するとともに，可能な限  

り報告者等の成果物を収集・整理する作業を実施してき  

た。平成7年度は，環境庁が平成6年度中に実施した調  

査研究等の成果物を中心に，その収集，整備を行った。  

表3．6 自然環境保全総合データベース収録データーー覧  

デ ー タ 名 称  ア「夕年度   デ ー タ 名 称  データ年度   
植物群箔（767分類）  2，3回調査   平均   昭和58年   

植生自炊呟（13区分）  標  
特定植物群落（4895往類）  国  自 妖   哺乳塀（1〔桔托）  起伏呈  

泰  最大悼斜角度   ■昭和58年  

境 保 全  傾  
物  土  

基 礎  〃 方向  
調  3二大メッシュ面絹   平成3年  査  

環境相標桂（70桂）  卜  
自較景観音源（14934件）  数  
自然公園・保全地域（402地域）  2．3回調査  果樹圃  

日本の絶滅のおそれのある  地  
野生生物（全塩調査該当401踵）  

平成3年度  森林  
自然地名（22160件）  値  

農業地域  昭和62年  用  
森林地域  幹線交通用地  

国  都市計画区域  面  
情  内水地  楷  

市街化区域  根  
土  市街化調整区域  海水域  
数  普通地域  

地  報  昭細54年  

地形分塀  
億  土壁  
情  原生自然環娩l呆全地域  気  昭細61年  

自 事大  平年年間降水量  昭相60年  

斗  象   昭和63年  

そ  

海中特別地区  吋  

環境庁：自然環境保全基礎調査．国土地搾院：国土数値情軋気象庁：メッシュ気候値による  
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なお，平成3年度以降の報告書については，環境庁長  

官官房環境情報企画官が平成3年度以降より成果物及び  

概要の収集・整理，データベースの作成を開始しており，  

毎二年度作業完了後に当センターに移管されることとなっ  

ている。  

平成7年度においては，環境情報源情報及び環境情報  

扱い機㈲情報について，更新・追加調査を実施するとと  

もに，地プナ自治体の組織や条例の概要，国際的な研究計  

画等の情報を新たに加lえ，合わせてフロッピーディスク  

に収録した。本ディスク（環境情報ガイドディスク）は，  

（財）環境情報普及センターを通じて・般への配布も行っ  

ているが，広く活用されることを考慮し，複写・譲渡を  

白山にしている。   

環境情報ガイドに収録Lている案内情報としては，以  

下のようなものがある。  

3．9．3 環境庁公表資料情報データ一覧及び公表資料の  

提供   

環境庁は，広報室を通じて年間300件以上の許軋  

調査結果等の公表を行っている。これらの情報を民間の  

機関等が把握するためには，新聞等を毎H精査するなど．  

大きな労力が必要となる。これを軽減し，環境庁の公表  

資料の普及に努めることは，環境行政の推進の観点から  

も重要なことである。   

ニのため，環境庁行政部局の協力を得て，平成3年度  

分からの環境庁公表資料データー覧並びに公表資料及び  

酎寸資料の・・・h般利用者への捷供体制について検討を行っ  

た。環境庁公表資料データー覧は，公表年月日，件名，  

概要，キーワード，添付資料名，担当課室等を含み，帳  

票（コピー川紙）のほか，パーソナルコンピュータによ  

る検索等の処理の便を考慮してフロッピーディスクによ  

る提供を，また，公表賀料及び添付資料については，  

（財卜環境情報普及センターを通じてコピーによる提供  

を行っている。   

－▲プ∴ 同データー覧は，環境情報ネットワーク（Eト  

NET）にアップロードし，別途，地方公害研究機関等へ  

の提供体制も確立している。  

○環境情報情報源情報  

（国，地方自治体，主要NGO等の持つ環境情報約680   

件）   

情報の概婁，収録内容，保有機関，整備期間，対象  

地域，入手方法 などを収録  

○環境情報扱い機関情報  

（同や地方自治体の組織，公益法人，．NGOなど約420   

件）   

一名称，所在，蓮兼先，扱う環境情報の概安，主宴成  

果，定期刊行物 などを収録  

○国際環境情報源照会システム（UNEP／1NFOTERRA）   

の国内登録機関情報  

（国や地プア自治体の組織，研究所，大学など約510件）   

一名称，連絡先，■扱う環境分野（キしワード方式）な  

どを収録  

○環境関連法律・条約・条例情報  

（環境保全を主l］的としている法律・条約・条例など約   

210件）   

一名称，概要，公布・施行年月日などを収録  

○環境基本用語解説情報  

（ガイドディスク中の用語で解説を要するとおもわれる   

もの約200言古）   

一名称，解説，関連国書などを収録  

○国際研究計画・機関情報  

（国際的なモニタリング計画，環境情報の整備・提供機   

関など約310件）   

一幸一称，概要，目的などを収録   

3．9．4 環境情報源情報の整備   

環境情掛二ついては，これまで環境庁を始め政府機関  

等において多種多様な情報が集積され，環境自薔などの  

形で公開されているが，これらの情報は必ずしも体系的  

な収集・整備が行われているわけではない。このため，  

環境情報の全体像とそれらの情報の所在について明らか  

にし，環境に聞達する情報へのアクセスを客易にするこ  

とが必要となっている。   

このため，環境情報センターにおいては，どのような  

環境情報がどこにどのような形態で免積されているかに  

関する情報（環境情報源情報）を整備し，環境情報の全  

体像を明らかにするとともに，外部提供可能な情報源情  

報について，広く一一般に利用可能な形で掟供するため，  

平成4年度より環境情熱二関する調査を行っている。  

これらの情報については，環境情報提供システム等に  

よるオンライン提供も実施している。  
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4．地球環境研究センター  

4．1業務概要   

近年，地球温暖化，成層圏オゾン層の破壊，酸性降下  

物，海洋汚染，熱帯林の破壊，砂漠化，野生生物種の減  

少等の地球規模での環境問題が顕在化し，人類の生存基  

丑削二深刻な影響を与えている。このような事態に対して  

実効ある取り組みを行うためには，地球環境に関する観  

測・監視と調査研究を抜本的に強化し，人類の諸活動が  

地球環境に及ぼす影響を科学的に解明する基礎作りを進  

めることが不可欠であるという認識が世界的に広まって  

いる。とりわけ∴高度な経済活動を営み，優れた技術力  

を有する我が国としては，「世料二貢献する日本」の立  

場から，国際的地位に応じた役割を積極的に果たしてい  

くことが必要である。   

以上のような背恩の下，地球環境研究センターは平成  

2年10月1日に発足した。当センターの基本的仕掛ま，  

地球環境研究を国際的，学際的，さらには省際的な観点  

から総合的に推進することにあり，この実施のため地球  

環境研究の総合化，地球環境研究の支援及び地球環境の  

モニタリングを業務の「3つの柱」として据えている。  

■平成7年度には，平成6年度までに築き上げた基盤を  

さらに発展させるべ〈業務を実施した。具体的には内外  

の研究者の参加による各種研究交流会議を開催して研究  

者間の交流を促進するとともに，総合化研究の継続的推  

進，スーパーコンピュータシステムの戦略的な運用，  

UNEP／GRIDのセンターとLてのサービス提供，落石  

岬や波照間などの地球環境モニタリングステーションの  

整凧 地球環境モニタリング事業の充実など具体的な推  

進を図ってきた。   

このほかにも匝Ⅰ際研究協力の観点から，IPCC（気候  

変動に関する政府間パネル）活動への参れ APN（ア  

ジア太平洋地球変動研究ネットワ→ク）の支援，  

ENRICI・l（地球変動研究における欧州ネットワーク）及  

びIAI（汎アメリカ研究所）との運漕等の活動を行った。  

牡じている。地球環境総合化においては，地球環境保全  

に向けて各分野の研究者の総力を結集して効果的に研究  

を進めるため，研究の有機的連携を【窒」るとともに，こう  

した社会現象や環境破壊に至る現象を総合的に把握し，  

相互作川を解明することにより，地球環境研究の方向づ  

けを行うことを目的としている。  

4．2．1地球環境研究の方向づけ  

（1）地球環境研究者交流会議   

地球環境研究に携わっている研究者を広く結集し，研  

究手法，成果等について総合的かつ分野横断的な検討を  

行うことにより，体系的，効率的，学際的かつ国際的な  

地球環境研究を推進している。   

平成7年9月8日に第8回地球環境研究者交済己会議を  

「地球環境研究の新たな展開一人間・社会的側面の研究  

推進に向けて」というテーマで東京の国立教育会館で開  

催した。（主催：地球環境研究センター，環境庁地球環  

境部，共催：日本学術会議地球環境研究連絡会議HDP  

専門委貝会（HDP：HumallDimensioTIS Of Global  

EnvironmentalChange Programme）環境庁では，平  

成7年度から地球環境研究総合推進費に「人間・社会的  

側面からみた地球環境問題」分明場所設し，社会科学的  

アプローチによる地球環境研究の展開及び研究体制の構  

築等の検討を開始Lた。この研究分野は，地球環境変動  

に対する人間活動の影響・役割や地球環境変動が人間社  

会に及ぼす影響等を研究するもので，自然科学的な知見  

を基礎としつつ，政策面の研究を強化していく上で蒐要  

な分野として国際的にも期待されている。研究者を含め  

た当該分野に関心を持つ213名が，」司に参藁L，本研究  

の将来の方向について活発な議論が行わゴtた。   

平成7年10月2日、6日に第9回地球環境研究者交  

流会議「平成7年度地球環境研究総合推進費研究成果発  

表会」を東京の中央大学駿河台記念郎で開催した。（三i三  

僻：環境庁地球環境部，地球環境研究センター）地球環  

境研究総合推進費の対象分野は，オゾン層の破壊，地球  

の温噴化酸性雨，海洋汚染，糾；モ林の減少，生物多様  

性の減少，砂漠化，その他の地球環境にわたり．各分野  

ごとに研究発表，パネルディスカッション，懇親会が行  

4．2 地球環境研究の総合化   

地球環境問題は，発展途上国における人口増加や矧胤  

農業用地の乱開発，先進国の都7行化，高度な生活の粟求  

及び急速な技術進歩等，人間活動が複雑に閲速し合って  
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4．2．2 地球環境研究の国際的な組織化  

（1）東アジア地域における地球変動研究の地域ネット  

ワーク   

■rGEiP（地球圏一生物園国際共同研究計画）において，  

地球規模の変動に関する地域研究所のネットワークづく  

りを行うためSTART（地球規模変動に関する解析・研  

究・訓練のためのシステム）が進められているが，この  

一つとして東アジア地域における地球変動研究の地域ネッ  

トワーク（TEACOM）が創設された。平成7年度は，  

10月に第5会合が北京で開催され，前回会合で決定さ  

れたTEACOMの枠組の中で推進すべき2つの研究分野  

（アジアモンスーンの機構とその変化が及ぼす影響，土  

地利用・被覆変化）について，研究計画を作成するため  

のステアリング・グループが結成された。前者の課題に  

ついては，平成8年1月の第1回APN科学計画委員会  

に提出された。  

われ，研究成果の公表及び研究者間の情報交換を図った。   

各分野の研究分科会委員，研究発表者，当該研究分野に  

ゝ周心を持つ⊥般参加等延べ777人の参加があった。  

（2）各種研究企画支援活動   

1）地球変動に関する日米ワークショップ   

平成8年2月27日～29日までつ〈ばにおいて開催さ   

れた日米科学技術協力協定に基づく第4回日米ワークショッ   

プ「土地利用／被覆と地球規模の環境保全に関するワー  

クショップ」に参加し，また，企画運営委員として支援   

した。←土地利用／被覆の変化と地球環境保全に関する実   

態と変化のメカニズムを解明するためデータベースの構   

築，それら変化のモデリング，気候変動やその他地球環   

境問題との関連の検討・評価，さらには将来の予測・対   

策などにつき議論が進められた。  

2）地球圏一生物圏国際協同研究計画（IGBP）一北  

ユーラシア協同研究（NES）準備会合   

平成7年11月28日～12月1日にIGBP－NES準備会   

合が国立環境研究所で開催され本会合の支援を行った。   

シベリアはその広大な面積とここに擁するタイガやツン  

ドラの自然生態系や凍土層の地球環境に与える影響が大   

きいこと，しかも地球環境との関連での研究がわずかし   

か行われていないことから，国際協同観測を呼びかける   

ことを目的として開かれた。その中心課題は，「シベリ   

アのツンドラと寒帯の生態系における炭素循環，またそ   

の気候変動による影響」の研究であり，また，その関連   

で水循環，生態系の構造と機能，人為影響などを総合的   

に研究するために今後の研究計画，研究の具体化，組織   

間題などが討議された。   

3）地球環境研究総合推進費関連活動   

分野内の研究者間の交流と情報交換を目的として，平  

・成・7年7月に連絡会譲を開催し，今後の研究の方向性を   

議論したほか，平成7年10月に平成7年度地球環境研  

究総合推進費研究成果発表会を開催した（上述）。また，  

分野別研究発表会として．「熱帯林の減少」及び「生物   

多様性の減少」分野の発表会（平成8年1月）を支援し   

た。  

（2）アジア太平洋地球環境変動ネットワーク   

アジア太平洋地球変動研究ネットワーク（APN）は，  

地球を3つの地域に分割してそれぞれの地域の中で地球  

変動研究ネットワーク化を図る構想の一環である。日本  

は，APNの暫定事務局を引き受けており，・実施段階に  

入ったAPNの具体的な事業内容を検討するため，平成  

8年1月に城内の研究者と地球規模変動に関する解析，  

研究，訓練のためのシステム‘（STAfモT）地域委貞会の  

代表等からなる科学委員会が開催され，本会議に参加し  

た。また，APNの今後の2年間の科学的活動プログラ  

ム，より長期的な組織体制及び機関としてのあり方を検  

討するとともに，各国における地球環境研究への取組み  

状況に関する情報交換を行うことを目的として，平成8  

年3月にタイ国チェ㌢マイにおいて第1国政府閉会合が  

開催さ，れ，当センターもメ，ンバーを派遣し積極的に協力  

した。  

4．2．3】PCCへの貢献   

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）においては，  

平成7年12月にイタリアで開催されたIPCC第11回全  

体会合で1995年IPCC第二次評価報告書が採択された。  

当センターは，特に第二作業部会の第二次評価報告書本  

文のリードオーサーとして貢献し，さらに総合報告書  

（気候変動枠組条約第2条の解釈に関する科学的情報の  

rpcc第2次評価総合報告書）や第二及び第三作業部会  

（3）リサーチ・オン・リサーチ   

地球環境問題の構造を解明し．研究の状況を把握する  

ためのリサーチ・オン・リサーチを行っている。（2．2．9  

参照）  
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の政策者のための要約の審議に参加し採択に向けて協力  

した。平成7年11月には，特別講演会「温暖化する地  

球－IPCC議長Bolin氏を迎えて－」の会議や平成8年  

1月には，第5回地球温暖化アジア太平洋地域セミナー  

などの国際会議の開催に協力し，IPCCの最新の情報を  

報告した。当センターは．広くIPCCの最新結果の普及  

に努める等，我が国におけるIPCC活動の中心としての  

役割を∴果たしている。  

サンゴ礁分布図を含む「サンゴ礁データベース」の作成  

を行った。さらに，温暖化の影響として懸念されている  

海面上昇問題に関する最新の知見や研究例をまとめた  

rData Book of Sea－LevelRise」（海面上昇データブッ  

ク）を刊行し，一一般への提供を開始した。  

（2）GRID一つくぼ   

当センターは．平成3（1991）年5月に国連環境計画  

（UNEP）／地球資源情報データベース（GRID）のセン  

ターに指名され，以来GRID一つ〈ばとしての活動を進  

めている。   

平成4年度から開始したGRIDの地球環境データの  

提供業務については，平成7年度は，国内外から21件  

の申請があり105データセットの提供を行った。その他  

46件の問い合わせがあり，すべてに対して回答した。   

また，リモートセンシングによる東南アジア地域の  

1kmメッシュ植生指数図について，6年度に作成した  

1987．88，89，94年次のデータをGRIDデータとして登  

録するとともに，新規に1991，92年次のデータを作成  

した。   

また∴ GRTDデv夕の利用促進の一環として，WWW－  

ホームページの開設，rGRIDTsukuba」パンフレット  

の更新を行い，オンラインとオフラインの両方でGRTD  

データの利用方法を紹介した。  

4．2．4 総合化研究   

推進費の中の「総合化研究」については，当センター  

が中心となって進めており，平成7年度は，「持続的発  

展のための環境と経済の総合評価手法に関する研究」や  

．「地球環境予測のための情報のあり方に関する研究」を  

新たに立ち上げ実施した。「地球環境負荷低減のための  

都市とライフスタイルのあり方に関する研究」は，平成  

7年度から地球環境変化の人間・社会的側面研究として  

分類されることとなった。（詳細については，2．3．8，  

2．3．9参照）  

4．3 地球環境研究支援   

日本における地球環境研究の中心的役割を果たすべく，  

地球環境研究に必要な様々な支援体制を整備し，それを  

広く提供していくことにより研究の効果的推進を因って  

いる。  

4．3．2 スーパーコンピュータ   

平成3年度からスーパーコンピュータシステムの利用  

サービスの提供が開始され，平成7年度は引き続き研究  

所内外に開放して運用を行った。運用に当たっては，専  

門家からなる「スーパーコンピュータ関連研究ステアリ  

ンググループ」の意見を反映させるとともに，代表的な  

利用者からなる，「スーパーコンピュータ利用ワーキング  

グループ」（代表的ユーザーからの意見聴取等）及び  

「スーパコンピュータユーザーミーティング」（利用者へ  

の情報提供等）を開催した。また，本年度は，環境情報  

センターとの協力を得ながら平成8年度に導入する次期  

コンビュ丁タシステムのため「次期コンピュータ検討委  

貝会」や「次期コンピュータワーキンググループ」を開  

催し導入の検討を進めた。   

本システムを利用して，地球規模の気候変動を予測す  

るための大循環モデル（GCM：GeneralCirculation  

Model）による数億シミュレーション研究，人口衛星等  

4．3．1 データベース  

（1）一地球環境データベース   

地球環境研究センターは，地球環境に関する各種情報  

を収集・蓄積↓，国内外の研究者や施策決定関係者に提  

供することを目的として，地球環境データベースの構築  

を進めている。   

平成7年度には，地球環境研究の基礎となる気候，貿  

易統計，人口等のデータの収集・整備を行ったほか．シ  

ステム面でも環境資源のフローを表示するソフトウェア  

の操作画面の改良とマニュアル整備を行うなどして，地  

球環境研究の支援を行った。   

また，個別分野のデータについては，国連砂漠化防止  

条約の採決を受けて，世界の主な砂漠化地域の砂漠化の  

現状と対策に関する情事馴文集を行い「砂漠化データベー  

ス」を作成した。また．地球温暖化要因の二酸化炭素の  

収支に係わりのあるサンゴ礁の情報収集を行い，世界の  
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によるリモートセンシング関連研究をはじめとする広範  

な分野の地球環境研究が，国立環境研究所内外の研究者  

により実施された。研究課題数は，28課題に達L，CPU  

の稼働率は年間を通じて100％に近い値を継続的に記録  

している。   

当システムを利用した地球環境研究の幅広い紹介，利  

川著聞の情報交換などを目的として，平成6年度の研究  

成果を CGER’s supERCOMPUTER ACTIVITY  

REPORT Vol．31994，平成3年度から平成6年度の個  

別研究成果と してCGER’S SUPERCOh／IPUTER  

MONOGRAPH REPORT Vol，1とVol．2としてとりま  

とめた。  

球環境研究センター運営委員会で評価され，幹部会講に  

報告される。（図4．1）  

（1）地球環境モニタリング（個別事業）   

事業は進捗状況により   

①フィージビリティスタディ（FS）－原則1年間と  

し，モニタリ●ングの継続可能性・手法等の検討を行う。   

②試験モニタリングー原則3年間とし，FSで検討さ  

れた手法等を試行し．長期モニタリングとしての手法・  

体制を確立する。  

（卦長期モニタリングー試験モニタリングで確立された  

手法で長期・継続的にモニタリングを実施する。原則3  

年ごとに事業を見直す。   

の3段階に分類される。（事業の詳細は2．4．2を参照）   

本事業で得られたデータは速やかに公表し，広〈－▲般  

に提供することとしており，検証が済んだデータは順次，  

年次報告書「MonitorirlgReporton GlobalEnvironme  

nt」，CD－ROMその他の媒体で公表されている。  

4．4 地球環境モニタリンク業務   

地球環境研究センターでは，事業の3本柱として「地  

球環境研究の総合化」「地球環境研究の支援」「地球環境  

モニタリング」を掲げている。地球環境モニタリングと  

は，地球環境研究及び行政施策に必要な基礎データを得  

ることを目的とLて，世界各国の関係機関・研究所と連  

携しつつ，地球的規模での精緻で体系的かつ長期的な地  

球環境のモニタリング（地球環境変動因子や地球環境変  

動による影響などの継続的監視・観測）を行うものであ  

る。  

（2）衛星観測プロジェクト関連  

1LAS／RISおよびIT」AS一口衛星観測プロジェクト（IL  

AS：改良型大気周縁赤外分光計，RTS：地上衛星間レー  

ザー長光路吸収測定川リトロリフレクター）の一環とし  

て，主として1LAS・RISデータ処理運用システムおよ  

びILAS一口データ処理適用システムの開発業務を担当し  

ている。1LASおよび別Sセンサーの運用開始後は，デー  

タ処理運用システムの運用業務を担当する。ILAS－Ⅱが  

搭載されるADEOS一江（環境観測技術衛星）の打ち上げ  

後は（平成11年の予定），1LAS－Ⅲのデータ処理業務に  

切り替わる予定である。   

本事業で得られたデータは，データ質の検証後，イン  

ターネット等によるコンピュータネットワーク，CD－  

ROM等の電子媒体及び印刷物で公表され，一▲般に広く  

提供される予定である。   

なお，地球環境研究に係る本プロジェクトの必要事項  

についての検討は，本研究所「研究推進委貞会」の下部  

組織である「衛星観測プロジェクト検討小委員会」にお  

いて行われており，6年度末より，その庶務は，当セン  

ターにおいて処理されている。  

4．4．1地球環境研究センターのモニタリング体制   

当センターのモニタリング事業は，①地球環境の諸事  

象に係る個別の地球環境モニタリング（個別事業），②  

衛星搭載観測槙器のデータ処理運用システムの開発・道  

川等（衛星観測プロジェクト聞達），③国際的なモニタ  

リングネットワークへの参画・支援に大別され，以下の  

ような体制で実施されている。   

各モニタリング事業は所内研究者から選ばれた実施代  

表者が中核となって事業を統括し，観測実務に分担協力  

する所内の研究者（協力研究者），j、引雪的見地から指導・  

助言を行う所外の有識者（指導助言者），前菜実務を担  

当・補佐する民間団体（技術支援団体）からなる実施グ  

ループにより推進されている。   

そして，事業全体の企画調整・予算等は地球環境研究  

センターの研究管理官（観測担当）・観測第一係が事務  

局となり，事業実施グループ・技術支援団体等と緊密な  

連携を区りながら管理・運営が行われている。   

事業の成果は毎年，国立環境研究所lぺに設置された地  

（3）国際的なモニタリングネットワークヘの参画・支   

援  
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事業の指導．助言．公表データの検証   

・各事業の連絡調整等   

区4．1二地球環境モニタリング事業の実施体制   

15～45kmの低中高度成層圏オゾン濃度の垂直分布を観  

測している。   

②ミリ波分光計による成層圏オゾン層モニタリング  

（試験モニタリング）  ＼   

7年度より新たにミリ波分光計による高度45km以上  

の高高匿成層圏オゾン層のモニタリングを開始した。こ  

れによってオゾンレーザーレーダーと合わせ成層圏のほ  

ぼ全域にわたる高度での観測体制が構築された。   

③有害紫外線モニタ・リング（試験モニグリング）－   

成層圏オゾンの減少による有害紫外線量の増加を監視  

するため，東京・霞ケ閑の第5合同庁舎屋上において．  

プリューワ型分光光度計，B領域紫外線計（UV一日），  

全天日射計により有害紫外線量を試験的に観測している。  

世界の関係機関と連携しつつ，国際的なネットワーク  

の一員としてモニタリングを推進すべきことはいうまで  

もないが，ネットワーク自体の構築・強化への貢献も我  

が国の責務であーり，当センターも必要に応じて精度管理，  

データ検証，国内またはアジア太平洋地域関係機関への  

窓口業務等の支援事業を行うこととしている。   

現在は，UNEPとWHOの地球環境監視システム／陸  

水環境監視計画（GEMS／Water）について支援事業を  

行っている。  

4．4，2 事業別活動概要（各事業の詳細は2．4：2参照）  

（1）地球環境モニタリング（個別事業）  

く成層圏オヅン層に係るモニタリンク＞   

①オゾンレーザーレーダーによる成層圏オゾン層モニ  

タリング（長期モニタリング）   

当センターは地上ベース遠隔計測器による国際的なオ  

ゾン層総合観測ネットワークであるNDSC（成層圏変動  

探査ネットワーク）に加盟しており，昭和63年よりオ  

ゾンレーザーレーダーによりつくば市上空の高度  

＜対流圏の温室効果ガスに係るモニタリング＞   

④地上ステーションモニタリング（試験モニタリング）   

人為的発生源の直接影響を受けない地点で大気中の温  

室効果ガス等の濃度を測定し，長期変動を監視するたれ  

波照間島（沖縄県）及び落石岬（北海道）に無人ステー  
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ションを設置して，大気微量成分の高精度自動測定を行っ  

ている。波照潤ステーションでは，2月に新たに一恨化  

二窒素の観測システムを整備した。落石岬ステーション  

では8月に観測システムの整備が完了し，試験観測を開  

始した。図4．2にモニタリングステーションの業務体制  

を示す。   

⑤シベリア上空における温室効果ガスに係る航空機モ  

ニタリング（試験モニタリング）   

ロシア連邦の中央火気観測所（CAO）と共同の航空  

機観測により，シベリア西部のスルダート上空の大気中  

温室効果ガス濃度の鉛直分布を観測している。温室効果  

ガスの発生源・吸収源として重要なシベリア凍土地帯で  

の，湿地からのメタンの発生や森林による二酸化炭素の  

吸収などの把握が目的である。   

①定期船舶を利用した南北太平洋上火気モニタリング  

（長期モニタリング）   

民間船舶の協力を得て，日本一オーストラリア間の定  

期航路上で洋上大気を一一定時間（緯度で約3度）ごとに  

自動採取し，温室効果ガスの西部太平洋地域でのバック  

グラウンド濃度（人為的発生源の直接影響を′受けない濃  

度）を観測Lた。   

⑦定期船舶を利川した北太平洋域大気海洋間ガス交  

換収支モニタリング（試験モニタリング）   

民間船舶の協力を得て，二酸化炭素の発生源／吸収源  

として重要な北太平洋の定期航路上で，大気と海水中の  

二酸化炭素濃度・海水の水質を観測し，二酸化炭素の大  

気／海洋間の交換収支を調べる基礎データを収集した。  

＜海洋汚染に係るモニタリング＞   

⑧定期船舶を利用した東アジア海域漸羊汚染モニタリ  

ング（試験モニタリング）   

人為活動による地球規模の物質循環の撹乱を把握する  

ため縁辺海域での海洋汚濁を，生物・化学的指標を用い  

て観測している。7年度は大阪～沖縄聞及び大阪、別府  

間を航行するフェリーに海水自動計測装置と日動採水装  
置を設置Lて，我が国沿海の水質を高頻度に試験観測し  

た。  

＜植生分布に係るモニタリング＞   

⑨リモートセンシングによるアジア地域の植生指数分  

布モニタリング（試験モニタリング）   

インドおよびインドシナニ仁島全域を含む東南アジア地  

＊：波照間MS；沖縄県衛生環境研究所   
落石岬MS；北海道環境科学研究センター  

図4．2 地上モニタリングステーションの事業実務の流れ  
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実施する研究者15名を所内併任として，業務の推進を  

回った。  

城の植生および土地利川状況の変化を把揺するため，衛  

星観測データ（NOAA／A＼／rIRRデータ）を用いて当該  

地域の広域モザイク画像と1kmメッシュの植姓指数刃  

布図を作成している。  （2）客員研究官制度   

地球環境研究センターには，研究活動推進のため客員  

研究官を置くこととされており，平成4年7月29El付  

けをもって5人の大臣発令があった。   

客員研究官は，地球環境研究に関する有識者としての  

立場から，地球環境研究センターの活動プ．緩1・及び地球環  

境研究の総合化に対し指導，肋言を行った。また，平成  

8年2月に第2回地球環境研究センター客貞研究官会読  

を開催した。  

（2）衛星観測プロジェクト関連   

地球観測技術プラットフォーム衛星Al〕EOSに搭載す  

る TLAS・RISからのデータの処理運用システム（計算  

機システムおよびソフトウェアシステムを統合したシス  

テム）が完成し．データ処理運川装置（計算機システム）  

の運転を再開した。これによりADEOS打ち上げに向け  

た準備が整った。また，平成11年打ち上げ予定の後継  

機ILAS－［のデータ処取運用システムの開発についても  

基礎調査を行った。  4．5．2 所列協力活動  

（1）地球環境研究等企画委員会，地球環境研究小委員   

会．地球環境モニタリング小委員会   

地球環境研究センターの対外的業務の一つとして，地  

球環境研究総合推進実射二よる研究の進行管理があり，毎  

年度策フ己される実施安綱に基づき研究連絡会議及び研究  

推進会議を開催し，環境庁企画調整局に設けられた「地  

球環境研究等企画委員会」及びその下に設置されている  

「地球環境研究小委員会」にその結果を報告している。   

また，さらに同企画委員会の下に設置されている「地  

球環境モニタリング′ト委員会」において，当センターで  

行う地球環境モニタリングが報告されている。  

（3）国際協力・支嬢事業  

＜GEMS／Water支援事業＞  

1977年よりUNEPとWHOが開始した地球環境監視  

システム／陸水監視封側（Gモ：MS／ⅥJater）に協力し，ナ  

ショナルセンター業務（国内データの取りまとめ）及び  

参照研究室業務（分析精度管理のための標準試料作成及  

び内外関係機関への配布等）を行っている。   

7年度には，ナショナルセンターとして，汚染源の直  

接的な影響のない摩層湖でベースラインモニタ リングを  

継続し，GEMS三一明局に報告するとともに，国内湖沼・  

河川19地点で地方自治体が測定したデータを取りまと  

め同様に報告した。参照研究室としては，河川底質の標  

準試料の作成とともに，撫機成分の水質標準試料の配布・  

評価を進めた。  

（2）その他の所外活動   

当センターの総括研究管理官等が環境庁「地球温暖化  

問題検討委員会」，「地球温暖化対策の共同実施検討会」，  

「人間・社会的側面からみた地球環境問題検討会」等を  

通じて，地球環境政策への提言を行っている。  4．5 その他  

4．5．1組織  

（1）組織概要   

平成7年度末現在で，地球環境研究センター長（充て  

職），総括研究管理官（1名），研究管研摩■（4名），業  

務係長，交流係長．観測節1係長及び鰍則第2係長の体  

制で業務に当たった。   

また，当センターの職員のほかに，環境専門調査員，  

動．三東研究支援協力員，専任に准ずる併任として2幸一と，  

モニタリング，テ」夕べース及び総合化研究を主体的に  

4．5．3 広報活動（広幸昨口刷物）   

地球環境研究センター発足から現在までに，年取 パ  

ンフレット，ニュース等によりセンターの活動を広報し，  

研究者間の交流等に役立たせている。地球環境研究セン  

ターニュースは柘月発行し，地球環境研究関係者及び諸  

機関あてに送付した。   

その他，地球環境朝究の総合化，研究支援．モニタリ  

ングに閑適した名紋章Fi告輩を作成し．配布した。  
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5．環境研修センター  

5．1業務概要   

環境研修センターは，環境行政に従事する，国及び地  

方公共団体等の職員の行政的識見の向上，専門的知識，  

技術の習得及び職員相互の啓発，交流を目的とした研修  

を実施している。   

研佗コースは，行政関係研修と分析関係研修に大別さ  

れるが，平成7年度の研修は，環境をめぐる社会情勢の  

複雑多様化とそれに伴う研修ニーズに応えるべく行政関  

係研修20コース，分析関係研修8コース等を実施した。   

また，国際協力の一環として開発途上国における環境  

モニタリングに関する人材の養成のための，「環境モニ  

タリング（水質）研修」を実施1ノた。（平成2年度より  

開始）   

研修実績は次のとおりである。  

5．2 行政関係研修  

研  修  名  実施時期（日数）  研 修 対 象 者  修了者数（人）  

環境行政管理・監督者研究会  7．5．15～7．5．19（5［］）  国及び地方公共団体等の環境行政を担  
当する管理者及び係長（相当職を含む。）  
以上の監督者  

国及び地方公共団体等において環境管  
理業務（環境管理計画の作改または芙  
施に関する業務等）及び快適環境に関  
する業務を担当している職員  

国及び地方公共団体等において環境影  
響評価業務を担当している職員でその  
経験が1年以上の者  

国及び地方公共凹体等において環境教  
育・学習に関する業務に従事している  
職員でその経験が1年以上の者  

国及び地方公共団体の環境・学習に関  
する実践活動を支援する関係団体等の  
職員  

国及び地方公共団体等において環境基  
本計画業務を担当している職員  

地方公共団体等において環境に関する  
国際協力業務の企画・管理及び開発途  
上国等からの研修員の指導等に当たる  
畷員  

地方公共団体等において地球環境保全  
対策の企画・実施等に関する行政また  
は研究業務に従事している職員  

国及び地プブ公共団体等において自然保  
護業務を担当している職員でその経験  
が1年以上の者  

国及び地方公共団体等において鳥獣関  
係司法警察貝及び野生生物保護業務を  
担当している耽貝でその経験が1年以  
上の者  

環境庁の職員で自然公園管理業務を担  
当している職員  

回及び地方公共団体等において大気保  
全業務を担当している職員でその経験  
が1年以上の者  

地域環境研修  7．7．18、7．7．25（6日）  72  

環境影響評価研修  7．8．30～7．9．6（6rヨ）  118  

環境教育研修（行政）  7．10．23～7．10．27（5日）  54  

環境教育研修（実践）  7．10．23～7．10．25（3日）  23  

環境基本計画研修  

海外研修員指導者研修  

7．9．18～7．9．22（5日）■  

7．9．25～7．9．29（5［］）  

地球環境保全技術研修  7．12．6、7．12．15（8日）  38  

自然保護研修  7こ11．14、7．11．21（6日）  ．■し、  

野生生物保護研修  7．11．6～7．11．10（5H）  ：■1   

国立公雷管理官研修  

大気保全研修  

7．10．2～7．10．6（5［］）  

臥 2．14～8．2．21（6日）  
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研 帽  名  実施時期（口数）  研 修 対 象 者  修了者数（人）  

騒音・振動防止∵研修  7．7．3～7．7．7（5日）  国及び地方公共団体等において廉昔・  
振動防止業務を担当している職員でそ  
の経験が1年以上の者  

国及び地方公共団体等において水質保  
全業務を担当している磯貝でその経験  
が1年以上の者  

国及び地方公共団体等において地盤沈  
下防止業務を担当している職員でその  
経験が1年以上の者  

国及び地方公共団体等において環境に  
関する行政又は研究業務に従事してい  
る職員でその経験が1年以上の者又は  
同相空の知識を有する者  

環境庁に勤務する職員のうち35歳以下  
の職員で採用されてから概ね1年以上  
の者  

環境庁新採用職員（Ⅰ種）  

環矧i二新採用職員（n・Ⅲ桂）  

環境けの業務を所管する総務庁の環境  
調査官等の初任者でその経験が1年未  
満の者  

98  

水質保全研修  7．10．12～7．10．19（6［】）  104  

地盤沈下防止研修  7．6．19～7．6．23（5［j）  33  

臥1．24～8．2．2（8日）  情報処理研修  30  

環境け職員研修（係員級）  8．2．26～8，3．1（5口）  20  

環境庁新採用職員研修（Ⅰ桂）  

環境庁新採用職員研修（Ⅱ・  
Ⅲ＼較）  

地方環境調査官初任者研修  

7．4．10～7．4．19（8［］）  

7．4．10～7．4．13（4日）  

7．4．24－7．4．27（4［l）  

5．3 分析関係研修  

修了者数（人）  研  憎  者．  実施時期（日数）  研 帽 対 象 者  

8．1．17～8．2．2（13日）  回及び地方公共団体等において公害防  
【l二に係る分析業務を担当している職員  
でその経験が1年以上の者  

国及び地方公共個体等において公害防  
止に係る分析業務を担当している職員  
でその経験が概ね2年程度までの者  

国及び地プJ‘公共団体等において大気・  

悪臭関係の分析業務を担当している職  
員でその経験が概ね2年以上の者  

国及び地プJ‘公共団体等において水質・  

土壌・廃棄物関係の分析業務を担当し  
ている職員でその経験が概ね2年以上  

の者  
国及び地方公共団体等において公害防  
止に係る分析業務を泄度している職員  
でその経験が2年以上の者  

機器分析研修（一般課程）  40  

7．5．17、7．5．26（8日）  、般分析研修  33  

7．11．28～7．12．14（131：l）  大気分析研修  28  

7．6．13、7．6．29（13【三Ⅰ）  水質分析研修  48  

機器分析研修（特売 A（GC一山IS 7．7．10～7．7．14（51三l）  
課程）  第1回）  

A（GC－MS 7．10．23～7．10．27（51三Ⅰ）  
第2匝り  

B（SEM） 7．9．18－7．9．22（5［J）  

特別分析研修  地力‘公共団体の公害瓢験研究機閲にお  
いて分析測定葉蘭を担当している職員  
で既に環境研職センターの分析研修課  
梓を修了した者及びそれと同等の者  
回及び地方公共団体等において公告防  
止に係る分析業務を担当している職員  
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環境モニタリング（水質）研  7．9．25～7．11．9（321‡Ⅰ）  
修  

開発億＿t二回において水質環境保全を担  
当する中堅管理技術者  

研修修了者計   
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5．4 研究関係   

研究課題 り「大型底生動物による河川水域環境評  

価のための調査マニュアル（寒）」に基  

づく河川環境評価結果の精度に関する研  

究（奨励研究）  

〔担当者〕牧野和夫■  

〔期 間〕平成7年度（1995年度）  

〔内 容〕河川等の汚濁源の多様化に伴い生物学的評価  

手法の重要性が増している。このため，環境庁の委託に  

よる「大型底生動物による河川水域環境評価のための調  

査マニュアル（案）」が地公研により作成されたことか  

ら，この方法の評価結果の精度に関する検討を行った。  

生物学的評価方法の精度管理を行う場合の問題点とLて  

はサンプリング時，ソーティング時，同定時の個人誤差サ  

ンプリング回数等が最終的な評価値である平均スコア値  

にどのような影響を与えるか等があげられ，この点を明  

らかにした。また、評価値に彩管を与える他の因子につ  

いても検討した。この種呆．BODが0．5mg／J程度の清  

浄な河川では，平均スコア値のCV％は5％以内でソー  

ティング誤差，同定誤差は，生物調査の経験者，未経験  

者を関わず大きな誤差安国とはならなかった。このこと  

から，今恒1のきれいな河川での調壁紙果では本法は良い  

方法であると考えられた。また，今後の問題一・寅としては  

腹鰭のないユスリカの取り扱い等が考えられた。  
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6．研究施設・設備  

の生成，拡散，消滅の諸過程を研究するエアロゾルチャ  

ンバー装置が設置されている。   

本年度は，地球環境研究および経常研究等が行われた。  

6．1運営体制   

本研究所の大型施設等の運営については，大型施設等  

運営委員会において管理・運営に係る基本的事項を審議  

し，研究部門の主体運営部署を中心とした各施設運営連  

絡会と施設課が連携して，専門業者を活用しつつ行っ■て  

いる。  

6．2．4 大気共同実験棟（大気フリースペース）   

本施設は，室内実験，フィールド調査などに使用され  

る各種計測器の校正試験，および既設の各施設では対応  

できない大気関係の研究のために，その必要性に応じ一  

定期間の使川に供することを目的とした施設で，各種の  

機器の校正に利用された。また，対流圏および成層圏の  

オゾン濃度分布の測定を行い，オゾン濃度の変動現象の  

解明および長期的な変化を研究するオゾンレーザーレー  

ダーが設置されている。  

6．2 大型研究施設  

6．2．1大気化学実験棟（光化学チャンバー）   

本施設は，大気中の一次汚染物質が光化学的に二次汚  

染物質に変質するメカニズムを実験的に研究し，郡市城  

における光化学スモッグ，対流圏バックグラウンド・成  

層圏等の大気光化学反応を解明することを主目的として  

いる。そのための大型実験装置として光化学チャンバー  

が設置されている。   

本年度は，地球環境研究および経常研究等が行われた。  

「オゾンレーザーレ一夕⊥」   

オゾン観測室に設置されているオゾンレ←ザーレーダー  

は3台のレーザーと口径200cmおよび56cmの2台の望遠  

鏡を備えており，高度45kmまでのオゾンの高度分布を  

高い精度で観測することができる。   

本年度は，地球環境研究および経常研究等が行われる  

とともに，地球環境研究センターによる成層圏モニタリ  

ングが行われた。  

6．2．2 大気拡散実験棟（風洞）   

本施設は．工場や自動車から排出される大気汚染の移  

流，拡散現象をできるだけ現実に即してシミュレートす  

るための施設である。本施設は従来の流体力学用風洞の  

仕様条件に加えて，温度，速度成層装置，加熱冷却床パ  

ネルを備えている点に特徴がある。これらの組み合わせ  

により種々の気象条件が再現でき，移流，拡散に最も重  

要なパラメータである大気の安定度を調節して自然大気  

と相似の条件で大気汚染をシミュレートすることが可能  

である。そのための大型施設として大型・中型の風洞が  

設置されている。   

本年度は，特別研究，地球環境研究および経常研究等  

が行われた。  

6．2．5 大気モニター楠   

本施設は，大気質の自動測定装置等の精度や安定性の  

チェックあるいは相互比較，さらに妨害因子の検討など  

を行うための施設である。本施設には，国設大気測定所  

などで実際に使用されている機器を中心として7∴種類の  

自動測定器（NOx，SO2，0ユ，CO2，非メタン，SPM，ガ  

ス状Hgの各測定機器）が設置されている。機器の性能  

を維持するために，専門技術者に精度管理を厳しく行っ  

ている。また，所内の研究者に対して，気象要素（風向，  

風速，雨量，気圧，日射量，紫外線放射量，地表温度）  

や大気質の測定結果の公開なども行っている。   

本年度は，半年以上にわたる長期テストを必要とする  

研究課題を含み8研究課損の利川申込があり，有効なレ  

ファレンスデータの提供を行った。  

6．2．3 大気汚染質実験棟（エアロドーム）   

本施設は，環境大気の遠隔計測並びに粒子状大気汚染  

質の大気中の挙動を研究する施設である。最上部（7・  

8階）に設置されている大型レーザーレーダげは大気汚  

染質の空間分布を短時間に広範囲にわたって観測するた  

めの装置で．コンピュータによって操作，データ処理を  

行う。3階には，粒子状汚染質および酸性・酸化性物質  
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6．2．6 ラジオアイソトープ実験棟（Rl棟）   

本施設は．放射性同位元素を利用することにより，汚  

染物質の挙動を解明するためのものであり．使用承認さ  

れている核種はα放射体を除き36核種である。  

（l）建物概要：RC3F 延べ床面積＝1，564。－2  

昭利53年3月竣工   

空調系統－4系統＝（RI3系統，－・般1系統）   

排水系統一RI，CD   

R工実験室－5室：動物川チャンバー，植物川チャン   

バー，放射性ヨウ素使用宴，Rl希釈室，オートラジ   

オグラフイー用暗室，測定室，低温室，温室，RI貯   

蔵室， 廃棄物貯蔵室，廃水処軍施設，コールド実験   

室，ヨウ素実験室，分析機器室  

系の速移現象や水質変化に伴う生態系としての尉邑を，  

生物群藁の面から解析するための実験施設とLて生物生  

態実験池が設けられている。   

本年度に供試された実験水生生物は，グッピー，メダ  

カ，タマミジンコ，オオミジンコ，ヌカエビ等を中心に  

およそ50桂・系統に及んだ。   

本年度は，特別研究，地球環境研究および経常研究等  

が行われた。  

6．2．8 水理実験棟．   

本施設は，水土壌圃の水理現象と水質に関与する物理・  

化学・生物学的な諸現象を実願的に解明することを目的  

とした施設であ町．海洋への炭酸ガス吸収とその循環機  

構の解明を目的として海産藻類の無菌的純粋培養を行う  

海洋マイクロコズム，地下水汚染研究のための諸モデル  

測定葉嵐 物質循環速度・経路を解明するための安定牒  

位体比質量分析計と前処理装帯が設置されている。  

・本年度は，地球環境研究，原子力利用研究，経常研究  

が行われた。  

（2）主要機器：RI動物廃棄物凍結乾燥機，凍結乾燥  

機， 放射性有機廃液焼却装置，液体シンチレーション  

カウンター，GMカウンター，低バックグラウンドガス  

フローカウンター，Nalシンチレーションカウンター，  

Geガンマ線スベタトロメーター，オートガンマカウン  

ター，ラジオアクティブスキャナー，高速液体クロマト  

連続ラジ オアクティビティモニター，ラジオガスクロ  

マトグラフ・，遥遠心分離樺  

6．2．g 土壌環境実験棟（ペドトロン）   

本施設は，土壌・底質環境の保全並びに汚凍土填の浄  

化に閲する研究を行うことを目的とした施設であり，地  

温別個大型ライシメーター，グロースチャンバー，地温  

制御チャンバー，有害化学物質研究のための化学実験室  

などの装牒が設帯されている。   

本施設を利用して，特別研究軍課題，地球環境研究2  

課題，経常研究8課j乱 原子力利柑研究1課題が実施さ  

れた。  

（3）施設利用状況  

施設使用登録者数  25人  

課題別利用者数   

バイテク特別研究 4件 原子力特別研究 5件   

経常研究  13件 奨励研究  4件   

地球推進費  2件 特別研究  12件   

オゾン特別研究  1件 湖沼特別研究   1件  

6．2．10 動物実験棟（ズートロン）   

本施設は，環境汚染物質が人の修辞に及ぼす影響を，  

BiomedicalScienceの立場から，動物を用いて実験的に  

研究することを目的とした研究施設である。   

本施設を使用して実施された試験研究は，特別研究  

（①ディーゼル排気による慢性呼吸器疾患発症機序の解  

明とリスク評価に関する研究，⑦都市型環境騒音・大気  

汚染による環境ストレスと健康影響に関する環境保健研  

究）の2課題と開発途上国閲係（閲発途上国における石  

炭燃料に伴う大気汚染による健康影響と疾病予l附こ関す  

る研究）1課題，さらに経常研究18課題であった。こ  

れらの内容とLて．大気汚染物質，発会属およびその他  

6．2．7 水生生物実験棟（アクアトロン）   

本施設は，水界における汚濁物質の挙動および影響を  

生態学，生理学，微生物学，水質工学等の見地から解明  

することを‖的とした施設である。大型施設として，ア  

オコ等の微生物の挙動および水質改善効果等を研究する  

目的で淡水マイクロコズム装置が設置され，微量の重金  

属，農薬等の汚染物質が，どのように魚類や甲殻類等の  

水珪生物に影響するかを研究する目的で苺性試験業置が  

設置されている。   

また，水生生物の飼育培養および系統保存のための設  

備が設置されている。屋外には自然条件下における生態  
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の環境汚染物質の生体影響の解明に関する基礎的研究・  

リスク評価研究に加えて，地球温暖化やオゾン層の破壊  

に伴う紫外線の健廉影響に関する研究が含まれている。  

確保して系統的に保存することおよび研究者の要請に応  

じて保存株を株データとともに提供することをl］的とし  

た施設である。   

平成7年度の保存株の分譲は，赤漕巨水の華形成藻類，  

汚染指標藻類，AGP供試藻類，有毒操類，炭層カルシ  

ウムの鱗片を有する藻類等多種にわたり，水環境保全研  

究および地球環境保全研究に利川された。   

本年度寄託株35株を含めた微細藻類と原址動物783  

株について，それらの種幸一，履歴（産地．採集者，分離  

者，抹集月日等），株の状態（無菌，単藻等），培地，培  

養条件等をパーソナルコンピュータで整理した。本施設  

の保存株を利用して実施された試験研究は．特別研究6  

課題，経常■研究8課題，地球環境研究総合推進費2課題，  

科学技術振興調整費3課題であった。  

「生体用NMR装置」   

本業掛まヒトや実験動物を生きた状態でNMR計測を  

行い，その代謝傑能や体内イメージを解析する装関であ  

る。経常研究．科学研究費補助金による研究などに使川  

された。  

6．2．11植物実験棟（ファイトトロン）   

本施設は，地球環境問題や自然保護などに関連して，  

植物および陸上生態系に及ぼす種々の環境ストレスの影  

響について，制御された環境下で研究をすることを目的  

とした試験研究施設である。このために，植物群落を対  

象とした自然堤境シミュレータを始めとLて，クリーン  

実験室・培養室等からなるバイオテクノロジー施設，種々  

の型式・性能の環境調節装置が柄物実験棟ⅠおよびⅡに  

設置されている。また，砂漠化や熱帯林の研究のための  

低温低湿，高温高湿の設定のできるグロースチャンバー  

も設置されている。   

本年度に本施設では，2研究グループおよび3基盤研  

究部によって，地球規模研究5課題，特別研究1課乱  

経常研優3課題，科学技術振興調整費研究3課題の試験  

研究が行われた。特に地球規模研究，「紫外線の増加が  

柵物に及ぼす影響に関する研究」，「地球の温暖化が植物  

に及ほす影響の解明に関する研究」，「酸性物質の生態系  

に与える影響に関する研究」，「熱帯林生態系の環境及び  

構造解析に関する研究」等により，植物に対する地球規  

模の環境変動の影響について∴遺伝子から群落までの種々  

のレベルで研究が行われている。また，環境保全のため  

のバイオテクノロジーの楢川とその環境影響評価にl対す  

る研究では，バイオテクノロジーを川いて大気汚染環境  

に対して指標性や浄化能力の寓い柄物の開発に関する研  

究が行われている。   

本年度に供試された実験植物は，q」匡】の砂漠に生育す  

る植物等海外で種子を採取した野生植物樵を含め約60  

桂に及び，年間供給l卦体数は約10，000同体に達Lた。  

6．2．13 騒音・保健研究棟   

本施設は，環境因子の人体への影響に関して．人を対  

象として研究することを目的とLた施設である。   

本施設を利川して実施された試験研究は，特別研究2  

課乱 特別経常1課題，経常研究3課題，地球環境研究  

総合推進費4課題，原子力利用研究1課題，重点基礎1  

課題，個別重要1課題であった。  

6．2．14 環境遺伝子工学実験棟   

本施設は，組換えDNA技術を環境保全に利用するた  

めの手法の開発や，遺七千を糾換えた生物の環境巾での  

挙動や壬l三態系への影響を解明するための基礎的知見を収  

集することを‖的とした施設である。   

平成7年度に承認された本研究所における組換え  

DNA実験咤30課題，登録された組換えDNA実験従ホ  

者は64人であり，課題数は前年度より増加した。遺伝  

子組換えによる琴境ストレス耐性の柿物の作成，祖換え  

撤去】三物の水中及び土壌中での挙動の解明，動物遺伝子の  

クローニングなどの実験が本施設内で実施された。   

また，管理区域外の分析機器主にはペプチドシークエ  

ンサーやDNAシークエンサー等の分析機器が設置され  

ており，極めて活発に使用された。  

6．2．15 共通機器   

本研究所では，大型で高価な分析機器等を共通機器と  

して管理・遷宮し，広く研究者が利用できるようになっ  

ている。現在，共通機器として登録されでいる機器は，  

6．2．12 微生物系統保存楠   

本施設は，微珪物が関与する環境汚染・環境浄化の研  

究を抑進させるために必要な環境微生物矯養林を収集，  
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表6．1のとおりである。どの機器も性能を維持するため  

に専門技術者による維持管理業務が行われている。その  

中でも，①ガスグロマトグラフ質量分析裳嵐②電子顕  

奴軌③プラズマ発光分元分析装置，④核磁気共鳴装乱  

①元素分析計は．特に分析希望が多い装置である。分析  

希望試料も難度の高い前処理や分析技術を必要とするも  

のが多いため，この5装置については，専門技術者によ  

る依頼分析業務を行っている。   

平成7年度に依頼分析を行った研究テーマは，約30  

課題，約10，ODO検体の分析希望があった。このように  

Lて，所内約4割の研究者が共通機器を毎年利用してお  

り，環境にかかわる分野の応用研究や基礎研究に役立つ  

テし夕を提供している。   

なお，平成7年度に走査型電子顕緻鏡，プラズマ発光  

分光分析装置‖CP－TIS），元素分析計，全自動細胞解  

析分離装置の更新およびMIP質量分析装置，パージ＆  

トラップガスクロマトグラフ質量分析装置，自動二次元  

電気泳動装置，其焦点レーザー蛍光顕微鏡が新たに導入  

された。  

6．2．16情報関連施設  

（1）大型電子計算機システム（環境情報システム）   

本システムは，・環境に関する科学技術計算，・データ検  

索，文献情報検索等の名業務を◆行うとともに，主に当研  

究所の研究活動及び環境・公害に関する内外の資料の収  

集，整理，提供業帝を支援し，併せて環境行政に役立て  

ることを目的とした設備である。   

昭和50年3月に最初の機種が設置されて以来，処理  

業務の増大に伴い，技術革新によるハードウエア及びソ  

フトウエアの性能の大幅な改善に合わせた形で，昭和  

55年2月及び昭和60年12月の機種更改を纏て，硯在は，  

平成2年12月に更改された，（株）日立製作所製「HITAC  

M－680／180E」を中央処理装置とするシステムが設置さ  

れ，所外の共同研究者を含めた研究者の研究支援のため  

のデータ処理，環境庁本庁の行政情報処理及び研究所内  

における事務処理等，各分野において広く利用されてい  

る。主なハードウエア構成は，主記憶装置（128MB），  

磁気ディスク装置（32．5GB），光ディスクライブラリ装  

置（15GB），オープン型磁気テープ装置，カートリッジ  

型磁気テープ装置，レーザービームプリンタ，画像端末  

表6．1共通機器一覧表  

機  器  名  通 称  型  式  

（1）ガスクロマトグラフ質量分析装置  

（2）走査型電子顕微鏡  

（3）透過型電子顕微鏡  

（4）プラズマ発光分光分析装置  

（5）プラズマ発光分光分析装置  

（6）核磁気共鳴装偏  

（7）Ⅹ線光電子分光装置  

（8）電子スピン共鳴装置  

（9）高速アミノ酸分析計  

（10）元素分析計  

（11）全自動細胞解析分離装置  

（12）蛍光Ⅹ線分析装置  

（13）原子吸光光度計  

（14）顕鍬分光分析装置  

（15）高精度安定同位体質量分析計  

（16）フーリエ変換赤外分光光度計  

（17）AED検出器付ガスクロマトグラフィー  

（18）MIP質量分析装置  

（19）パージ＆トラップガスクロマトグラフ質量分析装置  

（20）自動二次元電気泳動装置  

（21）共焦点レーザー蛍光顕微鏡  

GC／MS  JMS－700  

SEM  5800LV  

TEM  JEM－2000FX  

ICP－JA  ICP－750  

1CP－TIS  61E  

NMR  JNM－A500  

ESCA  ESCALAB 5 

平成6年  

平成8年  

昭和63年  

平成4年  

平成8年  
平成6年  

昭和54年  

ESR  JES－FEL3Ⅹ  昭和55年  

RAA  HITACHト835  

CHN  EAllO8  

CELL SORTER  

XRF  VF－320F  

GFAA  5100（P．E．）  

昭和55年  

平成8年  

平蚊7年  

昭和63年  

昭和63年  

昭利63年  

昭和63年  

三‡乙成7年  

平成7年  

平成8年  

平成8年  

平成8年  

平成8年   

UMSP－80  

VG－PRISM  

FT／IR500  

5921A  

P6000  

AUTO MASS50  

TCS4D  

PRISM  

FTIR  

GC－AED  

MIP／MS  

ア＆T／GC／MS  

EP  
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装凰多機能端末装置等である。  プル間の接続はブルータにより，同軸ケーブル間はロー  

カルデータリンクブリッジにより接続されている。   

本年度は．光ファイバーケ←プル及びカテゴリ5ツイ  

ス．トペア線の敷設工事を実施し，次年度以降における機  

器の導入によるネットワークの高速化を図るための基礎  

整備を行った。   

また．環境研修センターのネットワークを構築し，  

INSネット64回線ダイヤルアップ方式によ■って本構内  

ネットワークと接続するとともに，ATM（非同期転送  

モード）装置の導入のほか，ドメインネームサーバの更  

新，ネットワークトポロジーの変更等を行った。また，  

国際理学ネットワークから省際研究情報ネットワークヘ  

の移行（平成7年10月）及び同回線（512Kbps）を1．5M  

bpsに増強（平成8年3月）し，セキュリティシステム  

の構築を行うとともに，情報提供システム（WWWサー  

バ）の本格運用を開始した。  

（2）スーパ 

本システムは／近年の地球環境研究の分野において，  

我が国が果たす役割に寄せる各国の大きな関心に対し，  

積極的に寄与するための設備として，平成3年度に，地  

球環境研究センターに導入されたものである。   

環境問題に関する研究分野では，全地球的な現象とし  

て広い地域を対象とし，時間的にも10年を単位とする  

極めて長い期間を対象とすることから，それらの現象解  

明並びに影響評価及び予測に当たっては，数学的モデル  

解析や数値シミュレーションによる研究を行うことが極  

めて重安である。数値シミュレーション等は通常大規模  

計算であるため，これらを効率よ〈実行させるためには  

特段の高速演算横能と十分な記憶容量をもつスーパーコ  

ンピュータシステムが必要となる。   

このため，日本電気（株）製「SX－3モデル14」を  

中央処理装置とするシステムが導入され，所外の共同研  

究者を含む利用に供羊れている。主なハードウエア構成  

は，主記憶装置（1GB），拡張記憶装置（3GB），磁気  

ディスク装置（81．5GB），超大容量補助記憶装置（光磁  

気ディスク（790GB）），高速動画像表示システム，グラ  

フィックスワークステーション，画像ワークステーショ  

ン，ネットワークページプリンタ，ネットワークカラー  

プリンタ，オープン型磁気テ←プ装置，カートリッジ型  

磁気テープ装置等である。  

6．2．17 実験ほ場   

本施設は，植物および土壌生態系の環境保全機能に関  

する野外実験や所内の各生物環境調節施設で得られた研  

究成果を野外条件下での応用試験，並びに環境指標植物・  

環境浄化植物などの実験植物を系統保存，供給を行うこ  

とを目的とした生物系野外実験施設である。施設は，所  

内にある構内実験ほ場と当研究所の西方約4kmに所在  

する別団地実験ほ場（つくば市八幡台3）の2施設より  

構成される。   

平成7年度には，特別研究，地球環境研究船合推進費  

による研究などによる野外実験が実施された。また，樹  

木類や砂漠植物などの実験植物を系統保存するとともに，  

それらを植物実験棟などで実施される研究に供給した。  

（3）国立環境研究所ネットワーク   

本システムは、研究所内に相当台数導入されているコ  

ンピュータ資源を相互接続することにより，これらの資  

源の有効利活用を図り，併せて国外を含む所外のネット  

ワークに接続されたコンピュータとの間で電子メールの  

授受等を行うことを目的として，平成3年度に構築され  

たものである。   

本研究所構内において中核をなすネットワークは，  

ABF（ェアブロンファイバー）形式による光ファイバー  

ケーブルによる総延長1，500mのFDDl（通信速度100  

Mbps）の2重ループであり，研究本館Ⅰ，研究本館皿，  

大気汚染質実験棟及び土壌環境実験棟を経由している。  

このFDDlから，総延長3，050mとなる合計12セグメン  

トの同軸ケーブル（10BASE5規格のイーサネット，通  

信速度10Mbps）を分岐させている。FDDIと同軸ケー  

6．2．18 霞ケ浦臨湖実験施設   

霞ケ浦臨湖実験施設は国立環境研究所の研究者の共同  

利用施設として利用されている。日本の中でも水質汚濁  

の進行している霞ケ浦の湖畔に位置するところから，霞  

ケ浦を対象とした調査ヤ，霞ケ浦の湖水や生物を利用し  

た各種の実験研究を行うことにより，湖の汚濁機構の解  

明，汚濁した湖の水質回復に関する研究，湖の生態等や  

物質循環などを明らかにすることを目的として研究が行  

われている。   

平成7年度は，特別研究「湖沼環境指標の開発と新た  

な湖沼環境問題の解明に関する研究」，「環境負荷の構造  

ー183－   



変化から見た都市の大気と水問題の把握とその対応策に  

関する研究」，地域環境相究推進費による「地球の温暖  

化（現象解明）」，国立公害防1L等試験研究費による「湖  

沼での有機物の動態解析手法に関する研究」等，総合研  

究グループおよび基盤研究部の経常研究等で30の研究  

テーマが施設を利川して行われた。  

を観測するため，39mの鉄塔＿とで大気を採取して，温室  

効果ガス等の大気微量成分を測定し，同時に風向い風速  

や温湿度等の気象安紫を同時に測定Lている。7年既に  

は，二酸化炭衷等の温室効果ガ、スおよびオゾン，エアロ  

ゾル，ラドン，気象データ等関連項目の観測を試験的に  

行うとともに，－一酸化二窒素の観測システムを整備した。  

（2）落石岬一地球環境モニタリングステーション   

本施設は波照間島に耗〈第2のステーションとLて根  

室半島の付け根にある落石岬に平成6年3月に竣工した。   

7年度には温室効果ガス等の観測シスサムが完成，8  

月より試験的琶見測を開始Lている。   

各ステーションの観測項巨＝ま衰6．2の通り  

6．2．19 奥日光環境観測所   

本施設は，森林生態系に及ぼす環境汚染の影響および  

環境汚染に対する非汚染地でのバックグラウンド値を長  

期にわたって観測することを目的とした実験・観測施設  

である。   

施設は，日光国立公牒内の栃木県日光市奥日光に所在  

L．，観測所と管理棟の2施設により構成されている。   

平成7年度は，生物圏環境部と地球環境研究グルプ  

において下記の研究テーマについて実施された。   

経常研究として，外山沢川における底生生物の群集構  

造と食物網の調査を継続L，水温が安定した源流域両川  

における水生昆虫の生活史と生長特性を明らかにLた。  

また河畔及び林内では，薙苔頼の生長と遷移過程につい  

ての追跡調査を実施した。   

温曖化現象解明関連課題として，森林大気中の二酸化  

炭素濃度とその安定同位体比変動から植物の二酸化炭集  

吸収放出過程の知見を得た。   

ならびに，酸性雨関連課題として，森林被害地におけ  

るオゾン濃度との比絞のため，本観測所で測定したオゾ  

ン濃度を解析し，森林被害に関する大気汚染の関わりに  

閲する知見を得た。  

6．2．21黒鳥NOAA受信施設   

本施設は，米国の地球観測衛星NOAAから送られて  

くる観測データを受信，処理するためのシステムである。  

平成5年度の補正予凱こより日本国内に2セットの設置  

が認められ，一方を沖縄県八重山郡黒鳥の（財）海中公園  

センター八重山研究所内に，他方を茨城県つ〈ば7h‘の国  

立環境研究所内に設置することとなった。平成7年1月  

より窯烏受信施設が，平成7年10月よりつくば受信施  

設が稼働を開始された。   

NOAAは上空850kmで北極と南僻を通る軌道上を周  

回する人工衛星で，NOAAに搭載されたリモ【トセン  

サーAIJHRRからは約2700kmという広い幅（範囲）を，  

地上での分解能1km（地⊥の1kn四方が←一克）で，毎  

日2回観測することができる。AVHRRは，地上で反射  

された太陽光や地表面から放射される熱赤外線などの電  

6．2．20地球環境モニタリングステーション   

地球環境変動を監視する一環として，人為的な発生源  

の影響が再接及ばない沖縄県竹筈町波照間烏と北海道根  

室了け落石岬に無人の自動測定ステーションを設置して，  

大気中の温室効果ガス等を高精度自動測定し，ベースラ  

イン大気（大気汚染の影響をほとんど無視できる十分に  

清浄な空気）の長期的な変化を観測することとしている。  

衷6．2 地上モニタリングステーションの観測憧沌  

披照聞ステーション  落石岬ステーション   

二酸化炭素（CO2）   ◎   ◎   
メタン（CH。）   ◎   ◎   
¶酸化二窒素（NtO）   ◎   ○   
オゾン（03）   ◎   ○   
ラドン（Rll）   ◎   ◎   
フロンガス（CFCs）   （〕   （⊃   

エアロゾル   ◎  ◎   
窒素参加物（SO∴）  ◎   
慌黄参加物（NOェ）  

気象要素  
◎  

◎  ⑳   

（1）波照間一地球環境モニタリングステーション   

本施設は沖縄県八重山郡竹宵町にあり，西表島の南方  

約2蝕mの1ヨ本最南端の有人島波照間島の東端に位置し  

ている。   

本施設においては．ベースライン大気の長期的な変化  

◎：すでに観測を開始した項目  
○：将来観測を予定している項目  
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磁波（光と熱）を検知して画像化し，この電流波信号を  

解析することにより，地⊥の植生分布や海面の水温分布，  

また雲の分布に関する情報を得ることができる。広範囲  

を高瀬度で観測できるというAVHRRの特徴は熱帯林  

の減少や砂漠化など地球的規校で進行しつつある環境の  

変化を正確に捉えるうえで非常に有効な手段となる。   

黒軋 つ〈ばの両受信局で南シベリアからマレー半島  

までのほぼ東アジア地域をカバーしており，現在  

NOAA14号からのこの範囲の画像を毎【］10枚程度受信  

処理している。平成7年度では，これらの画像を基に束  

アジア衛星モザイク画像の作成，地表面の植生指数分布  

臥 雲分布図を作成するためのプログラム閲発を行った。  

（2）主要設備  

1）クリーンルーム  

2）特殊毒物実験室  

3）純水製造装置  

6．2．23 研究本館Ⅱ（共同利用権及び共同研究棟）  

（1）人間環境評価実験施設（ELMES：Evaluation  

Laboratory of Man－Environmenta［SYStemS）及  

び環境総合評価のための情報システム（SAPIENS：  

Systems AnalysIS and Plannlngin Lnte仙gent  

Environmentallnformation System）   

EL入4ESは環境評価にかかわる人間集団の反応測定や，  

意志決定プロセスにおける情報伝達効果の有効性の確認  

等，環境と人間行動に関する実験を行うための施設であ  

り，巾会議室と森川の－一集団実験室三．ゲーミングシミュ  

レーションのための多集団実験室および情報伝達に川い  

るオーディオ・ビジュアル機器と実験制御装置己（ミニコ  

ンビュータ）等から構成されている。   

SAl〕lENSはELMESでの環境情報提示や．地域環境  

情報システムの開発研究を進めるためのミニコンピュー   

タおよび画像処理・表示システムと環境データベースに   

よト）なる。  

6．2．22 研究本館Ⅰ（計測棟）   

環境中の有害物質を高感度，冶億淋的に検目したり，  

環境試料中での有害物質の分布を后所分析などにより調  

べること，あるいは，地球温暖化の現象解明や汚染物質  

の起源雛明などのための元素（炭素，鉛など）の同位体  

比を精密に測定することは，環境汚染の状況を把握し汚  

染機構を解明したり，環境リスク評価を行う上で重要か  

つ基本的なことである。研究本館T（計帥㈲ は，この  

ような分析・測完を行うための装置（高度な分析機器な  

ど）およびそれらを有効に使川するための施設（クリー  

ンルームなど）を維持・管理し，必要に応じて高精度の  

測定データを抹供している。また．一部の機器について  

は，新しい分析法を研究・開発するための装置としても  

利用されている。  

（2）試料庫   

環境試料の長期保存並びに試料の保存性に関する研究  

のために設立されたものであり，低温室，ディープフリー  

ザー室，恒温董，試料準備室，記録室から成り立ってい  

る。低湿室は－20℃の3低温室からなり．大昔二の試料  

の保存が可能である。ディープフリーザー室には3基の  

超低温槽と3台の液体窒素ジャーを設置し．超低温保存  

卜一85℃，110℃，－196℃）の必要な少量の試料の保  

存が可能である。＋4℃，＋20℃の恒温室は，それぞれ  

凍結Lない方法による保存に用いる。保存する試料の前  

処理は試料準備室で行い，記録室には各室の温度が表示  

記録されるとともに，保存試料の情報が記録されている。   

なお，平成5年度には，試料保存システムを－∵新して  

バーコード管理システムを導入し，試料の出入挿管理体  

制を強化した。  

（1）主要機器  

1）高遠液体クロマトグラフ質量分析装置（LC／Ⅳ1S）   

2）誘導結合プラズマ質量分析装置（1CP－MS）   

3）二次イオン質量分析装置（SIm′1S）   

4）高分解能質藁欄析装置（HRMS）   

5）ガスクロマトグラフ質量分析装澗（GC／MS）   

6）原子吸光光度計（AAS）   

7）表面電維型質量分析装置（IDMS）   

8）大気圧イオン化質貴分析装置（APl／MS）   

9）ガスクロマトグラフ凹荻秘境遺分析装置た（GC／Q   

MS）  

10）Ⅹ線臥析装間（XRT〕）  

】1）レーザーラマン分光分析装置（RAMAN）  

（3）内湾密度流実験装置   

本施設は内翻二おける密度流現象を解析する月的で設  

粧され．内湾および外洋を模擬した水路部と，その上部  
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に位置する風洞部から構成されている。   

本年度は奨励研究，地球環境研究および経常研究等が  

行われた。  

境試料中元素の迅速分析や分布の詳細な解析等に威力を  

発祥する。AMSは放射線発生装置であり，放射線防護  

の観点から，放射線モニターと連動したインターロック  

システムの設置など，様々な工夫が凝らされた施設になっ  

ている。   

本年度は装置の設置，立ち上げ作業，並びに炭素試料  

測定川のターゲット作製ラインの馴乍を行った。  

6．2．24 研究本館Ⅲ   

本施設は，本年度竣工した建物である。  

（1）大型質量分析施設   

「フーリエ変換質量分析装置（FT－MS）」   

本装置は，フーリエ変換方式によるイオンサイクロト  

ロン共鳴を用いた質量分析装置で，イオントラップは3  

テスラの超伝導マグネットを用いている。測定できる質  

量範囲は12～16，000amuで，分解能はm／z＝131で106  

以上の高精度・高分解能の質量分析装置である。イオン  

源はEI，CTレーザーイオン化が使用可能であり，また  

FT－MS本体のアナライザセル側にイオン加速レンズ系  

を介して接続されている外部イオン化室を有する。   

以上の機能を有した本装置は，質量数の大きいクラス  

ターの測定，同位体の測定，ラジカルの反応測定，イオ  

ン反応の測定の研究に川いられる。   

本年檻は立ち上げ作業を行った。   

（2）化学物質管理区域   

本施設は強い有害性を有するダイオキシン類などの特  

殊有害物質の分析，毒性評価を行うための実験施設であ  

る。   

安全な実験環境の確保，かつ区域外への有害物質の漏  

出を防ぐため，管理区域内の気圧を大気圧より低くし，  

実験用ドラフトや空調の排気口に焼却可能な活性炭フィ  

ルター等を設置してガス状，粒子状の有害物質が漏れ出  

ることを抑える工夫がなされている。実験排水も．活性  

炭処理されたあと，さらに研究所全体の化学排水処理施  

設で処理される二重橋造になっている。   

さらに区域内で出る実験廃棄物，廃液，使用済み排気  

フィルターは，すべて区域内で処理して外部に持ち出さ  

ないよう区域内に焼却炉を設置している。   

また区域内利用者は登録制でカードキーで出入を記録  

している。   

実験室とLてはGC／MS室，試料調整室．微生物実験  

室，物性実験室，低温室，水生生物実験室，和昭実験室，  

毒性実験室，動物飼育室，マイクロコズム，高温分解塞  

がある。   

本年度は，実験室内の整備．区域内システムの始動を  

行った。  

「タンデム質量分析装置（タンデムMS）」   

本装置は，分解能65，000の二重収束型質量分析計  

（MS）を2台直列に組み合わせたもので，通常の高分解  

能質量分析に加え，第一一MSで分離・選択されたイオン  

をさらに第二MSで質量分析することによって，正確か  

つ詳細な化学構造情報を調べることができる。   

本年度は，ミクロ高速液体クロマトグラフと組み合わ  

せた水溶性未知物質計測を中心に，奨励研究，経常研究  

等が行われた。   

「加速器分析施設」   

本施設は，最大加速電圧5百万ボルトの静電型タンデ  

ム加速器を擁する加速器質量分析装置（AMS），同百十  

万ボルトのPIXE／RBS分析装置，並びにAMS用試料調  

製クリーンルームから構成される。AMSは，質量分析  

の原理と高エネルギー粒子の弁別測定技術とを組み合わ  

せて，極めて微量にしか存在しない（安定同位体の1  

0‾10以下）同位体を精度，感度良く測定するためのシス  

テムで，特に炭素14等の，宇宙線起源の長寿命放射性  

同位体をトレーサーとする環境研究に用いられる。  

PIXE／RBSは表面分析，元素分析の手法であり，各種環  

（3）lLAS・RIS 衛星データ処理運用施設   

本施設は．ADEOS衛星搭載のILAS（改良型大気周  

縁赤外分光計）およびRIS（地上衛星間レーザ長光路  

吸収測定用リトロリフレクター）のデータを処理連用す  

るための施設であり，データ処理運用のための装置（計  

算機システム）およびソフトウェアからなる。衛星から  

送信される生データを，宇宙開発車業団地球観測センター  

より，高速デジタル専用回線にて入手し，オゾン高度分  

布等の地球物理パラメータの作成を行うとともに，外部  

へのデータ提供を行う。   

本年度は，6年度に仮設場所に導入設置した装置を，   
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局で構成されており，国立環境研究所に95年9月，沖  

縄県黒鳥に95年1月に設置された。主な構成機器は，  

レドーム付き直径1．2mの受信パラボナアンテナ，アン  

テナ制御装置，受信機，GPS装置．制御及び解析用  

SUNワークステーションである。受信データの記録に  

は，4mmDATテープ12本を格納できるスタッカー装  

置を装備している。つ〈ば局と黒鳥局をあわせると，南  

シベリアから中国，マレ⊥半島，さらに赤道付近まで観  

測が可能である。   

本年度は，システムの立ち上げ，衛星データの定常的  

な取得，およびデータ検索方法の検討を行った。  

本設置場所（研究本館Ⅲの3階）に移設し．試験運転を  

行うとともに，ソフトウェアを完成させ，ADEOS打ち  

上げに向けて，準備を整えた。  

（4）ミリ波測定施設   

本施設は，ミリ波解析室，ミリ波分光器室，ミリ波分  

光観器宴の3部屋からなっており，ミリ波分光計並びに  

ミリ波オゾン分光観測システム等を使川し，成層圏・ヰ  

閉園のオゾンが放出する電波（ミリ波）の回転スペクト  

ルを■高い分解能で分光し，40km以上の高度領域のオゾ  

ン鉛直分布を観測Lている。平成7年10月18日より試  

験観測を開始しているが，その後はほぼ毎日（雨天等，  

厚い雲のある場合を除く），高度約35km～75kmのオゾ  

ンの鉛直分布を24時間連続的に観測し，良好なデータ  

が得られている。  

（7）GRID情報処理解析施設   

地球環境研究センターは，国連環境計画（UNEP）／地  

球資源情報データベ∵ス（GRID）の協力センター（GRID一  

つくぼ）になっている。本施設は．GRID情報処理解析  

システム（平成5年度導入）を中心とする計算機システ  

ムを設置しており，GRlI〕一つくぼのオリジナルデータの  

作成，データの加工・解析，データの提供等を行ってい  

る。 本年度は，パソコン版情報処理解析システムの導  

入を行った。  

（5）エコオフィス   

本施設は，オフィスにおけるエネルギー消費の低減な  

らびに二酸化炭素排出量の削減を目的とした施設である。  

このエコオフィスの特徴は，1）断熱材の使用，ペアガ  

ラスの導入により，従来のオフィスに比べて断熱性能が  

大幅に向上している。さらに，自然エネルギーである太  

陽エネルギーを有効活用するために，2）太陽光発電シ  

ステムの導入によりオフィス内の電力エネルギー消費の  

一部をまかなう，3）太陽熱温水器により温水を作り．  

その熱エネルギーを冷暖房に利用することで冷暖房エネ  

ルギーの削減をはかることである。さらに，太陽光発電  

システムにおいては現在利用可能な単結晶，多結晶，ア  

モルファスの3種類の太陽電池を用いた発電システムを  

併置し，同じ条件での各発電システムの性能評価を行う  

ことが可能となっている。   

本年度は，．本施設に適用された個別機器単体での省羊  

ネルギ一畳．二酸化炭素排出削減量等の評価を行い．従  

来オフィスに比べてかなり省エネであることを確認した。  

6．3 共通施設  

6．3．1エネルギー供給施設   

エネルギーに対する生物系の安定した供給宴請と理工  

系の間欠的な変動の大きい供給要請に応じるために，各  

研究室との密接な連絡と逆転保守とにより，これを対処  

し，省エネルギーに努めた。   

平成7年度末におけるエネルギーセンター施設の概宴  

は次のとおりである。   

なお，特高受変電施設更新，冷凍機増設ついては，平  

成7・8年度において整備中である。  

（1）規模   

特高受変電施設66，000V，容量9，000kW，共通施設  

棟（エネルギーセンター），（ポンプ棟）  （6）NOAA受信施設   

本施設は，米国の地球観測衛星NOAAに搭載された  

AVHRRセンサーの衛星データの受信及び解析を行うた  

めに設置された施設である。NOAA／AVHRRは，可視  

拭から赤外域に合計5バンドを受感する多重分光走査セ  

ンサーである。広い地域を高頻度に観測するので地球全  

体を対象とするのに適している。本施設は．2つの受信  

（2）主な設備  

1）受変電設備   

1次変電所（特高） 1カ所，2次変電所18カ所  

2）常用自家発電設備  1，000VA  3台  

3）温熱源設備（ボイラー）10，000kg／11 3台  
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（都市ガス使用）  

4）冷熱源設備   

吸収式冷凍機  600USRT 3台  

3）一般固体焼却処理能力  150kg／h  

4）特殊固体焼却処理能力  100kg／d  

（2）排水処理   

平成7年度における処理水について，表6．3に本構内  

の汚水排除基準と霞ケ浦臨湖実験施設の排水基準および  

各々の最高値を示す。  

6．3．2 廃棄物処理施設   

廃棄物処理施設は，各処理施設とともに順調に稼働し  

た。   

平成7年度における廃棄物処理施設の概要は次のとお  

りである。  6．3．3 工作室   

研究活動に伴い，ガラス工作室，金工室，材料工作室，  

木工室，溶接室，エレクトロニクス室の各室が利用され  

た。  

（1）処理能力  

1）▼・1・般実験排水処理能力  300t／d  

2）特殊実験排水処理能力  10Pt／d  
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衷6．3 平成7年度 汚水排除基咋  

構  内  霞ケ浦臨湖実験施設  
項  目  

（汚水排除基準）   （最 高 値）  （排水基準）  （長 講 他）   

温度   45度以下   （6～32℃）   45度以下   （7～30℃）   

水素イオン濃度   5～9   （6．7、8．2）   5．8～臥6  （6．7～8．0）  

生物化学的酸素要求量  600mg／L以下  （4．6）  

化学的酸素要求量■  15mg／J以下  （3．5）  

浮遊物質量  600mg／∴以下  （l．6）  15mg／L以下  （5．0以下）   

ノルマルヘキサン抽出物含有品  （1以下）  （1以7■）  

ア）鉱油類含有量  5nlg／L以下  3mg／‖甘下  

イ）動植物油脂類含有量  30mg／L以下  5mg／～以下  

ヨウ素消費量  220mg／～以下  （6．5）  

カドミウム含有量   0．01n唱／g以下   （0．005以下）   0．01mg／J以下  （0．005以下）  

シアン含有量   不検出   （不検出）   不検出   （不検出）   

有機リン含有量   不検出   （不検出）   不検出   （不検出）   

鉛含有量   0．05mg／‖以下   （0．05以下）   0．1mg／J以下   （0．05以下）   

クロム（六価）含有量   0．05mg／＝以下   （0．01以下）   0．05mg／J以下   （0．01以「こ‘）   

ヒ素含有量   0．01mg／∴以下   （0．002以下）   0．05mg／J以下   （0．002以1■）   

給水銀含有量   0．0005mg／∴以下   （不検出）   不検出   （不検出）   

アルキル水銀含有量   不検出   （不検川）   不検出   （不桧山）   

PCB含有量   不検出   （不検出）   不検出   （不検出）   

トリクロロエチレン   0．03Ⅰ唱／‖以下   （0．001以下）   0．03mg／J以下   （0．001以下）   

テトラクロロエチレン■   0．01n唱／‖以下   （0．001以下）   0．0ユmg／∴以下  （0．001以下）   

ジクロロメタン   0．02mg／J以下   （0．002以下）  （0．002以下）   

四塩化炭素   0．002mg／J以下   （0．0002以下）  （0．0002以下）   

1．2ジクロロエタン   0．004mg／J以下   （0．001以下）  （0．001以下）   

1．1ジクロロエチレン   0．02mg／J以下   （0．001以下）  （0．001以下）   

シス1，2ジクロロエチレン   0．04mg／J以下   （0．001以下）  （0．001以下）   

1，1，1トリクロロエタン   1nlgパ以下   （0．001以下）  （0．001以下）   

1，1．2トリクロロエタン   0．006mg／～以下   （0．001以下）  （0．001以下）・   

1，3ジクロロプロペン   0，002mg／J以F   （0，001以下）  （0．001以下）   

ナウラム   0．006mg／‖以下   （0，0006以下）  （0．0006以下）   
シマシン   

0．003mg／‖以下   （0．0003以下）  （0．0003以下）   

チオペンカルプ   0．02mg／‖以下   （0．002以下）  （0．002以下）   

ベンゼン   0．01mg／‖以下   （0．001以下）  （0．001以下）   

セレン   0．01mg／∴以‾Iこ   （0．01以下）  （0．01以下）   

フェノール含有量   0．5mg／J以‾ド   （0．025以下）  0．1mg／J以下  （0．025以下）   

銅含有量   3mgパ以‾ド   （0．03）   1日lg／L以下   （0．01以下）   

亜鉛含有羞   5mg／‖以下   （0．05）   1mg／g以下   （0．02）   

鉄（溶解性）含有是   10Ⅰ帽／g以下   （0．04）   1mg／′以下   （0．09）   

マンガン（溶解慄）含有量   1mg／～以下   軋05）   1mg／J以下   （0．02以‾ド）   

クロム含有見   1喝／‖以‾ド   （0．01以下）   0．ユmg／J以‾卜   （0．01以‾卜）   

フッ素含有量   8mg／J以下   （0．6以下）   0．8mg／J以下   （0．1以下）   

窒素  25mg／J以下   （3．12）   

リン  4mg／～以下   （0．01以下）   

大腸菌群数  3000個／mJ以下   （0）   

（注）最高値欄の（××以下）は定立限界以下を示す。  
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NJESAnnualReport1994．（1995）   

首己号   発  表  者   題  目   ページ   

R土寸  国立環境研卸軒∴   HIES■▲mu81Repont1994J‘一   ぐJ12軸∴・   

国立環境研究所地球環境研究年報 平成6年度，（1995）  

百己号   発  表  者   綴  目   ページ   

l－ こ  国立環境研究所   国立環境研究所地球環境研究年報 平成6年度   134p．   

国立環境研究所特別研究年報 平成6年度，（1995）   

百己号   発  表  者   周  目   ページ   

R－ 3  国立現晩研究所   国立環境研究所特別研究年報 平成6年鹿   71p．   

国立環境研究所特別研究報告 SR－20一一96，（1996）  

妃号   発  表  者   綴  目   ページ   

R－4  国立環境研究所   閉鎖性海域における水界生態系機構の解明及び保全に関する研究   56p．   

国立環境研究所資料 F－82－’95／NIES，（1995）   

記号   発  表  者   粗  目   ページ   

E－5  笹野泰弘，小林喬郎●1   衛星搭載レーザーレーダーによる地球規模大気環境の評価に関する調査報告  106p．  
（■1福井大）   （4）最終報告者   

国立環境研究所資料 F－83－‘95／NほS，（1995） 固立環境研究所研究発表会予稿集  

記号   発  表  者   用  目   ページ   

㌃6  森田恒幸   科学者と政熊決定者は理解し合えるか～地球温暖化の総合評価モデリング～   1－6   

K－ 7  可知直穀   マレーシアにおける熱帯林研究二生物多様性とその保全   71l   

E－ 8  笹野泰弘   人工衛星からオゾン層変動の実態を解明する～ILASプロジェクト～   lZ－17－   

・㌃9  藤沼康実   地球環境を診断する   18－23   

■・RJ10 ご  清水、，浩‥、 －   土コピーグルの開発について   24－28   

‡－11  竹下俊二   東京湾における青潮発生   Z9－35   

K1Z’  嵯峨井勝   ディーゼル排気微粒子（DⅣ）による肺がん発生の新しいメカニズムについて   36－41   

Xこ13  ．安藤■満   中国の大気汚染の洩状   4Z－45   

K－14  竹中明美   北極圏のカラマツ林～木々の年齢から林の歴史を推しはかる～   49   

R－15  松本幸雄   スギ花粉数の計測と花粉症症状   50   

Ⅹ－16  稲葉一穂，，白石寛明，相馬悠子  郡市中小河川の有機塩素化合物と有機塩素量   

K－17  日引聴   地球温囁化対韓が日本経済に及ぼす影響についてのシミューレーション分析   52   

K－18＿．  森．保文，乙聞束廣   エネルギー節約と二酸化炭素排出抑制の観点からみたごみ発電の価値は？   

東アジア地域植生分布モニタリングのためのNOÅAAVHRRデータ処理システ   54  
R－19  漂恋幹雲i．警漂諾意由・2  ムの構築   

（●】科学技術特別研究貝，  
■2中日本航空㈱）  
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記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－20  
相馬光之，高松武次郎，  

55  

相馬悠子，J刀刀正行  

E21   トランスジェニックマウスを用いた環境有毒物質の嘩性評価の試み  58   

K－Z2  本田 靖   温暖化は死亡率に影響を与えるか   57   

R23  菅田誠治   大気大循環モデルを用いた長距離輸送の研究   58   

R－Z4  土井妙子   つくばで観測きれたビナツボ火山1991年噴火に由来する三川Pb   59   

K－25  青野光子   遺伝子操作による植物の環境ストレス耐性機構の解明．   60   

E－26  波多野爽   環境情報センターの治効およびデータベースの紹介   
K－27  福島健彦   地球環境研究センクーにおける地球環境モニタリング事業   
K－28  宮崎思国   図で見る地球環境～GRID一丁5ukub8～   63   

国立環境研究所資料 F－84－’95／NIES，（1995） 兵庫県南部地震と環境  

記号   発  表  者   毘  ．目   ‘ページ   

【－29  陶野辟慮   兵席県南部他家による地盤災害   卜64   

E－30  木幡邦男   海から見た阪神淡路大森災   65▼76   

g－3J  森口祐一，若松伸司   自動車交通および大気環境を中心として   ア788   

K－32  平田腱正   廃棄物と下水について   89－93   

R33  J7フ刀正行   阪神淡路大祭災時のネットワークの活用と現地の状況   95－106   

E－34  青木陽二   阪神淡路大君災の景観への影響   107－113   

K－35  西川雅高   神戸沖人工島海岸の地震による亀裂断層   115－118   

K－3（5  付録，賃料   119－1Z6   

国立環境研究所資料 F－85－′95／NIES，（1995）’931GAC／APARE／PEACAMPOT 航空機・地上観測データ集  

す己号   発  表  者   題  目   ページ   

広37  畠山史廊   平成5年度調査の概要   1－45   

K－38  向井人史   ’93IG人C／APARE／PEACAHPOT航空機観測時の流跡緑解析結果   46－77   

K－39  畠山史郎，坂東何●】  ’93IGIC／APAR即PEÅCAHPOT航空機調査におけるオゾン（0，），窒素酸化物  78－118   
（■】大阪府立大）  川0．），および二酸化硫薫（SOi）の観測  

R－40  向井人史，畠山史郎，村野健太郎  ’93IGAC／APARE／PEACÅHPOT航空機観測によるエアロゾルの観測   1191Z3   

K－41  酒巻史郎   1993年度航空機観測及び地上観測（隠岐）における軽焼化水素顆の測定結果  124－131   

K－42  ’93IGAC／APARE／PEACAHPOT地上網査（隠岐）および航空機調査におけるバーオ  132－143  
中西基晴●2，畠山史郎，  キシアシルナイトレート顆（P州s）の観測  
村野健太触，向井人史，  
二坂東博■3  
（●1国立公衆衛生院，  
●2千葉県項境研，  
◆3大阪府立大）  

K－43   144－164  
（”慶応大）   中微最ガス成分の測定   

’93IGAC／APARE／PEACA朋POT地上観測によるガス・エアロゾル・降水の観測  
良44  

（■】慶応大）  

だ－45  ’g3柑AC／APARE／PEACd∬POT綬謝，八方尾根における地上税河  ZOOZ13  
： 

太昆宗康◆l  
（■】長野県衛生公吉研）  

E－46   214－2Zl   

Ⅹ一47  ⅩimYongPyol】，   Ground－basedObservationsofGaseousandP8rticulatePollutantsilI  222－231  
ShimSh8nggy0ロー1  Cheju，Rore8i爪Harch1994   
（“Eore且InBt．Sci．Techn01．）  
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国立環境研究所資料 F－86－’95／NIES，（1g95）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   
だ－4g  中点舛慕   開発途上国環境技術共同研究のあり方に関する網燕和書（2）   6Jp．  

（開発途上国の集水城環境哲男旦言＝呵の【乱視点に関する一考察）   

国立環境研究所資料 F－87（FDト96／NIES，（1996）  

記号   発  袈  者   掲  ＝   
ページ   

Ⅸ一49  環境情報センター   環境情報ガイドディスク第3版（FD版）  

国立環境研究所資料 F－88－’96／N】ES，（1996） 霞ケ浦臨湖実験施設研究発表会講演報告集－10－  

犯弓   発  表  者   遁  L］   
ページ   

K50  陸水小の溶存有機以来nの測定について  1－4  

一 
大）  

K51  電極法を川いた生産昆測定法の開飛  57  
沌郁夫書】，小峯倍幸下 ● 
（】千葉工業大）  

K▼5Z   日成層による湾水交換と物質輸送について  8－11   

石岡圭子■l（恒東京工業大）  

K－53  複循環湖野尻湖の冬期における溶存メタン潰度の変動とメタン恨化  12－14  
：l2，  

陥乱彗2羞濫遠大）  

K－54   霞ケ浦における亜酸化肇素（Nユ0）の変動  1519   
大槻晃‖（Il東京水偉大）  

K－55  複術環湖野尻湖の冬付愉如諷期のN。0の変化  20Z4  
：i2，  

大槻晃Il  
（●l東京水産大，－2筑波大）  

霞ケ浦の無恨茶層形J戊による脱窒  Z5‾写9   

K、56   

K－57  覆ケ漸こおける底泥からの有機物及び栄養塩の㈲」トの汲沢による抑制勃黒  
柏崎勺弘，塙烏武彦，  
朴済哲◆2  
（●l茨城大，＝東京水産大）  

K－58  屋外突放池におけるN／P比を変化させた条件下でのN，Pの挙動及び避難f輔L   3743  
宋烏京都2松虫‾丸  成変化に関する研究Ⅰ  
（－】茨城県公告技術セ， ●2 
属泉水盛大〉  

K－59  用外実験地におけるN／P比を変化させた条件下でのN，Pの挙動及び蓮朝潮撒  4450  
究烏絡2松重一夫－  成変化に閲する研究Il  

（■l茨城県公害技術セ， 12 
東京水産大）  

尺、60  突崩池の物質動態のIg93年と1994年の比楔  5卜57  
l 矢2  

（＝東京牒二1二大，◆2琵琶湖研）  

K－61   鎧ケi【8の漁業と水餌   6Z－64  

K、62  今【†用】史■】   湖沼環境要因の変化と漁業資源の変動   65－67  
（◆l北海道立水産相化場）   一阿寒湖，支筋湖，阿寒バンケ湖を例として   

K」63  洞爺湖の漁業と動物プランクトン  68－70  
名 

（◆l北海道大）  

K」64   7381   
存日清一一  
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国立環境研究所資料 F－89－’96／N肥S．（1996）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

R－65  環境情報センター   国立環境研究所逐次刊行物所蔵リスト1996年   127p．   

国立環境研究所資料 F－90ノ96／NIES，（1996）  

記号   発  表  者   周  目   ページ   

K－66  青柳みどり   市民の環境に対する態度形成と行動について   Z11p．   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－AOO4－′95，（1995）  

百己号   発  表  者   罵  冒   ′く－ジ   

K－87  地球環境研究センター   地球環境研究センター年報Vol．4（平成6年度）   48p．   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－DOO8－■95，（1995）  

百日号   発  表  者   見  目   ノく－ジ   

E【68  地球環境研究センター   GRIDT凱止uba   7p．   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－DOO9－’96，（1996）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

E69  地球環境研究センター   pat8Bo（】k of SEA－LEVELRISE   88p．   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－1017－’95，（1995）pROCEEDINGSOFLANDUSEFORGLOBAL  
ENVIRONMENTALCONSERVATlON（LU／GEC）－GLOBALENVIRONMENTTSUKUBA’94  

亭己号   発  表  者   題  目   ページ   

E－70  1G即／Hl）PSciencePlanforLand－UseandCoverChange（LUCC）  3「5  

（◆1lnt．Inst．Appl．Syst．An81．）  

K71   ToYard8theRese且rChProgra爪meOf川CC－Japan  6－8   
（●1EyotoUniv．）  

E－72  Hidefumil飢廿㌔1   EcoAsi8Project一人Long一丁ermPerspectiveo爪Environmentand   11「22  

（‖Ky11Syu伽iv．）   DevelopロentilltheAsi8－PacificRegion一   

R－73  Runi11Dlゝi（）tsubo   TowaTdsLandtIsefDrGlてIblEniviTOnmeTltalConちeTYatl（〉n（LUGEC）   Z3－25  
押oject   

定一74  Rel口OteSensingTech†l0logyf8rH8rine8ndI▲andRe＄OurCePlanningin  2941  
（●l鹿encyAssess．Appl．  Irldonesia：＾SustainableApproach  

Techn01．）  

Ⅹ－75   TheSTART、SolltheastAsi8LUCCProjectOverview   42－45  
（†1宮inist．Agric．Coop．）  

K－78  A．TerryR肋bo11  ProblemsofLandUseinUplandSouthea8tAsi且   46－57   
（事1East－WestCent．）  

K－77  YukioHimiyama●1  Study8r）LandUseChangerAJapaneseE叩erience   58－60   
（11HokkaidoUniv．）  

K－78  AshbinduSingh‖  DevelopmentofGlobalLandCoverCh8r8CteristicsDat8base   63－64   
（‖GRIDSiouxF811s）  

R－79  VincentJ．Abreu●】（●量C川SIN）  CIESIN’sActiYitiesofD8t8CollectiononLand－Use8ndCover   65－67   

K－80  Hinoru仙iyama●1   GlobalJ4applng－GlobalGeographicInformationD＆taSetin8uPpOrtOf  68－71  
（■1Geogr．Surv．Inst．）   GlobalEnvironment81Rese且rCh－   

R一もl  YoBも1fwniY8SuDk8   人pplitati8nqfRenoteSen81ngtO鮎nitoringL8ndCove－Ch8nge   7Z－75  
一ⅥlydoveneedRemoteSensing？一   
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．犯弓   発  表  者   呈空  目   ページ   

Ⅸ82  71odelingLarldUse／CoverCharLieinEuropeandNorthernAsia  7986  
（◆】lIASAPopul．Projノ  

IIASALUCCProj．）  

K二83几・  IncorporatingLand－UseChangeinEarthSystensModels．TheLandUse  87  
（■1Nat．Inst．■PublicHealth  Conponer）tOfIH＾GE2andSomeConsequencesfor加VironTnental  

Environ．Prot．）   Conservatior】  

K－84  AsianPacificlntegratedModel（A川）  88－9】  

Y11乞urultatsuqk8●l，  
TsuneVuki Horita 
（‖KyotoUniv．）  

に－85   Ge11eralDiscussion   95121  

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGERL1018－′95，（1995）pROCEEDINGSOFTHETSUKUBAGLOBALCARBON  
CYCLE WORlくSHOPGLOBAL ENVIRONMENT TSUKUBA’95  

記号   発  表  者   毘  【］   
ページ   

K－86  RichardWeisburd●1  TheGlobalModelingSessiDn   3－4   
（●】TokyoUniv．Fish．）  

K－87  lhroonS．Kheshgi＝  The＾tlnOSphericFieldSession   5－8   
（●1Exx8nRes，Eng．Co．）  

K－88  RichardWeisburd●】  The Oceanic Field Session   78   
（●1TokyoUniv．Fish，）  

K－89  TheTerrestrialFieldSession  910  
（■1月okurikuNat．Agric．E叩．  

Stn．）  

K90   TheDiscussionSession  ＝ト1Z   

（◆】TokyoUniv．Fish．）  

K91  TomH．L．Wigley＋1  ThelPCCassessmerltOfthecarboncycle   15－20   
（ヰ1univ．Corp．Atmos．Res．）  

K－9Z  SomeconsideratiDrLSregardingcarbDnbudgetsbasedonsinpleocean   2ト29  
閏2k三㍑b岩ニ； models  

，．，  

●2sanwaRes．Inst．Corp．）  

K93  3034  
AtulK．Jain●2  
80naldJ．Wuebbles●2  
（‖ExxonRes．Eng．Co．，  
●2Univ．Illinois）  

K94   Theneed，andpDSSibilitiesf871aglobalcarbonobservingsystem   37－45  
（■】Nat．OceanicAtmos．Adm．）  

K－95  Anattempttothenumericalexperinentfortheglobalatmospheric   4653  
Ihsayasunayashi CO2もalance  
（●】Nat．Inst．Resour．加viron．）  

K－96  CarboncyclespeciesandAsiandu5tatMaunaLoaObservatoryin  54－61  

（●1MaunaLoaOl）S．）   relationtoairmassorigins  

K97   Studyofoceaniccart）OnCyCleusirLgOCeant】iogeochenicalgeneral  65－66  
（●lUniv．TDkyo）   circulationmodel   

R－98  Useofcarbonisotopesforthecalibrationofaglobalcarboncycle  67－75  
HaroonS．Kheshgi●2  model  
DonaldJ．Wuebbles■［  
（■1univ．Illinois，  
◆2ExxonRes．Eng．Co．）  

K－99   MarglnalseasmayexportanthropogerLicCO2tOtheNorthPacific  76－84  
（●1Nat．SunYat－SenUniv．）   Ocean   

K－100  NobuhikoHanda＊1   MeridionaldistributionofplantplgmentSandorganiccarbonand   85  
（■tNagoyaUniv．）   nitrogenfluxesinthecentralNorthPacific   

K101  C．S．Wong＝   TherelativeefficierLCyOfair－SeaPrOCeSSeSandthebiologicalpump  86－9】  
（◆】1nst．OceanSci．）   insequesteI・inganthropogenicCO2intoocearLStOrage   

K－10Z  AkihikoH．Murata◆】，   CO2 0bservationsintheoceansurfaceandoverlylngairbytheJapan  9Z－100  
・ HeteorologicalAgency：バロnitoringandevaluationoraトトSeaCO2  

・．．亭．竜．  exchange   
（りJpn．Heterol．Agency）  
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記号   発  表  者   聞  ＝   
ページ   

K－103  YoshiyukiNozaki書】  DissolutionofcalcarLeOuSteStSintheoceanandatnosphericcarbon  101109  
（●】univ．Tokyo）  dioxide   

K104  DavidArcher●】  NeutralizationoffossilfuelCO2bynarinecalciumcarbonate   110－113  
（■肋iv．Chicago）  revisited   

K105  RobertK．Dixon11  CarbonpooIsandfluxofglobalforestecosytems   117－119   
（11u．s．supportctrystud．）  

K－IO6  L．D．DannyHarvey●】  Potentialroleoftheterrestrialbiosphereinfutureatnospheric   12（ト1Z5  

（●】Univ．Toronto）  COzbuildup   

K－107  Carbonfertilizati8nOftheterrestrialvegetation  126133  
YuzuruMatsuokat2  
HikikoRainulna  
（●luniv．T5ukuba，  
●2KyotoUniv．）  

K108   Whatmechanismsmakeforestecosystensnetsinksofatmospheric  134－138  
（■用1rOShi】氾Univ．）  COコ？   

R－109  Quantifyingthegreenhousegasfluxesintheterrestrialbiosphere  139－145  
．．esarns usirLglnic「ometeDrOlogicaltechniques  
昌昌さ， 

J．Ⅰ．Macpherson■3  
（◆lAgric．AgriFoodCanada  

Cent．Exp．Farm，  
●2ste－AhnedeBelLlevue，  
●〇Nat．Res．Counc．）  

K－1】0  Carboncycleinthepedosphere  14（ト160  

E．軋PfejfreJ－●1  
（●luniv．Hamburg）  

K－111   161－168      NetecosystenproductionresultedfromCO2erLrichneTlt：Evaluationof  
Takehisa Oikawa■l   pDtentialresponseofasavannahecosystentoglobalchangein  
（■】Univ．T5Ukuba）   atmo5phericcomposition   

国立環境研究所地球環境研究センタL報告 CGER－1019－’96，（1996）GLOBALWARMING，CARBOドLIlIITAT（0ドAトⅠ川COMIC  
DEVELOPMENT  

記号   発  表  各   題  目   ページ   

K－112  AkihiroAnlanO‖  Introduction   14   
（11KwanseiGakuinUniv．）  

K一】13  NoriyukiGoto＊l   珂acro－eCOnOlれicandSectoralImpactsofCarbonTaxation   5－22  
（KanazawaUniv．）   －ACasefortheJapaneseEconomy－   

K114  AkiraHibiki，RonaldSands書l  EstimatirLgthelmpactofaCarbonTaxUsingtheSecondGeneration   23－38  
（◆1Pac．NorthwestNatl，Lab．）  ModelofGreenhouseGasEmissionsforJapan   

K－115  ÅnEnergyTechnologyHodelforForecastingCabonDioxideEmissions   3951  
H．Kainuma，D．Lee●2，K，kai，  In Japan 
G．Hibino■：），M．Yoshida－U  
（●】NagoyaUnivり  
12KoreaEnviron．Technol．Res．  

Inst．，  
●3FujiRes．IrlSt．Corp．）  

K116   5359  
（◆】KHanSeiGakuinUniv．）   Limitation   

好】i7  Fconomics8eveJopmentandCO才Emiss上ons   6卜70  
ーACaseStudyofJapanandChina－  

K118   7ト84        MacroeconomicCostsandOtherSide、EffectsofReducingCO2 Emissions   
（●1肌用nSeiGakuinUniv．）  

K－1】9  ShunsukeMori●】（◆】Univ．Tokyo）  MARIA－Multi－regionalApproachforResourceandlndustryAllocation   85108  
modelanditsFirstSi爪ulations   

K一量20  ASiJnulationStudyonaTradableEnissiorlPermitSchernetoControl  109－116  
TaishiSugiyama12  GlobalCO2Emissions  
（●llhjv．T正門，  
＋2cer）t．Res．Inst．Electr．P（）五er  

Ind．）  

K－121   1Ⅰ7】36  
Tsuneyuki伽rit8  
（◆lNagoyaUniv．）  

－198【   



国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－1020－r96．（1996）cGERISSUPERCOMPUTERACTIVITYREPORTV。1．3－1994  

記号   発  表  者   眉  目   ページ   

K1ZZ  HideharuAkiyoshi   imodelstudyofalDradiative－Chemicalcoupledsystem   3－4   

K123  KensukeNakajima   Utlahighresolutionnodelingofthetropicalatmoshere   5－7   

Ⅹ一124  AtusiNumaguti   DevelonentofanatmosphenicgerLeralcirculationmodelforclinate   8－12  
research   

K－125  Orltheinteractionbetveenthecirculationsinthelower－and   13－14  
nid－1atitudes：Meridionaldistributionsof（PV，8）irlthetwo．three－  
dilnenSionallnOdels  

K一】26   MasscirculationvariationsduetoseasorLalandlongerterm  15一】6  

Variationsinthemiddleatmospherecirculation   

K－】27  lsamuYagai   ThestudyofseasonalvariationofozonebyageneralcireulatiorL   17－18  
model   

K128  Hasahiro Er180b   Studyofbasin－SCaleDCeanCirculatiDnrelatedtoglobalchlorophyll  
distribution   

R－129  JunjiSato   Developmentofthetransport，tranSforrnatior）andrelnOValmodelfor   25－26  
acidicandoxidativepo11utantsirLtheeastAsia   

K－13（）  Yasuo Sato   Astudyofmodelingoflocalco2Circulations   Z729   

K－13Ⅰ  Masataka Watanat）e   EcosystemmodelinTokyobaypartl：Hodelingofcirculation   30－33   

K－13Z  Yoshi－YukiHayashi   ExperiTnentalstudyonthethreediTnenSionalsphericalcorrvections   37－4l  
WiththeparaⅦeterSOfplanetaryatmospheres   

K133  TakeshiHiyazaki   Baroclinicinstabilityofellipticvortexinarlimposedstrainfield  4Z－47   

K－134  HiroyukiShinoda   AbinitioMOstudiesonallylicchloropropenes   5155   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－102l－’96，（1996）cGERSSUPERCOMPUTERMONOGRAPHliEPOIモTVoll  

言己号   発  表  者   腿  E】   
ページ   

K－135  SatoruKomori11   TURBULENCESTRUCTUREANDCO2 TRANSFERATTuEAIR－SEAINTERFACEAND   51p．  
（■1KyushuUniv．）   TURtlUl－ENTDIFFUSlON】刊TllERHALLY－STRATIFIEDFLOWS   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－1022－′96，（1996）cGERISSUPERCOMPUTERMOドOGRAPHRflPOIiTV。1．2  

言己号   発  表  者   題  目   バトージ   

R－136  Tatsl】ShiTokioka■1   ATransientCO2ExperimentwiththeHRICGCM   86p．  
AkiraNoda●1，AkioKitoh■1  AnnualMeanResponse－   
YoshinobuⅣikaidou－】，  
ShinjiN8kag且Wa■1，  
TatsuoMotoi●l  
SeijiYukimoto●l，  
KumikoTakata■2  
（‖Heteorol．Res．lnst．，  
◆2TokyoElectr．PowerCo．）  

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－MOO5，r95．（1995）MO甘汀ORINCREPORTO＼GI」OBALEnrlRONMEXT  
－1995  

記弓   光  義  者   泡  日   ページ   

R－137  OzoneLidarMonitoring  トZO  

NobuoSugimoto，  
Y且SuhiroSa5anO，lchirDMatsui  

K】38  HighTemporaトSpatialResolutionItarineBiogeochemicalMonitorirLg  2ト38  
UsingFerriesintheEastAsianHarginalSeas  

K139  MonitorlngOftheVegetationlndexDistributionintheSouLhand  39－54  
YoshifulniYasuoka，  SoutheastAsianRegionwithNOAAAVHRRSatellitelmages  
YoshikiYamagata，  
TadakuniMiyazaki，  
Rideo Harasawa 

K－140   55－76  
ToshinobuHachida，GenInoue  0（：ean   

K141  GenInoue   Monitorin＄OfGHGsinSiberianWetlarldsbyCharteTled＾irplaTleI．   77一】00  

ーiircraftarLdlnstrunents－   

－199－   



紀号   発  表  者   題  目   ノノく－ジ   

K－14Z  NobuakiVashid8，GenInoue，  101－150   
rasumiFuJlnuma，  
ToshinobuMachida，  
KatsuyukiIzumi●l  
ltsu5hiUno，  
To¶ijiH8giwar8●2  
HitoshiHukai，  
MasahiroUchiyama，  

l■ 

．●．．・．幸  
YoshikatsuKilljo●1，  
KazuoYogi●4，NaoyaHig8●4  
（●lToyoUnivリ ● 
2GlobalEnviron．Forum， － 
コリniv．Tokyo， ● 
dokinavaprefect．1nst．Health  
払yir（肌）   
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7．2 国立環境研究所研究発表会  

発表咋月日 平成7年6月1柑  

紀弓   発  表  者   題  目   

k1  森山恒幸（地球局墳研究グループ）  科学者と政策決定者は理解し合えるか～地球温暖化の総合評価モデリング～   

k2  百J知両穀（地球環境研究グループ）   マレーシアにおける熟柿林研究：生物多様性とその保全   

k－3  笹野泰弘（地球環境研究グループ）   人］二柁j星からオゾン層蛮風の実態を解岬ける ～ILÅSプロジェクト～   

k－4  藤沼康実（地球環境研究センター）   地球環境を診断する   

k－5  消水 渋（地域環境研訳グループ）   エコピーグルの開発について   

k－6  竹下俊二（地域環境研究グループ）   東京湾における青潮発り三   

k－7  嵯峨井勝（地域環境研究グループ）   ディーゼル排気微粒子（DEP）による仰がん兜ニtミの新しいメカニズムについて   

k－8  安藤 満（地域環境研究グループ）   「い国の大気汚染の現状   

k－g  竹中明夫（地球局鳩研究グループ）   北梅園のカラマツ林～木々の年齢から林の煙火を推しはかる～   

k－10  松本幸雄（地域環境研究グループ）   スギ花粉数の計測と花粉症粛湘   

k－11  稲葉一・椎，白石究明，相馬悠子  郡市坤′」＼河川lの有機塩素化合物と石機庖岩沼   
（地域局鳩研究グループ）  

k12  【］引 聡（社会環境システム郡）   地球渦畷化対策が甘水際附こ及ほす影削こついてのシミューレーション分析   

k－13  森保父，乙閉式廣  エネルギー節約と二酸化炭素排日抑制の観点からみたごみ発11£の価偵は？   
（社会環境システム部）  

k一】4  

徳村公昭●3 （書1社会現 

場システム部，  
書2科学技術特別研究員， り■  

い王ミ】木肌空㈹）  

k－15  
用刃il三行Id  

（町化苧環境郡，●？水土壌問環境批  
＝地域環境刑死グループ，  
事4地球環境研究グル〉プ）  

k－16   トランスジェニックマウスを川いた環上苑イ斎智物質の；封≠評仙の試み   

k－】7  木川 銅（環境麒康部）   温暖化は死亡率に影響を与えるか   

k－18  背m誠治（大気圏環境部）   大気大循環モデルを用いた長㌍［離輸送の研究   

k－】9  土井妙子（水上頬圏環境部）   つくばで鋭測されたヒナツポ火‖‖99糾明火に両火する210pb   

l卜20  市野光子（生物圏環境和り   遺伝了磯†乍による植物の環境ストレス耐†！E機材‡の鮮明   

k－2】  洩多野実（環境情報センター）   環墳情報センターの活動およぴデータベースの招介   

k2Z  塙．島腱彦（地球環境研究センター）   地球局境研裂センターにおける地球環境モニタリング司l薫   

k－23  宮崎忠国（地球環境研列センター）   陳】で見る地球環境～GR和一Tsukuba～   

201－   



7．3 誌上発表  

Mariko S，（■1），Okuda  
Tリーuruka■a A．（霊Z）  
（■1Tsukuba Univ．，  
ホ2Environ．8iol．Div．）  
曲uda TりKachiⅣり  
Yap S．K．（■り，  
沌川Okaran〃．（＊Ⅰ）  
（■lForeちt  

Res．Inst．Halaysia）  
KachiN．（＊1），Okuda  
TリYap S．K．（♯2）  
（■1Tokyo  
Hetrop．Univり■2FR川）  
Okuda T．，Hariko  
S．（＊1），Furukava  
A．（霊Z）（簾1Tsukuba  
Univり  
蝉ZEnviron．Biol』iv．）  
KainⅥma Rリぬts110ka  
Y．（■1），Horita Tり  
KaiK，Harasawa  
H．（雷2），Lee D．  
い川agoya Univ．，  
■ZSoc．＆  
Envi「on．Syst．Div．）   

Hatsuoka Y．（事1），  
Kainuma〃．，恥rit且  
T．（暮1Nagoya Univ．）  
kainじm8帆り帆atsuqka  
Y．（雷1），Horita T．  
い川agDya Univ．）  

lnteractive effects of CO. and nitrogen 
resources on shoot develqpmentく）f  
Chenopodium albu】¶L．and血aranthus  
patulus bertoI   
Spatialpatternbf adult trees and  

seedling survivorship in Pentaspadon 
motleyiin alovland rain forestin  
PeTlinsular Mal叩Sia   

Erfect of herbivory Dn5e占dling  
establishJnerlt Of DryDbalanops aroJmtica  
（dipterocarpaceae）under plantation  
rorestin Peninsular HalaysL乱   
Effects of elevated COI on the growth 

Of t粕different climate－Origin forbsin  
fourlevels of nitrogen nutrition  

AsialトPaciflciTttegrated m8delfor  
evaluating policy options to reduce  
greenhouse gas e口Iissions and global  
Wa川inglmpaCtS   

Weed Res．Jpn．  

八一 2  

J．TroplCalForest Sci，  
475－489  1995  

A－ 3  J．Trop．Forest Sci．  59－70  ltlり5  

A－ 4  

PertanikaJ．Sci． Tech．  
297－310  】pミ】5  

Å－ 5  Toward Global  
PIanning af 
Sustainable Use（】f  
the  
EartトDevelopment  
of OLohal 
EcoIEngineering（Mura  
iS．edリEIsevier，）  
餌ergy Policy  

End－uSe energy  
aodel for analysing 
the policy options  
to reduce  
gI’eenhouse gas  
emisslons（Kainuma  
MりMatsuoka Y．＆  
Horita T．edりIIASA，  
20p．）  

千葉大学廃棄物処理施  設報  
水環境学会誌  
ぶんせき   

Adv．Space Res．  

151－166  」ミ】：15  

Scenario an81ysis of globalw且rmlng  
using the Asian Pacificlrltegrated Hodel  
（A川）   

End－uSe energブmOdel一打analyslng tlle  
poliCy OptionS to reduce greenhouse gas 
elれ1SSlOn8   

23（4ノ5）  

A－ 8   

A－ 9  
A－10   

A1Ⅰ  

用刀正行   

用刀正行  
J刀刀正行   

MukaiS．い1），Sano  
I．（＊1），Sasano Y．，  
SuzukiM．，Yokota T．  
い‖汀血iUniv．）  
S8SanO Y．  

裡野泰弘   

笹野泰弘  
笹野泰弘  

Sasano Y．，SuzukiMリ  
Yokota T．，Kanzawa  
H．（＊1）  
（■1Cent．Global  
Environ．Res．）  
笹野泰弘  

海洋研究からみた地球温暖化  

コンピュータ・ネットワークの現状と将来   
分析におけるソフトウェアlIパソコンの有効  

利用プレゼンテーション   
Optical properties of stratospheric 

aerosoIs  

Stratospheric ozone monitoring from  
SpaCe：ILAS（Improved Linb＾tmospheric  
Spectrometer）project  

ILAS（Improved Limb Atmospheric  
SpectTqⅧeter）   
人工衛星からオゾン層を紋測する   
レーザレーダ  

1mprovedlimb atmospheri¢SpeCtrOⅦeter  
（ILAS）project：1LAS  
instrumerLt，performance and valid8tion plan  

3．進行巾の観測酎画   

13（18）   

18（11）  
（2）   

17（l）   

川†）さ  

lリt）5  

1996   

1995  

卜9  

840847   
90－99   

（1）67一（1）70  

A－12  

A13   

A－14  
A－15  

A 16 

NASDA EA MITIThe  
first ADEOS Symp．  
／Workshop  
天気   

化学工学  
入門自由電子レーザ  
（（社）日本原子力学会，  
318p．）  

Proc、EurQpt SeT、Adv、  
〃ext－G（∋neration  
Satel＝te  

字領からの地球大気化  
学観削地球環境税測  
東成層圃・対流圏化学  
サイエンスチーム編）  
Sci．TotalEnviron．  

1  

42（4）   

59（6）  

55－69  

4950   

4Z3－424  
215－Z19  

193－216  

】995  

1995   

1995  
1995  

1996  2583  

1996  A 17 77－8Z  

Satake E．，Tanaka  
A．（＊Ⅰ），Kimura E．  

（■1  

Environ．Chelれ．Div．）  
Satake KりKimura Kり  
Tanaka A．（霊1）（■1  
Environ．Chem．Div．）   

鈴木暁，lいキヰ邦姓（雷l），  
掛野封軋  
久世暁彦い2）  
（■1松下技研、地球グ客  

Accu打】ulati（】n Ofleadin tree bark  
pockets as pollution time capsules  

T～0－hundred－yearS Old shoots of the  
epiphytic moss brotherella henonii  
preserved in a bark pocket af the conifer 
crypto.eria japonica 

lLÅS11の救急検討結果について  

A－18  25－30  

J．Bryol．  815－83Z  A19  

第5回大気化芋シンポ ジウム講演集  

九一 之O  

－202一   



におけるメタン、二  
香水忠生（霊1），  
青木輝夫（◆1），鈴木睦，  
森山隆（事2），  
石目英之（■3），  
渡辺稲（事3）  

（■1気象研，▲  
♯Z宇宙開発事業軌  
＊3東レリサーチセンタ  
ー）  

SuzukiHりSasano Y．，  
1shigakiT．（■1），  
Kimura N．（＊1），Araki  
N．（＊1），N8kamura  
K．（＊l），Kuze A．（◆Z），  
TaniiJ．（雷2）  
（＊1Matsushita  
Res．Instリ＊ZNEC CD．）  
Suzuki H..Hatsuzaki 
A．い1），1shigaki  
T．い2），Ki爪ura  
N．（＊Z），ArakiN．（霊2），  
Yokota TリSasano Y．  
（■1Itie Univ‥  
＊ZMatsushita  
Res．lnst．）  
鈴木幡  

収線強度の測定   

4855  Proc．Infrared  
Spaceborne ReTnOte  
Sens．ⅠⅠⅠ  

Conceptualdesign study oflLISⅠI onboard ADEOS－ⅠⅠ  

1995  ILAS，thelmproved Lirmb Atmospheric  
Spectrometer，On the Advanced Earth  
Observing Sate11ite  

lEICE Transactions  
Commun．  

E78－1   
3（12）   

宇′市からの地球大気化  
学観測（地球環境働劇  
委成層圏・対流圏化学  
サイエンスチーム鍼）  
宇宙からの地球大気化  
学観測（地球環境税測  
委成層腰・対流圏化学  
サイエンスチーム編）  
宇宙からの地球大気化  
学観都“地球環境観測  
委成層匪・対流圏化学  
サイエンスチーム編）  
宇宙からの地球大気化  
学観測（地球環境税洲  
委成層匪・対流周化学  
サイエンスチーム鋸）  
Ecotoxicol．   

Arch．Hydrobiol．   

Ecolog．Res．  

ILAS－ⅠⅠ  

鈴木膵  1ZO－127  

鈴木睦  Ⅰ69183  搭載プラットフォームについて  

ZO4－209  鈴木睦  データシステムについて   

245－Z57   

413－421   

柑9－197  

363－366  

1995   

日り11   

1tll】1  

1994  

1995  

4   

135   

10  

19 一  

A－ Z8   

A．29   

A－ 30  

A－ 31  

A 32  

Takamura K．   

Takamura E．   

Tang Y．，Washitani  
l．（書1）（暮】Tsukuba  
Univ．）  

SivaJqthy M．T．（■l），  
TsubakiY．  
（暮1Sheffield Univ．）  
ScriberJ．Hり  
TsubakiY．，  
Lederh（】uSe R．C．  

Chironomids failto elne柑e rrOm  
LAS－COntaminatedl伯ter   

Changes in sex ratio of chirono.id 
j瓜agine5frD皿rice fjeld water5   

Char且Cteristics of sTPall－SCale  
heterogeneityinlight availability  
within a刊iscat】thl】S Sinensis canopy   

Sperln co.petition and sperm precedence 
in the drag8nfly Nannophya pygmaea   

Physiol．Entomol．  

Swallowtail  
Butterflies：their  
ecol．＆Evol．Biol．  
（一．M．Scriber，Y．  
Tsut】aki，R．C．  
LedeThouse，Sci．Pub．，  
459p．）  

と  

J．Ethol．  

オゾン層破壊とその彩  
管（（祉）環境情報科学  
セ）  

オゾン層破壊とその影  
響（（社）環境梢和科学  

584－594   

105－111  

ll・l  

占Il二も  

1995   

1995  

1ウp・1  

1994   

生物の“左右対称性のゆらぎ”保全生物学  
性淘汰二哩諭の新しい小道具   

On the cue for.ale territorial sitee 
selectionin the dragonfly，Nannophya  
pygmaea：a field experinerlt   

第1章成層馴こおけるオゾン層破頓と研究の  

歴史  

Z．2オゾン層破蟻問題の特徴  

椿宜高   

TsubakiYりOno  
T．（＊l）（■1Kinjo  
Gakuin Univ．）  
中根突髄  

巾根英昭  

A－ 33   

A－ 34  

1－ 35  

A 36  





ity ofJEA for east As  Proc．Workshop on  
/ieid Rain 
HonitDring Network  
in South，East and  
South EastÅsia  
J．Chromatogr．A  

/precipitation .onitoring network 

Oikawa K．（＊1），  
Murano KりEnomoto  
Y・（＊2），Wada K．（将），  
Inomata T．（t4）  
（＊1Niigata College  
Pharmacy，雷2Sibata  
Sci．Tech．Ltd．，  
＊3Nippon DiDneX  
Co．Ltd．，＊4Yokogawa  
Anal．Sys．Inc．）  
池口捕光（事1），  
村野健太臥畠山史郎  
（■1Univ．Osaka pref．）  
下原孝彰（tl），  
大石興弘いl），  
村野健太郎  
（項扁同県保健環境研  
究所）  

村野健太郎，  
及川紀久膿（■1），  
榎木保典（◆2），  
佐藤和栗（＊3），  
摘俣保（叫）  

（＊Ⅰ新潟薬科大，  
♯2柴肘科学器軌  
★3日木夕■イ拍ックス，  
＊4横河アナリティ机システムスー）  

内藤正明（＊1），  
森田恒幸，  

酉岡秀三（＊2），  
僚択英夫（■3），  
森口袖下．  
許和みとり（■3）  
（＊1京耶大，＊2地球セ，  
■3社会環境システム郡  
）  

森肝恒幸雄洞闇（り）  
（■1名古屋大）   

Morita TりHatsuoka  
Y．い1），Kainuma M．  
（♯1Nagoya Univ．）  
原嶋洋平（■1），  
森！叶恒薄  

（★1名古屋大）  

森Ⅲ恒率  

Automatic monitoring system for acid  
rain and snow based onion chromatography   

21ト2】5  

大気汚染と酸性男の形成  

森林地域に沈着する二次生成純子の化学形態  
評価   

エアロゾル研究  

大気現場学会誌  

A－ 52  

イオンクロマトグラフを組み合わせた酸性雨 自動IC分析袈眉の開発   

大気環境学会誌  268－275  l巾1r■  

A－ 53  環境指標の展開（ー人J藤  
正叩卜請出¶甘辛代表訝二  

竿陽召取209p．）  

A 54  

A－ 55  

A－ 56  

Å－ 57  

A－ 58  

A－ 59  
A－ 60  
11；l  

A－ 62  

B  

B－ 1  
8－ 2  

地球環境  

Carbon dioxide emi55ion scenarios and  
nuclear energy  

東アジア諸国の環境政策の発展過程の分析  

環境救難と経済的手没   
地球環境閻払と「環境ストック」   

地球社会と【ヨ木の題良  
川展望調奄（［鋸二庁，  
214p．）  
P「og．仙cl．Energy  

計画行政  

かんきよう  
隠球環境政策のありノブ  
に関する研究（総合研  
究開発戟構撮，ZO3p．）  
季刊環境研究  
環境情柑科学  
甘本動物大百ホI（日露  
敵陣監修，平凡社，  
156p．）  
電子コニ業月報  

83123  

143150  

73－85  

2Z－33  
145175  

3439  
52－53  

1141】5  

57fiR 

llltここ・  

】tlこ】さ  

lこIし）〇  

1995  
】995  

l小111  

1996  
1996  

いlミ】さ、  

29  

18（3）  

20（9）  
近藤誠（事1  

山田宏（▼1  

（＊1締企庁  

森田恒宰  
安野正之  
山根明弘  

横目達也   

幸
 
 
腰
 
 
 

掛
 
 

（100）  

イエネコ  

1995年地球科学リモートセンシング国際シン  
ポジウム参加稚告  

中国における石炭エネルギー利用と環矧和題  
Ind叩r and outdoor air pollutionin  

TDkyD8nd Beijing即perCities   

地域環境研究グループ  
安藤満  
Ando軋，Tamura Kり  
Ya¶al〔OtO S．，  

Matsumoto軋．Li  

【三i木エネルギー学会  
Atmos．Environ．  

4（10）  

30（5）  

84Z847  
695－702  1995 1995  

（りInst．Environ．Ⅰ！eal  
th＆Eng．Chin．）  
Ichinose T．．Miller  B－ 3  Brier Coml¶unications－Inhibition of  

malondialdehyde formation frol¶1iver  
microsomes by alichen constituent  

Fd．Chem．Toxic．  32（】Z）  】】671168  
Shiba爪OtO   

．California  

－205－   



Dete「mirlation of free malDnaldehyde  
formedinliver microsomes upon  
CC140Xidation   

・Biological・effects of dieselexhaust  
parLticres．（DEP）．11．Acutet8Xicity．of，DEP  
introducedintolung byintratracheal  
instillation   

ディーゼル排気微粒子（D即）による肺癌の発  
生に及ぼす高脂肪食とβ一カロチンの影響   

下ormation of an oxidative DNA  
damage，8－hydroxydeoxyguanosime，in mouse  
lung DNA after intratraeheal instillation 
of dieselexhaust particles ar）d effects  
of high dietary fat and beta－CarOtene On  
this process   

J．Appl．Toxicol  
H．G．（■1），Shibamoto  
T．い1）  

（■1Univ．California）  
Ichinose T二，．  
Fur11ya爪aエAリSagaiM．  

市瀬孝道，嵯峨非勝   

Nagashima M．（書1，3），  
Kasai‖．（書2），Yok（】ta  

J．（＊1）．Nagamachi  
Y．（♯3），lchinose Tり  
SagaiH．  
（■1Natl．Cancer  
Centり  
♯2Univ．Occup．＆  
Envirorl．Health，  
＊3Gunma Univ．）  
1naba KりShiraishi  
H．，Soma Y．   

lnaba K．  

B：－ 5、  Toxicol．  153】67   

フリーラジカルの臨床   

Carcinogenesis  

9   

16（6）  

8587   

144l1445  

】415－1417  

5762  

29  Effects of salinity，pH and temperature  
on aqueous solubility of four organotin  
C8mpOunds   

Extraction ofiron（ⅠⅠⅠ）with some  
β－diketonesinto a TritDn X－IOO micellar  
phase：Is amice11ar sy5tem Similar to a  
liquid－1iquid system？   

Water Res．  

Value Adding  
through Solvent  
Extr．Vol．  
1（Shallcross D．Cり  
Paimin R‥＆Prvcic  
L虻．ed．，Univ．  
Melbourne，836p．）  
Hydrobiol．  

by actinomycetesin Lake Kasumlgaura   ＾lgae enharlCingTnuSty Odor production  
Sugiura N．（＊l〉，  
lnamoriY‥Hosaka  
Y．（＊1），Sudo R．（＊2），  
TakahashiG．（鶉3）  
い11baraki  
Pref．Water Works，  
■2Tohokul】nivり  
雷3Ihraki  
Pharm．Assoc．Public  
Health Hyg．Cent．）  
相殺悠平，水落元之，  
西村修，藤本尚志（書1）  
いⅠ東北大）  

間中伸幸（＊1），  
稲森悠平，  
川場善一郎（書2），  
森忠揮い3），  
板Ⅲ肌聡（＊4），  
須藤随一い5）  
（書】鳥取大，■2愛媛大，  
■3島根大，  
書4三菱鬼工㈱，  
象5東北大）  

相姦悠平，  
高松良江（雷1）  

（雷1筑波大）  

日中伸幸（＊1），  
稲森悠平，  
川端領一一郎（＊Z），  
森忠洋（■3），  
板山朋聴（書4），  
須藤隆一（■5）  

い1鳥取大；★Z愛旭大，  
霊3島根大，  
■4三菱眞工㈱，  
雷5東北大）  

那明淑（雷1），  
徐開欽（暮1），稲森悠平，  
須藤隆一（■1）  

いl東北大）  
稲森悠平，  
岩見練成（■1），  
敵帽昧（雷Z），  
近山悪事い3）  
い1㈱環境プラント  
■2綿国国立環境研究院   

＊3E】立化成テクノプラ  

B－10  

環境と洲定技術  

水原鳩学会誌  

土壌浸透法を用いた排水処理と窒素負荷鼠  

マイクロコズムにおける代謝産物を考慮した  
微生物憫相互作用のシミュレーション解析   

水環境学会誌  

日本水処理生物学会誌  

マイクロコズムにおける物質循環とその毒性  
および生態系影響評価試験における有効†生   

マイクロコズムにおける租換え細菌の消長に  
関するシミュレーション解析   

日本水処理生物学会誌  水圏生態系における生産者としての藻規の増  
殖に及ぼす埋立地浸出水の影響  

農J」村地域における有機廃棄物の高温好気発  
酵法による資源循環高度処理  

B－15  

5056．  用水と廃水  B－16  

－206一   



西村修，藤本尚志（t2）  
（＊1齢橋桁，＊2東北大）  
林紀男（＊1），稲森悠平  
須藤隆一（t2）  
（tl干葉県中央博物館  
＊2東北大）  

富柴草池沼の波渓・生物学的ろ過水循環によ  
る直接浄化  

高濃度有機性排水処理の動向   

用水と廃水  

り
埼
刈
（
暮
 
 
日
大
‥
‖
 
 

r
澗
ほ
押
扶
押
ほ
甲
 

80ト81】  1995  環境管理  購
網
棚
離
錮
掴
潤
圃
 
 

須
小
森
稲
紹
稲
高
い
 
 

海
 
 
し
 
 

且
：
刺
 
 

丙
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水道公論  

Proc．Jptト8ra乙it  
Symp，Sci．＆Tech．  

高度処理技術の軍人と水環境の改善  

Restoration of vater envLrommentllSing  
biotechnDlogy and ecotechnology  

lnamor  

K－q  X
u
 
 

Nishimura OりSudo  
Rい1）（書1Tohoku  
Univ．）  

37－41  水環境改善技術開発のための最新展望（Ⅰ）  lJETl 稲森悠ちF，林紀男（暮1）  
山海敏弘い2），  
須藤隆一（■3）  

（■1千葉県中央博物蘭  
書2建築研，■3東北大）  
稲森悠平，林紀男（■】）  
山海敏弘（＊2），  
須藤瀾卜・（★3）  

（＊1千葉県中央博物館  
■2建築研，象3東北大）  
lmura M．（＊1），SatD  
Y．（雷l），1namoriY‥  
Sudo R．（＊2）  
（■1Fujiclean  
lnd，Co．Ltd．，  
■ZTohoku Univ．）  
稲森悠平，孔梅南，  
呉飯南，須藤隆一（＊1）  
（＊1東北大）  

高松良江（＊1），  
稲森悠平，  
松村正利い1），  
須藤随一（蛇）  
阜1筑波大，■2東北大）  
稲森悠平，  

l11†1い  104－109   水環境改薯技術開発のための最新展望（ⅠⅠ）   8 23  

Water Sci．＆Tech．  
Development of a high－efficiency h（】uSehold t）iofil爪reaCtOr   

B－ 24  

用水と廃水  

水環境学会誌  

高濃度有機性排水処理の高度化の重要性と動  
向   

▲湖沼の水圏生態系に及ぼす界面活性剤のマイ  
クロコズムシステムを用いた影響評価   

産業と環境  

ニヒ頬・地下水汚染と対  
策（平ー］健11三編著，  
（祉）日本原墳測定分析  
協会，304p．）  
川水と廃水  

水質保全における空茶・リン対策の現況と除  
去対策  

土壌浸透法を用いた排水処理と窒素負荷   

高井腎丈（＊1）  

（書1早稲田大）  

稲森悠平，  
藤本尚志（ホ1）  

（霊1東北大）  

水環境保全のための国際邦同研究の動向と展  
望  

世界湖沼会ほ霞ケ浦’95の成果と展望  

バイオジオフイルターによる水田改善   
Seleniumlevels and glutathione  

peroxidase activitiesin bloodin an  
andean high二altitude poptllation  

稲森悠平，孔  
松村正利（＊1  
須藤随一い2  

雨
 
 

海
、
パ
）
 
 

B－ 29  

（■1筑波大，書Z東北大）  
稲森悠平，  
高松良江（■1）  

（＊1筑波大）  

稲森悠平  
血8iH‥■Kashiw8Zaki  
H．（◆1），Suzuki  
T．（■2）iKabし由りし  
Himeno S．（＊3）．  
1ねt8nabe．C．（事4），  
MojiK．（霊5），Eim  
SⅥ．くt6），RiveT8  
J：0こ（■7），Takemoto  
T．（柏）  
（＊1UniY．Tokyo，  
■ZDil、．Gen．．  

m水と廃水  

全浄連ニュース  
J．Nutr．Sci．Vitaminol  

書3Kitasato Univ‥  
＊4Toh【】ku  

Univ．SchoolHedリ  
埼NagasakiⅥniv．，  
霊6Eangweon Univ．，  
♯7日ospit豆1Virgen  

acabana  

ー207T－   



1mpactIlod．Agric．  
EnviroIl，（Årora S．K．  
BehlR．Kリ＆Tauro P  
edりCCS Haryana  
Agric．Univ．，217p．）  

Shigematsu T．（事l），  
lnoue A．（■1）Ⅰ】idaka  
M．（■1），Kim Y．H．（雷l），  
MasakiH．（＊1），8eppu  
T．い1），IwasakiKり  
Uchiyama‖．（■Z），  
HukaiS．（■2），et al，  
（＊1Univ．Tokyo，  
■21†ater＆SoilDiv．）  
上原滴，老川進（＊1）  
（＊1消水建設技研）  
KasaiFリHanazato T．  

影山隆之，兜兵徳  

fixation genes of Klebsiella and  
Azospirilll川and safety assessment of  
recombinant strairLSin the rhizosphere of  
rce   

市街地における汚染物の拡散に関する風洞実  
験（その3）温度成層の拡散に及ぼす影響   

Effects of the triazine herbicide  
simetryn on freshwater plankton  
comnnities in enperinental ponds 
精神保健   

L］木建築学会関東支郡  
研究選集4  
ErlViTlOn．Pollut．  

公衆衛生学第2版（竹本  
秦一触・斎藤蒐編，  
音符談祉サイエンティ7イツク，  

220p．）  

J．OtolaryngolりHead  
＆Neck Surgery  
Årch．Complex  
Environ．Stud．  

107110   

．197－202  

1Z8－135  

尾；【1川室之   

Kageyama TリKabuto  
H．  

騒音公告による腱康影響  

Combined e伴ects of mentalworkload and  
foll叩ing exposure to road traffic noise  
OrISympathetic activities assessed by a  
spectral component of heart rate 
Variability   

つくばの自然誌－ⅠⅠ洞嘩公園  

日本における診断前血清セレンおよび祉鉛値  
と肺癌および胃癌リスクとの関係   

春日清一  

兜真徳，今井秀樹，  
米沢仲四郎い1），  
疎石利男（■2），  
秋男漸自（＊3），  
加藤寛夫（＊4），  
鈴木継芙，Land  
E．C．（書5），8lot  
J．W．（竃5）  
（＊lE】木原子力研究所  
＊2放影研，事3鹿児島大  
＊4国立水俣病研究セ，  
＊5米同席研究所）  
兜貞徳，安藤滴，  
井上元い1），巾杉修身  
新nl裕史，原．島省（■2）  
古川昭雄（事3），  
安岡讃文（書4）  

い1大気圏環境部，  
＊Z地球ク、、，  
■3生物圏環境部，  
両社会環境システム郡）  

相本杓子（＊1），児島徳  
菊池眉（＊Z），  
高久史購（＊3），  
中村舛∴・（叫），  
東敏昭（■5），  
平場邦霜（書6），  
岩村腱酒（■5），  
渡辺昌（＊7）  

（＊1東渦大，  
書Z防衛医大．  
■3国立国際医療セ，  
書4日治医大，  
■5産業医大，  
■6埼玉医大，  
t7国立ガンセ）  
Kabuto Hり1maiHリ  
Kurokawa Y．（◆1），  
払to N．（＊2）  
（＊1Environ．Health  
Divり雷2Shiga Univ．）  
Wu X．－L．（書1），Kong  
H．一Ⅳ．（＊2），Hizuoch1  
日．，InamoriYりⅩia  
H．（＊1），YiQ．（書り  
い】Tsinghua Univ‥  

つくばの自然誌（学園 の自と親しむ会  

郡市然  
編乳STEP，175p．）  
敵影研報告書  

33－39，130】6     占  

89－91，123－13  
2，135－161，19  
3－207，2D9－22  
】，223－Z35，24  

9－Z62，273Z8   
2，Z83－Z86  

人間科学全書テキスト  
ブックシリーズ6  
地球規模の健康邪1選一  
地球環境保腫苧序説  
（小泉明・兜東経解著，  
テラペイア，Z91p，）  

電磁環境の健康影響に  
関する調査研究（電磁  
環境の健康影響にl対す  
る調査研究委著，  
（朗）日本環境協会，  
105p．）  

＾cute response of the HPA－aXis to  
trimethYltin Tnay reflect artinflamnatory  
reactiorlin the hippocampalregiDn  

Nitrous【）Xide emission from  
micrDDrganisms  

The  
Hippocampus：Funct．＆  
Clin．Relevance（Kato  
NりEIsevier Sci．）   

Jpn，一．恥ter Treat，  
Biol．  

151－160  B－ 44  

＊2Guest Res  
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スクロマトグラ  
門上希和夫（り），  
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Wa5hida N．（◆1TDkyo  
Inst．Tech．）  
Washida N，Imamura  
Tりもandow H．（暮1）  
（＊1Univ．Osaka Pref．）  
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ト18  
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10－17  

131Z6－1313Ⅰ  
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Bull．Cheln．Soc．Jpn．  69  535－541  

水土鳩岡現場鮒  
Goma R．H．（雷1），  
AizakiH．，Fukushima  
T．く蛇），Ots11ki  
A．（＊l）（書1Tokyo  
UnivJishり  
■ZReg．Environ．Div．）  
天野邦彦，  
言谷純一いl）  
（事1土木研）  

摘治国い1），  
吉田邦仲（■11，  
井上隆信  
（♯1北海道大）  

UchiyaけIa HりOguri  

G  

G－ 1  Jpn．J．Li爪nOl．  

河川  

水環境学会誌  

J．Ferment．Bioeng．  lワリ：l  G－ 4  Trichloroethylene degradation by cells  
of a methanert）tilizing bacteriuTn，  
Hethylocystis sp．”，immot】ilizedin calcium  
alginate  

C叩tinuous biodegradation of  
trichroroethylene by Methylocystis5p．H  
in a membrane t）ioreactor   

Isolation of Z－methylisocitrate  
dehydratase，a neW enZyne SerVingln the  
methylcitric acid cycle for proplOnate  
met孔bolis】Ⅵ，from Yallo再alipolytica  

Characteristics of Znethylisocitrate 
dehydrat且Se，isolated from Yallowi8  
1ipolytica，in comparisorL With aconitase  

Perfornance of prototype biodegradation  
of trichloroethylene by Methylocystis sp．M  

＊1），Nishibayashi  
＊1），Ⅹokufuta  

Contam，Soil’95（Van  
Den Brink W．J．et al  
，KluweyÅcad．Pub．）   
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8iochem．  

G－ 5  Okada F．（雷1），  
Shimomura T．（＊l），  
Uchiyama H．，YagiO  
（＊1Ebar且Res，Co．）  
AokiH．（■1），  
Uchiyam8日りUmetsu  
H．（＊Z），Tabuchi  
T．（＊2）（霊1T3ukuba  
Univり■ZAomori  
Ⅵnlv．）  
T8buchiT．（◆1），  
Umetsu H．（■1），Aoki  
H．（■2），Uchiyama H．  

59（10）  18Z51828  G－ 6  

59（11）  Biosci・．Biotech．  
Biochem．  

じ ’ご  

（★l人omoriUniv  
■2Tsukuba Uni  

Biol．unit proces5eS  
hazardous wa5te  
tTeat．（Okada F．  
Shiロ10mur8 T．  
Uchiyama H．＆Yagi  
O．ed‥8attelle  
Press）  
地図  

G－ 8  Okada F．（書1），  
ShimDmura T．（竃1），  
UchiyamaⅥりYagiO  
（りEbara）  

球儀上に表された地理憫劇場の評価法につい  宇郁宮阪二朗  
松本幸臆（事1）  

G－ 9  

書1地域グー  
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によるサーマルイナーシヤ  リモートセンシン  
山仁J武則（＊1）  

（■1農業研究セ）  
学齢宮陽二朗，  
恒川篤史  

づく九十九里平野の土壌水分推定  

情稚ペースとその高度利用に関する研究「牒  
球観測データによる熱収支情報ベースの構築と  
利用の研究   

グ学会誌   

創造i対研究開苑支援の  
ための自己祖1紙型情報  
べ一スシステムの構築  
に関する研究（第1期）  
成果報告竃（科学技術  
庁）  

J，Agric．Heteorol．  G－12  Tsunekava A‥Zhang  
X．（霊1），Zhou G．（■1），  
Omasa K．い2）  
（■1Acad．Sin．Chin8，  
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陶野郎成，  
内F工＝胡虐（tl），  
北浦勝（＊2）  

（＊1竹中工務店，  
雷2金沢大）  

陶野郎雌，安田進い1）  
い1九州工業大）  

predicting responses to cli.atic change 
of the potential vegetation distribution 
in China  

小国大陸内陸部の大気中s Pb濃度の変動  

地盤・ライフラインの被害  

245257  

44（10）  Radioisotopes   

1993年釧路沖地震災菖  
調査報告・1993年北海  
道南西沖地寮災害（日  
本建築学会乳497p．）   

自然災害と防災・学振  
新告21（下鶴大輔・伯野  
元彦編，  
日本学術振興会，322p．  
）  

火山とつきあう（陶野  
郁戯編，土木学会，  
110p．）  
土と基礎  
堆積環境が地盤特性に  
及ぼす影響に関するシ  
ンポジウム発表論文集  
（陶野郁慮編，  
ニヒ質工学会，198p．）  
地盤那査法（地盤工学  

会霜，地盤工学会，  
64gp．）  

条  

701709   

4Z8－455   

地震時の液状化による地盤災害   

火山とつきあう  

沖積層の堆積環境と第四紀学   
堆積環境が地懲特性に及ぼす影響に関する研  

究委員全委員会報菖   

43（10）  

第11編環境地竪儲査  

雲仙岳】992年噴火における火山豆石の生成  
件一雲仙岳噴火とその噴出物，第Z報－  

哉  
陶野郁雄，磯望い3）  
（＊1信州大，＊2日本大，  
■3西南学院大）  
陶野郁雄   

陶野郎趨  
陶野郁雄   
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Tolnioka N‥Uchiyam8  
日りYagiOリーujii  
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久保井徹い1），  
服部浩之，  
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■Z生物圏環境部）  
矢木修身，内山裕夫   

矢木修身，内山裕夫  

1995年兵庫県南郡他葦による人工地盤の液状  
化災害と埋立地の地球工学的問題   
写真で見る基礎構造物の被告   
堆横環境が地磐特性に及ぼす影響に関するシ  

ンポジウムと現況報告   
火山工学の提唱とその確立  

Kinetic studies on cesiun transport in 
Rhodococcu8erythropolis CS98and  
Rhodococcus sp．5train CS40Z  

ナラタケの発芽，生長に及ぼす酸性物質の影  
琶  

‾下水汚泥連用土上酎こ対する酸負荷の影響   
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基礎工  
土と基礎   
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平成6年度年種  
Biosci．8iotech．  
Biochem．  

環境科学会誌  

日本上座肥料芋雑誌  

59  

新しい環境浄化技術－バイオレメディエーシ ョン一  世界を揺るがす地球の汚染  

追技術  

地球をまもる小さな生  
き物たち（児玉徹・大竹  
久夫・矢木修身代表者，  
技紺堂，Z38p．）  
地球をまもる小さな生  
き物たち（児玉徹・大竹  
久夫・矢木修身代表者1  

トリクロロエチレンで汚染した土壌・地下水 を延らせる  
154－160  矢木修身，内山裕夫  G－ 30  

一222－   





of atlnospher 
by p18ntindicators uslng t】ryOphytes and  
licherlS  

Meas．＆EYal．¶ethod  
Air Pollut．（Jpn．Soc．  
AiJ・Pollut．＆  
Environ．Res．＆Train．  
Cent．Thailand，118p．）  
中ロ茂縮合作自然生態  
環境調査及評価学術研  
討会論文集（中日友好  
環境保讃中心，298p．）  
Mycoscience  

H－10  消水英幸  日本的自然環境保護利権物、植被研究   

H－Il  Rinugava K．（■l），  
SuzukiA．（＊2），  
Tak且matSu Y．（＊1），  
K且tO H．（■3），Tanaka  
K．（＊1KinkiUniv‥  
■ZChiba Univり  
■3ChikumaIaseiCo．）  
Shibata H．（■1），Kono  
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（雷1Shimane Univ‥  
■2TottoriUniv．）  
S8kakiT．（♯1），Satoh  
A．（書1），T且naka Kり  
Omasa KりShimazaki  
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TokaiUniv．，  
寒2Kyusyu Univ．）  
野原精一一，広木幹也   

Watanabe M．H．，  
Saw且guChiT．（＊1）  
（霊1Jpn．NUS Co．Ltd．）  
NozakiH．（＊1）  
Watanabe M．M．，  
Aizawa【．（＊Z）  
（＊】Univ．Tokyo，  
■2Environ．Res．Cent．）  
千原光戊（■1），渡辺悟  
（暮1日本赤十字看護大）  

345－352   1994  Effects oE concentrated carbon dioxide  
on the fruiting of several cultivated 
basidiomycetes（ⅠⅠ）   

4550  H 12 Degradation of chlorophyll by nitrogen 
dioxide generated from nitrite by the  
peroxidase reaction   

8iochim．Biophys．Acta  1230  

H－13  

Lipids and fatty acidsin guard－Cell protoplast5frol札Vicia fabaleaves   

Photochem．  40  10651070  

周囲の土地利用がチマキザサ・落葉性低木の  
赤井谷地への侵入に及ぼす影響   

Cryopreservation of a waterblo（）m  
rorming cyanobacterium，Hicrocystis  
aeruglnOSa f．aeruglnOSa   

Morphology and paedogamous sexual  
reproduction in Chiorogoniu. capillatu. 
SP．nOV．（Volvocales，Chlorophyta）  

徴欄藻類   

赤井谷他の自然（会津  
若松市教育要，256p．）  
Phycol．Res．  

J．Phycol．  

環境微生物図鑑（小鳥  
貞男、須藤随一、千原光  
雄編，  

講談社サイエンティフ  
ィツク，758p．）  
環境微生物図鑑（小島  
貞男、須藤随一、千原光  
正編，  

講談社サイエンティフ  
ィツク，758p．）  
藻類  

H－17  

1995  渡辺†言  131－】85  H－18  

l！1†lさ、  野崎久義（■Ⅰ），渡辺信  
日本の湖沼における中軸藻類（緑色植物）の分 布の現状・そのⅠ   

H－19  
加！噂英ダミ  

佐野郷菜  
加藤偶重  
大森正司  
（■1東京大，  

＊2千隻県立国分高，  
★3濁協大，  

＊4横須賀巾自然博）  
NozakiH．い1）  
KatagiriM．（■2），  
Nakagawa M．（■2），  
Aizawa【．（＊Z），  
Watanabe H．H．  
（■1Univ．Tokyo，  
■2Global  
Environ．Forum）  
渡辺†言  

1－10Z  肌crobiol．＆Cult．  
Collect．  

Taxonomic re－eXamination of the two  
strairLSlabeled“Chlorella”in the  
.icrobial culture colieetion at the 
nationalirtstitute for environnental  
studies（NIESCollection）   

シアノバクテリアの分類に関する歴史的考察  

Phylogenetic relationship vithin the  
colonialvolvocales（Chlorophyta）  
inferred frDm γbcL gene sequence data  

Microbi8l．＆Cult．  
Collect．  
J．Phycol．  

11（1）  
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85ト」04Z  NozakiH．（＊1），1t8h  
M．（書2），Sano R．（＊2）  
Uchidall．（＊3），  
Watanabe M．Hり  
Kuroiwa T．（＊1）  
（書1Univ．Tokyo，  
■ZChiba Univり  
■3Univ．Tsukub且  
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ight arld electron  J．Phyco  
H．M．，lnoueI．（■1）  
（■1Univ．Tsukuba）  

地球環境研究センタ∵  
Ranzava H‥Kondo  
Y．（tl），Camy－Peyret  
C．（＊Z），Sよsano  

Y．い3）い1N8gOya  
Univり暮2Univ．Pierre  
etIイarie Curie，  
響3Global  
Environ．Div．）  
神沢博  

grazing by PoterioochroInDnaS malhamensis  
（Chry5叩hyceae）on a range of  
phytoplankton taxa  

Balloon campaigns8t Kiruna－Esrange  
PlannedinlL▲S correlative measurements  
pr（】8ra瓜  

Ⅰ  
ト l  Proc．1Zth．ESA  

Symp．Rocket＆  
Balloon PrDgrammeS  
＆Related Res．  

345▼349   

これまでの衛星観削の成果  学研からの地球人気化  
学説削り也球環境批判  
秦成層圏・対流圏化学  
サイエンスチーム編）  
応用統計学  

1－ 2  

渋谷政昭（◆1〉，  

時岡達志（■Z），  

西岡秀三，竹内啓（■3）  
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♯Z気象庁，  

＊3明治学院大）  
西岡秀三   

西岡秀三   

啓開秀三  

地球環境の統計   l－ 3  

地球環境問題の概観  

未来からみて今を作る一地球環境時代の道路  
行政一   
地域環矧現題ヒ科学技術  

二酸化炭素と地球環境（その1）   
二酸化炭素と地球環境（その2）   
気候変動に関する政府間パネルの活動と今後   
地球環境研究遂行の見取り図   
HDPの国際動向   
ガス状汚染物質   

水素エネルギー最先端  
技術  
道路行政セミナー   

ケミカルエンジニアリ  
ング  
耐火物  
耐火物  
環境構鞭科学  
環境情報科学  
環境情報科学  
生物環境調節ハンドブ  
ック（日本生物環境調  
節学会稲，葦賢堂，  
585p．）  
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Instrum．Eng．  
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大政謙次（＊1）  

（＊1生物圏環境部）   

藤沼康実   

”iyazakiTリ  
NakataniY．（＊1），  
Harashima A．（■2）  
（■1甑SDAJpn．，  
＊2Global  
餌viron．Div．）  
宮崎忠国   

環境情報センター  
阿部塵僧 
阿部重信  

10（3）   

2586  

国立環境研究所における大気微風成分のベ  
スラインモニタリング   
Heasuring the coral reef distribution 

of Ruroshina lsland by satellite relnote 
SenSing  

5
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資源環境対策  

水環境学会誌  

UNEP／GRIローつくば  

地球環境梢柑ネットワーク  
そうざらい  
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a－ 1  

a－ 2   

a－ 3  

秋吉英治，内野修（■Ⅰ）  
（雷1気象研）  

秋吉英治   

滝川雅之（■1），  
高橋正明（■1），  
秋吉英治，  
背［臼誠治（＊Z）  

（＊l東京大，  
■2大気圏環境部）  
秋吉英治，  
露縞iE明（霊1）  

（■1東京大）  

足立直樹，  
苛鳥一郎（■】）  

（＊1筑披大）  

大桶一昭（＊1）．  
足立直樹，  
手島一郎（竃2〉，  
西山惇彦（書3）  

（霊1九州大，♯Z筑波大，  
＊3東京大）  

奥田敏統，  
可架l！直穀（■1），Yap S．  
K．（＊2），Hanokaran N．  
（＊2）（■1都立大，  
＊2マレーシア森林研）  
Kainl叩aポリMatsuDka  
Y．（雷1）川orita Tり  
Harasawa H．（■2），Kai  
X，（＊1Nagoya Univり  
♯ZSoc．Environ．Syst．  
Div．）  
払chiⅣ‥Okuda T．，  
Yap S．K．（＊1），  
Man8karan N．（暮1）  
（＊1Forest Res．Inst．  
Halaysia）  
仁木柘志（事1），  
J〃刀正行，東根三（■】）  
（＊1日木大）  

J刀〃正行，  
仁木拓志（＊1）  

（＊1東京水産大）  
Jlけ〕正行，  
仁木措志（り），  
大槻晃（tl）  

（＊1東京水産大）  
藤森一男（り），  
中野武力1），  
高石豊（事り，用刀正行  
（＊1兵庫県立公告研）  
古田直紀（■1），  
笹野泰弘（＊1中央大）  
Oka皿OtO H．（書1），San0  
l．（■Z）川ukaiS．（＊2），  
Sasano Y．（＊1Robe  
Univ‥＊ZKiIlkiUniv．）  

硫酸エアロゾルの増加による成  
層圏赦免成分と気温の変化  

1次元放射一光化学結合系の二  
酸化炭素倍増に対する応答   

CCSR／NIES気候一化学モデル（序  
）   

日本気象学会1995  
年春季大会  
日本気象学会1995  
年秋季大会  
日本気象学会1995  
年秋季大会  

同調演予稿  
集  
同講演予稿  
集  
河浦涜予摘  
集  

光化学輸送モデルによるオゾン  
層変動の研究  

地下茎分枝モデルを用いたイタ  
ドリ群落の成長の解析一分散の効  
果一   
乗なる環境に成育するイタドリ  

の地下茎の成長／くタンの比較   

第6回大気化学シ  
ンポジウム   

第4Z回目木生態学  
余   

日本格物学会弟59  
回大会  

a 7  

低地フタバガキ林の椎樹の動態 と分散構造   
第43回日本生態学  

A5ian－PacificIntegrated  
Model（A川）for the analysis  
Of globalclil口ate Ch且nge   

7th．IF人C／IFORS／I  
MACS Symp．  

IFAC／1FORS  
／ImCS  
Sympリhrg  
e Scale  
Syst．：Theo  
ry＆Appl．  
Abstract盲  Biodiversity and 

regeneration or canopy tree  
SpeCie5in a tropicalrain  
forestin s8utheast a5ia  

微生物によるDMSPの分解とDMS  
の生成（Ⅰロ）  

海水中における硫黄化合物の動  
態－DHSの生成とその動態  

海水中の有機硫層化合物の存在  
状態（ⅠⅡ）－DHSの動態とDHSOの生  
成過程ユ  

東アジア渦域の海水中有機塩素  
系化合物のGC／HS徴鼻分析  

ハワイマウナロア観測所で得ら  
れた大気圏外太陽スペクトル   

Aerosolretrieval  
algorith帖from ADEOS／ILAS  
measurements  

Int，Symp．Ecosyst em Environ．Sci．  
Taegu  

1995年度目本海洋  
学会春季大会   

第17回無機物代謝  
合同セミナー   

日本分析化学会第  
44年舎  

弟30恒旧本水環境  
学会年会  

第56回分析化学討  
論会  
ト▲T（1  

Adv．Stud．Inst∴R  
印Ote Sensing  
Processes  
Goverring  
Energy＆他ter、，  
Cycles Clirnate 
Sy5t．  
日本赤外線学会  

Eur．Symp．Satell．  
Remote Sens，Il  

同講演変局  
集  

同講演要旨  
集  

同開演要旨  
集  

む ‖  

笹野泰弘  

S85anO YりSuzukiM．，  
Yok（）ta TりXanzallaI†．  
（■1）（＊1Cent．Global  
Environ．Res．）   

笹野泰弘，  

小林喬郎（霊1）  

（＊1福井火）  

Sasano Y．  

ILAS、ILAS－ⅠⅠプロジェクトの  
概要一人ユニ衛星からオゾン層変動  
の実態を解明する－  

Improved Lilnb At【ROSpheric  
Spectrometer（ILAS）  
Project：lLAS  
instrument，Perfor爪anCe and  
validation plan   
小型衛星搭載用ミ一散乱レーザ  

ーレーダー開発の考え方  

What vill ve see fron space 
using a Hilelider？  

第17回レーザセン  
シンクシンポジウ  
ム  
Int．Workshop  
Spaceborne  
Lidel・Ⅰ995  

同予稿集  

AbstIlaCt5  

Tech，＆A  
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報告   
衛星搭載用雲・エアロゾル観測  

用ライダーの研究推進に向けて   
Estilれation of．theinfluence  

Of▲plant grdwth on the soil  
acidity   

ンポジウム  
第3同大気ライダ  
ー観湘1研究会  
5th，Int．Conf．Aci  
dic Deposition  

笹野泰弘   

Shinjo M．い1），  
Sekimoto H．（■2），■  
FukalDiH．（■Z），  
Satake XりTsutsumi  
M．（■2）（＊1Tokyo  
UmLv、Agric、Technol．  
暮2Utsunomly8Univ．）  
Sat8ke慮りOy8giA．  
（■1），Ⅰ鴨OY．（■2）  
（◆1Tanabu High  
School，■2Rans8i  
Junior C811．Foreign  
Lang，）  
佐竹研一   

深堀正志（■1），  
背水忠生（＊1），  
背水押夫（■1），鈴木陛  

名古屋   

Gothent）urg  145  

Naturalacidific8tion of lakes and riv即Sin－Japan   

5th．lnt．Corlf．Aci  
dic Depqsition  

Gothenburg  

酸性環境の生態学－その背貝と  
展望一   

近赤外域メタンZレコ吸収帯のm  
anifold強度の測定   

日本分光学会秋季  
第4Z回日本生態学   調満会  

森山隆（雷2），  
石田英之（■3），  
澹適確（雷3）  

（tl気象研，  
■2字庸開発車薬用  
＊3東レリサーチセ  
深堀正志（＊1  
青木忠生（◆1  

西木押央（■1  木
 
 

鈴
 
 

CO2，1．6〟m吸収帯の吸収繚パ  
ラメータの測定（Ⅰ）   日本分光学会秋季 講演会  

福岡  

森山随（■Z），  
石［口英之（■3），  
渡惑猛（■3）  

（＊1気象研，  
暮Z字間開発車弟団  
★3東レリ  

（
 
サ
一
l
＊
h
 
 

一
、
り
‥
り
、
り
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深堀正志   
メタン2ソ3吸収滞の吸収根強 度及び半値半幅の測定   

日本分光学会春季  
講演会  

東京  
青木忠生  
百水郷夫（  

森山隆（■2）   

鈴木睦  

石田英之（＊3），  
浪凄猛（■3）  

（り気象研，  
■Z宇宙開発事業団  
■3東レリサーチセ  

深堀正志（  
胃木忠生（  

青木押夫（  
木
 
 

し
し
 
 

のmanifold強度の測定   低温下におけるメタン2ソ3帯  
日本分光学会秋季  
講演会  

大阪  

森山撒（■2），  
石田英之（霊3），  
漁連猛（事3）  

（霊1気象研，  
♯2宇宙開発車美団  
■3東レリサーチセ  

且－29  深堀正志（■1），  
青木忠生（＊1），  
青木肺夫（り），鈴木嘩，  
森山陵（■Z），  
石田英之（■3），  
渡辺猛（＊3）  

（■1気象研，  
■2苧環開発車票田，  
■3東レリサーチセ）  
鈴木睦  
深堀正志（＊1），  
青木忠生（★1），  
背木輝夫（事り，鈴木睦，  
森山隆（■2），  
石田英之（■3），  
改造猛（t3）  

（★1気象研，  
雷Z宇宙開発中薬臥  

メタンZlノコ市内R（0），R（1），Q（1  
）及びP（1）吸収線の根強度と半値  
半幅の測定及びその温度依存性  

日本気象学会1995  
年春季大会  

東京  

IL人S、ILASIlの鋭測機器   
大気微塵成分観測のためのC”4  

．CO2及びN20の近赤外吸収線パ  
ラメータの測定  

光学連合シンポジ  
日本赤外線学会  ウム  

a－ 30  
8－ 31  

つくば  
東京   

■3東レリサーチセ  
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ILAS－1I  
CIONO2観測用エシェル分光計の  
地上校正  

中村邦灘  
中澤高清  
早坂忠裕  
倦野泰弘，谷井純（＊1）  
（■1NEC，＊2松下技研，  
＊3東北大）  

高村健二，Ⅸirton L．G．  
（雷1）  

（■1マレーシア森林研）  
高村健二，カールトン  
L．G．  
（書1マレーシア森林研）  
竹小明夫   

山村踊夫（＊1），  
竹小明夫（■1茨城大）   

乾由布了（■1），  
竹中明夫（事1東京大）  

竹巾明夫，  
乾【11和子（■1），  
大沢晃（＊Z）  

（＊1東京大，  
＊2森林総研）  
西村誠一（＊1），  
小泉博（■1），唐艶鴻  
（雷1農環研）  

Tang Y．  

a 33  

a－ 34  

a－ 35   

a 36  

a－ 37  

マレーシア低地熱神林における  
木材の分解Inシロアリの勘き  

マレーシア低地熱帯林における  
木材の分解一新食性シロアリ和一  

陰日向のある根の成艮と掛冠の  
形成   
東シベリアのタイガ・ツンドラ  

移行手附こおけるカラマツの成長様  
式   
植物個体の糞桝配置と偶発の光  

環境  

簡易極座標計をつかった植物体  
の空間構造の測定と解析   

第42回日本生態学  

第43【巨旧本生態学  

第42回目木生態学  

舎 熊42回目本生態学  

日本柄物学会荊59  
回大会  

第43回日本生態学  
；■こ  

盛岡  

八王子  

盛岡   

盛岡  

金沢  

8  

集   

3  

異   

8   

集  
8  

集   

9  

会第59L亘】大  

会訓グ己発表  
記録  
同調演要旨  
集  

7．  

8．  

7．   

7．  

7．  

a－38  

水稲個体附こおける柴面受光量  
の日変化モデルの構築とその検証  

Spatialand tel叩Oral  
heterogeneity of light 
ertvironments andits  
ecophysiologicalilnpOrtanCe  
in tropicalforests   
放牧草地における植物バイオマ  

スの空間的不均一性について  

光合成特性からみた絶滅危惧植  
物マイヅルテンナンシヨウの生育  
適地  

田面水表面とそれに接する気層  
間のC82 フラックス   

日本作物学会  

3rd．Symp．Life  
Sci．＆  

Biotechnol．  

第42匝旧本生態学  

策42回日本生態学  

窮42担凋本生態学  
A  

同学会言已土！事  

Abstracts  

65  
（別1）  

塩見正徳（♯1），  
岡m兵増車1），  
高橋繁男（＊2），唐艶鴻  
村岡裕由（＊1），唐艶鴻  
小泉博（＊Z），  
常谷いづみ（＊l）  
（＊】筑波大，霊2農環研）  
小泉博（＊1），  
中台利枝（＊2），  
別官有紀子（■3），  
西村誠一（暮1），府艶鴻  
（＊1農環研，  
事2東虎魚工大，  
＊3那立大）  

臍艶鴻，呵机巨穀（■1）  
小泉博（■2）  

（事1耶立一火，書2農環研）  
唐艶鴻，可知直穀い1）  
Awang M．（＊Z）  
（■1都立大，  
＊2マレーシア農科大）  
村岡裕由（■1），唐艶鴻  
小泉博（書2），  
頸谷いづみ（★1）  
（■1筑波大，＊Z員環研）  
特産高，冒山浦升（■1）  
（■1茨城大）  

椿宜高，Hooper R．E．  
（■1）（★1共同研究員）  
Nagata HりZubaid  
Åkbar（■1），Azarae Hj  
ldrisいZ）（＊1UW，  
＊2UM）   

永Ⅲ尚志   

江仁沌バ羊（■1），  
永田尚志，  
日野揮明（雷Z），  
tll岸哲（＊3）  

（り九州大，  

同扇持病要旨  
異   

同昌持病要旨  
柴  

同講演要旨  
集  

a－ 43  盛岡  

Cコ とC一植物の光合成誘導反応  
の特性  

熱帯雨林における個稟レベルの  
陽斑動態  

マイヅルテンナンシヨウを用い  
た傷薬の適応的意義の検討  

メダカにおける生長速度の個体  
変巽と左右対称性のゆらぎ   
カワトンポの色彩多型と寄生虫  

The erfect of forest  
distl】rbance on avian  
col加unity structure at tvo  
lowland forest in Peninsular 
Malaysia   
野外鳥類個体群にみられる左右  

対称性のゆらぎについて   
アカオオハシモズの配偶様式   

第4Z［司日本生態学  

第43回日本生態学  

踊43担】日本生懲学  

第42担旧本生態学  
■▲一  
策43回日本生態学  

5th．Natl．Biol．Sy  
mpりRelab  
Rekreasi  
Univ．Kebangsaan  
恥1aysia  
窮42回日本生態学  
lて  

第4Z回日本生態学  
会  

同書符所要旨  
集   

同講演要旨  
葉．  

同講演要旨  
異  

同訊滴要旨  
集  
同溝所要月  
集  

＊2森林総研  
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Hea8ur印ent Of pCO2  C02 Oceans 
Int．Sylnp．  （■1），Kimoto T．（暮2）  

（十‖nst．Ocean Sciリ  
＊2Res．Inst．Ocean  
Chem．）  
野尻幸宏，  
紀本伝志（書1）．ZengJ．  
（♯2），Vong C．S．（■2）  
（霊1海洋化学研，  
＊2In3t．Ocean Sci．）  
畠山史郎，村野健太郎，  
向井人史，酒巻史郎，  
坂東博（雷1），  
田中茂（■2），  
渡辺征夫（霊3）J  

大和政彦（暮4），  
秋元肇（■5） ■Ⅰ 

（大阪府立大，  
■2慶応大，  
暮3国立公衆衛生院，  
＊4群馬大，埼東京大）  
Habkeyama S．  
（Shiro），Hurano【り  
MukaiHり8and8W H．  
（■1），WataTlabeI．  
（＊Z），Y8皿atO M．（＊3），  
Tanaka S．（呵），  
膿imoto H．（■5）  
（■lUniv．Osaka Prefり  
書Zlnst．Public  
Health，■3Gun】Ⅵa Univ，  
，■4Keio Univ‥  
事5Univ．Tokyo）  
畠山史郎，村野健太郎，  
向井人史，酒巻史郎，  

highlatitude Northern Pacific   

大阪  
定期舶による高緯度北大平澤表 層二酸化炭素分圧の高頼度観測   

地球惑星科学関連  
学会1996年合同大  

第1回大気化学討  
論会  

日本海上空および東シナ砺上空  
の大気汚染物質の分布の特徴と大  
陸の影響   

東京  

最rborn（！meaSurementS Of  
atmospheric E）Ollutantsirl  
North Western Pacific R川  
region aroundJap8n   

Acid Reign’95？  
Under Patronage  
His Majesty  
Carl XVI Gustaf 

Goteborg  

科学・技術研究討  
上  

空の大気汚染物質一肌空機による  
アジア大陸と日本の間の拇洋  SO2 と硫酸塩の分布の挽紬－   坂東博（＊  

渡辺征夫  
大和政彦  
田中茂（◆4），  
秋元肇（＊5）  

（■l大阪府立大，  
■Z国立公衆衛生院，  
♯3群馬大，●◆4慶応大，  
■5東京大）  

Hatakeya爪a S．（Shiro）  Seoul  Airborne mea5urementS Of  
atnospheric po11utantsin  
NoT・th Western Pacific Riln  
Region aroundJapan   

IGAC調査（1）  
1994年12月の調査の概要  

a－ 81  1st．Northeast  
lsian恥rkshop  
Long－Range  
Transboundary  
Pollutants  
窮36桓】大気環境学  
会年会  

東京  畠山史如，村野健太郎  
向井人史，酒巻史郎，  
坂東博（■1），  
渡辺征夫（■Z），  
大和政彦（■3），  
田中茂（■4），  
秋元肇（＊5） 事1 

（大阪府立大，  
＊2t司立公衆衛生院，  
■3群馬大，＊4慶応大，  
書5東京大）  

畠山史阻村野健太郎  
向井人史，′Y‘  
酒巻史郎（事1），  
坂東博（書2），  
渡辺征夷（■3），  
大和政彦（■4）．  
田中茂（t5），  

a－ 82  

東虎  第36回大気環境学 余年会  IGAC調査（Z）  

屋久島周辺のSO2の分布とその起 源  

a－ 83  

秋元築く書6）  

（■1大気圏環境部，  
＊2大阪府立大，  
＊3国立公衆衛生院，  
霊4群馬大，■5慮l応大  
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染物質の分布とその起源   向井人史，酒巻史郎，  
坂東博（暮1），  
洩辺征夫（■Z），  
大和政彦（雷3），  
日中茂（霊4），  
秋元肇（■5） ＊1 

（大阪府立大，  
■2国立公衆衛生院，  
■3群馬大，雷4慶応大，  
■5東京大）  

仙imoto H．（霊1），  
Hat8keyam S．  
（Shiro）（■lUniv．  
Tokyo）  
Hatakeyama S．  
（Shiナ0），LaiH．（■1）  
HuranoI【．（■lTokyo  
Univ．人gr．＆Tech．）  

Ⅰ】onolulu  Reactions Df bioge，nlC  
hydrocarbons with ozone and 
with OH  

Production of  
hydroperoxides in the 
reactions of】〕iogeIlic  
hydroc且rbDnS With DZOne Or OH  

n aT・   

P払CAl伊OT aircraft studies   

1995  
lnt．Chem．Cong．Pa  
cific Basin Soc．   

1995  
lnt．Chem．Cong．Pa  
cificIlasin Soc．  

Honロ1ulu  

Tokyo  5th．ApARE／IGAC  
Workshop  

第43匝旧本生態学  

日本化学会第70春  
季年会  
1995年度目木海洋  
学会春季大会ナイ  
トセッション  

1995年度目本海洋  
学全容季大会  

a－ 95  hatakeyama S．  
（Shiro），Bandow H．  
（事l）（■1Univ．Osaka  
Pref．）  

畠山史郎   

畠山史郎   

原島省  

同弼海空旨  
集  
同講溺予相  
集  
同セッション海  
洋環境澗慣  
に関する大  
型70ロシ一ェクト  

の動向  
同講演要旨  
災  

（SSl2  

）  

1（S3   
02）  

奥日光地域の森林枯損とオ、ノン  
・過酸化物   
日本とアジア大陸間の海洋上空  

の大気汚染物質の航空機観測   
Ship Df Opportunity  

による地球環境変動の研究   

東京  衛星画像を用いた沿岸海域モニ  
タリング（1）瀬戸内海の水温分布  
の季節変動   

塚本秀史（■1）  a－99  

柳哲雄力1），  
香西克俊（＊2），  
墳田大樹（♯2〉，  
川村宏（■3），原島省  
（■1愛媛大，  
◆Z神戸商船大，  
事3東北大）  

紀本岳志（tl），  
尾関徹（■Z），原島省  
（書1海洋化研，  
紹兵庫教育大）  
田中祐志（＊l）．  
渾田良平（＊l），  
妃本岳志（■2），原島省  
（＊l近地大，  
暮2海洋化研）  

古澤一思（■1），  
今尾和正（事1），原島省  
（■1日本海洋生物研）  

東京  1995年度目木海洋  
学会春季大会  

1995年度日本海洋  
学会春季大会  

フェリーによる溶存有機物質の  
観測と炭素循環  

フェリーによる植物プランクト  
ンのサイズスペクトル分布と環境  
諸要因の睨削  

フェリーによる植物プランクト  
ン群衆構造の解析  

サンゴ礁のモニタリング（2）水  
中画像アーカイビング  

a－100  

東京  a101  

1995年度日本海洋  
学会春季大会   

1995年度目本海洋  
学会春季大会   

原島省ノ〃刀正行  
l
ウ
】
2
3
【
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宮崎忠国  
藤原秀一  
佐藤文宏  
浅井信書  
官丸正人  
中谷奉病  
（＊l地球環境研究セ  
＊Z（財）海小公園セ，  
霊3筑波大，  
■4NASDAEOC）  
原島省  東京  シンポジウム北太  

平洋の低次生産環  
境変動の定期航路  
船によるモニタリ  
ング  
Int．Workshop  
Honit．＆Data  
恥nage．Harine  
Environ．NOWPAP  

定期航路舶による生物化学量の 連続計測の現状と問題点   
a－104  

Tokyo  Present state of the  
爪Onitorlng Of marine  
匹11utionand biogeochemical  
changesin the：vestern North  
Pacific  

Harashima人．  a－105  
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畠山史恥秋元肇（＊1）  
酎申茂（＊2），  

金城菟勝（＊3）  

（濃1東京大．＊2慶応大，  

義3沖縄県保健環境研）  
村野健太郎  

賢の広域地上観測  
科学・技術研究討 論会  

第5回酸性雨問題  
別究会シンポジウ  
ム  
耶36回火気環境学  
会年会  

節36一重l大気環境竿  
余年会   

第36恒】大気環境学  
会年会  

性  
会年会  

モニタリングとそのネットワー  
ク化  

沖縄・辺戸岬の降水特性につい  
て  

奈良における乾性沈着（Il）   

同溝雨空眉  
某  

同溝満堂旨  
狼   

同溝満堂旨  
覧  

同講演要旨  
集  

金城義勝（■1），  

比嘉尚敲（霊l），  

村野健太郎，畠山史郎  
（■1沖縄県衛生環境研）  
松木光弘（♯1），  

村野健太郎  
（霊1若妻良り詩織生別）  

下原孝草（■1），  

村野礎太郎  
（■1‡福岡県保健環境研）   

下J房孝輩（＊1），  

大石興弘（♯】），  

村野健太郎  
（■】福岡保健環境研）   

大石契弘，下原興草，  
宇都宮彬（書1），  

村野儲太郎  
（＊1福岡県保健環境研）  
村野健太郎，向井人史，  
畠山史鮎  

代理表酎溶液耐を川いた乾性  
沈着評価（1）  
乾性沈着の測定における成分の坪  
先及び科学的変質の影響   

代理表函（溶液面）を用いた乾  
沈着評価  
（ⅠⅠ）エアロゾルとガスの分別摘  
果による乾性降下物の沈君達度，  
沈着旦の推定－   

ガス・エアゾル巾のSOd2‾，NO  
コ▲の粒子率及び乳性沈着長の推  
定   

IGAC調査（5）  
日本海及び東シナ海上でのエアロ  
、ノル成分の高度分布鬼頭  

1GAC調査（13）沖縄・  
辺戸岬における地上挽測オゾンに  
ついて  

東轟  

同清流要旨  
栗  

岡講演要旨  
張   

同弼滴要旨  
集  

第36回大気環境学  
余年会  

第36同大気環境学  
会年会   

第36回大気環境学  
会年会  

東京  a－124  

（FlO5  

）  

（Fl13  
）  

金城義勝（書1），  
比嘉尚議（★1〉，  
村野健太郎，畠山史郎  
秋元肇（■2）  

（＊1沖縄県循環研，  
■Z東大先端研）  
丸山隆庇い1），  
福崎紀夫（■1），  
種岡裕（t2），  
大泉毅（■3），  
村野健太郎  
（書1新潟県衛生公菖研  
＊Z新潟県長岡保膵所，  
■3新潟県上越保健所）  

第36回大気環境学 会年会  

東京  1GAC調査（15）  
新潟県における大気降下物及び小  
国・ロシア庚申硫黄の同位体比  

第36回大気環境学 会年会  

東京  環成隆志（■】  

豊作欣一（＊1  
遠矢倫子（＊1  

1GÅC調査（16）  

紫確山におけるガス・エアゾル成  
分の季節変動   

a－128  

木l【周一三郎（■1），  

窯来俊一（■2），  

村野博大路  
（＊1鹿児島県環境セ，  
＊Z鹿児島県）  
梶井鬼純（♯り，  

秋元肇（＊1），  

駒崎雄一（■2），  

Ⅲ中茂（＊2），  

村野健太郎，Merrill  
J．（■3）  

（書l東大先矧軋  
＊2慶応大，＊3Univ．  
Rhodelsland）  
村野健太恥畠山史郎  
溝口次夫（■l），  

久芳姦通美（＊Z）  
（霊1仏教大，CRC総研）  
MuranD K．  

東京  
微  

穏岐におけるオゾン及び他の  
邑気体の地上挽測一PEACANPOT（B卜  

第36回大気環境学  
余年会  

1st．Int．Joint  
Semin．Reg．Deposi  
tiorlP叩CeSSeS  
Atmos．  
経済発展協会地球  
環境問題想談会  
U！ヾEPlほTTl－Ap  

Workshop  
Environ，Econ．  
環境科学会1995年  

東京  東アジア地域のアンモニア発生  
フラックスマップ（3）  

Gridded血monia Emission  
FluxesinJapan  

アジアの泉要済発展と地球環境問  
題   
ATlintegrated TnOdelfor  

policy assess.ent in the 
AsianPacific Region   
環境フレームワークモデルによ  

る環境政策支援分析  

a－130  

Seoul  a－131  

森【廿恒幸   

MoI－ita T．  

柄郡孝誠（象1）  

中点義揮車1）  
♯1甲南大  
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森田恒幸  
（■1東京農工大）  
Ho再b T．  

投資のシミュレーション解析   

lncrease in energy 
COnSl刑ption and envirolⅧent  
issuein Asia Pacific  

■EnviroⅧentalchangesand  
theirlmpaCt写in the  
AsiaPacific Region  

地球環境とアジアの環境政雄  

Long term globalscenarios  
bsed on AIH model  

地球環境保全とアジアの現場保  
全戦略について   
環境問題から見たこれからの社  

会と地域開発  

Eco policyir）tegration  

環境政喋と経済的手段  

地球温噴化対策の現状と各国の  
対応   
The Asian－Pacific  

integr且ted model（A川）  

人と地球にやさしいまちづくり  

Future perspectives of  
environnental proble.s and 
eco policylinkage   

CompaTisDn t）ittlei†mpaCt Of  
Oズadiazonandthiobenarbon  
plankton co..unities in 
floating bags  

Yariations in the toxicity 
Or Microcystis species to  
Ibinal岨CrOCOpa   

lnt．Symp．Econ．Gr  
Ol†th，Environ．＆  

Role  
Jpn．Dyn．A5ian  
Econ．  
UNU  
Conf．Sustainable   
Future Global  

Syst．  
日本アセスメント  
協会第4匝Ⅰ講演会  
UNU  
Conf．Sustainable   
Future Global  

Syst．  
アジア白書研究会   

日本開発銀行次世  
代プロジェクト研  
究会  
Eco Asia  
Steering Meet．   

環境ビジョン・シ  
ンポジウム’95  
市民のための環境  
公開講座  
APN  
I5t．Meet．Sci．Pla  
nn．C（】m，  

ふるさと環境シン  
ポジウム  
3rd．Int．恥rksh叩  
Eco Asia  

Long－te川Proj．  
8tll  
Int．鋸ondcators  
Symp．  

05aka  

a－137  Ibtsuoka Y．（霊1），  
Horita T．，RainⅧa H．  
（■川agoya Univ．）   

条目帽章   

Morit8T．，Matsuoka  
Y．（★1），Eainuma〃．  
（♯1Nagoya Univ．）   

点11：●＝？   

森田恒率  

Morita TりMatsuoka  
Y．（＊l）（事1Nagoya  
Univ．）  
森m恒章   

魚凹恒幸   

Morita T．  

森汗川亘華   

Horita T．，Matsuoka  
Y．（＊1）（＊1日agoya  
Univ．）  
YaちⅥnてl仇‥ぬnazatt〉  

T．（■1），損yashita H．  
（＊2），T8ka皿ura N．  
（t2）（＊1Reg．Environ．  
Divリ■2Environ．℃iol．  
Div．）  
Yasuno M．，Sugaya Y．  
（＊】），Kaya K．（tZ），  
WatanabeIl．H．（＊3）  
（★1Reg．加viron．Div．，  
＊2Environ．Chem．Div．  
＊3Environ．Biol．Div．）  
安野正之   

安野正之，  
上野随平（■1）  

（■1生物圏環境部）  

山根明弘   

Dubovik OりN8kajima  
T．（事1），Yokota Tり  
Sasano Y．（◆lCCSR，  
Tokyo Univ．）  
Yokota T．，htsunoto  
Y．（■1），TsubakiH．  
（靂2）（■1Reg．Environ．  
Divり＊ZKeio Univ．）   

横田達也，笹野泰弘，  
横広計（★l），  
山本渉（＊り  

（雷1慶応大）  

Dubovik OりYokota T．  
．Sa5anO Y．  

Tokyo  

a138   

a－139  

東京   

Tokyo   

a－140   

a141  

a二14Z  

a－143   

a144   

a145  

a－146   

a－147  

a－148  

栗東  

東京  

Tsukuba  

・
ト
 
 
 

・
・
 
 
 

．
 
 

7 
7 

8．1  

8・一Z  

8．3  

7．5  

名古屋  

Tokyo  

Ceske  
8udejovice  Bth Int．Biondi cators Symp．  

1st．Int．Cong．Tox  
ic Cyanobacteria  

アオコは動物プランクトン柳成  
を決定しているか？   
西アフリカ、オンコセルカ揺対  

濱によるユスリカ相の変化   

第42回目本生態学  

第1回エコトキシ  
コロジー研究会・  
バイオアヅセイ研  
究会合同研究発表   

窮43回日本生態学   

1995Spl・1ng  
Meet．Meteorol．So  
C．Jpn．   

18th．Annual  
Revi即  
Conf．Atmos．Trans  
川．Hodels   

第83回日本統計学  
7三  

第63回目本紀計芋  

ノネコのホモ行動  

Develo印ent Of globl  
inversion81gorith】口for  
ADEOS／ILAS radiometer  

Determination of the  
broadening wing range of  
absorption lines for 
lirLerby－1ine calculation of  
crossSeCtions  

ILAS計画における統計的儲問題   

a－Ⅰ54  

大分  

大分  血improved technique for  
statistically optimuln  
inversior）applied to the  
retrievalalgorith爪for  
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Ⅹanzava H．（■1），  
Sasano Y．（◆lCent．  
GlobalEnviron．Res．）  

花泉弘（■1），  
谷内和秀（＊1），  
横相通也．笹野泰弘  
（■1法政大）  

碩Ⅲ達也  

谷内和秀（♯1），  
花泉弘（＊1），偵汀J達也，  
笹野泰弘い1法政大）  

地域環境研究グループ  
巾瀬孝乱古山昭子，  
嵯峨井勝  

市瀬孝道，嵯峨井勝  

algorithms and the computer  
facility for theImproved  
Limb At瓜OSPheric  
Spectrometer（lLAS）on ADEOS  
Satellite，’   
太陽像データからの黒点抽出  a－158  第21回リモートセ  

ンシングシンポジ  
ウム   

第6回大気化学シ  
ンポジウム   

第23回リモートセ  
ンシンク部会雛3  
回リモートセンシ  
ングフォーラム  

第45回目本アレル  
ギー学会  

第36回大気環境学  
会年会  

第19回目本過酸化  
脂質・フリーラジ  
カル学会   

日本薬学会窮116  
年会  

第56回分析化学討  
論会   

窮4国環境化学討  
論会   

It）！】さ  

Int．Chem．Cong．Pa  
ciric Basin Soc．   

1nt，Workshop  
Chem．Safety Res．  

Int．Solvent  
ExtI、．Conf．1996  

同講演論文  
集  

同弼滴整  

ト■il11  

ILASの計算アルゴリズムによる  
大気中放免成分高度分布の導出梢  
度の検討   
太陽掩蔽髄センサデータにおけ  

る黒点の影響評価   

b  

b 1  ディーゼル排気微粒子（DEP）に  
よるマウス喘息横柄態の発現  
1．DEP単独気管内投与の影響につ  
いて   

ディーゼル排気微粒子（DEP）・洗  
浄DEP・活性炭および二酸化チタン  
の気管内投与によるマウス肺発癌  
の比較   

ディーゼル排気微粒子（DEP）に  
よる肺がんの発生に及ぼすヒドロ  
キシラジカル（・OH）の役割  

ディーゼル排気微粒子（DEP）と  
卵白アルブミンによる喘息梯病漕  
の発現．第Ⅰ柑IgGl抗休の役割と  
サイトカインの関与について   
非イオン性界面活性剤ミセルと  

／リレク水相聞におけるβ－ジケト  
ンの分配と鉄（王ⅠⅠ）錯体の抽出挙動   
綾瀬川水域における水中の全有  

機ハロゲン量の変動とその発生源  
分別の試み   

KiIletic behaviors of  
iron（In）extraction with some  
βdiketones 

． 

Source and t）ehavior  
analysis of total．organic  
halogen po11utionin the  
如ase River Systen，Japarl   

Extr8Ction ofiron（ln）with  
SOmeβ一diketonesinto a  
Triton X－100micellar  
phase：Is a micellar system  
Silnilar to aliquid－1iquid  
SyStem？   
マイクロコズムの有川性とそれ  

を活用した界面活性剤の生態系影  
琶評価  

EIfects of telnperture and 
VFA on  
nitrification－denitrification  
activityln Smalトscale  
anaerDbic－aeT・Obic  
recirculation biofilm precess   
富栄養聖油沼における水循環・  

生物ろ過による直接沖化の効果  

梯虫類の塩素処理下における挙  
動の解析  

浦安  
44（8 ）  

アレルギー  

b－ 2  東京  l那持崩要旨  
集  

遺骸化脂汗  
研究  

同書帯所要旨  
集  

同調滴要旨  
具   

現境化学  

Abstracts  
Book  

Abstracts  

市部孝乱長鳥誠（＊1）  
葛西宏（■2），嵯峨井勝  
（書1群馬大，  

霊2産業医大）  

汀欄孝道浦野裕久，  
嵯峨ル勝，  

三浦庶子（＊1）  

（＊1筑波大）  

府屋卜一穂  

稲糞－・穂，白石克明，  
相馬悠子   

Inaba K．  

b－ 3  兼房  

b－ 4  金沢   

b－ 5  

b－ 6  

b－ 7  

大阪  

つくば  

Honolulu  

b－ 8  Inal）a【‥Shiraishi  
H．，Soma Y．  

InabaI【．  

Tsukuba  

b－ 9  Melbourne  

高松良江（＊1），  
稲森悠jF，  
松村正利（霊1），  
須藤隆一（霊2）  

（tl筑波大，◆2東北大）  
TakaiT，（＊1），Hirata  
A．（＊1），Ya爪auChiK．  
（＊Z），InamoriY．  
（＊lW8Seda Univ‥  
♯2Tsukuba Univ．）   

林紀男（靂1），稲森悠平  
須藤随一（＊Z）  

（■1千葉県［卜央博，  
■Z東北大）  

丁国際（■1），将森悠平  
須藤隆一（書1）  

b二10  第1回エコトキシ  
コロジー研究会・  
バイオアッセイ研  
グ己会合同研究発表   

3rd．Int．Spec．Des  
ign＆Oper．SVTP  

東京  

b－11  粗1aysia  

ト12  日本水処理生物学  
会第3Z匝】大会  

日本水処理生物学  
会第321可大会  

大‡蔽  

b－13  大阪  
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え微生物  一弘  
95年度大会  の遺伝子の挙動  館野浩一  

矢木修身  
内山裕夫（■2），  
石塚暗造（■1）  

（■1筑波大，  
■2水土壌簡潔墳部）  
岩崎卜・弘，高橋研（tI）  
矢木修身（■2），  
内山裕夫（tZ），  
田中秀夫（■1）  

（■1筑波大，  
霊2水二Ⅰ二壌圏環境部）  

岩崎一弘，高橋研（＊1）  
矢木修身（＊2），  
内山裕夫（＊2），  
LIl中秀夫（■1）  

（書】筑波大，  
＊Z水土壌圏環境部）  
岩崎－・弘  

日本農芸化学会19  
95年度大会  

札幌  姐換え微生物による水銀化合物  
の除去   

ト80  

平成7年度日本生 物工学会大会  

福岡  
組換え微生物による水中からの 塩化第二水銀の除去   

ト81  

日本水環境学会関  
東支部護符満会   

日本建築学会1995  
年皮大会   

日本建築学会1995  
年慶大会  

日本建築学会1995  
年度大会   

前36回大気環境学  
会年会  

汚染土懐・地下水の浄化へのバ  
イオレメディエーション技術の活  
用   
都市キャノピーにおける組織乱  

流と拡散  

市街地における汚染物拡散に関  
する風洞実験その4  
LDVによる安定・不安定境界層就中  
の乱れの計測   

シャボン玉を利用したPTVによ  
る二次元フェンス後流の測定  

市街地における汚染物拡散に関  
する風洞実験その10LDVによる安  
定・不安定境界層流中の乱れの計  
洲  

市街地における汚染物拡散に関  
する風洞実験その11LDVによるZ次  
元フェンス周辺の流れの計測   

同講演梗概  
三島   

同講演梗概  
集  

同溝前便劇  
集   

同書甚所要旨  
集  

老川進（■1），孟岩（＊1）  
」二原酒  
（■1漬水建設技研）  
上原軌若松仲司，  
村上周三（＊1）  

（♯1東大生産技研）   

小林信行（■l），  
舵淵腱追（■1），上原消  
（＊1東京工芸大）  
＿ヒ原消，若松伸司，  
山尾幸夫（＊l），  
大川祐也（■】）  

（霊1フォーラムエンジ  
ニアリング）  
上原清，若松伸司，  
山尾幸夫（■1），  
河nj忠（■1）  

（雷1フォーラムエンジ  
ニアリング）  
上原乳村上周三（＊1）  
（♯1東京大）  

第36回大気環境学 会年会  

東京  b 87  

東京  市街地における汚染物拡散に関  
する風洞実験その5  
u川による温度成層流中の二次元  
フェンス周辺流れの測定   
廃棄物埋立処分地浸出水叫の有  

機化合物の分析   

日本建築学会1995  
年度関東支部研究  
発表会   

耶4回環境化学討  
論会  

b－88  

覿持堅志（＊1），  
植弘崇嗣，  
安原昭夫（■2），  
西川雅高  
（＊1岡山県瑚傾保健セ  
＊2化学環境部）  
影山隆之，  
錦戸典子（霊1），  
男河佳香，  
小林敏生（雷Z），  
金子哲也（■3），兜貞徳  
（＊1富士通FIP，  
書Z東京商船大，  
13杏林大）  

b－ 89  

50（1  
）  日本彿生守 一＼ さl  

豊明  第85回目木簡生学  

会  
若年・中年ホワイトカラー黒子  

におけるポートナーのタイプA尺  
度と喫煙・飲酒・肥満との関連   

b－90  

第68回日本産業衛 生学会   

心拍変動成分を用いた心臓系自  
律神経機能評価（第5報）Type一人行  
動特性との関連  

b－91  影山隆之  
鍋戸典子  
黒河佳香  
小林敏生  
金子哲也  兜真徳  
（＊1富士通FIP，  
t2東京商船大，  
■3杏林大）  

影山樵之，  
黒河佳喬（■1），兜頁徳  
（雷1環境性康酎）  

桐生放生（＊1），  
笹澤言明（■1），  
鈴木庄亮（■1），  
川田智之（♯1），  
影Lリ隠之，兜共徳  

同溝藩論文 集  総会抄録損  
（社）日本騒音制御  
二工学会平成7年度  
技術発表会  
那54回目木公衆衛  
生学会  

大都市における不眠症の疫学調  
査（第Z和）：陸眠時関眉牒順の症例  
対照調査  

「8垂眠と環境についてのアンケ  
ート調査」質問紙の倍輔佐と妥当  
性節1報道躇から家までの即醍  

42（1  0）  

－243一   



兜頁徳，平良一店（tl）  
鈴木庄完（霊2），  
竹本泰一朗（事3）  
（書1琉球大，＊2群馬大，  
＊3長崎大）  

影山隆之．  

交通騒音の関連個内3地域の比較   

b－95  心拍変動のスペクトル成分から  
評価した自律神経系活動性と残業  
時間，通勤時聞との関連   

第11回目本ストレ ス学会学術総会  

東京   
錦戸典子（＊  

盟河佳杏（霊Z），  
小林敏生（■3），  
金子哲也（書4），兜鼻緒  
（＊1富士通FIP，  

★2環境健康郡，  
＊3東京商船大，  
呵杏林火）  
Kasai F.,Hatakeua.a 
Shigehisa  

RasaiF．，Hiya∬OtO Y．  
（ホ】），Hanazato T．  
（＊1Nissan Che】Ⅶ．lnd．  
Ltd，）  
笠井文絵，花里孝幸  

b 96 Changes in herbicide 
svsceptibilitv of algae in a 
river running through  
agriculturalregion   
Herbicide effects on pond  

Phytoplankton colmnunities 
under different zooplankton  
grazing pressure   
摂食圧の異なった条件下の植物  

プランクトンに対する除草剤の影  
甥   

8th．Int．Biondica  
tor5Symp．  

XXVI  
Cong．Irlt．Åssoc．T  
heor．＆Applied  
Limnol，  
窮1回エコトキシ  
コロジー研究会・  
バイオアッセイ研  
究会合同研究発表   

日木槌水学会第60  
同大会   

6th．Int．Conf．Con  
cerv．＆  

Hanage．Lakes  
Kasumigaura’95   

日木陸水学会第60  
回大会  
第6回世界湖沼会  
議霞ケ浦’95  
第65回日本衛生学  

Ceske  
8udejovice  

Sao Paulo  b【97  

b 98 東京   

藻類の定数群体形成を促進する  
因子の】としての動物プランクト  
ン物質   
Gr研th characteristics of  

two strains of the green alga  
Scenedes.us sp isolated fro. 
herbicidetreated and  
untreated ponds   
霞ケ浦の窒素不足は脱塁による  

か   
近年の竃ケ捕の帰化魚侵入とそ  

れによる生態系腰乱   
ロスアンジェルス日系女子の閉  

経後血清エストロジュン高値と乳  
囁リスク  

心拍変動成分を用いた心臓系自  
律神泉軍機能評価（第4稚）肥藩・加  
齢・喫煙との閑適（例数を増やし  
ての再検討）   

152   1】99－1202  

春日清一   

春日清一   

兜勇徳，今井秀臥  
清水弘之（＊1），  
伊藤宜則（＊2）  

（り岐早大，  
■2藤田芋園）  

兜貝徳，節戸典子（＊Ⅰ）  

同調法要旨  
集  
同論文集   

日本衛生学  
会誌  

b－104  
第68回目木産業衛 生学会  影山隆之  

小林放生  
金子哲也  

佳
 
 

河
、
h
）
 
黒
昭
一
3
 
 

（■Ⅰ害土通FIP，  

＊2東京商船大，  
♯3杏林大）  

兜勇徳，影山随之  

Kabuto M．  

兜貞徳  

Kabuto M．，ImaiH．  
Kurokawa Y．（♯1），  
Kato N．い2）  
（＊1Environ．Health  
Sci．Divリー2Shiga  
Univ．）  

b－105  

b－106  

b－107  

b－108  

夜間交通瞞音と睡眠質に関する  
痙学的研究  

Daytime melatonin and  
estradiol in relation to 
breast cancer risk   
電磁波とがん  

Acute responce of the  
HPA－瓜IS to trimethyltinmay  
reflect an inflammatary 
reactionir）the hippocamE）al  
region？   

交通安全と健康に  
関する猟拒旧中  
シンポジウム  
The Helatonin  
Su爪mit   

日本疫学余聞東地  
方会、CPEC合同研  
究会  
Satellite  
Symp．4th，IBRO  
World  
CoIlg．Neurosci．  

東京  

Troutdale  

東京  

Kyoto  

lAbstraets 7．4  

丁．「  

7．7  

7．7   Functions  
云nd  

Clinical  
Relevance  
of the  
Hippoca叩u  

Abstracts  
Epidemiol．  S Program and  だabuto軋，Kageyama T．  

b－1臣】  EpideTniologic studies on  
nightti打】e rOad traffic noise  
（帖TN）and sleep qualityin  
恥tropolitan Tokyo  

Anuual  
Conf．1nt．Soc．Env  
iron．Epidemiol．＆   

lnt．Soc．Exposure  
Anal．  

Noordwijkerh   out  

一244   





≠ 





48  









田村憲治（書1），  
新打1裕史  
（＊1環境膵康郎）  
契畑材（＊1），水落元之，  
稲森悠三戸，申應培（事Z），  
郎允 （■1韓国国立  
環境研究院，  
書2韓国漢陽大学校，  
■3韓国科学技術研究院  
）  

木持謙（■】），水落克之，  
呉噴轟，稲森悠平，  
松村正利（＊1）  

（＊】筑波大）  

水持緑（■1），水落克之，  
稲森悠平，  
松村正利（＊1）  

（f】j充波大）  

柳沢利枝（＊l），  
‾F條†言弘（＊1），  
宮原裕一，巾瀬孝道，  
嵯峨井勝（♯1筑波大）  
森口祐一，近藤美則，  
清水浩   

HoriguchiY．  

症自覚症状  

拍国における水質改琶対策とSB  
R法による高度処理   

会年会  

日本水処理生物学  
会第3Z回大会  

b－218  大阪  

b219  生物学的椚化反応における窒素  
負荷とN20発生との鯛係  

生物学的硝化脱窒反応およびN  
20発≡巨に及ほすDOの影響と効果  

ディーゼル排気微粒子（DEP）と  
卵白アルブミンによる哨息様病態  
の発現．第ⅠⅠ報マウスC3H／HeとB瓜  
B／cの比較   

自動車による温室効果ガス排出  
のライフサイクル分析  

Recent activities【川  
Japanese GHG e爪ission  
inventory and rnitigation 
assessment   

日本水処理生物学  
会節32［司大会  

第30回日本水環境  
学会年会  

日本薬学会窮116  
年会  

京都大学環境衛生  
工学研究会第17恒l  
シンポジウム  
Reg．Workshop  
Greenhouse Gas  
Emiss．lnventory  
＆Mitigation  
StrategleS  
Asian＆Pacific  
Col皿tries  
第36回大気環境学  
余年会  
第36回大気環境学  
会年会  

SCOPE  
Sci．Workshop  
Indic．Sustainabl  
e Dev．  

第12回エネルギー  
システム・経済コ  
ンファレンス  

Vorkshop  
Method【）1．lndic，S  
ustainable Dev．  
OECD  
Co】1f．Sustainable  
TT・anSp．   

第5回日本微量元  
素学会  

Int．Trace  
Anal．Sympノ94   

第38凰全国環境衛  
生大会  
第4回目本化学会  

大阪  

b－220  福岡  

bZ21  金沢  

森口祐一   

森口叔i一，上原清，  
若松仲司，池沢iE（＊1）  
（♯l兵庫県立公望研）   

軌汀iguchiY．  

自動車を例としたLCA研究の実  
例－LC－CO2分析と今後の展開   
阪神地域の幹線道路沿道におけ  

る春季のNO2汚染の調香（ⅠⅠ）一実  
測結果と拡散シミュレーションの  
比較－   

Linkages between  
COnprehensive set of  
envir（〉Imental  
indicators，Environmental  
accaunting and life cycle 
assessment   
二酸化炭素排出規則に関する研  

究（韓国の産業構造を中心に）   

b226  Wuppertal  

デ性二（■1），  
石谷久（暮1），  
松橋権治（■り，  
森口祐一，近藤美則，  
清水洋弓（■1東京大）  
HoriguchiY．  

MoriguchiY．，Rondo  
Y．，ShiロIizu H．  
（Hiroshi）   

森凹昌敏，  
伊藤裕康（■1），  
吉永汚（＊1）  

（＊1化学環境部）  
森田昌故  

意旺】昌敏   

感E］昌敏  

b－227  東京  

State of developmeTlt Of  
erLYiro】ⅦentalirLdicatorJapan  

Life cVcle assesslnent of 
transportation systems－1ts  
concept and a（aSe Study GHG  
emissions fl・0巾mOtOr Vehicles一   

高分解能1CP質量分析法の生体  
試料への応用  

Trace ele.ent studies in 
environmentalscie11Ce With  
ICPJbss spectrometric   
新しい項目の縞特樵  

有害化学物質概論   

Glen Cove  

Vancouver  

熊木  b－230  

同抄録狼   

郡41引化学  
安全セミナ  
ー「化学物  
賢の有書性  
と応急処田  
■  
付着生物研  
究  
同予稿集  

12（1 ）  

付着生物研究会   

第6回日本微足元  

ムラサキイガイによる環境汚染  
物質監視   

生体試料中の微邑元素の測定－  

森田昌故   

意【1】昌敏  

と屈照一  

－252一   





広瀬智士（■1），  
厚井弘志（■2），  
金城塵（◆Z），  
奥田孝史（■2），大井紘  
（■1近畿大，霊2大阪府）  

環境意ぬの調査の比較   
7年度秋季研究発 表会  

733734  箕浦一哉  
平松幸三  
奥田孝史  

幹線道路沿道における集合住宅  
居住者の音源の認知一目由記述調  
査結果を分析して－   

c－ 4  

7年度秋季研究発  
日本音響学会平成  表会  

金城巌（■Z），  

厚井弘志（書2），大井紘  
諸星敏勝（書3），  

松井利仁い3），  
高木輿一（＊3）  

（■1武庫川女子大，  
雷2大阪府，◆3京都大）  
乙関東広，中條寛（tl〉  
（暮1三菱総研）  

川島康子  

Kal†aShima Y．  

LCAの概念構成  

気候変動枠組条約弟一回締約国  
会議の決議と大臣詞説を用いた議  
定書交渉の予測   

Differentiation of  
quantified ernission  
limitation and reduction  
objectives（QELRO＄）8CCOrding  
to n8tionalcircu耶tanCeS  

A review of CO2e11i3Sion  
reduction叩1iciesinJa脚n・  
8nd an assessmellt Of policie8  
0f the8meXIparties for  
beyond the year 2000 

Recvcling and waste 
mnagement strategiesinJapan  

Waste minil前払tion and  
阻nage】口ent StrategiesinJapan  

Recycling and YlaSte  
management strategleSin  
JIPANL8te5t developments  
towards a circular flov  
eCOnOmy   

Life－CyCle8pprO8Ches for  
improved environmental  
de（：isions   

Essentials andimprovements  
in the叩ntrOland m肌agement  
of hazardous w乱写tes 一一An  
interrIati（】naloyeFVieY－  

NOAA  
AVHRRによる東アジアモザイク画  

像の作成   
サルの行動ビデオの分析方法に  

ついて   

環境科学会1995年  

Tミ 環境科学会ユ995年  

3rd，Conf．Ad hoc  
Group丑erlin  
Iぬn血te  

3rd．Conf．Ad hoc  
GroUp Berlin 
）hndate  

3rd Europ88n  
Workshop  
Recycling Tech，  
SeoulInt，1ねSte  
Treat．Technol．Co  
nf．  
8th  
lnt．Recycling  
Co【唱．  

1995  
Int，Chem．Cong．Pa  
cificぬsirlSoc，  
Thai．－Jpn．  
Jt．Se血in．Control   

＆  

I血nage．〝agardou5  
Vastes  

第19回目本リモー  
トセンシンク学会   

科学技術庁省際基  
礎研究「霊長類行  
動のマルチメディ  
ア情報処理とニュ  
ーロコンピュータ  
による解析システ  
ムの開発」ミニシ  
ンポジウム  

記  
次学術講演会  
5th．Conf．Int．Fed  
．Classif．Soc．  

グ  
御学会学術講演会  
日本リモートセン  
シンク学会第19回  
学術講演会  

上  
査  
ーサー会  

に  
流水一氷海の民に  
関する国搾シンホ○ゾ  
ウム  

ⅩaYaShima Y．  c－ 8  

Conference  
Report   

封DVing  
towards  
Econ．  
closed  
Loops   

17・1－17・18  

11．1－1l．16  

清水明，徳村公昭，  
杉田幹夫，安岡老文   

清水明  

860－861   

150－153  

東京湾横断道路に関する自由  
述調査とその分析   

Cluster analysis of 
8SSOCiatt∋d YOrds obt8ined  
fr（蘭a free response te5t Otl  
Tokyoぬy   
衛星画像に対するスケーリン  

手法の検討   
NOAA AⅥ冊庁」夕とLANDS▲T  

THデータのスケーリング  

リモートセンシンクおよび地  
調査によるシベリアの植生の調  

NOノ止／AVHRR画像のデータ圧縮  
ついて  

須哲仲介，大井紘   

Suga SりOiE．，  
ポiyamoto S．（霊1）  
（■1伽iv．Tsukuba）  

杉田幹夫，安岡老女   

杉田幹夫，安岡善文  

田村正行，安岡酋文，  
山形与志樹   

飯倉善和（tl），  
吉田功（■1〉，  
相馬孝志（雷1），  

同予稿集   

国論文集  

何予稿集  

同質料  

札幌   

名古屋  

東京  

紋別  

7．7   

7．11  

し；．‖  

7．2  

c－18   

c－19  

c－20  

c－Zl  

－254－   



HりY且＄uOk8Y．  Of YeStern  IG】！P Northern  
Eurasia Study 
Open Meeting   

茅ヶ崎市環境保全  
施策懇話会  
Pub．Symp．Par8d8i  
m Shift Plann．  
4th．Jpn．－US  
Vorkshop Global  
Change，Land Use  
／Land Cover  
Change＆Global  
Environ．Conserv．   

Int．Symp．Integra  
ted EnviT・On．＆  
Econ．Account，The  
Ory＆PTaCt．  

Sit把rianYetland8by use of  
rel”Ote SenSing techniques to  
estimate nethane eⅦiさSit）n   
自治体における環境基本計画の  

あり方について  
Infornatiotland the basic  

environment81plan   
A川clilコateimpact node1  

8ndland u5e  

原沢英夫   

Harasava H．   

Hara弘W8日．，  
T8kah8ShiR．（＊l），  
払iK．（t2），Hatsudく8  
Y．（■3），”orita T．  
（t2）（■1Eyoto Univり  
■ZGlobalEnvirotl．  
DiY‥＊3N昭Oya Univ．〉  
HarasaY且H．，RaiK．  
（■1），TakahashiX．  
（■2），Hatsuoka Y．  
く■3），恥ritaT，（■ll  
い1Gl（）t賂1－Environ．  
DiYり■2Ⅹyoto Univリ  
ー3Nagoya Univ．）  
日引聡，Sands R．D．  
1り）  

（＊18attelle－Pacific  
Northwest L且b．）  
日引聡，Sands R．D．  
（●り  

（■1Batte11ePacific  
Northwe8t Lab．）  
森保文，中村頁彦（♯1），  
新村卓也（■Z）  

（■1東農大，＊Z筑波大）  
森保文，前田私伸（■l）  
（■1静岡大）  

森保文，乙間末広，  
中條寛（■1）  

（■1三菱捻研）  

安岡老文   

山形与志樹，安岡苔文  

Special projection of 
glob且Ienviromlnentalchange  
based Dn A川model   

c－26  Tokyo  

CO2安定化のための炭素税導入  
とその経済影響の分析  

炭素税の導入とその税収に基づ  
く財政政策が経済に及ぼす影響に  
関する政策の比較分析  

富栄養化した水を水源とする用  
水システムにおける水質変化  

市民による水質調査の手法およ  
び道具の開発と応用   
製品組み立ておよび加工に関わ  

るエネルギー消費量／CO2排出量  
の簡易算定法   
宇宙からの地球診断リモート  

センシンクの新たな展開   
部分空間法によるミクセル分解   

府中  環境科学会1995年  

環境科学会1995年  

平成7年虎魚薬土  
木学会大会   

第6回世界湖沼会  
議霞ケ浦’95  
第12回エネルギー  
システム・経済コ  
ンファレンス  
第38回自動制御連  
合講面会  
日本リモートセン  
シング学会  

第4回環境化学討  
論会  

同講演要旨  
集  

同講演要旨  
集  

7  

集   

1   

Z  

集   

Z   

1  

C－28  府中   

c－29  

c－ 30   

c31  

C－32   

C－33  

d  

d－1  

宮崎  

つくば、土浦  

東京  

つくば  

名古屋  

7，  

7．1（   

8．  

7．1   

7．1  

432－433  

156Z－1565   

Z97－302  

477480  

8ト84   

化学環境部  
松村徹（り），  
深海稔（書1），  
増敬一（■1），  
坪田博行（■1），  
伊藤裕説，山本負土  
森田昌敏（■2）  

（■1新日本気象海洋  

北太平洋表層水申のPCDDs／DFs の分析   

◆2地域グ）  

松村徹（■1  

深海稔（■1  

増敬一（■1  

1995年度日本海洋  
学会秋季大会  

d－ ■Z  外洋海水中のchlorinated  
dibenzo－p－dioxinおよぴchlorin8  
ted dibenzofur且nの分析  

倉本健一（■1），  
坪田博行（＊1），  
伊藤裕康，山本貴士，  
森田昌敏（■2）  

（■1新日本気象海洋，  
＊2地域グ）  

彼谷邦光，佐野友春；  
白石不二臆  
Raッ8鼠りSanて〉T．  

季仁輝（■1），  
横田明（＊Z），  
杉山純多（■2），  
渡辺真之（■3），  
彼谷邦光，渡辺悟（叫）  
車吐筑波大，＊2東京大，  
■3匡隆一博，  
暮4生物圏環境部）  
佐野友香，彼谷邦光   

Samo T‥Kaya E．  

第4回環境化学討  
論会  
Ist．l11t．Col咤．Tox  
ic Cyanobacteria   

日本藻類学会第ZO  
同大会プログラム  

環境化学   

Abstracts  

藻難  

’重言琶湖で大発生したピコプラン  
クトンの有毒脂質   

九Igiciぬ1conponndsin  
yeast extract as a conponent 
Of microbialculture口tedia   
浮遊性藍藻の脂肪酸組成に基づ  

く化学分類   44（1 ）  

t  

環鳩化学   

Abstracts  

ピコプランクトン（Synechocys  
is sp．）に含まれる右持物質   

Toxic a爪inesin cells of  
anobacteria  
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agardhiiの有鼻株より得られた環  
状ペプチド   
Speciation of vater－SOluble  

arsenic co叩Oundsin the  
SCallopNizuhopecten  
yessoensis by HPLC－ZCPHS  

海洋植物プランクトンの含むヒ  
素化合物   

合物討論会   

トレースアナリシ  
ス国際シンポジウ  
ム’94  

Jin K．（■1），Nakayama  
K．いり，ShibataYり  
Horita M．（■2）  
（■1日okk8idolnst．  
Public Health，＊ZReg．  
Environ．DiY．）  
関口三千子（■l），  
大槻晃（■l），柴田康行，  
森田昌敏（■Z）  

（■1東京水産大，  
＊2地域グ）  

柴田康行，久米博，  
田中乳慄肘乱  
熊本雄一郎（■1），  
植弘崇嗣（＊Z），  
森田昌敏（■3）  

（霊1新技術事業臥  
＊2国際乳霊3地域ク）  
Shibata Yり  
YoshinagaJ．，  
HoriguchiTりUehiro  
T．（霊1），HDrita H．  
（■2）（＊1国牒室，  
＊2地域グ）  

柴田康行，  

函館／札幌  

d－10  

第4回環境化学討 論会  

d－11  

国環研タンデム加速器分析施設 計画   
第8回タンデム加  
速器およぴその周  
辺技術の研究会  

d－1Z  Temporaltrend50f coastal  
enviroMlent along Japan as 
revealed t）y muSSelwatch and  
SpeCiロen bank  

海洋動物プランクトン中のヒ素  
化合物  

ホタテガイHizuhopecter  
yessoensisのヒ素の存在状態   

Second SETAC  
恥rld Congress  

Vancouver  Second  
SETAC  
World  
CDngreSS  
Abstract  
Book  
同予絹集  

同予稿集  

第7回ヒ素シンポ  
ジウム   

第7匝】ヒ素シンポ  
ジウム  

森田昌敏  
（＊1地域グ  

神和夫（■  柴H康行  

郁築俊之（   

（＊1北海道立衛生研，  
■2地域グ）  

EdmondsJ．S．（暮1），  
Shibata Y．，  
Franc閃COniK．A．  
（■1），Rippingale R．  
（霊2），Morita H．（■3）  
（■川est．血st．Har．  
Res．bb．，＊2Curtjn  
Univ．Technol‥■3Reg．  
Enviroh．Div．）  

白石不二慮，山本真土，  
安原昭夫，阿部随（＊1），  
披谷邦光（tl名工研）  
Seyal旭H．，Tanaka Aり  
50ma〃．  

相馬光之，瀬山春彦   

田中敦  

Tanaka AりNojiriY，  
（♯1），ShiraishiH．  
（＊2），KawaiTりSoma  
M．い1Global  
Environ．DiY．，＊ZReg．  
Environ．Div．）  
L口辺潔，柴田康行，  
伊藤裕康，  
森田昌敏（＊1）  

d－15  Årsenic tr8nSforl旭tionin  
short marine foDd－Chains  
Studied by HPLCICP－MS   lpl？5 1nt．Chem．Cong．Pa cific Basin Soc．  

Honolulu  

ハロン代替品候補の培養細胞に  
よる遺伝毒性スクリーニング法に  
ついて   

Depth profiling af Rica 
reacted with acid solution  

粘土鉱物のX綜光電子分光、N¶R、  
二次イオン質量分析   
環境試料分析のための分離・濃  

縮  

Geochemistry t）f elementsin  
water arld sedimet】t Of Lake  
lbshu   

日本環境変異原学  
会第Z4回大会   

10th．Int．Conf．Se  
condary lon 
I也5S Spectrom．＆  
Related Tech．  
第39回粘土科学討  
論会  
プラズマ分光分析  
研究会’95筑波セ  
ミナー  
6tb．Int．Conf．Con  

serv．＆ manage．Lake5  
Kasulnigaura’95  

日本分析化学会耶  
44年会  

Molecular  
Quantulれ  

〃ecわ∴〃etわ0ぬ＆  

Appl．   

分子構造紹合討論  
会  

同プログラ ム要旨集  S川S X  

同講演要旨  
集  
’95筑波セミナ  

Proceeding  

DNAアダクトのLC／HS／MSによる  
検出・同定の試み  

Abinitio study on  
Z，3，7，㌻tetrachlorinated  
Djbngローp－Dio∬iJ】  

H20コは本当に存在するか？  

札幌  d－ Zl  

（＊1地域 Tokilla T8naka   

l
 
 

J
 
 

u
 
 

グ
軋
L
 
 

Cambridge  d－22  

T．，50爪a Y．（事2）  
（■1Rikkyo Univ‥  
＊2Reg．Environ．Div．）  
常磐広明（＊り，  仙台  
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■▲ ▲、■  

石   寛明（ り 白  l  腹足類におけるインポセックス   
柴Ⅲ康行，吉永軌  
森田昌敵（■1），  
消水誠（暮2）  

（書1地域グ，■2東京大）  
堀口敏宏，  
白石貴明（＊1），  
柴田康行，吉永淳，  
森田呂敏（書1），  
清水誠（■Z）  

（＊1地域グ，＊2東京大）  
堀口敏宏，  
白石克明（■1），  
柴山康行，吉永浮，  
森田昌敬い‖，  
消水誠（■2）  

（＊1地域グ，■2東京大）  
堀口敏宏  

d－25  イポニシを中心とした腹足頸の  
インポセックスの全国的分布と右  
横スズ汚染   

第1回エコトキシ  
コロジー研究会・  
バイオアツセイ研  
究会合同研究発表 会   

平成7年度日本水  
産学会秋季大会  

東京  

d－ 26  沖納本鳥、石垣島及び西表島周  
辺海域におけるホ機スズ汚染と腹  
足斯のインポセックス   

京郡  

d－ 27  インポセックスー有機スズが引  
き起こす巻貝類の形態先帝及び生  
殖不全  

ImposexinJ8paneSe  
gastropods and organotin  
（tributyltin and  
tripherlyltin）pollutionin  
Japan  

Inposea in sea 
Snails，CauSed by organotin  
（tributyltinand  
triphenyltin）叩11utionin  
Japan  

廃棄物焼釦過程における環境汚  
染一特にダイオキシンについて一  

環鳩分析のためのマススペクト  
ルデータの収集とマススペクトル  
ファイルコンバータの開発   

水俣病に関する総  
合的研究班・国立  
水俣病研究センタ  
ー窮11回合同ワー  
クショップ  
2nd，SETAC恥rld  
Cong．（16th．Annu．  
Heet．）  

傭本  

d－ Z8  HoriguchiT．，  
ShiraishiH．い1），  
Shimizu軋（＊Z），  
Shibata YりSoma H．，  
Morita州．（＊1）  
（11Reg．Environ．Div，  
■2Univ．Tokyo）  
HoriguchiTり  
ShiraishiH．（＊1），  
ShimizuIt，（t2），  
Horita H．（■1）  
（暮1Reg．Environ．DiY一  
■2Univ．Tokyo）  
安原昭夫  

Vanc【】uVer  

d 29 

1995 lnt．Chem．Cong．Pa cific tlasin Soc．  
HonoIulu  

資源・素材学会，汽  
源リサイクリング  
部門講演会  
第4回環境化学討  論会  

叙持堅志（■1），  
小田淳子（■1），  
鈴木茂（＊2），  
門上界和夫（■3），  
巾野武（★4），安原昭夫  
（＊1岡山県環境保健セ，  
簾2川崎市公害研，  
＊3北九州巾環境科学研  
，＊4兵庫県公害研）  
安原昭夫，  
西川治光（暮1），  
柴本崇行（＊2）  

（事1岐早県保健環境恥  
＊2カリフオル羊ア大）  
小田淳子（霊1），  
前田泉（事1），  
市川省吾い1），  
安原昭夫  
（♯1岡山県環境保健セ）  
松居正巳（■Ⅰ），  
石橋亨（＊Z），安原昭夫，  
森田昌敏（■3）  

（■1島津製作所，  
■2日本医療食研，  
■3地域グ）  

安原昭夫   

安原昭夫  

山本艮土，本間ひろ子，  
安原昭夫，阿部随（霊l）  
（■1名古屋工業技術研）  
川本白土，浅野妙子，  

d－ 32  

焼き魚から発生する低級脂肪族 飽和アルデヒド顆   第4国環境化学討 論会  

d－ 33  キヤビラリーGC川Sによるトン  
ネルダクト堆積粉じん中の多額芳  
香族炭化水系の分析  

ゴム及びプラスチック廃棄物の  
Nニトロソ化合物の生成   

第4回環境化学討 

d－34  

節4回環境化学討 論会  

土壌汚染に係る分析方法  

マススペクトル情報管理システ  
ムの環境研究への応用と今後の辰  
ぎ！   

低沸点フヅ素化合物の熱分解反  
応  

AOX測定における問題点につい  
て  

第39回全国環境衛  
生大会  
第13回環境科学セ  
ミナー   

第4匡】Ⅰ環境化学討  

論会   

第4回環境化学討  

同抄録集   

同調活要旨  
梁   

同粥演要目  
集   

「祁汚演要白  
ま経  
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向井人史  
野尻幸宏  おける大気中海洋起源有機ハロゲ ン化合物の測定  
斉藤千鴎（＊2  
山本美郷（■3  

大槻見（■3）  

（霊1地球グ，■Z海洋セ，  
♯3東京水産大）  
横内陽子，ぬⅣ1e L．A．  
（■l）（暮1AES．カナダ）  
山本美郷（■り，  
横内陽子，大槻晃（頃）  
（■Ⅰ東京水産大）  

YokouchiYりUnoI．  
（り），Steyn D．G．（■2）  
（暮1At【mOS．Environ，  
Divり■2Univ．British  
Colulmbi8）  
自崎俊浩（り），吉永乳  
森田昌敏（＊Z），  
大石公之助（◆1） ■1 

（日立計測，  
霊Z地域グ）  

青木洋之（■1），  
干熊正彦（雷l），  
田中共生いZ），  
田中久（■3），吉永淳  
（■1大阪薬大，  
柁明治薬大，  
＊3】京都薬大）  

吉永淳，柴田康行，  
堀口敏宏，  
森田昌敏（♯l）  

（■1地域グ）  

吉永淳，森田員数（書1），  
米田穣（■1地域グ）  
吉永淳  

北極域における大気中揮発性ハ  
ロカーボンの測定   
東アジア近海およぴベンガル湾  

におけるバージ＆トラップ／GC／HS  
による海水中の揮発性有線化合物  
の測定   
Heasurements of biogenic  

hydroc8rt氾n emissi（）nl）aSed on  
8Simple eddy accumulator  

プラズマイオン源質匿分析法に  
おけるイオン源の評価について   

第4回環境化学討  
論会  
日本地球化学会年  
会1995  

1995  
Imt．Chem，Cong．P8  
cific Basin Soc．  

第56回分所化学討  
論会  

同講演要旨  
異  
同講演要旨  
集  

Abstl、aCtS  Honolulu  

d－43  大阪  

d－44  チオ→ル型キレート生成樹脂に  
よるアンチモン（王n）及びアンチモ  
ン（Ⅴ）に吸着特性   

第56回分析化学討  
論会  

大阪  

d－45  NIES  
No．14「ひしき」の作製と分析  

用文人骨中の鉛りf卜安定同位  
体比からの考察－  

1CP質量分析法による生休中細  
の安定同位休分析   

第56回分所化学討  
論会  

弟4回環境化学討  
論会  
プラズマイオン源  
賢慮分析法の医・  
生物学的応用に関  
する仙台シンポジ  
ウム  

微  
質点分析法の医・  
生物学的応用に関  
する仙台シンポジ  
ウム  
日本分析化学会関  
東支部創立40周年  
記念会  
弟7回ヒ素シンポ  
ジウム  

NEDO’  
研究者養成コース  
PACIFICli甜95  

大阪  

d－48  俊
興
 
 

崎
野
 
 

自
内
 
 

浮
 
 
 

永
 
 
 

吉
 
 2

 
 

HIP一帖法による金属元素の超  
量分析  

仙台   

森粕昌敏（■  

奥本豊治（＊3  
大石公之助い3〉  
吉永浮，森田昌敏（■1）  

（tl地域グ）   

吉永淳，柴田康行，  
堀口敏宏，  
森Ⅲ昌敏（＊1）  

（■1地域グ）  

吉永淳   

Yo5hinagaJ．，Yoneda  
軋，Morita M．（＊1），  
Suzul【iT．（＊2）  
（■1Reg．Environ．DiY．，  
＊2Dir．Gen．）  

米田穣，吉永淳，・  
森田昌敏（＊1），  
吉田邦夫い2），  
赤澤威（■2）  

（■1地域グ，＊2東京大）   

環境健康邦  
人okiY．（Ya5unObu）  

ICP」伯による水銀の同位体希釈  
分析  

ヒ素化学形態分析のためのNIES  
標準試料  

水生生物中の有毒化学物質の分  
析桟橋   
Leadisotopic composition 

Of excavated and contemporary  
JapaJ】e5e80ne5  

長野県出土人骨資料の化学分析  
に基づく古食生の復元   

東京   

Honolulu  

d－ 53  

弟49匝旧本人類字 会・日本民族学会 連合大会  

千葉  

e  

e－ 1  Phosphorylation of c－Jun  
stinulated in prinary 
CUltured ratわepatocytes by a  
COplanar polychlorinated  
biphenyl   
Effects of age and dietary  

restl・iction on theinducti（】n  
of heat shock proteins in rat 
hepatocyte5  

GoI，don  
且es．Conf．Hech．To  
∬icity  

6th．Cong．Int．Ass  
OC，Biolned．Geront  
ol．  

Heriden  

TakahashiR．（■1），  
Toyoda E．（事1），Aoki  
Y．（Yasumobu），Suzuki  
R．T．（＊2），Goto S，  
（■1）（■1Toho Univ．，  

Chiba  e－ 2  

■2Chiba Univ  
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Kanazava  Int．FoI、um  
8n  

Adv．Tech．L  
ens ＆  
Cataract  
Res．  
同調演要旨  
集  
同講演要旨  
集   

同書汚損要旨  
集  

Abstracts  

Ultraviolet exposure  
¶eaSurement  

Conf．7th．Scheimp  
flug Clul）Meet．  

生活環境中の紫外線暴露貝一紫  
外線照射最と個人暴露畏一   
簡易測定器具による紫外線暴露  

量測定（第2報）冬期スキー場にお  
ける測定結果   
生活項墳における紫外線暴露一  

滴易測定装置による長期被暴星調  
査結果について  

440kD isoforn of brain 
ankyrin as a sensitiYe marker  
for the neurotoricity of 
methylmercury   
Hethymercury－induced death  

of rat cerebellar neurons in 
prlmary Curtureis ap8ptOtic   
胎生期メチル水銀暴裔ラット小  

脳神経細胞の初代培養系での細胞  
死の解析′   
メチル水銀暴亮によるラットで  

のクリオーシス誘導は、用星、週令  
及び脳内部位に依存する   
自律神経機能の評価指標として  

の心拍変動スペクトル成分の意義  
について   

環境科学会1995年  

ユ三 界36回大気環境学  

会年会   

太陽紫外線防御研  
究要目会窮6回シ  
ンポジウム「」太陽  
紫外線と生活  
5th．Meeting  
lnt．Neurotox．Ass  
OC．   

Int．CoI唱．Toxicol  
Ogy－Ⅶ   

第21［司環境トキシ  
コロジーシンポジ  
ウム  
日本薬学会節I16  
年会   

第65回日本衛生学  
会  

e－ ZO  Kunimoto HりSuzuki  
T．（■1）（■1Dir．Gen．）  

Kunimoto HりSuzuki  
T．（■1）（雷1Dir．Gen．）   

国本学，鈴木継美（霊1）  
（■1所長）   

国本学，鈴木継美（暮1）  
（■1所長）   

果河佳香，影山隆之，  
錦戸典子（♯1），  
小林敏生（＊2），  
金子哲也（＊3），兜兵稚  
拙眉士適アJP，  
霊2東京商船大，  
＊3杏林大）  

黒河佳香，  
錦戸典子（＊l），  

Port Ludlov  

e－ Zl  

e－ ZZ  

e－ 23  

e－Z4  

Seattle  

大阪  

金沢  

豊明   

The  
Int．Toxico  
logist  
同講演要旨  
集   

同講演要旨  
集   

同学会誌  

7．7  

7．10  

8．3  

7．3  

律神経機能指標（窮6報）睡眠中の  
心拍変動成分を用いた心臓系自  変動   

第68回日本産業衛  
生学会  

影山隆之  
小林敏生  
金子哲也  兜共徳  
（＊1富士通FIP，  
■2東京商船大，  
■3杏林大）  

黒河佳杏，兜真徳（■1），  
影山随之（＊1）  

（■1地域グ）  

Kurokawa Y‥Imaill．  
（■】），EabutoI】．（＊1）  
（事1Reg．Environ．DiY，）  

大都市における不眠症の疫学調  
査（第3報）：アクチメーターによる  
睡眠評価の試み   

The A刈S activitiesin  
associatior）Yith EEG  
Sleep：Power spectrum  
eo叩OnentS Of heart rate  
v8riability highly correlated  

during sleep   
ディーゼル微粒子は吸入ヒスタ  

ミンーエアロゾルに対する鼻粘膜  
の過敏性を誘発する   Yith delta－WaYe aCtivity  

（社）日本騒音制御  
工学会平成7年度  
技術発表会  
Z5th．Annu．Meet．S  
oc．Neurosci．  

川崎  

San Diego  同講演論文 集  Abstracts  

21（2 ）  

小林隆弘，伊藤剛い1）  
（＊1東邦大〉  

e－28  交通安全と健康に  
関する第2回日中  
シンポジウム  

東京  The  
sec【）nd  

Japan－Chin  
a  

Sylnp．traff  
ic safety  
＆health  
同資料  

アレルギー  

アレルギー  同予稿集  

小林隆弘  

小林隆弘，  
池上崇久（■1）  

（書1東邦大）  

池上崇久（■1），  
小林隆弘（＊l東邦大）  
菜摘理（■り，  
中原多夫膿（事1），  
小林隆弘  
（暮1日本グラクソ）  
南川宰腐（＊り，  
小林隆弘いl筑波大）  

大気汚染とアレルギー性疾患  

ディーゼル排気短時間暴露が鼻  
粘膜の反応性におよぽす影響  

オゾン短時間暴扁が鼻粘膜の反  
応性におよぽす影響   
モルモットへの抗原繰り返し吸  

入による好酸球の浸潤  

好酸球が好中球の化学遁走性に  
及ぼす影響  
’服薬理に関する研究（第ZZ和）DE  

P点眼による結膜血管透過性先進  
におけるタキキニンの関与  

平成7年度神奈川  
県産学公交流研究  
発表会  
第45回日本アレル  
ギー学会総会   

第45回日本アレル  
ギー学会総会  
第36回大気環境学  
余年舎  

弟69回日本薬理学  
会年会  
第69回目木薬理学  
余年会  

e－ 29  

e 30  

e－31   

e¶32  

海老名  

東京  

東京   

兼京  

7．10  

7．10  

7．10   

7．11  

174175  

93Z  

93Z  

516  

44（8  
）   

44（8  
）  

同予稿集   

同予稲葉  杉本裕光（  
細川友和（  

三澤実和（  

一260一   



メタロテオネイン る放射線耐性の克服   村岡松生い1），  
佐藤雅彦  
（■1北里研病）  

佐藤雅彦，  
西村典子（＊1），  
遠山千春，  
鈴木継美（■Z）  

（■1シドニー大  

■2所昆）  

SuzukiA．K．  

総会  

35th．Annu．Meet．S  
oc，Toxicol．  

Enhanced renaltoxicity t）y  
inorganic .ercury in 
metallothionein－mulll山ce   

山1aheim  To）【icol．  30（1  
）  

e 31 Contact betl†eem domestic  
皿imals and Vildlife using  
lmaging an81ysisin Lochinvar  
NationalPark of Za爪bia   

SymposiulD On  
Efrects of  
enlargement or  
Domestic animal  
pasture on the  
xildlife in 
Zambia  

Abstracts  
onガthe  
SympOSIUln  
On  

effects  
of  
enlargemen  
t of  
domestic  
animals  
pa5ture  
on the  
wildlife  
in Za∬bia  
Abstracts  
Of World  
Veterinary  
Congress  

XXV  
同音待演要旨  
塊  

Pandey G．S．（＊1），  
SuzukiA．KりKajiT．  
い1），TakahashiS．  
（＊2）（＊1Univ．ZⅧbi8，  
霊2地域グ）  

鈴木明，Pandey G．S．  
（り），NⅦbtaA．（■1），  
ぬtsukawa E．（■1），  
商柄帆司（雷Z）  

（＊1ザンビア大，  
12地域グ）  
Hur8kamiM．（■1），  
T且mura K．  
（事1Tsukuba Univ．）  
Tamura K‥Muraka】Ⅵi  
M．（山）（■汀sukuba  
Univ．）   

田村霜泊，安藤藩（可），  

e－ 38  伽erging diseases or  
livestock a11d†Jildlife  
through theirmixingand gaJne  
ranchingin Zaml）ia  

家畜と野生動物の混在に関する  
研究－カフェ・レーチェのブルセ  
ラ病について   

World Veterlng  
Congress xxv  

Yokohalna  

第91匝旧本畜産学 会  

Effects of urbanizati【）n（】n  
tilne series of the prevalence 
of asthma   

Trends of morbidity of  
urban and rural areas 
e3timated from National  
HealthIrLSuranCe reCOrds   
救急搬送音数からみた気温上界  

と熱射病の発生  

大阪市内における沿道住民のSP  
H個人曝露調査（2）   

7th．1SEE／5th．ISE  
Å1nt．Conf．   

7th．ISEE／5th．ISE  
AInt．C（】nf．  

第54回日本公衆衛  
生学会総会   

第36匝】大気環境学  
会年会  

N80rdwijkerh  
out   

Noordwijkerh  
Out  

山形  

東京   

Epidemiolo  

gy   

Epidelniolo 

gy  

同抄主菜集  

同派演要  

42（1   
0）  村上正孝（＊2）  

（＊1地域グ，■2筑波大  
田村憲治  
宮崎竹二  
船坂邦弘  

く★l地域グ，  
＊2大阪市立環境科学研  
）  

船坂邦弘  
宮崎竹二  
藁科宗伸  
男田孝一  

道路沿道住宅におよぽすディー ゼル粉塵の寄与   邦36回大気現場学 会年会  

田村毒泊  
（■1大阪市立環境科学  
研）  

丹野恵一（＊1），  
青木康屑  
（■1振興調整㌍非常勤）  
Tohya爪a Cり  
Nishimur8N．（11），  
九delson D．（★1），  
Michalska A．E．（暮2），  
Choo R．H．A．（＊2），  
SuzukiJ．S．，  
Nishimura H．（＊3）  
（tlCSIRO Austり  
■ZMurdocbIn5t．Aust．  
，t3AichiMizuho  

コプラナ⊥多塩素化ビフェニル  
（3453’4’－pentaChlorobiphenyl）  
によるc－Junのリン酸化の促進   

Metallothionein（MT）  
presentin the testi5pl且yS a  
prDteCtlve role against  
Ca血iu帆（Cd）toxicity  

節68回目木生化学  
会大会   

Vth．COMTOX  
Symp．Toxicol．＆  
℃1in．CheⅧ．刊et且1s  

仙台  

VancouYer  

－261－   



Nishimur8H．  

develo叩ent   during YOOlfollicle  
Hist【〉Ch印ical  
Saciety 46th 
血nu81Heeting  

s：Hicrosco  

py and  
汽icroanaly  
5is1995  

同講演要旨  
集  

Tohyama C，Ca爪G．R．  
（霊1），Adelson D．L．  
（■1）（義1CSIRO，  
Australi8，■2Aichi  
Hizuho Univ．）  
佐藤政男（tl），  
酒屋美樹子（り），  
八巻淳子（■1），  
遠山千春，ア木■封沌－八一  
n．D．（■2）．  

西村典子（◆Z）  

（■1福島医大，  
◆Z′トストラリアCSIRO）  

遠山千春，佐藤雅彦，  
西村典子（＊1），  
西村久雄（■Z）  

（書1オーストテリアCSIRO，  
■2愛知みすほ大）  
遠山千春   

Nohara E．，SpiegelS．  
（＊1）（◆1Georgetovn  
Univ．打ed．Ctr．）   

Fujimakiltり  
ShiraishiF．，AokiY．  
，SaれeyOShiR．（雷1）  
（■1JikeiUniv．）  

e 48 メタロチオネイン欠損マウスに  
おけるラジカル産生物質に対する  
感受性変化   

コロジーシンポジ  
第Zl匝憫墳トキシ  ウム  

大阪  

e－49  メタロチオネイン欠損マウスを  
用いたカドミウム毒性発現機構の  
検討  

重金属の代謝・毒性とメタロチ  
オネイン   

Glycosphingolipid  
COmpOSition of MCF－7and  
州川」忙－Z31bI、eaSt C且nCer Ce11  
1ines   

Enh8nC印ent Of cytokine  
productions from cervica1  
1y叩h node cel15treated Yith  
Bap and PCB   

第Zl国環境トキシ  
コロジーシンポジ  
ウム  

理研シンポジウム  
生体微量元素’96  
XlⅡth．Int．Synp．  
Glycoconjug8te8  

15th．Int．Symp．cI1  
lorinated  
di（はins＆  
related co爪pO．  

大阪  

和光’   

Seattle  

同質料   

lGlycoconju 
gateJ．  

15th．Ⅰ爪t．S  

ymp．Chlori  
・：い、  

DioxlnS＆  
Related  
Compo．V81．  
Z5‘  

Toxicol．（o  
rganohalog  
ellCα叩0．）  

アレルギー  

1   

568－569   12（4  
）  

Edmonton  

藤巻秀机小林隆弘，  
嵯峨井勝（■1），  
実畜産策（f2），  
今井透（■2），  
遠藤朝彦（■2）  

（事1地域グ，  
■2慈恵医大）  

実吉健策（刈），  
今井透（＊l），  
片山罪（事1），  
野原修（■1），  
宇田川裕之（■1），  
森山寛（■1），藤巻秀和  
（事1慈患医大）  

藤巻秀和   

藤巻勇払  
白石不二雌（霊1），  
実吉健熊（雷2）  

（■1化学環境恥  
＊2慈恵医大）  
藤巻秀和   

ダuruya皿aん，  
Hochitate【．  

階堂武郎（■1），本田靖  
北村邦昭（＊2），  
武藤志貞子（■3）  
（り筑波大医療技術館  
大，tZ大蔵省，  
＊3女子栄養大）  
本田靖，小野雅司，  
佐々木昭彦（♯l），  

ディーゼル排気ガス星雲と抗原  
点昇段与によるマウスIgE抗体産  
室の増強   

第45回日本アレル ギー学会  浦安  44（8  
）  

e－ 54  

肥満細胞からのIL－4産生に及ぼ す項墳汚染物質の影響   第45回目本アレル ギー学会  

浦安  アレルギー  44（8 ）  

大気汚染物質と免疫応答  

〃Og暴虐によるマウスJgE抗体  
産生系の修飾   

第36同大気環境学  
会年会  
弟36回大気項腐学  
会年会  

同講演要   

一司講演要  

大気汚染とアレルギー反応  

加匹βit58f b8朗ユね爪j氾  
COmPOnentS Synthe5ized by  
TypeII81veolar epithelial  
CellsillVitl、0   
職域における肝機能障害の年齢  

別解析   

第13回免疫薬物療  
法研究会  
Aか．Soc．CeJJ  
8iol，35th．Anrlual  
Heet．   

第54同日本公衆衛  
生学会総会  

大阪   

恥8hi乃gt（〉乃  

D．C，  

山形  

同研究会   

此〉1．Bjoユ．C  

ell  

日本公衆衛  
生雑誌  

e 59 
42（1  0）  

気温と死亡に与えるインフルエ ンザの影琶  弟54回日本公衆衛 生学会総会  42（1  0）  

e－60  山形  
日本公衆衛 生雑誌  

内山巌慮（  
●1l  
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弘  モニタリングス  
付属直人（  ■l）  

ラドンの測定   デーションにおけるエアロゾルと  科学・技術研究討 論会  鹿克幸（■2），  
下通園（■3），  
金城義勝（再），  
川野中武志（＊5），  
小鳥勝彦（事6），福山力  
（＊l北海道大，  
■Z東洋大，  
■3岐阜医科短大，  
■4沖縄県衛研，  
■5グリーンブルー．  
★6オーテック）  
内山政弘，福山力，  
水諸元之（＊1），  
矢野勝俊（■Z）  

（＊1地球グ，＊Z山形大）  
UnoI．，Wakam8tSu S．  
（＊1）（＊1Reg．Environ．  
Div．）  

f－ 9  東京  蔵王山で鋭渕されたライムに含  
まれるイオン縄  

Yintertime photochentical  
air pollution：Application of  
prognostic meteoroglCalarLd  
Photoch即Iicalmodels t8a  
COaStalurban aI，ea   
梅雨期に観測されたサルフェー  
トの長持麒輸送シミュレーション  
による解析   

第36回大気環境学  
会年会  

Int．Spec．Conf．Re  
g．Photochem．Me8写  
，＆Modeling  
Stud．   

環境科学会1995年  
J．  

306  

f－10  San Diega 660－676  

f－11  鵜野伊沖志，  
大原利眞（雷1），  
若松伸司（＊2），  
村野健太郎（＊3）  
（■1計最計両研，  
＊Z地域グ，■3地球グ）  
大原利眞（★1），  
鵜野伊沖志，  
若松仲司（書2）  

（雷1計昂計画研，  
■Z地域グ）  

鵜野伊薄志．  
大原利眞（＊1），  
若松伸司（＊2），  
宇那宮彬（＊3），  
森淳子（竃4）  

（■】計畏計画研，  
■Z地域グ，  
＊3福岡県保健環境研，  
暮4長崎県消費者セ）  
鵜野伊浄志，  
大原利眞（■1），  
若松伸司（■Z）  

（■l計員計画研，  
■Z地域グ）  

m中正宣（■1），  
神浦俊一（■l），  
宮崎竹二（＊1），  
薬科宗博（＊1），  
串野伊津志，  
若松伸司（＊2）  

（＊1大阪市立環境科学  
研，■Z地域グ）  
須山芳明（■1），  
阿相敏明（■J），  

府巾  

f 12 房紀前線出現時の局地気流とNO  
2高濃度汚染の数値シミュレーシ  
ョン  

冬季の北部九州地域に高濃度サ  
ルフェート汚染をもたらす気象条  
件とその輸送過程のシミュレーシ  
ョン   

第36回大気瑠境学 会年会  

東京  

f－13  

第36回大気環境学 会年会  

東京  

f－lLl  
近故地域の局地循環シミュレー ション   第36回大気環境学 会年会  

東京  

ト15  都市大気非メタン炭化水素への  
レセプターモデルの適用（3）－Ben  
Zene，Toluene，EthylbenzerIeの発  
生源について－   

第36回大気環境学 会年会  東京  

｝
り
l
∫
●
l
■
l
L
 
 

神奈川県上空における炭化水素  
成分組成について  第36回大気環境学 余年会  

東京  f－16  

三村春雄  
相原敬次  
牧野宏（＊  

矢島巌（書1），  

鵜野伊津志，  
若松伸司（t2）  
（■1神奈川県環境科学  
セ，＊Z地域グ）  

UnoI．  Qu8ntitative evaluation of  
a rnesoscale nuaerical Rodel 
5imulation using  
four－dimensiol】aldata  
as3il〔‖ation of complex  
airflow over the Kanto Region  
inJapan   

Observationaland r】umerical  
Studies oflong－range Sulfate  
transportin East Asia  

21th．NATO／CCHS’  
lnt．Tech．Heet．Ai  
r  

Pollut．封odel．＆  

Appl．  

1st．Int．Joint  
Semin．Reg．DepロSi  
tion PJ・OCeSSeS  
人tmos．  

Baltimore  r－17  

Seoul  UnoI．  ト18  

－264－   



古格規尊（＊1），  
掛野伊洋志  
（■1富士通FIP）  
格好伊津志，  
大原利眞（＊1）  

（＊1計量計画研）  

奥百事夫，今村阻軋  
驚田仲明  
奥日章夫，古林仁，  
今村隆史，驚田仲明  
奥買幸夫，今村隆史，  
菅田仲明  
英日孝夫，今村隆史，  
鷲田仲明  
酒巻史郎，  
畠山史郎（■1），  
村野健太蝕（■1）  
（霊1地球グ）  

酒巻史郎   

菅田誠治，  
高橋正明（■1）  

（＊1東京大）  

菅田誠治   

Sugimoto NりHinato  
Å．，【obayashiT．い1）  
（★1FukuiUniv．）   

Sugimoto Nり什inato  
人．，MatsuiIりSasano  
Y，（■1），ltabe T．（■Z），  
AokiT．（■2）．Takabe  
H．（＊Z），Hirol叩tO N．  
（■Z），KunimoriH．  
（■2）（■1Global  

Environ』iv．，  
■2Col肌un．Res．Lab．）  
杉本伸夫   

杉本伸夫   

杉本伸夫  

Sugimoto NりMinato  
A．（■1），IktsuiI．  
Sasano Y．（■Z），Itabe  
T．（＊3），AokiT．（霊3），  
T且kabe H．（■3），  
Hiromoto N．（＊3）；  
Kunimori”．い3）  
（■1Ibr8kiUniv‥  
＊ZGlobalEnviron．  
Div．，■3C．R．L．）  
Voitsekhovskaya O．K．  
（霊l），Hinatol．（■2），  
Sugimoto N．  
（■1ToⅦSk State  
University，  
t21baraki，Uれ1V．）  
北原司（書1），杉本伸夫，  
青木哲郎（t2），  

支援システム一束アジア地域での  
長距離輸送モデルへの適用一  

束アジアスケールの長距離輸送  
・変質過程のシミュレーション  

胃Sラジカルと酸素原子の反応  

ンポジウム  

第32回環境工学研  
究フォーラム   

第1回大気化学討  
論会  
第11回化学反応討  
論会  
1995年分子稲造総  
合討論会 日本化学会 

速  
季年会  
第36同大気環境学  
会年会  

お  
季年会  
日本気象学会1995  
年秋季大会   

ジ  
年秋季大会  
Pacifie Riln 
Corげ．Lasers＆  
Electro－Optics   

Pacific Rirn 
C【）nf．L且SerS＆  

Electro－Optics  

f一之O  

ト21   

ト22   

f－Z3   

ト 24   

f－ 25  

札幌  

東京   

札幌   

仙台   

東京   

東京  

同講演集  

同講演集   

同講演要旨  
集  
同講演要旨  
集  
同講演予稿  
集 ・  
同講演要旨  
集  

3   

集  
0  

集   

0   

集  
7  

ic Rirn’95  

CLEO／Pacir  
ic Rim’95  

7，12  

7．5   

7、5   

7．9   

8．3   

7．1l  

C12の光分解とそれによっ   

HSラジカルと0（〇p）の反応  

5日ラジカルと酸素原子の反応  
度とその温度変化   
軽炭化水素の測定結果   

f－Z6   

f－27  

f28   

f 29  

北海道落石岬での窒素酸化物  
よびオゾンのモニタリング（1）   

CCSR／MES大気大循環モデルの  
成層圏の振舞について（序報）  

大気大循王那こおけるラグラン  
ュ的胞子運動（その2）   

AllS01id－5tatelong－path  
absorptian lidar usingg 
COrrelation spectroscopy for  
methane measur伽ほnt   

hserlong－F）ath absorption  
elperilnents using the 
Retroreflectorin Space（RIS）   

東京   

大阪  

大阪   

千葉  

8．   

7．1  

7．1   

7．  

f－ 30  干葉  

ト：lJ   

f－ 32   

f－ 33  

ト34  

大気微量分子のレーザ遠隔計測  

地上衛星間レーザー長光路吸収  
測定装置と観測計画   
赤外線レーザーを用いた地球大  

気環境の計測  

Plan for the experiment  
■ith the Retroreflecterin  
Space（RIS）bn人DEOS   

節56回応用物理学  
会学術講演会  
日本赤外線学会第  
12固定例研究会  
シンポジウム赤外  
線センシング技術  
とその応用  
Eur．Syl叩．Satell．  
Remote Sens．1Ⅰ  

石川   

つくば   

東京  

Paris  

同扇持前予稿  
集  
同研究会資  
料  
同要旨集  

Abstracts  

7．6   

7．8   

丁、9  

7．9  

f－35  The mathemati由1apparatus  
foI、the controlof  
atmo5pheric gaseou5  
CO¶pOnent8tOtala爪Ount uSing  
CO21aser and retrol・erlector  
in space   

▲DEOS衛星搭載RISの能動追尾の  
ための光学システムの開発   

Int．CDt】f．Fund．＆  
Åppl．Probl．Envir  
on．Prot．  

Talnsk Fund．＆ Al 
pp．Probl  
．Environ．P  
rot．  

同講演論文  
集  

ト．36  平成7年度電子情  
報通信学会信越支  
部大会  

柏崎  

板那敏和（  

小澤健一（  

斉藤保典（雷1  

野村彰夫（  

（★‖象州大，雷Z通総研）  
小澤健一（■1），  
杉本伸夫，  
板部敏和（＊Z），  
斉藤保典（＊l），  
野村彰夫（■1）  

ト37  ADEOS衛星搭載RISによる大気微  
風分子のレーザ長光路吸収測定の  
ための地上システムの性能評価  

平成7年度電子偶  
相通僑学会情趣支  
部大会  

柏崎  
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斉藤保典  
野村英司  
野村彰美  
杉本伸夫  
板郡敏和  

植生診断に関する検討   
相通信学会信越支 部大会  

●：l  

（雷】信州大，■2通鷹研）  
小澤健一（＊1），  
杉本伸夫，  
板部敏和い2），  
ロハ■｛・川ドストローム（雷3）  

斉藤保典（■l），  
野村彰夫（■1）  

（＊1†訓Il大，＊2通総研，  
＊3レーサーーサイエンス祉）  

織田仲和甘仇  

ト39  

RIS長光路吸収測定用炭酸ガス レーザーの特性評価   シングシンポジウ  
第17回レーザセン  ム  

蒲那  

f－づ0  

成層圏エアロゾル測定用高スペ クトル分解ライダーの開禿   シングシンポジウ  
第17回レーザセン  ム  

蒲郡  
佐藤佳宏（■  

川崎昌博（■  

杉本伸夫，松井一郎  
IP根菜昭（tZ）  
（＊1北海道大学院，  
■2地球グ）  

斉藤保典（tl），  

杉本伸夫，  

f－ 41  

植物環境評価のためのライダー 酎象計測基礎実験   シングシンポジウ  
節17回レーザセン  ム  

蒲郡  

畠意一郎  

板部敏和  
■2通総研）  

皿EOS律l星括掛ノフレクタ（RIS）  
を用いたレーザー昆光路吸収シス  
テムの開発   

シングシンポジウ  
第17恒】レーザセン  ム  

蒲郡  
筐野泰弘   

板部敏凧（＊3），  
市木哲郎（＊3），  
川中－トノルド朴ローム（叫）  

（■1地球グ，■2茨城大，  
＊3通†書紀桝，  
叫トサ一－・サイエンス社）  

杉本伸夫  ト43  

レーザレダー（ライダー）に よる大気のリモートセンシンク   

計削自動制御学会  東京  第14回「先  
飛電子計測  
部会」言汚朝  
会資料一叢  
近の地球環  
境計珊の進  
歩と応用  
同粥萌予稿  
集  

f－44  小汚健一（■1），  
杉本伸夫，松井一触  

ADEOS搭載レーザーリフレクタR  
ISを用いた大気観測実験用CO2 レ  
ーザー送受信システムの性能評価   

横浜  
講演会第16回年次  
レーザー学会学術  大会  西木哲助  

板那敏和  

廃木吉久 北原司（雷  

斉藤保典（■1），  
野村彰夫（■1）  

（霊1†訂州大，雷2通絶研，  
■3茨城大）  

杉本伸夫  

宿蔽痔，Lau．だ．〃．いり  
SuiC．軋（■1）  
（りNASA／GSFC）  
Tak8yabu Y．N．，Lau  
K－M．（★1），SuiC－H．  
（り）（＊1NASA／GSFC）   

遠嶋康徳，Hakshytov  
S．（♯1），町【Ⅲ敏楊（＊2）  
井上元（事1CAO，  
■2地球グ）  

Tojima Yりぬksyutov  
S．（り），Machida T．  
（十Z），Inoue G．  
（＊1CAO，霊ZGlobl  
Environ．Div．）  
江守正多（■1），沼口数  

ADEOS搭載RISを用いたレーザー  
長光路l吸収とライダーによる宰の  
同時鋭測実験の提案   

TひGA－COARE鋭渕期間の準2日周  
期変動  

Observation of a quasi  
tv8－day vave during TOGA－COARE  

西シベリアにおけるメタンの発  
生源上空でのメタン濃度の航空機  
税制  

Airborne measurement of  
Ⅶethane（：OnCentration over  
source areas in the West 
Siberia L01りand  

GCHにおける大気牒摘系水循環  

第3回大気ライダ  
ー観測研究会   

日本気象学会1995  
年秋季大会   

UCLA／Univ，Tokyo  
Climate  
Syst．Hodel．Works  

hop  
日本気象学会Ⅰ995  
年春季大会  

IG】】P  

NoI、th．Eurasla  
Stud．Open Meet．  

日本気象学会1995  

l矧弼滴予摘  
簗   

同講演予稿  
集   

Absい・aCtS  

東京  ト48  

Tsukuba  f－49  

東京  
lプロセスに泉  
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15t．Int．AHIP Sci．Conf．  
Monterey  

NumagutiA．，  
Nalくajilna T．い1），  
TakahashiH．（＊1）  
（＊1Univ，Tokyo）  
NumagutiAり加oriS  
（暮l）（霊1Univ．Tokyo）  

SilⅦ18ted by CCSR／NIES AGCH  
With ot〉SerVed SSTs during  
1979－198g   

Interaction betYeen Cloud  
and5urface energy／water  
blanceinvestigated with a  
Sllnplified abospheric model   
広域の流出特性が土壌水分の自  

然変動に及ほす彫習   
大振幅非線形波動とVortex  

breakdoYn   
物体を過ぎる釦f」袈弼流に発生  

する非梯形波動の数値シミュレー  
ション   

自由表面および成層，回転流体  
【†1に励起される波動と非線形潮慄   
非定常安定成層乱流における線  

形過程  

非定常成層乱流における線形効  
果  

立抗を用いた雲物理実験装田内  
で発生した雪の微物理過程（その  
4）   

f－ 5Z  lUGG XXII 
Gen，Assenbly  

日本気象学会1995  
年秋季大会  
日本物理学会節49  
回年会  
耶8【萱丁数他流体力  
苧シンポジウム   

京都大学数理解析  
研究所研究集会  
第9回数値流体力  
学シンポジウム   

日本物理学会第51  
回年会   

日本気象学会柑95  
年秋季大会  

Boulden  

f－ 53   

ト 54   

f－ 55  

ト 56   

ト57  

f－58  

f－59  

江守正多（＊1），沼口敦，  
光本茂記（＊1兼房大）  
花崎秀史   

永翁潤一（■1），  
花崎秀史（■1資尋研）   

花崎秀史   

花喝秀史，HuntJ．C．R．  
（tl）（＊1英国気象庁，  
ケンブリッジ大）  
花埼秀史，HuntJ．C．R．  
（■1）（＊1Univ．  
Cambridge）  
佐々木聴（■1），  
播磨尾敏生（■1），  
藤吉康志（＊Z），  
山田正（■3），  
稲毛正昭（霊4），  
太m幸雄（■1），福山力  
（■l北海道大，  
＊2名古屋大，り中央大，  
叫三井建設）  
は吉力（■1），  
太田草枕（＊1），  
山形定（り），  
山田正（★2），  
藤吉康志（＊3），  
捕磨屋敏生（＊1），  
稲毛正昭（■4），福山れ  
内山政弘  
（■1北海道大，  
■Z中央大，＊3名古屋大，  
書4三井建設）  

古林仁，今村隆史，  
常田仲明   

松井一郎，杉本伸夫，  
中根英昭（■1）  

（＊Ⅰ地球グ）  

松井一郎，杉本伸夫，  
中根英昭（霊1）  

（暮1地球グ）  

大阪   

福岡   

東東  

京都   

東員  

金沢  

大阪  

闘沼済予招  
集  
同講商機要  
集  
同講演論文  
集  

7．10   

ト、こ1   

6．1Z  

T．1】   

7．12  

8．3  

7．10  

同講抗論文  
頭   

同講演概要  
異   

同予稿栗  

ト60  

立抗を用いた雲の酸性化機構の 実規模突談，その1   郡36回大気環境学 会年会  

東京  

CIl〇†0（3p）およぴCH3十02の  
反応速度のH／Dおよぴ】2c／】3c同位  
休効果   
差分吸収ライダーによる対流圏  

オゾンの一説削  

対流圏オゾンライダーの開発   

第11回化学反応討  
論会   

第17Ⅰ引レーザセン  
シングシンポジウ  
ム  
第3回大気ライダ  
ー枕測研究会  

同言持前要旨  
某   

同予綿製  

同音持前予稿  
集  

水土壌圏環境部  
血ano KリFujlYar8日．  
（＊1〉，Niwa K．（＊Z）  

（＊1Hyogo Pref．  
Environ．Sci．＆Tech．  
Centり■2Public  
Works Res．Inst．）  
血ano Xり恥tanabe H．  
，Kohata K．（事1），  

＝arada S．（■Z）  

（＊1Reg．EnYiron．Divり  
■2GlobalEnviron．  
Div．）  

NagafuchiO．（書Ⅰ），  
In8ue TりEbise S．  
（＊2）（◆1Fukuoka  
Inst．Health＆  
Envirt）n．Sci．  
＊2Setsunan Univ．）  
井上隆信，  

海老潮潜一（＊1）  

g  

g－1  Tsukuba  Effects of artificial 
Circulation on vater qu81ity  
in a dam reservoir   

6th．Int．Conf．Con  
serv．＆  

ぬnage．Lakes  
Easumlgaura’95  

Ⅰ996 0cean  
Sci．Meet．  76（3 ）  

San Diego  Hadeling of diel vertical 
mlgration and nocturnal  
nutrient uptake by  
Chattonella antiqua  

Estination on the runoff  
amounts of fungicides froID  
paddy fields to drainage  
rivers and reservoirinJapan  

水lロにおける農薬の吸着・分解  
特性  

EOS，Trans．  
A爪．Geophys  
．Union  

g 2  

Brno＆  
Prague  

g－ 3  2Ild．Int．IAWG  
Spec．Conf．＆  
Symp．Diffuse  
Pollt．  

土木学会第50回年  
次学術講演会  同言朽商概要 集那2剖；  

松山  g－ 4  
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特性と河川流出機構  勅予測に関する局  
地規模詳細モデル  
ならびにその移行  
バラメータに関す  
る研究シンポジウ  
ム  
日本陸水学会第60  
回大会  
6th．Int．Conf．Con  
serv．＆  

manage．Lakes  
KasuⅦ1gaur8’95   

6th．lnt．Conf．C（】n  
serv．＆  

manage．Lakes  
Kasu】Ⅵigaura’95  

水質改善人l△皆開  
発可牡牡韓・日忍  
王封昌  
第30回日本水環境  
学会年会  

海老瀬潜一（■1），  
井上隆信（＊1摂南大）  
Ebi5e S．（＊1），Inoue  
TりNⅧabe A．（暮Z）  
（＊1Setsunan Univり  
■2日okk8idoInst．  
Environ．Sci．）  
NagafuchiO．（＊1），  
Inoue T．，Ebise S．  
いZ）（事1Fukuoka  
Imst．Health＆  
Environ，Sci．  
＊2Setsunan Univ．）  
井上隆信  

佐々木一散（＊1），  
手沢潤一（■1），  
井上性†言，  
海老瀬酒一（＊2）  
（■1長野県衛生公書研  
＊2摂南大）  

井上隆信，  
海老瀬潜一（tl）  
（＊1摂南大）  

Okada F，（書1），  
Shimomura T．（霊1），  
Uchiyama H‥YagiO．  
（暮1Ebara Res．Co．）   

内山裕美，  
坂元祐子（★1），  

屋久島渓流河川の融雪期流出水  
質   

Runoff chara（：teristics of  
匹Sticides frolⅦpaddy fields  
and theirinfluence onlake  
vatel、  

Fate of pesticides applied  
ta paddy fields in the 
Rikimaru Reservoir，Japan   

名古屋   

Tsukuba  

117   

1011－1014  

1354－1357  Ts11k11ba   g 8  

河床付着生物膜可到牡河川流下  
過程到水質璧化  

空中散布された農薬の河川への  
流出   

第30回目本水環境  
学会年会   

3rd．Int，Symp．In  
Site＆On－Site  
8io】、eClamation  

Symp．   

日本農芸化学会19  
95年慶大会  

8th．Int．Symp．Mic  
rot】．Grovth  

CICo叩0．  

散布農薬の水用における濃度変  
化特性  

Performance of prototype  
biore且CtOrS for  
biodegradation of  
trichloroethylene by  
methylocystis5p．H   
メタン資化性歯のトリクロロエ  

チレン分解におけるハロ酢酸分解  
菌の役割  

Trichloroethylene  
degradation by a mixed  
culture consisting of a  
methanotroph and a  
haloacetate－degrading  
bacteI、ium   
Applied systems of  

Cl一打icroorganisms  

微生物によるトリクロロエチレ  
ンの分解   

．Hethylocystis sp．strain H  
メタンモノオキシゲナーゼのコン  
ポーネン用の精製および活性質  

Continuous biodegra血tion  
of trichloroethlylene by  
Hethylocystis sp．Hin a  
membrane bioT・eaCtOr   

PCRを用いたTCE分解メタン資化  
性欄歯数の迅速計測  

Detectiロn and enumeration  
ofmethylotrophic bacteriain  
groun血相ter Sal叩1es by  
molecular probing   
中空系膜を利用したメタン資源  

化性菌によるトリクロロエチレン  
（TCE）汚染水の連続処理実験  

NOAA画像の要領域除去について  
（2）  

福岡  

San Diego  

札幌  g－13  

国府田悦  
矢木修身  

男（＊1），  
（■1筑波大）  

San Diego  Uchiyam Hり  
SakalれOtO Y．（＊1），  
Eokufuta E．（■1），  
YagiO．（■1Univ．  
Tsukub8）   

Uchiyamall．  

内山裕夫，矢木修身  

内山裕夫，  
篠原優子（★1），  
矢木修身，  
日下部功（♯1）  

（■1筑波大）  

Okada F．（■1）・，  
Shilロ01mur8T，（■1），  
Uchiyama H．，YagiO．  
（＊1EbariRes．Corp）  

‾F村達夫（■1），  
内山裕夫，矢木修身  
（■1荏原総研）   

Shi□】01Mra T，（■1）．  
Uchiyama H．，YagiO．  
（■1Ebara Res．CO．）   

長谷川武（■1），  
下村達夫（■1），  
内山裕夫，矢木修身  
（■l荏原総研）  

宇都宮閻二朗，  
加藤純厳（■1）  

g－14  

8th．Int．Symp．Hic  
rob．Grovth  
CICo叩0．  
第7回日本生物工  
学会東日本支部シ  
ンポジウム  
平成7年度日本生  
物工学会大会  

San Diego  

東京  

福岡  

5th．Int．FZR／TNO  
Corlf．Contamin8te  
d Soil   

第4回地下水・土壌  
汚染とその防止対  
策に関する研究集  
7言  

Japan－Germany  
Work Shop  
8iore皿ediation   

日本水環境学会  

Ibastricht  g－18  

g－19  

Program＆  
Abstracts  

Tokyo  g－20  

福岡  g－2l  

ンシンクシンポジ  
第21回リモートセ  ウム  

g－Z2  
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の箸蔵域除去について  
データによる熱収支情  年度秋季学術大会  

生研フォーラム  
「宇宙からの地球  
局境モニタリング  
」   

創造的研究開発支  
ほのための自己組  
成型情報ベースシ  
ステムの構築に関  
する研究成果発表   

b  

ける同位体元素研  
究発表会  
第30回土質工学研  
究発表会  

一地球観測  
報ベースの構築と利用の研究（7）  

サーマルイナーシヤ図化システ  
ム（T川S）構築における短波放射に  
ついて  

地球扱削データによる熱収支情  
報ベースの構築と利用の研究   

東京  宇都宮陽二朗，  
藤沼康実（■1），  
加藤純崩（■2）  

（■1地球セ．  
書2日料技研）  

宇郁宮陽二朗．ノ  
井上隆信，  
藤沼康夫（■1））  

（■1地球セ）  

土非妙子，佐藤純（■1）  
（＊1明治大）   

陶野郎戌，  
遠藤邦彦（事1），  
森本磨（■Z）  

（暮1日本大，  
ホ2基礎地盤コンサル）  
関谷一義（♯1），  
陶野郁雄  
（＊l新潟県衛生公害研）  
陶野郁雄，  
遠藤邦彦（■1），  

g－24  

東環  g－Z5  

中国大陸内陸欝の大気中の2船P  
濃度（Z）  

平成7年兵庫県南部地層による  
液状化災害   

第30回土質工学研  
究発表会   

1995年日本窮四紀  
学会  

新潟県上越巾高田市彷他の浅層  
部における地‾F地質と地層の深度  
別の収縮量   
兵庫県南部地震による地盤の液  

状化   

（＊1日本 磯望（■1  

1995年日本第四紀 学会  

新潟  
雲仙普賢岳噴火に伴う火山灰堆 椙物の特性   

g－30  
遠藤邦彦（＊2），  
陶野郎丑，  
酒非宗寿（雷2），  
林伸幸い2），  
掛川奈火子（＊2），  
神村郁子（■3），  
佐伯陽子（■1），  
天本憎（■1），  
赤木純子（■1）他  
（■l西南大，■2日木大，  
＊3大阪土質）  
富岡典子，  
田中かおり（■1），  
内山裕美，矢木修身，  
国府田悦男（■1〉  

（■1筑波大）  

服部浩之  

服部浩之，  
佐竹研一（■1）  

（＊1地球グ）  

矢木修身  

札幌  日本農芸化学会19  
95年度大会  

セシウム蓄積薗Rhodococcus  
erythropolis  
CS98を利用したセシウムの除去  

土壌微生物泊性及び植物生育か  
らみた土壌のカドミウム、亜鉛の  
許容量   
ナラタケ菌の発芽、生昆に及ぼ  

す酸性物質の影響  

微生物を活用する汚染土塵・地  
下水の修復   

Hicrocystis属シアノバクテリ  
アのMPD法によるD仙多型解析  

g 31 

同講演要目  
集   

同講演要旨  
集  

日本土壌肥料学会  
1995年度大会   

第42回日本生態学  

第9回東北大学農  
学カルチャー講座  
日本農芸化学会1g  
95年度大会  

仙台  

盛岡  

仙台   

札幌  

7．4  

7二 8  

7．6   

7，8  

g－32  

g33  

g－34   

g－35  同言持病要旨  
簗  西原宏史（  

三輪津康（  

高村養親（  

良品賃（雷2），  
洩辺兵之（■3），  
矢木修身（■1茨城大  
■2協和発酵，  
■3国立科学博）  
矢木修身，  
楠本願子（tl），  
内山裕夫，  
中島睦安（＊l）  

（■1日木大）  

矢木修身，内山裕美  

矢木修身，内山裕夫  

矢木修身  

日本農芸化学会19  
95年慶大会  

札幌  
11，l－トリクロロエタンの好気 的分解菌における分解特性   

g－36  

日本農芸化学会19  
95年度大会   

第18回筑波微生物  
セミナー   

第11回農薬デサイ  

バイオレメディエーション技術  
を泊用するトリクロロエチレン汚  
染土壌の浄化   
バイオレメディエーション技術  

を活用するトリクロロエチレン汚  
染土懐，地下水の浄化   
微生物を用いた土壌環境保全の  
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清水英幸，  
近藤矩朗（  

伊豆田殖（  

活性に及ぼすW－8照射の影曹一肥  
料添加の影響－   

青木正敏（暮l  

戸塚横（■1）  

（■1東京農工大，  
紹地域グ）  
清水英幸，  
藤沼康実（■1），  
大政謙次（雷1地球セ）  
多田満  

二酸化炭素濃度増加と乾横化が  
植物の栄養生長に及ぼす、単独及  
び複合影響   
農薬の河川底生動物に及ぼす影  

普   

窮36回大気環境学  
会年会   

第1回エコトキシ  
コロジー研究会・  
バイオアッセイ研  
究会合同研究発表   

水生昆虫談話会第  
164回例会  

a  

資源学会大会  

第4Z回目本生態学  

生  
会大会   

の  

日本土壌肥料学会  
1995年皮大会  
第11回日本微生物  
生態学舎  

e  

資源学会大会   

1st．Int．Cong．Tox  
ic Cyanobacteria  

多田満  張晩明，渡辺倍  
水生昆虫とインターネット  

黄金色鞭毛藻Poterioochro山On  
S  

nalll且menSisの混合栄養性と捕食  
作用機構の解明   

多年生草本Hibiscus  
moscheutosの人工湿地における生  
態分布と土壌水分環境  

ミズゴケ湿原における植物の  
態分布と表層地下水の流動性  

周囲の土地利用がチマキザサ  
赤井谷地への侵入に及ぼす影響   
落葉広葉樹林土壌での二酸化炭  

素生成と微生物バイオマス   
湿原泥炭地の微生物と有線物分  

解（ⅠⅠ）   

浮遊性シアノバクテリア止血ba  
mの休眠胞子及び異質細胞形成に  
及ぼす温度の影響   
Fate of the toxic cyclic  

heptapeptides，the  
Ⅶicrocystins，bygraEing ofa  
mixotrophic chrysomonad  
poteri00Chro】ロOnaS malha爪en5is  
O爪tOXic cyanobacteria   
野尻湖における車軸藻ホシツリ  

モの再生に向けての検討   

h－21  野原精一，㈹igha爪D．  
F．（＊1）  
（■ISmithsonian  
EnYiron．Res．Cent．〉  
野原精一，広木幹也，  
竹原明秀（＊1）  

（雷1岩手大）  

野原精一広末幹也   

広木幹也，渡辺侶   

広末幹也，野原精一，  
凝辺信  
李仁揮（■1），渡辺†呂  
（＊1筑波大）   

Wat8nabeILlりZha爪g  
X．，Eay且R，（雷1）  
（■1Environ．Chem．Div．  
）  

樋口澄男（＊1），  
近藤洋一（■2），  
川村買（■1），  
関久人（■1），  
野崎久義（■3）．渡辺倍，  
加崎英男  
（＊1長野県衛生公害研，  
＊2野尻湖博，t3東京大）  
渡辺信，張暁明，  
披谷邦光（事1）  

（り化学環境部）   

野崎久義（■扶  
伊藤元巳（暮2），洩辺†言  
（■1東京大，＊Z千葉大）   

地球環境研究センター  
Otsubo E．  

KanzaY8HりⅩondo Y．  
（■1），SasanoY．（■Z）  
（■1Nagoya Univ‥  
＊2GlobalEnviron．’  
Div．）  
【anzav8H．  

盛岡  同講演要旨  
集  

同講演要旨  
異   

同講演要旨  
集  
同講韻要旨  
異  
同講溺要旨  
集  
同抄録集  

abstracts  

h－ 22  

h－23   

h24   

h－25   

h－26  

h－27  

名古屋  

八王子   

仙台   

福岡   

岐阜  

R如云e  

7．10  

8．3   

7．4   

7．＝   

7．6  

7．8  

h－Z8  

日本藻類学会第20 回大会  

船橋  

h－ 29  黄金色藻類Poteri00Chromonas  
malhamensisによる右葦アオコの  
摂食・消化過程における毒物質ミ  
クロシステンの運命   
群体性緑藻B85ichl叩S（オオヒ  

ゲマワリ日）の微細構造と分類学  
的位置  

Rese8rCh projects on  
terrestrialbiosphere  

Ealloon c8∬palgnS at  
Kirun8－Esrangein1996and  
1998p18nnedinILAS  
Correlative Heasurernents 
prOgr8】Ⅵ   

On the plan of  
high－1atitude ozonelayer  
Observations with satellite  
SenSOrS Of ADEOS／IuS a爪d  
▲DEOS－ⅠⅠ／IuS－ⅠI   

ObserYation of the  
人口t8rCtic ozone hole of1991  

日本藻類学会第20  
回大会  

日本藻類学会第ZO  
回大会  

船橋  

h 30 船楕   

Int．恥rk5hop  
Global Cliroate 
Obs．Syst．  
12th．ES人  

Symp．Eul，．RDCket  
＆ぬ1loon  
PJ、Ograme5＆  
Related‘Res．  
STRlllOEOLE 
Workshop  

Tokyo  

Lilleha爪meI、  

Paris  

ST餌TOEOl，E  
Vorkshop  

Eanz8Wa H．  ト 4  

atrolball【）On  
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圏におけるオ  
倦野泰弘（＊Z）  

い】名古屋大，  

♯2地球グ）  

KanzalIa H．  

の他の微量物質循環の仙EOSノIIAS  
衛星およびILÅS検証実験による観  
測計画について   
Monitoring or the polar  

OZO11elayer再th satellites  

キルナにおけるILAS検証気球キ  
ャンペーンについて   

研究連絡会シンポ  
ジウム   

Wadati  
Conf．Global  
Change＆Polar  
C1 imate 
大気球シンポジウ  
ム  

氷と大気  

Preprints  Tsukuba  

逆
鞘
封
 
 

博
高
秀
 
 

沢
沢
目
 
 

神
中
本
 
 

豊
、
h
、
h
）
 
 

藤
成
り
将
 
 

相模原．  

矢島信之  
（＊1名古屋火，  

■2東北大，♯3手相研）  
Nishioka S．  東京  Research on SocialAspects  

of Environ爪entalProblems  
盆lobalchange andJapanese  

reSpOnSe‾   

Ⅵlat dointerIlati【）nal  
Organizations，NGOs8nd  
governnents n声ed fron the HDP  
research coTnTnUnity？（Panel  
discussion）  

lmplication of western  
civiliz且tionin Asian  
enYironmentalcontext  

IPCCの19g5年報告について   

Integrated approaches for  
globalenvironmentalresearch  

IPCCの1995年報告（影響）   

SCOPE総会及び国  
際シンポジウム  

3rd．Sci．Symp．HDP ’ 
Global  

Change，Local  
Challeng”   

Workshop  
EastWest  
Environ．Linkage  
気候影響・利用研  
究会  
1GFA珂eet．   

特別音符商会温暖化  
する地球一王PCC孟義  
長Bolin氏を迎え  
て一  

侍  
際ワークショップ  

効  
開発支部1995年度  
例会  
Eur．Symp．  
Saell．RelnOte．  
SensingII  

Nishioka S．  

i－10  

トl】   

i－12   

i 13 

Nishioka S．  

西岡秀三   

Nishioka S．   

西岡秀三  

HDnOlulu  

東京   

【yoto  

東京  

7．－】  
7．10   

T、l〔1   

7．‖  同予稿建  

西岡秀三   

藤沼康突  

MiyazakiTり  
NakataniY．（＊1），  
t】arashim A．（＊2）  
（＊1NASDA，事2Glot）al  

EnviT，On．Div．）   

環境情報センター  
阿部虚†言  

地球環境問題は地図へ何を好l  
するか   
国立壬軍墳研究所における温室  

果ガスモニタリングについて  

neasuring the coral reef 
distribution of Kuroshil”a  
Island by satellite reJnOte  
SenSlng 

J  

j－1  環境情報の視割と課題  法政大学多摩計算  
センター環境情報  
セミナー  

町m  
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7．5 特許等  

記号   発  明  者   発明の名称   特許権廠得臼  特許番号  出願 日  出願番号   

L－1  脂肪族塩素化合物の微生物分解方法及びその微生物  
（水土壌出現境部）  

L－Z  無菌大豊培養方法とその装置  H7．6．9  

（水土壌閏環境部）  

L－3   飲食用断熱容器   け7．12．5   

（地域環境研究グループ）  3－38252   

－274－   



［資  
料］   



1．予  
（単位：千円）  

区  分   平成3年度  平成4年度  平成5年度  平成6年度  平成7年度   

運 営 費   5，401，413  5，794，188  7，118，783  6，509，801  8，192，708   

1．人に伴う経費   1．877，524  1，969，299  2，059，560  2，124，116  2，208，190   

（1）人件費   1，868．798  1，960，532  2．050，703  2，115．287  2．199，356   

（2）人当庁費  8，726  8，767  8．857  8，829  8，834  

2．一般事務処理費  317，161  322，418  321，987  329，223  344，883  

3．環境情報関係経費  389，195  389．247  387，114  411，660  508、589   

（1）情報収集等経費   32，439   32，439   31．586   31，586   31，586   

（2）情報処理経費   350，236   350，270   349，112   349，036   349，057   

（3）インターナショナル・リファラルシステム経費   1．089   1，089   1，060   1，060   1．060   

（4）自然環境保全総合データベース経費   5，431  5，449  5，356  3，232   3．237   

（5）環境情報提供システム経費  26，746  123，朗9  

4．研究費  547，410  548，074   1，546，644  587，082   1，637，003   

（1）人当研究費   215．827   221，521   223．824   223，957   226，437   

（2）経常研究費   29，700   29．700  1，02臥912   28，674  1，042，756   

（3）特別研究費   301，883  296，853  285．332   287，722   288，076   

（4）開発途上国環境技術共同研究費  8．576  46、729  79，734  

5．大型特殊施設関係経費  1，213．504  

6．地球環境研究センター経費  960，180  

（1）地球環境研究交流推進等経費   15，793   15，795   15，425   22，628   22，642   

（2）データベース経費   400，047   47，288   83，083   116，688   159，936   

（3）スーパーコンピュータ経費   504，033   764，493   776．015   775，275   780．090   

（4）地球環境モニタリング経費  400，307  444，038  517，639  753，280  965，735  

7．環境研修センター事務処理費  89，387  88，079  朗，373  85，870  89，068  

8．研修費  7，052  7．054  14，450  14，394  19，822  

施設整備費（環境庁研究所施設費）  832，334  205，215  

施設整備費（官庁営繕費）  268，606  0  

移啓経費  1，068，133  

注）補正後予算を示す。  
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2．組織及び定員（平成7年度）  

企
同
究
務
計
設
 
 

共
研
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際
際
 
 

官
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課
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ム
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究
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ナ
ナ
 
 

画
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総  務  部  

地球環境研究グループ  

．．，・ ＿  至  

所 地域環境研究グループ  
上席研究官  

社会環境システム郎  
ーL二席研究官  

化学環境部  
【定員】   上席研究官  

区  分  管理 部門  研究 部門  情酎 部門  謡音質芸手写計  

平成6年度末現在  48  179  四  9ユ9274  環境健験部  
上席研究官  
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大曳く圏環境部  
川Ⅰ9273   上席研究官  

水土壌固環境部  
上席研究官  

生物圏環境部  
上席研究官  

環境情報センター  

地球環境研究センター  
絵描研究管理官   

環境研修セン ター  
研 修 企 画 官  

温暖 化現象  
温暖化影響  

明
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オ ゾ ン 層 研 究 チ ー ム  
酸 性 雨 研 究 チ ー  ム  
海  洋  研  究  チ  ー   ム  
森林減少・砂漠化研究チーム  
野 生 生 物 保 全 研 究 チ ー ム  
衛 星 観 測 研 究 チ ー ム  
交 通 公 害 防 止 研 究 チ ー ム  
都 市 大 気 保 全 研 究 チ ー ム  
海 域 保 全 研 究 チ ー ム  
湖 沼 保 全 研 究 チ ー ム  
有害廃棄物対 策研究 チ ー ム  
水 改 善 手 法 研■究 チ ー ム  
大 気 影 響 評 価 研 究 チ ー ム  
化学物質健康リスク評価研究チーム  
化学物質生態影響評価研究チーム  
新 生 生 物 評 価 研 究 チ ー ム  
都市環境影響評価研究チーム  
開発途上国健康影響研究チーム  
開発途上国環境改善（水質）研究チーム  
開発途上国生態系管理研究チーム  
環 境  経  済  研  究  
資  源  管  理 研  究  
環  境  計 画  研  究  
情 報  解  析 7肝 究  
計   測  技  術  研  究  
計  測  管  理  研  究  
動  態  化  学  研  究  
化 学  毒 性 研  究  
生  休  機  能  研  究  
病  態  機 構 研  究  
保  健 指 標  研  究  
環 境  疫 学   研  究  
大  気  物  理 研  究  
大  気  反  応  研  究  
高  層  大  気  研  究  
大 気 動 態 研 究  
水  環  境  質  研  究  
水 環 境 工 学 研 究  
土 壌  環  境  研  究  
地 1  環  境  研  究  

環  境  相 物  研  究  
環 境 微 生 物 研 究  
生  態  機 構  研  究  
分 子 生 物 学 研 究  
情  ＃  理  
情  報   整  備  
研  究  情  報  
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′3．文部省科学研究費補助金等による研究一覧   

（1）文部省科学研究費補助金  

棍  目   研究代表者所属  研究代表者  所内分担者   課   題  名   

特別推進研究  京 都 大 学  植田 和弘  森田 恒辛  環境保全型発展の経済性   

重点領域研究（1）  地域環境研究   中杉．修身  森口 祐一  人間活動による環境インパクトの完是化手法  
グループ  

大気圏環境部           鷲1Jl仲明  な し  大気圏におけるフリーラジ カル過程  
総合研究大学院大学  矧二【l栄治  常田 仲明  フリーラジカルの科学の総合的研究  

東京大学  
手法・総括班  

岐阜大学   
基檻生物学研究所  村山 紀夫  田中  浄  ・光合成の環境適宜の分子機構   

重点領域研究（2）  水ニヒ壌困環境部  矢木 修身  内山裕夫  
岩崎－・弘   

総 合 研 究（A）  水ニヒ壌国環境部  陶野 郁雄  な し  液状化による砂層の椎横様道の変化が強度特性に及ぼす  
影響に関する基礎的研究  

東京大学気候システム  住明証  
研究センター  研究  

深尾昌一・郎  
研究センター  秋吉英治  軌振機構に関する研究  

神沢博  
厳佐庸   

千 柴 大 学  大沢 雅彦  竹中 明夫  犀久畠における気候変動と森林系のレスポンス  
大阪大学  

特性の解明  
広島大学  

ムの確立  
近畿大学  

渡遭  信  木枕念に関する総合的研究  
東京大学先端科学   
技術研究センター  する総合的研究  

京 都 大 学  寺島  泰  辛口 優正  地層■地下水の汚染とその馴ヒに関する研究   

総 合 研 究（B）  東京大学  
学際総合研究  

広島大学原爆放射能   
医学研究所  ーソフトウエアの開発  

川那部浩哉   
センター  トワークの構築   

一般研究（B）  椿  宜高  高村健二  
グループ  永山尚志  

地域環境研究  影山隆之   
グループ  今井 秀樹  する予防医学的研究  

藤巻秀和  
の比較  

大牒＝揮 立 大 学  池m 有光  村野健太郎  衛星画條データと局地気象モデルによる酸性霧影響の解  
析  

筑 波 大 学  原田 勝二  嵯峨井 勝  環境・職業病に関する疫学的ならびに分子遺伝学的研究  

九州大学応用力学  植m洋匡  

研究所  ルの開発  
一般研究（C）   佐竹研一   

グループ  u小汝   
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種  目   研究代表者所属  研究代表者  所内分担者   課  題  名   

－・般研 究（C）  地域環境研究   森田昌敏  
グループ  に関する研究  

地域環境研究  ’中村泰男  
グループ  に関する研究  

地域環境研究  米元純三  
グループ  仔毒性リスク評価法に関する研究  

地域環境研究  相馬悠子  
グループ  トンの堆積量  

地域環境研究  笠井文絵  
グループ  的研究  

地域環境研究  近藤矩朗   
グループ  

地域環境研究   高村典子  
グノレープ  の役割に関する基礎的研究  

横内陽子  
ゾン生成に対する寄与の研究  

野原恵子  
オシドの機能に関する研究  

杉本伸夫  
研究  

内山裕夫  
冨岡典子  
岩崎一弘  

渡逓信  
安野 正之  における挙動に関する研究  

大政謙次   
東 洋 大 学  泉  克率  村野健太郎  大気中のフロン代替物質の分析に関する研究  
小山工業高等専門学校  岸 一 浩  藤井’敏博  高速有機化合物分子の表面電離法のガスクロマトグラフ  

イー検出器への応用研究   

奨 勒 研 究（A）  地域環境研究   唐艶鴻  
グループ  生態学的意義  

地域環境研究  原Ⅲ茂樹  
グル－プ  に関する研究  

地域環境研究  影山隆之  
グループ  学的研究  

堀口敏宏  
樺スズ化合物の影響  

吉永淳  
素の精密分析  

花崎秀史  
明  

井上’・隆信  
する研究  

多田満  
理に及ぼす影響評価  

野原精一   
性に関する研究   

試 験研 究（B）  地域環境研究   稲森悠平  
グループ  スの開発  

鵜野伊津志  
フラツクス直接測定法の実用化  

須藤隆一   
する研究   
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（2）ヒューマンサイエンス振興財団の助成による研究  

分  野   研究代表者所属  研究代表者  所内分担者   課  題  名   

ライフサイエンス  東 北大 学  須藤 隆一  稲森 悠平  廃棄物埋立地侵出水の高度・効率化バイオリアクターの   
の基盤としてのバ  水落元之  
イオテクノロジー  西村修  
の開発  今村章雄   

（3）鹿島学術振興財団の助成による研究 

分  野   研究代表者所属  研究代表者  所内分担者   ．瀾 陛  ＿   

自 然 科 学  水土壌圏環境部  陶野 郁雄  な し  火山工学の提唱とその確立   
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4．国際交流及び協力等   

（1）国際会議（国立環境研究所主催・共催の主な由際会議）  

国際会議名   開催地   場 所   開催期間   

第8回地球環境研究者交流会譲   東京・霞ヶ関  国立教育会館・  7．9．8   
「地球環境研究の新たな人rむ卜社会的側面の研究推進に向けて－」  虎ノ門ホール   

東京・渋谷  国際連合大学  7．10．16～18   地球システムの持続可能な未来に関する国際連合大学会議  

国l祭湖沼会議（ILEC）ポスト・コングレス・ミーティング   茨城・つくば  国立環境研究所  7．10．30～31   
一浅い富栄養湖生態系構造と物質循環一   

地球圏・生物圏国際共同研究北ユーラシア研究（IGBPNES）   茨城・つくば  国立環境研究所  7．11．27～   
国際シンポジウム  12．1   

第4回「東アジアにおける酉劉生雨モニタリングとSO2，NOx等の発生源インベ  茨城・つくば  国立環境研究所  8．2．13～15   
ントリー手法の標華化」に関する国際ワークショップ   

（2）国際共同研究（二国間環境保護協定・科学技術協定等で実施されている国際共同研究）  

国  名   課 題  名   相手先機関名等   担当部等   

アメリカ合衆国  生物多様性における長期変動のモニタリング   ニューメキシコ大学  地球環境研究グループ  

有害化学物質の健康影響評価のためのシミュレーションモ  
デルの開発   

海洋モニタリングのための標準試料の作成と評価   米国海洋大気局   地域環境研究グループ  

微生物を活用する汚染土壌の浄化技術の開発   テネシー大学   水土壌圏環境部  

メタン酸化細菌の生態的および生理学的側面   メイン大学   水土壌国環境部  

地球規模ベースライン大気中温室効果ガスの高精度測定  米国海洋大気局気候監視検  
査研究室   

イ ギリ ス  酸性雨による建造物からの有害金属溶出形態に関する研究  シェフイールド大学  地域環境研究グループ  

海洋汚染物質計測法の精度管理及び国際調和   スコットランド海洋学研究  
所   

血u壷oNMR分光腐の開発とその環境問題への適用   マンチェスダー大学  環境健鹿部  

ヒトにおける微量元素及び金属結合タンパクの代謝に及ぼ  
す環境汚染の影響   

藻類と原生動物   淡水生態学研究所   生物圏環境部  

水界生態系における生物多様性維持機構の解明   ロンドン大学   生物国環境部   

イス ラエル  超音速自由噴流法の環境計測への新しい応用に関する研究  テルアビプ大学   化学環境部   

イ タ リ ア  農薬の環境中動態と生態系影響   ミラノ大学   地球環境研究グループ   

オーストラリア  藩洋環境中の微量元素の生物地球化学的研究   西オーストラリア海津研究  
所   地域環境研究グループ  

遺伝子工学を用いた環境汚染物質の生体影響評価手法の閉  環境健康郡   
発に関する研究   
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国  名   課題 名  相手先機関名等   担当部等   

オーストラリア  地球環境モニタリングに関する研究協力   CSIRO   大気圏環境部  
地球環境研究センター   

カ  ナ  ダ  火気／海水間の二酸化炭素交換速度モニタリング   海洋‥軒学研究所   地球環境研究グループ  

湖沼におけるピコファイトプランクトンの生理・生態にl果  

する研究   

棟の日の拇時（ポーラーサンライズ）における北極大気  大気環境局   化学環境部  

北火ニI㍉羊海域における化学物質の動態解明   ブリティッシュコロンビア大学  化学環境部   

斡  匡Ⅰ  日韓フェリー船脚こよる海洋環境のモニタリングに関する  地球環境研究グループ  
研究   

東アジアにおける大気中の酸性・酸化他物質の航空機・地  韓国科学技術研究院  地球環境研究グループ  
上観測   環境研究センター  

日本海の有機塩素系農薬及びPCl∃汚染に関する共同モこ  化学環境部  
タリング   

紫外線の個人暴露量の測定と健康影響   慶尚大学   環境健辟部  

者珊スモッグ現象と拡散モデル開発研究   国立環境研究院   大気圏環境部   

スウェーデン  人間活動の増大に伴う重金属暴露の健東リスク評価   カロリンスカ研究所  環境健康郡  

J乃Uか0系を用いたリスクアセスメント手法の開発   ウプサラ大学   環境健康部   

ス ペ イ ン  環境汚兼の生理学的影響の評価手法の開発   バルセロナ自治大学  環境健康部   

中  国  束アジアにおける酸性雨共同研究   北京大学   地球環境研究グループ  

酸性・環境汚染物質による生態系の汚染と影響に関する生  
物地球化学的研究   

窒素安定同位体比を用いた地下水汚染機構解明に関する研  地域環境研究グループ  
究   

中国の国情に合う排水処理プロセスの開発に関する研究  環境科学研究所   地域環境研究グループ  

「‡咽の国情に合う高効率低コスト新排水高度処理技術の開  環境工程研究所   地域環境研究グループ  
発に関する研究   精華大学  

中国の国情に合う土壌馴ヒ法を組み込んだ生活緋水高度処  中国科学院沈陽応丑生態研  地域環境研究グループ  
理システム開発に関する研究   究所  

中【重Ⅰの国情に合う産業排水処理技術及び雷栄養化湖沼水の  中国環境科学院   地域環境研究グルニプ  
飲料水馴ヒと水質回復技術の開発に関する研究’   武漢市環境保護局  

都市大気汚染寄与の変化について   中日友好環境保全センター  地域環境研究グループ  

中国における有害化学物質現況の調査   中日友好環境保全センター  地域環境研究グループ  

中国の同情に合う生活緋水高度合併処理システムの一言妄慄に  
関する研究   

中国南西那の森林植生変動のリモートセンシング   

l‡l中における大気中鉛と硫黄の安定同位体比：汚染の発生  化学環境部  
源越境輸送に関する研究   

環境標準試料の作成と評価   中Lは好環境保全センター  化学環境部  

乾性降下物の現状調竃及び測定方法の確定   中ロ友好環境保全センター  大気圏環境部   
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国  名   課 題 名   相手先検閲名等   担当部等   

中  国  東海環境モニタリング共同研究及び海洋生物多様性の保護  国家海洋局国際合作司  
青島海洋大学  
中国水産科学研究院   

環境資源勘定に関する日中共同研究   国務院発展研究LトL、  地球環境研究センター   

ド  イ  ツ  レーザーレーダーによる成層圏オゾン監視に関する研究  ドイツ気象庁ホーユンパイ  
センベルク気象観測所   

衛星，航空機センサー等による椿地オゾン層観測研究   連邦教育科学研究技術省  地球環境研究グループ  

総物質収支に関する甘独比鞍研究   ヴッバータール気候環境エ  
ネルギ一研究所   

環境負荷の評価手法   連邦環境庁   社会環境システム部  

地球温暖化に係わる大気組成の変化に関する研究   バイロイト大学   大気圏環境部  

閉鎖性水域における富栄養化に関する研究   カールスルーエ積研究セン  
ター   

ノルウェー  成層圏オゾン層観測データの解析に関する研究   ノルウェー大気研究所  地球環境研究グループ  

湖沼・湿原生態系の保護・管理に係わる生物相互作用系の  
解明に関する研究   

地球環境データベース   GRID－アーレンダール  地球環境研究センター   

フィンランド  酸性環境におけるコケ捕物の重金属蓄積に関する研究   ヘルシンキ大学   地球環境研究グループ   

フ ラ ン ス  衛星からのオゾン層醗測   CⅣRS・マリー／ピェ←  
ルキュリー大学   

大気汚染物質による肺障害評価   アーマントウルーソ一病院  地域環境研究グループ  

環境騒音防止対策   マイン大学   社会環境システム部   

ロ  シ  ア  バイカル国際生態学研究センターにおける国際共同研究  陸水学研究所   化学環境部  

凍土地帯からのメタン発生量の共同観測   凍土研究所   大気圏環境部  

湿地からのメタン放出のモデル化に関する共同研究   微生物研究所   大気圏環境部  

シベリアにおける温室効果気体の航空機観測   中央大気観測所   大気圏環境部  

極東地域の陸水生態系の構遇の解明に関する比較研究   生物学・土壌学研究所  生物圏環境部  

極東地域の河川・湖沼・湿原生態系保全に関する基碇研究  生物学・土壌学研究所  生物圏環境部  

有害化学物質による河川・湖沼生態系への影響評価に閲す  イルクーツク大学生物学研  生物圏環境部  
る調査・研究   究所   

（3）国際協力協定等  

国 名 等   研究所間の共同研究   

イ  ン  ド  MemorandumofUnderstandingbetweer）theIndianCouncilofAgriculturalResearchand  
theNationallnstituteforEnvironmentalStudiesforCollaborativeResearchon  
Desertification（1993）．   

カ  ナ  ダ  AgreementbetweenNationalInstitllteforEnvironmentalStudiesandInstituteofOcean  
Sciencies（1995）．   
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国 名 等   研究所間の共同研究   

韓  国  ImplemcntingArrangementbetweentheNationalInstituteforEnvironmentalStudiesofJapan  
andthらNationalInstituteofEnvironmentalResearchoftheRepublicofKoreatoEstablish  
aCooperativeFramcworkRegardingEnvironmentalProtectionrrechnologics（1988，andrevised  
inL994）．  

AgreementforCollaborativ占ResearchtoDevelopaKoreanGreenhouseGasEmissionModel．  
KDreanEnergyEconomjcsInstitute（1994）．   

国 際 連 合  MemorandumofUnderstandingreferringtothcEstablishmentandOperationof  
aGRIDCOrnpatible 

タ  イ  MemorandumofUnderstandingbetWeenKasetsartUniversity，Bangkok，rrhailandandNational  
1nstitutcforEnvironmentalStudies，Japan（NIES）forCo11aborativeResearchonMicroalgal  
andProtozoanBiochemistryandToxicology，SystematicsandDiversity，andApplication（1995）．   

中  国  AgreementforCollaborativeResearchtodevelopaChineseGreenhouseGasEmissionModel，  
EnergyResearchlnstituteofChina（1994）．  

AgreementonCooperativeResearchProjectsbctweentheNatior）allnstituteforEnvironmental  
Studies，EnvironmentAgencyofJapanandthelnstituteofHydrobiology，ChineseAcademyof  
ScierlCeS（1995）．  

MemorandllmOfUnderstandingbetweenInstituteofHydrobiology，ChineseAcademyofSciences，  
Pcoples’sRepublicofChina（IHBCAS）andNationalInstituteforEnvironmentalStudies，Japan  
（NIES）forCollaborativeResearchonMicroalgalToxicology．SystematicsandCl11tureCollect  
（1995）．   

マレー シア  MemorandumofUnderstandingbetweentheForcstResearchlnstitutcMalaysia（FRIM）．the  
UrlivcrsityPertanianMalaysia（UPM）andtheNationalTnstittlteforEnvironmentalStudies，  
Japan（NIES）forCo11aborativeRcsearchonTropicalForestsandBiodiversity（1991）．   

AgreementonaJointGeochemicalResearchProgram；IrnpactofClimaticChangeonSiberian  
PermafrostEcosystemsbetweenthePe＝nafrostTnstitute，SiberianBranch，RussianAcademyof  
Sciences．RussiaandtheNationallnstituteforEnvironmentalStudies，Japan（1992）．  

AgreementonaCooperativeResearchProjectbetwcentheCcntralAerologicalObservatory，  
ComitteeforHydrometcorologyandMonitoringofEnvironment，MinistryofEcologyandNatural  
Resources，RussianFederationandtheNationalInstituteforEnvironmentalStudies，Japan  

（4）外国人研究者  

1）研究所   

①招へい外国人研究者  

国  名   氏  名   受入担当者   研  究  課   題   期  間   

カ  ナ  ダ  JohnG二 Stockncr   高村 典子  lヨ本湖沼におけるピコファイトプランクトン  
の分布と北アメリカ湖沼のそれとの比較研究   

韓  国  超 紺昏（ChoHyeonSeo）  柴田 靡行  海洋環境における有害化学物質の生態リスク  
評価に関する研究  

金 東必   伝統的景紋における八景の特性と形態につい  
て   

タ  イ  AparatMahakhant   渡過  信  アジア地域の微生物研究ネットワークに閲す  
る研究   

中  国  呉云鵬（YunpengWu）  安藤  瀾  開発途上国における石炭燃焼に伴う大気汚染  
による環境健康影響と疾病予防に関する共同  
研究   

張析（YanZhang）  
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同  名   氏  名   受入担当者   研  究  課  題 ’   期  間   

中  国  沈 組券（ShenYunfen）   高村 典子  富栄養化湖沼の生物群集の変化と生態管理に  8．3．1～8．4．2  
謝 平（ⅩiePing）  関する研究   

フ ラ ン ス  MichelClaudeSablier   藤井 敏博  気相におけるイオンラジカル反応   臥 3．4㌧臥4．3   

ロ  シ  ア  Lukyar10VAlexander   中根 英昭  ー▲次元モデルを用いた束シベリア上空のオゾ  
ン層気球観測データの解析   

②客員研究員  

国  名   氏  名   受入担当者   研  究  課  題   期  間   

アメリカ合衆国  TerryRambo   大坪 随順  アジア高地における持続的発展を阻害する二1二  
地利用の安国評価に関する研究   

RichardG．SteveJIS   鬼  眞徳  環境ストレスの評価に関する研究   7．6．20～8．3．31   

イ ギリ ス  YoussefianShohab   近藤 矩朗  大気汚染耐性植物の作成に関する研究   7．6．19～8．3．31  

M．T．Si17aJoth）r   梓  宜高  トンボ類の繁雑システムに関する研究   7．8．1～7．臥26   

経  国  李  進   後藤 典弘  持続可能な発展に関する政策と行政の研究  7．4．1、臥 3．31   

中  国  孔 海南   稲森 悠さド  中匡＝二おけるCHhN20抑制のための汚水・  
汚泥の適正処理技補間発  

唐 常源   土磨中における硝酸性窒素の挙動解明に閲す  
る研究  

徐 閃欽   酸性雨原囚物質，関連物質の発生量分布の規  
状と将来予測の親状と将来予測モデルの開発  
に関する研究   

ブ ラ ジ ル  CarlosAStrし】SSmann   春日 清一  霞ケ浦におけるペヘレイの性分化に関する研  
究   

③共同研究員  

国  名   氏  名   受入担当者   研  究  課  題   期  間   

鵜野伊津志  東アジア地域における酉則生沈着の研究   7∴4、1～7．9．6  

J．WardHills   横内 陽子  フィールド観測のためのポータブル・ガスク  
ロマトグラフ■システムの開発と応用   

イ ギリ ス  RowanEarleH00per   ミヤマカワトンポ類の性淘汰と配偶者選択  7．4．1、8．3．31  

Lam Chan   エコピープルにおける自動運転システムのア  
ルゴリズムに関する研究   

イ  ン ド  VinodKumarSharma   森山 恒幸  インドにおける地球温暖化対策モデル（AIM  
／Tndja）の開発に関する研究  

Swapan Chandra Deb 湖沼の生態系構造とその物質循環に及ぼす影  
響に関する研究   

インドネシア  R．Sunsun Saefulhakim  大坪 囲順  LlリGEC－インドネシアデータセットの開発   7．10．1～臥12．31   

エ ジ プト  HtlSSeinIbraheim  小林 隆弘  気道への炎症細胞浸潤機構に関する研究   7．11．1、8．3．31   
ELBelbasi  

オーストラリア  AnikaSimoneMostaert  渡通  信  分子系統学的手法による赤潮形成生物のバイ  
オ・ダイヴアーシティと分類・同定   
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国  名   氏  名   受入担当者   研  究  課  題   期  間   

オ→ストリア  DanielSchwarzbach   森口 昌敏  高分解能1PC質量分析法とそれを用いた環境  
試料分析への応用   

OttoAlbinger   高村 典子  水域生掛こおける細菌の役割と細菌と他の生  
物との相互作用   

カ  ナ  ダ  ColbyBland   清水  浩  エコビークルの単体設計と動力装置の解析  7．4．1～7．8．28  

NavjotS．Sodhi   永闇 尚志  野生生物における個体群構造と遺伝多様性の  
維括橡構及び保全に関する研究   

GuodongYuan   相馬 光之  環境モニターとしての土壌の評価方法   7．6．1～8．3．31  

JiyeZeng   野尻 幸宏  温室効果気体の大気海洋間ガス交換の観測的  
研究   

韓  国  金 相敦（KimSangTon）  福島 武彦  湖沼における有機物の動態に関する研究   7．4．1～8．3．31  

梁 納材（YANGHyun－Jae）  稲森 悠平  生物を用いた新たな水質改善   7．5．22～8．2．15  

KangChangルーin   稲森 悠平  韓国におけるCI－Ⅰ。，N2qの抑制のための汚水，  
汚泥の適正処理技術開発   

HoSeobKiITl   藤井 敏博  表面電離法とマイクロ高速液体クロマトグラ  
フィーへのI心用に関する研究  

温室効果ガス排出責予測のための韓国・モデ  
ルの開発に関する研究   

HeungBinl」im   嵯峨井 勝  タバコの懐と都市大気中に含まれる粒子状物  
質の肺に及ぼす毒性メカニズムの解明に閲す  
る研究   

タ  イ  Pi〉7aSansanayuth   稲森 悠平  湿地利用廃水処理の適正化に関する研究   7．8．25、7．11．25   

中  国  ］三修林（Ⅹiulin＼Vang）   清水  浩  エコビークル用アドバンスト電池の原料採取  
と特性解析に関する研究   

張一回（ZhangYiguo）   高橋 憤司  鳥類始原生殖細胞の対外培養・凍結保存及び  
移植に関する研究   

WuXiao】ei   稲森 悠平  中国におけるCIll，N20抑制のための汚水，  
汚泥の適正処理技術開発  

LiPing＼Vang   環境惰揮（画像・固形処理）コンピュータ」  
止、用技術   

GongJianxin   大坪 囲順  LV／GEC一中国データセットの開発   7．10．1、8．3．31  

弄 永康   清水 英幸  温暖化の植物影響と環境保全に関する研究  臥1．31、8．3．29   

ド  イ  ツ  UtaNitschke   西岡 秀三  ヒ1独環境行政比旦牧   7、4、1～7、6、30   

ニュージーランド  VishalCharLdraSrivastava  彼谷 邦光  束および東南アジア地域の有害微細藻類の毒  
素の化学構造と苛性に関する研究   

フィンランド  RobertGusLavFranzcn  森m 昌敏  低分子突然変異物質とDNAとの相互作用の  
研究   

フ ラ ン ス  1sabelleBridiel・   7．4、l～8．3、31   

ブルガリ ア  MargaritaDApostolova  遠山 寸・春  紫外線による酸化的ストレスの生体影響に関  
する研究   

ベラルーシ  01egV．Dubovik   笹野 泰弘  1LASセンサーのための逆解法アルゴリズム  
に関する研究   

ポルト ガル  PoSirlgLeung   遠IL1千春  環境汚染物異による音別生発現機構解明並びに  
その検出方法の開発   

マ レ ー シ ア  Nor＾zmanHussein   古川 昭雄  マレーシアにおける熱帯雨林生態系保全に向  
けたリモートセンシング技禰と地理情報シス  
テム応用に供する研究   
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国  名   氏  名   受入担当者   研  究‘ 課   題   ■ほ  ＝＝＝   

マ レー シ ア  ElizabethPhilip   古川 昭雄  熱帯植物に対するSO2と0。 
研究   

ロ  シ  ア  M．Ⅰ．Mosklrina   渡辺 正孝  海産ピコプランクトン藍藻類の生理生態学研  
究   

④研究生  

氏  名   研  究、課  題   ◆’ 国  名  受入担当者  期 ●問   

韓  国  鮮 干描   三森 文行  NMRによる生体機能診断法の研究   7．4．1～8．3．31  

朴 済曹   相崎 守弘  霞ケ浦における難分解性洛存有機物の季節変  
動とその生成棟構の研究  

輩 公英   大気汚染の植物に及ぼす影響に関する研究   

李 保瑛   稲森 悠平  汚濁湖水の臭気生成微生物の挙動に関する研  
究  

洪 承哲   電磁界によるメラトニソ代謝への影響とその  
意義に関する内分泌学的研究   

中  国  林 仲畠   高松武次郎  酸性雨の土壌一植物生態系への影響に関する  
研究  

孫  弟   農薬散布の動物プランクトン群集に及ぼす影  
響評価手法の研究  

丁 国際   汚濁湖沼水の水質の高度浄化に関する研究   

銭  新   福島 武彦  霞ケ浦高浜入における懸濁物質の移流につい  
て  

季 紅革   大気中におけるハロゲン化合物の発生と分布  
に関する研究   

ブ ラ ジ ル  モニカ ユミ 績   春日 清一▲   霞ケ浦におけるペヘレイの性分化に関する研  
究   

（5）環境研修センター  

国  名   氏  名   受入先   研  究  課   題   研修期間   

アルゼンティン  7．9．25～7、11．9  

ブラジル  

中 国  

コロンビア  

インドネシア  

メキシコ  ／シ  

Campuzano  

パキスタン  

フィリピン  、ク  

Catapang  

タ イ  

ヴュネズェラ   
Perez   
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5．委員会への出席等  

委   嘱  先   委  嘱  名   氏  名   

環境庁長官官房秘聾謀   公害等調整委員会専門委貞   申杉修身   
環境庁企画調整局  総合的環境指標検討会検討員   西岡秀三  

地域環境計画・地域環境指標検討会検討貞   原沢英夫，森口祐一  

有害物質を含む使用済み製品のリサイクルのあり方に関する検討  後藤典弘  
会検討貞  

環境に係る税・課徴金等の経済的手法研究会委員  森田恒幸，口引聡  

環境保全型製品の新たな展開に関する検討会検討貞   後藤典弘，乙閏末離  

バイオテクノロジーの環境的側面に関する検討会検討員   鈴木継美，森山昂敵中杉修身  
稲森悠平，近藤印朗．矢木修身  

森住1昌敵，ll】島興基，西川雅高   環矧則定分析検討会アジア地域途上国への精度管理手法導入支援  

部会専門委貞   粕平伸幸  
環境測定分析検討会検討員   森田昌敏  
環境測詫溺析検討会統一精度管理調査部会眉門委買   西川椎乱白石寛明．瀬山春彦  

相平伸幸，牧野和夫  

総合研究推進会議幹事  青11」銀三．奥村知⊥  

地球温暖化対策技術評価検討会検討員   森田恒幸  

地球温暖化音済システム検討会検討貞   森Ⅲ恒幸  

地球温暖化防止のためのライフスタイル検討会委牒   青柳みどり  
環境保健サーベイランス・局地的大気汚染健廉影響検討会委員  新田裕史／森口祐一一ノ」、野雅司  

本山婿  

環境保健総合検討会委員  鈴木粧美  
21世紀における環境保健のあり方に関する懇談会への参画   鈴木継美  
化学物質環境調査総合検討会モニタリング分科会検討員 ．   森田．彗敏，松本幸雄，白石克明 √  

化学物質環境調査総合検討会環境調査分科会検討眉   中杉修身，畠山成久，矢木修身  

化学物質環境調査総合検討会検討員   安野正之，森什l昌敏，中杉修身  

化学物質環境調査結合検討会指定化学物質等調査分科会検討貝  素月1昌敏，松本幸雄．皿過 潔  

化学物質環境調査総合検討会分析法（水系）分科会検討貞   仁l石寛明  

化学物質環境調査総合検討会分析法（大気系）分科会検討貝   m過 潔  

生態影響GLP評価分科金検討貝   畠山戌久，笠井文絵，菅谷芳雄  

花里孝幸  
生態影響捻合検討会検討員  鈴木継美，安野正之．岩熊敏夫  

畠山成久  
生態影響評価分科会検討員  安野正之，畠l【一成久  

包括的化学物質対策検討会検討貞   森山昌敏，中杉修身∬闇≒ 潔  

環境け自然保護局  自然環境保全基礎調査検討会検討員   鈴木継美，岩熊敏夫，安岡善文  

渡避信  
生物多様性センター根討会検討員  岩熊敏夫  
生物多様性調査等推進委貝全委員   岩饉敏夫  
絶滅のおそれのある野生生物の選定・評価検討会検討員   濃遼 倍  

環境け大気保全局  成層圏オゾン層保護に関する検討会科学分科会及び環境影響分科  lい根英昭  
∠：、  フて   

成層圏オゾン層保護に関する検討会環境影響分科会検討委員  近藤雑則，青木鹿展  

成層岡オゾン層保掛二間する検討会及び排出抑制分科会検討委員  †∵1‡廿呵  

大気朽射二係わる重金属制二よる長期暴露影響調査検討会委員  鈴木継美皿遠 潔  
窒素酸化物等高感受性群健康影響調査検討会検討委員   新l土1裕史  

．群小発生源対策検討会検討委員   森口祐一  

騒音評価手法研究会安貞   影山隆之   
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委  嘱  先   委  嘱  名   氏  名   

環境け大気保全局  大気環境モニタリング技術検討会・モニタリング技術分科会検  松本幸雄／若松伸司．新田裕史  
討員  

大気環境モニタリング技術検討会・乾式測定法分科会検討貞   田遠 潔  
有害大気汚染物質対策検討会プライオリティリスト作成ワーキン  森田昌敏，中杉修身  
ググループ検討眉  

有害大気汚染物質対策検討会及び同検討会プライオリティリスト  新関昌敏，中杉修身  
作成ワーキンググループ検討貞  

環境庁大気保全局・水質                                酸性雨対策検討会（土壌・植生分科会）検討貝   佐竹研一一   
保全局  酸性雨対策検討会総合影響分科会・土壌・植生分科会検討貝   高松武次郎  

酸性雨対策検討会総合影響分科会・陸水分科会検討貞  河合崇欣  
酸性雨対策検討会総合影響分科会検討月   高村典子  
慢性雨対策検討会大気分科会・大気分科会調査手法ワーキンググ  村野健太郎  
ループ検討員  

酸性雨対策検討会火気分科会シミュレーションワーキンググルー  畠山史阻福山 力，鵜野伊津志  
プ検討員  

東アジア酸性雨モニタリングネットワーク構想検討会技術分科会  佐竹研一  
技術委貞会検討会  

東アジア酸性雨モ÷タリングネットワーク構想検討会技術分科会  村野健太郎，福山 力  
検討貝  

環境庁水質保全局  地下水質保全対策検討会（機構解明）検討員   中杉修身  
地盤環境に係わる指標開発検討会検討貝   陶野郁雄  
窒素・燐暫定基準適用業種指導マニュアル策定検討会検討員   稲森悠平  
中央環境審議会専門委員   森田昌敏，後藤典弘，中杉修身  

渡辺正孝  
廃棄物最終処分新技術評価検討会検討月  後藤典弘中形修身  
微生物農薬環境影響調査検討会検討貞   稲森悠平  
今後の海洋環境保全の在り方に関する懇談会検討月   森田昌敏，渡辺正孝  

海洋環境調査検討会検討員   原島 省．野尻幸宏  

渇水時地盤沈下対策検討会検討員   陶野郁雄  
関東平野北部地盤沈下緊急対策検討会検討員   陶野郁雄  
瀬戸内海における底層貨酸素化対策調査検討会検討月   竹下俊二  
瀬戸内海浅海域馴ヒ機能基本調査検討会検討貝   稲森悠平  
地盤沈下地域における地質状況検討会検討員   陶野郁雄  
地盤沈下未然防止のための安全地下水位の算定手法検討会検討貞  陶野郁雄  
土壌・地下水汚染対策技術委貞会検討貝   中杉修身  
土壌汚染現地評価手法確立調査検討会検討貞   後藤典弘，中杉修身，柏弘崇嗣  

高松武次郎  
土壌汚染調査法等検討会検討員  森田昌敏，中杉修身，矢木修身  

土壌環境保全対策懇談会委員   後藤典弘  
農薬残留対策調査技術検討会検討貞   矢木修身  
農薬登録保留基準設定技術検討会検討貝   白石寛呪矢木修身  
農用地土壌環境保全に関する検討会検討員   服部浩之  
未査定液体物質査定検討会検討員   森凹昌敏   

日本学術会議事務局   IGBPシンポジウム実行委貞全委員   西岡秀三  
極地研究連絡委員会委員   横内陽子  
情報学研究連絡委員会委員   大井 紘  
地域農学研究連絡委員会委員   増田啓子  
地球環境研究連絡委員会委員   西岡秀三，森田恒幸   

国土庁   臨時大深庶地下利用調査会専門委貞   陶野郁雄   
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委  嘱  先   委  嘱  名   氏  名   

科学技術庁  アジア地域の微生物研究ネットワークに関する研究の研究推進委  ？度追信  
貝会委員  

河合崇欣／高松武次郎  
同研究の研究推進委貞全委員  

稲森悠平  
に関する研究総合推進委員会委員  

中根英昭，神沢博  
推進委員全委員  

地球環境遠隔探査技術等の研究検討委員会委員  鈴木睦  
航空・電子等技術審議会専門委届   安岡善文  
地球環境遠隔探査技術等の研究検討委月会委員   杉本伸夫  
科学技術会議専門委貞   鈴木継美，野尻幸宏，  

宇都宮陽二朗  
阿部重信  

基盤技術の調査研究研究推進委貝全委員  
宮崎忠国  

する研究研究推進委員全委員  
若手を中心とした研究者の資質向上等に関する委員会委員  遠山千春  
地球温暖化の原因物資の全球的挙動とその影響等に関する観測研  杉本伸夫  
究における検討委貞全委員  

防災科学技術研究所  「全地球システムモデル研究」研究検討委貞会委員  鵜野伊津志  
防災科学技術研究所運営委員   鈴木継美   

文部省学術国際局  学術審議会専門委貞   内藤正明，近藤矩朗，渡過 信  

測地学審議会委員   鈴木継美  
日本ユネスコ国内委員会自然科学小委貞全調査委員   鈴木継美  

山形大学  非常勤講師（電子情報工学特論）   安岡善文   
茨城大学  非常勤講師（環境工学）   稲森悠平  

非常勤講師（対話ゼミナールⅡ）   賀田仲明  
筑波大学  学位論文審査専門委貞会委員   嵯峨井勝，矢木修身，高松武次那  

内山裕夫  
修士（学術）学位論文審査専門委員会委員（副査）  稲森悠平∴矢木修身  
筑波大学先端学際領域研究センター客員研究員   森田恒宰，川島康子  

非常勤講師（環境衛生学及び環境生理学）   持立克身′  
非常勤講師（環境工学）   原Ⅲ茂樹．福島武彦  

非常勤講師（環境生物学）   近藤矩朗  
非常勤講師（環境生理学）   小林隆弘  
非常勤講師（環境毒性学）   嵯峨井勝，市瀬孝道  

非常勤講師（経営工学）   安岡善文  
非常勤講師（植物分類学）   渡逓 信  
非常勤講師（人間集団生物学実習）   兜 眞徳  
非常勤講師（水圏植物生理学）   野尻幸宏  
非常勤講師（生物の適応戟略）   野尻幸宏，稲森悠平  

非常勤講師（生物学特論ⅩⅤ）一光端生物科学－   渡追 信  

非常勤講師（地球環境と生物圏）   古川昭雄  
非常勤講師（地球環境工学）   鵜野伊津志  
非常勤講師（地質学特別講義V）   佐竹研一  
非常勤講師（都市地域計画）   中杉修身  

筑波大学（院）  非常勤講師（環境生態学）   新Ⅲ裕史  
非常勤講師（生態系利用工学）   稲森悠平   
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委  嘱  先   委  嘱  名   氏  名   

筑波大学（院）  非常勤講師（環境生態学）   m村憲治  

非常勤講師（環境分析化学）   高松武次郎  
非常勤講師（大気環境学Ⅱ）   井上 元  
非常勤講師（廃水処理システム論）   原沢英夫  

筑波大学医療技術短期大学                       非常勤講師（公衆衛生学実習）   藤井敏悼   
埼玉大学   非常勤講師（環境アセスメント）   稲森悠平∴矢木修身   
千葉大学  非常勤講師（応用計測学）   大政謙次  

非常勤講師（大気科学）   畠山史郎／光本茂記  

非常勤講師（量子化学序論Ⅰ）   今村隆史  
非常勤講師（量子化学序論Ⅱ）   井上 元  
非常勤講師（緑地保全技術学Ⅱ）   恒川篤史  

東京大学  東京大学気候システム研究センター運営委員会委員   驚m伸明  

央京大学生産技術研究所協力研究員   上原 清  
非常勤講師（衛生学）   森田昌敏  
非常勤講師（環境保健学仁環境保健学実習）   新山裕史  

非常勤罰師（環境保健学，保健人口学及び人類生態学実習）   安藤 満  

非常勤講師（公衆衛生学実習，環境保健学，人類生態学実習）   兜l冥徳  

非常勤講師（生命科学［一文系－）   近藤種別  
非常勤講師（微細藻類の系統保存に関する研究）   渡逓 信  
非常勤講師（複合系計画論Ⅰ）   後藤典弘  
非常勤講師（薬理・毒性学，環境保健学，人類生態学実習）   遠山千春  

東京農工大学．  非常勤講師（応用生物学専修特別講義m）   稲森悠平 ヶ   
東京工業大学   非常勤講師（地球規模の環境問遇）   後藤典弘，西岡秀三，森m恒幸   

電気通信大学   非常勤講師（数値解朝）   須賀仲介   
富山大学   非常勤講師（析物生理学特別講義）   近藤矩朗   
辛．古屍大学  非常勤講師（電気工学特別講義）   鷲廿】仲明  

名古屋大学太陽地球環境研究所共同利用委員会専門委員会委員  笹野泰弘  
京都大学  学外研究協力者   鈴木継美．古川時運  

京都大学生態学研究センター運営委員   岩熊敏夫  
大阪大学  非偲勤講師（化学工学特論）   稲森悠平   
島根大学汽水域研究  島根大学汽水域研究センター客員研究貞  岩熊敏夫，野原精一  

センター  
岡山大学  非常勤講師（情報工学セミナー第・・一・・）  L‡1斐沼美紀子   

徳島大学   非常勤講師（環境科学概論）   森川昌敏   
熊本大学   非常勤講師（二仁業化学論第三）   中杉修身   
国立極地研究所  国立極地研究所軍門委員会委員   佐竹研一－  

国立極地研究所特別共同研究員   町田敵暢  
北極科学研究推進特別委貞会委員   横内陽子  

統計数理研究所  統計数理研究所共同利川委員会専門委貞会委員   ′ト野雅司   

厚生省  健康地球計画研究企画評価委員会委員   鈴木継美  

食晶衛生調査会臨時委眉   鈴木継美  

国立衛壁試験所  人む取り巻〈生活環境におけるダイオキシン等及びその前駆物質  森m昌敏  
の潜在的リスクアセスメントに関する委員会委員  

臥際簡潔評価文苦作成■検討委貝全委員  安野jE之  

国立衛生試験所所内研究評価委貝全委員   森山昌敏   
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農林水産省  バイオコミュニケーション技術研究組合推進委貞会委員   大政謙次  
農業環境技術研究所運営委員会委員   鈴木継美  
農業賓材審議会専門委員   矢木修身  
農林水産技術会議専門委員   鈴木継美  

水産庁  化学物質魚介類汚染調巷検討会   森旺】昌敵   

通商産業省  化学品審議会専門委貝   鈴木継美  
計昆士国家試験委員会委員   柏乎伸幸  

工業技術院  化学物質の安全性に関する【亘＝祭ワークショッププログラム委員会  中杉憎身  
委員  

国際計量研究連絡委員会専門委貝 ＼  森m昌敏  

資環研アドバイザリーボード委員   鈴木継美  

地域の未利用登源を清¶した河川等の生物学的浄化システム開発  稲森悠三I（  
研究委貝全委員  

科学技術振興調整費「システムと人間との調和のための人間特性  安岡音文  
に関する基礎的・基盤的研究」研究推進委員会第2分科会委員   

海上保安什   海洋データベース運m方式検討委員会委員   功フノ正行  
海洋データ利用検討会委員   原島 省   

気象研究所   「エル・ニーニヨ南方産動の轢構解明とその影琴酎二間する研究」  鵜野伊津志  
平成7年度研究検討委員全委員  

横内陽子      「北極域における気圏・水圏・生物周の変動及びそれらの相互作  
用に関する国際共同研究」平成5年度作業分科会委員   

郵政省  「地球環境憫全国際共同研究推進会諌」構成員   笹野泰弘  
人体の竃汲l町護の在り方に関する調査研究会委員   兜 眞徳  

通信総合研究所  地上衛星間レーザ長光路吸収システムの総合評価に関する検討会  笹野泰弘，中根英日乱杉本伸夫，  
委員   松井一郎   

土木研究所   汚泥施用と土壌保全に関する技術検討委貞全委員   高松武次郎   
同士二地理院   地球地図研究委員会委員   安岡善文   

北海迫  高度技術利用に係わる環境保全対策検討委貞会委員   中杉修身  
大気・海洋の環境調査及びモニタリング検討委貞全委員   井上 元  

青森県  三沢市環境教育牧場ビオトープ検討委員全委員   永圧†尚志   
福島県   福島県水環境保全基本計画策定席門家会議委員   福島武眉   

茨城爪   茨城県環境影響評価審査会委員   森山恒幸，兜 眞徳，若松仲司  

茨城県環境基本計画フレーム調査検討委員会委員   ■い杉憎身，森Ⅲ恒幸，即す典子．  

後藤典弘  

茨城県環境審議会委員  西岡秀三，中杉修身，柏崎守軋  
陶野郁雄／高相典子  

茨城県環境対策車門調査会委員  中杉修劇  

茨城県公害対策審議会委員   西岡秀三，相崎守弘  

茨城県国土利用計画地方審議会臨時委員   小杉修身  
茨城県都側者右肘峯センター改修計画検討委貴会委員   中杉修身．西川雅高  

茨城軋酎古排水対策基本計画策先安貝会委員   福島武彦  

茨城県総合計画審議会安全快適な生活環境づ〈り専門部会専門  後藤典弘  
委員  

茨城県総合計画審議会委員  鈴木継美  

茨城爪地球環境保全行動条例省エネルギー基本方針等検討委貝   森口祐一一  
全委員  

後藤β畦軋中杉修身      茨城県地球環境保全行動条例省嚢源基本方針等検討委員会委員   
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委  嘱  先   委  嘱  名   氏  名   

茨城県  茨城県都市計画地方審議会荒川本郷土地区画整理事業環境影響評  兜 眞徳  
価専門部全委員  

霞ケ浦浄化研究交流会議構成眉   相崎守弘，春日清一眉村典子  

霞ケ浦水質予測モデル検討委貞会委員   柏崎守弘，福島武彦・  

世界湖沼会議企画推進委貝全委員   渡辺正孝  
世界湖沼会議発表論文の要旨検討会議構成員   鈴木継美  

世界湖沼会議発表論文の要旨検討幹事会構成員   福島武彦  
茨城県環境アドバイザー   後藤典弘，中杉修身，相崎守弘，  

森田恒幸，清水浩，稲森悠平  

牛久沼水質保全対策調査検討委月全委員  矢木修身  
個沼水質保全対策調査検討委貝会委員   福島武彦  

栃木県  栃木県環境審議会専門委員   柏崎守弘   
群馬県  群馬県環境審謀全委員   原沢英夫  

群馬県地盤沈下調査委員会委員   陶野郁雄  
尾蘭総合学術調査局委月   岩鞘敏夫  

埼玉県  埼玉県化学物質対策専門委員   森田昌敏  
埼玉県地球温暖化対策地域推進計画策走専門委貞   清水 浩  

千乗県  千葉県環境調整検討委員会委員   木幡邦男   
東京都  フロン破壊手法の確立に関するセメントキルン法調査検討委員  森田昌敏  

会委員  
化学物質生物汚染状況調査検討委月余委貞  森山昌敏  
酸性雨調査検討委貞全委員   佐竹研一  
東京都環境審議会調査委貞   中杉修身，原沢英夫  

東京都浮遊粒子状物質削減対策検討会委員   新山裕史  
神奈Jrl県  神奈川県環境影響評価制度検討委員会委員   後藤典弘   
新潟県   地盤沈下対策検討委員会委員   陶野郁雄   
長野県   長野県環境審議会環境基本政策専門委貞   中杉修身   
山梨県  山梨県環境科学研究所（仮称）顧問   鈴木継美  

窒素酸化物削減対策専門委員会委員   若松伸司  
大阪府  環境科学総合センター（仮称）基本計画検討委員会委員   内藤正明，西岡秀三  

有害物質測定法開発等検討会委員  白石寛明  
兵席県  震災に係わる水質影響調査検討委月余委員   渡辺iE孝   

鳥取県   鳥取県埋設農薬対策専門家会議委員   中杉修身   

つくば市  つくば市一般廃棄物減量等推進審議会委員   中杉修身  
つ〈ば市総合計画審議会委員   後藤典弘  

越谷申  越谷市環境保全審議会委員   森田恒幸  
越谷市地域新エネルギービジョン専門研究部全委員   若松伸司  

所沢市  環境審議会委員   久野 武  
所沢基地跡地協議会総合部会長   藤田八嘩  

野田市  野田市環境審議会委員   立川裕隆   
新宿区   新宿区環境懇談会委員   後藤典弘   
豊島区   東京都豊島区環境管理計画策走委員会委員   青柳みどり   
横浜市  頗浜帯リサイクル推進委貞会委員   後藤典弘  

横浜市産業廃棄物処理指導計画改定検討委貝全委員   中杉修身  
横浜市廃棄物減量化・資源化等推進審議会委員   中杉修身  

鎌倉市  鎌倉市まちづくり審議会委員   川島康子   
川崎市   川崎市先端技術産業環境保全委員会委員   矢木修身  

川崎市廃棄物対策審議会委員   後藤典弘   
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委  嘱  先   委  嘱  名   氏  名   

茅ヶ崎市   茅ヶ崎市環境保全施策懇話会委員   原沢英夫   

新エネルギー・産業技術総  国際共同開発FS調査委貝会・自動車燃料対策FS調査推進委貝  清水浩  
合開発機構  全委員  

地熱探査技術等検証調査委員会委員  石井吾徳  
日本原子力研究所  植物生態機能の解明に関する研究   大政謙次  

放射線高度利用研究委員会専門委員   大政謙次  

放射線照射利用研究委員会専門委貞   矢木修身‾，．  

日本科学技術情報センター                       生体影響データベース委員会委員   中杉修身，植弘崇嗣   

国際協力事業団  インドネシア環境管理センタープロジェクト国内委員会委員   大坪巨馴贋，桐田久和子  

タイ国別権助研究会委員   中島興基  
タイ環境研究研修センタープロジェクト国内委員会委員   柏平伸幸  
韓国水質改善システム開発プロジェクト国内委員会委員   福島武彦，稲森悠平．柏崎守弘  

中国日中友好環境保全センタープロジェクト国内委員会委員   森田昌敏，阿部重信，牧野和夫  

宇宙開発事業団  ADEOS科学計画の企画・推進に関する支援客員開発部貝   安岡善文  
ライダの研究に関する支援客員開発部貝   笹野泰弘  
グローバル・リサーチ・ネットワーク制度による地味科学技術研  安岡善文  
究の為の基礎的データセット作成研究実施検討会委員  

安岡善文  
貞  

日本学術振興会  総合研究連絡会議委員   鈴木継美  
海洋水産資源開発センター  漁船活用型地球環境モニタリング委員会委員   森田昌敏   
海洋科学技術センター   高精度データの収集システム調査研究委貝会委員   原島 省   
日本の水をきれいにする会  非常勤講師   牧野和夫   
日本環境衛生センター  アジア地域途上国の環境測定分析に係る精度管理体制の整備支援  柏平伸幸  

調査検討会検討貞  
日本食品分析センター  放射能分析確認調査技術検討会講師   柏平伸幸  
東京農林水産消費技術  非常勤講師   柏平仲宰   
センター  

東京都立大学  非常勤講師（生態学特殊講義一ニ）   椿 宜高  
非常勤講師（有槻化学特論）   中杉修身  

大阪府立大学  非常勤講師（工学特殊講義）   驚田仲明   
東邦大学（院）   非常勤講師（生理生態学特論）   稲森悠平   
日本女子大学   非常勤講師（生命科学）   笠井文絵   
明治大学農学部   非常勤講師（地学概論Ⅰ，口）   鵜野伊津志   
東洋英和女学院大学   非常勤講師（環境政策）   中島興基   
龍谷大学  非常勤講師（環境政策論研究）   青柳みどり  

非常勤講師（自然地理学）   増田啓子  
大阪経済法科大学  非常勤講師（自然地理学）   増田啓子   
茨城県立農業大学   非常勤講師（環境保全と農業）   藤沼康実   
全国合併処理浄化槽普及促  稲森悠平  
進市町村協議会  
慈恵柏看護専門学校   非常勤講師（公衆衛生学）  佐藤雅彦   
遠隔共同ソフトウェア研究  文部省学習用ソフトウエア研究開発事業広域ネットワークを利用  村野健太郎   
開発グループ   した遠隔共同学習（酸性雨の共同観測）の支援ツールとカリキ  

エラムの教材化システム設計検討委員会委員   
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〔環境研佗センター講師一覧〕  

研  修  名   講  義  名   氏  名   年  月 【1   

環境庁新採用職員研修（ⅢⅢ桂）  先輩職員との懇談会   浮 貝 太 一一  7．4．10   

環境庁新採用職員研修（Ⅰ椋）  先輩職員との懇談会   古 林  仁  7．4．10   

環境け新採用職員研修（丁桂）  環境情報提供   大 橋 敏 行  7．4．13   

環境け新採用職員研修（丁桂）  環境科学の現状と課題   鈴 木 継 美  7．4．17   

環境庁新採用職員研修（f桂）  環境と経済   森 m 恒 辛  7．4．18   

環境行政管理■監督者研究会  環境研究の動向   石 井 吉 徳  7．5．16   

一般分析研修   これからの環境研究   相 馬 光 之  7．5．26   

一水質分析研修   排水基準項目の分析法①（重金属頬）   柴 田 陳 行  7．6．14   

水質分析研修   実習（ICP発光分析法）   町■ 中  致  7．6．19、6．20   

水質分析研修   地1こ水汚染と計測   平 皿 健 正  7．6．27   

水質分析研帽   微量有害化学物質による環境汚染と計測   安 原 昭 夫  7．6．29   

地盤沈下防止研修   地盤沈下原論   陶 野 郁 雄  7．6．21   

機器分析研修（特定課程Aコース）  実習講義（GC－MSの測定法）   横 内 陽 子  7．7．10   

機器分析研修（特定課程Aコース）  実習（二爪収束型1）   山 本 貸 士  7．7．11～ 7．13   

地域環境研憎   都市と廃棄物問題   後 藤 典 弘  7．7．20   

地域環境研修   環境計画策定論   原 沢 英 夫  7．7．25   

環境基本計画研修   循環（環境リスク論）   中 杉 修 身  7．9．19   

環境基本計画研修   循環（廃棄物・リサイクル）   後 藤 典 弘  7．9．20   

機器分析研修（特定儲程Bコース  通過型電子顕微鏡（TEM）を用いた環境研究  古 山 昭 子  7．9．22   

水質保全研修   河川・湖沼の汚濁   福 島 武 彦  7．10．17   

環境モニタリング（水質）研修  水質測定データの取扱い方（講義・実習）   原 沢 英 夫  7．10．18   

環境モニタリング（水質）研修  コンサルティング   西 川 雅 高  7．10．20   

環境モニタリング（水質）研修   同  畠 山 成 久  7．10．20   

環境モニターノング（水質）研修   同   今 井 章 雄  7．10．20   

‘．．  ■■   ＝■    ■ 口  実習講義（GC－MSの測定法）   横 内 陽 子  7．10．23   

大気分析研修   実習（酸性雨の測定億）   西 川 雅 高  7．11．29   

大気分析研修   実習（ICP‘め測定法）   吉 永  浮  7．12．4～12．5   

大気分析研修   実習（酸性雨の測定法）   西 川 雅 高  7．12．7～12，8   

大気分析研修   地球規模の環境問題（地球温暖化等）   大 坪 園 順  7．12．12   

火気分析研修   大気汚染と環境利学   鷲 m 仲 明  7．12．14   

地球環境保全技術研修   経済的手法   □ 引  聡  7．12．8   

地球環境保全技術研修   酸性雨の現状   村 野 健太郎  7．12．13   

機器分析研修（一般課程）   原子吸光法及び発光分析法の基礎と応用   山 中  敦  7．1．19   

機器分析研修（一般課程）   環境分析とパソコンの利用   功 フ」正 行  7．2．2   

機器分析研修（∵般課程）   これからの環境科学   彼 谷 邦 光  7．2．2   

情報処理研修   環境保全情報の才舌周   新 井 正 久  7．1．25   

情報処理研修   パソコン通信（EトNETの実習）   波多野  実  7．1．26   

情報処理研修   パソコン通倍（EトNETの実習）   高 木  勉  7．1．26   

情報処理研修   インターネット／パソコン通信実習   阿 部 重 イ芸子  7．1．26   

情報処理研修   インターネット／パソコン通信実習   仁 科 英 俊  7．1．26   

情報処理研修   インターネット実習   宮 下 七 重  7．1．29   

情報処理研修   インターネット実習   名 倉 良 雄  7．1．29   

情報処理研修   画像処理   安 岡 善 文  7．2．2－   

情報処理研憎   社会調査憫灘の作り方と活用法（世論調査ヤアン  紘  7．2．2   

ケートの心得等）  

大気保全研帽  酸性雨と大気汚染   福 山  力  7．2．15   

大気保全研修   大気汚染と人体影響   小 林 隆 弘  7．2．21   

環境け職員研修（係員級）   環境情報センターの取組（提供システム含む）  小 原 、 昇  7．3．1   
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6．研究所日誌  

（1）研究所  

年月 巳   事 ‾  項   年 月 日   事  項   

7．4．18  企画調整局環境研究技術課一行来所   10．9、  世界エネルギー会議東京大会参加者一行来所   

4．18  科学技術週間一般公開   （第1班）   

5．10  筑波大学大学院環境科学研究科一行来所  10．12         世界エネルギー会議東京大会参加者一行来所   
（第2班）  

－5．12，  
10．17  人事院職員局一行来所 －  

5．16  
10．17  JICA環境モニタリング（水質）研修一行来所  

5．17   （－10．20）   

5．23  環境事業団新規採用職員一行来所   10．23  滋賀県知事一行来所   
5．24  重慶市環境保全視察団一行来所   10．23  国際湖沼環境委員会理事長来所   
6．1  米国ハワイ東西センター部長来所   10．26  JICA沖縄トレーニングセンター研修生一行来所   

6．15  早稲田大学理学部化学科3回生－▲行来所   10．27  愛知県環境測定分析協会会員一行来所   

6．16  国立環境研究所研究発表会   10．27  JICA環境政策コース受講者一行来所   
6．17  環境月間一般公開   11．2  JICA大気汚染対策コース受講者一行来所   
6．19  筑波大学医学専門学群第6年次生一行公衆衛生実  

11．16  チリ環境センターー行来所   
習のため来所（～6．28）  

11．20  
第1回評議委員会研究活動評価専門委員会（於：  
東京）  

東京）   

11．22   
慶応義塾大学招へい中国藩陽市職員一行来所  

11．22  茨城県つくば市立谷m部東中学校一行来所  
JICA廃棄物処理コースー行来所  

－11．22  JICA韓国特設環境保全コース受講者－・行来所  
ベトナム科学技術環境省一行来所  

11．28  中国柳川大気汚染総合対策計画策走委員会一行来  
水海道PTA指導者研修会一行来所  所   

7．6  科学技術庁研究開発局宇宙国際課一行来所   11．29  インドネシア石炭利用対策事業実施団一行来所   

7．7  九州大学農学部林学科一行来所   11．30  中国地下水技術者・研究者一行来所   
7．13  中国科学院一行来所   12．1  （社）口本技術士会一行来所   
7．20  人事院給与局給与第2課一行来所   12．4  ロシア科学アカデミー来所   
7．24  会計検査 ト7．26）   12．4  近藤次郎元所長講演会   
7．28  マサチエ「セッツ工科大学教授－・行来所   12．4  

臥 2  埼玉県知事一行来所  所   
臥 3  岩佐恵美衆議院議員視察  12．4  

臥 3  つ〈ば市新規採用職員一行来所  行来所   
8．4  福岡県立修猷館高等学校第2学年生一行来所  12．6   

臥10  NEC筑波研究所筑波研究管理課一行来所   12．7  中国雲南省環境保護局一行来所   

8．22  上尾市教育委員会一行来所   12．7  JICA生活環境保全（技術）コース受講者一行来所   

臥23  仙台市名掛丁グリーンクラブー行来所   12．13  米大使館参事官来所   

8．29  総務庁管理官視察   12．13  英国自然環境研究評議会■国際関係部長来所   

9．5  外務省招へい着用C諸国・前期）一行来所．．   12．18  阿部昭吾衆議院環境委員長視察   

9．11  大島理森環境庁長官視察   8．1，18  海外経済協力基金（OEClり職員∵行来所   

9．11  上海市水質保全専門家一行来所   1，17  JICA研修担当麺事一行来所   

9．12  東京薬科大学生命科学部学生一行来所   1．22  第4国許議委員会研究活動評価専門委貝会（於：   
素月）  

9．13  第2回評議委員会研究活動評価専門委貞会（於：  
研究所）（～9．14）   1．23   中国環境科学院院長来所   

9．19  1．■26  エジプト環境庁次官来所  

研修生・・・・・／行来所   1．30  環：境記者会加盟社一行来所  

9．19   2．6  参議院環境特別委員会一行来所   

10．4  防衛庁陸上幕僚監部装備部施設課一行来所   2．6  

10．4  研究本館Ⅲ棟竣工式典  所   
．10．6  創価大学研修視察団一行来所  2．9   

10．9  日中友好環境保全センター職員一行来所   2．9  太平洋島喚国環境技術スタディーツアーー・行来所   
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年 月l］   事  項   年月 日   事  項   

2．14  3．7  動物慰霊祭  

ト2．15）   3．8  
2．15  所  

に関する検討会  3．12  
2．22   研修生一行来所   
2．27  3．21   

独側代表来所   3．25  チリ国表環境委員会技術部長来所  

2．28   3．25  中国成都市環境視察団一行来所   

3．4  JICAメキシコ研修生－・行来所（、3．6）   3．27  JICAタイ研修生「ERTC」コース受講者一行来所   
3．6  東北大学ユニ学部資源工学科3年次生及び同大学火   3．27  外務省国連政策課招へい・リトアニア及びカザフ  

学院修士課程1年次生一行来所  スタン国連大使来所   

（2）研修センター  

年月 日   事  項   年 月 日   事  項   

7．8．25  丸紅（株）及び清水建設（株）一行来所   11．28  

10．31  メキシコ環境研究研修センタープロジェクトカウ  NGOTRONGTIN氏来所  

ンターパート研修員 AdrianAlfredo氏来所  臥3．28   

11．7  JICA集団研修「環境政策」研修員一行来所  ターパート研修員  

11．8  石坂環境事務次官来所   
ChalcrmsakWANICHSOMBUT氏来所  
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7．研究所構成員  

（平成8年3月31日）  

職  名   氏  名   職  名   氏  名   

所  長   鈴 木 継 美   課長補佐   藤［R和 仲   

副 所 長   石 井 舌 徳   動物施設専門官   岩 渕 清 二  

生物施設専門官   ′ト 石  
主任研究企画官   奥付知一  理工施設専門官   井 出 建 夫  

研究企画官  青山銀三  
特殊施設専門官   土 屋 重 刑   

山崎邦彦  営繕専門官   水 揮 雅 義  
（併）  伊藤裕康  管理係長   糸魚川  弘  

ケ（併）  内山裕夫  共通施設係長   安 彦 灯 竹  
〃（併）  杉山健一郎  共通施設係員   吾 襲  洋  

国際共同研究官  植弘崇嗣  
特殊施設係長（併）   藤［U和 仲  

国際研究協力官  lll相 克  技術係長   駒 場 勝 雄   

総務部長   岡 山 英 夫    地球環境研究グループ統括研究官   安 野 正 之   
総務課長   城 所 一一 明   （俳）   古 川 昭 雄   
課長補佐  （併）   井 上  正 木 清 郎   

小 原  昇   温暖化現象解明研究チーム総合研究官  野 尻 幸 宏  
総務係長  三 浦 祐 一   主任研究員  竹 中 明 夫   
総務係員  山口和子  向井人史  

浮貝太一  
（欠）  

〃（併）  赤羽圭一  
申市長  阿久津勇  研究員  町m敏暢   

副車庫長   染 そi竹リラ   温暖化影響・対策研究チーム総合研究  森 田 恒 幸   
官  

厚生係長（併）  三浦祐一  
厚生係主任  木村華子  主任研究員  甲斐沼美程子   

高 見 晃 二  人事係長  増 作l啓’子   

川村和江  人事係主任  （欠）  

人事係員  大見幸司  
業務係長  神谷仁巳  オゾン層研究チーム総合研究官  中根英昭   

森 山 泰 揮   主任研究員  秋 吉 英 治   会計課長  
課長補佐  坂本文雄  （欠）   

（欠）  

工藤常男  
酸性雨研究チーム総合研究官  経理係長  佐竹研一   

経哩係員   伊 藤 宏 充   主任研究員  畠 山 史 郎   

支出係長  成島克子  （欠）  

志u健治  支出係員  
lい柑邦彦  契約係長  

契約係主任  赤塚輝子  海洋研究チーム総合研究官  原島 省   

契約係員  赤羽圭一  主任研究員  功フ」正行  

永井 大  （欠）  

調度係長  渡過 充  研究月  原．Ⅲ茂樹   
森林減少・砂漠化研究チーム総合研究  調度係員  小 島 繁 雄  
官   

林 俊宏  
施設課長  主任研究員  唐 艶鴻  守田不二隆  

課長補佐  龍崎惣一  
（欠）  

野生生物保全研究チーム総合研究官    僚 宜嵩   
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職  名   氏  名   職  名   氏  名   

主任研究員   高村健二  主任研究員  新田裕史  
永閏尚忘  影山隆之  

衛星観測研究チーム総合研究官  睡′野泰弘  研究員  今井秀樹   
主任研究員  鈴木 睦  開発途上国健康影響研究チ肝ム総合研  満  

横田達也  究官  

主任研究官  村野健太郎  主任研究員  平野靖史郎  
山元昭二  

地域環境研究グループ統括研究官   森 田 昌 敏   開発途上国環境改善（水質）研究チー   

（併）   
岩 熊 敏 夫   ム総合研究官   

上席研究官   中 杉 修 身   主任研究員  高木博夫  

交通公害防止研究チーム総合研究官  清 水  活  水 落 元 之   

主任研究員  森口祐一  開発途上国生態系管理研究チーム総合  

（欠）  

研究官  

近藤美則  
主任研究員  

研究員  
（欠）  

主任研究官  中島興基  
都市大気保全研究チーム総合研究官  若 松 伸 司   

春日清一  
主任研究員  上原 清  

（欠）  

松本幸雄  

海域保全研究チーム総合研究官  竹下俊二    社会環境システム部長   後 藤 典 弘   
主任研究員  木 幡．邦 男  上席研究官   大 井   絃  

中 村 泰 男   環境権済研究室長（併）   後 藤 別 行  
湖沼保全研究チーム総合研究官  福 島 武 彦   主任研究員  青 柳 みどり   
主任研究員   松重一夫  （欠）  

（欠）  研究月  日引 聡  
有害廃棄物対策研究チーム総合研究官    白石寛明  川島麻子   
主任研究員   西 川 雅 高  資i原管理研究室長  乙 間 末 廣  

（欠）   主任研究員   森   保 文  
水改善手法研究チーム総合研究官（併）                         平 田 健 正   研 究 員   寺 国  浮   
主任研究員  西 村 1修   環境計画研究室長   原 沢 英 夫  

（欠）  主任研究員   （欠）  

大気影響評価研究チーム稔合研究官               嵯峨井 勝  （欠）   

主任研究員  市 蘭 孝 道  情報解析研究室長  安 岡 善 文  
高野裕久  主任研究員  凹村正行  

化学物質健康リスク評価研究チーム  須賀伸介   
爪如′一叩  清水 明  
主任研究員  米元純三  山形与志樹  

稲葉一億  
ク  

研究員  （欠）  

曽根秀子  主任研究官  青木陽二  
化学物質生態影響評価研究チーム総合  
研究官  化学環境部長  相馬光之  
主任研究員  笠井文絵  藤井敏博  

菅谷芳雄  
計測技術研究室長（併）  藤井敏博  

新生生物評価研究チーム総合研究官  
（併）  

主任研究員  口達 潔  

光  主任研究員  佐治  横内陽子  

中嶋信美  久1．米博  

岩崎－・弘  
研究月  ・－（欠）  

郡市環境影響評価研究チーム総合研究  眞徳  計測管理研究室長  安原昭夫   

官  主任研究員   伊 藤 裕 康   

主任研究員   高 橋 憤 司  （欠）   
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職  名   氏  名   職  名   氏  名   

研 究 員   吉 永  浮   主任研究員  内山政弘  

山本冥土  （欠）   

動態化学研究室長  柴田康行   研究員   遠 鳩 廉 徳   

主任研究員  南山春彦  高 橋 善 幸  

田【戸  数          水土壌圏環境部長   渡 辺 正 孝  
研究員   堀 口 敏 宏  上席研究官   相 崎 守 弘   

米 田  穣   水環境質研究室長   矢 木 修 身  
化学毒性研究室長  彼 谷 邦 光   主任研究員  内 山 裕 夫   
主任研究員   白 石 不二雄  冨 岡 典 子  

佐 野 友 香   研 究 員   （欠）  

研究貞  （欠）   水環境工学研究室長（併）   渡 辺 正 孝   
主任研究官   河 合 崇 欣   主任研究員  宇都宮陽二朗  

環境健康部長  
今井章雄  

遠山千春  井上隆信  
上席研究官  小林隆弘  
生体横能研究室長  藤巻秀和  

天野邦彦  

主任研究員  
研究員  

鈴木明  
（欠）  

持立克身  土壌環境研究室長   高 松 武次郎  
野原憲子  主任研究月   

研究員  古山昭子  
向 井  哲  
服 部 浩 之  

病態機構研究室長  青木廉展  
主任研究員  松本理  

土井妙子  

石堂正美  恒川篤史  
研究員  （欠）  

佐藤雅彦  地下環境研究室長   
研究員  （欠）  

陶 野 郁 雄  
主任研究員  

保健指標研究室長  三森文行  
（欠）  

研究員  
主任研究員  国本学  

梅津豊．司  岩 窟巨 敏 夫  
研究員  山 根 －・祐  上席研究官   古 川 昭 雄   

環境疫学研究室長   小 野 雅 司   環境植物研究室長   大 政 謙 次   

主任研究員  田 村 憲 治   主任研究員   名 取 俊 樹  
本 田  靖   清 水 英 幸  
畢 河 佳 香   研 究 員   戸 部 和 夫  

研究員  （欠）   環境微生物研究室長   渡 逓  信  

（欠）   主任研究員   広 木 幹 也  
佐 竹  潔   

大気圏環境部長   鷲 田 仲 明  
生態機構研究室長（併）   岩 熊 敏 夫   

上席研究官   井 上   元   主任研究員   宮 下  衛   
大気物理研究室長   鵜 野 伊津志   野 原 精 一   
主任研究員  光本茂記  上野隆平  

高薮縁  多田  満  
花崎秀史  分子生物学研究室長  田中  浄・  

研究員  菅 田 誠 治   主任研究員   久 保 明 弘  
沼 口  数   （欠）  

大気反応研究室長  福山  力  研 究 員   青 野 光 子  
主任研究員  今村隆史  

酒巻史郎             環境情報センター長   畑 野  活  

研究員  猪 俣  敏   情報管理室長   阿 部 重 信  

奥 芸 事 夫   室長補佐   波多野  芙  
古 林   仁   惰稗システム専門官   （欠）  

大気動態研究室長（併）  驚 田 仲 明   連絡調整係長   高 木   勉   
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職  名   氏  名   職  名   氏  名   

号泣算機管理係長   柏 木 一一 郎   交流係長   
（欠）   

電算横管理係貞   白 井 一 成   観測第1係長   世 一 良 幸   
電算機運用係長   萩 原 理 之   観測第1係貞   福 島 健 彦   
国際情報係長   （欠）   （併）   祥 月 太 一   
国際情報係員   仁 科 英 俊   観測第2係長   （欠）   

情報整備室長   新 井 正 久   観測第2係員   中 井 真 司   
数値情報専門官（併）   ′J、原  昇   
調査係長   （欠）   環境研修センター所長   久 野   武  
調査係員   名 倉 良 雄  研修企画官   ・藤 田 八 畔   
整備係長   緒 爪 京 子   庶務課長   高 畠 立 行   
管理係長   宮 下 七 重   庶務係長   今 井 正 之   

研究情報室長   古 川 満 侶   庶務係貝   桑 原 眞 弓   
学術情報専門官   杉 山 健一郎   電  エ   五十嵐 輝 班   
研究情報係長   小 山   僧   運転手   佐久間  敢   
照会検索係長   古 m 早 苗   用務員   五十嵐 光 子   

図聾資料係養   松 井 文 子   会計係長   手 塚 英 明   
普及係長（併）   小 山」   憶   会計係員   須 藤 和 美   

名 取 美保子   開 普及係主任  彗三栄  
教務課長  関村武光  

地球環境研究センター長（副所長充て職）  石 井 善 徳  
客力南′’■   西宮 洋  

総括研究官理官   西 岡 秀 三   
研究管理官  宮嶋」忠、国  

方l二  柳m敏久  

大坪圏順  
教務係員（併）  上野川喜美  

星野哲也  
藤沼麻美  
神沢 博  

主任教官  伯平伸幸  

主任研究官（併）  中島興基   
教官   桐田久和子  

主任研究員   （欠）   

牧野■和夫  

業務係長   吉 成 信 行   中村勇兎  
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8．評議委員会構成員  

国立環境研究所評議委員会  

（財）地球環境産業技術研究機構地球環境産業技術研究所長  

全国公害研協議会会長（岐阜県保健環境研究所長）  

京都市立芸術大学長  
武忙1葉．冒一工業（株）相談役  

国際高等研究所長  

（株）リコー取締役副社長中央研究所長  

滋賀県蘭閏  

（財）日本環境衛生センター会長  

東京大学名誉教授  

東洋英和女学院大学人文学部教授  

近 藤 次 郎   

井 口 恒 夫  
上 山 春 平  

梅 本 純 正  

′ト 田  稔  
尾 上 守 夫  

吉 良 竜 夫  

佐 々  学  

不 破 敬一一郎  
逸 見 謙 三  

評議委員会研究活動評価専門委員会  

吉 良 竃 夫  

不破敬一郎  

明 出 番 司  

天 野 明 弘   

住  明 正   

松 尾 友 矩  

横 山 柴 二  

滋賀県顧問  
東京大学名誉教授  

東京理科大学工学部教授  
関西学院大学総合政策学部数招  

来京大学気候システム研究センター長  

東京大学工学部教凝  

固立公衆腐生院顧問  

－∴亘＝－   



9．表 彰 等  

氏  名   所  属   賞の名称   貴賓内容   受賞年月日   

青柳みどり  社会環境システム部   農村計画学全学会貴   郡市近郊林の環境保全横能の評価  
および管理に関する研究   

影山 隆之  地域環境研究グループ  平成6年度（社）日本騒音制  大都市における不眠症の疫学調査  7．5．22  
御工学会技術発表会奨励賞  ：睡眠時騒音環境との関連   

伊藤 裕康  化学環境部   環境化学研究会環境化学   環境化学分野の進歩発展に寄与   7．6．14  
特別賞  

藤巻 秀和  環境健康部   大気環境学会賞   大気汚染とアレルギー性疾患との  7．11．4  
（斉藤潔賞）   関連性の解明   

常田 伸明  大気圏環境部   （社）日本化学会学術賞   気相におけるフリーラジカルの反  8．3．29  
（物理化学部門）   広遠度と機構に関する研究   

一304一   



10．平成7年度研究発表会，セミナー等活動記銀  

（1）国立環境研究所セミナー  

N〕．   年月［1   世  ＝   発 表 者   所  属   

1卜  7．6．12  米国大気清浄法－いかにして鞘去を履行するか－   A．S．Vocrhees  米l亘IEPA   

2回  7．12．4  Kプロジェクト、食料増産のためのCO2固定化、   近 藤 次 郎  前学術会議会長   

∵い十  7．12．5  海産生年別二よる化学物質の濃縮について   清 水  吉成  東京大学農学部   

4回  7．12．11  河川における水質流山特性と評価   
海老瀬 潜 一  才巽南大学工学部   

5回  

ばれるか  
6匝l  朝出英太郎  

ク構想について  研究センター  

7回   R．A．Rasmussen   

resultsforthechlorofluorocarbons，Inethyl  大学   

chloroformandmethanc  

（2）第11回全国環境・公害研究所交流シンポジウム  

I謁催H：平成8年2月14日，15日  

場 所：国立環境研究所大山記念ホール  

題  目   発 表 者   所  属   

第一部「有害化学物質に閲する環境研究（環境汚染と研究手法）」   

東京都における有害化学物質の排出量推定のための基礎調査   東川 碩雄   東京都環境科学研究所  
北九州市における低軌∴（塩素系化合物の調査   徳尻  賢   北九州市環境科学研究所   
有機塩素化合物，右機塩素量から見た最近の都市河川事情  相馬悠子  国立環境研究所  

稲柴山穂  国立環境研究所  

白石寛明  国立環境朋究所  
農薬の分解性と環境中での挙動に関する研究  大野健治  福岡県保健環境研究所   
藻類群御二及ぼす除草剤影響の実験水槽を用いた解析   笠井 文絵   国立環境研究所   

魚頼へい死時の原因調査法   松原 英隆   福岡市街生試験所   
矧噺鋸こおけるプチルスズ，フユニルスズ化合物及びPCBの・  豊坂元子  長崎県衛生公害研究所  

低質垂直プJ‘向濃度分砺   

有機スズ汚染と巻貝類のインポセックス   堀口敏宏  国立環境研究所  

第二部「地球環境研究と他方向清体」   
特別講演   石井善徳  国立環境研究所副所長  
パネルディスカッション   
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11．施設の整備状況一覧  

（平成8年3月30日現在）  

施  名   ＝～  

建物面積（㌦）  

建面積  廷面積   竣  工  年  月  

研究本館Ⅰ（研究Ⅰ棟，研究Ⅲ棟）   RC－3   5．540  11．633  T期昭和49年3月竣工－   

n期昭和52年5月竣エ  
研究本館Ⅵ（共同利用棟，共同研究棟）   RC－3   2．4（）5   5．664   Ⅰ期昭和54年11月竣エ   

Ⅲ期昭和57年2月竣エ  
研究本館Ⅲ   RC－4   1，068   4．077   平成7年8月竣工   
管理棟   RC2   697   1，144  l期昭和49年5月竣工   

Ⅲ期昭和54年1月竣工  
大気化学実験棟（スモッグチャンパー）   RC－l   723   723   昭和51年10月竣工   
大気拡散実験棟（風洞）   RC－2．地下－1   2．329  昭和53年3月竣工   
大気汚染質実頗棟（エアロドーム）   SRC8   17（】   1．321  昭和54年4月竣工   
大気モニター棟   RC－1   81   Bl  昭和53年3月竣工   
大気共同実験棟（フリースペース）   RC－3   443   986  昭和58年12月竣工   
ラジオアイソトープ実験棟   RC－3   958   1．564  昭和53年3月竣ユ   
水生生物実験棟（アクアトロン）   RC－3，：RC－2   1，384   2，535  Ⅰ期昭和51年10月竣工   

打期昭和55年11月竣工  
水理美顔棟   S1   1，167   1，167   Ⅰ斯昭和51年10月竣エ   

1期昭和55年11月竣工  
動物実験棟Ⅰ（ズートロンⅠ）  SRC－7  1，379  5，185  

】期昭和51年10月竣工  

（中動物棟含む）  

動物実験棟Ⅰ（ズートロン打）  RC3  9二‡4  ユ．862  

土壌環境実験棟（ペドトロン）   RC－3   637   1．931  昭和53年2月竣工   
植物実験棟Ⅰ（ファイトトロンⅠ）   RC－3   1，392   3．348  昭和50年12月竣工   

植物実験棟Ⅱ，原音・保健研究棟   RC－4，地下－1  1，242  3．721  
美顔ほ場（本構内）  Ⅰ期昭和52年11月竣工   

Ⅱ期昭和57年3月竣工  
管理頒  373  414   
温室3棟  576  576  
ほ楊  5，600  

実験ほ場（別団地）  Ⅰ期昭和52年11月竣工  

Ⅲ期昭和57年3月竣工  
管理棟  RC－2  179  214  
ほ場11面  7．000   

生物生態園  昭和54年10月竣エ            15．ODO   

工作棟  RC－2  158  189  昭和49年10月竣工   
危険物倉庫   B1   82   82  昭和55年11月竣工   
エネルギーセンター   RC2   2，590  3，101  

（昭和51年一部増築）  

廃棄物処理施設Ⅰ   特殊実験廃水処理能力  昭和49年10月竣工   
100m／日  

廃棄物処理施設ロ  一般実験廃水処理能力  昭和54年2月竣工   
3001J／日  平成7年3月更新  

微生物系株保有棟  RC2  365  呂01   

霞ケ浦匝湖実験施戚   昭和58年3月竣工  
実験管理棟   RC2   1，045  1．748  
用廃水処理施設   RC－1   913   913  
附属施設  RC1   286   286   

奥日光環境観測所  
管理棟   RC2   121   昭和61年10月竣工                          189   

実験棟   RC－1   198   198  昭和63年3月竣工   
掛別棟   RC1   8   8  昭和63年3月竣工   

地球環境モニタリングステーション波照間   観測棟ニRC1   建／延面積ユ60．7m三   平成4年3月竣エ   

観測塔：自立型鉄骨遠目39，Om  l  平成4年3月竣エ  
地球環境モニタリングステーション落石岬  観測棟：7ルシ両横造1階建   建／延面積83，4mZ  

観測塔：王繚塑鉄骨造H55．5m  平成6年3月竣工  
黒鳥NOAA受信施設  薙アンテニ帽：自立型鉄骨遺HIMm  平成7年1月竣工   
環境遺伝子工学実験棟   RC－3  737 1．627  
環境研修センター1号棟（本館）   RC－3   825  2．216   昭和49年9月竣工（所沢市）   

2号棟（実習棟）   RC▼3   720  2，197   昭和49年9月竣工   

3号横（厚生棟）   RC1  399  450    昭和明年9月竣工   

－306←   



施  名   構  
建物面積（mり  

造  
建面積  延面積   

竣  工  年  月  

4号棟（宿泊棟）   RC5   590   2，873  昭和49年9月竣工   

（平成6年6月増築）  

5号棟（渡廊下）   R，1   162   162   昭和49年9月竣工   

6号棟（体育室）   R1   81   81  昭和51年3月竣工   

7号棟（薬品厚）   RC－1   9   9  昭和51年3月竣工   

8号棟（車庫）   R－1   60   60  昭和51年3月竣工   

9号棟（ゴミ処理室）   RC－1   40   40  昭和51年3月竣工   

10号棟（乾燥室）   R－1   23  昭和51年3月竣工   

11号棟（物品倉庫）   R－1   14   14  昭和57年9月竣工   

12号樵（自転車小屋）   R1   田  昭和6年6月竣工   

13号棟・（特殊実習棟）ノ   RC－3   375   1．054  昭和63年5月竣工   

14号棟（ボンベ但場）   RC1   4   4  昭和63年5月竣工   

－307－   



12．国立環境研究所施設配置図  

〒305 茨城県つくば市小野川16－2  

電 話 0298－50－23†4  

二・   



霞ケ浦臨湖実験施設  

〒300－04 茨城県稲敷郡美浦村大字大山  

垂 話 0298－86－0938．0939  

別団地実験は鳩  

〒305 茨城県つくば市八幡台3   

電 話 0298－37－0083   



〕
岩
1
 
 
 

0  5 10m  

⊥ ■  



地球環境モニタリングステーション一波照間  

〒gO7－11沖縄県八重山群竹宮町字波照間4794  

東軽123度48分39秒  

北緯 24度3分14秒  

電話 09808－5－8553（無人）  

敷地面積：566が（国有林地借地）  

観測局舎：160．7m一（鉄筋コンクリート1階建）  

観測塔：3g．Om高（自立型鉄骨遣）   



地球環境モニタリングステーションー落石岬  

〒088－17 北海道根室市落石西243－2  

東経145度30分5秒  

北緯 43度9分34秒  

軍話 01532－ラー2596（無人）  

敷地面積＝乳900m▲（民有地借地）  

観測局舎：83．4∩†（アルミパネル構造1階建）  

観測塔：55．5m高（支線型鉄骨造）  

和田図l   



環境研修センター  

〒359 埼玉県所沢市並木3－3  

電 話 042g－94－9303，9766  

（敷地面葦12ヘクタール）  

50  100m  

こく1こミー   
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